
中央社会保険医療協議会 総会（第 450 回） 議事次第

令和２年２月５日(水) 10：00～

於 厚生労働省講堂（低層棟２階）

議 題

○医療機器の保険適用について

○パブリックコメント、公聴会の報告について

○個別改定項目（その３）について

○答申書の附帯意見案について（その２）
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医療機器の保険適用について（令和２年４月収載予定） 

区分Ｃ１（新機能） 

 
販売名 企業名 保険償還価格 算定方式 補正加算等 

外国平均 

価格との比 
頁数 

①  
AMPLATZER  

ピッコロオクルーダー 

アボットメディカル 

ジャパン合同会社 
 416,000円 

類似機能区分 

比較方式 

市場性加算 

（Ⅰ）10%、 

改良加算 

（ニ）10% 

0.84 ２ 

②  再製造ラッソー2515 日本ストライカー株式会社 
  118,000円 

（参考価格） 

類似機能区分 

比較方式 

原型医療機器と

の価格比 

0.70 

0.74 ５ 

 

区分Ｃ２（新機能・新技術） 

 
販売名 企業名 保険償還価格 算定方式 補正加算等 

外国平均 

価格との比 
頁数 

①   
エキシマレーザ 

Turboカテーテル 

株式会社 

フィリップス・ジャパン 
219,000円 

類似機能区分 

比較方式 

有用性加算  

（ハ）5％ 

OTWタイプ 

0.68 

ガイディング

カテーテル付

属 OTWタイプ 

0.60 

８ 

② 
TMJ リプレイスメント 

システム 

株式会社 

メディカルユーアンドエイ 
1,110,000円 原価計算方式 なし 1.09 12 

 

中 医 協  総 － １ 

２ ． ２ ． ５ 
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医療機器に係る保険適用決定区分及び価格（案） 

 

販売名      AMPLATZER ピッコロオクルーダー 

保険適用希望企業  アボットメディカルジャパン合同会社 

 

販売名 決定区分 主な使用目的 

AMPLATZER  

ピッコロオクルーダー 
C1（新機能） 

以下の全てを満たす動脈管開存症に適用し、経皮

的に動脈管を閉鎖するために使用する。 

・動脈管の直径が４mm以下であること。 

・動脈管の長さが３mm以上であること。 

・体重が700g以上であること。 

 

○ 保険償還価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価

格との比 

費用対効果

評価 

への該当性 

AMPLATZER 

ピッコロオクルーダー 
416,000円 

153 経皮的動脈管閉鎖

セット 347,000円 

市場性加算（Ⅰ）10%、 

改良加算（ニ）10% 

0.84 該当しない 

本品は希少疾病用医療機器として指定され、承認されたため、機能区分の特例の対象

となる。 

 

留意事項案 

 

（１） 本品は、関連学会の作成した「体重 2.5kg未満の動脈管開存症に対する経皮

的動脈管閉鎖セットの適正使用に関する手引き」を遵守して使用した場合に限

り算定できる。なお、使用した患者の体重を診療報酬明細書の摘要欄に記載す

ること。 

 

（２） 本品は、関連学会より認定された保険医療機関で使用した場合に限り算定で

きる。なお、関連学会より認定された保険医療機関であることを証する文書の

写しを診療報酬明細書に添付すること。 

 

（３） 本品は、関連学会より認定された医師が使用した場合に限り算定できる。な

お、その医師が関連学会より認定された医師であることを証する文書の写しを

診療報酬明細書に添付すること。 
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（４） 本品を体重１kg 未満の患者に対し使用する場合は、外科的治療と本品によ

る治療とのリスクとベネフィットの比較衡量により、適切と判断される場合に

限り使用すること。なお、この場合には診療報酬明細書の摘要欄に本品を使用

する理由及び医学的根拠を詳細に記載すること。 

 

関連技術料 

K562  動脈管開存症手術 

１ 経皮的動脈管開存閉鎖術  22,780点 

 

［参考］ 

○企業希望価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価格

との比 

AMPLATZER  

ピッコロオクルーダー 
416,000円 

153 経皮的動脈管閉鎖

セット 347,000円 

市場性加算（Ⅰ）10%、 

改良加算（ニ）10% 

0.84 

○市場規模予測（ピーク時） 

予測年度：４年度 

 本医療機器使用患者数：221人／年 

予測販売金額：0.92 億円／年 

○諸外国におけるリストプライス 

販売名 
アメリカ 

合衆国 
連合王国 ドイツ フランス 

オースト

ラリア 

外国平均 

価格 

AMPLATZER  

ピッコロ 

オクルーダー 

15,484 米ドル

（1,718,724

円） 

2,574 ポンド

(368,082円) 

3,344 ユー

ロ（421,344

円） 

5,470 ユー

ロ（689,220

円） 

6,362 豪ド

ル（501,326

円） 

494,993

円 

＊為替レート（平成 30年 10月～令和元年９月の日銀による為替レートの平均） 

 １米ドル＝111円、１英ポンド＝143円、１ユーロ=126円、１豪ドル＝78.8円 

 

〇加算の定量化に関する研究班報告に基づいたポイント 

改良加算（ニ） 小型化、軽量化、設計等の工夫により、それまで類似機能区分に

属する既収載品に比して、小児等への適応の拡大が客観的に示されていること。 

a. 小型化、軽量化などの工夫による小児等への適用拡大が客観的に示される。 

の２ポイントに該当し、合計２ポイント（１ポイントあたり５％換算で 10％の加算）

となる。 

 

○本品は希少疾病用医療機器であること及びその社会的な貢献を評価し、市場性加算

（Ⅰ）10％が加算される。 
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１ 販売名 AMPLATZER ピッコロオクルーダー

２希望業者 アボットメディカルジャパン合同会社

３使用目的

本品は以下の全てを満たす動脈管開存症に適用し、経皮的に動脈管を
閉鎖するために使用する。
・動脈管の径が４mm以下であること。
・動脈管の長さが３mm以上であること。
・体重が700g以上であること。

４構造・原理

製品概要

製品特徴
出典：企業提出資料

臨床成績

米国ADOⅡAS試験（多施設共同単群非盲検試験、n=50、８施設）及びCAP試
験（n=150、９施設）において、閉鎖が必要な動脈管開存を有する被験者を対象

に、本品の有効性及び安全性を評価した。

・６ヶ月フォローアップ時の経胸壁心エコー検査による動脈管の有効閉鎖率及び
留置成功率は、両試験で高い数値が示された。

・留置試行後180 日までの本品または手技に関連する重大な合併症（死亡、生命
を脅かす有害事象、永続的又は顕著な障害/機能不全、全身麻酔下の外科医に
よる大きな開胸外科的処置）が発生した症例は、両試験で認められなかった。

※有効閉鎖 = 短絡グレード ０：短絡なし、又は１：軽微な短絡

従来品からの改良点

１. 自己展開式ワイヤーを単層で編み込む

ことで小型化した。

2. 保持ディスク径とウエスト径の差を小さくし、

ディスクを含めたダクトオクルーダー全体を

動脈管内に留置できるようにした。

ADOIIAS試験 CAP試験

2 kg以下 2 kg超 2 kg以下 2 kg超

有効閉鎖率 100% 
(18/18)

100% 
(28/28)

100% 
(30/30)

95.7% 
(22/23)

留置成功率 100% 
(18/18)

87.5% 
(28/32)

98.8% 
(81/82)

94.1% 
(64/68)

最小４mm
従来品では適用とならなかった、
体重2.5kg未満の動脈管開存症
患者に対しても、カテーテル治療
が可能となる。
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医療機器に係る保険適用決定区分及び価格（案） 

 

販売名      再製造ラッソー2515 

保険適用希望企業  日本ストライカー株式会社 

販売名 決定区分 主な使用目的 

再製造ラッソ

ー2515 
C1（新機能） 

本品は、心臓電気生理学的及び一時的ペーシングを行う

ために、経皮経管的に心臓内に留置して使用する。本品

は、再製造単回使用医療機器である。 

 

○ 保険償還価格 

（※）令和二年度診療報酬改定後の「114 体外式ペースメーカー用カテーテル電極

（２）心臓電気生理学的検査機能深型③房室弁輪部型」の償還価格に対し、原型医

療機器との価格比を乗じた価格とする。 

 

留意事項案 

（１）当該材料を算定する場合は、再製造品を使用することについて文書を用いて患

者に説明すること。 

 

関連技術料 

D206 心臓カテーテル法による諸検査（一連の検査について） 

 １ 右心カテーテル 3,600点 

 ２ 左心カテーテル 4,000点 

 

 

 

 

 

 

 

販売名 償還価格 

（参考） 

原型医療機器 原型医療機

器との価格

比 

外国平均価

格との比 

費用対効

果評価へ

の該当性 

再 製 造

ラ ッ ソ

ー2515 

118,000

円（※） 

114 体外式ペースメーカ

ー用カテーテル電極（２）

心臓電気生理学的検査機

能深型③房室弁輪部型 

168,000円 

0.70 0.74 

 

該当しな

い 
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［参考］ 

○ 企業希望価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価格

との比 

再製造ラッソー2515 163,469 円 原価計算方式 1.02 

○市場規模予測（ピーク時） 

予測年度：５年度 

 本医療機器使用患者数：5,160人／年 

予測販売金額：6.1 億円／年 

 

○ 諸外国におけるリストプライス 

販売名 
アメリカ 

合衆国 
連合王国 ドイツ フランス 

オースト

ラリア 

外国平均 

価格 

再製造ラッソー

2515 

1,440 米

ドル

（159,840

円） 

－ － － － 
159,840

円 

＊為替レート（平成 30年９月～令和元年８月の日銀による為替レートの平均） 

 １米ドル=111円 
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１ 販売名 再製造ラッソー2515

２ 希望業者 日本ストライカー株式会社

３使用目的

本品は、心臓電気生理学的及び一時的ペーシングを行うために、経皮経

管的に心臓内に留置して使用する。本品は、再製造単回使用医療機器

である。

４構造・原理

製品概要

出典：企業提出資料製品特徴

• 本品は、販売名；ラッソー2515（ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会
社）、販売名；ラッソー2515ナビ（ジョンソン・エンド・ジョンソン株式
会社）を原型医療機器とする再製造単回使用医療機器である。本
品は、再製造時に新規部品と交換される部品はなく、すべて再生部
品で構成される。その使用目的及び効果、機能、作動原理、使用
方法は原型医療機器と同一である。

再製造工程

アブレーションカテーテル

焼灼部位

本医療機器

・国内使用の機器に限定

・脳・脊髄等に触れたもの、感染
症法に定める感染症の治療に
使用されたものは除外

・承認された手順や容器
で収集

・病原性微生物に汚染
されないよう区分保管

・定期的なトレーニング

・再製造工程の実施確認
（年１回）

・原型医療機器の変更、
不具合、回収等の継続
的モニタリング

・日本向け製品と米国向け
製品の混同・接触禁止

最終製品の
出荷

滅菌

包装・
ラベリング

使用済み
SUDの
収集

使用済み
SUDの
選別

洗浄

品質機能
検査

病院
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医療機器に係る保険適用決定区分及び価格（案） 

 

販売名      エキシマレーザ Turboカテーテル 

保険適用希望企業   株式会社フィリップス・ジャパン 

 

販売名 決定区分 主な使用目的 

エキシマレーザ

Turboカテーテル 

C2（新機能・

新技術） 

本品は、大腿膝窩動脈のステント内における再狭窄又

は再閉塞病変への経皮的血管内治療に使用する。 

 

○ 保険償還価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価

格との比 

費用対効果評

価への該当性 

エキシマレー

ザ Turboカテ

ーテル 

219,000円 

130 心臓手術用カテ

ーテル 

(４)特殊カテーテル 

有用性加算 5％ 

OTWタイプ 

0.68 

ガイディン

グカテーテ

ル付属 OTW

タイプ 0.60 

なし 

 

○ 留意事項案 

 （１）本品に併用されるガイドワイヤー等の特定保険医療材料は別途算定できる。 

 

 （２）一連の治療につき２本まで算定できる。 

 

 （３）関連学会が定める適正使用指針に従って使用した場合に限り算定できる。 

 

○ 関連技術料 

 診療報酬改定に伴い、新規技術料を設定する。 
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［参考］ 

○ 企業希望価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価格

との比 

費用対効果評

価への該当性 

エキシマレーザ

Turboカテーテル 
252,000円 

130 心臓手術

用カテーテル 

(４)特殊カテー

テル 

有用性加算 20％ 

OTWタイプ 

0.78 

ガイディング

カテーテル付

属 OTWタイプ 

0.69 

なし 

 

準用希望技術料 

K548 経皮的冠動脈形成術（特殊カテーテルによるもの） 

 ２ エキシマレーザー血管形成用カテーテルによるもの 24,270点 

  

○ 市場規模予測（ピーク時） 

 予測年度：10年度 

 本医療機器使用患者数：2000人／年 

 予測販売金額：８億５千万円／年 

 

○ 諸外国におけるリストプライス 

販売名 
アメリカ 

合衆国 
連合王国 ドイツ フランス 

オースト

ラリア 

外国平均 

価格 

OTWタイプ 

3,995米

ドル 

(443,445

円) 

1,811ポン

ド 

(258,973

円) 

2,150ユー

ロ 

(270,721

円) 

2,517ユー

ロ 

(317,142

円) 

― 322,570円 

ガイディング

カテーテル付

属 OTWタイプ 

3,995米

ドル 

(443,445

円) 

1,907ポン

ド 

(272,701

円) 

2,924ユー

ロ 

(368,180

円) 

3,000ユー

ロ 

(378,000

円) 

― 365,582円 

 

 

 

 

 

 

 

 

１米ドル＝ 111円 １ポンド＝143円 

１ユーロ＝ 126円    

（平成 30年 10月～令和元年９月の日銀による為替レートの平均) 
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○ 加算の定量化に関する研究班報告に基づいたポイント（試行案） 

有用性加算（ハ）対象疾病の治療方法の改善 

ａ.既存の治療方法では効果が不十分な患者群、あるいは安全性等の理由で既存

の治療方法が使用できない患者群において効果が認められる。 

に１ポイント該当し、合計１ポイント（１ポイントあたり５％換算で５％の加算）

となる。 
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１ 販売名 エキシマレーザTurboカテーテル

２希望業者 株式会社フィリップス・ジャパン

３使用目的
本品は、大腿膝窩動脈のステント内における再狭窄又は再閉塞病変への
経皮的血管内治療に使用する。

４構造・原理

製品概要

製品特徴 出典：企業提出資料

臨床成績

• 本品はカテーテルの先端から照射されるエキシマレーザエネル
ギーによって、大腿膝窩動脈のステント内における再狭窄及び
再閉塞病変の動脈硬化組織を蒸散させ、通過開存することを意
図する光ファイバーカテーテルである。

OTWタイプ（Turbo Elite）

ガイディングカテーテル付属OTWタイプ
（Turbo Tandem）

• 米国で行われた多施設共同前向き無作為化対照試験（EXCITE 
ISR試験）では、本品とバルーンカテーテルを併用した経皮的血
管形成術（PTA）は、バルーンカテーテルのみ使用して行われた
場合と比較して標的病変の再血行再建術の回避率が高かった。

• ガイドワイヤが通過できない閉塞病変15例に対して本品を使用
した後ろ向き試験において、14例(93％)の手技成功率を確認で
き、従来の経皮的血管形成術が困難な症例に対しても有効性を
示した。

レーザ＋
バルーンカテーテル群

バルーンカテーテル群 P値

術後6ヶ月
TLR回避率

78.3％
(123/157例)

58.9％
(43/73例)

P<0.005

※TLR:標的病変再血行再建術(Target Lesion Revascularization)

(Cardiology 2014; 8(s2): 23-28)
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医療機器に係る保険適用決定区分及び価格（案） 

 

販売名      TMJ リプレイスメントシステム 

保険適用希望企業  株式会社メディカルユーアンドエイ 

 

販売名 決定区分 主な使用目的 

TMJ リプレイスメ

ントシステム 

C2（新機能・

新技術） 

本品は口腔顎顔面領域において、関節窩及び下顎骨

頭の置換又は再建以外に治癒又は症状の軽快が困難

な患者に対して使用する人工関節である。 

 

○ 保険償還価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価

格との比 

TMJ リプレイス

メントシステム 
1,110,000円 原価計算方式 1.09 

 

○ 留意事項案 

（１）本品は、関連学会の定める適応基準を満たす、関節窩及び下顎骨頭の置換又は

再建が必要な患者に対して使用した場合に算定する。 

（２）関連学会から示されている指針に基づいた所定の研修を修了し、顎関節人工関

節置換術の十分な経験を有する常勤の医師又は歯科医師が１名以上配置され

ていること。 

（３）本品は、関係学会の定める指針に従って使用した場合に限り算定できる。なお、

診療報酬明細書の摘要欄に本品を使用する理由及び医学的根拠を詳細に記載す

ること。 

 

○ 関連技術料 

 診療報酬改定に伴い新規技術料を設定する 

 

 

推定適用患者数 

17人／年 

 

12



 
 

［参考］ 

○ 企業希望価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価

格との比 

TMJリプレイスメ

ントシステム 
1,310,000円 原価計算方式 1.28 

 

 

○市場規模予測（ピーク時） 

 予測年度：3年度 

 本医療機器使用患者数：17人／年 

 予測販売金額：18,870,000円／年 

 

○ 諸外国におけるリストプライス 

販売名 
アメリカ 

合衆国 
連合王国 ドイツ フランス 

オーストラリ

ア 

外国平均 

価格 

TMJリプレイ

スメントシ

ステム 

11,389米ド

ル（1,263,303

円） 

8,500ポンド

(1,224,654 

円) 

5,439ユーロ

（689,916

円） 

6,922ユーロ

（878,029

円） 

13,271豪ドル

（1,056,664

円） 

1,022,513

円 

 

１米ドル＝ 110.9円  １ポンド＝144.1円 

１ユーロ＝ 126.8円   １豪ドル＝79.6円 

（平成 30年 7月～令和元年 6月の日銀による為替レートの平均) 
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１ 販売名 TMJ リプレイスメントシステム

２希望業者 株式会社メディカルユーアンドエイ

３使用目的
本品は口腔顎顔面領域において、関節窩及び下顎骨頭の置換又は再建
以外に治癒又は症状の軽快が困難な患者に対して使用する人工関節で
ある。

４構造・原理

製品概要

製品特徴 出典：企業提出資料

臨床成績

フォッサインプラント

上：マンディブラーインプラント
下：マンディブラーオフセット

マンディブラーインプラントを下顎、フォッサイ
ンプラントを側頭骨に専用スクリューで固定し、
摺動面を形成することで関節の再建又は置換
を行う。

術前 3年後

海外治験 8.5±2.3（224例） 2.8±2.1（85例）

1stPMS 7.1（288例） 2.4（204例）

検索文献 6.6±0.9（811例） 1.7±0.2（107例）

術前 3年後

海外治験 8.5±1.6（224例） 2.8±2.0（85例）

1stPMS 7.5（288例） 2.2（204例）

検索文献 7.4±1.1（147例） 1.9（50例）

①疼痛VAS

②咀嚼困難度VAS

③最大開口量（mm）
術前 3年後

海外治験 20.1±10.0（224例） 29.3±6.0（85例）

1stPMS 20.6（285例） 30.07（153例）

検索文献 18.8±8.0（1127例） 37.6±8.6（407例）

• 海外治験、市販後成績調査及び文献検索による臨床評価を行ったところ、疼
痛・咀嚼困難度・最大開口量いずれにおいても術前・術後で有意な改善が認
められた。

14
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単回使用医療機器（SUD）の再製造工程

○ 単回使用医療機器（SUD）の再製造工程では、使用済みＳＵＤの収集や洗浄・滅菌等が
必要であり、通常の製造工程と異なる。

○ また、機器の構造や使用目的によって、収集や洗浄・滅菌等に係る手間やコストが異な
ることが想定される。

原材料

（再）組立て

滅 菌

出荷判定

使用済みSUD
の引き取り

受入検査

再利用判定

医療廃棄物
の処理

販売

産廃業者

使用
・

選別

医療機関

消耗補
充部品

予備洗浄（・滅菌）

分解（・組立て）

再生部品の保管

SUDの再製造の流れ：

洗浄（・滅菌）

初回・再製造に共通の工程再製造に特有の工程

＜再製造工程の事例イメージ＞
（自社品の場合）

1

中医協 材－１

元．１０．９

中医協 総－１参考

２ ． １ ． ３ １

Administrator
スタンプ



○ 特定保険医療材料の診療報酬上の評価は、その構造、使用目的、効能・効果等に着目
した機能区分別に行なわれており （機能区分別収載制度）、各機能区分内の製品の保
険償還価格は全て同一価格で設定されている。

○ 再製造品はオリジナル品と構造や使用目的等は同一であるが、その製造工程は異なり、
原材料費等の製造にかかる経費は異なると考えられる。

○ 再製造工程においては、機器の構造や使用目的によって、収集や洗浄・滅菌等に係る
手間やコストが異なることが想定される。

○ 薬価制度においては、後発品の薬価は原則として先発品の薬価に0.5を乗じた額（先発
品から50%引き下げた額）、バイオ後続品の薬価は原則として先行バイオ医薬品の薬価
に0.7を乗じた額（先行バイオ医薬品から30%引き下げた額）としている。

○ 再製造品を特定保険医療材料として保険収載することとなった場合、保険償還価格をど
のように設定するのか、現行の規定では明確ではない。

再製造品の価格算定について ①保険収載時

2

【現状と課題】



再製造品の価格算定について ①保険収載時

【論点】

○ 再製造品の保険収載時の価格については、オリジナル品とは原材料費等の製造に
かかる経費が異なると考えられることから、オリジナル品とは異なる価格を設定するこ
ととしてはどうか。

○ 再製造品には構造や使用目的が同一のオリジナル品があることから、類似機能区分
比較方式の考え方に沿って価格を設定することとしてはどうか。

○ 価格設定については、再製造工程では収集や洗浄・滅菌等にコストがかかることから、
バイオ後続品の薬価算定を参考にしつつ、個々の品目毎に検討することとしてはどう
か。

○ 再製造品の保険収載時の価格算定については今後の事例を集積し、必要があれば
再度検討することとしてはどうか。
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1

「令和２年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理」に関する

ご意見の募集の結果について

１．意見の募集方法

（１）意見募集期間 ：令和２年 1 月 15 日（水）～令和２年 1月 22 日（水）

（２）告知方法 ：厚生労働省ホームページ

（３）意見提出方法 ：電子メール、郵送

２．寄せられた意見

（１）意見件数

電子メール 郵送 合計

415 件 183 件 598 件

（２）意見者の属性（n=598）

① 年齢

② 職業

0.5%

14.5% 67.4% 11.9%

2.7%

3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=598)

20歳未満 20～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上 無回答

13.0% 50.7% 8.7%

1.2%

14.4%

1.7%

0.8%

0.0%
3.2%

0.0%
4.2%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=598)

医師 歯科医師 薬剤師

看護師 その他の医療従事者 会社員（医療関係の企業）

会社員（上記以外） 自営業 学生

無職 その他 無回答

中 医 協 総 －２－１

２ ． ２ ． ５
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（３）項目別の意見延べ件数（1,770 件）

Ⅰ 医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進

項目

番号
内 容 件数

Ⅰ－１ 地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の評価 13 件

Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 39 件

Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進 49 件

Ⅰ－４ 業務の効率化に資するＩＣＴの利活用の推進 32 件

Ⅱ 患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

項目

番号
内 容 件数

Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価 53 件

Ⅱ－２ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の推進 116 件

Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 74 件

Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進 46 件

Ⅱ－５ 治療と仕事の両立に資する取組の推進 1 件

Ⅱ－６ アウトカムにも着目した評価の推進 34 件

Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 8 件

Ⅱ－７－２ 認知症患者に対する適切な医療の評価 7 件

Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 48 件

Ⅱ－７－４ 難病患者に対する適切な医療の評価 1 件

Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 45 件

Ⅱ－７－６ 感染症対策、薬剤耐性対策の推進 212 件

Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 7 件

Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む

先進的な医療技術の適切な評価と着実な導入
8 件

Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮し

た歯科医療の推進
343 件

Ⅱ－１０ 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、対物業務から対

人業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、

院内薬剤師業務の評価

48 件

Ⅱ－１１ 医療におけるＩＣＴの利活用 22 件
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Ⅲ 医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進

項目

番号
内 容 件数

Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（地域医療の確保を図る観

点から早急に対応が必要な救急医療体制等の評価（再掲）を含む）
74 件

Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 14 件

Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 65 件

Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 76 件

Ⅲ－５ 医療従事者間・医療機関間の情報共有・連携の推進 4 件

Ⅳ 効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

項目

番号
内 容 件数

Ⅳ－１ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進 41 件

Ⅳ－２ 費用対効果評価制度の活用 4 件

Ⅳ－３ 市場実勢価格を踏まえた適正な評価等 246 件

Ⅳ－４ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（再掲） － 件

Ⅳ－５ 外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進（再掲） － 件

Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進 6 件

Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 18 件

・その他の意見 16 件

（４）「令和２年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理」についての主な意見（適宜集

約して記載）

Ⅰ 医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進

Ⅰ－１ 地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の評価について

（１３件）

意見の内容 件数

○ 地域の救急医療体制における重要な機能を担う医療機関について新たな評価について

・救急体制充実加算は、救命救急センターの評価基準に基づく評価に応じたものとされている

が、対人口評価の項目は、人口密度なども加味し、公平に評価すべき。また、医療偏在が著

しい地域においては、他の医療圏からの応需体制などについても評価されるべき。ドクター

ヘリ事業にかかる不採算部分についても、評価されるべき。（同旨２件）

・国民はどこに住んでいても等しく医療が受けられなければならない。そのためにも医師確保

対策が何よりも優先されるべき。

・救急の受入れ実績には地域差があり、必ずしも施設基準の要件で定められた実績を満たせる

５件
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ことにはならないため、診療報酬ではなく補助金を活用して補填すべき。

○ 救急搬送看護体制加算の見直しについて

・身近な中小規模の病院が救急を担えることで大病院やそこに働く医師等医療スタッフの負担

を軽減することができることから、中小規模の病院に対する救急医療の評価が必要。前回改

定でできた夜間看護体制特定日減算の対象を、施設、日数とも拡大する必要がある。

・「救急搬送看護体制加算」の算定要件である２項目について、下記の通り変更すべき。

①「救急車の搬送患者が年間 200 件以上」の件数を、200 件から引き上げる。または件数では

なく、救急車受応率（例：受応率 95％以上）に変更。

②「重症救急患者の受け入れに対応する専任の看護師を配置する」の「専任の看護師」を、

日本看護協会の認定看護師教育課程を修了した「救急認定看護師」、「小児救急看護認定看

護師」、更には日本 NP 教育大学院協議会が認める NP 教育課程を修了した「診療看護師」に

代表されるような高度な研修を修了した看護師、の３種類の高度実践看護師に変更。

・夜間看護要員の複数配置は必要だが、救急外来等で病棟から一時的に看護職員がやむを得ず

外来に赴くことについては柔軟に取り扱うように要望する。

３件

○ その他

・院内トリアージ実施料の算定基準の「救急医療に関する 3年以上の経験を有する専任の看護

師」を、日本 NP 教育大学院協議会が認める NP 教育課程を修了した「診療看護師」に代表さ

れるような高度な研修を修了した看護師に変更すべき。

５件

Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価（３９件）

意見の内容 件数

○ 医師等の医療従事者の常勤配置に係る要件及び専従要件の見直しについて

・医師をはじめ、あらゆる職種の常勤、専従等の施設基準要件を緩和することに賛成する。よ

り平易に解釈できるよう、常勤、専従等の施設基準要件の整理を求める。（同旨１件）

・育児時間等による短時間労働勤務では、施設基準要件を満たすことができないため、救済す

るための要件緩和を望む。

・施設基準において、「専従」要件の定義を緩和し、診療報酬点数表や施設基準において「専

任」又は「専従」の規定のない業務については、合わせて行えるようにしてほしい。

４件

○ 病棟薬剤業務実施加算の見直しについて

・薬剤師が中小病院で働かなくなっている。業務ができる薬剤師がギリギリの状態なので根本

的な見直しが必要なのではないか。

・病院薬剤師に対する評価(点数)が低い。薬局薬剤師の報酬の一部を病院薬剤師の報酬へ移動

させていただけないか。

・看護師特定行為における薬学分野（インスリンの投与量の調整等）を廃止し、病棟における

薬剤総合評価調整加算を全て病棟薬剤師に委ねることを希望する。

・病院における常勤薬剤師の配置の適正化を希望する。回復期リハビリテーション病棟及び地

域包括ケア病棟の薬剤師配置加算を希望する。

・地域包括ケア病棟では服薬管理に関する事項や退院への道筋調整、退院後フォローに関する

薬剤師のニーズが高く、薬剤師がその任を積極的に担うことにより、病院勤務医等がそれぞ

れの専門性の高い業務に集中できる。（同旨１件）

・薬剤師の配置義務のある医療機関であっても薬剤師がいない時に、無資格者に調剤を行わせ

ていた事件もあることから、院内薬剤師業務の評価について十分検討する方がよいと考え

る。（同旨１件）

・現在薬剤管理指導は算定対象の病棟となっていないが、このような病棟にこそ薬剤管理指導

をしっかり行う必要がある。

・病棟薬剤師の配置要件において、NICU などの特定入院料を算定する病棟においては、算定対

１１件
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象期間を超える患児（者）が１人でも発生した場合には、病棟薬剤師を常時配置することに

なっているが、配置基準を緩和することはできないか。

・患者が入院した時、病院薬剤師が薬局薬剤師に連絡して、患者の服薬管理情報を入手した場

合、情報を提供した場合、病院と薬局を評価する。

○ 重症度、医療・看護必要度のＢ項目の評価方法の見直しについて

・重症度、医療・看護必要度については、より臨床・現場の実態に即した評価を求めるととも

に、重症度評価自体が業務の妨げにならないよう、医療・看護業務に沿った内容とし、現場

の負担を取り除く必要がある。

・施設間のカルテ開示の仕組みを進め、Ｂ項目の記録を充実させ、かつ退院サマリの記録簡素

化を進めることができれば、負担軽減になると思う。

２件

○ その他

・夜間看護体制加算等の見直しについて、月平均による夜間常時配置としてほしい。

・入退院支援加算の人員配置の施設基準(特に入退院支援加算１)が厳しい。

・医師等の働き方改革を推進していくには、財政的な裏付けを国が責任をもって確保していく

ことが重要。（同旨８件）

・医師、患者のコミュニケーションをとるためには主治医制がよいが、長時間労働改善のネッ

クとなっている。

・働き方について、歯科関係職種も対象として欲しい。特に歯科技工士の長時間労働が問題で

ある。（同旨４件）

・診療報酬明細書において、暫間固定における摘要欄への記載が煩雑である。

・薬局においてもひとり薬剤師であれば地域支援体制加算の条件で働くことは負担が多い。（同

旨１件）

・薬剤師の対物業務の簡略化の観点から、一包化の可否、同一有効成分の医薬品への変更調

剤、生物学的製剤先発品からバイオ後発品への変更調剤について、疑義照会不要とすべき。

２２件

Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進

（４９件）

意見の内容 件数

○ 医師事務作業補助体制加算の見直しについて

・医師事務作業補助体制加算の施設基準要件から、緊急入院数の除外を希望する。

・診療所勤務医の負担の軽減および処遇の改善を図るための医師事務作業の補助体制の新設を

要望。

・外来における医師事務作業補助者の役割が大きいことから、無床診療所における人員配置を

評価することを求める。（同旨２件）

・療養病床における地域包括ケア病棟入院料／入院医療管理料、回復期リハビリテーション入

院料を算定している場合にも医師事務作業補助者体制加算が算定できるようにする必要があ

る。

・全体の業務量軽減として、施設基準要件の緩和や、各種文書、帳票類の作成等、診療報酬点

数表上求められている事務的業務を軽減すべき。（同旨２件）

・看護補助者の業務要件および配置人数要件を緩和するとともに、病棟における事務職員（病

棟クラーク）の評価もお願いしたい。

・医師事務作業補助者の教育にもっと支援・充実させてほしい。また診療報酬上も「常勤」配

置ができるまで報酬を上げてほしい。

１１件
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○ 看護補助者の配置に係る評価等の見直しについて

・「主として事務的業務を行う看護補助者」については、全員を看護補助者に算入することを希

望する。

・看護師の配置人数により逓減するなど、看護補助者の配置基準の緩和してほしい。

・賃金増加を踏まえた診療報酬に改善してほしい。

・急性期看護補助体制加算は、一般病棟における看護補助者配置のみを評価し、救命救急入院

料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット病棟などへの看護補助者配置は全く評価して

いない。これらの病棟への看護補助者配置は、一般病棟よりも高い評価が必要。

４件

○ 栄養サポートチーム加算の対象となる病棟の見直しについて

・多職種との介入が患者支援の向上につながるものとして期待する。（同旨１８件）

・栄養サポートは重要であるが、B001・10 入院栄養食事指導料との併算定ができず、要件に比

べて点数が低すぎる。

・その他の特定入院料病床（ICU・HCU や回復期リハビリテーション病棟、緩和ケア病棟等）に

おいても、NST の介入や入院外である複数の保険医療機関間での NST 同士の連携についても評

価を行うべき。（同旨２件）

・かかりつけ医・診療所が老年期の低栄養・フレイルに着目することができる診療報酬体系、

地域一体型 NST による病院内外での栄養管理の一元化などの将来を見通した新たな体制の構

築を希望する。

２４件

○ その他

・「タスク・シェアリング/タスク・シフティングチーム（仮）」を設置した病院に対して、診療

報酬の加算を付けてはどうか。

・看護師による各種委員会やその他活動について、病棟勤務時間への計上の緩和をお願いした

い。

・各病棟（救急外来、手術室などを含む）への「大学院で特定行為研修を修了した者」の配置

加算がつけば、医師のタスク・シェアリング、タスク・シフティングにつながる。

・事務職員も入院に係る説明等を行っており、医師、看護師等の負担軽減に繋がっているた

め、入院前の事務職員に対する評価をお願いしたい。（同旨１件）

１０件

Ⅰ－４ 業務の効率化に資するＩＣＴの利活用の推進（３２件）

意見の内容 件数

○ 診療報酬の算定に当たり求めている会議及び記載事項の見直しについて

・レセプトの記載からカルテの記載について、さらなる簡素化を求める。

・ICT 利用の便利さもその結果を紙で保存することを求められることが多く、結局時短につなが

らない。

２件

○ 情報通信機器を用いたカンファレンス等の要件の見直しについて

・在宅療養支援診療所の施設基準について、(2)の機能強化型の「在宅医療を担当する常勤の医

師が３名以上配置」の「カ」のうち「当該在宅支援連携体制を構築する保険医療機関間にお

いて、診療を行う患者の診療情報の共有を図るため、月１回以上の定期的なカンファレンス

を実施すること」について、「リアルタイムでの画像を介したコミュニケーション（ビデオ通

話）が可能な機器を用いて行った場合」も可能としてほしい。（同旨２件）

・患者と直接は関係ない医師、栄養士、PT、OT との情報共有、連携の仕方についても評価する

方向で検討してほしい。

４件
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○ 情報通信機器を活用した栄養食事指導の取組の評価について

・情報通信機器(電話・メール等)を活用した栄養食事指導を行えるようにしていくべきであ

る。（同旨１１件）

・漫然と遠隔診療が継続されることがないよう、また遠隔診療に特化/集中した営利目的に偏る

医療機関が出ることがないよう、算定要件や継続回数には一定の制限を設けるべきである。

・情報通信機器を利用した栄養指導の継続に賛成である。

１４件

○ その他

・医療の IT 化を進めるにあたり、医療機関に経済的な理由で躊躇することがない政策・診療報

酬改定作業を今後も進めてほしい。（同旨１件）

・フレイル対策は、確かな診断と評価能力を持つ医療とコメディカルが協働するべき分野であ

る。医療機関と行政や、リハビリテーションスタッフ間の情報交換が必要である。医療機関

へ日々の運動の自動記録、食事指導を含め電子的連絡帳のような ICT システムが包括されて

いれば良いだろう。（同旨５件）

・感染対策・医療安全・チーム医療等で職員教育が要件となっている場合、E-ラーニングの活

用について明言してほしい。

・個人情報の保護の観点もしっかりと考えて推進していただきたい。

１２件

Ⅱ 患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価（５３件）

意見の内容 件数

○ 地域包括診療加算について要件の見直しについて

・機能強化加算など、かかりつけ機能を趣旨とした加算点数の廃止を求める。地域の開業医は

すでに「かかりつけ医」としての役割を果たしており、全ての医療機関が算定できるよう、

基本診療料の引上げによって行うべきである。（同旨４件）

・機材の導入や訪問歯科の実施を行っている医療機関を優遇するだけでなく、外来で治療をし

っかり行っている医療機関も評価すべきではないか。

・地域包括診療加算算定要件と施設基準の緩和を希望する。

７件

○ 小児かかりつけ診療料の見直しについて

・小児かかりつけ診療料の施設基準における時間外対応加算の項目を削除するか、＃8000 への

対応などへの代替案を追加し、より多くの小児科専門診療所が算定できるようにしてほし

い。（同旨１件）

３件

○ かかりつけ医が重複投薬に関する他の医療機関との連絡・調整等を行う取組の新評価につ

いて

・医師の重複投薬の確認は、負担が大きいため、医師の管理のもと医療機関で確認することで

要件を満たすようにお願いしたい。

・重複投薬があるかないかのデータは、保険者側が把握している。医療機関に保険者より通知

していただける事を望む。

・薬剤師が従来から重複投薬相互作用等防止加算としての評価も得て同様の業務を実施してい

ることを踏まえた上で評価いただきたい。

・「医師の依頼で重複投薬の確認」ということについて、現実的でないので反対する。本来は医

師が診療時に確認すべきことではないか。

・残薬を確認して調整する行為は調剤薬局のみならず医療機関においても、調整の是非の判断

９件
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も含め、多くの時間と手間を要する。こうしたプロセスに対する評価が医療機関に存在しな

いのは不合理である。医療機関と調剤薬局が互いに緊密に連携をして残薬調整を実施した場

合の評価を新設すべきである。（同旨２件）

○ かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の見直しについて

・同一月に同一薬局で調剤を受ける時は二回目以降の調剤基本料を減額もしくは削減してはど

うか。（同旨２件）

・かかりつけ薬局・薬剤師とは患者が自らの意思で都度選ばれるものであり、選ぶことによる

利益は患者に帰属すべきだと考える。（同旨１件）

・かかりつけ薬剤師が訪問指導で外出している場合に限り、別のかかりつけ条件を満たした薬

剤師が指導しても「かかりつけ指導料」を算定できるようにしてはどうか。（同旨１件）

・要件の一つとして健康サポート研修終了薬剤師という要件を入れるべきである。

・生涯学習達成度試験に合格した薬剤師を認定薬剤師に認定すればよいのではないか。

・現在は薬剤師の質も上がっているので、どの薬局でも飲み合わせを聞く環境にあるなど、か

かりつけ薬剤師指導料を払ってまで受ける特別なサービスではないのではないか。

・薬局による一元管理のためにも院内調剤先に対して診療報酬上の減算を行い、分業率１０

０％を目指すことも重要。

・かかりつけ薬剤師指導料を薬剤服用歴管理指導料より低い点数に設定すれば、かかりつけ薬

剤師を持つ患者が増えるのではないか。

・現在のかかりつけ薬剤師指導料はほぼ全ての患者と契約ができ、収入を上げるためにこの算

定がノルマとなっている薬局があってもおかしくない。

・患者がかかりつけ薬剤師の薬局に 3カ月以上の来局がない場合は自然消滅するものとする

（再度きたときも新しい契約を結びなおす。）ことなどにより、かかりつけ薬剤師の解約と見

直しが行われるようにしてほしいと思う。

・かかりつけ薬剤師がメインになっており、薬剤師個人に向けられる視線が強くなっているの

にも関わらず、評価するのは薬局の機能で、個人に目を向けながら、評価は店舗というのは

評価対象が誤っているように思う。

・リフィル処方箋の推進により、かかりつけ薬剤師を推進することも期待できる。

１８件

○ 薬剤服用歴管理指導料等の見直しについて

≪６月以内に同じ薬局を利用した場合の薬剤服用歴管理指導料について、再度の来局期間や対

象となる薬局等の要件を見直す。≫

・患者が同じ薬局を繰り返し利用するよう、保険者にも協力を求めてはどうか。

・薬剤服用歴管理指導料は、調剤基本料 1以外の薬局も調剤基本料 1の薬局と同じ扱いにすべ

き。

・複数の薬局を利用する方が、自己負担が増えるという仕組みにはできないのか。

・患者が同じ薬局を繰り返し利用するための施策として、薬剤服用歴管理指導料 A の期間短

縮、かかりつけ薬局を手帳に記載の 2点が挙げられているが、実効性に乏しいのではない

か。

・お薬手帳に負担金の軽減という患者様にとって明確でわかりやすいメリットを提示できるよ

うになった事は現場として非常に助かっている。

≪調剤基本料について、異なる医療機関からの複数の処方箋をまとめて１つの薬局に提出した

場合の評価を見直す。≫

・患者様に複数医療機関の処方せんをひとつの薬局で管理してもらう金銭的なメリットがで

き、かかりつけ薬局推進の力になると考える。

・まとめる事で、係る手間が軽減されるわけではないため、独立した処方箋として扱うべきと

考える。

・異なる医療機関からの複数の処方箋は、まとめて一つの薬局に提出したとしても、各々の処

方内容の確認が全てひとまとめて実施出来るわけではない。

・複数医療機関の処方箋を同日に薬局で受け付けると調剤基本料を 1回分とすることについ

て、同日ではなく、30 日以内に複数医療機関の処方箋を受け付けた場合、2回目以降、薬剤

１１件



9

服用歴管理指導料またはかかりつけ薬剤師指導料が減額になる案を提案する。

・同一薬局に複数の医療機関の処方箋を同日に持ち込んだ場合、調剤基本料の算定は１回のみ

とすることにより、同じ薬局を繰り返し利用することを推進が図られるものと考える。

≪薬剤服用歴管理指導料について、患者が普段利用する薬局の名称等を手帳に記載するよう患

者に促す観点から要件を見直す。≫

・お薬手帳への普段利用する薬局名を記載するだけでは同じ薬局を繰り返し利用することの推

進につながるとは言い難いのではないか。

○ その他

・どの医療機関を受診しても、患者に対して適切な対処ができるような診療情報の共有の努力

（作業）を評価するため、基本診療料の引上げがされていれば良い。（同旨１件）

・かかりつけ歯科医の重要性、多職種との ICT を利用した連携強化をさらに充実することが必

要と考える。

・薬剤師が近所に定住し、長いこと地域に根ざした薬局の薬剤師は、その地域の医療機関につ

いてもそれなりに詳しくなっている。薬局には地域のよろず健康相談所のような役割があ

り、「町の医療コンシェルジュ」とでも言うべき役割を果たしている。

５件

Ⅱ－２ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の推進（１１６件）

意見の内容 件数

○ 機能強化加算の見直しについて

・かかりつけ医機能や機能強化加算の意味などは、国がきちんと周知するべきである。(同旨３

件)

・医療機関を選別して加算で評価するのではなく、初・再診料そのものを引き上げるべき。(同

旨３件)

・初診料の機能強化加算の掲示等の情報提供に係る要件の見直しは止め、これ以上事務的負担

を課すことのないようにすること。

・患者のフリーアクセスや出来高払い制の否定に繋がる機能強化加算は廃止するべきである。

・機能強化加算は再診時でも算定可能にするべきである。

１１件

○ 紹介先の他の医療機関から紹介元のかかりつけ医機能を有する医療機関へ情報提供を行っ

た場合の評価について

・250 点を下回ることがない点数設定とすること。B010-2 診療情報連携共有料の対象を医科医

療機関にも拡大すること。(同旨２件)

・紹介元となる医療機関を「機能強化加算」における「かかりつけ医機能を有する医療機関」

と同じ定義を用いることには反対である。

・情報共有の新たな評価における「紹介元医療機関」は、「当該患者について日常的な療養管理

を行っている医療機関」と広く定義することを求める。

・紹介先の他の医療機関から紹介元のかかりつけ医機能を有する医療機関への情報提供は、紹

介元医療機関が機能強化加算の施設基準を届けていない場合でも評価するべきである。

・医科からの情報提供依頼に対して歯科の診療情報を提供した場合、依頼側、提供側双方につ

いて評価を行うこと。

・病状の変化が大きな患者であれば、短期間に詳細な診療情報の提供を複数回要することもあ

るため、診療情報提供の１ヶ月あたりの算定回数の緩和も必要。

・医療機関の間での情報提供を行う際に患者に費用を負担させるというのは、現在国によって

推奨されている、患者を診療所などの小さな医療機関で診てから重篤な患者のみ大病院へ入

院させるという方式と相性が悪いのではないか。

９件
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○ 医療的ケア児に関わる主治医と学校医との連携

・主治医から医療的ケアが必要な児童・生徒に関する診療情報を受けることにより、当該児

童・生徒に関する学校職員からの相談に応じたり、アドバイスを行ったりすることに役立つ

と考える。

１件

○ 公費負担医療に係る診療所における明細書発行に係る要件の見直しについて

・明細書は患者の求めがあった場合にのみ発行すればよい取扱いにする。(同旨８７件)

・公費負担医療に係る給付により自己負担がない患者（全額公費負担の患者を除く。）につい

て、診療所における明細書発行の義務化の猶予措置の廃止に反対。(同旨３件)

・診療所における明細書発行に係る要件の変更について、これ以上事務的負担を課すことのな

いようにすること。(同旨１件)

・歯科診療については１か月１回や１初診１回など回数制限のある治療項目が多々存在するた

め、これら明細と不一致の箇所が誤解を招き説明に手間がかかることなど懸念している。

９５件

Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化（７４件）

意見の内容 件数

○ 外来化学療法加算等の評価の見直しについて

・外来で化学療法を施行している患者には、栄養アセスメントを定期的に行うことによって、

栄養状態の低下に早期に気づき防ぐことができる。外来においても管理栄養士による栄養管

理は重要。（同旨１２件）

・短期入院の繰り返しで同一保険医療機関において外来化学療法を行う患者に対しては、入院

時の NST に専従/専任管理栄養士による栄養食事指導が効率的であり、専従/専任業務の一環

として認めてほしい。

・がんに対する専門知識を有する「がん病態専門管理栄養士等」による栄養管理が非常に有用

であり、外来化学療法チームへの職種明記ならびに外来化学療法室への配置がタイムラグの

ない患者対応に繋がる。

１６件

○ 精神病棟における退院時の多職種・他機関による共同指導等について

・精神保健福祉士が共同指導に必ず関与する仕組みとして頂きたい。

１件

○ 摂食機能療法の経口摂取回復促進加算について

・摂食・嚥下障害を有している患者は、摂食・嚥下機能に応じた食形態の食事を使用し訓練を

進めることでかなりの改善がみられる。当該チームへの管理栄養士の参画は重要。（同旨２１

件）

・多職種チームには要件を満たす NST が兼務しても算定可能であることを希望する。加算要件

の見直しだけでなく、介護施設や在宅を含む医療機関間の診療情報、特に栄養管理に関する

情報の連携・共有を包括的に推進・評価することが重要。

２３件

○ 多職種連携に関する評価の必要性等について

・地域・多職種連携や情報提供の重要性を今回の改定で取り上げて頂いてとても光栄。

・フレイル対策は、確かな診断と評価能力を持つ医療とコメディカルが協働するべき分野。治

療介入については医療機関と行政や、リハビリテーションスタッフ間の情報交換が必要。

日々の運動の自動記録、食事指導を含め電子的連絡帳のような ICT システムがあると良い。

（同旨２件）

４件
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○ 緩和ケア診療加算における個別栄養食事管理加算について

・緩和ケア診療加算の対象患者と個別栄養食事管理加算の対象患者を同じにするべきである。

（同旨８件）

・我が国におけるがん患者人口の増加の現状と、その国民の最期の全身管理ならびに安らかな

食環境支援の目的から、評価されることが望ましいと考える。（同旨２件）

・現行、緩和ケア診療加算は算定できる施設が限られているが、個別対応が必要と医師が判断

した患者全てを対象として頂きたい。

・特別な栄養管理をし、多職種チームによる介入、その後の検討・対応・実施は、どの病棟で

も評価されるべき。

・個別栄養食事管理加算の対象となる疾患を見直すことについては評価できるが、チーム医療

を評価する他の診療報酬点数との整合性も併せて検討すべき。

・再入院予防対策における栄養管理継続のための多職種連携の強化が必要。

・管理栄養士の雇用形態等の要件の見直しを頂きたい。

・薬剤師との連携だけでなく、専門管理栄養士のがん栄養指導に評価をつけてほしい。

１８件

○ 周術期等口腔機能管理、周術期等専門的口腔衛生処置について

・周術期等口腔機能管理料（Ⅲ）で管理中の場合でも、歯科疾患管理料、機械的歯面清掃処置

等が算定できるようにして欲しい。（同旨３件）

・緊急等の場合には、事後での周術期等口腔機能管理計画策定料の算定を認めて欲しい。（同旨

２件）

・周術期等専門的口腔衛生処置の算定要件を緩和して欲しい。（同旨２件）

・周術期口腔機能管理に対する新たな評価を導入して欲しい。

・周術期口腔機能管理における診療情報連携共有料の算定要件を緩和して欲しい。

１１件

Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進（４６件）

意見の内容 件数

○ 生活習慣病管理料に係る要件の見直しについて

・医科から歯科への紹介があった場合、歯科疾患管理料に加算を設定して欲しい。

・生活習慣病管理料について、歯科等の他の診療科の受診状況の把握することは重要である。

・例えば、糖尿病を主病とする患者の眼科受診勧奨や歯科等の他科での定期的な受診状況の把

握を行うことを管理料の要件とした場合、当然、眼科や歯科等での診療状況について情報提

供を求められた場合に評価してほしい。

・生活習慣病管理料は高い。患者負担がふえるため、算定できない。

４件

○ 歯科疾患管理料に係る見直しについて

・初回の歯科疾患管理料の２ヶ月要件を緩和して欲しい。（同旨６件）

・歯科疾患管理料の見直しについては患者側の理由で中断されることがあることも考慮してほ

しい。（同旨５件）

・歯科疾患管理料は、口腔衛生指導料等の固有の評価に戻すべき。（同旨１件）

・歯科疾患管理料の評価充実をお願いしたい。

・歯科疾患管理料等を算定していなくても、機械的歯面清掃やフッ化物歯面塗布処置、歯周病

安定期治療などを算定できるようにして欲しい。

・欠損補綴治療も対象にして欲しい。

・長期管理を行ううえで、同一初診内での算定回数の制限を無くして欲しい。（同旨２件）

・歯科矯正治療の要件を拡大して欲しい。（同旨２件）

２３件



12

○ 歯周病安定期治療に係る見直しについて

・新たな歯周病治療の管理について拙速導入は避けるべき。（同旨２件）

・歯周病安定期治療への移行ができるようにして欲しい。（同旨１件）

・歯周病を有する患者に対する新たな評価の導入にあたっては、診療現場が混乱しないよう取

扱い等の周知徹底して欲しい。（同旨１件）

・歯周病治療は残存歯に合わせて点数を設定するべき。

・歯周病を有する患者に対する治療については、診療実態のとおりに算定回数の制限なく長期

的な管理を行いたい。

・歯科疾患管理料を算定していない場合の軽度歯周病への評価をお願いしたい。

１０件

○ 禁煙を求めている施設基準に係る要件の見直しについて

・要件緩和とならないよう、「敷地内禁煙」がより広まり、皆が受動喫煙の危害を被ることにな

らないような施設基準を基本方針とするようお願いする。

１件

○ 各診療領域等における診療報酬の見直しの必要性について

・眼科の角膜内皮検査の保険点数が手術の前後に限定される点に関して、内皮検査の手術以外

での点数化を認めて頂きたい。

・学会等の認定に対する診療報酬でのインセンティブを設けて欲しい。

・保険の範囲内で行えるスケーリング、ルートプレーニングは制限があるため、その制限を緩

和していく必要があるのでは。

・健康診断実施後、当日に 1 回目の受診ができるなどの、算定ルールの変更をお願いする。

・初診時は色々な診査、診断のもとに指導や説明を行わなければならず、再診時よりも時間が

かかる。評価の見直しを期待する。

・糖尿病を含む生活習慣病の食事療法は重症化予防に必須の治療であり、食費、特に特別食に

係る加算をアップして頂きたい。

８件

Ⅱ－５ 治療と仕事の両立に資する取組の推進

意見の内容 件数

○ 療養・就労両立支援指導料の見直しについて

・現在、通院・在宅精神療法にある条件の為に、発達障害児の受入れ困難が起きているため、

以下のように提案する。

①I0021：通院・在宅精神療法（注 2）⇒診療時間に関わらず算定可能とする。

②I0021：通院・在宅精神療法（注 3）（注 4）⇒再初診の場合でも算定可能とする。

③I0021：通院；在宅精神療法（注 4）⇒児童思春期精神科専門管理加算の施設基準のうち、

50％以上が 16 歳未満であるという条件を、初診診療の 50％以上へ変更とする。

１件

Ⅱ－６ アウトカムにも着目した評価の推進（３４件）

意見の内容 件数

○ 回復期リハビリテーション病棟における実績要件について

・リハビリテーションが必要である患者の栄養管理は非常に重要であり、管理栄養士が病棟配

置されるよう要件を見直すべきと考える。（同旨１３件）

・リハビリテーション実績指数の引き上げに反対。リハビリテーション実績指数は実績を上げ

ようとすると、①入院期間の短縮が必要となり、無理な早期退院を誘発する。また、➁入院

患者の選別、特に顕著な改善結果が出にくい老人患者の排除の心配も指摘されている。（同旨

３件）

１８件
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○ データ提出加算に係る要件の見直しおよびアウトカム評価について

・データ提出加算は患者の治療に直接関係がない。個々の患者に対する治療行為を評価した診

療報酬で対応すべきではないため、データ提出加算を入院料の要件とするべきでない。（同旨

９件）

・アウトカム評価には反対。医療は不確実であり、予期せぬ病態の変化があることから、個々

の患者により対応が異なることも多い。また施設基準要件とすることで、患者の選別につな

がらないとは言えない。（同旨３件）

・世界で評価されるデータは標準化すべきで、また評価させるためにも確実に提出すべき。診

療報酬改定で政策誘導し、日本の医療のアウトカムを世界の標準レベルまで上げてほしい。

１６件

Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価

意見の内容 件数

・遺伝子パネル検査について、現行においては病院負担が発生せざるを得ない場合があること

に鑑み、算定要件等の見直しをお願いしたい。

・患者の意向として看取るまでの入院を希望する患者、家族も想定されるため、在宅復帰の要

件を厳格化すべきではない。 (同旨１件)

・地域により格差が生じないような要件に変更してほしい。

・外来化学療法加算等の要件に、医療機関は患者のかかりつけ薬局に対してレジメン等（検査

値なども含む）の情報提供を行うことを加えてほしい。

・老人保健施設におけるがん診療の促進について、①医師、看護職員の体制強化が必要になる

こと、②副作用に対応するための投薬や、疼痛をやわらげる投薬なども必要になることを考

慮するよう要請する。

・加算算定の為に不必要な薬剤と混合し、結果、時間投与量が増え、患者身体への負担を増大

させる事は医療従事者として適当な判断と思えない。

・オクトレオチドは、仮に無菌調剤において他の注射液と混合しても、投与経路の違いにより

無菌調剤加算が算定できないケースがある。

８件

Ⅱ－７－２ 認知症患者に対する適切な医療の評価

意見の内容 件数

・歯科診療における認知症患者の治療した場合の評価を適切に行って欲しい。（同旨４件）

・特定疾患療養管理料の対象疾患に認知症を加えること。（同旨１件）

７件

Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価（４８件）

意見の内容 件数

○ 病床数の上限を超えて病床を有する場合の精神科救急入院料に関する経過措置の期間を定

めることについて

・精神科救急入院料の上限については、平成３０年改定時に施設基準の「ただし書き」を認め

ながら、２年後に経過措置の期間を定めるのは、あまりも乱暴な対応である。（同旨７件）

・精神科救急入院料の施設基準の個室割合５割以上という建物構造上の要件満たすためには、

多額な工事費を調達しなければならない。病棟工事中は入院患者の受け入れもできないた

め、赤字資金の準備も必要となる。（同旨４件）

・精神科においては、夜間や休日に受診が必要な患者が必要な時に受診できないことが問題で

あり、これは精神科救急入院料病棟をもつ病院が担っていくべき。

・経過措置の期間終了後、既存の精神科救急入院料病棟が算定できなくなると、病院経営が成

４３件
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り立たなくなり、地域で生活する患者が困る。不適切な精神科救急医療を行っている病院が

あるならば、調査や個別指導などで正していただきたい。（同旨４件）

・経過措置の期間を超えた時、病棟への内科医配置の廃止が予想される。深刻な内臓疾患を持

つ精神障害者が増加しており、内科医による内臓疾患の早期治療が、精神疾患による入院患

者の早期退院に寄与している。（同旨１件）

・内科医の配置ができなくなると、精神科医師の負担が増加して、精神科医師の退職にもつな

がる可能性がある。精神科救急入院料と同程度の入院料が新設されるのであれば、致命的な

問題は起こらない。（同旨１件）

・救急病棟は、各専門職が手厚く配置されている。精神科一般病床に移行した場合、各専門職

の配置基準が少なくなる。救急病棟で受け入れる患者を精神科一般病床で受け入れることに

なれば、看護の質も低下してしまう。救急病棟の開設にあたっては、多額の投資を行ってお

り、病院経営においても多大な損失となる。（同旨９件）

・精神科救急病棟として運用が出来なくなった場合、認知症の患者を早く地域に戻すことが難

しくなり、認知症患者の精神状態が悪くなった場合の受け入れ場所が少なくなることも予想

される。（同旨１件）

・精神科以外の一般科は地域医療構想において各圏域の医療圏に急性期や慢性期その他の必要

病床数が算定され議論されているが、精神科においてこのような作業や議論がまだなされぬ

中で精神科救急病床の削減を語ることは疑問に思う。

・これまで複数単位の精神科救急病棟（現在の設置基準を超える）の許認可を受けている病院

は地域では精神科救急の基幹病院となっている場合もあり，経過措置にて最終的には病棟単

位を現行の基準の範囲におさめるという措置が行われた場合，地域によっては精神科救急医

療の崩壊が危惧される。（同旨１件）

○ その他

・精神保健福祉士の配置要件があるなど在宅時医学総合管理料より同管理料「ハ」の算定要件

は既に厳格化されている。これ以上要件を厳しくすることは、精神疾患患者の在宅移行や社

会参加支援を妨げることにも繋がりかねない。（同旨２件）

・精神科急性期治療病棟１の精神科急性期医師配置加算算定に係る退院率においては、3か月以

内の再入院はカウント出来ないので、カウント出来るようになる事を望む。

・クロザピン又は m-ECT 治療目的にて、他の医療機関の精神科病棟に入院中の患者を精神科急

性期治療病棟で受け入れた場合に、当該入院料の算定対象とすべき。

５件

Ⅱ－７－４ 難病患者に対する適切な医療の評価

意見の内容 件数

○ 難病患者に対する診断のための検査に関する要件の見直し

・D006-4 遺伝学的検査の施設基準において、当該検査の一部を委託する場合にしか施設基準の

届出が認められていないが、現在、パネル検査等では、この施設基準を準用せずとも算定が

可能とされていることを考慮し、遺伝学的検査の施設基準要件の緩和をお願いしたい。

１件

Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実（４５件）

意見の内容 件数

○ 小児の診療料・調剤料について

・小児科外来診療料については、対象年齢を「小児かかりつけ診療料」と同等に引き上げると

共に、「一日につき」の規定を改め、同日再診の場合でも別途算定を認めることを求める。

・乳幼児製剤加算は６歳未満に限らず、〇歳未満（例えば、中学生未満など）の調剤であれば

算定できる「小児製剤調剤加算（仮）」のようなものに変更して点数を上げていただきたい。

・小児科の対象年齢からはずれた加齢児について、内科領域への担当科への移行が大変に困

難。障害をもった子達の移行は特に大変であり、多くの子たちが療育施設へ紹介されてい

３件
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る。しかし、療育施設にはそれに対応できる専門家がいるわけでもなく、十分な対応ができ

ない。市中病院などの内科領域の医師が積極的に障害者の医療にかかわることを推進できる

ような診療報酬を検討いただきたい。

○ 小児抗菌薬適正使用支援加算について

・小児抗菌薬適正使用支援加算の算定対象を、全年齢に引き上げるべきである。

・インフルエンザを疑って検査をし、陰性であってもすべての細菌感染を否定する根拠にはな

らない。インフルエンザを疑った場合には小児抗菌薬適性使用加算を算定できないという論

拠に正当性はない。よってこの注 4にかかる例外規定は廃止をお願いしたい。

２件

○ 妊婦加算について

・妊婦本人に負担をさせるのではなく、市区町村や県、国などが負担をするのが望ましいので

はないか。（同旨８件）

・歯科医療機関からの産婦人科主治医に対する情報提供等についても、評価してほしい。（同旨

８件）

・どの要件が妊婦加算の対象になるのか厳密に審査し、妊婦へ周知を図ってほしい。（同旨２

件）

・2019 年１月からの妊婦加算の凍結は、プロセスに非常に問題がある。妊婦加算の取扱いをめ

ぐっては、中医協において十分に審議の上、行われるべきである。（同旨１件）

・妊婦が医療機関を利用する際、妊婦加算を利用するかを任意制にすべきでないか。

・妊産婦の診療に積極的な医療機関として都道府県の登録した医療機関や産科・産婦人科以外

の診療科の医師に対して研修を実施し、受講した医師、又は妊婦の診療について相談窓口を

設置している医療機関に対しては妊婦加算を算定可能とするべきである。

・子供を出産するまでの間、妊婦加算として医療費を多く支出した分、出産後の医療費の一定

期間を限定的に安くする等の何らかのインセンティブを設ければ多くの人に受け入れてもら

えるのではないか。

・女性をターゲットとしたアプリや、妊婦の方がよく使う妊娠の週数を記録してくれるアプリ

と共同してこのような情報を妊婦や妊娠をしたいと考えている女性に伝えていくというもの

が良い。

・国だけ、医療機関だけではなくて双方がきちんと啓発をしていってほしい。

２９件

○ 救急医療管理加算について

・救急医療管理加算については DPC の係数にも大きく影響することから、病院の経営に大きな

影響を与えている。早急に明確な算定の基準を設定し、全国で均等化すべきである。（同旨２

件）

・救急医療は救急受入れが多い病院のみで成り立っているわけではなく、件数のみで評価をす

るのは大いに問題がある。多くの１次・２次救急搬送を受け入れているのは中小病院で、そ

れらの経営状況は逼迫しており、地域の救急医療を維持するためにも、救急加算の配分を十

分に配慮していただきたい。（同旨１件）

・急性期一般入院料にかかる重症度、医療・看護必要度において救急入院の評価で救急医療管

理加算を算定していることを評価することとしているが、現状の査定状況から次期改定での

厳しい基準を設けられることで、中医協で行われたシミュレーションより低い値となること

が予測される。

・救急外来への看護師配置については、大規模病院のみの評価でなく中小規模の病院であって

も対応可能な要件とすることで、大病院の負担を軽減できるようにすべき。

・医療従事者の負担軽減の観点から診療報酬明細書への記載等については、出来る限り最小限

に留めるなど柔軟な対応を要望する。

８件

○ その他

・卵巣機能不全や更年期障害など、婦人科の慢性疾患を特定疾患療養管理料の対象とするこ

と。

・妊婦に限定せず訴訟リスク等の高い患者を診察する際に医療機関に対する負担が大きいとい

３件
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う点は、何らかの形で解決されるべきである。

Ⅱ－７－６ 感染症対策、薬剤耐性対策の推進（２１２件）

意見の内容 件数

○ 抗菌薬の適正使用について

・AMR 対策は国際的な問題となり、漫然と抗生物質を出し続けるいわゆる do 処方は減る方向で

あるようだが、未だにエンピリック処方に終始するケースや、抗生剤の効果なき長期投与が

見受けられる。こうした効果なき抗生物質の不適切使用について、レセプト審査を厳にし、

個別指導に励んでいただきたい。

１件

○ 歯科外来診療における院内感染防止対策の推進について

・院内感染防止対策に係る施設基準を廃止して欲しい。（同旨１件）

・初再診料を医科と同じ点数にして欲しい。（同旨１１６件）

・院内感染防止対策の評価を充実させて欲しい。（同旨８０件）

・院内感染防止対策は、基本診療料とは別に評価して欲しい。（同旨１件）

・診療所の職員研修は、管理者の責任のもと適切に実施すべきである。（同旨３件）

・研修が必要な職員を明確化して欲しい。

２０７件

○ 中心静脈カテーテル等の適切な管理の推進について

・対象病棟での NST 等による栄養投与経路としての中心静脈カテーテル感染管理や適正な栄養

投与経路の選択を評価・推進するべきであり、併せて中心静脈カテーテルを投与経路として

選択した急性期医療機関と慢性期医療機関の NST の連携等についても評価すべきである。

・当該手技料の要件には、栄養サポートチーム（NST）加算の算定実績もしくは同加算の教育・

研修要件を盛り込むとともに、急性期医療機関と慢性期医療機関の各 NST の連携等について

も併せて評価すべきと考える。

２件

○ その他

・現在の制度では、術後の入院中における口腔管理料（300 点）は月に 2回までしか算定できな

いが、高齢者や経口摂取開始が遅れる症例などでは、消化器癌術後の口腔管理の算定回数

（入院中）を最大５回/月まで算定可能にしていただくことを要望する。

・輸血の遡及調査における日本赤十字社からの情報提供に基づく受血者の輸血後感染症検査に

ついては、診療報酬明細書に遡及調査の対象である旨を明記させることで検査の必要性を確

認する必要があると考える。

２件

Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価

意見の内容 件数

・昨年３月の介護認定者に対する維持期リハビリテーションの打ち切りによって、医療におけ

る現場の実態は、厳しい状態である。問題の解決は、医療保険での維持期、生活期リハビリ

テーション点数の復活以外にない。このことをぜひ明記していただきたい。（同旨４件）

・整形外科の運動器リハビリテーションの日数制限を撤廃していただきたい。

・誤嚥性肺炎の患者が多いため、言語聴覚療法の実施を呼吸器リハビリでも算定できるように

するか、脳血管リハの算定項目に嚥下障害を追加していただきたい。

・摂食機能療法で嚥下機能検査ができない病院もあるため、言語聴覚士が評価した場合は嚥下

機能検査がなくても摂食機能療法の実施を算定できるようにしていただきたい。言語聴覚療

法の施設基準として、専用の機能訓練室内に聴力検査機器の設置が挙げられているが、使う

機会がないため、院内にあればよいのではないか。

７件
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・リハビリの目標設定等支援・管理料について、そもそも目標を決めてリハビリテーション

（総合）実施計画書を作成しており、単位を取るに値しない項目であるため廃止すべきであ

る。

Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先進的な医

療技術の適切な評価と着実な導入（８件）

意見の内容 件数

・ロボット支援下内視鏡手術の保険適用拡大には賛成である。また、既存技術との優越性が示

された手技については、点数の引上げを要望する。

・ここ数年、女性だけではなく、男性の美容に対する意識が高まっている。そのため、多くの

美容エステが美顔器や脱毛器を使って施術を行なっているが、肌の火傷などのトラブルが絶

えない。より医療機器を正確に評価するとより良くなると思う。

・浸麻は時間が掛かり、リスクが高い割には評価が低すぎる。現行では浸麻を行っても算定で

きないケースが多々ある。浸麻を行えばその都度算定できるように希望する。

８件

Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療

の推進（３４３件）

意見の内容 件数

○ 歯周病安定期治療について

・歯周病安定期治療(Ⅰ)(SPT(Ⅰ))の算定要件を緩和して欲しい。（同旨３件）

・歯周病安定期治療における施設基準による算定項目の限定を無くして欲しい。（同旨１件）

６件

○ ライフステージに応じた口腔機能管理（小児口腔機能管理等）について

・小児口腔機能管理加算、口腔機能管理加算の評価の充実。（同旨２件）。

・小児口腔機能管理加算、口腔機能管理加算の歯科疾患管理料との別日算定。

・小児口腔機能管理加算に施設基準を設定して欲しい。

・口腔機能管理加算について、検査料、診断料、処置料を新設して欲しい。（同旨１件）。

・小児口腔機能管理加算、口腔機能管理加算と歯科疾患管理料の文書提供加算に関する評価の

見直し。

・小児口腔機能管理加算、口腔機能管理加算の年齢要件の見直し。

・口腔機能低下症では、７項目のどの機能低下でも３つ以上該当する場合には管理料を算定さ

せるべき。（同旨１件）

・口腔機能低下症について、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の加算を設定して欲し

い。（同旨１件）

・口腔機能低下が見られる患者へのう蝕及び処置等の評価の充実（同旨８件）

・歯科疾患管理料の加算項目は、歯科疾患在宅療養管理料算定時にも算定可としては如何か。

・口腔機能の評価のための舌圧検査等の評価を充実して欲しい。（同旨１件）

２５件

○ 麻酔・全身管理に関する評価について

・歯科診療に使用した麻酔薬の薬剤料を算定できるようにして欲しい。（同旨１９件）

・静脈内鎮静法の評価を充実して欲しい。

・歯科麻酔における管理を評価して欲しい。

２２件
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○ 歯科固有の技術の見直しについて

・根管治療の評価を充実して欲しい。（同旨１件）

・CADCAM 冠の対象を拡大して欲しい。（同旨１２０件）。

・義歯修理や床裏装の評価を充実して欲しい。

・口腔内蛍光観察装置を活用した場合の治療について評価して欲しい。

・痂皮の除去について、衛生士も算定できるようにして欲しい。（同旨１件）

・広範囲顎骨支持型補綴の矯正治療終了者に対する適応を拡大して欲しい。

１２８件

○ 歯科診療報酬等の見直し

・医科医療機関や介護施設において、特定の歯科医療機関と契約を締結していることが他の歯

科医療機関の訪問診療の弊害になっている。

・通所施設での歯科訪問診療を評価して欲しい。

・特定保険医療材料以外の材料を算定出来るようにして欲しい。

・歯科標榜病院への歯科訪問診療を評価して欲しい。

・歯科口腔リハビリテーション料の算定要件の緩和と評価の充実。

・電気的歯髄診断テストを評価して欲しい。

・訪問歯科診療に関する届出を簡素化して欲しい。

・外来での専門的な治療を評価して欲しい。（同旨１件）

・歯科での多職種連携を推進するために ICT の評価対象を拡大して欲しい。

・再生不良性貧血の免疫抑制療法での医科歯科連携に評価をして欲しい。

・手術時の抗生剤の術前投与を必要に応じて認めて欲しい。（同旨 1件）

・歯科でのニコチン依存症管理料を導入して欲しい。

・歯科医師の指示のもと管理栄養士が行う指導を評価して欲しい。

・歯科衛生士による機能訓練の実施を評価して欲しい。

・診療情報連携共有料の算定要件を緩和して欲しい。（同旨３件）

・唾液検査を保険収載して欲しい。

・「フッ化物歯面塗布処置(F 局)」について、エナメル質初期う蝕管理加算の算定を認めて欲し

い。（同旨５件）

・かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準の要件を緩和して欲しい。（同旨２件）

・歯科外来診療環境体制加算の歯科医療専門職の配置要件を見直して欲しい。（同旨９件）

・P処（糖）等の際、医科からの文書要件を無くして欲しい。

・診断や評価に医療機器を必要とする歯科治療について、他の保険医療機関との連携を前提と

した上で提供できるようにして欲しい。（同旨４件）

・脳血管障害等に起因する摂食・嚥下障害患者に対する軟口蓋挙上型鼻咽腔部補綴装置（PLP）

を評価して欲しい。

・CAD/CAM 冠について、直接法での製作を評価して欲しい。

・義歯についても金属アレルギー患者への保険材料を導入して欲しい。

・残根上義歯の製作を算定できるようにして欲しい。

・歯科における新技術、特に既存の金属に代わる材料等に大いに期待している。（同旨４件）

・ジルコニアブリッジを保険収載して欲しい（同旨１５件）

・歯冠修復・欠損補綴の技術料を充実して欲しい。（同旨６６件）

・クラウン・ブリッジ維持管理料の算定を症例毎に変更できる等、要件を見直して欲しい。（同

旨２２件）

・歯科技工料を直接請求できるようにして欲しい。

・７：３告示を見直して欲しい。

１６２件
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Ⅱ－１０ 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、対物業務から対人業務へ

の構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業務の

評価（４８件）

意見の内容 件数

○ 地域医療に貢献する薬局の評価

・24 時間対応のため昼の休憩、業務終了後も患者対応しなければならないため、この状況は働

き方改革に逆行している。

・かかりつけ薬剤師指導料の点数を上げるのではなく、地域支援体制加算の要件に組み込め

ば、やみくもにかかりつけ薬剤師指導料を算定することがなくなると思われる。（同旨５件）

・現在の地域支援体制加算に基づき薬局は専門医療連携薬局・地域連携薬局（都道府県知事認

定制）、健康サポート薬局（届出制）、かかりつけ薬局に今後分類されるため、それぞれに対

応した地域支援体制加算を創設して頂きたい。

・現行の要件には、麻薬指導管理加算の算定回数が入っているが、要件を緩和してはどうか？

また、外来服薬支援料も要件を緩和してはどうか。

・地域支援体制加算を算定していない薬局でも、時間外や定休日に電話相談に対応することが

できることを評価してはどうか。

・薬局の地域支援体制加算の要件に研修認定薬剤師の有無だけでなく研修等を終了した薬剤師

の有無も条件に入れ、そのかわり加算は今までよりも多くする。

１１件

○ 薬局の対人業務への評価について

・薬局の対人業務への評価について、⑤気管支喘息⑥簡易懸濁法⑦糖尿病の３点があげられて

いるが、心不全を加えてほしい。心不全は、急性増悪による入院の頻度を減らすために、継

続した薬剤師の介入が必要だと考えている。（同旨２件）

・薬局における対人業務の推進の取組において「医師の指示により」「医師の求めに応じ」など

の文言は削除し、薬局・薬剤師の責任において主体的に取り組めるようにするべき。

・薬剤服用歴管理指導料に継続薬学管理加算を設定、もしくは別に継続薬学管理指導料を新た

に設けるのはいかがか。

・対物業務から対人業務への転換をより推進するために、「処方箋を自薬局で必ず調剤する」と

いう薬局業務の根本を見直してはどうか。

・他薬局での調剤を認める、もしくは、処方箋調剤請求における指導部分と調剤部分の分割請

求を認めてはどうか？

７件

○ 調剤基本料の見直し

・集中率について、今回も規制が議論されている医療モールなどでイタチごっこが続くと予測

されるので「処方箋応需医療機関数」を指標としてはどうか？また、集中率を使用する際も

以下の条件を追加してはどうか？「①隣接医療機関（半径 100m 以内にある場合など）は合算

して集中率を計算してはどうか？」。「②施設（サービス付き高齢者住宅、老健施設、特別養

護老人ホームなど）を一括して薬剤管理を請け負うことで意図的に集中率を下げることが可

能なので、除外してはどうか？」（同旨１件）

・敷地内薬局の調剤基本料が低く設定されているが、全ての門前薬局も同じ基本料に設定すべ

き。いわゆる門前薬局は例外なく 11 点にすべき。また、敷地内薬局の開設を容認している病

院・クリニックは、処方箋料は処方料（院内処方）と同じ額にすべき。

・医療資源の乏しい地域に指定されない地域であっても近隣医療機関が 1件しか存在せず必然

的に集中率が高くなるケースが存在するのでそういったところが不利とならないよう適切に

評価をしていただきたい。（同旨６件）

・同一敷地内薬局への適正化は賛成だが、敷地内薬局を有する医療機関への処方箋料の適正化

も行うべきだと思う。

・処方箋の有効期限４日の延長について 処方箋の有効期限が短いためかかりつけ薬剤師の

薬局利用が困難となり門前薬局を選択するケースがある。

・近年、大規模病院がその敷地内に薬局を誘致し、世間相場よりも非常識に高額な賃料または

売却益を得て医業外収入の一助とする例が散見される。敷地内薬局に対しては断固として反

１６件
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対する。また、すでに医療機関の敷地内に薬局を誘致している場合においても、医療機関側

には何ら減算措置はなく、薬局に対しては調剤基本料の低減というペナルティが課せられて

おり、決して許容できない。（同旨１件）

・調剤基本料＞大型門前薬局の評価適正化＞【4,000 枚/月集中率 70％】の評価に関して、特に

2000 枚/月集中率 85％とのハードルに差がある、というのは適当ではないと考えている。

・医薬品の備蓄の効率性について、受付割合が著しく高いからと言って一律に基本料を調整す

るのは公平では無いと考える。公平性を出す指標として、取り扱い薬剤品目ではなく年間で

の薬剤使用品目数を指標として加えていただくことはできないか。

○ 内服調剤料のあり方について

・現在の内服調剤料の評価があまりにも大きいのではないか。その結果、処方日数の多い大型

病院の門前では単価の高い処方箋が多く得られるため、病院前に薬局ストリートを形成する

結果となった。

・ピッキングを薬剤師以外が行うことでの作業効率化は大きいと感じている。

・内服調剤料は少なくとも７日分３５点を上限にしなくてはならないと考えている。反面、薬

剤服用歴管理指導料の評価の低さはあまりにも酷いと感じている。物から人へと舵を取って

いる事は理解しているが、あまりにも歪なこの調剤料と指導料の配分については早々に改善

していただきたい。 （同旨７件）

・小児の調剤料（粉薬、シロップ）に関して、PTP 包装の錠剤を調剤するのとは時間も、労力

も、神経も、コスト（分包紙等）も大きな差がある。

・14 日分以内の処方について日数倍数制で調剤料が増えることに対し問題だと感じている。特

に大型基幹病院を中心に長期処方の流れが進みましたが、長期処方の調剤料について大きな

見直しが行われなかったために大病院前に薬局ストリートが形成されたと考える。

・内服調剤料については 14 日分 63 点を上限とし 15 日以上の調剤料については撤廃しなくては

ならないと考える。調剤料削減分を指導料に回すのであれば、1日 4 点で固定し 56 点を上限

としていただきたい。（同旨１件）

１４件

Ⅱ－１１ 医療におけるＩＣＴの利活用（２２件）

意見の内容 件数

○ 情報通信機器を用いて行う診療について

・オンライン診療への評価につき、２０１８年度改定の結果検証調査は意識の調査であって、

エビデンスではない。緊急対応等の医療安全、患者の個人情報の流出の恐れ、オンライン診

察に対する客観的なデータは少なく、有効性や安全性等が十分確保されるかは疑念が残って

おり、いまだ医学的エビデンスに基づく十分な審議がなされていない。現場では、画面を通

したやり取りだけでは不十分だとの声が寄せられており、要件を見直して広げることには反

対である。（同旨５件）

・情報通信機器を用いて行う診療の要件緩和の議論の前に、離島やへき地に居住している本当

に遠隔診療を必要としている患者にとって、安全で有効な遠隔診療はどうあるべきかという

視点を出発点にして、拙速な要件緩和、対象拡大を目指すのではなく、遠隔診療のあり方を

根本的に再検討いただきたい。

７件

○ ニコチン依存症管理料について

・対面診療と情報通信機器を用いた診療を組み合わせた診療の評価を新設するべきでない。情

報通信機器の画像では患者が本当に禁煙しているかどうかはわからない。呼気検査の数値の

把握も困難である。確実に禁煙させるためには対面診療が不可欠である。（同旨２件）

３件

○ その他

・フレイル対策は、確かな診断と評価能力を持つ医療とコメディカルが協働するべき分野であ

る。医療機関と行政等リハビリテーションスタッフ間の情報交換が必要である。電子的連絡

帳のようなシステムが包括されていれば尚良いだろう。そのような活動が自律的に行われる

１２件
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よう、連携実績に対して、診療報酬による評価を求めたい。（同旨２件）

・医科においてお薬手帳の確認もしくは患者へのお薬手帳提示の要請が義務化・明文化されて

いない。また、その殆どが紙ベースでの手帳運用であって電子お薬手帳はほぼ使用されてい

ない。ほとんどの電子お薬手帳がスマートフォンでの運用となっていることを踏まえ、薬

局・医療機関はメールアドレスを二次元バーコードによって患者様に提供し、患者様がお薬

手帳データを薬局・医療機関にメール送信できるシステムを推進し必須化することを提案す

る。

・ICT の活用からファックスや電子メールによる情報提供も認められるべきである。PC、タブレ

ット端末、インターネット回線、電子認証といった維持管理料が必要であることを踏まえ

て、点数の貼り付けを行うべきである。

・現状の電子カルテシステムではベンダーに対し相当額の開発費を支払う必要があり、ICT の活

用を躊躇せざるを得ない。

・診療情報連携共有料の 3か月に 1回の制限を廃止し、患者の病態変化に応じた随時の ICT 等

を利用した速やかな情報共有・連携推進を進める必要がある。

・高齢者は総合病院の複数科を受診していることが多いため、保険医療機関ごとである診療情

報連携共有料（情共）の算定を総合病院などでは診療科ごとに認めては如何か。

・入院後であっても、入院先の医療機関から求められて診療情報提供書を交付した場合にも診

療情報提供料を算定できるようにしてほしい。(同旨１件)

・病院間でメールのやり取りができれば、郵送の手間も省けるし、何度も紙に印刷しなくてす

む。

・当該患者の受診先としての「救急医療機関」の定義を広くして、急を要する患者の病態に応

じた医療機関への受診を指示した場合であれば診療情報提供料の算定を認めることを求め

る。

Ⅲ 医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進

Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（地域医療の確保を図る観点から早

急に対応が必要な救急医療体制等の評価（再掲）を含む）（７４件）

意見の内容 件数

○ 地域医療における医療機関間の機能分化連携について

・公立病院と民間病院の機能分化・連携の観点から地域において民間病院が地域包括ケア病棟

を運営できるのに、公立病院が財政を立て直すために地域包括ケア病棟の届出を出すのは機

能分化・連携に反するのではないか。民間病院が出来ない分野をするのが公立病院の役割で

あり、同じ分野で民間病院と競合しないように要件を見直して頂きたい。（同旨３件）

４件

○ 入院医療の評価について

・加算点数ではなく、入院基本料を大幅に引き上げることで対応すべきである。前回改定で細

分化された入院料を簡素化することや、回復期リハビリテーション病棟入院料、地域包括ケ

ア病棟入院料における実績要件の拡大を推し進めないことが必要である。夜間看護体制特定

日減算については廃止するか、少なくとも要件の緩和を図る必要がある。夜間救急への対応

については、診療報酬ではなく医療提供体制の中で検証すべきである。（同旨２件）

３件

○ 重症度、医療・看護必要度の B１４・１５の基準の見直しについて

・一般病棟用の重症度、医療・看護必要度Ⅰ・Ⅱ（以下、看護必要度）のシミュレーション結

果において、仮に「重症患者割合の基準値」を現行通り（急性期一般 1・看護必要度Ｉでは

30％以上）とした場合には、下位 4分の 1の病院では急性期一般 1の施設基準を満たせなく

なる結果となっている。また、支払い側からの意見で、看護必要度Ⅰは 35％以上、看護必要

度Ⅱは、34％以上という意見もあるが、70％以上の病院が基準を満たせない結果となる。

２０件
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・医師の働き方改革も含め考えると、地方で地域医療を支える中核病院への経営的な負担は増

加し、結果的に地域の医療を崩壊させる可能性があると考える。

・「重症患者割合の基準値」に関してはこれ以上の引上げは本改定では行わないことが望ましい

と考える。（同旨１７件）

○ 特定機能病院における回復期リハビリテーション入院料等の特定入院料等に係る取扱いの

見直しについて

・特定機能病院における回復期リハビリテーション入院料等の特定入院料等に係る取扱いの見

直しにあたっては、一律に取得できる／出来ないという極論ではなく、地域の医療提供体制

に影響を与えることがないよう，慎重かつ丁寧な議論をお願いしたい。（同旨１７件）

１８件

○ 特定集中治療室において、早期に経腸栄養等の栄養管理を実施した場合について新たな評

価について

・特定集中治療室では、医師、看護師、薬剤師に加え、管理栄養士が関わり栄養管理を行って

いくことが必要である。更に、認定のない入院に対しても早期に経腸栄養が開始できる体制

の評価がなされるようになるとよい。（同旨１６件）

１７件

○ DPC 病院について

・地域包括ケア入院医療管理料（病床単位での取得）と同様に DPC 期間Ⅱまでは DPC 点数とす

ることは慎重に対応する必要があるのではないか。代案として、地域に自院以外に地域包括

ケア病棟等の回復期病棟がある DPC 病院（離島やへき地等を救済）では、地域包括ケア病棟

の施設基準等で自院の地域包括ケア病棟へ転棟できる患者の割合を設定したり、7：1入院基

本料の自宅退院率に自院の地域包括ケア病棟への転棟は分子に算入できない等の制限をかけ

る方が、安易な DPC から地域包括ケア病棟への転棟に制限がかかるのではないかと考える。

（同旨１件）

・地域包括ケアシステム推進のため、DPC 病院に７日以内に代わる新たな再入院ペナルティを導

入すべきではないか。

３件

○ その他

・連携の実態に即した評価をしていただき、在宅療養後方支援病院の施設基準における、許可

病床数の制限の撤廃若しくは緩和を要望する。

・施設基準の 1つである A207 診療録管理体制加算の見直しを要望する。具体的には診療記録管

理者を「診療情報管理士」の記載に変更する。診療情報管理体制加算 2 の体制を入院料算定

の必須条件とし、体制が整っていない場合は減算とする。

・心不全の緩和ケアについて、病院、有床診だけに限らず無床診にも算定可能とされるべきで

ある。

・回復期リハビリテーション病棟の管理栄養士配置について、1病棟に 1人ではなく、40 名に 1

人などの患者数に対する配置を設けて頂きたい。・患者の実情に合った新たな SPT の新設が望

まれる。また、現行の SPT の算定要件を大きく変更すことなく、SPTⅠの算定期間の短縮の要

件緩和等を望む。

・他の医療機関等と連携した栄養食事指導について、診療所が他の医療機関等と連携した場合

の取扱について、栄養ケア・ステーション等をもっと活用するべきであり、賛成である。

・地域包括ケア病棟（病室）においては薬剤師がその任を積極的に担うことにより、医師をは

じめとした各職種の負担軽減にもつながると考える。その効果の評価として、地域包括ケア

病棟入院料及び地域包括ケア入院医療管理料より薬剤情報管理指導料・退院時薬剤情報管理

指導料の除外を提案する。

９件
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Ⅲ－２ 外来医療の機能分化（１４件）

意見の内容 件数

○ 紹介状なし受診時の定額負担について

・受診時定額負担は患者の受診抑制につながる可能性があるため、これ以上の患者負担を認め

ることはできないので、定額負担の拡大に反対する。患者負担を拡大することで機能分化を

図るのではなく、地域の実情を踏まえ、各地で自主的に有効な医療資源活用ができるよう柔

軟な施策へ方向転換するべきである。(同旨８件)

・「選定療養」の拡大に反対する立場から、大病院の紹介状なし受診時の定額負担について、対

象医療機関の範囲を広げることに反対する。「定額負担」等の「選定療養の義務化」を廃止す

ることを求める。(同旨３件)

・大病院に紹介状無しの定額負担に関し、医療過疎地のように近隣に医療機関が存在しない場

合における特例を設ける必要がある。

１４件

Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保（６５件）

意見の内容 件数

○ 複数の医療機関が連携して行う訪問診療に係る要件の見直しについて

・依頼先の医療機関における在宅患者訪問診療料が月 1 回に制限されているが、質の高い在宅

医療確保には、回数制限の緩和も必要。（同旨５件）

・同一建物居住者や単一建物診療患者の取扱いなど一物多価の規定の即時撤廃、在宅医療の推

進を阻む在宅療養支援診療所等における看取りや緊急往診の実績要件の廃止を求める。ま

た、次の要件の評価を求めたい。

①在宅ターミナルケア加算の要件である２回以上の往診又は訪問診療の回数に、連携医療機

関による訪問回数をカウントできるようにすること

②主治医が看取りについて患者又は家族への説明と同意を行ったが、結果的に連携医療機関

が看取った場合、連携医療機関で看取り加算を算定できるようにすること

・在宅患者訪問診療料(Ⅰ)「２」については廃止し、複数医療機関４から訪問診療が必要とな

る場合は、各々の医療機関で算定できる取扱いとすること。

・日頃から地域医療に対して取り組み、常に技術と知識の更新を行っている医療機関同士でな

いと情報共有はできないと考える。

９件

○ 在宅医療に係る医療行為の評価等について

・医科特掲診療料の第２部在宅医療の第２節第１款在宅療養指導管理料の通則３に書かれたカ

ッコ書き内の組み合わせ以外の指導管理料について、異なる医療機関が異なる指導管理を行

った場合はそれぞれ算定できるようにすること。在宅自己注射指導管理料について改善を行

うこと。（同旨１件）

・経管栄養・薬剤投与用カテーテル交換法の算定にあたり、負担が非常に大きくなっている。

スカイブルー法などは在宅でも簡単に、患者にも負担をかけずに交換後の安全が確認できる

方法であり、算定を認めるべき。・在宅ターミナル加算における酸素療法加算は点数の引き上

げが必要。・在宅酸素療法における酸素濃縮装置加算相当の加算を認めて頂きたい。

５件

○ 訪問看護ステーションに係る診療報酬の見直しについて

・理学療法士等による訪問看護は、訪問リハビリテーション指導管理料では代替できないケー

スもあるといった実情を踏まえ、悪影響がでないよう慎重な対応をお願いしたい。（同旨１

件）

・機能強化型訪問看護管理療養費の実績要件について、ターミナルケア件数の要件：7日以内の

入院先を在宅療養支援診療所・病院以外でも可とする。

・医療的ケアが必要な児童等について、学校等への情報提供は必要時に提供できるようにする

こと。

４件
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○ 精神科訪問看護に係る見直しについて

・精神科訪問看護ステーションの利用者には機械的なＧＡＦだけで支援ニーズの判定とならな

いようお願いしたい。

・複数名精神科訪問看護の要件について、ケースによっては精神保健福祉士の方がふさわしい

こともあり、柔軟な運用にかえて頂きたい。

２件

○ （看護）小規模多機能型居宅介護の宿泊サービス利用中の訪問診療について

・現在末期の悪性腫瘍の患者のみが３０日ルールから除外されているが、３０日ルールの撤廃

か、少なくとも別表７の患者については除外要件に追加するよう強く求める。（同旨３件）

４件

○ 訪問薬剤管理指導に係る見直しについて

・急変等の判断は薬剤師ではできず、まず医師が緊急に患家を訪問した上で診断するもの。提

案されているような新たな評価は現実的でなく、当該点数については廃止を含めて検討すべ

き。

・薬剤師による訪問薬剤管理指導は単なる「医師の求め」ではなく、あくまで「担当医の診断

に基づいて」行うことを原則とすべき。

・算定要件を「在宅で療養している患者であって、薬で困っているものに対して」などに要件

を緩和しては。

・月曜日が５日ある月に、毎週月曜日の訪問で５回の算定は問題と考え、何ゆえに月４回と限

定されているのか不明。患者や医療機関の依頼の元、患者宅を訪問し、適切な対応を行って

いることから、４回以上の算定を可能にして頂きたい。

４件

○ 在宅患者訪問褥瘡管理指導料の要件に係る見直しについて

・在宅での褥瘡管理が今後さらに効率よく行われるために管理栄養士の雇用形態等の要件の見

直しが必要と考える。（同旨９件）

・褥瘡の有無により、介護者ならびに当事者にかかる負担は増大する。栄養状態の改善による

治療効果が示されている事から、適切な管理栄養士の介入が望ましいと考える。（同旨１件）

・地域一体型の栄養サポートチーム（NST）あるいは在宅診療における在宅 NST としてチーム医

療の導入が望ましいのでは。（同旨１件）

・保護者などの搬送によって小児歯科や障害者歯科の専門医にかかる場合など、外来での専門

的な評価との整合性も必要である。（同旨１件）

１６件

○ 歯科訪問診療等の評価、算定要件について

・時間要件による評価を撤廃して欲しい。

・歯科診療報酬において往診を評価して欲しい。

・16 キロメートルを無くして欲しい。

・歯科訪問診療料注１３の未届医療機関では初再診料を算定することとなり、訪問診療 3で 20

分未満の場合よりも高評価となる場合があるため、見直して欲しい。

・歯科訪問診療料１と歯科訪問診療料２の点数差が大きいので見直して欲しい。

・訪問歯科衛生実地指導料の算定方法をもっとわかりやすくしてほしい。

・在宅歯科医療推進加算の施設基準について、訪問診療１の割合ではなく訪問診療人数や回数

にして欲しい。

・医療依存度に合わせた評価を導入して欲しい。

・在宅療養支援歯科診療所の衛生士要件を緩和して欲しい。

・在宅患者連携指導料の算定要件を見直してほしい。（同旨２件）

１１件

○ 特定行為研修を修了した看護師の配置について

・大学院で特定行為研修を修了した看護師が訪問看護（診療）することを診療報酬加算として

導入する提案をしたい。

・介護老人福祉施設などへ大学院で特定行為研修修了した看護師の配置に加算を追加すること

３件
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を提案したい。

・在宅医療の質の維持や向上を図る一案として、訪問看護ステーションの管理者に大学院で特

定行為研修修了した看護師を配置することを提案したい。

○ 在宅医療への薬局・薬剤師の関与について

・質の高い在宅医療を確保する為には在宅訪問を行う薬局の絶対数増加が必要。薬局の場合も

施設基準を設けて早朝・夜間・深夜の場合の調剤料に差をつけてはどうか。（同旨１件）

・処方箋集中率を下げ、効率のよい在宅処方箋を集めるために老人ホームに営業をかける薬局

が多くある。処方箋が患者主体で薬局を選ぶべきものであるはずが、施設利用者の意向が一

切反映されていない。

・施設調剤による処方箋は集中率の計算から除外しなくては、リベートによって処方箋が買え

る悪しき習慣を蔓延らせることになると考える。

４件

○ 在宅医療全般に関する指摘について

・在宅医療を阻害する様々な算定制限の撤廃に向けて積極的に取り組んで頂きたい。

・「給付調整」の廃止を求めたい。少なくとも、特養等施設入所者に対する医療の算定制限を止

め、医療行為を正しく評価するべき。

・訪問診療は回数の制限があるため意図的に往診として 1 日に数回往診をし、これを請求する

医療機関がある。診療報酬上の記載をお願いしたい。

３件

Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価（７６件）

意見の内容 件数

○ 入院前からの十分な支援による適切な入院後の管理について

・入院前から退院を見据えた栄養管理は重要であり、また、これを入院後にもつなげ、継続的

な栄養管理を行っていくことが必要であることから、栄養状態の評価について、必須項目と

して評価すべきである。（同旨１４件）

１５件

○ 有床診療所入院基本料の加算に係る見直しについて

・看護職員の配置の実態を踏まえ、有床診療所の入院基本料の注の加算の点数を引き上げるこ

と。救急・在宅等支援病床初期加算は、政策促進の一環として大きく引き上げるべき。（同旨

１件）

・有床診療所入院基本料１～３の要件で、１項目該当すれば要件を満たす対象を、「過去１年間

に介護保険におけるいずれかのサービスを提供した実績があること又は介護医療院もしくは

介護支援事業者であること」とすること。少なくとも、介護保険による訪問リハ、訪問看護

を対象に加えること。看護補助配置加算の点数区分について、現在は看護補助者が２名以上

と１名の配置により点数が「１」と「２」に区分されているが、点数区分を再編し、より多

くの補助者を配置している場合にとれる上位区分を新設すべき。

・診療所療養病床療養環境加算は、入院環境加算として加算評価とすること。

・有床診療所入院基本料１～６で定める看護職員配置の最小必要数を超える看護職員を、有床

診療所看護補助配置加算の計算対象にすること。・有床診療所一般病床初期加算の施設基準の

（2）、医師配置加算の（1）のイについて、「全身麻酔、脊椎麻酔又は硬膜外麻酔の患者数が

年間 30 件以上」とされているが、一定量の麻酔薬を使用する局所麻酔により手術を実施した

場合又は局所麻酔により比較的困難な手術を実施した場合の要件として計上できるようにす

ること。

・住み慣れた地域で認知症患者の入院医療に対応し在宅への復帰を図るために有床診療所認知

症ケア加算の新設を要望。

・有床診療所認知症ケア加算を A-247 認知症ケア加算に倣って新設し、有床診療所における更

なる認知症対応への促進と質の向上を目指していける体制が必要である。

・看取りの評価について有床診療所を評価していただきたく、現在入院後 30 日以内に看取った

１０件
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場合に 1000 点（在宅療養支援診療所では 2000 点）を 60 日以内に看取った場合に 2000 点

（在宅療養支援診療所では 4000 点）に引き上げていただくことを要望する。

○ 入院中の栄養管理等に関する情報提供に係る評価について

・入院医療機関において行っていた栄養管理について、次の施設の管理栄養士等に対して情報

提供を行うことで、よりスムーズに患者の栄養状態について伝達できることは評価すべきで

ある。（同旨２３件）

・１回の点数が栄養サポートチーム加算よりも高い入院栄養食事指導料についてのみ、入院栄

養管理等に関する情報提供を評価するのであれば、栄養サポートチーム加算との不合理が生

じる。

・回復期リハビリテーション病棟では、栄養状態の改善が在宅復帰率や在院日数の短縮に関与

するため、入院料 1だけでなく、2～6も順次、管理栄養士の配置を推進して頂きたい。

・必要項目を整えた書式と共に栄養管理に必要な情報、共有すべき項目を様式として提示した

うえで連携しやすい環境を整えて頂きたい。

・精神疾患患者にとっての生活習慣改善は困難を極めるため退院後の栄養指導が必要だが、実

践する人員確保が課題。訪問栄養指導の要件見直しや診療報酬の増額等、人員配置が出来る

体制への調整が望ましい。

２８件

○ 診療所が他の医療機関等と連携して行う栄養食事指導の評価について

・診療所を受診している患者の多くは、栄養食事指導を必要としているため、栄養ケア・ステ

ーション等を活用した取組は非常に重要である。（同旨１２件）

・在宅患者等に摂食嚥下指導を実施している歯科医療機関も増えてきたことから、歯科医療機

関から医療機関への連携に対しても評価して頂きたい。

１４件

○ 周術期等口腔機能管理に係る見直しについて

・歯科医療機関連携加算の評価対象を、放射線治療等にも拡大すべき。

・周術期等口腔機能管理計画策定料の医科医療機関からの文書に関する要件の緩和（同旨３

件）

・保険医療のフリーアクセスを侵害するため導入に反対である。（同旨２件）

・医科医療機関と歯科医療機関との文書のやり取り毎に診療情報共有連携料を算定できるよう

に適用拡大を強く求める。

９件

Ⅲ－５ 医療従事者間・医療機関間の情報共有・連携の推進（４件）

意見の内容 件数

○ 手術を行う医療機関から歯科医療機関へ予約を行い、患者の紹介を行った場合について、

周術期等口腔機能管理における評価について

・患者が治療を受ける医療機関を自由に選べるという、保険医療のフリーアクセスを侵害する

ことになるのではないかと考える。周術期口腔機能管理の算定要件として「予約」まで含ん

だ文言を組み入れることには反対である。

・在宅歯科医療における連携を強化・推進するために、在宅患者連携指導料の算定要件を見直

してほしい。

・歯科のない総合病院等と一般歯科医療機関の連携による周術期口腔機能管理に新たな評価を

行うことを強く求める。

・医科医療機関と歯科医療機関との文書のやり取り毎に診療情報共有連携料を算定できるよう

に適用拡大を強く求める。

４件
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Ⅳ 効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

Ⅳ－１ 「後発医薬品やバイオ後続品の使用促進について

意見の内容 件数

・後発品の使用割合の算出に関しジェネリックのある先発品からの除外ル―ルを拡大していた

だきたい。同一剤型、同一濃度ではないジェネリックしかない場合は、ジェネリックのない

先発医薬品にしていただきたい。（同旨１件）

・後発医薬品使用体制加算の計算に関しては、「変更不可」がある薬品に関しては算定率の計算

から除外してもらうよう、切にお願いする。（同旨３件）

・後発医薬品の使用が進んでいない先として診療所があげられる。さらなる使用促進のため

に、置き換え率のよろしくない先は、減額措置を講じていただきたい。

・診療所での使用割合が低いことを理由に、後発医薬品使用体制加算等の要件及び評価の見直

しが示されているが、当該加算の施設基準のハードルが高いこと、後発医薬品の在庫を抱え

ることが困難など、様々な要因があることを考慮すべきである。

・加算のために、一般名で処方するが、裏で薬局に「先発品で調剤するように」と指示をだし

てくる医師がいまだいるのも実情である。最終的に処方をした医師にしかるべき指導が入る

なり、何らかの評価の見直しを検討に組み込んで頂きたい。（同旨２件）

・患者希望により先発品を調剤した場合、その医薬品は次回の処方以後は先発品を銘柄処方し

たと同じ扱いにすべき。

・先発医薬品を変更不可にした場合、ジェネリックに変更してはいけない理由を備考欄に記載

することとしてはどうか。

・後発医薬品の推進自体は否定しないが、後発医薬品の銘柄を指定し変更不可として処方する

場合に理由記載を求めるのはいかがなものか。

・一般名処方加算をさらに評価するのであれば、反対に後発医薬品への変更を不可とする処方

箋については処方箋料等を減額すべき。（同旨４件）

・先発品を希望した患者からは一定額を徴収すべき。（同旨２件）

・生活保護以外にも公費負担で負担がゼロの患者さんがいる。この方たちもジェネリック変更

に対して強い抵抗を示しているので、生活保護と同じ扱いにならないものか。（同旨１件）

・公費があり、後発に変更しても金額が変わらない（負担なし、上限額に達するなど）場合に

先発を希望されるケースが多い。先発品を 3 品目以上、調剤する場合は１回につき患者さん

が 1 万円を上限にジェネリックに変更しなかった分の差額を負担するとしてはいかがか。

・保険適用の範囲を後発医薬品やバイオ後続品の薬価までとして、それ以上の差額（先発医薬

品と後発医薬品の差額）については患者の自己負担としてはどうか。（同旨３件）

・調剤薬局は後発医薬品変更へ努力しているが、この話に時間がかかりすぎて、薬学的な指導

がおろそかになっては本末転倒である。議論されていたはずの地域フォーミュラリーに関す

る記載がみられないが、これを進めない方向性であるならば、先発品を使うケースはすべて

差額を実費にして支払っていただきたい。

・現在薬価収載されているバイオ後続品のうち、在宅自己注射剤よりも外来化学療法で使用さ

れる薬剤の方が品目数および金額ともに大きいにも関わらず、外来化学療法が評価対象とな

っていない。在宅自己注射剤だけにすると経済性の観点から医療費適正化効果が限定的にな

ってしまうと考える。今回の評価対象を外来化学療法で使用される薬剤にも拡げることにつ

いて検討していただきたい。

・入院中の院内調剤であるとか、診療所の院内処方の場合、後発医薬品と先発医薬品の選択権

が患者に与えられておらず、医療機関側から渡されるのは何故なのか。選択権を調剤薬局に

求めておりながら、処方元医療機関には求めておらず、薬局のみに負担を強いている。（同旨

１件）

・院内処方の場合は医療機関への加算があるが、院外処方でも加算はできないか。

・一種類の先発医薬品に対し複数の後発医薬品が発売され、在庫数が増える傾向があり、適正

な薬局業務の遂行には引き続きの評価を期待する。

４１件
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Ⅳ－２ 費用対効果評価制度の活用

意見の内容 件数

・費用対効果評価は、あくまで新薬の高薬価を是正する一手段として用い、保険償還の可否の

判断には用いるべきでないと考える。

・新薬収載においてドラッグラグが拡大しないよう、慎重な活用方法を維持するよう求める。

・企業分析の科学的妥当性について検証する公的分析に際しては、分析の担当・プロセスに際

して利益相反が生じないよう徹底することを求める。

・「費用対効果評価専門組織」で議論された内容や資料については、個人のプライバシーに関す

る事項や特許関連の事項を除き、全て開示の対象とし、ホームページ等で公表することが必

要である。

４件

Ⅳ－３ 市場実勢価格を踏まえた適正な評価等

意見の内容 件数

・歯科材料である金銀パラジウム合金について市場実勢価格を踏まえた適正な評価に近づけて

頂きたい。（同旨２３３件）

・基準材料価格改定は非公開調査となっており、透明性確保の観点で問題がある。告示価格の

決定ルールを公開するべきである。

・開示度に応じた補正加算率の仕組みは廃止し、総原価の内訳情報などは無条件に公開の中医

協に開示されるべきである。

新薬創出等加算は本来廃止すべきだが、少なくとも比較薬の革新性などを評価して新薬創出

等加算を付与している以上、新薬創出等加算の対象外となる新薬については、比較薬の当該

加算分は引き剥がして薬価算定されるべきである。

・薬価改定については毎年の改定が決定しているが、従前通り診療報酬の一環として、２年に

１回とすることを主張する。高薬価を是正する方針には賛同する。

・医療用漢方製剤・生薬製剤を基礎的医薬品の対象とすることを求める。

・薬価基準に、一定のＲ幅に加え、定率の保管損耗料を新設することを求める。

・手術における自動縫合器、凝固切開機器が実際の納入価より少ない償還価格しか認められて

いない。適正な償還価格が望ましい。

・なかには施策誘導のために常識よりも高い点数が設定されている場合があり、その場合、医

療行為に見合う患者負担ではなく、割高感がある。差額を支払い者側から補助金という形で

いただくようにするのはどうか。

・新薬創出・適応外薬等促進加算制度の見直しについて、本制度は革新的な新薬の創出を加速

させることを目的としていることから、今回の限定的な見直しに留まることなく、革新的医

薬品の開発に取り組む企業・製品が正当に評価されるよう引き続き検討が必要である。

・イノベーションの評価（効能追加による革新性・有用性の評価）について、我が国の評価の

枠組みはその殆どが上市時に偏っていることから、効能追加といったその後の開発に対して

正しく評価される仕組みを整備すべきである。

・再算定の見直しにおいて効能追加等がなされた製品が対象となったことについて、効能追加

に対する開発の阻害とならないよう見直しの影響を注視する必要がある。再算定制度は保険

財政に対する影響を理由として特定製剤を意図して後追いで設計される経緯から、制度全体

が極めて複雑となっており、今一度抜本的な見直しをすべきである。

・基礎的医薬品について、対象範囲の拡大は引き続きの検討事項となったが、安定供給の観点

を踏まえ、対象となっていない品目について拡大に向けた要件の見直しをすべきである。

２４６件

Ⅳ－４ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（再掲）

（Ⅲ－１を参照）
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Ⅳ－５ 外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進（再掲）

（Ⅱ－４及びⅢ－２を参照）

Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進

意見の内容 件数

・医療機関での外来時における調剤料等の評価は調剤報酬点数ではなく診療報酬点数の中で考

える事が必要。（同旨１件）

・外来時の院内処方における調剤料は、調剤薬局との差はあまりにも大きすぎる。評価を引き

上げる方向での見直しを求める。

・ビタミン剤や湿布、漢方薬など第２類第３類ＯＴＣとして同一成分の医薬品がある医薬品だ

けの処方箋については登録販売者による服薬指導を許可し、薬剤服用歴管理指導料について

も相応に引き下げてはいかがか。

・検査値を記入した処方せんを発行した場合に加算、検査値・お薬手帳とともに処方せんを提

出した患者には管理料を安く、検査値・お薬手帳のデータから必要な情報を提供した場合の

薬局の加算をあげるようにする。

・持参薬の管理に対する評価をもっとしてほしい(入院、外来ともに)。

６件

Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価（１８件）

意見の内容 件数

○ ポジトロン断層撮影を受けるため他医療機関受診

・入院患者の他医療機関受診にかかる減算規定はもとより、他医療機関における投薬、注射等

の算定制限は廃止すべきである。同時に、医療機関間の「合議による精算」の規定は廃止す

るよう求める。

・入院患者の他医療機関受診に対する入院料減算規定をもっと大胆に見直すべき。

３件

○ 超音波検査について

・胸腹部の断層撮影法の要件変更にあたって、点数を引き下げないこと。

・断層撮影法のパルスドブラ法加算の評価の見直しにあたっては、点数を引き下げないこと。

・在宅患者に行う超音波検査について現行の点数から引き下げないことを求める。

３件

○ 義肢装具を患者に提供する際の評価について

・「医師」が自ら実施していなければ算定できないという主張は法の規定に反すると考えられ

る。「採型ギプス」は採型することを指示したことにより「義肢装具士」という有資格者が採

型する「技術料」で有るはずである。（同旨２件）

・1度の処置行為（採型・採寸）に対し、医療機関、装具作製業者の 2者が患者に費用請求して

いることは不適切であり、実態に沿った形（処置実施者）のどちらかの 1者のみが請求でき

ることを確認している。採型・採寸行為は 1 回しか行われないものであり、医師による指

示・確認・管理・補佐・場所の提供等、採型・採寸行為に直接関係ない項目には、別途医学

管理料の算定項目を設け、採型・採寸行為そのものを医師が実施した場合にのみ算定できる

ように明文化すべきである。（同旨１件）

・処置料としての医療機関に保管された治療材料と、医師の主張する治療用装具の定義が曖昧

なことから、そのことについても診療報酬の算定要件に追記していただきたい。

・治療用装具に増加している「既製品」の統一した市場単価がないことが問題。厚労省が認め

る既製品リストに統一価格を明示すべき。（同旨１件）

・実態として、医療機関と装具作製業者間において連携はない。装具作製業者の請求書に記載

のある部品について、医師の処方があったか否かを確認しても、任せている等で、回答が得

１１件
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られない。

・療養費とレセプトをデジタルに管理するべき。レセプトにはない病名で装具を作成している

ケースがある。

・安全確保の面からも装具業者について、柔道整復師と同様に『保険取扱い装具士』として登

録制とする制度を作っていただきたい。

○ その他

・昨今、画像診断の見過ごしにより多くの医療被害者が出ている。見過ごし事例では、画像診

断はほぼ、放射線科医が実施しているが、高いレセプト点数に見合った適正な運用がなされ

ていないように思う。放射線科医の人数など画像診断機器設置における施設基準がないため

に、放射線科医の人数が、全く病院の要求を満たしていないケースが多い。高い診療報酬に

見合った画像診断機器設置の施設基準の構築を切望する。

１件
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中央社会保険医療協議会総会（公聴会）の概要

令和２年度診療報酬改定に当たり、医療の現場や患者等国民の声を反映させるため、中医

協委員が国民の声を聴く機会を設定することを目的として公聴会を開催した。

１．開催日時

令和２年１月24日（金）10時30分～12時00分

２．開催場所

静岡県富士市 富士市産業交流展示場ふじさんメッセ１階

３．参加者

約 150 名（うち、意見発表者 10名）

（※参考：平成 31年度 約 180 名、平成 30 年度 約 490 名）

４．意見発表の主な内容

意見発表者①（男性・健康保険組合）

○ 地域の総合健康保険組合の立場から意見を述べる。地方では経済回復の実感がない中で、

健康保険組合は高齢化や高額医薬品の保険適用等に伴う、経済成長を上回る医療費の伸びや

後期高齢者医療制度に対する支援金・納付金の負担増等により極めて深刻な状況に陥ってい

る。

○ 平成31年度健保組合予算集計によると、健保組合全体で986億円の赤字となっており、赤

字組合は全国で６割を超えている。さらに県内での40健保組合では、約８割の31組合が赤字

であり、全国以上に厳しい状況である。

○ 後期高齢者医療制度の創設以降、現役世代に一層の負担が課されることとなり、健保組合

は、事業主や被保険者に保険料率の引上げを何とかご了解いただくことによりしのいでき

た。しかし、令和４年から団塊の世代が後期高齢者に到達し始めるため、さらなる医療費の

急増が見込まれる一方、制度の支え手である現役世代人口は急速に減少すると予測されてお

り、健保組合の運営は危機的な状況に陥る。

○ 国民負担の軽減を確実に図りつつ、国民皆保険を守っていくため、令和２年度改定はマイ

ナス改定にすべきと思っていたが、診療報酬本体の改定率がプラスになったことは残念。

○ 診療報酬改定の具体的な点数設定等の議論に当たっては、患者の視点に立った上で、限ら

れた医療財源を効率的かつ効果的に配分する観点から、診療報酬全般にわたって適正化・効

率化・重点化を図っていくべき。

○ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価について、地域で必要な医療が効果的か

中医協 総－２－２
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つ効率的に提供されるよう、医療機能や個々の患者の状態に応じた評価を行い、医療機能の

分化・強化、連携を推進することが重要である。特に急性期一般入院料１については、真に

急性期入院医療の患者としてふさわしい指標に見直すとともに、重症度、医療・看護必要度

の該当者割合を厳格化し、他の病床への転換を図るべき。

○ 外来医療は、大病院と中小病院、診療所の機能分化や連携のさらなる推進に加え、患者が

理解し、納得して受けられる医療を実現することが重要である。まずは患者がかかりつけ医

機能を有する医療機関を理解し、患者自らがかかりつけ医を選択できるような仕組みが必

要。機能強化加算を算定している医療機関において、診療を行う前にかかりつけ医を有する

医療機関であることやかかりつけ医の重要性、患者が享受するメリット、上乗せされる費用

について、文章で丁寧に説明していただくことで、患者もかかりつけ医の大切さを理解し、

信頼が増す。

意見発表者②（男性・病院勤務医）

○ 病院の立場から意見を述べる。地域医療構想の実現と医師確保、働き方改革といった課題

への対応が問われている状況下、昨年９月には、再編統合に向けて再検証が必要な公立・公

的医療機関等が公表されたが、現在もまだ各地域で混乱は続いている。そういった意味では、

今回改定の基本方針で医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進を重点課題として

取り上げたことは、現実的な対応だと評価したい。

○ 本体部分の0.55％引上げに、消費税財源を活用した救急病院における勤務医の働き方改革

への特例的対応として、0.08％の増加分が含まれている点も、期待感とともに、今後どのよ

うに医療現場に反映されていくのか、見守っていきたい。

○ 今後、救急現場への何らかの支援が行われると思うが、救急対応の実績が比較的少ない中

小規模の病院が救急現場から撤退を検討するような方向性とならないようお願いしたい。救

急医療管理加算については地域の実情に応じた適正な評価をお願いしたい。

○ タスク・シフト、タスク・シェアという言葉がひとり歩きし、医師事務作業補助者と特定

行為研修看護師に過度な期待が寄せられ、それが逆に当該職種の業務負担を招いている実態

がある。医師、看護師だけでなく、病院事務職員を含むメディカルスタッフの採用が困難な

状況の下、各種加算等の施設基準の緩和などを含め、非常勤職員の適正活用や関連職員の業

務範囲等の制限緩和などが望まれる。

○ 医師事務作業補助者については、比較的限定した職場での人員数に応じた点数設定から、

臨床現場全般における診療支援を担う専門事務職員として再評価していくことも検討いた

だきたい。

○ 日本の病院の約半数は、150床以下の施設だが、経営的には極めて厳しく、病床数当たり

の職員数は、その規模が最も少ない状況となっている。地域医療構想の実現に向けた医療機

関のダウンサイジングにおいて、安易に医療機関の統廃合という言葉が用いられがちだが、

地域住民のアクセスが悪化することは避けたい。今回の改定で、200床以上を大病院と位置
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づけ、選定療養の基準とする方向性もあるようだが、200床以上の病院が200床未満の施設に

なっても、経営的に成り立つ財政的支援をお願いしたい。地域医療支援病院の位置づけや機

能強化加算、再診料などの適正評価といった対応等を通じて、大病院から中小規模病院への

適切な患者誘導とともに、地域の中小規模病院の存続にも一定程度の配慮を望みたい。

意見発表者③（男性・労働組合）

○ 保険料を支払う被保険者、患者の立場から意見を述べる。患者にとって安心・安全な医療

を確保するため、医療従事者の健康や安全を確保するという両面から、医療従事者の働き方

改革は非常に重要。同じ労働者という前提の下、原則労働法規が等しく適用されるべき。過

重労働の解消に向け、丁寧な議論を積み重ねていただきたい。

○ 救急、周産期をはじめとする病院勤務医の過重労働の解消は喫緊の課題。診療報酬におい

て後押しする場合は、働き方改革に取り組む医療機関にのみ、配分をしていただきたい。

○ 保険料の負担が重くなっている。医療提供体制の効率化こそが医療費の増加の抑制にな

るという視点で、医療機関の機能分化と連携の強化、急性期後の受け皿となる病床との役割

分担と連携、在宅医療の充実、多剤投薬の是正などを通じて、医療をさらに効率化・適正化

することが何より大切。患者、被保険者が納得できる医療の提供を実現する診療報酬に改定

されるよう要望する。

○ 静岡県においては、人口10万人当たりの医療機関数、病床数、医師、看護師の人数が、全

国平均と比べると少ない上、病院、医師の偏在が政令指定都市の静岡市、浜松市と比べて大

きい地域となっている。当然同じ保険料を支払っている患者が等しく適正な医療を受けられ

るよう、限られた医療資源を効率的に活用・運用することが重要であり、こうした視点に配

慮した診療報酬にしていただきたい。

○ 医療の更なる透明化という視点から、医療や医療費の内容を患者自身が知ることは、患者

の納得と安心や、患者と医師のより強固な信頼関係を構築することにつながる。連合のモニ

ター調査では65歳から74歳では、約４人に３人が診療明細書を活用していると回答してい

る。診療明細書を活用していると回答した人のうち、約５割においては、常勤医師が高齢の

場合でも、例外なく無料発行すべきと回答している。医療費はみなで使っているということ

からすれば、興味がないということで済ませてよいものではない。患者への啓発とあわせ、

明細書の発行は、患者の求めがない場合においても、無償で確実に受け取れるものとすべき。

意見発表者④（男性・クリニック院長）

○ 診療所側の意見を述べる。地域によっては、一部の診療科の維持が困難となり、住民の健

康維持に影響する懸念や、働き方改革に取り組むために、複数の医師での診療又は関連する

職種の確保を目指しながらも、実現できない状況が常態化している。この背景には、医師と

して正当に評価されるべき基本診療料の低水準がある。特に初診料・再診料等は据え置かれ

たままであり、地域の医療を維持するためにも、増額等の適切な評価を受けるべき。
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○ 機能強化加算、地域包括診療加算は要件を簡略化して、かかりつけ機能を診療内容から評

価する仕組みの構築を望む。地域医療の分野では、地域が１つのホスピタルとして機能して

おり、それぞれの診療所医師が専門的なかかりつけ医として、疾患の治療と関連する疾患の

対応に関わるとともに、関連する診療科についても、総合的に診療する努力をしている。し

かし、かかりつけ医として機能強化加算を請求する要件、地域包括診療加算等の要件は、一

部の診療科、診療所以外ではハードルが高い。さらに、機能強化加算については、具体的説

明と同意の要件の議論があるが、実際上はかかりつけ医として機能する診療所が少なくなっ

ている。かかりつけ医の要件について、診療内容に基づく評価をお願いしたい。

○ 将来の社会基盤のための少子化対策に重要な産婦人科・小児科等への診療報酬上の再配

分を望む。各科における診療報酬上の格差は、対象疾患や診療内容のリスクの軽重とともに、

医師の診療科の選択に大きな影響を与えている。産婦人科・小児科では、少子化を前提に、

希望する医師も減少しており、少子化により診療報酬も減少している。このため、産婦人科・

小児科等に診療報酬上の手当が必要。産婦人科では、より正確な診断のために経体内超音波

診断をしている。経腟、経直腸超音波診断による骨盤内病変診断に対しては、内視鏡と同等

に研修を受けた医師による施行、診断が必須であり、超音波診断の内容を評価する基準を明

確にして、保険診療上の評価を上乗せする方向性が望まれる。

○ 診療報酬の改定の方向性は、地域医療の維持と将来性にとって、大きな意味を持つもの。

今後の日本において、健康寿命の延伸を含む全世代型社会保障がいかに構築されていくの

か、見守っていきたい。

意見発表者⑤（男性・行政）

○ 医療保険者の立場として意見を述べる。現在、各自治体においてデータヘルス計画に基づ

く保健事業を実施しており、富士市でも平成28年度に計画を策定し、平成30年度から第２期

計画が始まった。富士市国保被保険者のうち、65歳以上が平成31年４月１日現在、45.7％を

占めており、高齢化が進んでいるが、年齢が高くになるに従って一人当たりの医療費も高く

なっており、被保険者１人当りの医療費は、年々増加。

○ 国保被保険者の健康状態を把握し、適切な保健指導を実施し、生活習慣病に移行しないよ

う支援することは、中長期的に見れば、重症化予防につながり、ひいては医療費の削減につ

ながる。

○ 被保険者の健康状態を把握するために、より多くの方に特定健診を受診していただく必

要があるが、受診率は３５．２％であり、県内でも低く、受診率を上げることが課題。

○ 平成30年度に特定健診未受診者に対して、アンケート調査を実施したが、40歳代・50歳代

の若年層では日曜・祝日の健診要望が多かった。また、健診を受けなかった理由として一番

多かったのは、かかりつけ医で定期的に通院・検査をしているからというもので、全回答の

うち、45％を占めており、特に高齢者でその割合が高くなっていた。

○ 回答結果を受けて、富士市国保では日曜健診を増やすとともに、市内医療機関に特定健診
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の推奨を啓発していきたい。

○ さらに、今後はかかりつけ医で定期検査を実施した方には、健診データの収集ができる体

制整備が必要だと考えている。特定健診及び特定保健指導対象者の中には、問題意識が薄く

危機感の少ない方もおり、行動変容を促すには、行政だけでなく、医療機関との連携が不可

欠。

○ 保健行政の取組が医療機関との連携強化によりさらに進展していくことを期待。

意見発表者⑥（男性・歯科医院院長）

○ 歯や口の健康が全身の健康に深い関係があるとの周知が進んでいる。今後、人生100年時

代に向けた全世代型社会保障を構築するためには、地域の多職種連携を図りながら、生涯を

通じた切れ目のない、質の高い歯科医療を提供することがより一層求められる。

○ 治療終了後に長期的な継続管理を行うと、歯の喪失が減少するなど、良好な口腔状態を維

持できることが分かってきており、かかりつけ歯科医が中心に行う口腔疾患の継続管理や重

症化予防に対して、より取り組みやすい制度設計をお願いしたい。

○ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所、歯科外来診療環境体制加算、在宅療養支援歯科

診療所等の主要な施設基準の要件として、歯科衛生士の配置が必要だが、特に地方では歯科

衛生士の確保が困難。各医院での努力も限界に来ており、施設基準の人員配置の見直しを含

め、地域における施設基準の責務が維持しやすい方向で検討して欲しい。

○ 歯科外来の感染対策に関して、機器類の滅菌等の感染対策には相応の費用と手間が必要。

複数の患者を歯科医師が同時に診ることはよくあり、その上にレセコンの入力作業も重なる

と、手袋の頻回の交換が必要。報酬が足りないので、初・再診料の更なる引上げをお願いし

たい。

○ 根管治療への評価の低さは割に合わない。非常に安い対価での治療を強いられており、治

療時間30分で、再診料を含め千円程度。医療従事者の献身で成り立っていることを理解いた

だきたい。CTとマイクロスコープを使用した場合の評価は設けられたが、安全で効率的な治

療を行える機材を用いた場合に評価するなど、さらなる評価や新規技術の評価をお願いした

い。

○ 高値が続くパラジウムや金を使用しているため、一部負担金がふえ、患者・国民に負担を

強いている。もはや相場に影響を受ける金属は、保険材料としては適正ではない。脱メタル

の議論も含め、安定した価格で供給可能な新しい材料の導入を要望する。

○ 医科歯科連携について、糖尿病学会が策定したガイドラインの中で、２型糖尿病では、歯

周治療により血糖値が改善される可能性があり、より一層の連携が重要なことが明確になっ

た。妊産婦や金属アレルギー患者での連携も必要で、周術期等口腔機能管理も含め、より連

携を推進しやすいような診療報酬上の評価をお願いしたい。

意見発表者⑦（男性・中小企業）
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○ 中小企業の事業所としての立場から意見を申し上げる。政府の月例経済報告では景気は

緩やかに回復しているが、特に中小企業では景気回復の実感が伴っていない。最低賃金の引

上げや消費税率引上げ、働き方改革、短時間労働者の適用拡大などの課題も山積。

○ 協会けんぽの平均保険料率は１０％となっており、事業者や加入者の負担は限界。

○ 診療報酬改定では薬価等あわせた全体ではマイナス改定だが、技術料部分はプラス改定

と聞いている。医療従事者の処遇改善は必要だが、2022年には団塊世代が後期高齢者となり

始めるなど、今後医療需要がますます増大していくことを踏まえると、その原資を負担する

企業の負担も限界。医療費の増加を少しでも抑えられるよう、効果的かつ効率的な医療サー

ビスの仕組みを講じることが急務。

○ 診療報酬部分の一部を医師の働き方改革に充てるとのことだが、中小企業も最善の努力

を尽くしている。一般企業がそうであるよう、医療機関としても自らマネジメント機能を発

揮すべき。各病院で、勤務環境改善に向けた策定計画に基づいた取組をしっかりと進め、一

定の成果があった病院に対して、適切な評価をすることが妥当。

○ 企業経営者の立場からすると、病気があっても治療しながら働き続けられるよう、医療機

関にかかる時間的な制約がある中で、オンライン診療が有効な手段。安全性・実効性を確保

しつつ、オンライン診療の普及に向けた議論を前に進めていただきたい。

○ 診療報酬改定を行うに当たっては、その目的や趣旨、内容が国民に十分理解されるよう、

患者の視点に立って検討を進めていただくとともに、診療報酬の内容を国民に対してわかり

やすく周知・説明してもらうことが不可欠。

○ 今後の課題として、入院、外来、在宅、それぞれの医療環境の分化、連携を進めるととも

に、患者像に応じた適切な医療が提供される体制を整備してほしい。また、かかりつけ医や

かかりつけ薬局、薬剤師がその役割・機能を十分に発揮し、個人の健康状態のトータルサポ

ートを行うことにより、重複・頻回受診や重複・多剤投薬などの適正化にも取り組むべき。

○ こうした患者本位の効率的・効果的な医療を実現することにより、保険料や窓口負担を支

払う国民の納得感を醸成し、国民皆保険を持続可能なものとしていくことが重要。

意見発表者⑧（男性・薬剤師）

○ 調剤のみならず市販薬の販売や在宅訪問など行い、地域住民にかかりつけ薬局として認

知されていると自負している。薬剤師、個人薬局の立場から意見を述べる。

○ ここ数回の改定で地方の小さい薬局が存続の危機。適正化のあおりは資本力のない小さ

な薬局にとって死活問題。

○ 地域包括ケアシステムの中で個人の薬局も努力しているが、国民に浸透していない。特

に服薬情報の一元化を進める上で、かかりつけ薬剤師・薬局を地域に浸透させることが不

可欠。

○ 地方都市では中小規模の病院が中核を担うことが多く、そこで働く薬剤師の病棟業務や

入退院支援業務についても適切な評価をお願いしたい。病院薬剤師から開局薬剤師への情
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報提供は在宅業務を進める上で非常に重要。病院薬剤師と薬局薬剤師の連携は、薬剤師の

かかりつけ機能を強化・推進していく上でとても重要であり、特に残薬やポリファーマシ

ーの問題の解決は、多職種のさらなる連携を強化していくことで進んでいく。

○ 長期処方が増えたが、分割調剤は薬局での事務的な取扱いが非常に煩雑なので、できる

だけ簡素化してほしい。一方、処方医への情報提供は不可欠であり、適切に評価してほし

い。

○ ジェネリック医薬品の調剤については、薬剤師の貢献度が高く、保険者からも評価いた

だいている。国の目標である調剤変更率80％の目標を達成した後も、引き続き取組を維持

していくために評価が必要。

○ ただ、ジェネリックが嫌な患者が１割、変更不可の処方箋が５％程度あり、この部分は

薬剤師の努力はどうにもならない。地域格差も大きく、処方箋枚数の少ない薬局への影響

力は少なくない。新薬の特許が切れ、新しいジェネリックがどんどん発売されるが、それ

による在庫増加も、小さい薬局にとっては大きな負担である。後発品調剤率の基準に満た

ない薬局であっても相当な努力をしていることをご理解いただきたい。今後基準のハード

ルを上げるのであれば、変更不可の処方箋を分母から除くべき。

○ 将来薬剤師を目指す若者にとって、薬剤師が希望の持てる職種であるために、頑張って

いる薬剤師の評価をお願いしたい。

意見発表者⑨（女性・患者代表）

○ 指定難病のライソゾーム病に含まれる疾患の一つ、ファブリー病の患者。心臓や腎臓の

機能障害、脳血管障害、脳梗塞、脳卒中、聴力の低下といった症状がある。難病患者の立

場から、４点お願いしたい。

○ 医師の支援で会社の配慮が得られれば難病患者は働き続けられる。難病と診断されたこ

とで、職場から一方的に退職を勧められる患者がいるが、症状の出方や進行具合は個人差

が大きく、休憩時間の確保や配置転換で働き続けられる場合もある。職場の無理解が就労

継続の壁になっている。就労に必要な合理的配慮の提案や体調維持のための具体的な指針

提示等、医学的な立場から支援していただきたい。

○ オンライン診療の普及で困難な難病患者が救われる。第二子を妊娠中で、上の子がいる

ために通院・治療が難しくて、痛みの症状を抑える薬も受け取ることができずに、我慢し

ている患者がいる。難病に加え、置かれた状況によって通院が難しい患者であっても、オ

ンライン診療で受診できれば対処できるので、難病患者もオンライン診療を利用できるよ

うにして欲しい。

○ 地元のかかりつけ医が遠方の専門医とつながると安心。私の主治医はファブリー病の専

門医ではなく、現状では、検査受診と結果を聞くため、年に２回遠方の専門医の受診をし

なければならないが、D to P with Dでオンライン診療が可能になれば、かかりつけ医と一

緒に検査結果の説明が受けられる。専門医が少ない難病では、かかりつけ医と専門医の連
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携が大切。この仕組みを広く活用してほしい。なお、通信機材等の要件によって導入でき

ない医療機関が出ないよう、配慮してほしい。

○ 診療報酬明細書は全ての患者にとって大切。薬剤名や検査項目等、詳しい診療内容が記

載されていて、受診の記録になるし、どこにどのくらい医療費がかかっているかも分か

る。自分が受けている医療の内容と費用を正しく知るためにも、記録としても、とても大

切であり、自己負担がない患者にも、診療所を含む全ての医療機関が無料発行してほし

い。

意見発表者⑩（女性・訪問看護ステーション管理者）

○ 25年間訪問看護ステーションをやってきて、規模としては大きなステーションになる。

看護師が14名で、うち13名は常勤。それから、リハビリスタッフ、OTやPTが３名いる。訪

問看護ステーションをやっている立場で意見を述べる。

○ 訪問看護ステーションは地域包括ケアシステムの中で大きな役割を担っている。訪問看

護を利用するに当たり、薬や疾患を管理することだけで状態がよくなることは実証されて

いる。その人がその地域で望む生活、その家で望む生活ができることは生活の質につなが

る。

○ 医療ニーズの高い人が在宅に多くなっており、訪問看護師が24時間、緊急時の対応をす

ることで地域住民や利用者の安心につながる。訪問看護で初回訪問し、24時間サポートす

ると伝えるだけで、ほっとしたという介護者も多い。

○ 24時間の緊急時の対応の評価があまりにも低いと感じる。訪問看護が制度として始まっ

た約30年前と比べて、夜に女性看護師が１人で利用者宅を訪問するということは常識的に

いい感じではない。訪問看護師になりたいという人たちの親が反対する。事業所の中でい

ろんな努力をして、２人で行ったりするが、報酬が低いので考慮してほしい。

○ 小児から難病、がんの治療中の方、終末期の方等、予防から維持、看取りまでトータル

なケアができるステーションが必要。リハビリに特化したステーションも出てきたが、訪

問看護ステーションは、看護師とリハビリスタッフの共同での訪問が必要になる。リハビ

リスタッフと看護師の連携のバランスが大事。

○ 小規模なステーションが非常に多いが、ステーションが小さいといろんな機能が持てな

い。土日祝日にも平日と同じように訪問看護ができたり、地域の看護学生等の実習や病院

看護師の研修を受けたりする機能も必要。ある程度看護師の人数がいないと訪問だけにな

ってしまう。大規模なステーションの拠点化が必要。大きいところが核となって小さいと

ころと連携をとりながら、地域を良くしていくこともできるので、大規模なステーション

を評価してほしい。
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５．アンケート結果

公聴会において、参加者にアンケートを実施したところ、結果は以下のとおりであった。

（１）回答者数

７６人

（２）年齢層（n=76）

（３）職業（n=76）

（４）住所又は勤務地（n=76）

0.0%

3.9% 11.8%

0.0%

17.1% 44.7% 10.5%

1.3%

0.0%

0.0%

10.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=76）

医師 歯科医師 薬剤師

看護師 その他医療従事者 会社員（医療関係の企業）

会社員（上記以外） 自営業 学生

無職 その他

53.9% 46.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=76）

静岡県内 静岡県外
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（５）公聴会を知ったきっかけ（n=76）

（６）公聴会は有意義だったか（n=76）

55.3% 6.6% 18.4% 11.8% 7.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=76）

厚生労働省ホームページ 新聞・雑誌・業界紙等 中医協の傍聴 知人・友人等 その他
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（７）「令和２年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理」についての主な意見

（アンケートに記入のあった意見について個人情報等を除いて基本的に全て記載）

Ⅰ 医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進について

Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進（１件）

〇在宅療養指導料について、医師から看護師等へのタスクシフトを進めるためには、一層

の評価が必要と考えます。30分超の指導で 170 点では、あまりに点数が低すぎる。見合

った評価に見直しを希望する。

Ⅱ 患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現について

Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価（１件）

〇お薬一元管理に関しては、地域の中で調剤薬局とドラックストアとの薬剤師の働き方の

違いで一元管理の認識がつきにくい。

Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進（１件）

〇重症化予防という点について、2020 年 4 月からスタートするフレイル健診に関連する

議論が少なかったように思う。口腔機能低下への対策のみならず、骨折予防についても

対策が必要と考えます。（例．骨粗鬆症、リエゾンサービスの評価）

Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実（１件）

〇救急医療管理加算の算定要件は厳格化すべきと考えます。現状、救急とは思われない患

者に対し算定している医療機関もみうけられるため、スコアの記載のみではなく一定の

スコアの値以上であることも要件とすべきと考えます。看護必要度の見直しの議論にお

いても救急医療管理加算を用いてシミュレーションが行われており、看護必要度の面か

らも救急医療管理加算の適正算定は重要と考えます。

Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価（１件）

〇L100 神経ブロック（局所麻酔剤又はボツリヌス毒素使用）については、回復期リハビリ

テーション病棟においても出来高算定できるように見直しが必要と考えます。痙縮がリ

ハビリの阻害要因となるケースは少なくないと聞いています。
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Ⅱ－１０ 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、対物業務から対人業務

への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業

務の評価（４件）

〇吸入指導については、喘息のみならず抗インフルエンザ薬もあり、処方医が指導するこ

とも重要であるが、実地で確認することで更なる服薬の確実性が担保できていると考え

ています。ついては、担当にかかる時間や濃厚に患者に対応することから、是非評価頂

きたい。

〇対物から対人への評価において内服薬調剤料の見直しにおいて、対物業務の正確さの上

に対人の業務が成立します。対物業務の評価がいちじるしく下がる事は、薬局の経営に

大きく影響します。対物業務があっての対人業務であることを基本として下さい。

〇地域包括ケアシステムを推進するためには、中小規模病院の薬剤師業務に対する評価が

必要である。特に急性期から在宅への中継となる回復期リハビリテーション病棟や、在

宅患者の急性増悪に対応する地域包括ケア病棟では、薬剤師の業務評価が包括されてい

るため業務が実施しにくい状況である。他の医療機関や保険薬局と連携し、安心安全な

医療を提供していくためには、回復期リハビリテーション病棟・地域包括ケア病棟での

薬剤管理指導料、病棟薬剤業務実施加算を算定できるようにしていただきたい。

〇地域の医療を支える中核的存在である中小規模病院は多くあり、その中で地域包括ケア

病棟・回復期リハビリテーション病棟での病棟薬剤業務を包括外で評価することが、医

療費適正化、医師の負担軽減、地域包括ケアシステムの推進等、あらゆる観点から重要

と考えます。

Ⅲ 医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進について

Ⅲ－２ 外来医療の機能分化（１件）

〇年をとって分かったが、一度病院と縁が切れてしまうと、また一から診療所を探して予

約するところから始めるというのは本当に大変なこと。近所に診療所もないし、だから

薬は余り気味でも、毎月病院へ行って次の月の予約をしておく方を選んでいる。

Ⅳ 効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

Ⅳ－１ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進（１件）

〇ジェネリック医薬品に関して、外部環境によって変更が出来ないことが多いので、医師

の認識に対して考えてほしい。
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Ⅳ－５ 外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進（再掲）（１件）

〇年をとって分かったが、一度病院と縁が切れてしまうと、また一から診療所を探して予

約するところから始めるというのは本当に大変なことだ。近所に診療所もないし、だか

ら薬は余り気味でも、毎月病院へ行って次の月の予約をしておく方を選んでいる。

Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価（１件）

〇J129．医師・装具士の連携について、処置項目にありながら、採型・採寸の処置行為は

医師・看護師の立ち合いなく装具業者が行っているケースがほとんどである。指示・指

導のみでの算定不可である等を正すべき。本当に必要な医療費（例．Drの働き方改革な

ど）に財源をまわすべき。

その他

〇ジェネリックへの加算など、医療者のインセンティブのみのための診療報酬はおかしい

と思う。妊婦加算しかり。別の形でサポートしてはどうでしょう。例）Reimbursement

Rate をかえるとか、Patient に選択を！！

〇Fee for Service から Value Based に。例）Technical Fee など。例）QOL の評価。

〇混合診療の緩和、明確化。一連の保険診療の中で、診断で必要となる自費検査を行うこ

とがあり判断に困ることがあります。

〇あまり複雑な仕組みとせず、わかり易い診療報酬として欲しい。

〇総論として、高齢者医療は大きな問題。この際「後期高齢者医療点数表」を、現診療報

酬と分離して設けること。内容は、現行の 10円/点→8円/点程度とし、外来はまるめ方

式とする。高齢者の 2 割負担の負担感を減少できる。医療費の伸びの鈍化が図られる。

〇色んな立場からの意見を上手に取り入れた改定となって欲しい。
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【Ⅰ－１ 地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の評価 

－①】 

① 地域の救急医療体制における重要な機能を担う 

医療機関に対する評価の新設 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域医療の確保を図る観点から、過酷な勤務環境となっている、地域

の救急医療体制における重要な機能を担う医療機関について新たな評価

を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

地域の救急医療体制において一定の実績を有する医療機関について、

適切な労務管理等を実施することを前提として、入院医療の提供に係る

評価を新設する。 

 

（新）  地域医療体制確保加算   ●点 

 

［算定要件］ 

（１）救急医療を提供する体制、病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改

善に対する体制その他の事項につき別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険

医療機関に入院している患者（第１節の入院基本料（特別入院基

本料等を除く。）又は第３節の特定入院料のうち、地域医療体制確

保加算を算定できるものを現に算定している患者に限る。）につい

て、当該基準に係る区分に従い、入院初日に限り所定点数に加算

する。 

 

［施設基準］ 

（１）Ａ１００一般病棟入院基本料（地域一般入院基本料を除く。）、Ａ

１０２結核病棟入院基本料（７対１入院基本料及び10対１入院基

本料に限る。）、Ａ１０３精神病棟入院基本料（10対１入院基本料

に限る。）、Ａ１０４特定機能病院入院基本料（７対１入院基本料

及び10対１入院基本料に限る。）、Ａ１０５専門病院入院基本料

（７対１入院基本料及び10対１入院基本料に限る。）、Ａ３００救

命救急入院料、Ａ３０１特定集中治療室管理料、Ａ３０１－２ハ

イケアユニット入院医療管理料、Ａ３０１－３脳卒中ケアユニッ
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ト入院医療管理料、Ａ３０１－４小児特定集中治療室管理料、Ａ

３０２新生児特定集中治療室管理料、Ａ３０３総合周産期特定集

中治療室管理料、Ａ３０３－２新生児治療回復室入院医療管理料、

Ａ３０５一類感染症患者入院医療管理料、Ａ３０７小児入院医療

管理料（小児入院医療管理料５を除く。）Ａ３１１精神科救急入院

料又はＡ３１１－３精神科救急・合併症入院料を算定する病棟で

あること。 

 

（２）救急医療に係る実績として、救急用の自動車又は救急医療用ヘリ

コプターによる搬送件数が、年間で2,000件以上であること。 

 

（３）病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制として、次

の体制を整備していること。 

① 病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善のため、病院勤務医

の勤務状況の把握とその改善の必要性等について提言するための

責任者を配置すること。 

② 病院勤務医の勤務時間及び当直を含めた夜間の勤務状況を把

握していること。 

③ 当該保険医療機関内に、多職種からなる役割分担推進のため

の委員会又は会議を設置し、「病院勤務医の負担の軽減及び処遇

の改善に資する計画」を作成すること。また、当該委員会等は、

当該計画の達成状況の評価を行う際、その他適宜必要に応じて開

催していること。 

④ ③の計画は、現状の勤務状況等を把握し、問題点を抽出した

上で、具体的な取組み内容と目標達成年次等を含めた病院勤務医

の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画とするとともに、定期

的に評価し、見直しを行うこと。 

⑤ ③の計画の作成に当たっては、次に掲げるア～キの項目を踏

まえ検討した上で、必要な事項を記載すること。 

ア 医師と医療関係職種、医療関係職種と事務職員等における役

割分担の具体的内容（例えば、初診時の予診の実施、静脈採血

等の実施、入院の説明の実施、検査手順の説明の実施、服薬指

導など） 

イ 勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施 

ウ 前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間の一定時間の休息時間

の確保（勤務間インターバル） 

エ 予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮 

オ 当直翌日の業務内容に対する配慮 

カ 交替勤務制・複数主治医制の実施 
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キ 育児・介護休業法第23条第１項、同条第３項又は同法第24条

の規定による措置を活用した短時間正規雇用医師の活用 

⑥ 病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に関する取組事項を

当該保険医療機関内に掲示する等の方法で公開すること。 
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【Ⅰ－１ 地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の評価 

－②】 

② 救急医療体制の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

救急医療体制の充実を図る観点から、救急搬送件数等の実績を踏まえ、

救急搬送看護体制加算について、救急外来への看護師の配置に係る要件

及び評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

夜間休日救急搬送医学管理料における救急搬送看護体制加算について、

救急外来への搬送件数及び看護師の配置の実績に応じた新たな評価区分

を設ける。 

 
現 行 改定案 

【救急搬送看護体制加算（夜間休日

救急搬送医学管理料）】 

注３ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、必要な医

学管理を行った場合は、救急搬

送看護体制加算として、200点を

所定点数に加算する。 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【救急搬送看護体制加算（夜間休日

救急搬送医学管理料）】 

注３ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、必要な医

学管理を行った場合は、当該基

準に係る区分に従い、それぞれ

所定点数に加算する。 

イ 救急搬送看護体制加算１ 

●点 

ロ 救急搬送看護体制加算２ 

●点 

 

［施設基準］ 

（救急搬送看護体制加算１） 

イ 救急搬送について、十分な実

績を有していること。 

ロ 救急患者の受入れを担当する

専任の看護師が複数名配置され

ていること。 

 

(1) 救急用の自動車（消防法（昭和

23年法律第186号）及び消防法施行
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（救急搬送看護体制加算） 

（略） 

令（昭和36年政令第37号）に規定

する市町村又は都道府県の救急業

務を行うための救急隊の救急自動

車並びに道路交通法（昭和35年法

律第105号）及び道路交通法施行令

（昭和35年政令第270号）に規定す

る緊急自動車（傷病者の緊急搬送

に用いるものに限る。）をい

う。）又は救急医療用ヘリコプタ

ーを用いた救急医療の確保に関す

る特別措置法（平成19年法律第103

号）第２条に規定する救急医療用

ヘリコプターによる搬送件数が、

年間で1,000件以上であること。 

(2) 救急患者の受入への対応に係る

専任の看護師が複数名配置されて

いること。なお、当該専任の看護

師は、区分番号「Ｂ００１－２－

５」院内トリアージ実施料に係る

専任の看護師を兼ねることができ

る。 

 

（救急搬送看護体制加算２） 

＜現行通り＞ 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －①】 

① 医師等の従事者の常勤配置及び 

専従要件に関する要件の緩和 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医師等の医療従事者の柔軟な働き方に対応する観点から、常勤配置に

係る要件及び専従要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．週３日以上かつ週24時間以上の勤務を行っている複数の非常勤職員

を組み合わせた常勤換算でも配置可能としている項目について、週３

日以上かつ週22時間以上の勤務を行っている複数の非常勤職員を組み

合わせた常勤換算で配置可能とする。 

 

２．医師については、複数の非常勤職員を組み合わせた常勤換算でも配

置可能とする項目を拡大する。 

 
現 行 改定案 

【緩和ケア診療加算】 

［施設基準］ 

(1) 当該保険医療機関内に、以下の

４名から構成される緩和ケアに係

るチームが設置されていること。 

ア 身体症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

ウ 緩和ケアの経験を有する専任

の常勤看護師 

エ 緩和ケアの経験を有する専任

の薬剤師 

なお、アからエまでのうちいず

れか１人は専従であること。ただ

し、当該緩和ケアチームが診察す

る患者数が１日に15人以内である

場合は、いずれも専任で差し支え

ない。 

また、緩和ケア診療加算の注２

【緩和ケア診療加算】 

［施設基準］ 

(1) 当該保険医療機関内に、以下の

４名から構成される緩和ケアに係

るチームが設置されていること。 

ア 身体症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

ウ 緩和ケアの経験を有する専任

の常勤看護師 

エ 緩和ケアの経験を有する専任

の薬剤師 

なお、アからエまでのうちいず

れか１人は専従であること。ただ

し、当該緩和ケアチームが診察す

る患者数が１日に15人以内である

場合は、いずれも専任で差し支え

ない。 

また、緩和ケア診療加算の注２
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に規定する点数を算定する場合に

は、以下の４名から構成される緩

和ケアチームにより、緩和ケアに

係る専門的な診療が行われている

こと。 

ア 身体症状の緩和を担当する常

勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する医

師 

ウ 緩和ケアの経験を有する看護

師 

エ 緩和ケアの経験を有する薬剤

師 

(3) (1)のアに掲げる医師は、悪性腫

瘍患者又は後天性免疫不全症候群

の患者を対象とした症状緩和治療

を主たる業務とした３年以上の経

験を有する者であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に規定する点数を算定する場合に

は、以下の４名から構成される緩

和ケアチームにより、緩和ケアに

係る専門的な診療が行われている

こと。 

ア 身体症状の緩和を担当する常

勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する医

師 

ウ 緩和ケアの経験を有する看護

師 

エ 緩和ケアの経験を有する薬剤

師 

(3) (1)のアに掲げる医師は、悪性腫

瘍患者又は後天性免疫不全症候群

の患者を対象とした症状緩和治療

を主たる業務とした３年以上の経

験を有する者であること。また、

週３日以上常態として勤務してお

り、かつ、所定労働時間が週22時

間以上の勤務を行っている専任の

非常勤医師（悪性腫瘍患者又は後

天性免疫不全症候群の患者を対象

とした症状緩和治療を主たる業務

とした３年以上の経験を有する医

師に限る。）を２名組み合わせる

ことにより、常勤医師の勤務時間

帯と同じ時間帯にこれらの非常勤

医師が配置されている場合には、

当該２名の非常勤医師が緩和ケア

チームの業務に従事する場合に限

り、当該基準を満たしていること

とみなすことができる。 

 

※ (1)のイに掲げる医師についても

同様。 

※ 栄養サポートチーム加算、感染

防止対策加算、抗菌薬適正使用支

援加算についても同様。 

 

３．看護師については、外来化学療法加算について、非常勤職員でも配

置可能とする。 
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現 行 改定案 

【外来化学療法加算１】 

［施設基準］ 

化学療法の経験を５年以上有する

専任の常勤看護師が化学療法を実施

している時間帯において常時当該治

療室に勤務していること。 

【外来化学療法加算１】 

［施設基準］ 

化学療法の経験を５年以上有する

専任の看護師が化学療法を実施して

いる時間帯において常時当該治療室

に勤務していること。 

 

※ 外来化学療法加算２についても

同様。 

 

４．専従要件について、専従を求められる業務を実施していない勤務時

間において、他の業務に従事できる項目を拡大する。 

 
現 行 改定案 

【ウイルス疾患指導料（注２）】 

［施設基準］ 

ロ 当該保険医療機関内に当該療養

を行うにつき十分な経験を有する

専従の看護師が配置されているこ

と。 

 

【障害児（者）リハビリテーション

料】 

［施設基準］ 

(3) ア又はイのいずれかに該当して

いること。 

ア 専従の常勤理学療法士又は常

勤作業療法士が合わせて２名以

上勤務していること。 

イ 専従の常勤理学療法士又は常

勤作業療法士のいずれか１名以

上及び障害児（者）リハビリテ

ーションの経験を有する専従の

常勤看護師１名以上が合わせて

２名以上が勤務していること。 

ただし、ＡＤＬ維持向上等体制

加算、回復期リハビリテーション

病棟入院料及び地域包括ケア病棟

入院料を算定する病棟並びに地域

包括ケア入院医療管理料を算定す

る病室を有する病棟における常勤

【ウイルス疾患指導料（注２）】 

［施設基準］ 

ロ 当該保険医療機関内に当該療養

を行うにつき十分な経験を有する

専任の看護師が配置されているこ

と。 

 

【障害児（者）リハビリテーション

料】 

［施設基準］ 

(3) ア又はイのいずれかに該当して

いること。 

ア 専従の常勤理学療法士又は常

勤作業療法士が合わせて２名以

上勤務していること。 

イ 専従の常勤理学療法士又は常

勤作業療法士のいずれか１名以

上及び障害児（者）リハビリテ

ーションの経験を有する専従の

常勤看護師１名以上が合わせて

２名以上が勤務していること。 

ただし、ＡＤＬ維持向上等体制

加算、回復期リハビリテーション

病棟入院料及び地域包括ケア病棟

入院料を算定する病棟並びに地域

包括ケア入院医療管理料を算定す

る病室を有する病棟における常勤
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従事者との兼任はできないが、心

大血管疾患リハビリテーション料

（Ⅰ）又は（Ⅱ）、脳血管疾患等

リハビリテーション料（Ⅰ）、

（Ⅱ）又は（Ⅲ）、廃用症候群リ

ハビリテーション料（Ⅰ）、

（Ⅱ）又は（Ⅲ）、運動器リハビ

リテーション料（Ⅰ）又は（Ⅱ）

及び呼吸器リハビリテーション料

（Ⅰ）又は（Ⅱ）における常勤従

事者との兼任は可能であること。

なお、週３日以上常態として勤務

しており、かつ、所定労働時間が

週24時間以上の勤務を行っている

専従の非常勤理学療法士、非常勤

作業療法士又は非常勤看護師（障

害児（者）リハビリテーションの

経験を有する看護師に限る。）を

それぞれ２名以上組み合わせるこ

とにより、常勤理学療法士、常勤

作業療法士又は常勤看護師の勤務

時間帯と同じ時間帯にこれらの非

常勤理学療法士、非常勤作業療法

士又は非常勤看護師がそれぞれ配

置されている場合には、これらの

非常勤理学療法士、非常勤作業療

法士又は非常勤看護師の実労働時

間を常勤換算し常勤理学療法士

数、常勤作業療法士数又は常勤看

護師数にそれぞれ算入することが

できる。ただし、常勤換算し常勤

理学療法士数、常勤作業療法士数

又は常勤看護師数に算入すること

ができるのは、常勤配置のうちそ

れぞれ１名までに限る。 

従事者との兼任はできないが、心

大血管疾患リハビリテーション料

（Ⅰ）又は（Ⅱ）、脳血管疾患等

リハビリテーション料（Ⅰ）、

（Ⅱ）又は（Ⅲ）、廃用症候群リ

ハビリテーション料（Ⅰ）、

（Ⅱ）又は（Ⅲ）、運動器リハビ

リテーション料（Ⅰ）又は（Ⅱ）

及び呼吸器リハビリテーション料

（Ⅰ）又は（Ⅱ）における常勤従

事者との兼任は可能であること。

また、当該保険医療機関におい

て、疾患別リハビリテーション

（心大血管疾患リハビリテーショ

ンを除く。）、障害児（者）リハ

ビリテーション及びがん患者リハ

ビリテーションが行われる時間が

当該保険医療機関の定める所定労

働時間に満たない場合には、当該

リハビリテーションの実施時間以

外に他の業務に従事することは差

し支えない。なお、週３日以上常

態として勤務しており、かつ、所

定労働時間が週22時間以上の勤務

を行っている専従の非常勤理学療

法士、非常勤作業療法士又は非常

勤看護師（障害児（者）リハビリ

テーションの経験を有する看護師

に限る。）をそれぞれ２名以上組

み合わせることにより、常勤理学

療法士、常勤作業療法士又は常勤

看護師の勤務時間帯と同じ時間帯

にこれらの非常勤理学療法士、非

常勤作業療法士又は非常勤看護師

がそれぞれ配置されている場合に

は、これらの非常勤理学療法士、

非常勤作業療法士又は非常勤看護

師の実労働時間を常勤換算し常勤

理学療法士数、常勤作業療法士数

又は常勤看護師数にそれぞれ算入

することができる。ただし、常勤

換算し常勤理学療法士数、常勤作

業療法士数又は常勤看護師数に算

入することができるのは、常勤配



20 

 

置のうちそれぞれ１名までに限

る。 

 

※ がん患者リハビリテーション料

についても同様。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －②】 

② 医療従事者の勤務環境改善の取組の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医師をはじめとした医療従事者の勤務環境の改善に関する取組が推進

されるよう、総合入院体制加算等について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．総合入院体制加算、医師事務作業補助体制加算並びに処置及び手術

の休日加算１、時間外加算１及び深夜加算１について、管理者による

マネジメントを推進する観点から、多職種からなる役割分担推進のた

めの委員会又は会議において、年１回以上当該病院の管理者が出席す

ることとする。 

 
現 行 改定案 

【総合入院体制加算】 

［施設基準］ 

(7) 病院の医療従事者の負担の軽減

及び処遇の改善に資する体制とし

て、次の体制を整備しているこ

と。 

イ 当該保険医療機関内に、多職

種からなる役割分担推進のため

の委員会又は会議を設置し、

「医療従事者の負担の軽減及び

処遇の改善に資する計画」を作

成すること。当該委員会等は、

当該計画の達成状況の評価を行

う際、その他適宜必要に応じて

開催していること。なお、当該

委員会等は、当該保険医療機関

における労働安全衛生法（昭和

47年法律第57号）第19条に規定

する安全衛生委員会等、既存の

委員会を活用することで差し支

えない。 

 

【総合入院体制加算】 

［施設基準］ 

(7) 病院の医療従事者の負担の軽減

及び処遇の改善に資する体制とし

て、次の体制を整備しているこ

と。 

イ 当該保険医療機関内に、多職

種からなる役割分担推進のため

の委員会又は会議を設置し、

「医療従事者の負担の軽減及び

処遇の改善に資する計画」を作

成すること。当該委員会等は、

当該計画の達成状況の評価を行

う際、その他適宜必要に応じて

開催していること。また、当該

委員会等において、当該保険医

療機関の管理者が年１回以上出

席すること。なお、当該委員会

等は、当該保険医療機関におけ

る労働安全衛生法（昭和47年法

律第57号）第19条に規定する安

全衛生委員会等、既存の委員会

を活用することで差し支えな

い。 
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※ 医師事務作業補助体制加算並び

に処置及び手術の休日加算１、時

間外加算１及び深夜加算１につい

ても同様。 

 

２．病院に勤務する医療従事者の勤務環境改善の取組が更に進むよう、

総合入院体制加算の要件である「医療従事者の負担の軽減及び処遇の

改善に資する計画」の内容及び項目数について見直す。 

 
現 行 改定案 

【総合入院体制加算】 

［施設基準］ 

(7) 病院の医療従事者の負担の軽減

及び処遇の改善に資する体制とし

て、次の体制を整備しているこ

と。 

エ 「医療従事者の負担の軽減及

び処遇の改善に資する計画」に

は次に掲げる項目のうち少なく

とも２項目以上を含んでいるこ

と。 

（イ）外来診療時間の短縮、地域

の他の保険医療機関との連携

などの外来縮小の取組（許可

病床数が 400床以上の病院で

は、必ず本項目を計画に含む

こと。） 

（ロ）院内保育所の設置（夜間帯

の保育や病児保育の実施が含

まれることが望ましい） 

（ハ）医師事務作業補助者の配置

による病院勤務医の事務作業

の負担軽減 

（ニ）病院勤務医の時間外・休

日・深夜の対応についての負

担軽減及び処遇改善 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（ホ）看護補助者の配置による看

【総合入院体制加算】 

［施設基準］ 

(7) 病院の医療従事者の負担の軽減

及び処遇の改善に資する体制とし

て、次の体制を整備しているこ

と。 

エ 「医療従事者の負担の軽減及

び処遇の改善に資する計画」に

は次に掲げる項目のうち少なく

とも３項目以上を含んでいるこ

と。 

（イ）外来診療時間の短縮、地域

の他の保険医療機関との連携

などの外来縮小の取組（許可

病床数が 400床以上の病院で

は、必ず本項目を計画に含む

こと。） 

（ロ）院内保育所の設置（夜間帯

の保育や病児保育の実施が含

まれることが望ましい） 

（ハ）医師事務作業補助者の配置

による病院勤務医の事務作業

の負担軽減 

（ニ）病院勤務医の時間外・休

日・深夜の対応についての負

担軽減及び処遇改善 

（ホ）特定行為研修修了者である

看護師複数名の配置及び活用

による病院勤務医の負担軽減 

（ヘ）院内助産又は助産師外来の

開設による病院勤務医の負担

軽減 
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護職員の負担軽減 （ト）看護補助者の配置による看

護職員の負担軽減 

 

［経過措置］ 

医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制について、令

和２年７月の届出においては令和２年度改定前の基準で届け出ても差

し支えないが、令和３年７月以降の届出においては、令和２年度改定

後の基準で届け出ること。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －③】 

③ 病棟薬剤業務実施加算の評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

薬剤師の病棟業務の実施により医師の負担軽減を推進する観点から、

病棟薬剤業務実施加算について評価を見直すとともに、対象となる病棟

を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．病棟薬剤業務実施加算１及び２について、評価を充実する。 

 
現 行 改定案 

【病棟薬剤業務実施加算】 

１ 病棟薬剤業務実施加算１（週１

回）           100点 

２ 病棟薬剤業務実施加算２（１日

につき）          80点 

【病棟薬剤業務実施加算】 

１ 病棟薬剤業務実施加算１（週１

回）            ●点 

２ 病棟薬剤業務実施加算２（１日

につき）          ●点 

 

２．ハイケアユニット入院医療管理料を算定する治療室内における薬剤

師の配置を、病棟薬剤業務実施加算２において評価する。 

 
現 行 改定案 

【ハイケアユニット入院医療管理

料】 

［算定要件］ 

注２ 第１章基本診療料並びに第２

章第３部検査、第６部注射、第

９部処置及び第13部病理診断の

うち次に掲げるものは、ハイケ

アユニット入院医療管理料に含

まれるものとする。 

ロ 入院基本料等加算（臨床研修

病院入院診療加算、超急性期脳

卒中加算、妊産婦緊急搬送入院

加算、医師事務作業補助体制加

算、地域加算、離島加算、精神

科リエゾンチーム加算、がん拠

点病院加算、医療安全対策加

算、感染防止対策加算、患者サ

【ハイケアユニット入院医療管理

料】 

［算定要件］ 

注２ 第１章基本診療料並びに第２

章第３部検査、第６部注射、第

９部処置及び第13部病理診断の

うち次に掲げるものは、ハイケ

アユニット入院医療管理料に含

まれるものとする。 

ロ 入院基本料等加算（臨床研修

病院入院診療加算、超急性期脳

卒中加算、妊産婦緊急搬送入院

加算、医師事務作業補助体制加

算、地域加算、離島加算、精神

科リエゾンチーム加算、がん拠

点病院加算、医療安全対策加

算、感染防止対策加算、患者サ
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ポート体制充実加算、褥瘡ハイ

リスク患者ケア加算、データ提

出加算、入退院支援加算（１の

イ及び３に限る。）、認知症ケ

ア加算及び精神疾患診療体制加

算を除く。） 

ポート体制充実加算、褥瘡ハイ

リスク患者ケア加算、病棟薬剤

業務実施加算２、データ提出加

算、入退院支援加算（１のイ及

び３に限る。）、認知症ケア加

算及び精神疾患診療体制加算を

除く。） 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －④】 

④ 薬剤師の常勤配置に関する要件の緩和 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療従事者の柔軟な働き方に対応する観点から、病棟薬剤業務実施加

算及び薬剤管理指導料について常勤薬剤師の配置に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

常勤薬剤師の複数配置を求めている要件について、週３日以上かつ週

22時間以上の勤務を行っている複数の非常勤職員を組み合わせた常勤換

算でも配置可能とする（ただし、１名は常勤薬剤師であることが必要）。 

 
現 行 改定案 

【病棟薬剤業務実施加算】 

［施設基準］ 

(1) 当該保険医療機関に常勤の薬剤

師が、２人以上配置されていると

ともに、病棟薬剤業務の実施に必

要な体制がとられていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 医薬品情報の収集及び伝達を行

うための専用施設（以下「医薬品

情報管理室」という。）を有し、

常勤の薬剤師が１人以上配置され

ていること。 

 

【病棟薬剤業務実施加算】 

［施設基準］ 

(1) 当該保険医療機関に常勤の薬剤

師が、２人以上配置されていると

ともに、病棟薬剤業務の実施に必

要な体制がとられていること。な

お、週３日以上常態として勤務し

ており、かつ、所定労働時間が週

22時間以上の勤務を行っている非

常勤の薬剤師を２人組み合わせる

ことにより、当該保険医療機関に

おける常勤薬剤師の勤務時間帯と

同じ時間帯にこれらの非常勤薬剤

師が配置されている場合には、こ

れらの非常勤薬剤師の実労働時間

を常勤換算し常勤薬剤師数に算入

することができる。ただし、常勤

換算し常勤薬剤師に算入すること

ができるのは、常勤の薬剤師のう

ち１名までに限る。 

(5) 医薬品情報の収集及び伝達を行

うための専用施設（以下「医薬品

情報管理室」という。）を有し、

院内からの相談に対応できる体制

が整備されていること。 
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※ 薬剤管理指導料についても同

様。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －⑤】 

⑤ 夜間看護体制の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療機関の実情に応じて、より柔軟に夜間における看護業務の負担軽

減に資する業務管理等を行えるよう、夜間看護体制加算等に係る要件を

見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

夜間における看護業務の負担軽減に資する十分な業務管理等の体制の

整備の要件について、項目内容の見直しを行う。 

 
現 行 改定案 

【夜間看護体制加算（急性期看護補

助体制加算）】 

［施設基準］ 

(2) 次に掲げる夜間における看護業

務の負担軽減に資する業務管理等

に関する項目のうち、３項目以上

を満たしていること。 

ア～ウ （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

エ～オ （略） 

カ 当該保険医療機関において、

夜勤時間帯を含めて開所してい

る院内保育所を設置しているこ

と。 

 

 

（新設） 

 

 

【夜間看護体制加算（急性期看護補

助体制加算）】 

［施設基準］ 

(2) 次に掲げる夜間における看護業

務の負担軽減に資する業務管理等

に関する項目のうち、３項目以上

を満たしていること。 

ア～ウ （略） 

エ 当該病棟において、夜勤を含

む交代制勤務に従事する看護要

員の夜勤後の暦日の休日が確保

されていること。 

オ 当該病棟において、夜勤時間

帯の患者のニーズに対応できる

よう、柔軟な勤務体制の工夫が

なされていること。 

カ～キ （略） 

ク 当該保険医療機関において、

夜勤時間帯を含めて開所してい

る院内保育所を設置しており、

夜勤を含む交代制勤務に従事す

る医療従事者の利用実績がある

こと。 

ケ 当該病棟において、ICT、AI、

IoT等の活用によって、看護要員

の業務負担軽減を行っているこ
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(3) （中略）(2)のカについては、院

内保育所の保育時間に当該保険医

療機関が定める夜勤時間帯のうち

４時間以上が含まれること。 

 

と。 

(3) （中略）(2)のクについては、院

内保育所の保育時間に当該保険医

療機関が定める夜勤時間帯のうち

４時間以上が含まれること。な

お、利用者がいない日については

この限りではない。 

 

※ 障害者施設等入院基本料の注10 

に掲げる夜間看護体制加算、看護

職員夜間配置加算（看護職員夜間

12対１配置加算１及び看護職員夜

間16対１配置加算１に限る）、看

護補助加算の注３に掲げる夜間看

護体制加算、精神科救急入院料の

注５及び精神科救急・合併症入院

料の注５に掲げる看護職員夜間配

置加算についても同様。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －⑥】 

⑥ 特定集中治療室管理料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

看護師の柔軟な働き方を推進する観点から、特定集中治療室における

専門の研修を受けた看護師の配置に係る要件を見直す。 

また、特定集中治療室の入院患者の適切な評価を行う観点から、入院

患者の生理学的スコア（ＳＯＦＡスコア）の提出を要件とする入院料等

を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．特定集中治療室管理料１及び２の専門の研修を受けた看護師の配置

について、より柔軟な働き方に対応する観点から要件の緩和を行う。 

 
現 行 改定案 

【特定集中治療室管理料１及び２】 

［施設基準］ 

(2) 集中治療を必要とする患者の看

護に従事した経験を５年以上有

し、集中治療を必要とする患者の

看護に係る適切な研修を修了した

専任の常勤看護師を当該治療室内

に週20時間以上配置すること。 
 

【特定集中治療室管理料１及び２】 

［施設基準］ 

(2) 集中治療を必要とする患者の看

護に従事した経験を５年以上有

し、集中治療を必要とする患者の

看護に係る適切な研修を修了した

専任の常勤看護師を当該治療室内

に週20時間以上配置すること。な

お、専任の常勤看護師を２名組み

合わせることにより、当該治療室

内に週20時間以上配置しても差し

支えないが、当該２名の勤務が重

複する時間帯については１名につ

いてのみ計上すること。 

 

２．特定集中治療室管理料１及び２において提出が要件となっている生理

学的スコア（ＳＯＦＡスコア）について、特定集中治療室管理料３及び

４についても要件とする。 

なお、令和２年10月１日以降に当該治療室に入室した患者を提出対象

とする。 

※ 生理学的スコア（ＳＯＦＡスコア） 

呼吸機能､凝固機能、肝機能、循環機能、中枢神経機能、腎機能の６項目を、

それぞれ５段階の点数でスコア化し、全身の早期障害の程度を判定するもの。 
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【Ⅰ－２  医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －⑦】 

⑦ 心停止後臓器提供に係る評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

ドナーや家族の意向に沿った臓器提供を更に円滑に進めるため、臓器

提供時の臓器提供施設や担当医の負担を踏まえ、移植臓器提供管理料に

ついて、評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．心停止後臓器提供では、医療機関における患者家族への説明、ドナ

ーの全身管理、関係者との調整など業務が多岐にわたり、また、ドナ

ー候補の循環動態に移植のタイミングが左右されることに伴う負担が

大きいことから、同種死体腎移植術の腎を死体（脳死体を除く。）か

ら移植した場合を評価する加算について、実態に見合った評価の見直

しを行う。 

 
現 行 改定案 

【同種死体腎移植術】 

同種死体腎移植術     98,770点 

 

［算定要件］ 

注１ 臓器の移植に関する法律（平

成９年法律第104号）に規定する

脳死した者の身体から採取され

た腎を除く死体腎を移植した場

合は、移植腎の提供のために要

する費用として、40,000点を加

算する。 

【同種死体腎移植術】 

同種死体腎移植術       ●点 

 

［算定要件］ 

注１ 臓器の移植に関する法律（平

成９年法律第104号）第６条第１

項第２号に規定する脳死した者

の身体から採取された腎を除く

死体腎を移植した場合は、移植

臓器提供加算として、●点を所

定点数に加算する。 

 

２．心停止後臓器提供は、腎臓のみでなく、膵、膵腎の臓器提供におい

ても行われることから、同種死体腎移植術と同様に、同種死体膵移植

術及び同種死体膵腎移植術においても移植臓器提供加算を新設する。  

 
現 行 改定案 

【同種死体膵移植術】 

同種死体膵移植術    112,570点 

［算定要件］ 

（新設） 

【同種死体膵移植術】 

同種死体膵移植術       ●点 

［算定要件］ 

注１ 臓器の移植に関する法律（平
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注 膵移植者に係る組織適合性試験

の費用は、所定点数に含まれる。 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成９年法律第104号）第６条第１

項第２号に規定する脳死した者

の身体から採取された膵を除く

死体膵を移植した場合は、移植

臓器提供加算として、●点を所

定点数に加算する。 

２ 膵移植者に係る組織適合性試

験の費用は、所定点数に含まれ

る。 

 

(2) 移植の対象となる死体膵には、

臓器の移植に関する法律に規定す

る脳死体の膵を含む。 

(4) 「注１」の規定に基づく加算

は、死体（脳死体を除く。）から

移植のための膵採取を行う際の採

取前の採取対象膵の灌流、膵採

取、採取膵の灌流及び保存並びに

リンパ節の保存に要する人件費、

薬品・容器等の材料費等の費用が

全て含まれる。ただし、膵採取を

行う医師を派遣した場合における

医師の派遣に要した費用及び採取

膵を搬送した場合における搬送に

要した費用については療養費とし

て支給し、それらの額は移送費の

算定方法により算定する。 

 

※ 同種死体膵腎移植術についても

同様。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －⑧】 

⑧ 脳死臓器提供管理料の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

ドナーや家族の意向に沿った臓器提供を更に円滑に進めていくため、

臓器提供時の臓器提供施設や担当医の負担を踏まえ、脳死臓器提供管理

料について評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

脳死下臓器提供では、医療機関における患者家族への説明、脳死判定、

ドナーの全身管理、関係者との調整など、業務が多岐にわたることから、

脳死臓器提供管理料の評価について、実態に見合った見直しを行う。 

また、造血幹細胞移植での評価に倣い、当該管理料においてもコーデ

ィネートの評価を明確化する。 

 
現 行 改定案 

【脳死臓器提供管理料】 

脳死臓器提供管理料    20,000点 

［算定要件］ 

(2) 脳死臓器提供管理料の所定点数

には、臓器の移植に関する法律に

規定する脳死判定並びに判定後の

脳死した者の身体への処置、検

査、医学的管理、看護、薬剤及び

材料の使用、採取対象臓器の評価

及び脳死した者の身体から臓器を

採取する際の術中全身管理に係る

費用等が含まれる。 

【脳死臓器提供管理料】  

脳死臓器提供管理料      ●点 

［算定要件］ 

(2) 脳死臓器提供管理料の所定点数

には、臓器の移植に関する法律に

規定する脳死判定並びに判定後の

脳死した者の身体への処置、検

査、医学的管理、看護、コーディ

ネート、薬剤及び材料の使用、採

取対象臓器の評価及び脳死した者

の身体から臓器を採取する際の術

中全身管理に係る費用等が含まれ

る。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －⑨】 

⑨ 入退院支援に係る人員配置の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

より多くの医療機関で質の高い入退院支援を行いつつ、住み慣れた地

域で継続して生活できるよう、入退院支援加算について看護師等の配置

に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．入退院支援加算３について、入退院支援部門の看護師の配置要件を

見直す。 

 
現 行 改定案 

【入退院支援加算３】 

［施設基準］ 

ロ 当該部門に新生児の集中治療、

入退院支援及び地域連携に係る業

務に関する十分な経験を有する専

従の看護師が一名以上又は新生児

の集中治療、入退院支援及び地域

連携に係る業務に関する十分な経

験を有する専任の看護師並びに専

従の社会福祉士が一名以上配置さ

れていること。 

 

 

(2) 当該入退院支援部門に入退院支

援及び５年以上の新生児集中治療

に係る業務の経験を有する専従の

看護師又は入退院支援及び５年以

上の新生児集中治療に係る業務の

経験を有する専任の看護師並びに

専従の社会福祉士が配置されてい

ること。なお、当該専従の看護師

又は専従の社会福祉士は、週30時

間以上入退院支援に係る業務に従

事していること。 

 

【入退院支援加算３】 

［施設基準］ 

ロ 当該部門に新生児の集中治療、

入退院支援及び地域連携に係る業

務に関する十分な経験を有し、小

児患者の在宅移行に関する研修を

受けた専任の看護師が一名以上又

は新生児の集中治療、入退院支援

及び地域連携に係る業務に関する

十分な経験を有する専任の看護師

並びに専従の社会福祉士が一名以

上配置されていること。 

 

(2) 当該入退院支援部門に入退院支

援及び５年以上の新生児集中治療

に係る業務の経験を有し、小児患

者の在宅移行に係る適切な研修を

修了した専任の看護師又は入退院

支援及び５年以上の新生児集中治

療に係る業務の経験を有する専任

の看護師並びに専従の社会福祉士

が配置されていること。なお、当

該専従の社会福祉士は、週30時間

以上入退院支援に係る業務に従事

していること。 
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２．入退院支援加算及び入院時支援加算について、入退院支援部門にお

ける職員を非常勤職員でも可能とする。 

 
現 行 改定案 

【入退院支援加算１】 

［施設基準］ 

(2) 当該入退院支援部門に、入退院

支援及び地域連携業務に関する十

分な経験を有する専従の看護師又

は専従の社会福祉士が１名以上配

置されていること。更に、専従の

看護師が配置されている場合には

入退院支援及び地域連携業務に関

する経験を有する専任の社会福祉

士が、専従の社会福祉士が配置さ

れている場合には入退院支援及び

地域連携業務に関する経験を有す

る専任の看護師が配置されている

こと。 

 

 

【入退院支援加算１】 

［施設基準］ 

(2) 当該入退院支援部門に、入退院

支援及び地域連携業務に関する十

分な経験を有する専従の看護師又

は専従の社会福祉士が１名以上配

置されていること。更に、専従の

看護師が配置されている場合には

入退院支援及び地域連携業務に関

する経験を有する専任の社会福祉

士が、専従の社会福祉士が配置さ

れている場合には入退院支援及び

地域連携業務に関する経験を有す

る専任の看護師が配置されている

こと。 

なお、当該専従の看護師又は社

会福祉士については、週３日以上

常態として勤務しており、かつ、

所定労働時間が22時間以上の勤務

を行っている専従の非常勤の看護

師又は社会福祉士（入退院支援及

び地域連携業務に関する十分な経

験を有する看護師又は社会福祉士

に限る。）を２名以上組み合わせ

ることにより、常勤看護師等と同

じ時間帯にこれらの非常勤看護師

等が配置されている場合には、当

該基準を満たしているとみなすこ

とができる。 

 

※ 入退院支援加算２・３及び入院

時支援加算における入退院支援部

門の専従職員についても同様。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －⑩】 

⑩ 重症度、医療・看護必要度の 

測定に係る負担の軽減 
  

 

「Ⅲ－１－⑤」を参照のこと。 
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【Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －⑪】 

⑪ 医療機関における業務の効率化・合理化 
  

 

「Ⅰ－４－①」を参照のこと。 
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【Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進 

－①】 

① 医師事務作業補助体制加算の評価の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

勤務医の働き方改革を推進し、質の高い診療を提供する観点から、医

師事務作業補助体制加算について勤務医の勤務環境に関する取組が推進

されるよう、要件及び評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．勤務医の働き方改革を推進し、質の高い診療を提供する観点から、

医師事務作業補助体制加算について、算定が可能な病棟等を拡大する

とともに、評価の見直しを行う。 

 

２．医療資源の少ない地域に配慮した評価について、へき地医療拠点病

院であることが要件となっている評価を対象に追加する。 

 
現 行 改定案 

【結核病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注５ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

へ 診療録管理体制加算 

 

 

 

 

ト 乳幼児加算・幼児加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結核病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注５ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

へ 診療録管理体制加算 

ト 医師事務作業補助体制加算

（50対１補助体制加算、75対１

補助体制加算及び100対１補助体

制加算に限る。） 

チ 乳幼児加算・幼児加算 

 

※ 有床診療所入院基本料、有床診

療所療養病床入院基本料、特殊疾

患病棟入院料、児童・思春期精神

科入院医療管理料、精神療養病棟

入院料、認知症治療病棟入院料、

地域移行機能強化病棟入院料につ

いても同様。 
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【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［算定要件］ 

注３ 診療に係る費用（注２及び注

４に規定する加算、当該患者に

対して行った第２章第１部医学

管理等の区分番号Ｂ００１の10

に掲げる入院栄養食事指導料

（回復期リハビリテーション病

棟入院料１を算定するものに限

る。）、第２部在宅医療、第７

部リハビリテーションの費用

（別に厚生労働大臣が定める費

用を除く。）、第２節に規定す

る臨床研修病院入院診療加算、

医師事務作業補助体制加算（一

般病棟に限る。）、地域加算、

離島加算、医療安全対策加算、

感染防止対策加算、患者サポー

ト体制充実加算、データ提出加

算、入退院支援加算（１のイに

限る。）、認知症ケア加算、薬

剤総合評価調整加算、区分番号

Ｊ０３８に掲げる人工腎臓、区

分番号Ｊ０４２に掲げる腹膜灌

(かん)流、区分番号Ｊ４００に

掲げる特定保険医療材料（区分

番号Ｊ０３８に掲げる人工腎臓

又は区分番号Ｊ０４２に掲げる

腹膜灌(かん)流に係るものに限

る。）並びに除外薬剤・注射薬

の費用を除く。）は、回復期リ

ハビリテーション病棟入院料に

含まれるものとする。 

 

 

 

 

 

【医師事務作業補助体制加算】 

１ 医師事務作業補助体制加算１ 

イ 15対１補助体制加算  920点 

ロ 20対１補助体制加算  708点 

 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［算定要件］ 

注３ 診療に係る費用（注２及び注

４に規定する加算、当該患者に

対して行った第２章第１部医学

管理等の区分番号Ｂ００１の10

に掲げる入院栄養食事指導料

（回復期リハビリテーション病

棟入院料１を算定するものに限

る。）、第２部在宅医療、第７

部リハビリテーションの費用

（別に厚生労働大臣が定める費

用を除く。）、第２節に規定す

る臨床研修病院入院診療加算、

医師事務作業補助体制加算、地

域加算、離島加算、医療安全対

策加算、感染防止対策加算、患

者サポート体制充実加算、デー

タ提出加算、入退院支援加算

（１のイに限る。）、認知症ケ

ア加算、薬剤総合評価調整加

算、区分番号Ｊ０３８に掲げる

人工腎臓、区分番号Ｊ０４２に

掲げる腹膜灌(かん)流、区分番

号Ｊ４００に掲げる特定保険医

療材料（区分番号Ｊ０３８に掲

げる人工腎臓又は区分番号Ｊ０

４２に掲げる腹膜灌(かん)流に

係るものに限る。）並びに除外

薬剤・注射薬の費用を除く。）

は、回復期リハビリテーション

病棟入院料に含まれるものとす

る。 

 

※ 地域包括ケア病棟入院料/入院医

療管理料、精神科急性期治療病棟

入院料２についても同様。 

 

【医師事務作業補助体制加算】 

１ 医師事務作業補助体制加算１ 

イ 15対１補助体制加算  ●点 

ロ 20対１補助体制加算  ●点 
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ハ 25対１補助体制加算  580点 

ニ 30対１補助体制加算  495点 

ホ 40対１補助体制加算  405点 

へ 50対１補助体制加算  325点 

ト 75対１補助体制加算  245点 

チ 100対１補助体制加算  198点 

２ 医師事務作業補助体制加算２ 

イ 15対１補助体制加算  860点 

ロ 20対１補助体制加算  660点 

ハ 25対１補助体制加算  540点 

ニ 30対１補助体制加算  460点 

ホ 40対１補助体制加算  380点 

へ 50対１補助体制加算  305点 

ト 75対１補助体制加算  230点 

チ 100対１補助体制加算  188点 

 

［施設基準］ 

(2) 20対１、25対１、30対１及び40

対１補助体制加算の施設基準 

次のいずれかの要件を満たしてい

ること。 

ア 「(1)15対１補助体制加算の施

設基準」を満たしていること。 

イ 「災害時における医療体制の

充実強化について」（平成24年

３月21日医政発0321第２号）に

規定する災害拠点病院、「へき

地保健医療対策事業について」

（平成13年５月16日 医政発第

529号）に規定するへき地医療拠

点病院又は地域医療支援病院の

指定を受けていること。 

（新設） 

 

 

ウ 年間の緊急入院患者数が200名

以上又は全身麻酔による手術件

数が年間800件以上の実績を有す

る病院であること。 

ハ 25対１補助体制加算  ●点 

ニ 30対１補助体制加算  ●点 

ホ 40対１補助体制加算  ●点 

へ 50対１補助体制加算  ●点 

ト 75対１補助体制加算  ●点 

チ 100対１補助体制加算  ●点 

２ 医師事務作業補助体制加算２ 

イ 15対１補助体制加算  ●点 

ロ 20対１補助体制加算  ●点 

ハ 25対１補助体制加算  ●点 

ニ 30対１補助体制加算  ●点 

ホ 40対１補助体制加算  ●点 

へ 50対１補助体制加算  ●点 

ト 75対１補助体制加算  ●点 

チ 100対１補助体制加算  ●点 

 

［施設基準］ 

(2) 20対１、25対１、30対１及び40

対１補助体制加算の施設基準 

次のいずれかの要件を満たしてい

ること。 

ア 「(1)15対１補助体制加算の施

設基準」を満たしていること。 

イ 「災害時における医療体制の

充実強化について」（平成24年

３月21日医政発0321第２号）に

規定する災害拠点病院、「へき

地保健医療対策事業について」

（平成13年５月16日 医政発第

529号）に規定するへき地医療拠

点病院又は地域医療支援病院の

指定を受けていること。 

ウ 基本診療料の施設基準等別表

第六の二に規定する地域に所在

する保険医療機関であること。 

エ 年間の緊急入院患者数が200名

以上又は全身麻酔による手術件

数が年間800件以上の実績を有す

る病院であること。 
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【Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進 

－②】 

② 麻酔科領域における医師の働き方改革の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医師の負担軽減の推進の観点から、現行の麻酔管理料（Ⅱ）について

実施者に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．麻酔管理料（Ⅱ）について、麻酔を担当する医師の一部の行為を、

適切な研修を修了した看護師が実施しても算定できるよう見直す。 

 

２．麻酔前後の診察について、当該保険医療機関の常勤の麻酔科標榜医

が実施した場合についても、算定できるよう見直す。 

 
現 行 改定案 

【麻酔管理料（Ⅱ）】 

［算定要件］ 

(2) 麻酔管理料（Ⅱ）は厚生労働大

臣が定める施設基準に適合してい

る麻酔科を標榜する保険医療機関

において、当該保険医療機関の常

勤の麻酔科標榜医の指導の下に、

麻酔を担当する医師が麻酔前後の

診察を行い、区分番号「Ｌ００

２」硬膜外麻酔、区分番号「Ｌ０

０４」脊椎麻酔又は区分番号「Ｌ

００８」マスク又は気管内挿管に

よる閉鎖循環式全身麻酔を行った

場合に算定する。なお、この場合

において、緊急の場合を除き、麻

酔前後の診察は、当該麻酔を実施

した日以外に行われなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

【麻酔管理料（Ⅱ）】 

［算定要件］ 

(2) 麻酔管理料（Ⅱ）は厚生労働大

臣が定める施設基準に適合してい

る麻酔科を標榜する保険医療機関

において、当該保険医療機関にお

いて常態として週３日以上かつ週

22時間以上の勤務を行っている医

師であって、当該保険医療機関の

常勤の麻酔科標榜医の指導の下に

麻酔を担当するもの（以下この区

分番号において、単に「担当医

師」という。）又は当該保険医療

機関の常勤の麻酔科標榜医が、麻

酔前後の診察を行い、担当医師

が、区分番号「Ｌ００２」硬膜外

麻酔、区分番号「Ｌ００４」脊椎

麻酔又は区分番号「Ｌ００８」マ

スク又は気管内挿管による閉鎖循

環式全身麻酔を行った場合に算定

する。なお、この場合において、

緊急の場合を除き、麻酔前後の診

察は、当該麻酔を実施した日以外
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

に行われなければならない。ま

た、麻酔前後の診察を麻酔科標榜

医が行った場合、当該麻酔科標榜

医は、診察の内容を担当医師に共

有すること。 

(4) 麻酔を担当する医師の一部の行

為を、麻酔中の患者の看護に係る

適切な研修を修了した常勤看護師

が実施しても差し支えないものと

する。また、この場合において、

麻酔前後の診察の内容を当該看護

師に共有すること。 

 

［施設基準］ 

(6) 麻酔を担当する医師の一部の行

為を、麻酔中の患者の看護に係る

適切な研修を修了した常勤看護師

が実施する場合にあっては、当該

研修を修了した常勤看護師が１名

以上配置されていること。ここで

いう「適切な研修」とは、保健師

助産師看護師法（昭和23年法律第

203号）第37条の２第５号の規定に

よる指定研修機関において行われ

る麻酔中の患者の看護に係る研修

であること。 

(7) 麻酔を担当する医師の一部の行

為を当該看護師が実施する場合に

あっては、麻酔科標榜医又は麻酔

を担当する当該医師と連携するこ

とが可能な体制が確保されている

こと。 
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【Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進 

－③】 

③ 看護職員と看護補助者との 

業務分担・協働の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

看護職員の負担軽減、看護補助者との業務分担・協働を推進する観点

から、看護職員の夜間配置及び看護補助者の配置に係る評価等を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．看護職員夜間配置加算の評価を充実する。 

 
現 行 改定案 

【看護職員夜間配置加算】 

１ 看護職員夜間12対１配置加算 

イ 看護職員夜間12対１配置加算

１            95点 

ロ 看護職員夜間12対１配置加算

２            75点 

２ 看護職員夜間16対１配置加算 

イ 看護職員夜間16対１配置加算

１            55点 

ロ 看護職員夜間16対１配置加算

２            30点 

 

【看護職員夜間配置加算（地域包括

ケア病棟入院料の注加算）】 

看護職員夜間配置加算     55点 

 

【看護職員夜間配置加算（精神科救

急入院料の注加算）】 

看護職員夜間配置加算     55点 

 

【看護職員夜間配置加算（精神科救

急・合併症入院料の注加算）】 

看護職員夜間配置加算     55点 

【看護職員夜間配置加算】 

１ 看護職員夜間12対１配置加算 

イ 看護職員夜間12対１配置加算

１            ●点 

ロ 看護職員夜間12対１配置加算

２            ●点 

２ 看護職員夜間16対１配置加算 

イ 看護職員夜間16対１配置加算

１            ●点 

ロ 看護職員夜間16対１配置加算

２            ●点 

 

【看護職員夜間配置加算（地域包括

ケア病棟入院料の注加算）】 

看護職員夜間配置加算     ●点 

 

【看護職員夜間配置加算（精神科救

急入院料の注加算）】 

看護職員夜間配置加算     ●点 

 

【看護職員夜間配置加算（精神科救

急・合併症入院料の注加算）】 

看護職員夜間配置加算     ●点 
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２．急性期看護補助体制加算等の評価を充実する。 

 
現 行 改定案 

【急性期看護補助体制加算】 

１ 25対１急性期看護補助体制加算

（看護補助者５割以上）   210点 

２ 25対１急性期看護補助体制加算

（看護補助者５割未満）   190点 

３ 50対１急性期看護補助体制加算 

170点 

４ 75対１急性期看護補助体制加算 

130点 

注２ 

イ 夜間30対１急性期看護補助体

制加算          90点 

ロ 夜間50対１急性期看護補助体

制加算          85点 

ハ 夜間100対１急性期看護補助体

制加算          70点 

 

【看護補助加算】 

１ 看護補助加算１      129点 

２ 看護補助加算２      104点 

３ 看護補助加算３      76点 

注２ 夜間75対１看護補助加算 40点 

 

【夜間看護加算（療養病棟入院基本

料の注加算）】 

夜間看護加算         35点 

 

【看護補助加算（障害者施設等入院

基本料の注加算）】 

イ 14日以内の期間     129点 

ロ 15日以上30日以内の期間 104点 

 

【看護補助者配置加算（地域包括ケ

ア病棟入院料の注加算）】 

看護補助者配置加算     150点 

【急性期看護補助体制加算】 

１ 25対１急性期看護補助体制加算

（看護補助者５割以上）   ●点 

２ 25対１急性期看護補助体制加算

（看護補助者５割未満）   ●点 

３ 50対１急性期看護補助体制加算 

●点 

４ 75対１急性期看護補助体制加算 

●点 

注２ 

イ 夜間30対１急性期看護補助体

制加算           ●点 

ロ 夜間50対１急性期看護補助体

制加算          ●点 

ハ 夜間100対１急性期看護補助体

制加算          ●点 

 

【看護補助加算】 

１ 看護補助加算１      ●点 

２ 看護補助加算２      ●点 

３ 看護補助加算３      ●点 

注２ 夜間75対１看護補助加算 ●点  

 

【夜間看護加算（療養病棟入院基本

料の注加算）】 

夜間看護加算         ●点 

 

【看護補助加算（障害者施設等入院

基本料の注加算）】 

イ 14日以内の期間      ●点 

ロ 15日以上30日以内の期間  ●点 

 

【看護補助者配置加算（地域包括ケ

ア病棟入院料の注加算）】 

看護補助者配置加算      ●点 

 

３．急性期看護補助体制加算等の看護補助者に係る院内研修の要件につ

いて見直す。 
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現 行 改定案 

【急性期看護補助体制加算】 

［施設基準］ 

(6) 急性期看護補助体制加算に係る

看護補助業務に従事する看護補助

者は、基礎知識を習得できる内容

を含む院内研修を年１回以上受講

した者であること。 

 

※ 院内研修の内容 

 

 

 

ア 医療制度の概要及び病院の機

能と組織の理解 

イ～カ （略） 

 

 

【急性期看護補助体制加算】 

［施設基準］ 

(6) 急性期看護補助体制加算に係る

看護補助業務に従事する看護補助

者は、基礎知識を習得できる内容

を含む院内研修を年１回以上受講

した者であること。 

 

※ 院内研修の内容 

アについては、内容に変更がな

い場合は、２年目以降の受講は省

略して差し支えないものとする。 

ア 医療制度の概要及び病院の機

能と組織の理解 

イ～カ （略） 

 

※ 看護補助加算、療養病棟入院基

本料の注13に掲げる夜間看護加

算、障害者施設等入院基本料の注

９に掲げる看護補助加算、地域包

括ケア病棟入院料の注４に掲げる

看護補助者配置加算についても同

様。 
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【Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進 

－④】 

④ 栄養サポートチーム加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

結核病棟や精神病棟の入院患者に対する栄養面への積極的な介入を推

進する観点から、栄養サポートチーム加算の対象となる病棟を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

算定対象となる入院料として、結核病棟入院基本料、精神病棟入院基

本料及び特定機能病院入院基本料（結核病棟、精神病棟）を追加する。 

 
現 行 改定案 

【結核病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注５ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～ヤ 略 

 

 

 

【精神病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注６ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～テ 略 

 

 

 

【特定機能病院入院基本料】 

［算定要件］ 

注８ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

【結核病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注５ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～タ 略 

レ 栄養サポートチーム加算 

ソ～マ 略 

 

【精神病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注６ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～ク 略 

ヤ 栄養サポートチーム加算 

マ～メ 略 

 

【特定機能病院入院基本料】 

［算定要件］ 

注８ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等
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加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～テ 略 

ア 栄養サポートチーム加算（一

般病棟に限る。） 

サ～ 略 

 

【栄養サポートチーム加算】 

［算定要件］ 

注１ 栄養管理体制その他の事項に

つき別に厚生労働大臣が定める

施設基準に適合しているものと

して地方厚生局長等に届け出た

保険医療機関において、栄養管

理を要する患者として別に厚生

労働大臣が定める患者に対し

て、当該保険医療機関の保険

医、看護師、薬剤師、管理栄養

士等が共同して必要な診療を行

った場合に、当該患者（第１節

の入院基本料（特別入院基本料

等を除く。）又は第３節の特定

入院料のうち、栄養サポートチ

ーム加算を算定できるものを現

に算定している患者に限る。）

について、週１回（療養病棟入

院基本料を算定している患者に

ついては、入院した日から起算

して１月以内の期間にあっては

週１回、入院した日から起算し

て１月を超え６月以内の期間に

あっては月１回）に限り所定点

数に加算する。この場合におい

て、区分番号Ｂ００１の10に掲

げる入院栄養食事指導料、区分

番号Ｂ００１の11に掲げる集団

栄養食事指導料及び区分番号Ｂ

００１－２－３に掲げる乳幼児

育児栄養指導料は別に算定でき

ない。 

 

 

 

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～テ 略 

ア 栄養サポートチーム加算 

 

サ～ 略 

 

【栄養サポートチーム加算】 

［算定要件］ 

注１ 栄養管理体制その他の事項に

つき別に厚生労働大臣が定める

施設基準に適合しているものと

して地方厚生局長等に届け出た

保険医療機関において、栄養管

理を要する患者として別に厚生

労働大臣が定める患者に対し

て、当該保険医療機関の保険

医、看護師、薬剤師、管理栄養

士等が共同して必要な診療を行

った場合に、当該患者（第１節

の入院基本料（特別入院基本料

等を除く。）又は第３節の特定

入院料のうち、栄養サポートチ

ーム加算を算定できるものを現

に算定している患者に限る。）

について、週１回（療養病棟入

院基本料、結核病棟入院基本

料、精神病棟入院基本料及び特

定機能病院入院基本料（結核病

棟及び精神病棟に限る）を算定

している患者については、入院

した日から起算して１月以内の

期間にあっては週１回、入院し

た日から起算して１月を超え６

月以内の期間にあっては月１

回）に限り所定点数に加算す

る。この場合において、区分番

号Ｂ００１の10に掲げる入院栄

養食事指導料、区分番号Ｂ００

１の11に掲げる集団栄養食事指

導料及び区分番号Ｂ００１－２

－３に掲げる乳幼児育児栄養指

導料は別に算定できない。 
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【Ⅰ－４ 業務の効率化に資するＩＣＴの利活用の推進 －①】 

① 医療機関における業務の効率化・合理化 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療機関における業務の効率化・合理化の観点から、診療報酬の算定

に当たり求めている会議及び記載事項について、要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

医療機関における業務の効率化・合理化を促進する観点から、以下の

ような見直しを行う。 

 

１．安全管理の責任者等で構成される会議等について、安全管理の責任

者が必ずしも対面でなくてよいと判断した場合においては、ＩＣＴを

活用する等の対面によらない方法でも開催可能とする。 

 
現 行 改定案 

【医療安全管理体制の基準】 

(4) 安全管理のための委員会が開催

されていること。 

安全管理の責任者等で構成され

る委員会が月１回程度開催されて

いること。 

【医療安全管理体制の基準】 

(4) 安全管理のための委員会が開催

されていること。 

安全管理の責任者等で構成され

る委員会が月１回程度開催されて

いること。なお、安全管理の責任

者が必ずしも対面でなくてよいと

判断した場合においては、対面に

よらない方法でも開催可能とす

る。 

 

※ 院内感染防止対策の基準、医療

安全対策加算についても同様。 

 

２．院内研修について、抗菌薬適正使用支援加算に係る院内研修を院内

感染対策に係る研修と併せて実施してよいことを明確化する。また、

急性期看護補助体制加算等の看護補助者に係る院内研修の要件につい

て見直す。 

 
現 行 改定案 

【抗菌薬適正使用支援加算】 

［施設基準］ 

【抗菌薬適正使用支援加算】 

［施設基準］ 
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(4) 抗菌薬適正使用支援チームは以

下の業務を行うこと。 

オ 抗菌薬の適正な使用を目的と

した院内研修を少なくとも年２

回程度実施する。また院内の抗

菌薬使用に関するマニュアルを

作成する。 

 

 

 

 

 

【急性期看護補助体制加算】（再

掲） 

［施設基準］ 

(6) 急性期看護補助体制加算に係る

看護補助業務に従事する看護補助

者は、基礎知識を習得できる内容

を含む院内研修を年１回以上受講

した者であること。 

 

※ 院内研修の内容 

 

 

 

ア 医療制度の概要及び病院の機

能と組織の理解 

イ～カ （略） 

 

(4) 抗菌薬適正使用支援チームは以

下の業務を行うこと。 

オ 抗菌薬の適正な使用を目的と

した院内研修を少なくとも年２

回程度実施する。また院内の抗

菌薬使用に関するマニュアルを

作成する。なお、当該院内研修

については、感染防止対策加算

に係る院内感染対策に関する研

修と併せて実施しても差し支え

ない。 

 

【急性期看護補助体制加算】（再

掲） 

［施設基準］ 

(6) 急性期看護補助体制加算に係る

看護補助業務に従事する看護補助

者は、基礎知識を習得できる内容

を含む院内研修を年１回以上受講

した者であること。 

 

※ 院内研修の内容 

アについては、内容に変更がな

い場合は、２年目以降の受講は省

略して差し支えないものとする。 

ア 医療制度の概要及び病院の機

能と組織の理解 

イ～カ （略） 

 

※ 看護補助加算、療養病棟入院基

本料の注13に掲げる夜間看護加

算、障害者施設等入院基本料の注

９に掲げる看護補助加算、地域包

括ケア病棟入院料の注４に掲げる

看護補助者配置加算についても同

様。 

 

３．院外研修について、一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の院内

研修の指導者に係る要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【一般病棟用の重症度、医療・看護

必要度】 

［施設基準］ 

【一般病棟用の重症度、医療・看護

必要度】 

［施設基準］ 
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重症度、医療・看護必要度Ⅰ・Ⅱ

（Ⅱにあっては、Ｂ項目のみ）に係

る評価票の記入は、院内研修を受け

たものが行うものであること。な

お、院内研修は、次に掲げる所定の

研修を修了したもの（修了証が交付

されているもの）又は評価に習熟し

たものが行う研修であることが望ま

しい。 

ア・イ （略） 

重症度、医療・看護必要度Ⅰ・Ⅱ

（Ⅱにあっては、Ｂ項目のみ）に係

る評価票の記入は、院内研修を受け

たものが行うものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 特定集中治療室用、ハイケアユ

ニット用の重症度、医療・看護必

要度についても同様。 

 

４．栄養サポートチーム加算注２等について、栄養治療実施計画の写し

を診療録に添付すれば良いこととし、診療録への記載を、算定に当た

っての留意事項として求めないこととする。 

 
現 行 改定案 

【栄養サポートチーム加算注２】 

［算定要件］ 

「注２」に規定する点数を算定す

る場合は、栄養サポートチームの医

師、看護師、薬剤師及び管理栄養士

の全てが、栄養治療実施計画に基づ

き実施した治療等を診療録に記載す

ること。 

 

 

 

 

【がん患者指導管理料「ハ」】 

［算定要件］ 

ウ 指導内容等の要点を診療録又は

薬剤管理指導記録に記載するこ

と。 

 

 

【退院時共同指導料１及び２】 

［算定要件］ 

行った指導の内容等について、要

点を診療録に記載するとともに、患

【栄養サポートチーム加算注２】 

［算定要件］ 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

※ 外来緩和ケア管理料注４につい

ても同様。 

 

【がん患者指導管理料「ハ」】 

［算定要件］ 

ウ 指導内容等の要点を診療録若し

くは薬剤管理指導記録に記載し、

又は説明に用いた文書の写しを診

療録等に添付すること。 

 

【退院時共同指導料１及び２】 

［算定要件］ 

行った指導の内容等について、要

点を診療録に記載し、又は患者若し
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者又はその家族等に提供した文書の

写しを診療録に添付する。 

くはその家族等に提供した文書の写

しを診療録に添付する。 

 

５．在宅療養指導料等について、医師が他の職種への指示内容を診療録

に記載することを、算定に当たっての留意事項として求めないことと

する。 

 
現 行 改定案 

【在宅療養指導料】 

［算定要件］ 

(4) 医師は、診療録に保健師、助産

師又は看護師への指示事項を記載

する。 

(5) 保健師、助産師又は看護師は、

患者ごとに療養指導記録を作成

し、当該療養指導記録に指導の要

点、指導実施時間を明記する。 

【在宅療養指導料】 

［算定要件］ 

 (削除) 

 

 

(4) 保健師、助産師又は看護師は、

患者ごとに療養指導記録を作成

し、当該療養指導記録に指導の要

点、指導実施時間を明記する。 

 

※ 糖尿病合併症管理料、糖尿病透

析予防指導管理料についても同

様。 

 

６．施設基準の届出について、様式の簡素化や添付資料の低減等を行う。 

 

７．診療報酬の算定に当たり、文書による患者の同意を要件としている

ものについて、電磁的記録によるものでもよいことを明確化する。 

 

８．レセプト摘要欄に記載を求めていた事項のうち、画像診断の撮影部

位等について選択式記載とする。 
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【Ⅰ－４ 業務の効率化に資するＩＣＴの利活用の推進 －②】 

② 情報通信機器を用いたカンファレンス等の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

関係医療機関・医療従事者間の効率的な情報共有・連携を促進する観

点から、情報通信機器を用いたカンファレンス等の実施がさらに進むよ

う、要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

情報通信機器を用いたカンファレンス等について、やむを得ない事情

により対面で参加できない場合でなくても実施可能となるよう、要件を

見直す。 

また、情報通信機器を用いた退院時共同指導について、医療資源の少

ない地域でなくても実施可能となるよう、要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【感染防止対策加算１】 

［施設基準］ 

(8) (7)に規定するカンファレンス

は、(2)のアからエ及び２の(3)の

アからエの構成員それぞれ１名以

上が直接対面し、実施することが

原則であるが、やむを得ない事情

により参加できない場合は、以下

のアからウを満たすときに限り、

リアルタイムでの画像を介したコ

ミュニケーション（以下この項に

おいて「ビデオ通話」という。）

が可能な機器を用いて参加するこ

とができる。 

ア ビデオ通話によりカンファレ

ンスを行う場合は、主として当

該カンファレンスにおいて取り

上げる内容に関わる感染制御チ

ームの構成員は、対面で参加し

ていること。 

イ (2)に掲げるチームと２の(3)

に掲げる感染制御チームは、４

回中１回以上一堂に会し直接対

【感染防止対策加算１】 

［施設基準］ 

(8) (7)に規定するカンファレンス

は、(2)のアからエ及び２の(3)の

アからエの構成員それぞれ１名以

上が直接対面し、実施することが

原則であるが、以下のアからウを

満たすときに限り、リアルタイム

での画像を介したコミュニケーシ

ョン（以下この項において「ビデ

オ通話」という。）が可能な機器

を用いて参加することができる。 

 

 

ア ビデオ通話によりカンファレ

ンスを行う場合は、主として当

該カンファレンスにおいて取り

上げる内容に関わる感染制御チ

ームの構成員は、対面で参加し

ていること。 

イ (2)に掲げるチームと２の(3)

に掲げる感染制御チームは、４

回中１回以上一堂に会し直接対
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面するカンファレンスを行って

いること。なお、感染制御チー

ムを構成する各職種は、それぞ

れ１名以上当該カンファレンス

に参加していればよいこと。 

ウ 感染制御チームを構成する各

職種が４回中２回以上直接対面

するカンファレンスに参加して

いること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【退院時共同指導料】 

［算定要件］ 

(8) 退院時共同指導料１の「注１」

においては当該患者の在宅療養担

当医療機関又は入院中の保険医療

機関のいずれか、退院時共同指導

料２の「注１」においては当該患

者の在宅療養担当医療機関、在宅

療養担当医療機関の保険医の指示

を受けた訪問看護ステーション又

は入院中の保険医療機関のいずれ

かが、「基本診療料の施設基準等

及びその届出に関する手続きの取

扱いについて（平成30年３月５日

保医発0305第２号）」の「別添

３」の「別紙２」に掲げる医療を

提供しているが医療資源の少ない

地域に属する保険医療機関（特定

機能病院、許可病床数が400床以上

の病院、ＤＰＣ対象病院及び一般

病棟入院基本料に係る届出におい

て急性期一般入院料１のみを届け

出ている病院を除く。）又は訪問

看護ステーションであって、やむ

を得ない事情により、在宅療養担

当医療機関の保険医若しくは看護

面するカンファレンスを行って

いること。なお、感染制御チー

ムを構成する各職種は、それぞ

れ１名以上当該カンファレンス

に参加していればよいこと。 

ウ 感染制御チームを構成する各

職種が４回中２回以上直接対面

するカンファレンスに参加して

いること。 

 

※ 感染防止対策加算２、入退院支

援加算１、退院時共同指導料２の

注３、在宅患者緊急時等カンファ

レンス料、在宅患者訪問褥瘡管理

指導料、訪問看護療養費における

在宅患者緊急時等カンファレンス

加算も同様。 

 

【退院時共同指導料】 

［算定要件］ 

(8) 退院時共同指導料１の「注１」

及び退院時共同指導料２の「注

１」の共同指導は対面で行うこと

が原則であるが、リアルタイムで

の画像を介したコミュニケーショ

ン（以下この区分において「ビデ

オ通話」という。）が可能な機器

を用いて共同指導した場合でも算

定可能である。 
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師等、薬剤師、管理栄養士、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士

若しくは社会福祉士又は在宅療養

担当医療機関の保険医の指示を受

けた訪問看護ステーションの保健

師、助産師、看護師、理学療法

士、作業療法士若しくは言語聴覚

士が入院中の保険医療機関に赴く

ことができないときは、リアルタ

イムでの画像を介したコミュニケ

ーション（以下この区分において

「ビデオ通話」という。）が可能

な機器を用いて共同指導した場合

でも算定可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 訪問看護療養費における退院時

共同指導加算も同様。 
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【Ⅰ－４ 業務の効率化に資するＩＣＴの利活用の推進 －③】 

③ 外来栄養食事指導 

（情報通信機器の活用）の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

栄養食事指導の効果を高めるため、外来及び在宅における栄養食事指

導における継続的なフォローアップについて、情報通信機器を活用して

実施した場合の評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

外来栄養食事指導料における、２回目以降の栄養食事指導について情

報通信機器を用いて行う指導を評価する。 

 
現 行 改定案 

【外来栄養食事指導料】 

イ 初回     260点 

ロ ２回目以降  200点 

 

 

 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準

を満たす保険医療機関において、

入院中の患者以外の患者であっ

て、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、医師の指示に基づき

管理栄養士が具体的な献立等によ

って指導を行った場合に、初回の

指導を行った月にあっては月２回

に限り、その他の月にあっては月

１回に限り算定する。 

 

（新設） 

 

 

 

【外来栄養食事指導料】 

イ 初回          ●点 

ロ ２回目以降 

(1) 対面で行った場合   ●点 

(2) 情報通信機器を使用する場合 

●点 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基

準を満たす保険医療機関におい

て、入院中の患者以外の患者で

あって、別に厚生労働大臣が定

めるものに対して、医師の指示

に基づき管理栄養士が具体的な

献立等によって指導を行った場

合に、初回の指導を行った月に

あっては月２回に限り、その他

の月にあっては月１回に限り算

定する。 

２ ロの(2)については、医師の指

示に基づき当該保険医療機関の

管理栄養士が電話又は情報通信

機器等によって必要な指導を行

った場合に、月１回に限り算定

する。 
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【Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価 －①】 

① 地域包括診療加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

外来における継続的かつ全人的な医療の実施を推進する観点から、地

域包括診療加算について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

地域包括診療加算の施設基準における時間外の対応に係る要件につい

て、時間外対応加算３の届出でもよいこととする。 

 
現 行 改定案 

【再診料（地域包括診療加算）】 

注12 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関（診療所に限る。）

において、脂質異常症、高血圧

症、糖尿病又は認知症のうち２

以上の疾患を有する患者に対し

て、当該患者の同意を得て、療

養上必要な指導及び診療を行っ

た場合には、地域包括診療加算

として、当該基準に係る区分に

従い、次に掲げる点数を所定点

数に加算する。 

イ 地域包括診療加算１  25点 

ロ 地域包括診療加算２  18点 

 

［施設基準］ 

１ 地域包括診療加算１に関する施

設基準 

(1)から(9)までの基準を全て満

たしていること。 

(8) 以下のいずれか１つを満して

いること。 

ア 時間外対応加算１又は２の

届出を行っていること。 

イ 常勤換算２名以上の医師が

配置されており、うち１名以

【再診料（地域包括診療加算）】 

注12 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関（診療所に限る。）

において、脂質異常症、高血圧

症、糖尿病又は認知症のうち２

以上の疾患を有する患者に対し

て、当該患者の同意を得て、療

養上必要な指導及び診療を行っ

た場合には、地域包括診療加算

として、当該基準に係る区分に

従い、次に掲げる点数を所定点

数に加算する。 

イ 地域包括診療加算１  ●点 

ロ 地域包括診療加算２  ●点 

 

［施設基準］ 

１ 地域包括診療加算１に関する施

設基準 

(1)から(9)までの基準を全て満

たしていること。 

(8) 以下のいずれか１つを満して

いること。 

ア 時間外対応加算１、２又は

３の届出を行っていること。 

イ 常勤換算２名以上の医師が

配置されており、うち１名以
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上が常勤の医師であること。 

ウ 在宅療養支援診療所である

こと。 

上が常勤の医師であること。 

ウ 在宅療養支援診療所である

こと。 
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【Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価 －②】 

② 小児かかりつけ診療料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

小児に対する継続的な診療をより一層推進する観点から、小児かかり

つけ診療料について対象となる患者等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．算定対象となる患者を３歳未満から６歳未満に拡大する。 

 

２．当該保険医療機関において処方を行わない場合の取扱いを見直す。 

 
現 行 改定案 

【小児かかりつけ診療料】 

１ 処方箋を交付する場合 

イ 初診時        631点 

ロ 再診時        438点 

２ 処方箋を交付しない場合 

イ 初診時        748点 

ロ 再診時        556点 

 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、未就学児

（３歳以上の患者にあっては、

３歳未満から小児かかりつけ診

療料を算定しているものに限

る。）の患者であって入院中の

患者以外のものに対して診療を

行った場合に算定する。 

 

(5) 常態として院外処方箋を交付す

る保険医療機関において、患者の

症状又は病態が安定していること

等のため同一月内において投薬を

行わなかった場合は、当該月につ

いては、「２」の所定点数を算定

【小児かかりつけ診療料】 

１ 処方箋を交付する場合 

イ 初診時        ●点 

ロ 再診時        ●点 

２ 処方箋を交付しない場合 

イ 初診時        ●点 

ロ 再診時        ●点 

 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、未就学児

（６歳以上の患者にあっては、

６歳未満から小児かかりつけ診

療料を算定しているものに限

る。）の患者であって入院中の

患者以外のものに対して診療を

行った場合に算定する。 

 

(5) 当該保険医療機関において院内

処方を行わない場合は、「１ 処

方箋を交付する場合」で算定す

る。 
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できる。 
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【Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価 －③】 

③ 外来患者への重複投薬解消に対する取組の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

複数の医療機関を受診する患者の重複投薬の解消を推進する観点から、

薬局において患者の服薬情報を一元的に把握し、重複投薬の有無の確認

等を行った上で、処方医に重複投薬等の解消に係る提案を行う取組につ

いて新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

服用薬剤調整支援料について、６種類以上の内服薬が処方されている

患者からの求めに基づき、患者が服用中の薬剤について、重複投薬等の

状況を含めた一元的把握を行い、処方医に重複投薬の解消に係る提案を

行った場合の評価を新設する。 

 

（新）  服用薬剤調整支援料２   ●点（３月に１回まで） 

 

［算定要件］ 

複数の保険医療機関より６種類以上の内服薬（特に規定するものを

除く。）が処方されていたものについて、患者若しくはその家族等の

求めに応じて、当該患者の服用中の薬剤について一元的把握を行った

結果、重複投薬等が確認された場合であって、処方医に対して、当該

重複投薬の状況が記載された文書を用いてその解消等に係る提案を行

ったときは、３月に１回に限り所定点数を算定する。 
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【Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価 －④】 

④ かかりつけ薬剤師指導料等の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

対物業務から対人業務への転換を進める観点から、かかりつけ薬剤師

指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料について、患者のプライバシー

に配慮することなどの要件を見直すとともに評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料について、

以下の見直しを行う。 

 

１．患者のプライバシーに配慮することを要件として追加する。 

 

２．対物業務から対人業務への転換を進める観点から評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【かかりつけ薬剤師指導料】 

73点 

 

【かかりつけ薬剤師包括管理料】 

281点 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

 

 

 

【かかりつけ薬剤師指導料】 

●点 

 

【かかりつけ薬剤師包括管理料】 

●点 

 

［施設基準］ 

患者との会話のやりとりが他の患

者に聞こえないようパーテーション

等で区切られた独立したカウンター

を有するなど、患者のプライバシー

に配慮していること。 

 

３．医療機関と薬局の連携による残薬への対応を推進する観点から、お

薬手帳による医療機関への情報提供を推進する規定を要件に追加する。 

※ かかりつけ薬剤師指導料が要件を引用する薬剤服用歴管理指導料

の算定要件として追加。 

 
現 行 改定案 

【かかりつけ薬剤師指導料・かかり

つけ薬剤師包括管理料】 

【かかりつけ薬剤師指導料・かかり

つけ薬剤師包括管理料】 
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［算定要件］ 

(6) かかりつけ薬剤師は、担当患者

に対して、以下の服薬指導等を行

う。 

ア 「区分番号10」の薬剤服用歴

管理指導料に係る業務を実施し

た上で患者の理解に応じた適切

な服薬指導等を行うこと。 

 

【薬剤服用歴管理指導料】 

［算定要件］ 

(1) エ 残薬の状況については、患

者ごとに作成した薬剤服用歴の記

録に基づき、患者又はその家族等

から確認し、残薬が確認された場

合はその理由も把握すること。ま

た、残薬が相当程度認められると

判断される場合には、処方医に対

して連絡、投与日数等の確認を行

うよう努めること。 

 

 

 

 

 

 

［算定要件］ 

(6) かかりつけ薬剤師は、担当患者

に対して、以下の服薬指導等を行

う。 

ア 「区分番号10」の薬剤服用歴

管理指導料に係る業務を実施し

た上で患者の理解に応じた適切

な服薬指導等を行うこと。 

 

【薬剤服用歴管理指導料】 

［算定要件］ 

(1) エ 残薬の状況については、患

者ごとに作成した薬剤服用歴の記

録に基づき、患者又はその家族等

から確認し、残薬が確認された場

合はその理由も把握すること。患

者に残薬が一定程度認められると

判断される場合には、患者の意向

を確認した上で、患者の残薬の状

況及びその理由を患者の手帳に簡

潔に記載し、処方医に対して情報

提供するよう努めること。また、

残薬が相当程度認められると判断

される場合には、処方医に対して

連絡、投与日数等の確認を行うよ

う努めること。 
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【Ⅱ－１ かかりつけ機能の評価 －⑤】 

⑤ 同一薬局の利用推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

複数の医療機関を受診する患者が同一の薬局を繰り返し利用すること

により、処方薬の一元的・継続的な把握や重複投薬の解消をさらに進め

る観点から、薬剤服用歴管理指導料及び調剤基本料の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

患者が同一の薬局を繰り返し利用することを推進する観点から、以下

の見直しを行う。 

 

１．薬剤服用歴管理指導料の点数が低くなる規定について、再度の来局

の期間を「原則６月以内」から「原則３月以内」に短縮するとともに、

対象を調剤基本料１以外にも拡大する。 

「Ⅱ－10－②」を参照のこと。 

 

２．調剤基本料について、同一患者から異なる医療機関の処方箋を同時

にまとめて複数枚受け付けた場合、２回目以上の受付分については所

定点数の100分の●に相当する点数を算定する。 

「Ⅱ－10－③」を参照のこと。 

 

３．薬剤服用歴管理指導料について、医療機関等から薬局への連絡を円

滑に行うため、患者が普段利用する薬局の名称をお薬手帳に記載する

よう患者に促す規定を追加する。 

「Ⅱ－10－②」を参照のこと。 
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【Ⅱ－２ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の推進 －①】 

① 機能強化加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

かかりつけ医機能の普及を図る観点から、地域においてかかりつけ医

機能を担う医療機関において、当該機能の更なる周知等の在り方につい

て、機能強化加算の掲示等の情報提供に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．地域におけるかかりつけ医機能として院内に掲示する事項として、

以下を追加する。 

・ 必要に応じて、専門医、専門医療機関に紹介すること。 

・ 医療機能情報提供制度を利用して、かかりつけ医機能を有する医

療機関が検索できること。 

 

２．また、院内に掲示する事項と同様の内容について、患者へ提供する。 

・ 当該掲示内容を書面にしたものを、患者が持ち帰れる形で、医療

機関内の見えやすいところに置いておくこと。 

・ 当該掲示内容について、患者の求めがあった場合には、当該掲示

内容を書面にしたものを交付すること。 

 
現 行 改定案 

【初診料（機能強化加算）】 

注12 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関（許可病床数が200床

未満の病院又は診療所に限

る。）において初診を行った場

合は、機能強化加算として、80

点を所定点数に加算する。 

 

［施設基準］ 

(2) 地域において包括的な診療を担

う医療機関であることについて、

当該保険医療機関の見やすい場所

に掲示していること。 

 

【初診料（機能強化加算）】 

注12 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関（許可病床数が200床

未満の病院又は診療所に限

る。）において初診を行った場

合は、機能強化加算として、●

点を所定点数に加算する。 

 

［施設基準］ 

(2) 地域において包括的な診療を担

う医療機関であることについて、

当該保険医療機関の見やすい場所

に掲示するなどの取組を行ってい

ること。 
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(3) 地域におけるかかりつけ医機能

として、健康診断の結果等の健康

管理に係る相談、保健・福祉サー

ビスに関する相談及び夜間・休日

の問い合わせへの対応を行ってい

る医療機関であることを、当該医

療機関の見やすい場所に掲示して

いること。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 地域におけるかかりつけ医機能

として、健康診断の結果等の健康

管理に係る相談、保健・福祉サー

ビスに関する相談、夜間・休日の

問い合わせへの対応及び必要に応

じた専門医又は専門医療機関への

紹介を行っている医療機関である

ことを、当該医療機関の見やすい

場所に掲示していること。 

また、医療機能情報提供制度を

利用してかかりつけ医機能を有す

る医療機関が検索可能であること

を、当該医療機関の見やすい場所

に掲示していること。 

(4) 地域におけるかかりつけ医機能

として、健康診断の結果等の健康

管理に係る相談、保健・福祉サー

ビスに関する相談及び夜間・休日

の問い合わせへの対応を行ってい

る医療機関であることについて記

載した書面を、医療機関内の見や

すい場所に置き、必要に応じて患

者が持ち帰れるようにすること。

また、患者の求めがあった場合に

は、当該書面を交付すること。 

 



66 

 

【Ⅱ－２ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の推進 －②】 

② 診療情報の提供に対する評価の新設 
  

第１ 基本的な考え方 

 

かかりつけ医機能及び医療機関間の連携を推進する観点から、紹介先

の他の医療機関から紹介元のかかりつけ医機能を有する医療機関へ情報

提供を行った場合について新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

かかりつけ医機能を有する医療機関等から紹介された患者に対して継

続的な診療を行っている場合に、紹介元のかかりつけ医機能を有する医

療機関等からの求めに応じて、診療情報の提供を行った場合の評価を新

設する。 

 

（新）  診療情報提供料（Ⅲ）   ●点 

 

［対象患者］ 

（１）地域包括診療加算、地域包括診療料、小児かかりつけ診療料、在

宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院

に限る。）若しくは施設入居時等医学総合管理料（在宅療養支援診

療所又は在宅療養支援病院に限る。）を届け出ている医療機関から

紹介された患者 

（２）妊娠している者であって、産科若しくは産婦人科を標榜している

医療機関から紹介された患者 

（３）別の保険医療機関から地域包括診療加算、地域包括診療料、小児

かかりつけ診療料、在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所

又は在宅療養支援病院に限る。）若しくは施設入居時等医学総合管

理料（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院に限る。）を届け

出ている医療機関に紹介された患者 

 

［算定要件］ 

（１）別の保険医療機関から紹介された患者について、当該患者を紹介

した別の保険医療機関からの求めに応じ、患者の同意を得て、診

療状況を示す文書を提供した場合（初診料を算定する日を除く。

ただし、当該医療機関に次回受診する日の予約を行った場合はこ

の限りではない。）に、提供する保険医療機関ごとに患者１人につ
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き３月に１回に限り算定する。 

（２）妊娠している者であって、産科若しくは産婦人科を標榜している

医療機関から紹介された患者について、診療に基づき、頻回の情

報提供の必要性を認め、患者の同意を得て、当該患者を紹介した

別の保険医療機関に情報提供を行った場合は、月１回に限り算定

する。 

 

［施設基準］ 

（１）当該保険医療機関の敷地内において喫煙が禁止されていること。 

（２）算定要件の（２）については、当該保険医療機関内に妊娠してい

る者の診療を行うにつき十分な経験を有する常勤の医師が配置さ

れていることが望ましいこと。 
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【Ⅱ－２ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の推進 －③】 

③ 医療的ケア児に関わる主治医と学校医との連携 
  

第１ 基本的な考え方 

 

主治医と学校医等との連携を推進し、医療的ケア児が安心して安全に

学校に通うことができるよう、主治医から学校医等への診療情報提供に

ついて新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

診療情報提供料（Ⅰ）において、医療的ケア児が通う学校の学校医又

は医療的ケアに知見のある医師に対して、児が学校生活を送るに当たっ

て必要な情報を主治医が提供した場合の評価を新設する。 

 
現 行 改定案 

【診療情報提供料（Ⅰ）】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

【診療情報提供料（Ⅰ）】 

［算定要件］ 

注● 保険医療機関が、児童福祉法

第56条の６第２項に規定する障

害児である患者について、診療

に基づき当該患者又はその家族

等の同意を得て、当該患者が通

学する学校教育法（昭和22年法

律第26号）に規定する小学校、

中学校、義務教育学校、中等教

育学校の前期課程又は特別支援

学校の小学部若しくは中学部の

学校医等に対して、診療状況を

示す文書を添えて、当該患者が

学校生活を送るに当たり必要な

情報を提供した場合に、患者１

人につき月１回に限り算定す

る。 

 

(1) 当該義務教育諸学校において当

該患者が生活するにあたり看護職

員が実施する診療の補助に係る行

為について、学校医等が指導、助

言等を行うに当たり必要な診療情

報を提供した場合に算定する。 
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（新設） 

 

 

(2) 「学校医等」とは、当該義務教

育諸学校の学校医又は義務教育諸

学校が医療的ケアについて助言や

指導を得るために委嘱する医師を

いう。 

(3) 当該保険医療機関の主治医と学

校医等が同一の場合は算定できな

い。 
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【Ⅱ－２ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の推進 －④】 

④ 明細書発行の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

明細書が果たすべき機能やそれらの発行業務の実態を踏まえ、公費負

担医療に係る給付により自己負担がない患者（全額公費負担の患者を除

く。）について、診療所における明細書発行に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．診療所において、公費負担医療に係る給付により自己負担がない患

者（全額公費負担の患者を除く。）について、正当な理由がある場合

でも、患者からの求めがあったときには、明細書発行を義務とする。 

 

２．一部負担金の支払いがない患者に対応した明細書発行機能が付与さ

れていないレセプトコンピューター又は自動入金機の改修が必要な診

療所が対応を完了する期間を考慮し、２年間の経過措置を設ける。 

 
現 行 改定案 

【保険医療機関及び保険医療養担当

規則】 

［領収証等の交付］ 

第五条の二の二 前条第二項の厚生

労働大臣の定める保険医療機関

は、公費負担医療（厚生労働大

臣の定めるものに限る。）を担

当した場合（第五条第一項の規

定により患者から費用の支払を

受ける場合を除く。）におい

て、正当な理由がない限り、当

該公費負担医療に関する費用の

請求に係る計算の基礎となった

項目ごとに記載した明細書を交

付しなければならない。 

 

【平成28年度改正附則】 

［経過措置］ 

第三条 新療担規則第五条の二の二

第一項に規定する保険医療機関

又は第二条の規定による改正後

【保険医療機関及び保険医療養担当

規則】 

［領収証等の交付］ 

第五条の二の二 前条第二項の厚生

労働大臣の定める保険医療機関

は、公費負担医療（厚生労働大

臣の定めるものに限る。）を担

当した場合（第五条第一項の規

定により患者から費用の支払を

受ける場合を除く。）におい

て、正当な理由がない限り、当

該公費負担医療に関する費用の

請求に係る計算の基礎となった

項目ごとに記載した明細書を交

付しなければならない。 

 

【平成28年度改正附則】 

［経過措置］ 

第三条 新療担規則第五条の二の二

第一項に規定する保険医療機関

又は第二条の規定による改正後
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の保険薬局及び保険薬剤師療養

担当規則（以下「新薬担規則」

という。）第四条の二の二第一

項に規定する保険薬局におい

て、新療担規則第五条の二の二

第一項又は新薬担規則第四条の

二の二第一項の明細書を常に交

付することが困難であることに

ついて正当な理由がある場合

は、新療担規則第五条の二の二

第一項又は新薬担規則第四条の

二の二第一項の規定にかかわら

ず、平成三十年三月三十一日ま

での間（診療所にあっては、当

面の間）、新療担規則第五条の

二の二第一項又は新薬担規則第

四条の二の二第一項の明細書を

交付することを要しない。 

 

 

の保険薬局及び保険薬剤師療養

担当規則（以下「新薬担規則」

という。）第四条の二の二第一

項に規定する保険薬局におい

て、新療担規則第五条の二の二

第一項又は新薬担規則第四条の

二の二第一項の明細書を常に交

付することが困難であることに

ついて正当な理由がある場合

は、新療担規則第五条の二の二

第一項又は新薬担規則第四条の

二の二第一項の規定にかかわら

ず、平成三十年三月三十一日ま

での間（診療所にあっては、当

面の間）、新療担規則第五条の

二の二第一項又は新薬担規則第

四条の二の二第一項の明細書を

患者から求められたときに交付

することで足りるものとする。 

 

※ 高齢者の医療の確保に関する法

律の規定による療養の給付等の取

扱い及び担当に関する基準につい

ても同様。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －①】 

① 質の高い外来がん化学療法の評価 
  

 

「Ⅱ－７－１－④」を参照のこと。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －②】 

② 外来化学療法での栄養管理の評価 
  

 

「Ⅱ－７－１－⑤」を参照のこと。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －③】 

③ 精神病棟における退院時共同指導の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する観点か

ら、精神病棟における退院時の多職種・多機関による共同指導等につい

て新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

精神病棟に入院中の患者に対して、入院医療を提供する保険医療機関

の多職種チームと、地域において当該患者の外来又は在宅医療を担う保

険医療機関の多職種チームが、退院後の療養等について共同で指導等を

行った場合の評価を新設する。 

 

（新）  精神科退院時共同指導料 

１ 精神科退院時共同指導料１（外来又は在宅医療を担う保

険医療機関の場合） 

イ 精神科退院時共同指導料（Ⅰ）   ●点 

ロ 精神科退院時共同指導料（Ⅱ）   ●点 

２ 精神科退院時共同指導料２（入院医療を提供する保険医

療機関の場合）            ●点 

 

［対象患者］ 

１のイ 精神病棟に入院中の患者であって、精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以下「精神保健福祉

法」という。）第29条又は第29条の２に規定する入院措置に係る患

者、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察

等に関する法律（平成15年法律第110号）第42条第１項第１号又は

第61条第１項第１号に規定する同法による入院又は同法第42条第１

項第２号に規定する同法による通院をしたことがある患者又は当該

入院の期間が１年以上の患者（以下この区分番号において「措置入

院者等」という。） 

１のロ 精神病棟に入院中の患者であって、別に厚生労働大臣が定め

る患者 

２ １のイ及び１のロの患者 
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［算定要件］ 

（１）精神科退院時共同指導料１については、他の保険医療機関の精神

病棟に入院中の患者であって、措置入院者等又は別に厚生労働大

臣が定める患者に対して、当該患者の外来又は在宅医療を担う保

険医療機関の多職種チームが、入院中の保険医療機関の多職種チ

ームとともに、当該患者の同意を得て、退院後の療養上必要な説

明及び指導を共同で行った上で、支援計画を作成し、文書により

情報提供した場合に外来又は在宅医療を担う保険医療機関におい

て、入院中に１回に限り算定すること。ただし、区分番号Ａ００

０に掲げる初診料、区分番号Ａ００１に掲げる再診料、区分番号

Ａ００２に掲げる外来診療料、区分番号Ａ００３に掲げるオンラ

イン診療料、区分番号Ｂ００２に掲げる開放型病院共同指導料

（Ⅰ）、区分番号Ｂ００４に掲げる退院時共同指導料１、区分番号

Ｃ０００に掲げる往診料、区分番号Ｃ００１に掲げる在宅患者訪

問診療料（Ⅰ）又は区分番号Ｃ００１－２に掲げる在宅患者訪問

診療料（Ⅱ）は別に算定できない。 

（２）精神科退院時共同指導料２については、精神病棟に入院中の患者

であって、措置入院患者等及び別に厚生労働大臣が定める患者に

対して、入院中の保険医療機関の多職種チームが、当該患者の外

来又は在宅医療を担う他の保険医療機関の多職種チームとともに、

当該患者の同意を得て、退院後の療養上必要な説明及び指導を共

同で行った上で、支援計画を作成し、文書により情報提供した場

合に入院医療を担う保険医療機関において、入院中に１回に限り

算定すること。ただし、区分番号Ｂ００３に掲げる開放型病院共

同指導料（Ⅱ）、区分番号Ｂ００５に掲げる退院時共同指導料２、

区分番号Ｉ０１１に掲げる精神科退院指導料は、別に算定できな

い。 

（３）１のイについては、措置入院者等に対して、当該保険医療機関の

精神科の医師、保健師又は看護師（以下、看護師等という。）及び

精神保健福祉士並びに必要に応じて薬剤師、作業療法士、公認心

理師、在宅療養担当医療機関の保険医の指示を受けた訪問看護ス

テーションの看護師等（准看護師を除く。）若しくは作業療法士又

は市町村若しくは都道府県の担当者等が共同指導を行った場合に

算定すること。 

（４）１のロについては、１のイ以外の患者であって、平成28～30年度

厚生労働行政調査推進補助金障害者対策総合研究事業において

「多職種連携による包括的支援マネジメントに関する研究」の研

究班が作成した、「包括的支援マネジメント 実践ガイド」におけ

る「包括的支援マネジメント 導入基準」を満たした、重点的な
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支援が必要な患者に対して、当該保険医療機関の精神科の医師又

は医師の指示を受けた看護師等及び精神保健福祉士並びに必要に

応じて薬剤師、作業療法士、公認心理師、在宅療養担当医療機関

の保険医の指示を受けた訪問看護ステーションの看護師等（准看

護師を除く。）若しくは作業療法士又は市町村若しくは都道府県の

担当者等が共同指導を行った場合に算定すること。 

（５）２については、（３）又は（４）に規定する患者に対して、当該

保険医療機関の精神科の医師、看護師等及び精神保健福祉士並び

に必要に応じて薬剤師、作業療法士、公認心理師、在宅療養担当

機関の保険医の指示を受けた訪問看護ステーションの看護師等

（准看護師を除く。）若しくは作業療法士又は市町村若しくは都道

府県の担当者等が共同指導を行った場合に算定すること。 

（６）外来又は在宅医療を担う医療機関については、入院中の医療機関

とは別の医療機関であること。 

（７）共同指導の実施及び支援計画の作成に当たっては、平成28～30年

度厚生労働行政調査推進補助金障害者対策総合研究事業において

「多職種連携による包括的支援マネジメントに関する研究」の研

究班が作成した、「包括的支援マネジメント 実践ガイド」を参考

にすること。なお、患者又はその家族等に対して提供する文書に

ついては、別添●の様式を用いること。 

（８）当該指導料を算定する場合は、行った指導の内容等について、要

点を診療録に記載するとともに、患者又はその家族等に提供した

文書の写しを診療録に添付すること。 

（９）共同指導は、対面で行うことを原則とすること。ただし、外来又

は在宅医療を担当する医療機関の関係者のいずれかが、入院中の

医療機関に赴くことができない場合には、ビデオ通話等を用いて

共同指導を実施した場合でも算定可能とする。 

（10）精神科退院時共同指導料は、退院後在宅での療養を行う患者が算

定の対象となり、他の保険医療機関、社会福祉施設、介護老人保

健施設、介護老人福祉施設に入院若しくは入所する患者又は死亡

退院した患者については、対象とはならない。 

 

［施設基準］ 

（１）精神科退院時共同指導料１を算定する場合は、精神科又は心療内

科を標榜する保険医療機関であること。 

（２）精神科退院時共同指導料２を算定する場合は、精神科を標榜する

病院であること。 

（３）当該保険医療機関内に、専任の精神保健福祉士が一名以上配置さ

れていること。 
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（４）重点的な支援を必要とする患者とは、別紙●に掲げる包括的支援

マネジメント導入基準を１つ以上満たすものをいう。 

（５）当該指導料の施設基準に係る届出は様式●を用いること。 

 



78 

 

【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －④】 

④ 精神科外来における多職種による 

相談支援・指導への評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域で生活する精神疾患患者の支援を推進するために、精神科外来に

おける多職種による相談・支援等について新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

精神病棟に入院中に精神科退院時共同指導料１を算定した患者に対し

て、精神科外来において多職種による支援及び指導等を行った場合につ

いて、通院精神療法に加算を設ける。 

 
現 行 改定案 

【通院・在宅精神療法】 

［算定要件］ 

（新設） 

【通院・在宅精神療法】 

［算定要件］ 

注８ １を算定する患者であって、

別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして

地方厚生局長等に届け出た保険

医療機関において、当該保険医

療機関における直近の入院にお

いて、区分番号Ｂ●に掲げる精

神科退院時共同指導料１を算定

した患者に対して、精神科を担

当する医師の指示の下、保健

師、看護師又は精神保健福祉士

が、療養生活環境を整備するた

めの支援及び指導を行った場合

に、療養生活環境整備指導加算

として、初回算定日の属する月

から起算して１年を限度とし

て、月１回に限り●点を所定点

数に加算する。 

 

(21)「注８」に規定する療養生活環

境整備指導加算は、通院・在宅精

神療法の「１」を算定する患者に



79 

 

ついて、精神病棟における直近の

入院において、精神科退院時共同

指導料を算定した患者であって退

院した日の属する月の翌月末日ま

でに当該保険医療機関を受診した

患者又はその家族等に対して、精

神科を担当する医師の指示の下、

保健師、看護師（以下、この区分

において「看護師等」という。）

又は精神保健福祉士が、療養生活

環境を整備するための支援及び指

導を行った場合に月１回に限り算

定できる。なお、実施に当たって

は、以下の要件をいずれも満たす

こと。 

ア 当該患者の支援方針等につい

て、多職種が共同して、３月に

１回の頻度でカンファレンスを

実施する。なお、カンファレン

スについては、当該患者の診療

を担当する精神科又は心療内科

の医師、看護師等及び精神保健

福祉士並びに必要に応じて薬剤

師、作業療法士、公認心理師、

在宅療養担当医療機関の保険医

の指示を受けた訪問看護ステー

ションの看護師等（准看護師を

除く。）若しくは作業療法士又

は市町村若しくは都道府県の担

当者等の多職種が参加するこ

と。 

イ アのカンファレンスにおい

て、患者の状態を把握した上

で、多職種が共同して支援計画

を作成し、その写しを診療録に

添付すること。なお、支援計画

の作成に当たっては、平成28～

30年度厚生労働行政推進調査事

業において「精神障害者の地域

生活支援を推進する政策研究」

の研究班が作成した、「包括的

支援マネジメント実践ガイド」

を参考にすること。 

ウ 医師は、診療録に当該患者の
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療養生活環境整備支援及び指導

を担当する看護師等又は精神保

健福祉士への指示事項を記載す

ること。 

エ 当該患者を担当する看護師等

又は精神保健福祉士は、イにお

いて作成した支援計画の内容を

患者等に説明した上で、療養生

活環境の整備のための支援及び

指導を行うこと。なお、担当す

る患者ごとに療養生活環境整備

支援・指導記録を作成し、当該

療養指導記録に指導の要点、指

導実施時間を明記すること。 

 

［施設基準］ 

(1) 通院・在宅精神療法の注８に規

定する施設基準 

療養生活環境整備のための支援

及び指導を適切に行うにつき十分

な体制を有していること。 

 

(1) 通院・在宅精神療法の注８に規

定する施設基準 

ア 当該保険医療機関内に、当該

支援・指導に専任の精神保健福

祉士が１名以上勤務しているこ

と。 

イ 保健師、看護師又は精神保健

福祉士が同時に担当する療養生

活環境整備支援及び指導の対象

患者の数は１人につき30人以下

であること。また、それぞれの

保健師、看護師又は精神保健福

祉士が担当する患者の一覧を作

成していること。 

(2) 当該加算の届出においては、様

式●を用いること。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －⑤】 

⑤ 腹膜透析と血液透析を併用する場合の 

要件の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

通院への制約等の理由により保険医療機関の変更や血液透析への変更

が必要となる患者もいることから、腹膜透析を実施している患者におけ

る治療の選択肢を拡充するため、患者の利便性や臨床実態を踏まえ、腹

膜透析患者が血液透析の併用を行う場合について、要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

腹膜透析を実施した患者について、他施設において血液透析を実施し

た場合、自施設にて診療報酬明細書の摘要欄に必要性等を記載した場合

に限り在宅自己腹膜灌流指導管理料を算定できるようにし、他施設では、

診療報酬明細書の摘要欄に在宅自己腹膜灌流指導管理料を算定している

医療機関名を記載した場合に限り、人工腎臓を算定できるようにする。 

 
現 行 改定案 

【在宅自己腹膜灌流指導管理料】 

在宅自己腹膜灌流指導管理料 

4,000点 

 

［算定要件］ 

(3) 在宅自己腹膜灌流指導管理料を

算定している患者（入院中の患者

を除く。）は週１回を限度として、

区分番号「Ｊ０３８」人工腎臓又

は区分番号「Ｊ０４２」腹膜灌流

の１の連続携行式腹膜灌流のいず

れか一方を算定できる。なお、当

該管理料を算定している患者に対

して、他の医療機関において人工

腎臓又は連続携行式腹膜灌流を行

っても、当該所定点数は算定でき

ない。 

 

 

 

【在宅自己腹膜灌流指導管理料】 

在宅自己腹膜灌流指導管理料 

●点 

 

［算定要件］ 

(3) 在宅自己腹膜灌流指導管理料を

算定している患者（入院中の患者

を除く。）は週１回を限度として、

区分番号「Ｊ０３８」人工腎臓又

は区分番号「Ｊ０４２」腹膜灌流

の１の連続携行式腹膜灌流のいず

れか一方を算定できる。なお、当

該管理料を算定している患者に対

して、他の医療機関において連続

携行式腹膜灌流を行っても、当該

所定点数は算定できない。また、

当該管理料を算定している患者に

対して、患者の希望する他の保険

医療機関において人工腎臓を行っ

た場合は、診療報酬明細書の摘要
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【人工腎臓】 

［算定要件］ 

(6) 区分番号「Ｃ１０２」在宅自己

腹膜灌流指導管理料を算定してい

る患者に対して行った場合には、

区分番号「Ｊ０４２」腹膜灌流の

「１」連続携行式腹膜灌流の実施

回数と併せて週１回を限度として

算定できる。また、区分番号「Ｃ

１０２－２」在宅血液透析指導管

理料を算定している患者に対して

行った場合には、週１回を限度と

して算定できる。それを超えた回

数を実施した場合は、薬剤料及び

特定保険医療材料料に限り算定で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

欄に区分番号「Ｊ０３８」人工腎

臓を算定している他の保険医療機

関名及び他の保険医療機関での実

施の必要性を記載すること。 

 

【人工腎臓】 

［算定要件］ 

(6) 区分番号「Ｃ１０２」在宅自己

腹膜灌流指導管理料を算定してい

る患者に対して行った場合には、

区分番号「Ｊ０４２」腹膜灌流の

「１」連続携行式腹膜灌流の実施

回数と併せて週１回を限度として

算定できる。また、区分番号「Ｃ

１０２－２」在宅血液透析指導管

理料を算定している患者に対して

行った場合には、週１回を限度と

して算定できる。それを超えた回

数を実施した場合は、薬剤料及び

特定保険医療材料料に限り算定で

きる。なお、他の医療機関におい

て区分番号「Ｃ１０２」在宅自己

腹膜灌流指導管理料を算定してい

る場合には、診療報酬明細書の摘

要欄に、区分番号「Ｃ１０２」在

宅自己腹膜灌流指導管理料を算定

している保険医療機関名を記載し

た場合に限り、週１回を限度とし

て算定できる。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －⑥】 

⑥ 栄養サポートチーム加算の見直し 
  

 

「Ⅰ－３－④」を参照のこと。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －⑦】 

⑦ 多職種チームによる 

摂食嚥下リハビリテーションの評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

摂食嚥下障害を有する患者に対する多職種チームによる効果的な介入

が推進されるよう、摂食機能療法の経口摂取回復促進加算について要件

及び評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

摂食機能療法の経口摂取回復促進加算について、多職種チームによる

介入を評価できるよう、要件及び評価を見直すとともに名称の変更を行

う。 

 
現 行 改定案 

【経口摂取回復促進加算（摂食機能

療法）】 

［算定要件］ 

注３ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、鼻腔栄養

を実施している患者又は胃瘻を

造設している患者に対して実施

した場合は、治療開始日から起

算して６月を限度として、当該

基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる点数を所定点数に加算す

る。 

イ 経口摂取回復促進加算１ 

185点 

ロ 経口摂取回復促進加算２ 

20点 

 

(6) 「注３」に掲げる経口摂取回復

促進加算１又は２は、別に厚生労

働大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生（支）

【摂食嚥下支援加算（摂食機能療

法）】 

［算定要件］ 

注３ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、当該保険

医療機関の医師、看護師、言語

聴覚士、薬剤師、管理栄養士等

が共同して、摂食機能又は嚥下

機能の回復のために必要な指導

管理を行った場合に、摂食嚥下

支援加算として、週１回に限り

●点を所定点数に加算する。 

 

 

 

 

 

(6) 「注３」に掲げる摂食嚥下支援

加算は、別に厚生労働大臣が定め

る施設基準に適合しているものと

して地方厚生（支）局長に届出を
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局長に届出を行った保険医療機関

において、鼻腔栄養を実施してい

る患者（経口摂取回復促進加算１

を算定する場合に限る。）又は胃

瘻を造設している患者に対して、

摂食機能療法を実施した場合に、

いずれか一方に限り算定できる。 

 

 

(7) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行った保険医療機関において、摂

食機能療法を算定する患者であっ

て、摂食嚥下に係る専門知識を有

した多職種からなるチーム（以下

「摂食嚥下支援チーム」とい

う。）の介入によって摂食嚥下機

能の回復が見込まれる患者に対し

て、多職種が共同して必要な指導

管理を行った場合に算定できる。 

（削除） 

(7) 「注３」に掲げる摂食嚥下支援

加算は、ア～ウの要件をいずれも

満たす場合に算定する。 

ア 当該患者の診療を担う医師、

看護師等と共同の上、摂食嚥下

支援チームにより、内視鏡下嚥

下機能検査又は嚥下造影の結果

に基づいてリハビリテーション

実施計画書を作成し、又はすで

に摂食機能療法に係る計画書が

作成されている場合には当該チ

ームにより見直しを行い、その

内容を患者に説明の上交付する

とともに、その写しを診療録に

添付する。 

イ 当該患者について、月に１回

以上、内視鏡下嚥下機能検査又

は嚥下造影を実施し、当該検査

結果を踏まえて、リハビリテー

ション計画等の見直しに係るカ

ンファレンスを週に１回以上行

う。当該カンファレンスには、

摂食嚥下支援チームの構成員の

うち、医師、看護師、言語聴覚

士、薬剤師、管理栄養士が参加

していること。 

ウ カンファレンスの結果に基づ

き、リハビリテーション計画の

見直し、嚥下調整食の見直し

（嚥下機能の観点から適切と考

えられる食事形態に見直すこと

や量の調整を行うことを含

む。）、摂食方法の調整や口腔

管理等の見直しを行い、必要に
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(8) 「注３」に掲げる経口摂取回復

促進加算１又は２を算定する場合

は、当該患者のリハビリテーショ

ンの効果や進捗状況を確認し、診

療録に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

(10)「注３」に掲げる経口摂取回復

促進加算１又は２を算定する月に

おいては、区分番号「Ｄ２９８－

２」内視鏡下嚥下機能検査又は区

分番号「Ｅ００３」造影剤注入手

技の「７」嚥下造影は別に算定で

きない。ただし、胃瘻造設の適否

を判断するために事前に内視鏡下

嚥下機能検査又は嚥下造影を行っ

た場合は、行った日付及び胃瘻造

設術を実施した日付を診療報酬明

細書の摘要欄に記載したうえで、

別に算定できる。 

 

［施設基準］ 

(1) 当該保険医療機関内に摂食機能

療法を担当する専従の常勤言語聴

覚士が１名以上配置されているこ

と。 

(2) 摂食機能療法を行うにつき十分

な体制が整備されていること。 

 

(3) 摂食機能に係る療養について相

当の実績を有していること。 

 

 

１ 経口摂取回復促進加算１に関す

る施設基準 

（略） 

２ 経口摂取回復促進加算２に関す

る施設基準 

応じて患者又はその家族等への

指導管理を行う。 

(8) 「注３」に掲げる摂食嚥下支援

加算を算定する場合は、当該患者

のリハビリテーションの効果や進

捗状況、内視鏡下嚥下機能検査又

は嚥下造影の結果及びカンファレ

ンスの概要を診療録等に記載する

こと。また、内視鏡下嚥下機能検

査又は嚥下造影を実施した日付及

びカンファレンスを実施した日付

を診療報酬明細書の摘要欄に記載

すること。 

(10)「注３」に掲げる摂食嚥下支援

加算を算定する月においては、区

分番号「Ｄ２９８－２」内視鏡下

嚥下機能検査又は区分番号「Ｅ０

０３」造影剤注入手技の「７」嚥

下造影は別に算定できない。ただ

し、胃瘻造設の適否を判断するた

めに事前に内視鏡下嚥下機能検査

又は嚥下造影を行った場合は、行

った日付及び胃瘻造設術を実施し

た日付を診療報酬明細書の摘要欄

に記載したうえで、別に算定でき

る。 

 

［施設基準］ 

（削除） 

 

 

 

(1) 摂食嚥下機能の回復のために必

要な指導管理を行うにつき十分な

体制が整備されていること。 

(2) 摂食機能に係る療養についての

実績を地方厚生局長等に報告して

いること。 

 

（削除） 

 

 

（削除） 
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（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

(1) 当該保険医療機関内に、以下か

ら構成される摂食嚥下機能の回復

の支援に係るチーム（以下「摂食

嚥下支援チーム」という。）が設

置されていること。ただし、カに

ついては、歯科医師が摂食嚥下支

援チームに参加している場合に限

り必要に応じて参加しているこ

と。 

ア 専任の常勤医師又は常勤歯科

医師 

イ 摂食嚥下機能障害を有する患

者の看護に従事した経験を５年

以上有する看護師であって、摂

食嚥下障害看護に係る適切な研

修を修了した専任の常勤看護師 

ウ 専任の常勤言語聴覚士 

エ 専任の常勤薬剤師 

オ 専任の常勤管理栄養士 

カ 専任の歯科衛生士 

キ 専任の理学療法士又は作業療

法士 

(2) 内視鏡下嚥下機能検査又は嚥下

造影の検査結果を踏まえて実施す

る週１回以上のカンファレンスに

ついては、摂食嚥下支援チームの

うち、常勤の医師又は歯科医師、

常勤の看護師、常勤の言語聴覚

士、常勤の薬剤師、常勤の管理栄

養士が参加していること。なお、

歯科衛生士、理学療法士又は作業

療法士については、必要に応じて

参加することが望ましい。 

(3) 摂食嚥下支援加算を算定した患

者について、入院時及び退院時の

嚥下機能の評価等について、別添

●の様式●の●を用いて、地方厚

生局長等に報告していること。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －⑧】 

⑧ 個別栄養食事管理加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

患者の症状や希望に応じたきめ細やかな栄養食事支援を推進する観点

から、緩和ケア診療加算について個別栄養食事管理加算の対象患者の要

件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

個別栄養食事管理加算の算定対象に後天性免疫不全症候群及び末期心

不全患者を加える。 

 
現 行 改定案 

【個別栄養食事管理加算（緩和ケア

診療加算の注加算）】 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定める施設基

準を満たす保険医療機関において、

悪性腫瘍を有する当該患者に対し

て、緩和ケアに係る必要な栄養食事

管理を行った場合には、個別栄養食

事管理加算として、70点を更に所定

点数に加算する。 

 

［施設基準］ 

イ 緩和ケアを要する悪性腫瘍患者

の個別栄養食事管理を行うにつき

十分な体制が整備されているこ

と。 

ロ 当該体制において、悪性腫瘍患

者の個別栄養食事管理に係る必要

な経験を有する管理栄養士が配置

されていること。 

【個別栄養食事管理加算（緩和ケア

診療加算の注加算）】 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定める施設基

準を満たす保険医療機関において、

緩和ケアを要する患者に対して、緩

和ケアに係る必要な栄養食事管理を

行った場合には、個別栄養食事管理

加算として、●点を更に所定点数に

加算する。 

 

［施設基準］ 

イ 緩和ケアを要する患者の個別栄

養食事管理を行うにつき十分な体

制が整備されていること。 

 

ロ 当該体制において、緩和ケアを

要する患者に対する個別栄養食事

管理に係る必要な経験を有する管

理栄養士が配置されていること。 
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【Ⅱ－３ 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化 －⑨】 

⑨ 周術期等専門的口腔衛生処置等の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

化学療法や放射線療法等が行われている患者に対して、実施される周

術期等口腔機能管理を推進する観点から、周術期等口腔機能管理料

（Ⅲ）の評価及び周術期等専門的口腔衛生処置に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．周術期等口腔機能管理料（Ⅲ）の評価を見直す。 

 

２．周術期等口腔機能管理料（Ⅲ）を算定した患者に対して行われる周

術期等専門的口腔衛生処置１の算定回数制限を見直す。 

 
現 行 改定案 

【周術期等口腔機能管理料（Ⅲ）】 

190点 

 

【周術期等専門的口腔衛生処置（１

口腔につき）】 

［算定要件］ 

注２ １について、区分番号Ｂ００

０－８に掲げる周術期等口腔機

能管理料（Ⅲ）を算定した患者

に対して、歯科医師の指示を受

けた歯科衛生士が専門的口腔清

掃を行った場合に、区分番号Ｂ

０００－８に掲げる周術期等口

腔機能管理料（Ⅲ）を算定した

日の属する月において、月１回

に限り算定する。 

【周術期等口腔機能管理料（Ⅲ）】 

●点 

 

【周術期等専門的口腔衛生処置（１

口腔につき）】      

［算定要件］ 

注２ １について、区分番号Ｂ００

０－８に掲げる周術期等口腔機

能管理料（Ⅲ）を算定した患者

に対して、歯科医師の指示を受

けた歯科衛生士が専門的口腔清

掃を行った場合に、区分番号Ｂ

０００－８に掲げる周術期等口

腔機能管理料（Ⅲ）を算定した

日の属する月において、月２回

に限り算定する。 
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【Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進 －①】 

① 生活習慣病重症化予防推進に係る要件の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

生活習慣病の重症化予防を推進する観点から、生活習慣病管理料につ

いて、眼科等の他の診療科の受診勧奨及び歯科等の他の診療科の受診状

況の把握に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．生活習慣病管理料について、糖尿病患者に対して眼科受診勧奨に関

する要件を追加する。 

 
現 行 改定案 

【生活習慣病管理料】 

［算定要件］ 

（新設） 

【生活習慣病管理料】 

［算定要件］ 

糖尿病の患者については、患者の

状態に応じて、年１回程度眼科の医

師の診察を受けるよう指導を行うこ

と。 

 

２．生活習慣病管理料の療養計画書の記載項目（様式）に歯科受診の状

況に関する記載欄を追加する。 
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【Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進 －②】 

② 移植を含めた腎代替療法情報提供の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

移植を含めた腎代替療法に関する情報提供を推進する観点から、人工

腎臓の導入期加算の要件を見直すとともに、透析開始前の保存期腎不全

の段階から腎代替療法に関する説明・情報提供を実施した場合について

新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．腎移植の推進に与する取組みや実績をより評価する観点から、人工

腎臓の導入期加算について、算定実績の要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【導入期加算（人工腎臓の注加

算）】 

［算定要件］ 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において行った場合

には、導入期加算として、導入

期１月に限り１日につき、当該

基準に係る区分に従い、次に掲

げる点数を所定点数に加算す

る。 

イ 導入期加算１    300点 

ロ 導入期加算２    400点 

 

(17)「注２」の加算については、腎

代替療法についての患者の説明の

実施状況並びに腹膜透析及び腎移

植に係る実績に応じて、１日につ

き300点又は400点を１月間に限り

算定する。なお、「人工腎臓にお

ける導入期」とは継続して血液透

析を実施する必要があると判断さ

れた場合の血液透析の開始日より

１月間をいう。 

【導入期加算（人工腎臓の注加

算）】 

［算定要件］ 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において行った場合

には、導入期加算として、導入

期１月に限り１日につき、当該

基準に係る区分に従い、次に掲

げる点数を所定点数に加算す

る。 

イ 導入期加算１    ●点 

ロ 導入期加算２    ●点 

 

(17)「注２」の加算については、腎

代替療法についての患者の説明の

実施状況並びに腹膜透析及び腎移

植に係る実績に応じて、１日につ

き●点又は●点を１月間に限り算

定する。なお、「人工腎臓におけ

る導入期」とは継続して血液透析

を実施する必要があると判断され

た場合の血液透析の開始日より１

月間をいう。 
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［施設基準］ 

(2) 導入期加算２の施設基準 

次の全てを満たしていること。 

ウ 腎移植について、患者の希望

に応じて適切に横断に応じてお

り、かつ腎移植に向けた手続き

を行った患者が過去２年で１人

以上いること。 

 

［記載上の注意］ 

（新設） 

 

 

［施設基準］ 

(2) 導入期加算２の施設基準 

次の全てを満たしていること。 

ウ 腎移植について、患者の希望

に応じて適切に横断に応じてお

り、かつ腎移植に向けた手続き

を行った患者が前年度に３人以

上いること。 

 

［記載上の注意］ 

３ 「４」の腎移植に向けた手続き

等を行った患者とは、臓器移植ネ

ットワークに腎臓移植希望者とし

て登録を行った患者又は生体腎移

植が実施され透析を離脱した患者

を指す。 

 

２．腎代替療法開始前のより早期の段階から、腎代替療法に関する情報

提供を行うことで、生命予後の改善が期待できることから、腎代替療

法開始前の保存期腎不全患者に対する腎代替療法指導管理料を新設す

る。 

 

（新）  腎代替療法指導管理料   ●点 

 

［算定要件］ 

（１）別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、慢性腎臓病の患

者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）であって、入院中の患

者以外の患者に対して、当該患者の同意を得て、当該保険医療機

関の医師が看護師と共同して、診療方針等について十分に話し合

い、その内容を文書等により提供した場合に、患者１人につき２

回に限り算定する。 

（２）１回の指導を30分以上行った場合に算定する。 

（３）腎代替療法指導管理料の対象となる患者は、次のいずれかの要件

を満たす患者であること。 

ア 慢性腎臓病の患者であって、３月前までの直近２回のeGFR

（mL/分/1.73m2）がいずれも30未満の場合 

イ 急速進行性糸球体腎炎等による腎障害により、急速な腎機能

低下を呈し、不可逆的に慢性腎臓病に至ると判断される場合 

（４）当該管理料の算定に当たっては、（３）の要件を満たす慢性腎臓
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病患者の腎代替療法選択にとって、適切と判断される時期に腎代

替療法の情報提供を実施すること。なお、腎代替療法の情報提供

を行う際には、腎臓病教室とは別に指導管理を行った場合に限る。 

（５）当該管理料の算定に当たっては、腎臓内科の経験を有する医師及

び腎臓病患者の看護に従事した経験を有する専任の看護師が、当

該患者への腎代替療法の情報提供が必要と判断した場合に、腎代

替療法について指導を行い、当該患者が十分に理解し、納得した

上で治療方針を選択できるように説明及び相談を行った場合に算

定する。 

（６）指導内容等の要点を診療録に記載する。 

（７）説明に当たっては、関連学会の作成した腎代替療法選択に係る資

料又はそれらを参考に作成した資料に基づき説明を行うこと。 

（８）本管理料を算定する場合にあっては、（３）のア又はイのうち該

当するものに応じて、以下の事項を診療報酬明細書の摘要欄に記

載すること。 

ア （３）のアに該当する場合は、直近の血液検査におけるeGFR

の検査値について、以下の①から③のうちいずれかに該当するも

の。 

① 25ml/min/1.73m2以上、30ml/min/1.73m2未満 

② 15ml/min/1.73m2以上、25ml/min/1.73m2未満 

③ 15ml/min/1.73m2未満 

イ （３）のイに該当する場合は、当該指導管理の実施について

適切な時期と判断とした理由を記載すること。 

 

［施設基準］ 

（１）腎代替療法指導管理料の施設基準 

・ 以下の全てを満たしていること。 

ア 区分番号「C102」在宅自己腹膜灌流指導管理料を過去１年間

で12回以上算定していること。 

イ 腎移植について、患者の希望に応じて適切に相談に応じてお

り、かつ、腎移植に向けた手続きを行った患者が前年度に３人

以上いること。なお、腎移植に向けた手続き等を行った患者と

は、臓器移植ネットワークに腎臓移植希望者として新規に登録

された患者又は生体腎移植が実施され透析を離脱した患者をい

う。 

・ 当該保険医療機関内に、以下の職種が連携して診療を行う体

制があること。 

ア 腎臓内科の診療に従事した経験を３年以上有する専任の常勤

医師 
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イ ５年以上看護師として医療に従事し、腎臓病患者の看護につ

いて３年以上の経験を有する専任の常勤看護師 

・ 腎臓病について患者及びその家族等に対する説明を目的とし

た腎臓病教室を定期的に実施すること。 
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【Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進 －③】 

③ 分娩後の糖尿病及び妊娠糖尿病管理の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

妊娠中の糖尿病患者及び妊娠糖尿病患者における分娩後の糖尿病管理

を推進する観点から、在宅妊娠糖尿病患者指導管理料について要件を見

直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

在宅妊娠糖尿病患者指導管理料について、分娩後12週間以内も算定可

能とする。 

 
現 行 改定案 

【在宅妊娠糖尿病患者指導管理料】 

（新設） 

 

 

 

 

［算定要件］ 

注 妊娠中の糖尿病患者又は妊娠糖

尿病の患者（別に厚生労働大臣が

定める者に限る。）であって入院

中の患者以外の患者に対して、周

産期における合併症の軽減のため

に適切な指導管理を行った場合に

算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅妊娠糖尿病患者指導管理料

は妊娠中の糖尿病患者又は妊娠糖

尿病の患者であって、下記の者 の

うち、血糖自己測定値に基づく指

【在宅妊娠糖尿病患者指導管理料】 

１ 在宅妊娠糖尿病患者指導管理料

１ 

２ 在宅妊娠糖尿病患者指導管理料

２ 

 

［算定要件］ 

注１ １については、妊娠中の糖尿

病患者又は妊娠糖尿病の患者

（別に厚生労働大臣が定める者

に限る。）であって入院中の患

者以外の患者に対して、周産期

における合併症の軽減のために

適切な指導管理を行った場合に

算定する。 

２ ２については、１を算定した

入院中の患者以外の患者に対し

て、分娩後も継続して血糖管理

のために適切な指導管理を行っ

た場合に、当該分娩後12週の

間、１回に限り算定する。 

 

(1) 在宅妊娠糖尿病患者指導管理料

１は、妊娠中の糖尿病患者又は妊

娠糖尿病の患者であって、下記の

者のうち、血糖自己測定値に基づ
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導を行うため血糖測定器を現に使

用している者に対して、適切な療

養指導を行った場合に算定する。 

 

妊娠中の糖尿病患者又は妊娠糖

尿病患者のうち、以下の(1)又は

(2)に該当する者 

(1) 以下のいずれかを満たす糖尿

病である場合（妊娠時に診断さ

れた明らかな糖尿病） 

（略） 

(2) ハイリスクな妊娠糖尿病であ

る場合 

（略） 

（新設） 

く指導を行うため血糖測定器を現

に使用している者に対して、適切

な療養指導を行った場合に算定す

る。 

妊娠中の糖尿病患者又は妊娠糖

尿病患者のうち、以下のア又はイ

に該当する者 

ア 以下のいずれかを満たす糖尿

病である場合（妊娠時に診断さ

れた明らかな糖尿病） 

（略） 

イ ハイリスクな妊娠糖尿病である 

場合 

（略） 

(2) 在宅妊娠糖尿病患者指導管理料

２は、(1)に該当し、妊娠中に在宅

妊娠糖尿病患者指導管理料１を算

定した患者であって、引き続き分

娩後における血糖管理を必要とす

るものについては、分娩後12週間

以内に適切な療養指導を行った場

合に、１回に限り算定する。 
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【Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進 －④】 

④ 歯科疾患管理料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

歯科疾患管理料について、長期的な継続管理等の評価をさらに充実さ

せる観点から、初診時に係る評価を見直すとともに、長期的な継続管理

について新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．初診月の歯科疾患管理料の評価を見直す。 

 

２．歯科疾患に対する管理及び療養上必要な指導について、継続的な長

期管理を実施した場合の評価を新設する。 

 
現 行 改定案 

【歯科疾患管理料】 

100点 

［算定要件］ 

注１ １回目の歯科疾患管理料は、

継続的な歯科疾患の管理が必要

な患者に対し、当該患者又はそ

の家族等（以下この区分番号に

おいて「患者等」という。）の同

意を得て管理計画を作成し、そ

の内容について説明を行った場

合に、初診日の属する月から起

算して２月以内１回に限り算定

する。 

 

 

（新設） 

 

【歯科疾患管理料】 

●点 

［算定要件］ 

注１ １回目の歯科疾患管理料は、

歯科疾患の管理が必要な患者に

対し、当該患者又はその家族等

（以下この区分番号において

「患者等」という。）の同意を得

て管理計画を作成し、その内容

について説明を行った場合に算

定する。なお、初診日の属する

月に算定する場合は、所定点数

の 100 分の●に相当する点数に

より算定する。 

 

12 初診日の属する月から起算し

て、６月を超えて歯科疾患の管

理及び療養上必要な指導を行っ

た場合は、長期管理加算とし

て、次に掲げる点数をそれぞれ

所定点数に加算する。 

イ かかりつけ歯科医機能強化

型歯科診療所の場合   ●点 

ロ イ以外の保険医療機関の場

合           ●点 

 



98 

 

【Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進 －⑤】 

⑤ 歯周病重症化予防の推進 
 

第１ 基本的な考え方 

 

歯周病安定期治療の対象となっていない歯周病を有する患者に対する

継続的な治療について新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

歯周病安定期治療の対象となっていない、歯肉に限局する炎症症状を

認める患者に対する歯周病重症化予防治療を実施した場合の評価を新設

する。 

 

（新）  歯周病重症化予防治療 

１ １歯以上10歯未満   ●点 

２ 10歯以上20歯未満   ●点 

３ 20歯以上       ●点 

 

［対象患者］ 

（１）歯科疾患管理料又は歯科疾患在宅療養管理料を算定している患者

であって、２回目以降の歯周病組織検査終了後に、歯周ポケット

が４ミリメートル未満の患者 

（２）歯周組織の多くの部分は健康であるが、部分的に歯肉に限局する

炎症症状を認める状態又はプロービング時の出血が見られる状態 

 

［算定要件］ 

（１）２回目以降の区分番号Ｄ００２に掲げる歯周病検査終了後、一時

的に病状が改善傾向にある患者に対し、重症化予防を目的として、

スケーリング、機械的歯面清掃等の継続的な治療（以下この表に

おいて「歯周病重症化予防治療」という。）を開始した場合は、そ

れぞれの区分に従い月１回に限り算定する。 

（２）２回目以降の歯周病重症化予防治療の算定は、前回実施月の翌月

の初日から起算して２月を経過した日以降に行う。 

（３）歯周病安定期治療（Ⅰ）又は歯周病安定期治療（Ⅱ）を算定した

月は、別に算定できない。 
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【Ⅱ－４ 重症化予防の取組の推進 －⑥】 

⑥ 健康増進法の一部を改正する法律の 

施行に伴う見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

健康増進法の一部を改正する法律の施行に伴い、医療機関においては、

原則敷地内禁煙が義務づけられていることから、禁煙を求めている施設

基準について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．屋内禁煙については、各施設基準の要件から削除する。 

 
現 行 改定案 

【乳幼児加算・幼児加算】 

［算定要件］ 

注１ 乳幼児加算は、別に厚生労働

大臣が定める基準を満たす保険

医療機関に入院している３歳未

満の乳幼児について、所定点数

に加算する。 

注２ 幼児加算は、別に厚生労働大

臣が定める基準を満たす保険医

療機関に入院している３歳以上

６歳未満の幼児について、所定

点数に加算する。 

 

［施設基準］ 

当該保険医療機関の屋内において

喫煙が禁止されていること 

【乳幼児加算・幼児加算】 

［算定要件］ 

注１ 乳幼児加算は、保険医療機関

に入院している３歳未満の乳幼

児について、所定点数に加算す

る。 

 

注２ 幼児加算は、保険医療機関に

入院している３歳以上６歳未満

の幼児について、所定点数に加

算する。 

 

 

［施設基準］ 

（削除） 

 

 

※ 総合入院体制加算２及び３、超

重症児（者）入院診療加算・準超

重症児（者）入院診療加算、小児

療養環境特別加算、がん拠点病院

加算、ハイリスク妊娠管理加算、

ハイリスク分娩管理加算、呼吸ケ

アチーム加算、悪性腫瘍特異物質

治療管理料、小児特定疾患カウン

セリング料、小児科療養指導料、
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外来栄養食事指導料、入院栄養食

事指導料、集団栄養食事指導料、

喘息治療管理料、小児悪性腫瘍患

者指導管理料、糖尿病合併症管理

料、乳腺炎重症化予防ケア・指導

料、乳幼児育児栄養指導料、生活

習慣病管理料、ハイリスク妊産婦

共同管理料(Ⅰ)及び(Ⅱ)、がん治

療連携計画策定料、がん治療連携

指導料についても同様 
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【Ⅱ－５ 治療と仕事の両立に資する取組の推進 －①】 

① 治療と仕事の両立に向けた支援の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

治療と仕事の両立を推進する観点から、企業から提供された勤務状況に

関する情報に基づき、患者に療養上必要な指導を実施する等の医学管理を

行った場合の評価となるよう、療養・就労両立支援指導料について対象患者

等の要件及び評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．療養・就労両立支援指導料について、企業から提供された勤務情報

に基づき、患者に療養上必要な指導を実施するとともに、企業に対し

て診療情報を提供した場合について評価する。また、診療情報を提供

した後の勤務環境の変化を踏まえ療養上必要な指導を行った場合につ

いても評価する。 

 

２．対象疾患について、がんの他に、脳卒中、肝疾患及び指定難病を追

加する。 

 

３．対象者について、産業医の選任されている事業場に勤務する者の他

に、総括安全衛生管理者、衛生管理者、安全衛生推進者又は保健師が

選任されている事業場に勤務する者を追加する。 

 

４．相談体制充実加算については、廃止とする。 

 

現 行 改定案 

【療養・就労両立支援指導料】 

1,000点 

 

 

［算定要件］  

注１ がんと診断された患者（産業

医（労働安全衛生法（昭和47年

法律第57号）第13条第１項に規

定する産業医をいう。以下同

じ。）が選任されている事業場

において就労しているものに限

る。）について、就労の状況を

【療養・就労両立支援指導料】 

１ 初回           ●点 

２ ２回目以降        ●点 

 

［算定要件］  

注１ １については、別に厚生労働

大臣が定める疾患に罹患してい

る患者に対して、当該患者と当

該患者を使用する事業者が共同

して作成した勤務情報を記載し

た文書の内容を踏まえ、就労の

状況を考慮して療養上の指導を
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考慮して療養上の指導を行うと

ともに、当該患者の同意を得

て、産業医に対し、病状、治療

計画、就労上の措置に関する意

見等当該患者の就労と治療の両

立に必要な情報を文書により提

供した上で、当該産業医から助

言を得て、治療計画の見直しを

行った場合に、６月に１回に限

り算定する。 

 

 

２ 別に厚生労働大臣が定める基

準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医

療機関においては、相談体制充

実加算として、500点を所定点数

に加算する。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 注１の規定に基づく産業医へ

の文書の提供に係る区分番号Ｂ

００９に掲げる診療情報提供料

(Ⅰ)又は区分番号Ｂ０１０に掲

げる診療情報提供料(Ⅱ)の費用

は、所定点数に含まれるものと

する。 

 

(2) 療養・就労両立支援指導料は、

入院中の患者以外の患者であっ

て、悪性腫瘍と診断されたものの

求めを受けて、以下の全ての医学

管理を実施した場合に、６月に１

回に限り算定する。 

 

ア 悪性腫瘍の治療を担当する医

師が、病状、治療計画、治療に

行うとともに、当該患者の同意

を得て、当該患者が勤務する事

業場において選任されている産

業医、総括安全衛生管理者、衛

生管理者若しくは安全衛生推進

者又は労働者の健康管理等を行

う保健師 （以下、「産業医等」

という。）に対し、病状、治療

計画、就労上の措置に関する意

見等当該患者の就労と治療の両

立に必要な情報を提供した場合

に、月１回に限り算定する。 

２ ２については、当該保険医療

機関において１を算定した患者

について、就労の状況を考慮し

て療養上の指導を行った場合

に、１を算定した日の属する月

から起算して３月を限度とし

て、月１回に限り算定する。 

３ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、当該患者

に対して、看護師又は社会福祉

士が相談支援を行った場合に、

相談支援加算として、●点を所

定点数に加算する。 

４ 注１の規定に基づく産業医等

への文書の提供に係る区分番号

Ｂ００９に掲げる診療情報提供

料(Ⅰ)又は区分番号Ｂ０１０に

掲げる診療情報提供料(Ⅱ)の費

用は、所定点数に含まれるもの

とする。 

 

(2) 療養・就労両立支援指導料は、

入院中の患者以外の患者であっ

て、別に厚生労働大臣が定める疾

患に罹患しているものの求めを受

けて、患者の同意を得て、以下の

全ての医学管理を実施した場合

に、月１回に限り算定する。 

ア 治療を担当する医師が、患者

から当該患者と当該患者を使用
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伴い予想される症状、就労上必

要な配慮等について、「別紙様

式49」及び「別紙様式49の２」

又はこれに準ずる様式を用い

て、患者の勤務する事業場の産

業医あてに診療情報の提供を行

うこと。患者の勤務する事業場

の産業医があらかじめ指定した

様式を用いて診療情報を提供す

ることも差し支えない。 

イ 悪性腫瘍の治療を担当する医

師又は当該医師の指示を受けた

看護職員若しくは社会福祉士

が、患者から就労の状況を聴取

したうえで、治療や疾患の経過

に伴う状態変化に応じた就労上

の留意点に係る指導を行うこ

と。 

 

ウ 悪性腫瘍の治療を担当する医

師又は当該医師の指示を受けた

看護職員若しくは社会福祉士

が、患者の勤務する事業場の産

業医から、文書で、療養と就労

の両方を継続するために治療上

望ましい配慮等について、助言

を得ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する事業者が共同して作成した

勤務情報を記載した文書を受け

取ること。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 治療を担当する医師が、アの

文書の内容を踏まえ、療養上の

指導を行うとともに、当該医師

又は当該医師の指示を受けた看

護師若しくは社会福祉士が、患

者から就労の状況を聴取した上

で、治療や疾患の経過に伴う状

態変化に応じた就労上の留意点

に係る指導を行うこと。 

ウ 治療を担当する医師が、以下

のいずれかにより、当該患者が

勤務する事業場において選任さ

れている産業医等に対し、病

状、治療計画、就労上の措置に

関する意見等当該患者の就労と

治療の両立に必要な情報の提供

を行うこと。 

① 病状、治療計画、治療に伴

い予想される症状、就労上必

要な配慮等について、「別紙

様式49」、「別紙様式49の

２」又はこれに準ずる様式を

用いて、患者の勤務する事業

場の産業医等に対して就労と

治療の両立に必要な情報を記

載した文書の提供を行い、当

該文書の写しを診療録等に添

付すること。患者の勤務する

事業場の産業医等があらかじ

め指定した様式を用いて就労

上の留意点等を提供すること

も差し支えない。なお、当該

患者が勤務する事業場におい

て産業医が選任されている場
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エ ウの助言を踏まえ、悪性腫瘍

の治療を担当する医師が治療計

画の再評価を実施し、必要に応

じ治療計画の変更を行うととも

に、患者に対し治療計画変更の

必要性の有無や具体的な変更内

容等について説明すること。 

(3) 患者に対する指導及び説明並び

に産業医による助言を診療録等に

記載する。 

 

 

 

 

 

(4) 「注２」に規定する相談体制充

実加算については、入院中の患者

以外の患者が利用可能な相談窓口

等において専任の看護職員又は社

会福祉士が、悪性腫瘍と診断され

ている患者に対し、就労と治療の

両立のための相談に応じる体制を

有している保険医療機関におい

て、所定点数に加算する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

合は、当該産業医に対して当

該患者の就労と治療の両立に

必要な情報の提供を行うこ

と。  

② 当該患者の診察に同席した

産業医等に対して、就労と治

療の両立に必要なことを説明

し、説明の内容を診療録等に

記載すること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

(3) ２については、１を算定した患

者について、情報提供を行った診

療の次回以降の受診時に、就労の

状況等を確認し、必要な療養上の

指導を行った場合に、１を算定し

た日の属する月から起算して３月

を限度として、月１回に限り算定

する。 

(4) 「注３」に規定する相談支援加

算については、専任の看護師又は

社会福祉士が、療養上の指導に同

席し、相談支援を行った場合に算

定できる。 

 

 

 

 

(5) １については、事業場の産業医

等への就労と治療の両立に必要な

情報を記載した文書の作成に係る

評価を含むことから、当該指導料

を算定する場合、当該文書の発行

に係る費用を、療養の給付と直接

関係ないサービスとして、別に徴

収することはできない。 

(6) 治療を担当する医師と産業医が

同一の者である場合及び治療を担

当する医師が患者の勤務する事業
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［体制充実加算の施設基準］ 

(1) がん患者の療養環境の調整に係

る相談窓口を設置し、専任の看護

師又は社会福祉士を配置している

こと。なお、当該窓口は区分番号

「Ａ２３４－３」患者サポート体

制充実加算に規定する窓口と兼用

であっても差し支えない。また、

専任の看護師又は社会福祉士につ

いては、国又は医療関係団体等が

実施する研修であって、厚生労働

省の定める両立支援コーディネー

ター養成のための研修カリキュラ

ムに即した研修を修了しているこ

とが望ましい。 

 

（新設） 

場と同一資本の施設で勤務してい

る場合においては、当該指導料は

算定できない。 

 

［相談支援加算の施設基準］ 

(1) 専任の看護師又は社会福祉士を

配置していること。なお、当該職

員は区分番号「Ａ２３４－３」患

者サポート体制充実加算に規定す

る職員と兼任であっても差し支え

ない。また、専任の看護師又は社

会福祉士については、国又は医療

関係団体等が実施する研修であっ

て、厚生労働省の定める両立支援

コーディネーター養成のための研

修カリキュラムに即した研修を修

了していること。 

 

 

 

［厚生労働大臣の定める疾患］ 

１．悪性新生物 

２．脳梗塞、脳出血、くも膜下出血

その他の急性発症した脳血管疾患 

３．肝疾患（経過が慢性なものに限

る。）  

４．難病の患者に対する医療等に関

する法律（平成二十六年法律第五

十号）第五条に規定する指定難病

（同法第七条第四項に規定する医

療受給者証を交付されている患者

（同条第一項各号に規定する特定

医療費の支給認定に係る基準を満

たすものとして診断を受けたもの

を含む。）に係るものに限る。）

その他これに準ずる疾患 
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【Ⅱ－６ アウトカムにも着目した評価の推進 －①】 

① 回復期リハビリテーション病棟入院料の見直し 
 

 

「Ⅲ－１－⑬」を参照のこと。 
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【Ⅱ－６ アウトカムにも着目した評価の推進 －②】 

② データ提出加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

データに基づくアウトカム評価の推進の観点から、データ提出加算に

ついて要件等を見直す。 

また、提出データ評価加算の算定状況や未コード化傷病名の現状を踏

まえ要件等を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．データ提出加算が要件となる入院料を許可病床数200床未満の回復

期リハビリテーション病棟入院料５若しくは６又は療養病棟入院基本

料を算定する病棟を有する医療機関に拡大する。 

 

２．看護配置等の基準は満たしているにもかかわらず、データ提出加算

の要件を満たさないために急性期一般入院基本料が算定できない一定

の医療機関について、急性期一般入院料７が一定期間算定できるよう、

規定を見直す。 

 

３．急性期一般入院基本料等を算定する病棟以外において、データ提出

加算を90日に１回に算定可能とする。 

 

４．提出データ評価加算を許可病床数200床未満の病院に限り算定可能

とする。また、未コード化傷病名の割合の基準を見直す。 

 
現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料５、６】 

［施設基準］ 

データ提出加算に加算に係る届出

を行った保険医療機関であること。

ただし、許可病床数が200床未満の保

険医療機関の場合は、その限りでは

ない。 

 

【療養病棟入院基本料１、２】 

［施設基準］ 

許可病床数が200床以上の病院にあ

【回復期リハビリテーション病棟入

院料５、６】 

［施設基準］ 

データ提出加算に係る届出を行っ

た保険医療機関であること。 

 

 

 

 

【療養病棟入院基本料１、２】 

［施設基準］ 

データ提出加算に係る届出を行っ
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っては、データ提出加算に加算に係

る届出を行った保険医療機関である

こと。 

 

【急性期一般入院基本料】 

［施設基準］ 

データ提出加算に係る届出を行っ

た保険医療機関であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経過措置】 

［施設基準］ 

八 平成30年３月31日において、現

に次の(1)から(9)までに掲げる規

定に係る届出を行っている病棟に

ついては、平成31年３月31日（た

だし、当該保険医療機関の許可病

床数が50床未満、当該保険医療機

関が保有する病棟が１のみ又は平

成30年11月30日において急性期一

般入院基本料、特定機能病院入院

基本料（一般病棟の場合に限

る。）、専門病院入院基本料（13対

１入院基本料を除く。）、回復期リ

ハビリテーション病棟入院料１か

ら４若しくは地域包括ケア病棟入

た保険医療機関であること。 

 

 

 

【急性期一般入院基本料】 

［施設基準］ 

データ提出加算に係る届出を行っ

た保険医療機関であること。 

ただし、 新規に保険医療機関を指

定する場合であって急性期一般入院

料７を届け出る場合その他やむを得

ない事情がある場合を除く。 

 

（急性期一般入院料７について、

新たに保険医療機関の指定を受け、

入院基本料の施設基準に係る届出を

行う場合又は急性期一般入院基本料

１から７のいずれかを既に届け出て

いる保険医療機関であって第26の４

の４（３）の規定によりデータ提出

加算を算定できなくなった場合は、

新たに保険医療機関を指定する日又

はデータ提出加算に係る施設基準を

満たさなくなった日の属する月の翌

月から起算して１年に限りデータ提

出加算の届出を行っているものとみ

なすことができる。） 

 

【経過措置】 

［施設基準］ 

八 令和２年３月31日において、現

に次の(1)から(3)までに掲げる規

定に係る届出を行っている病棟に

ついては、令和●年●月●日まで

の間に限り、次の(1)から(3)まで

に掲げる区分に応じ、当該各(1)か

ら(3)までに定めるものに該当する

ものとみなす。 

 

 

 

 

 

 



109 

 

院料を算定する病棟若しくは病室

をいずれも有しない保険医療機関

であって、療養病棟入院料１若し

くは２を算定する病棟、療養病棟

入院基本料の注11に係る届出を行

っている病棟若しくは回復期リハ

ビリテーション病棟入院料５若し

くは６を算定する病棟のいずれか

を有するもののうち、これらの病

棟の病床数の合計が当該保険医療

機関において200床未満であるもの

は、平成32年３月31日）までの間

に限り、次の(1)から(9)までに掲

げる区分に応じ、当該各(1)から

(9)までに定めるものに該当するも

のとみなす。 

(1) 旧医科点数表の一般病棟入院基

本料の十対一入院基本料（許可病

床数が二百床未満の保険医療機関

に限る。） 第五の二の(1)のイの

①の４ 

(2) 旧医科点数表の一般病棟入院基

本料の注６のイ（許可病床数が二

百床未満の保険医療機関に限

る。） 第五の二の(1)のイの①の

４ 

(3) 旧医科点数表の一般病棟入院基

本料の注６のロ（許可病床数が二

百床未満の保険医療機関に限

る。） 第五の二の(1)のイの①の

４ 

(4) 旧医科点数表の一般病棟入院基

本料の注６のハ（許可病床数が二

百床未満の保険医療機関に限

る。） 第五の二の(1)のイの①の

４ 

(5) 旧医科点数表の療養病棟入院基

本料１ 第五の三の(1)のイの⑦ 

(6)旧医科点数表の療養病棟入院基本

料２ 第五の三の(1)のイの⑦ 

(7) 旧医科点数表の特定機能病院入

院基本料の一般病棟の十対一入院

基本料（許可病床数が二百床未満

の保険医療機関に限る。） 第五の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 旧医科点数表の療養病棟入院基

本料（許可病床が200床未満の保険

医療機関に限る。） 

 

 

(2) 旧医科点数表の回復期リハビリ

テーション病棟入院料５（許可病

床が200床未満の保険医療機関に限

る。） 

 

(3) 旧医科点数表の回復期リハビリ

テーション病棟入院料６（許可病

床が200床未満の保険医療機関に限

る。） 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 
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五の(1)のイの②の５ 

(8) 旧医科点数表の専門病院入院基

本料の十対一入院基本料（許可病

床数が二百床未満の保険医療機関

に限る。） 第五の六の(2)のロの

⑤ 

(9) 旧医科点数表の回復期リハビリ

テーション病棟入院料第九の十の

(2)のト、(3)（ (2)のトに限

る。）、(4)のニ、(5)（ (4)のニ

に限る。）、(6)のロ又は(7) 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

九 令和２年３月31日において、現

に次の(1)から(3)までに掲げる規

定に係る届出を行っている病棟に

ついては、急性期一般入院基本

料、特定機能病院入院基本料（一

般病棟の場合に限る。）、専門病

院入院基本料（13対１入院基本料

を除く。）、回復期リハビリテー

ション病棟入院料１から４若しく

は地域包括ケア病棟入院料を算定

する病棟若しくは病室をいずれも

有しない保険医療機関であって、

療養病棟入院料１若しくは２を算

定する病棟、療養病棟入院基本料

の注11に係る届出を行っている病

棟若しくは回復期リハビリテーシ

ョン病棟入院料５若しくは６を算

定する病棟のいずれかを有するも

ののうち、これらの病棟の病床数

の合計が当該保険医療機関におい

て200床未満であり、データの提出

を行う事が困難であることについ

て正当な理由があるものに限り、

当分の間、次の(1)から(3)までに

掲げる区分に応じ、当該各(1)から

(3)までに定めるものに該当するも

のとみなす。 

(1) 旧医科点数表の療養病棟入院

基本料 

(2) 旧医科点数表の回復期リハビ

リテーション病棟入院料５ 

(3) 旧医科点数表の回復期リハビ
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【データ提出加算】 

［算定要件］ 

１ データ提出加算１ 

イ 許可病床数が200床以上の病院

の場合         150点 

ロ 許可病床数が200床未満の病院

の場合         200点 

２ データ提出加算２ 

イ 許可病床数が200床以上の病院

の場合         160点 

ロ 許可病床数が200床未満の病院

の場合         210点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、当該保険

医療機関における診療報酬の請

求状況、手術の実施状況等の診

療の内容に関するデータを継続

して厚生労働省に提出している

場合に、当該保険医療機関に入

院している患者（第１節の入院

基本料（特別入院基本料等を除

く。）又は第３節の特定入院料の

うち、データ提出加算を算定で

きるものを現に算定している患

者に限る。）について、当該基準

に係る区分に従い、入院中１回

に限り、退院時に、所定点数に

加算する。 

（新設） 

リテーション病棟入院料６ 

 

【データ提出加算】 

［算定要件］ 

１ データ提出加算１ 

イ 許可病床数が200床以上の病院

の場合          ●点 

ロ 許可病床数が200床未満の病院

の場合          ●点 

２ データ提出加算２ 

イ 許可病床数が200床以上の病院

の場合          ●点 

ロ 許可病床数が200床未満の病院

の場合          ●点 

３ データ提出加算３ 

イ 許可病床数が200床以上の病院

の場合          ●点 

ロ 許可病床数が200床未満の病院

の場合          ●点 

４ データ提出加算４ 

イ 許可病床数が200床以上の病院

の場合          ●点 

ロ 許可病床数が200床未満の病院

の場合          ●点 

 

注１ １及び２については、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に

適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機

関において、当該保険医療機関

における診療報酬の請求状況、

手術の実施状況等の診療の内容

に関するデータを継続して厚生

労働省に提出している場合に、

当該保険医療機関に入院してい

る患者（第１節の入院基本料

（特別入院基本料等を除く。）又

は第３節の特定入院料のうち、

データ提出加算を算定できるも

のを現に算定している患者に限

る。）について、当該基準に係る

区分に従い、入院初日に限り、

所定点数に加算する。 

注２ ３及び４については、別に厚
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【提出データ評価加算】 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準を満たす保険医療機関に

入院している患者については、

提出データ評価加算として、退

院時において、20点を更に所定

点数に加算する。 

 

［算定要件］ 

イ データ提出加算２を算定する病

院であること。 

ロ 診療内容に関する質の高いデー

タが継続的かつ適切に提出されて

生労働大臣が定める施設基準に

適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機

関において、当該保険医療機関

における診療報酬の請求状況、

手術の実施状況等の診療の内容

に関するデータを継続して厚生

労働省に提出している場合に、

当該保険医療機関に入院してい

る患者（第１節の入院基本料

（特別入院基本料等を除く。）又

は第３節の特定入院料のうち、

データ提出加算を算定できるも

のを現に算定している患者に限

る。）であって、療養病棟入院基

本料、結核病棟入院基本料、精

神病棟入院基本料、障害者施設

等入院基本料、特殊疾患入院医

療管理料、回復期リハビリテー

ション病棟入院料、特殊疾患病

棟入院料、緩和ケア病棟入院

料、児童・思春期精神科入院医

療管理料、精神療養病棟入院

料、認知症治療病棟入院料又は

地域移行機能強化病棟入院料を

届け出ている病棟に入院してい

る患者について、当該基準に係

る区分に従い、入院期間が90日

を超えるごとにつき１回、所定

点数に加算する。 

 

【提出データ評価加算】 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準を満たす保険医療機関に

入院している患者については、

提出データ評価加算として、●

点を更に所定点数に加算する。 

 

 

［算定要件］ 

イ データ提出加算２のロを算定す

る病院であること。 

ロ 診療内容に関する質の高いデー

タが継続的かつ適切に提出されて
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いること。（DPCデータの様式１及

び外来EFファイル、及び診療報酬

明細書のそれぞれに記載された傷

病名コードの総数に対する未コー

ド化傷病名（レセプト電算処理用

コード：0000999）の割合が全て１

割未満であること。） 

 

いること。（DPCデータの様式１及

び外来EFファイルそれぞれに記載

された傷病名コードの総数に対す

る未コード化傷病名（レセプト電

算処理用コード：0000999）の割合

が全て●％未満、かつ診療報酬明

細書においては同割合が●％未満

であること。） 

 

［経過措置］ 

データ提出加算に係る施設基準について、令和２年３月31日におい

て、現に回復期リハビリテーション病棟入院料５、６（許可病床数が

200床未満の医療機関に限る）、療養病棟入院基本料（許可病床数が

200床未満の医療機関に限る）の届出を行っている病棟については、

令和●年３月31日までは令和２年度改定前の基準で届け出ても差し支

えない。 

また、データ提出加算に係る施設基準について、回復期リハビリテ

ーション病棟入院料５若しくは６又は療養病棟入院基本料の病床が

200床未満の病院であって、電子カルテシステムが導入されていない

等、データの提出を行うことが困難であることについて正当な理由が

ある場合については、当分の間、令和２年度改定前の基準で届け出て

も差し支えない。 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －①】 

① がん拠点病院加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

がん患者に対する質の高い医療の提供体制を構築する観点から、がん

診療連携拠点病院等の整備指針が変更されたこと及びがんゲノム医療提

供体制の拠点として新たにがんゲノム医療拠点病院が指定されたことを

踏まえ、がん拠点病院加算について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．がん診療連携拠点病院等の類型として新たに設けられた、「地域が

ん診療連携拠点病院（高度型）」及び 「地域がん診療連携拠点病院

（特例型）」の取扱は、以下のとおりとする。 

・ 「地域がん診療連携拠点病院（高度型）」については、従来の

「地域がん診療連携拠点病院」と同様に、「１ がん診療連携拠点

病院加算 イ がん診療連携拠点病院」の対象とする。 

・ 「地域がん診療連携拠点病院（特例型）」については、地域がん

診療連携拠点病院の要件を満たさない施設に対する暫定的な類型で

あることを踏まえ、「１ がん診療連携拠点病院加算 ロ 地域が

ん診療病院」の対象とする。 

 
現 行 改定案 

【がん拠点病院加算】 

１ がん診療連携拠点病院加算 

イ がん診療連携拠点病院 500点 

ロ 地域がん診療病院   300点 

２ 小児がん拠点病院加算  750点 

 

［施設基準］ 

１ がん拠点病院加算の１のイに関

する施設基準 

(1) 「がん診療連携拠点病院等の

整備について」に基づき、がん

診療連携拠点病院の指定を受け

ていること。なお、キャンサー

ボードについては、看護師、薬

剤師等の医療関係職種が参加し

ていることが望ましい。 

【がん拠点病院加算】 

１ がん診療連携拠点病院加算 

イ がん診療連携拠点病院  ●点 

ロ 地域がん診療病院    ●点 

２ 小児がん拠点病院加算   ●点 

 

［施設基準］ 

１ がん拠点病院加算の１のイに関

する施設基準 

(1) 「がん診療連携拠点病院等の

整備について」に基づき、がん

診療連携拠点病院（地域がん診

療連携拠点病院（特例型）を除

く。）の指定を受けているこ

と。なお、キャンサーボードに

ついては、看護師、薬剤師等の
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２ がん拠点病院加算の１のロに関

する施設基準 

(1) 「がん診療連携拠点病院等の

整備について」に基づき、地域

がん診療病院の指定を受けてい

ること。 

 

 

［算定要件］ 

(2) がん拠点病院加算の１のイは、

キャンサーボードの設置を含めた

がんの集学的治療、緩和ケアの提

供、地域医療との連携、専門医師

その他の専門の医療従事者の配

置、院内がん登録の適切な実施、

相談支援センター等の体制を備え

た、がん診療連携拠点病院として

指定された病院を評価したもので

ある。 

 

(3) がん拠点病院加算の１のロは、

がんの集学的治療、緩和ケアの提

供、地域医療との連携、専門医師

その他の専門の医療従事者の配

置、院内がん登録の適切な実施、

相談支援センター等の体制を備え

た、地域がん診療病院として指定

された病院を評価したものであ

る。 

 

医療関係職種が参加しているこ

とが望ましい。 

 

２ がん拠点病院加算の１のロに関

する施設基準 

(1) 「がん診療連携拠点病院等の

整備について」に基づき、地域

がん診療連携拠点病院（特例

型）又は地域がん診療病院の指

定を受けていること。 

 

［算定要件］ 

(2) がん拠点病院加算の１のイは、

キャンサーボードの設置を含めた

がんの集学的治療、緩和ケアの提

供、地域医療との連携、専門医師

その他の専門の医療従事者の配

置、院内がん登録の適切な実施、

相談支援センター等の体制を備え

た、がん診療連携拠点病院（地域

がん診療連携拠点病院（特例型）

を除く。）として指定された病院

を評価したものである。 

(3) がん拠点病院加算の１のロは、

がんの集学的治療、緩和ケアの提

供、地域医療との連携、専門医師

その他の専門の医療従事者の配

置、院内がん登録の適切な実施、

相談支援センター等の体制を備え

た、地域がん診療連携拠点病院

（特例型）又は地域がん診療病院

として指定された病院を評価した

ものである。 

 

２．新たに指定された「がんゲノム医療拠点病院」については、「がん

ゲノム医療中核拠点病院」と同様に、「がんゲノム医療を提供する保

険医療機関に対する加算」の対象とする。 

 
現 行 改定案 

【がん拠点病院加算】 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準を満たす保険医療機関で

あって、ゲノム情報を用いたが

【がん拠点病院加算】 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準を満たす保険医療機関で

あって、ゲノム情報を用いたが
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ん医療を提供する保険医療機関

に入院している患者について

は、250点を更に所定点数に加算

する。 

 

 

［施設基準］ 

(3) がん拠点病院加算の注２に規定

する施設基準 

ゲノム情報を用いたがん医療を

提供する中核となる拠点病院であ

ること。 

 

４ がん拠点病院加算の「注２」に

掲げる加算に関する施設基準 

「がんゲノム医療中核拠点病院

等の整備について」（平成29年12

月25日健発1225第３号厚生労働省

健康局長通知）に基づき、がんゲ

ノム医療中核拠点病院の指定を受

けていること。 

 

 

［算定要件］ 

(7) 「注２」に規定する加算は、が

んゲノム医療を牽引する高度な機

能を有する医療機関として、遺伝

子パネル検査等の実施及び治療へ

の活用、遺伝性腫瘍等の患者に対

する専門的な遺伝カウンセリング

の実施、がんゲノム情報に基づく

臨床研究・治験の実施等の体制を

評価したものであり、がんゲノム

医療中核拠点病院において算定す

る。 

ん医療を提供する保険医療機関

に入院している患者について

は、がんゲノム拠点病院加算と

して250点を更に所定点数に加算

する。 

 

［施設基準］ 

(3) がん拠点病院加算の注２に規定

する施設基準 

ゲノム情報を用いたがん医療を

提供する拠点病院であること。 

 

 

４ がん拠点病院加算の「注２」に

掲げる加算に関する施設基準 

「がんゲノム医療中核拠点病院

等の整備について」（令和元年７

月19日健発0719第３号厚生労働省

健康局長通知）に基づき、がんゲ

ノム医療中核拠点病院又はがんゲ

ノム医療拠点病院の指定を受けて

いること。 

 

［算定要件］ 

(7) 「注２」に規定する加算は、が

んゲノム医療を牽引する高度な機

能を有する医療機関として、遺伝

子パネル検査等の実施及び治療へ

の活用、遺伝性腫瘍等の患者に対

する専門的な遺伝カウンセリング

の実施、がんゲノム情報に基づく

臨床研究・治験の実施等の体制を

評価したものであり、がんゲノム

医療中核拠点病院及びがんゲノム

医療拠点病院において算定する。 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －②】 

② 遺伝子パネル検査に係る 

遺伝カウンセリングの評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

がんゲノム医療を推進する観点から、遺伝子パネル検査やその他の遺

伝性腫瘍に係る検査を実施した際の遺伝カウンセリングについて新たな

評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

遺伝子パネル検査の項目新設に伴い、遺伝子パネル検査やその他の遺

伝性腫瘍に係る検査を実施した際の遺伝カウンセリングについて評価を

新設する。 

がんゲノム医療中核拠点病院等で遺伝カウンセリング体制が整備され

ていることを踏まえ、遺伝子パネル検査に係る遺伝カウンセリング加算

を算定できる施設をがんゲノム医療中核拠点病院等に限定する。 

 
現 行 改定案 

【遺伝性腫瘍カウンセリング加算

（検体検査判断料の注加算）】 

注５ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、区分番号

Ｄ００６－４に掲げる遺伝学的

検査を実施し、その結果につい

て患者又はその家族に対し遺伝

カウンセリングを行った場合に

は、遺伝カウンセリング加算と

して、患者１人につき月１回に

限り、1,000点を所定点数に加算

する。 

 

 

 

（新設） 

 

 

【遺伝性腫瘍カウンセリング加算

（検体検査判断料の注加算）】 

注５ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、区分番号

Ｄ００６－４に掲げる遺伝学的

検査又は遺伝性腫瘍に関する検

査（区分番号Ｄ●●●－●に掲

げるがんゲノムプロファイリン

グ検査を除く。）を実施し、そ

の結果について患者又はその家

族等に対し遺伝カウンセリング

を行った場合には、遺伝カウン

セリング加算として、患者１人

につき月１回に限り、●点を所

定点数に加算する。 

注６ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保
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［算定要件］ 

(8) 注５に規定する遺伝カウンセリ

ング加算は、臨床遺伝学に関する

十分な知識を有する医師が、区分

番号「Ｄ００６－４」遺伝学的検

査を実施する際、以下のいずれも

満たした場合に算定できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 当該検査の実施前に、患者又

はその家族等に対し、当該検査

の目的並びに当該検査の実施に

よって生じうる利益及び不利益

についての説明等を含めたカウ

ンセリングを行っていること。 

イ 患者又はその家族等に対し、

当該検査の結果に基づいて療養

上の指導を行っていること。 

なお、遺伝カウンセリングの実

施に当たっては、厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取り扱いのためのガ

イダンス」（平成29年４月）及び

関係学会による「医療における遺

伝学的検査･診断に関するガイドラ

険医療機関において、区分番号

「Ｄ●●●-●」に掲げるがんゲ

ノムプロファイリング検査を実

施し、その結果について患者又

はその家族等に対し遺伝カウン

セリングを行った場合には、遺

伝性腫瘍カウンセリング加算と

して、患者１人につき月１回に

限り、●点を所定点数に加算す

る。 

 

［算定要件］ 

(8) 注５に規定する遺伝カウンセリ

ング加算は、臨床遺伝学に関する

十分な知識を有する医師が、区分

番号「Ｄ００６－４」遺伝学的検

査、区分番号｢Ｄ●●●－●｣に掲

げるＢＲＣＡ遺伝子変異、又は区

分番号「Ｄ●●●－●」悪性腫瘍

組織検査の「１」の悪性腫瘍遺伝

子検査のマイクロサテライト不安

定性検査（リンチ症候群の診断の

補助に用いる場合に限る。）マイ

クロサテライト不安定性検査（リ

ンチ症候群の診断の補助に用いる

場合に限る。）を実施する際、以

下のいずれも満たした場合に算定

できる。 

ア 当該検査の実施前に、患者又

はその家族等に対し、当該検査

の目的並びに当該検査の実施に

よって生じうる利益及び不利益

についての説明等を含めたカウ

ンセリングを行っていること。 

イ 患者又はその家族等に対し、

当該検査の結果に基づいて療養

上の指導を行っていること。 

なお、遺伝カウンセリングの実

施に当たっては、厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取り扱いのためのガ

イダンス」（平成29年４月）及び

関係学会による「医療における遺

伝学的検査･診断に関するガイドラ
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イン」（平成23年２月）を遵守す

ること。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

イン」（平成23年２月）を遵守す

ること。 

 

(9) 注６に規定する遺伝性腫瘍カウ

ンセリング加算は、臨床遺伝学に

関する十分な知識を有する医師

が、区分番号「Ｄ●●●－●」に

掲げるがんゲノムプロファイリン

グ検査を実施する際、(8)のア及び

イのいずれも満たした場合に算定

できる。 

 

［施設基準］ 

 当該検査を行うにつき十分な体制

が整備されていること。 

 

１ 遺伝性腫瘍カウンセリング加算

に関する施設基準 

がんゲノム医療中核拠点病院、

がんゲノム医療拠点病院又はがん

ゲノム医療連携病院であること。 

２ 届出に関する事項 

遺伝性腫瘍カウンセリング加算

に係る届出については、別添２の

様式●を用いること。 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －③】 

③ 緩和ケア病棟入院料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

患者や家族の意向に沿いつつ地域との連携を推進する観点から、緩和ケ

ア病棟入院料について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

緩和ケア病棟入院料１について、緩和ケア診療加算、外来緩和ケア管

理料又は在宅がん医療総合診療料の届出を行っていることを要件とする

とともに、平均在院日数に係る要件を削除する。 

 
現 行 改定案 

【緩和ケア病棟入院料１】 

［施設基準］  

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13)以下のア及びイを満たしている

こと又はウを満たしていること。 

ア 直近１年間の当該病棟におけ

る入院日数の平均が30日未満で

あること。 

イ 当該病棟の入院患者につい

て、以下の（イ）から（ロ）ま

での期間の平均が14日未満であ

ること。 

（イ）(4)の医師又は当該医師の指

示を受けた看護職員から説明

を受けた上で、患者等が文書

又は口頭で入院の意思表示を

行った日 

（ロ）患者が当該病棟に入院した

【緩和ケア病棟入院料１】 

［施設基準］  

次のいずれかに係る届出を行って

いること。 

① 区分番号Ａ２２６－２に掲げ

る緩和ケア診療加算 

② 区分番号Ｂ００１・２４に掲

げる外来緩和ケア管理料 

③ 区分番号Ｃ００３に掲げる在

宅がん医療総合診療料 

 

(13)以下のア又はイを満たしている

こと。 

（削除） 

 

 

ア 当該病棟の入院患者につい

て、以下の（イ）から（ロ）ま

での期間の平均が14日未満であ

ること。 

（イ）(4)の医師又は当該医師の指

示を受けた看護職員から説明

を受けた上で、患者等が文書

又は口頭で入院の意思表示を

行った日 

（ロ）患者が当該病棟に入院した
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日 

ウ 直近１年間において、退院患

者のうち、次のいずれかに該当

する患者以外の患者が15％以上

であること。 

（イ）他の保険医療機関（療養病

棟入院基本料、有床診療所入

院基本料及び有床診療所療養

病床入院基本料を算定する病

棟及び病室を除く。）に転院

した患者 

（ロ）同一の保険医療機関の当該

入院料にかかる病棟以外の病

棟（療養病棟入院基本料を算

定する病棟を除く。）への転

棟患者 

（ハ）死亡退院の患者 

日 

イ 直近１年間において、退院患

者のうち、次のいずれかに該当

する患者以外の患者が15％以上

であること。 

（イ）他の保険医療機関（療養病

棟入院基本料、有床診療所入

院基本料及び有床診療所療養

病床入院基本料を算定する病

棟及び病室を除く。）に転院

した患者 

（ロ）同一の保険医療機関の当該

入院料にかかる病棟以外の病

棟（療養病棟入院基本料を算

定する病棟を除く。）への転

棟患者 

（ハ）死亡退院の患者 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －４】 

④ 質の高い外来がん化学療法の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療機関と薬局との連携強化やきめ細かな栄養管理を通じてがん患者

に対するより質の高い医療を提供する観点から、外来化学療法加算の評

価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

外来での抗がん剤治療の質を向上させる観点から、患者にレジメン

（治療内容）を提供し、患者の状態を踏まえた必要な指導を行うととも

に、地域の薬局に勤務する薬剤師等を対象とした研修会の実施等の連携

体制を整備している場合について、新たな評価を行う。 

 

（新）  連携充実加算   ●点（月１回） 

 
［対象患者］ 

外来化学療法加算１のＡを算定する患者 

 

［算定要件］ 

（１）当該保険医療機関の医師の指示に基づき薬剤師が、治療の目的及

び治療の進捗等を文書により提供した上で、患者の状態を踏まえ

て必要な指導を行った場合に、連携充実加算として、●点を月１

回に限り所定点数に加算する。 

（２）その他以下の要件を満たすこと。 

・ 治療の状況等を共有することを目的に、提供した治療の目的

及び治療の進捗に関する文書を他の保険医療機関又は保険薬局に

提示するよう患者に指導を行うこと。 

・ 他の保険医療機関又は保険薬局から服薬状況、抗悪性腫瘍剤

の副作用等に関する情報が報告された場合には、必要な分析・評

価等を行うこと。 

・ 悪性腫瘍の治療を担当する医師の診察に当たっては、あらか

じめ薬剤師、看護師等と連携して服薬状況、抗悪性腫瘍剤の副作

用等に関する情報を収集し、診療に活用することが望ましい。 

・ 療養のため必要な栄養の指導を実施する場合には、管理栄養

士と連携を図ること。 
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［施設基準］ 

（１）外来化学療法加算１に係る届出を行っていること。 

（２）外来化学療法加算１に規定するレジメン（治療内容）に係る委員

会に管理栄養士が参加していること。 

（３） 地域の保険医療機関及び保険薬局との連携体制として、以下に

掲げる体制が整備されていること。 

ア 当該保険医療機関で実施される化学療法のレジメン（治療内

容）を当該保険医療機関のホームページ等で閲覧できるようにし

ておくこと。 

イ 当該保険医療機関において外来化学療法に関わる職員及び地

域の薬局に勤務する薬剤師等を対象とした研修会等を少なくとも

年１回実施すること。 

ウ 他の保険医療機関及び保険薬局からの患者のレジメン（治療

内容）や患者の状況に関する相談及び情報提供等に応じる体制を

整備すること。また、当該体制について、ホームページや研修会

等で周知すること。 

（４）栄養指導の体制として、外来化学療法を実施している医療機関に

５年以上勤務し、栄養管理（悪性腫瘍患者に対するものを含む。）

に係る３年以上の経験を有する専任の常勤管理栄養士が勤務して

いること。 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日時点で外来化学療法加算１の届出を行っている保

険医療機関については、令和●年●月●日までの間、上記（３）イの

基準を満たしているものとする。 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －⑤】 

⑤ 外来化学療法での栄養管理の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

がんの化学療法は、外来での治療が主流となってきているが、副作用

による食欲不振は栄養状態の低下を来し、がん治療の継続に大きな影響

を与えるため、個々の患者に対応した栄養食事指導が重要となる。 

しかし、外来化学療法の患者は、副作用による体調不良等により、栄

養食事指導を計画的に実施することができないことから、患者個々の状

況に合わせたきめ細やかな栄養管理が実施できるよう、外来栄養食事指

導料について、要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

外来化学療法を実施しているがん患者に対して、専門的な知識を有し

た管理栄養士がきめ細やかな栄養管理を患者の状態に合わせて継続的に

実施した場合を評価する。 

 
現 行 改定案 

【外来栄養食事指導料】 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準

を満たす保険医療機関において、

入院中の患者以外の患者であっ

て、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、医師の指示に基づき

管理栄養士が具体的な献立等によ

って指導を行った場合に、初回の

指導を行った月にあっては月２回

に限り、その他の月にあっては月

１回に限り算定する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

【外来栄養食事指導料】 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基

準を満たす保険医療機関におい

て、入院中の患者以外の患者で

あって、別に厚生労働大臣が定

めるものに対して、医師の指示

に基づき管理栄養士が具体的な

献立等によって指導を行った場

合に、初回の指導を行った月に

あっては月２回に限り、その他

の月にあっては月１回に限り算

定する。 

２ 別に厚生労働大臣が定める基

準を満たす保険医療機関におい

て、外来化学療法を実施してい

る悪性腫瘍を有する当該患者に

対して、医師の指示に基づき、

外来化学療法加算連携充実加算

の施設基準に該当する管理栄養

士が具体的な献立等によって月
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［施設基準］ 

(6) 外来栄養食事指導料、入院栄養

食事指導料及び集団栄養食事指導

料に規定する基準 

当該保険医療機関の屋内におい

て喫煙が禁止されていること。 

 

 

 

 

２回以上の指導をした場合に限

り、２回目にロの点数を算定す

る。ただし、外来化学療法加算

を算定した日と同日であるこ

と。 

 

［施設基準］ 

(6) 外来栄養食事指導料、入院栄養

食事指導料及び集団栄養食事指導

料に規定する基準 

イ 当該保険医療機関の屋内にお

いて喫煙が禁止されているこ

と。 

ロ 外来化学療法加算連携充実加

算の施設基準に該当する管理栄

養士であること。 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －⑥】 

⑥ がん患者に対する薬局での薬学的管理等の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

がん患者に対するより質の高い医療を提供する観点から、薬局が患者

のレジメン等を把握した上で必要な服薬指導を行い、次回の診療時まで

の患者の状況を確認し、その結果を医療機関に情報提供した場合につい

て新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

患者のレジメン（治療内容）の情報を活用し、患者への副作用対策の

説明や支持療法に係る薬剤の服薬指導等を実施するとともに、調剤後に

電話等により服薬状況、抗悪性腫瘍剤の副作用の有無を確認し、その内

容を文書等により医療機関に情報提供した場合の評価を新設する。 

 

（新）  薬剤服用歴管理指導料 特定薬剤管理指導加算２ 

●点（月１回まで） 

 

［対象患者］ 

保険医療機関（連携充実加算を届出ている場合に限る）において、

抗悪性腫瘍剤が注射されている悪性腫瘍の患者であって、化学療法の

レジメン（治療内容）等について、文書により交付されているもの。 

 

［算定要件］ 

（１）保険医療機関で、抗悪性腫瘍剤を注射された患者について、当該

患者の治療内容等を文書により確認し、必要な薬学的管理及び指

導を行った場合であって、当該患者の同意を得た上で、調剤後の

抗悪性腫瘍剤の服用に関し、電話等により服用状況、副作用の有

無等について患者に確認し、当該保険医療機関に必要な情報を文

書等により提供した場合には、特定薬剤管理指導加算２として、

月１回に限り●点を所定点数に加算する。 

（２）当該加算における薬学的管理及び指導を行おうとする保険薬剤師

は、原則として、保険医療機関のホームページ等でレジメン（治

療内容）を閲覧し、あらかじめ薬学的管理等に必要な情報を把握

すること。 
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［施設基準］ 

特定薬剤管理指導加算２に規定する施設基準 

（１）保険薬剤師としての勤務経験を５年以上有する薬剤師が勤務して

いること。 

（２）患者との会話のやりとりが他の患者に聞こえないようパーテーシ

ョン等で区切られた独立したカウンターを有するなど、患者のプ

ライバシーに配慮していること。 

（３）麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14号）第３条の規定に

よる麻薬小売業者の免許を取得し、必要な指導を行うことができ

る体制が整備されていること。 

（４）保険医療機関が実施する抗悪性腫瘍剤の化学療法に係る研修会に

当該保険薬局に勤務する薬剤師の少なくとも１名が年１回以上参

加していること。 

 

［経過措置］ 

令和●年●月●日までの間は、上記（４）の規定の基準を満たして

いるものとする。 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －⑦】 

⑦ 遺伝性乳がん卵巣がん症候群に対する 

治療等の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

遺伝性乳がん卵巣がん症候群の症状である乳がんや卵巣・卵管がんを

発症している患者における、ＢＲＣＡ遺伝子検査、遺伝カウンセリング、

乳房切除及び卵巣・卵管切除について評価を行う。 

また、切除を希望しない患者に対するフォロ－アップ検査についても

評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．乳がん、卵巣がん又は卵管がんの患者のうち、発症年齢や家族歴等

から遺伝性乳がん卵巣がん症候群が疑われるものに対する生殖細胞系

列のＢＲＣＡ遺伝子検査について新たな評価を行う。 

 

２．乳がん患者のうち、遺伝性乳がん卵巣がん症候群と診断されたもの

に対する対側の乳房切除術や子宮附属器腫瘍切除術について新たな評

価を行う。 

また、卵巣がん又は卵管がん患者のうち、遺伝性乳がん卵巣がん症

候群と診断された者に対する、乳房切除術について新たな評価を行う。 

 

３．遺伝性乳がん卵巣がん症候群と診断された患者のうち、乳房切除術

を選択しなかったものに対するフォローアップとして、乳房ＭＲＩ加

算を算定できるよう要件を見直す。 

 

４．遺伝性乳がん卵巣がん症候群が疑われる患者に対する一連の遺伝カ

ウンセリングについて新たな評価を行う。 

 

（新）  ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査 ２ 血液を検体とするもの  ●点 

 

［算定要件］ 

遺伝性乳がん卵巣がん症候群の診断を目的として当該検査を実施す

るに当たっては、厚生労働省がん対策推進総合研究事業研究班作成の

「遺伝性乳癌卵巣癌症候群（ＨＢＯＣ）診療の手引き２０１７年版」

を参照すること。なお、その医療上の必要性について診療報酬明細書
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の摘要欄に記載すること。 

 

［施設基準］  

当該検査を行うにつき十分な体制が整備されていること。 

 

２．ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査の血液を検体とするものの施設基準 

（１）卵巣癌患者に対して治療法の選択を目的として実施する場合には、

化学療法の経験を５年以上有する常勤医師又は産婦人科及び婦人

科腫瘍の専門的な研修の経験を合わせて６年以上有する常勤医師

が１名以上配置されていること。 

（２）乳癌患者に対して治療法の選択を目的として実施する場合には、

化学療法の経験を５年以上有する常勤医師又は乳腺外科の専門的

な研修の経験を５年以上有する常勤医師が１名以上配置されてい

ること。 

（３）遺伝性乳がん卵巣がん症候群の診断を目的として実施する場合に

は、（１）又は（２）のいずれかを満たすこと。 

（４）遺伝カウンセリング加算の施設基準に係る届出を行っていること。

ただし、遺伝カウンセリング加算の施設基準に係る届出を行って

いる保険医療機関と連携体制をとっており、当該患者に対して遺

伝カウンセリングを実施することが可能である場合は、この限り

でない。 

 

３．届出に関する事項 

（１）ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査１又は２に係る届出については、別添

２の様式●又は様式●の●を用いること。 

 

（新）  遺伝性乳がん卵巣がん症候群に係る手術 

 

［算定要件］ 

Ｋ手術 通則第●号 

K475（乳房切除術）、K888（子宮附属器腫瘍切除術）に掲げる手

術については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい

るものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において遺

伝性乳がん卵巣がん症候群患者に対して行った場合においても算

定できる。 

 

（１）当該手術の実施前に、臨床遺伝学に関わる専門的な知識及び技能

を有する医師並びに乳腺外科又は産婦人科の医師が参加するカン

ファレンスを実施し、遺伝カウンセリング等の結果を踏まえた治
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療方針の検討を行うこと。 

（２）当該手術の実施前に、（１）のカンファレンスにおける検討内容

を踏まえ、当該手術の目的並びに当該手術の実施によって生じう

る利益及び不利益について当該患者に説明を行うこと。 

 

［施設基準］ 

当該手術を行うにつき十分な体制が整備されていること。 

 

（１）乳房切除術を行う場合は、乳腺外科又は外科を標榜しており、乳

腺外科の専門的な研修の経験を５年以上有する常勤医師が１名以

上配置されていること。なお、当該医師は医療関係団体が主催す

る遺伝性乳がん卵巣がん症候群に関する研修を修了していること。 

（２）子宮附属器腫瘍摘出術を行う場合は、産婦人科又は婦人科を標榜

しており、産婦人科及び婦人科腫瘍の専門的な研修の経験を合わ

せて６年以上有する常勤医師が１名以上配置されていること。な

お、当該医師は医療関係団体が主催する遺伝性乳がん卵巣がん症

候群に関する研修を修了していること。 

（３）臨床遺伝学の診療に係る経験を３年以上有する常勤の医師が１名

以上配置されていること。なお、当該医師は医療関係団体が主催

する遺伝性乳がん卵巣がん症候群に関する研修を修了しているこ

と。 

（４）乳房切除術を行う施設においては乳房ＭＲＩ加算の施設基準に係

る届出を行っていること。  

（５）病理部門が設置され、病理医が配置されていること。 

（６）麻酔科標榜医が配置されていること。 

（７）遺伝カウンセリング加算の施設基準に係る届出を行っていること。 

 
現 行 改定案 

【がん患者指導管理料】 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【がん患者指導管理料】 

ニ 医師が遺伝子検査の必要性等に

ついて文書により説明を行った場

合             ●点 

注４ ニについては、別に厚生労働

大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生局長

等に届け出た保険医療機関にお

いて、別に厚生労働大臣が定め

る者に対して、当該患者の同意

を得て、当該医療機関の保険医

が、区分番号Ｄ●●●－●に掲

げるＢＲＣＡ１／２遺伝子検査
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［施設基準］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【遺伝カウンセリング加算（検体検

査判断料の注加算）】 

注５ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、区分番号

Ｄ００６－４に掲げる遺伝学的

検査を実施し、その結果につい

て患者又はその家族に対し遺伝

カウンセリングを行った場合に

は、遺伝カウンセリング加算と

して、患者１人につき月１回に

限り、1,000点を所定点数に加算

する。 

 

 

 

 

(8) 注５に規定する遺伝カウンセリ

ング加算は、臨床遺伝学に関する

十分な知識を有する医師が、区分

番号「Ｄ００６－４」遺伝学的検

査を実施する際、以下のいずれも

満たした場合に算定できる。 

 

 

 

の血液を検体とするものを実施

する前にその必要性及び診療方

針等について文書により説明を

行った場合に、患者１人につき

１回に限り算定する。 

 

［施設基準］ 

４ がん患者指導管理料ニに関する

施設基準 

(1) ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査の

血液を検体とするものの施設基

準に係る届出を行っているこ

と。 

(2) 患者のプライバシーに十分配

慮した構造の個室を備えている

こと。 

 

【遺伝カウンセリング加算（検体検

査判断料の注加算）】 

注５ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、区分番号

Ｄ００６－４に掲げる遺伝学的

検査又は遺伝性腫瘍に関する検

査（区分番号Ｄ●●●－●に掲

げるがんゲノムプロファイリン

グ検査を除く。）を実施し、そ

の結果について患者又はその家

族等に対し遺伝カウンセリング

を行った場合には、遺伝カウン

セリング加算として、患者１人

につき月１回に限り、●点を所

定点数に加算する。 

 

(8) 注５に規定する遺伝カウンセリ

ング加算は、臨床遺伝学に関する

十分な知識を有する医師が、区分

番号「Ｄ００６－４」遺伝学的検

査、区分番号｢Ｄ●●●－●｣に掲

げるＢＲＣＡ遺伝子検査又は区分

番号「Ｄ００４－２」悪性腫瘍組

織検査の「１」の悪性腫瘍遺伝子

検査のマイクロサテライト不安定
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ア 当該検査の実施前に、患者又

はその家族等に対し、当該検査

の目的並びに当該検査の実施に

よって生じうる利益及び不利益

についての説明等を含めたカウ

ンセリングを行っていること。 

イ 患者又はその家族等に対し、

当該検査の結果に基づいて療養

上の指導を行っていること。 

なお、遺伝カウンセリングの実

施に当たっては、厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取り扱いのためのガ

イダンス」（平成29 年４月）及び

関係学会による「医療における遺

伝学的検査･診断に関するガイドラ

イン」（平成23 年２月）を遵守す

ること。 

 

【磁気共鳴コンピューター断層撮影

（ＭＲＩ撮影）（一連につき）】 

［算定要件］ 

(12)「注５」に規定する乳房ＭＲＩ

撮影加算は、別に厚生労働大臣が

定める施設基準に適合しているも

のとして地方厚生（支）局長に届

け出た保険医療機関において、触

診、エックス線撮影、超音波検査

等の検査で乳腺の悪性腫瘍が疑わ

れる患者に対して、手術適応及び

術式を決定するために、1.5テスラ

以上のＭＲＩ装置及び乳房専用撮

像コイルを使用して乳房を描出し

た場合に限り算定する。 

 

 

 

 

 

 

性検査（リンチ症候群の診断の補

助に用いる場合に限る。）を実施

する際、以下のいずれも満たした

場合に算定できる。 

ア 当該検査の実施前に、患者又

はその家族等に対し、当該検査

の目的並びに当該検査の実施に

よって生じうる利益及び不利益

についての説明等を含めたカウ

ンセリングを行っていること。 

イ 患者又はその家族等に対し、

当該検査の結果に基づいて療養

上の指導を行っていること。 

なお、遺伝カウンセリングの実

施に当たっては、厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取り扱いのためのガ

イダンス」（平成29 年４月）及び

関係学会による「医療における遺

伝学的検査･診断に関するガイドラ

イン」（平成23 年２月）を遵守す

ること。 

 

【磁気共鳴コンピューター断層撮影

（ＭＲＩ撮影）（一連につき）】 

［算定要件］ 

(12)「注５」に規定する乳房ＭＲＩ

撮影加算は、別に厚生労働大臣が

定める施設基準に適合しているも

のとして地方厚生（支）局長に届

け出た保険医療機関において、触

診、エックス線撮影、超音波検査

等の検査で乳腺の悪性腫瘍が疑わ

れる患者に対して、手術適応及び

術式を決定するために、1.5テスラ

以上のＭＲＩ装置及び乳房専用撮

像コイルを使用して乳房を描出し

た場合又は遺伝性乳がん卵巣がん

患者に対して、乳癌の精査を目的

として1.5テスラ以上のＭＲＩ装置

及び乳房専用撮像コイルを使用し

て乳房を描出した場合に限り算定

する。 

 



133 

 

【組織拡張器による再建手術（一連

につき）】 

１ 乳房（再建手術）の場合 

18,460点 

２ その他の場合     19,400点 

 

［算定要件］ 

(2) 「１」の乳房（再建手術）の場

合は、乳腺腫瘍に対する乳房切除

術又は乳腺悪性腫瘍手術後の乳房

再建術を行う症例で、次のいずれ

かに該当し、乳房用の組織拡張器

を挿入した場合に限り算定でき

る。その際、その旨を診療報酬明

細書の摘要欄に記載すること。た

だし、美容を目的とするものは保

険給付の対象とならない。 

 

 

ア 一次再建の場合 

乳腺全摘術後の症例で、か

つ、皮膚欠損を生じないか、小

範囲で緊張なく縫合閉鎖可能な

症例。ただし、乳腺悪性腫瘍手

術後の場合においては、術前診

断においてStageⅡ以下で、皮膚

浸潤、大胸筋浸潤や高度のリン

パ節転移を認めないこと。 

イ 二次再建の場合 

乳腺全摘術後で大胸筋が残存

している症例。ただし、放射線

照射により皮膚の血行や弾力性

が障害されていないこと。 

 

【ゲル充填人工乳房を用いた乳房再

建術（乳房切除後）】 

［算定要件］ 

(2) 乳腺腫瘍に対する乳房切除術又

は乳腺悪性腫瘍手術後の乳房再建

術を行う症例で、次のいずれかに

該当した場合に限り算定できる。

その際、次のいずれに該当するか

を診療報酬明細書の摘要欄に記載

すること。 

【組織拡張器による再建手術（一連

につき）】 

１ 乳房（再建手術）の場合 

●点 

２ その他の場合       ●点 

 

［算定要件］ 

(2) 「１」の乳房（再建手術）の場

合は、乳腺腫瘍患者若しくは遺伝

性乳がん卵巣がん症候群患者に対

する乳房切除術又は乳腺悪性腫瘍

手術後の乳房再建術を行う症例

で、次のいずれかに該当し、乳房

用の組織拡張器を挿入した場合に

限り算定できる。その際、その旨

を診療報酬明細書の摘要欄に記載

すること。ただし、美容を目的と

するものは保険給付の対象となら

ない。 

ア 一次再建の場合 

乳腺全摘術後の症例で、か

つ、皮膚欠損を生じないか、小

範囲で緊張なく縫合閉鎖可能な

症例。ただし、乳腺悪性腫瘍手

術後の場合においては、術前診

断においてStageⅡ以下で、皮膚

浸潤、大胸筋浸潤や高度のリン

パ節転移を認めないこと。 

イ 二次再建の場合 

乳腺全摘術後で大胸筋が残存

している症例。ただし、放射線

照射により皮膚の血行や弾力性

が障害されていないこと。 

 

【ゲル充填人工乳房を用いた乳房再

建術（乳房切除後）】 

［算定要件］ 

(2) 乳腺腫瘍患者若しくは遺伝性乳

がん卵巣がん症候群患者に対する

乳房切除術又は乳腺悪性腫瘍手術

後の乳房再建術を行う症例で、次

のいずれかに該当した場合に限り

算定できる。その際、次のいずれ

に該当するかを診療報酬明細書の
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ア 一次一期的再建の場合 

大胸筋が温存され皮膚欠損が

生じない乳輪乳頭温存皮下乳腺

全摘術を行った症例。ただし、

乳腺悪性腫瘍術後の場合におい

ては、術前診断においてStageⅡ

以下で、皮膚浸潤、大胸筋浸潤

や高度のリンパ節転移を認めな

いこと。 

イ 一次二期的再建の場合 

乳腺全摘術時に組織拡張器が

挿入され、十分に皮膚が拡張さ

れている症例。 

ウ 二次再建の場合 

乳腺全摘術後で大胸筋が残存

しており、初回手術で組織拡張

器が挿入され十分に皮膚が拡張

されているか、皮弁移植術など

により皮膚の不足が十分に補わ

れている、あるいは十分に補わ

れることが見込まれる症例。た

だし、放射線照射により皮膚の

血行や弾力性が障害されていな

いこと。 

摘要欄に記載すること。 

ア 一次一期的再建の場合 

大胸筋が温存され皮膚欠損が

生じない乳輪乳頭温存皮下乳腺

全摘術を行った症例。ただし、

乳腺悪性腫瘍術後の場合におい

ては、術前診断においてStageⅡ

以下で、皮膚浸潤、大胸筋浸潤

や高度のリンパ節転移を認めな

いこと。 

イ 一次二期的再建の場合 

乳腺全摘術時に組織拡張器が

挿入され、十分に皮膚が拡張さ

れている症例。 

ウ 二次再建の場合 

乳腺全摘術後で大胸筋が残存

しており、初回手術で組織拡張

器が挿入され十分に皮膚が拡張

されているか、皮弁移植術など

により皮膚の不足が十分に補わ

れている、あるいは十分に補わ

れることが見込まれる症例。た

だし、放射線照射により皮膚の

血行や弾力性が障害されていな

いこと。 
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【Ⅱ－７－１ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 －⑧】 

⑧ 介護老人保健施設におけるがん診療の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

介護老人保健施設において必要ながん診療が提供されるよう、介護老人

保健施設入所者について算定できる注射薬を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

介護老人保健施設入所者について算定できる注射薬について、悪性新

生物に罹患している患者に対して投与された薬効分類上の腫瘍用薬以外

の抗悪性腫瘍剤の費用についても、医療保険による給付の対象とする。 

 
現 行 改定案 

【介護老人保健施設入所者について

算定できない検査等】 

三 介護老人保健施設入所者につい

て算定できる注射及び注射薬の費

用 

抗悪性腫瘍剤（医科点数表第二

章第六部注射通則第６号に規定す

る外来化学療法加算を算定する注

射に係るものに限る。）の費用 

【介護老人保健施設入所者について

算定できない検査等】 

三 介護老人保健施設入所者につい

て算定できる注射及び注射薬の費

用 

抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹

患している患者に対して投与され

た場合に限る。）の費用 
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【Ⅱ－７－２ 認知症患者に対する適切な医療の評価 －①】 

① 認知症ケア加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

質の高い認知症ケアを提供する観点から、認知症ケア加算について、

医師及び看護師に係る要件及び評価を見直すとともに、現場の実態を踏

まえ、専任の医師又は専門性の高い看護師を配置した場合について、新

たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．認知症ケア加算の評価体系を、現行の２段階から３段階に見直す。 

 
現 行 改定案 

【認知症ケア加算】 

１ 認知症ケア加算１ 

イ 14日以内の期間    150点 

ロ 15日以上の期間     30点 

（新設） 

 

 

２ 認知症ケア加算２ 

イ 14日以内の期間     30点 

ロ 15日以上の期間     10点 

 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【認知症ケア加算】 

１ 認知症ケア加算１ 

イ 14日以内の期間     ●点 

ロ 15日以上の期間     ●点 

２ 認知症ケア加算２ 

イ 14日以内の期間     ●点 

ロ 15日以上の期間     ●点 

３ 認知症ケア加算３ 

イ 14日以内の期間     ●点 

ロ 15日以上の期間     ●点 

 

［算定要件］ 

(6) 認知症ケア加算２ 

ア 病棟において、看護師等が、

当該患者の行動・心理症状等を

把握し、対応について看護計画

を作成した日から算定できるこ

ととし、当該患者の入院期間に

応じ所定点数を算定する。 

イ 当該患者が入院する病棟の看

護師等は、当該患者の行動・心

理症状等が出現し、あるいは出

現すると見込まれ、身体疾患の

治療への影響が見込まれる場合

に、症状の軽減を図るための適

切な環境調整や患者とのコミュ
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(6) 認知症ケア加算２ 

（略） 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

ニケーションの方法等を踏まえ

た看護計画を作成し、当該計画

に基づき認知症症状を考慮した

ケアを実施し、その評価を行う

こと。 

ウ 認知症患者の診療について十

分な経験を有する専任の常勤医

師又は認知症患者の看護に従事

した経験を５年以上有する看護

師であって、認知症看護に係る

適切な研修を修了した専任の常

勤看護師は、病棟における認知

症患者に対するケアの実施状況

を把握し、病棟職員に対し必要

な助言等を行うこと。 

エ 身体的拘束を実施した場合

は、解除に向けた検討を少なく

とも１日に１度は行うこと。 

(7) 認知症ケア加算３ 

（略） 

 

［施設基準］ 

認知症ケア加算２の施設基準 

当該保険医療機関において、認知

症を有する患者のケアを行うにつき

適切な体制が整備されていること。 

 

(1) 認知症患者の診療について十分

な経験を有する専任の常勤医師又

は認知症患者の看護に従事した経

験を５年以上有する看護師であっ

て、認知症看護に係る適切な研修

を修了した専任の常勤看護師を配

置すること。 

（※ 医師及び看護師の要件は、

認知症ケア加算１における認知

症ケアチームの要件と同様） 

 

(2) 原則として、全ての病棟（小児

科など身体疾患を有する認知症患

者が入院しない病棟及び精神病床

は除く。）に、認知症患者のアセ

スメントや看護方法等に係る適切

な研修を受けた看護師を３名以上
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配置すること。 

（※ 看護師の研修に係る要件

は、認知症ケア加算３の要件

と同様） 

(3) (1)の医師又は看護師は、病棟に

おける認知症患者に対するケアの

実施状況を把握し、病棟職員に対

し必要な助言等を行うこと。 

(4) (1)の医師又は看護師を中心とし

て、身体的拘束の実施基準や鎮静

を目的とした薬物の適正使用等の

内容を盛り込んだ認知症ケアに関

する手順書（マニュアル）を作成

し、保険医療機関内に周知し活用

すること。 

(5) (1)の医師又は看護師を中心とし

て、認知症患者に関わる職員に対

して、少なくとも年に１回は研修

や事例検討会等を実施すること。 

 

２．認知症ケア加算１の医師及び看護師に係る要件の見直しを行う。 

 
現 行 改定案 

【認知症ケア加算１】 

［施設基準］ 

(1) 当該保険医療機関内に、以下か

ら構成される認知症ケアに係るチ

ーム（以下「認知症ケアチーム」

という。）が設置されているこ

と。このうち、イに掲げる看護師

については、週16時間以上、認知

症ケアチームの業務に従事するこ

と。 

ア 認知症患者の診療について十

分な経験を有する専任の常勤医

師 

イ 認知症患者の看護に従事した

経験を５年以上有する看護師で

あって、認知症看護に係る適切

な研修を修了した専任の常勤看

護師 

ウ （略） 

 

(2) (1)のアに掲げる医師は、精神科

【認知症ケア加算１】 

［施設基準］ 

(1) 当該保険医療機関内に、以下か

ら構成される認知症ケアに係るチ

ーム（以下「認知症ケアチーム」

という。）が設置されているこ

と。このうち、イに掲げる看護師

については、原則週16時間以上、

認知症ケアチームの業務に従事す

ること。 

ア 認知症患者の診療について十

分な経験を有する専任の常勤医

師 

イ 認知症患者の看護に従事した

経験を５年以上有する看護師で

あって、認知症看護に係る適切

な研修を修了した専任の常勤看

護師 

ウ （略） 

 

(2) (1)のアに掲げる医師は、精神科
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の経験を５年以上有する医師、神

経内科の経験を５年以上有する医

師又は認知症治療に係る適切な研

修を修了した医師であること。

（中略）また、週３日以上常態と

して勤務しており、かつ、所定労

働時間が週24時間以上の勤務を行

っている専任の非常勤医師（精神

科の経験を５年以上有する医師、

神経内科の経験を５年以上有する

医師又は認知症治療に係る適切な

研修を修了した医師に限る。）を

２名以上組み合わせることによ

り、常勤医師の勤務時間帯と同じ

時間帯にこれらの非常勤医師が配

置されている場合には、当該２名

以上の非常勤医師が認知症ケアチ

ームの業務に従事する場合に限

り、当該基準を満たしていること

とみなすことができる。 

の経験を３年以上有する医師、神

経内科の経験を３年以上有する医

師又は認知症治療に係る適切な研

修を修了した医師であること。

（中略）また、週３日以上常態と

して勤務しており、かつ、所定労

働時間が週22時間以上の勤務を行

っている専任の非常勤医師（精神

科の経験を３年以上有する医師、

神経内科の経験を３年以上有する

医師又は認知症治療に係る適切な

研修を修了した医師に限る。）を

２名以上組み合わせることによ

り、常勤医師の勤務時間帯と同じ

時間帯にこれらの非常勤医師が配

置されている場合には、当該２名

以上の非常勤医師が認知症ケアチ

ームの業務に従事する場合に限

り、当該基準を満たしていること

とみなすことができる。 

 

３．認知症ケア加算２の名称及び看護師に係る要件を見直し、評価の充

実を行う。 

 
現 行 改定案 

【認知症ケア加算２】 

イ 14日以内の期間     30点 

ロ 15日以上の期間     10点 

 

［施設基準］ 

(1) 原則として、全ての病棟（小児

科など身体疾患を有する認知症患

者が入院しない病棟及び精神病床

は除く。）に、認知症患者のアセ

スメントや看護方法等に係る適切

な研修を受けた看護師を複数名配

置すること。 

(2) (1)に掲げる適切な研修とは、次

の事項に該当する研修のことをい

う。 

 

 

 

 

【認知症ケア加算３】 

イ 14日以内の期間     ●点 

ロ 15日以上の期間     ●点 

 

［施設基準］ 

(1) 原則として、全ての病棟（小児

科など身体疾患を有する認知症患

者が入院しない病棟及び精神病床

は除く。）に、認知症患者のアセ

スメントや看護方法等に係る適切

な研修を受けた看護師を３名以上

配置すること。 

(2) (1)に掲げる適切な研修とは、次

の事項に該当する研修のことをい

う。ただし、(1)に掲げる３名の看

護師のうち１名については、次の

事項に該当する研修を受講した看

護師が行う認知症看護に係る院内

研修の受講をもって満たすものと
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ア 国、都道府県又は医療関係団

体等が主催する研修であるこ

と。（修了証が交付されるも

の） 

イ 認知症看護に必要な専門的知

識・技術を有する看護師の養成

を目的とした研修であること。 

ウ 講義及び演習は、次の内容に

ついて９時間以上含むものであ

ること。 

（略） 

して差し支えない。 

ア 国、都道府県又は医療関係団

体等が主催する研修であるこ

と。（修了証が交付されるも

の） 

イ 認知症看護に必要な専門的知

識・技術を有する看護師の養成

を目的とした研修であること。 

ウ 講義及び演習は、次の内容に

ついて９時間以上含むものであ

ること。 

（略） 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －①】 

① 精神病棟における退院時共同指導の評価 
  

 

「Ⅱ－３－③」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －②】 

② 精神科外来における多職種による 

相談支援・指導への評価 
  

 

「Ⅱ－３－④」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －③】 

③ 精神科在宅患者に対する適切な支援の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神医療における在宅医療を適切に推進する観点から、精神科在宅患

者支援管理料について、その本来の趣旨等を踏まえ要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．精神科在宅患者支援管理料１及び２について、対象患者の要件等を

見直すとともに、引き続き訪問診療を行う場合の評価を新設する。 

２．関係機関の職員等と共同して実施するカンファレンスの開催頻度等

の要件を見直す。また、初回のカンファレンスは対面で行い、２回目

以降についてはビデオ通話によるカンファレンスも可能とする。 

 
現 行 改定案 

【精神科在宅患者支援管理料】 

［算定要件］ 

１ 精神科在宅患者支援管理料１ 

イ 別に厚生労働大臣が定める患

者のうち、集中的な支援を必要

とする者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

3,000点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

2,250点 

ロ 別に厚生労働大臣が定める患

者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

2,500点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

1,875点 

ハ イ及びロ以外の患者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

2,030点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

1,248点 

２ 精神科在宅患者支援管理料２ 

イ 別に厚生労働大臣が定める患

者のうち、集中的な支援を必要

とする者の場合 

 

【精神科在宅患者支援管理料】 

［算定要件］ 

１ 精神科在宅患者支援管理料１ 

イ 別に厚生労働大臣が定める患

者のうち、集中的な支援を必要

とする者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

●点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

●点 

ロ 別に厚生労働大臣が定める患

者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

●点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

●点 

ハ イ及びロ以外の患者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

●点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

●点 

２ 精神科在宅患者支援管理料２ 

イ 別に厚生労働大臣が定める患

者のうち、集中的な支援を必要

とする者の場合 
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(1) 単一建物診療患者１人  

2,467点 

(2) 単一建物診療患者２人以上  

1,850点 

ロ 別に厚生労働大臣が定める患

者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

2,056点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

1,542点 

（新設） 

 

 

 

注１ １については、在宅で療養を

行っている通院が困難な患者に

対して、当該保険医療機関（別

に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出たものに

限る。）の精神科の医師等が、

当該患者又はその家族の同意を

得て、計画的な医学管理の下

に、定期的な訪問診療又は訪問

診療及び訪問看護を行っている

場合（イについては週２回以

上、ロについては月２回以上行

っている場合に限る。）に、単

一建物診療患者の人数に従い、

当該患者１人につき月１回に限

り算定する。ただし、イについ

ては、６月を限度として算定す

る。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 単一建物診療患者１人 

●点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

●点 

ロ 別に厚生労働大臣が定める患

者の場合 

(1) 単一建物診療患者１人 

●点 

(2) 単一建物診療患者２人以上 

●点 

３ 精神科在宅患者支援管理料３ 

イ 単一建物診療患者１人  ●点 

ロ 単一建物診療患者２人以上  

●点 

注１ １については、在宅で療養を

行っている通院が困難な患者に

対して、当該保険医療機関（別

に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出たものに

限る。）の精神科の医師等が、

当該患者又はその家族の同意を

得て、計画的な医学管理の下

に、定期的な訪問診療又は訪問

診療及び訪問看護を行っている

場合（イについては週２回以

上、ロについては月２回以上行

っている場合に限る。）に、単

一建物診療患者の人数に従い、

初回算定日の属する月を含めて

６月を限度として、月１回に限

り算定する。 

 

２ １のハについては、在宅で療

養を行っている通院が困難な患

者に対して、当該保険医療機関

（別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出たも

のに限る。）の精神科の医師等

が、当該患者又はその家族の同

意を得て、計画的な医学管理の

下に、定期的な訪問診療又は訪

問診療及び訪問看護を行ってい

る場合に、単一建物診療患者の

人数に従い、当該患者１人につ

き月１回に限り算定する。 
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２ ２については、在宅で療養を

行っている通院が困難な患者に

対して、当該保険医療機関（別

に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出たものに

限る。）の精神科の医師等が当

該保険医療機関とは別の訪問看

護ステーションの保健師、看護

師、准看護師又は作業療法士と

連携し、患者又はその家族の同

意を得て、計画的な医学管理の

下に、定期的な訪問診療を行っ

ている場合（イについては当該

別の訪問看護ステーションが週

２回以上、ロについては当該別

の訪問看護ステーションが月２

回以上の訪問看護を行っている

場合に限る。）に、単一建物診

療患者の人数に従い、当該患者

１人につき月１回に限り算定す

る。ただし、イについては、６

月を限度として算定する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 「１」のロ及び「２」のロにつ

３ ２については、在宅で療養を

行っている通院が困難な患者に

対して、当該保険医療機関（別

に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出たものに

限る。）の精神科の医師等が当

該保険医療機関とは別の訪問看

護ステーションの保健師、看護

師、准看護師又は作業療法士と

連携し、患者又はその家族の同

意を得て、計画的な医学管理の

下に、定期的な訪問診療を行っ

ている場合（イについては当該

別の訪問看護ステーションが週

２回以上、ロについては当該別

の訪問看護ステーションが月２

回以上の訪問看護を行っている

場合に限る。）に、単一建物診

療患者の人数に従い、初回算定

日の属する月を含めて６月を限

度として、月１回に限り算定す

る。 

４ ３については、在宅で療養を

行っている通院が困難な患者で

あって、精神科在宅患者支援管

理料１又は２を算定した患者で

あって、引き続き訪問診療が必

要な患者に対して、当該保険医

療機関（別に厚生労働大臣が定

める施設基準に適合しているも

のとして地方厚生局長等に届け

出たものに限る。）の精神科の

医師等が、当該患者又はその家

族等の同意を得て、計画的な医

学管理の下に、月１回以上の定

期的な訪問診療を行っている場

合に、単一建物診療患者の人数

に従い、精神科在宅患者支援管

理料１又は２の初回算定日の属

する月を含めて２年を限度とし

て、月１回に限り算定する。た

だし、１又は２を算定した月に

は、３を算定することはできな

い。 

 

(3) 「１」のロ及び「２」のロにつ



146 

 

いては、(2)のア又はイに該当する

患者について算定できる。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 「１」のイ及び「２」のイは、

以下の全てを実施する場合に算定

する。 

ウ (5)のアに規定する専任のチー

ムが週１回以上一堂に会しカン

ファレンスを行うこと。うち、

月１回以上は保健所又は精神保

健福祉センター等と共同して会

議を開催すること。ただし、当

該保健所又は精神保健福祉セン

ター等の都合により当該保健所

又は精神保健福祉センター等が

カンファレンスに参加できなか

った場合は、参加できなかった

理由を診療報酬明細書の摘要欄

に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 「１」のロ及び「２」のロは、

(5)のアに加え、以下の全てを実施

する場合に算定する。 

イ (5)のアに規定する専任のチー

いては、(2)のア又はイに該当する

患者について、初回の算定日から

起算して６月以内に限り、月に１

回に限り算定すること。 

(4) 「３」については、以下のいず

れかに該当する患者に限り算定す

ること。 

ア 「１」のイ又は「２」のイを

算定した患者であって、当該管

理料の算定を開始した月から、

６月を経過した患者 

イ 「１」のロ又は「２」のロを

前月に算定した患者であって、

引き続き訪問診療が必要な患者 

(6) 「１」のイ及び「２」のイは、

以下の全てを実施する場合に算定

すること。 

ウ (6)のアに規定する専任のチー

ムが週１回以上一堂に会しカン

ファレンス（以下「チームカン

ファレンス」という。）を行う

こと。うち、２月に１回以上は

保健所又は精神保健福祉センタ

ー等と共同して会議（以下「共

同カンファレンス」という。）

を開催すること。ただし、当該

保健所又は精神保健福祉センタ

ー等の都合により当該保健所又

は精神保健福祉センター等が共

同カンファレンスに参加できな

かった場合は、参加できなかっ

た理由を診療報酬明細書の摘要

欄に記載すること。なお、共同

カンファレンスについては、初

回は対面で行うこと。２回目以

降について、対面で実施するこ

とができない場合は、関係者の

うちいずれかがリアルタイムで

の画像を介したコミュニケーシ

ョン（以下この区分において、

「ビデオ通話」という。）が可

能な機器を用いて参加した場合

でも算定可能である。 

(7) 「１」のロ及び「２」のロは、

(6)のアに加え、以下の全てを実施

する場合に算定すること。 

イ (6)のアに規定する専任のチー
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ム及び保健所又は精神保健福祉

センター等と共同して月１回以

上一堂に会しカンファレンスを

行うこと。ただし、当該保健所

又は精神保健福祉センター等の

都合により当該保健所又は精神

保健福祉センター等がカンファ

レンスに参加できなかった場合

は、参加できなかった理由を診

療報酬明細書の摘要欄に記載す

ること。 

(8) 精神科在宅患者支援管理料２の

イにおける(5)のウに規定するカン

ファレンスは、(5)のアに規定する

関係者全員が一堂に会し実施する

ことが原則であるが、やむを得な

い事情により関係者全員が一堂に

会し実施することができない場合

は、以下のア及びイを満たすとき

に限り、関係者のうちいずれかが

リアルタイムでの画像を介したコ

ミュニケーション（以下この区分

において、「ビデオ通話」とい

う。）が可能な機器を用いて参加

した場合でも算定可能である。 

ア (5)のアに規定するチームの構

成員全員が、月１回以上当該患

者に対するカンファレンスに対

面で参加しているとき 

イ 保健所又は精神保健福祉セン

ター等と共同して会議を行う時

に、(5)のアに規定する関係者全

員が一堂に会すること 

(9) また、精神科在宅患者支援管理

料２のイにおける(5)のアに規定す

る関係者のうちいずれかが「基本

診療料の施設基準等及びその届出

に関する手続きの取扱いについて

（平成30年３月５日保医発0305第

２号）」の「別添３」の「別紙

２」に掲げる医療を提供している

が医療資源の少ない地域に属する

保険医療機関（特定機能病院、許

可病床数が400床以上の病院、DPC

対象病院及び一般病棟入院基本料

に係る届出において急性期一般入

院料１のみを届け出ている病院を

ムが月１回以上一堂に会しチー

ムカンファレンスを行い、その

都度、保健所又は精神保健セン

ター等にチームカンファレンス

の結果を文書により情報提供す

ること。必要に応じて共同カン

ファレンスを行うこと。なお、

共同カンファレンスについて

は、ビデオ通話を用いて参加す

ることもできる。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



148 

 

除く。）等の場合においては、関

係者全員が一堂に会し当該患者に

関するカンファレンスを１回以上

実施した後は、関係者のうちいず

れかがビデオ通話が可能な機器を

用いて参加した場合でも算定可能

である。 

(10)精神科在宅患者支援管理料２の

ロにおける(6)のイに規定するカン

ファレンスは、(5)のアに規定する

関係者全員が一堂に会し実施する

ことが原則であるが、やむを得な

い事情により関係者全員が一堂に

会し実施することができない場合

は、関係者全員が６月に１回以上

の頻度で一堂に会し対面で当該患

者に対するカンファレンスを実施

しているときに限り、関係者のう

ちいずれかがビデオ通話が可能な

機器を用いて参加した場合でも算

定可能である。 

 

［施設基準］ 

(1) 精神科在宅患者支援管理料１の

イ及びロ並びに精神科在宅患者支

援管理料２の施設基準 

 

イ 当該保険医療機関内に精神科

の常勤医師、常勤の精神保健福

祉士及び作業療法士が適切に配

置されていること。 

ロ 当該保険医療機関において、

又は訪問看護ステーションとの

連携により訪問看護の提供が可

能な体制を確保していること。 

ハ 患者に対して計画的かつ継続

的な医療を提供できる体制が確

保されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(1) 精神科在宅患者支援管理料１の

イ及びロ、精神科在宅患者支援管

理料２並びに精神科在宅患者支援

管理料３の施設基準 

イ 当該保険医療機関内に精神科

の常勤医師、常勤の精神保健福

祉士及び作業療法士が適切に配

置されていること。 

ロ 当該保険医療機関において、

又は訪問看護ステーションとの

連携により訪問看護の提供が可

能な体制を確保していること。 

ハ 患者に対して計画的かつ継続

的な医療を提供できる体制が確

保されていること。 

 

３．訪問看護療養費における精神科複数回訪問加算及び精神科重症患者

支援管理連携加算について、精神科在宅患者支援管理料の見直しにあ

わせて以下の取扱いとする。 

 
現 行 改定案 

【精神科複数回訪問加算（精神科訪

問看護基本療養費）】 

【精神科複数回訪問加算（精神科訪

問看護基本療養費）】 
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［算定要件］ 

注10 １及び３については、別に厚

生労働大臣が定める基準に適合

しているものとして地方厚生局

長等に届け出た訪問看護ステー

ションの保健師等が、医科点数

表の区分番号Ｉ０１６に掲げる

精神科在宅患者支援管理料１

（ハを除く。）又は２を算定す

る利用者に対して、その主治医

の指示に基づき、１日に２回又

は３回以上指定訪問看護を行っ

た場合は、精神科複数回訪問加

算として、それぞれ4,500円又は

8,000円を所定額に加算する。 

 

 

 

 

 

【精神科重症患者支援管理連携加算

（訪問看護管理療養費）】 

［算定要件］ 

（略） 

［算定要件］ 

注10 １及び３については、別に厚

生労働大臣が定める基準に適合

しているものとして地方厚生局

長等に届け出た訪問看護ステー

ションの保健師等が、医科点数

表の区分番号Ｉ０１６に掲げる

精神科在宅患者支援管理料を算

定する利用者に対して、その主

治医の指示に基づき、１日に２

回又は３回以上指定訪問看護を

行った場合は、精神科複数回訪

問加算として、それぞれ4,500円

又は8,000円を所定額に加算す

る。 

 

※ 精神科訪問看護・指導料におけ

る精神科複数回訪問加算について

も同様。 

 

【精神科重症患者支援管理連携加算

（訪問看護管理療養費）】 

［算定要件］ 

（略） 

 

※ チームカンファレンス及び共同

カンファレンスの要件について、

精神科在宅患者支援管理料と同様

に見直す。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －④】 

④ 地域移行機能強化病棟の継続と要件の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神病棟の長期入院患者の地域移行を推進するため、地域移行機能強

化病棟入院料について、当該入院料に係る実績等を踏まえ、届出期間の

延長と要件の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．地域移行機能強化病棟入院料について、当該入院料の算定に当たっ

て要件となっている許可病床数に係る平均入院患者数の割合を見直す

とともに、長期入院患者の退院実績に係る要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【地域移行機能強化病棟】 

［施設基準］ 

(14)届出時点で、次のいずれの要件

も満たしていること。 

ア 届出前月に、以下の（イ）又

は（ロ）いずれか小さい値を

（ハ）で除して算出される数値

が0.9以上であること。なお、届

出に先立ち精神病床の許可病床

数を減少させることにより0.9以

上としても差し支えないこと。 

 

（イ）届出前月の当該保険医療機

関全体の精神病棟における平

均入院患者数 

（ロ）届出前１年間の当該保険医

療機関全体の精神病棟におけ

る平均入院患者数 

（ハ）届出前月末日時点での精神

病床に係る許可病床数 

イ 以下の式で算出される数値が

1.5％以上であること。なお、自

宅等への退院とは、患家、介護

老人保健施設又は精神障害者施

設へ移行することをいう。ここ

でいう「患家」とは、退院先の

うち、同一の保険医療機関の当

【地域移行機能強化病棟】 

［施設基準］ 

(14)届出時点で、次のいずれの要件

も満たしていること。 

ア 届出前月に、以下の（イ）又

は（ロ）いずれか小さい値を

（ハ）で除して算出される数値

が0.85以上であること。なお、

届出に先立ち精神病床の許可病

床数を減少させることにより

0.85以上としても差し支えない

こと。 

（イ）届出前月の当該保険医療機

関全体の精神病棟における平

均入院患者数 

（ロ）届出前１年間の当該保険医

療機関全体の精神病棟におけ

る平均入院患者数 

（ハ）届出前月末日時点での精神

病床に係る許可病床数 

イ 以下の式で算出される数値が

2.4％以上であること。なお、自

宅等への退院とは、患家、介護

老人保健施設又は精神障害者施

設へ移行することをいう。ここ

でいう「患家」とは、退院先の

うち、同一の保険医療機関の当
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該入院料に係る病棟以外の病棟

へ転棟した場合、他の保険医療

機関へ転院した場合及び介護老

人保健施設に入所した場合を除

いたものをいう。 

当該保険医療機関に１年以上

入院していた患者のうち、当該

病棟から自宅等に退院した患者

の数の１か月当たりの平均（届

出の前月までの３か月間におけ

る平均）÷当該病棟の届出病床

数×100（％） 

(15)算定開始以降、各月末時点で、

以下の式で算出される数値が1.5％

以上であること。 

当該保険医療機関に１年以上入

院していた患者のうち、算定開始

以降に当該病棟から自宅等に退院

した患者数の１か月当たりの平均

（地域移行機能強化病棟入院料を

算定した全期間における平均）÷

当該病棟の届出病床数×100（％） 

(16)算定開始以降、１年ごとに１回

以上、当該保険医療機関全体の精

神病床について、当該保険医療機

関の所在する都道府県に許可病床

数変更の許可申請を行っているこ

と。算定開始月の翌年以降の同じ

月における許可病床数は、以下の

式で算出される数値以下であるこ

と。 

届出前月末日時点での精神病床

の許可病床数－（当該病棟の届出

病床数の５分の１×当該病棟の算

定年数） 

(17)地域移行機能強化病棟入院料に

係る届出を取り下げる際には、許

可病床数が以下の式で算出される

数値以下であること。 

届出前月末日時点での精神病床

の許可病床数－（当該病棟の届出

病床数の５分の１×当該病棟の算

定月数÷12） 

（新設） 

該入院料に係る病棟以外の病棟

へ転棟した場合、他の保険医療

機関へ転院した場合及び介護老

人保健施設に入所した場合を除

いたものをいう。 

当該保険医療機関に１年以上

入院していた患者のうち、当該

病棟から自宅等に退院した患者

の数の１か月当たりの平均（届

出の前月までの３か月間におけ

る平均）÷当該病棟の届出病床

数×100（％） 

(15)算定開始以降、各月末時点で、

以下の式で算出される数値が2.4％

以上であること。 

当該保険医療機関に１年以上入

院していた患者のうち、算定開始

以降に当該病棟から自宅等に退院

した患者数の１か月当たりの平均

（地域移行機能強化病棟入院料を

算定した全期間における平均）÷

当該病棟の届出病床数×100（％） 

(16)算定開始以降、１年ごとに１回

以上、当該保険医療機関全体の精

神病床について、当該保険医療機

関の所在する都道府県に許可病床

数変更の許可申請を行っているこ

と。算定開始月の翌年以降の同じ

月における許可病床数は、以下の

式で算出される数値以下であるこ

と。 

届出前月末日時点での精神病床

の許可病床数－（当該病棟の届出

病床数の30％×当該病棟の算定年

数） 

(17)地域移行機能強化病棟入院料に

係る届出を取り下げる際には、許

可病床数が以下の式で算出される

数値以下であること。 

届出前月末日時点での精神病床

の許可病床数－（当該病棟の届出

病床数の30％×当該病棟の算定月

数÷12） 

(18)地域移行機能強化病棟入院料に

係る届出を取り下げた後、再度地

域移行機能強化病棟入院料を届け

出る場合には、今回届出前月末日
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時点での精神病床の許可病床数

が、直近の届出を取り下げた時点

の精神病床の許可病床数以下であ

ること。 

 

２．当該病棟において、専従の精神保健福祉士の配置に係る要件を緩和

する。 

 
現 行 改定案 

【地域移行機能強化病棟】 

［施設基準］ 

二十 地域移行機能強化病棟入院料

の施設基準等 

(1) 地域移行機能強化病棟入院料

の施設基準 

ト 当該病棟に専従の精神保健

福祉士が二名以上（入院患者

数が四十を超える場合は三名

以上）配置されていること。 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(8) 当該病棟に２名以上（入院患者

の数が40を超える場合は３名以

上）の専従の常勤精神保健福祉士

が配置されていること。ただし、

当該病棟の入院患者の数が40を超

える場合であって、身体合併症等

を有する患者の退院支援業務のた

めに必要な場合には、２名の専従

の常勤精神保健福祉士と、１名の

専従の常勤社会福祉士が配置され

ていればよいこと。 

【地域移行機能強化病棟】 

［施設基準］ 

二十 地域移行機能強化病棟入院料

の施設基準等 

(1) 地域移行機能強化病棟入院料

の施設基準 

ト 当該病棟に専従の常勤の精

神保健福祉士が一名以上配置

されており、かつ、当該病棟

に専任の常勤の精神保健福祉

士が一名以上（入院患者数が

四十を超える場合は二名以

上）配置されていること。 

 

［施設基準］ 

(8) 当該病棟に１名以上の専従の常

勤精神保健福祉士及び専任の常勤

精神保健福祉士１名以上（入院患

者の数が40を超える場合は２名以

上）が配置されていること。ただ

し、当該病棟の入院患者の数が40

を超える場合であって、身体合併

症等を有する患者の退院支援業務

のために必要な場合には、１名の

専従の常勤精神保健福祉士及び１

名の専任の常勤精神保健福祉士

と、１名の専任の常勤社会福祉士

が配置されていればよいこと。 

 

３．地域移行機能強化病棟入院料については、令和２年３月３１日まで

に届け出ることとしているところ、令和６年３月３１日までに延長す

る。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑤】 

⑤ 精神科急性期医師配置加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神科急性期治療病棟入院料における精神科急性期医師配置加算につ

いて、実績に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

精神科急性期治療病棟入院料１における精神科急性期医師配置加算に

ついて、現行の要件である新規入院患者の自宅等への移行率に加えて、

クロザピンを新規に導入した患者数の実績によって、３つの類型に分け

て評価する。 

 
現 行 改定案 

【精神科急性期医師配置加算】 

精神科急性期医師配置加算（１日に

つき）           500点 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た病棟に入

院している患者（第１節の入院基

本料（特別入院基本料等を除

く。）又は第３節の特定入院料の

うち、精神科急性期医師配置加算

を算定できるものを現に算定して

いる患者に限る。）について、所

定点数に加算する。 

 

【精神科急性期医師配置加算】 

精神科急性期医師配置加算（１日に

つき） 

１ 精神科急性期医師配置加算１ 

●点 

２ 精神科急性期医師配置加算２ 

イ 精神病棟入院基本料等の場

合           ●点 

ロ 精神科急性期治療病棟入院

料の場合        ●点 

３ 精神科急性期医師配置加算３ 

●点 

 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た病棟に入

院している患者（第１節の入院基

本料（特別入院基本料等を除

く。）又は第３節の特定入院料の

うち、精神科急性期医師配置加算

を算定できるものを現に算定して

いる患者に限る。）について、当

該基準に係る区分に従い、所定点

数に加算する。 
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【精神科急性期医師配置加算】 

［算定要件］ 

精神科急性期医師配置加算は、精

神症状とともに身体疾患又は外傷を

有する患者の入院医療体制を確保し

ている保険医療機関の精神病棟や、

急性期の精神疾患患者に密度の高い

入院医療を提供する精神病棟におい

て、医師を手厚く配置することを評

価したものである。 

 

 

 

【精神科急性期医師配置加算】 

［施設基準］ 

三十五の九 精神科急性期医師配置

加算の施設基準 

(1) 当該病棟において、常勤の医

師は、当該病棟の入院患者の数

が十六又はその端数を増すごと

に一以上配置されていること。 

ロ 次のいずれも満たしている

こと。 

① 精神科救急医療に係る実

績を相当程度有する保険医

療機関であること。 

（新設） 

 

 

 

② 精神科急性期治療病棟入

院料１を算定する精神病棟

であること。 

(2) 以下のいずれかに該当する精

神病棟であること。 

イ 次のいずれも満たしている

こと。 

① 精神病棟入院基本料（十

対一入院基本料又は十三対

一入院基本料に限る。）又

は特定機能病院入院基本料

を算定する精神病棟（七対

一入院基本料、十対一入院

基本料又は十三対一入院基

【精神科急性期医師配置加算】 

［算定要件］ 

精神科急性期医師配置加算は、精

神症状とともに身体疾患又は外傷を

有する患者の入院医療体制を確保し

ている保険医療機関の精神病棟や、

急性期の精神疾患患者及び治療抵抗

性統合失調症患者（クロザピンの新

規導入を目的とした患者に限る。）

に密度の高い入院医療を提供する精

神病棟において、医師を手厚く配置

することを評価したものである。 

 

【精神科急性期医師配置加算】 

［施設基準］ 

三十五の九 精神科急性期医師配置

加算の施設基準 

(1) 当該病棟において、常勤の医

師は、当該病棟の入院患者の数

が十六又はその端数を増すごと

に一以上配置されていること。 

(2) 精神科急性期医師配置加算１

の施設基準 

① 精神科救急医療に係る実績

を相当程度有していること。 

 

② 直近1年間に当該病棟におい

てクロザピンを新規に導入し

た実績を相当程度有している

こと。 

③ 精神科急性期治療病棟入院

料１を算定する精神病棟であ

ること。 

(3) 精神科急性期医師配置加算２

のイの施設基準 

 

 

① 精神病棟入院基本料（十対

一入院基本料又は十三対一入

院基本料に限る。）又は特定

機能病院入院基本料を算定す

る精神病棟（七対一入院基本

料、十対一入院基本料又は十

三対一入院基本料に限る。）
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本料に限る。）であるこ

と。 

② 精神障害者であって身体

疾患を有する患者に対する

急性期治療を行うにつき十

分な体制を有する保険医療

機関の精神病棟であるこ

と。 

③ 許可病床（精神病床を除

く。）の数が百床（別表第

六の二に掲げる地域に所在

する保険医療機関にあって

は八十床）以上の病院であ

ること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

１ 精神科急性期医師配置加算に関

する施設基準 

(1) 当該病棟における常勤の医師

は、当該病棟の入院患者の数が

16又はその端数を増すごとに１

以上配置されていること。な

お、当該病棟における常勤の医

師は、他の病棟に配置される医

師と兼任はできない。 

（新設） 

であること。 

 

② 精神障害者であって身体疾

患を有する患者に対する急性

期治療を行うにつき十分な体

制を有する保険医療機関の精

神病棟であること。 

 

③ 許可病床（精神病床を除

く。）の数が百床（別表第六

の二に掲げる地域に所在する

保険医療機関にあっては八十

床）以上の病院であること。 

 

(4) 精神科急性期医師配置加算２

のロの施設基準 

① 精神科救急医療に係る実績

を相当程度有していること。 

② 精神科急性期治療病棟入院

料１を算定する精神病棟であ

ること。 

(5) 精神科急性期医師配置加算３

の施設基準 

① 精神科救急医療に係る実績

を一定程度有していること。 

② 直近1年間に当該病棟におい

てクロザピンを新規に導入し

た実績を一定程度有している

こと 

③ 精神科急性期治療病棟入院

料１を算定する精神病棟であ

ること。 

 

［施設基準］ 

１ 通則 

 

当該病棟における常勤の医師

は、当該病棟の入院患者の数が16

又はその端数を増すごとに１以上

配置されていること。なお、当該

病棟における常勤の医師は、他の

病棟に配置される医師と兼任はで

きない。 

２ 精神科急性期医師配置加算１に
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ア 措置入院患者、鑑定入院患者

及び医療観察法入院の決定を受

けた者（以下「医療観察法入院

患者」という。）を除いた新規

入院患者のうち６割以上が入院

日から起算して３月以内に退院

し、自宅等へ移行すること。

「自宅等へ移行する」とは、患

家、介護老人保健施設又は精神

障害者施設へ移行することであ

る。なお、ここでいう「患家」

とは、退院先のうち、同一の保

険医療機関の当該入院料に係る

病棟以外の病棟へ転棟した場

合、他の保険医療機関へ転院し

た場合及び介護老人保健施設に

入所した場合を除いたものをい

う。また、退院後に、医科点数

表第１章第２部通則５の規定に

より入院期間が通算される再入

院をした場合は、移行した者と

して計上しない。 

（新設） 

 

 

イ 精神疾患に係る時間外、休日

又は深夜における外来診療（電

話等再診を除く。）件数が年間

20件以上であり、かつ、入院件

数が年間８件以上であること。 

（新設） 

 

ア 精神病床を除く当該保険医療

機関全体の許可病床数が100 床

（「基本診療料の施設基準等」

別表第６の２に掲げる地域に所

在する保険医療機関にあっては

80 床）以上であって、内科、外

科、耳鼻科、眼科、整形外科及

び精神科を標榜する保険医療機

関であること。 

イ 当該保険医療機関の精神病床

に係る許可病床数が当該保険医

関する基準 

(1) 措置入院患者、鑑定入院患者

及び医療観察法入院の決定を受

けた者（以下「医療観察法入院

患者」という。）を除いた新規入

院患者のうち６割以上が入院日

から起算して３月以内に退院

し、自宅等へ移行すること。「自

宅等へ移行する」とは、患家、

介護老人保健施設又は精神障害

者施設へ移行することである。

なお、ここでいう「患家」と

は、退院先のうち、同一の保険

医療機関の当該入院料に係る病

棟以外の病棟へ転倒した場合、

他の保険医療機関へ転院した場

合及び介護老人保健施設に入所

した場合を除いたものをいう。

また、退院後に、医科点数表第

１章第２部通則５の規定により

入院期間が通算される再入院を

した場合は、移行した者として

計上しない。 

(2) 直近１年間に当該病棟におい

てクロザピンを新規に導入した

実績が６件以上であること。 

(3) 精神疾患に係る時間外、休日

又は深夜における外来診療（電

話等再診を除く。）件数が年間20 

件以上であり、かつ、入院件数

が年間８件以上であること。 

３ 精神科急性期医師配置加算２の

イに関する施設基準 

(1) 精神病床を除く当該保険医療

機関全体の許可病床数が100 床

（「基本診療料の施設基準等」別

表第６の２に掲げる地域に所在

する保険医療機関にあっては80 

床）以上であって、内科、外

科、耳鼻科、眼科、整形外科及

び精神科を標榜する保険医療機

関であること。 

(2) 当該保険医療機関の精神病床

に係る許可病床数が当該保険医
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療機関全体の許可病床数の50％

未満かつ届出を行っている精神

病棟が２病棟以下であること。 

ウ 24 時間の救急医療提供とし

て、以下のいずれかを満たして

いる保険医療機関であること。 

（イ）「救急医療対策事業実施要

綱」に定める第２「入院を要

する（第二次）救急医療体

制」、第３「救命救急センタ

ー」、第４「高度救命救急セ

ンター」又は「周産期医療の

体制構築に係る指針」に規定

する総合周産期母子医療セン

ターを設置している保険医療

機関 

（ロ）（イ）と同様に24 時間の救

急患者を受け入れている保険

医療機関 

エ 区分番号「Ａ２３０－４」精

神科リエゾンチーム加算に係る

届出を行っていること。 

オ 当該病棟の直近３か月間の新

規入院患者の５％以上が入院時

に区分番号「Ａ２３０－３」精

神科身体合併症管理加算の対象

となる患者であること。 

カ 当該保険医療機関の精神科医

が、救急用の自動車（消防法及

び消防法施行令に規定する市町

村又は都道府県の救急業務を行

うための救急隊の救急自動車並

びに道路交通法及び道路交通法

施行令に規定する緊急自動車

（傷病者の緊急搬送に用いるも

のに限る。）をいう。）又は救

急医療用ヘリコプターを用いた

救急医療の確保に関する特別措

置法第２条に規定する救急医療

用ヘリコプターにより搬送され

た患者であって、身体疾患又は

負傷とともに精神疾患又はせん

妄・抑うつを有する者を速やか

に診療できる体制を有し、当該

療機関全体の許可病床数の50％

未満かつ届出を行っている精神

病棟が２病棟以下であること。 

(3) 24時間の救急医療提供とし

て、以下のいずれかを満たして

いる保険医療機関であること。 

（イ）「救急医療対策事業実施要

綱」に定める第２「入院を要

する（第二次）救急医療体

制」、第３「救命救急センタ

ー」、第４「高度救命救急セン

ター」又は「周産期医療の体

制構築に係る指針」に規定す

る総合周産期母子医療センタ

ーを設置している保険医療機

関 

（ロ）（イ）と同様に24 時間の救  

急患者を受け入れている保険

医療機関 

(4) 区分番号「Ａ２３０－４」精

神科リエゾンチーム加算に係る

届出を行っていること。 

(5) 当該病棟の直近３か月間の新

規入院患者の５％以上が入院時

に区分番号「Ａ２３０－３」精

神科身体合併症管理加算の対象

となる患者であること。 

(6) 当該保険医療機関の精神科医

が、救急用の自動車（消防法及

び消防法施行令に規定する市町

村又は都道府県の救急業務を行

うための救急隊の救急自動車並

びに道路交通法及び道路交通法

施行令に規定する緊急自動車

（傷病者の緊急搬送に用いるも

のに限る。）をいう。）又は救急

医療用ヘリコプターを用いた救

急医療の確保に関する特別措置

法第２条に規定する救急医療用

ヘリコプターにより搬送された

患者であって、身体疾患又は負

傷とともに精神疾患又はせん

妄・抑うつを有する者を速やか

に診療できる体制を有し、当該
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保険医療機関到着後12時間以内

に毎月５人以上（直近３か月間

の平均）診察していること。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

保険医療機関到着後12時間以内

に毎月５人以上（直近３か月間

の平均）診察していること。 

４ 精神科急性期医師配置加算２の

ロに関する施設基準 

２の(1)及び(3)を満たすもので

あること。 

５ 精神科急性期医師配置加算３に

関する施設基準 

(1) 措置入院患者、鑑定入院患者

及び医療観察法入院の決定を受

けた者（以下「医療観察法入院

患者」という。）を除いた新規入

院患者のうち４割以上が入院日

から起算して３月以内に退院

し、自宅等へ移行すること。な

お、当該要件にかかる留意点に

ついては２の(1)と同様であるこ

と。 

(2) 直近１年間に当該病棟におい

てクロザピンを新規に導入した

実績が３件以上であること。 

(3) 精神疾患に係る時間外、休日

又は深夜における外来診療（電

話等再診を除く。）件数が年間20 

件以上であり、かつ、入院件数

が年間８件以上であること。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑥】 

⑥ 精神療養病棟入院料等における 

持続性抗精神病注射薬剤の取り扱いの見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神病棟からの地域移行・地域定着支援を推進する観点から、精神療

養病棟入院料等における持続性抗精神病注射薬剤に係る薬剤料及び管理

料の取扱について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院料、精神科救急・合

併症入院料、精神療養病棟入院料及び地域移行機能強化病棟入院料に

ついて、持続性抗精神病注射薬剤に係る薬剤料の包括範囲を見直す。 

 
現 行 改定案 

［施設基準］ 

【別表第五の一の四】 
精神科救急入院料、精神科急性期

治療病棟入院料及び精神科救急・合

併症入院料の除外薬剤・注射薬 
クロザピン（治療抵抗性統合失調

症治療指導管理料を算定している

ものに対して投与された場合に限

る。） 

（新設） 

 

 

 

【別表第五の一の五】 
精神療養病棟入院料及び地域移行

機能強化病棟入院料の除外薬剤・注

射薬 
インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎

又はＣ型肝炎の効能若しくは効果

を有するものに限る。） 
抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型

肝炎の効能若しくは効果を有する

もの及び後天性免疫不全症候群又

［施設基準］ 

【別表第五の一の四】 
精神科救急入院料、精神科急性期

治療病棟入院料及び精神科救急・合

併症入院料の除外薬剤・注射薬 
クロザピン（治療抵抗性統合失調

症治療指導管理料を算定している

ものに対して投与された場合に限

る。） 

持続性抗精神病注射薬剤（投与開

始日から60日以内に投与された場

合に限る。） 
 

【別表第五の一の五】 
精神療養病棟入院料及び地域移行

機能強化病棟入院料の除外薬剤・注

射薬 
インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎

又はＣ型肝炎の効能若しくは効果

を有するものに限る。） 
抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型

肝炎の効能若しくは効果を有する

もの及び後天性免疫不全症候群又
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はＨＩＶ感染症の効能若しくは効

果を有するものに限る。） 
血友病の治療に係る血液凝固因子

製剤及び血液凝固因子抗体迂回活

性複合体 
クロザピン（治療抵抗性統合失調

症治療指導管理料を算定している

ものに対して投与された場合に限

る。） 

（新設） 

はＨＩＶ感染症の効能若しくは効

果を有するものに限る。） 
血友病の治療に係る血液凝固因子

製剤及び血液凝固因子抗体迂回活

性複合体 
クロザピン（治療抵抗性統合失調

症治療指導管理料を算定している

ものに対して投与された場合に限

る。） 

持続性抗精神病注射薬剤（投与開

始日から60日以内に投与された場

合に限る。） 

 

２．持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料について、入院中の患者に

対しても算定可能とする。 

 
現 行 改定案 

【抗精神病特定薬剤治療指導管理

料】 

［算定要件］ 

１ 持続性抗精神病注射薬剤治療指

導管理料         250点 

 

 

２ 治療抵抗性統合失調症治療指導

管理料          500点 

 

注１ １については、持続性抗精神

病注射薬剤を投与している入院

中の患者以外の統合失調症患者

に対して、計画的な医学管理を

継続して行い、かつ、療養上必

要な指導を行った場合に、月１

回に限り、当該薬剤を投与した

ときに算定する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

【抗精神病特定薬剤治療指導管理

料】 

［算定要件］ 

１ 持続性抗精神病注射薬剤治療指

導管理料          ●点 

イ 入院中の患者 

ロ 入院中の患者以外 

２ 治療抵抗性統合失調症治療指導

管理料           ●点 

 

注１ １のイについては、持続性抗

精神病注射薬剤を投与している

入院中の統合失調症患者に対し

て、計画的な医学管理を継続し

て行い、かつ、療養上必要な指

導を行った場合に、当該薬剤の

投与開始日の属する月及びその

翌月にそれぞれ１回に限り、当

該薬剤を投与したときに算定す

る。 

２ １のロについては、持続性抗

精神病注射薬剤を投与している

入院中の患者以外の統合失調症

患者に対して、計画的な医学管

理を継続して行い、かつ、療養

上必要な指導を行った場合に、

月１回に限り、当該薬剤を投与
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 抗精神病特定薬剤治療指導管理

料の「１」持続性抗精神病注射薬

剤治療指導管理料は、精神科を標

榜する保険医療機関において、精

神科を担当する医師が、持続性抗

精神病注射薬剤を投与している入

院中の患者以外の統合失調症患者

に対して、計画的な治療管理を継

続して行い、かつ、当該薬剤の効

果及び副作用に関する説明を含

め、療養上必要な指導を行った場

合に、月１回に限り、当該薬剤を

投与した日に算定する。 

したときに算定する。 

(1) 抗精神病特定薬剤治療指導管理

料の「１」のイは、精神科を標榜

する保険医療機関において、精神

科を担当する医師が、持続性抗精

神病注射薬剤を投与している入院

中の統合失調症患者に対して、計

画的な治療管理を継続して行い、

かつ、当該薬剤の効果及び副作用

に関する説明を含め、療養上必要

な指導を行った場合に、当該薬剤

の投与開始日の属する月及びその

翌月にそれぞれ１回に限り、当該

薬剤を投与したときに算定する。 

(2) 抗精神病特定薬剤治療指導管理

料の「１」のロは、精神科を標榜

する保険医療機関において、精神

科を担当する医師が、持続性抗精

神病注射薬剤を投与している入院

中の患者以外の統合失調症患者に

対して、計画的な治療管理を継続

して行い、かつ、当該薬剤の効果

及び副作用に関する説明を含め、

療養上必要な指導を行った場合

に、月１回に限り、当該薬剤を投

与した日に算定する。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑦】 

⑦ 精神科急性期病棟における 

クロザピンの普及推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神科の急性期治療を担う病棟の入院料について、クロザピンを新規

に導入する患者の転棟に係る要件及び自宅等への移行実績に係る要件を

見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．クロザピンを新規に導入することを目的として転棟する患者につい

て、精神科救急入院料、精神科救急・合併症入院料を算定できるよう

見直し、また、精神科急性期治療病棟入院料を算定できる期間につい

ても見直す。 

 
現 行 改定案 

【精神科救急入院料】 

［算定要件］ 

(1) 精神科救急入院料の算定対象と

なる患者は、次のア又はイに該当

する患者（以下この項において

「新規患者」という。）であるこ

と。 

ア 措置入院患者、緊急措置入院

患者又は応急入院患者 

イ ア以外の患者であって、当該

病棟に入院する前３か月におい

て保険医療機関（当該病棟を有

する保険医療機関を含む。）の

精神病棟に入院（心神喪失等の

状態で重大な他害行為を行った

者の医療及び観察等に関する法

律（平成15年法律第110号）第42

条第１項第１号又は第61条第１

項第１号に規定する同法による

入院（医療観察法入院）を除

く。）したことがない患者のう

ち、入院基本料の入院期間の起

算日の取扱いにおいて、当該病

院への入院日が入院基本料の起

【精神科救急入院料】 

［算定要件］ 

(1) 精神科救急入院料の算定対象と

なる患者は、次のア又はイに該当

する患者（以下この項において

「新規患者」という。）若しくは

ウに該当する患者であること。 

ア 措置入院患者、緊急措置入院

患者又は応急入院患者 

イ ア以外の患者であって、当該

病棟に入院する前３か月におい

て保険医療機関（当該病棟を有

する保険医療機関を含む。）の

精神病棟に入院（心神喪失等の

状態で重大な他害行為を行った

者の医療及び観察等に関する法

律（平成15年法律第110号）第42

条第１項第１号又は第61条第１

項第１号に規定する同法による

入院（医療観察法入院）を除

く。）したことがない患者のう

ち、入院基本料の入院期間の起

算日の取扱いにおいて、当該病

院への入院日が入院基本料の起
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算日に当たる患者（当該病棟が

満床である等の理由により一旦

他の病棟に入院した後、入院日

を含め２日以内に当該病棟に転

棟した患者を含む。） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

(2) 当該入院料は、入院日から起算

して３月を限度として算定する。

なお、届出を行い、新たに算定を

開始することとなった日から３月

以内においては、届出の効力発生

前に当該病棟に新規入院した入院

期間が３月以内の患者を、新規患

者とみなして算定できる。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算日に当たる患者（当該病棟が

満床である等の理由により一旦

他の病棟に入院した後、入院日

を含め２日以内に当該病棟に転

棟した患者を含む。） 

ウ ア及びイにかかわらず、クロ

ザピンを新規に導入することを

目的として、当該入院料に係る

病棟を有する保険医療機関にお

いて、当該保険医療機関の他の

病棟から当該病棟に転棟した入

院患者 

(2) 新規患者については、入院日か

ら起算して３月を限度として算定

する。なお、届出を行い、新たに

算定を開始することとなった日か

ら３月以内においては、届出の効

力発生前に当該病棟に新規入院し

た入院期間が３月以内の患者を、

新規患者とみなして算定できる。 

(3) (1)のウに該当する患者について

は、当該保険医療機関の他の病棟

から転棟後、当該病棟においてク

ロザピンの投与を開始した日から

起算して３月を限度として算定す

る。ただし、クロザピンの投与を

中止した場合については、以下の

取扱いとする。 

ア クロザピンの副作用等の事由

により、投与を中止した場合

は、投与中止日から２週間まで

要件を満たすものとする。 

イ 患者事由により、投与を中止

した場合は、投与中止日まで要

件を満たすものとする。 

 

※ 精神科急性期治療病棟入院料、

精神科救急・合併症入院料につい

ても同様。 

 

２．精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院料、精神科急性期医

師配置加算及び精神科救急・合併症入院料について、クロザピンの新

規導入を目的とした入院患者を、自宅等への移行率の対象から除外す

る。 
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現 行 改定案 

【精神科救急入院料】 

［施設基準］ 

精神科救急入院料１に関する施設

基準等 

(2) 措置入院患者、鑑定入院患者及

び医療観察法入院患者を除いた新

規入院患者のうち６割以上が入院

日から起算して３月以内に退院

し、自宅等へ移行すること。「自

宅等へ移行する」とは、患家、介

護老人保健施設又は障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に規定する障害福

祉サービスを行う施設又は福祉ホ

ーム（以下「精神障害者施設」と

いう。）へ移行することである。

なお、ここでいう「患家」とは、

退院先のうち、同一の保険医療機

関の当該入院料に係る病棟以外の

病棟へ転棟した場合、他の保険医

療機関へ転院した場合及び介護老

人保健施設に入所した場合を除い

たものをいう。（以下この項にお

いて同じ。） 

 

【精神科救急入院料】 

［施設基準］ 

精神科救急入院料１に関する施設

基準等 

(2) 措置入院患者、鑑定入院患者、

医療観察法入院患者及びクロザピ

ンの新規導入を目的とした入院患

者を除いた新規入院患者のうち６

割以上が入院日から起算して３月

以内に退院し、自宅等へ移行する

こと。「自宅等へ移行する」と

は、患家、介護老人保健施設又は

障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に規

定する障害福祉サービスを行う施

設又は福祉ホーム（以下「精神障

害者施設」という。）へ移行する

ことである。なお、ここでいう

「患家」とは、退院先のうち、同

一の保険医療機関の当該入院料に

係る病棟以外の病棟へ転棟した場

合、他の保険医療機関へ転院した

場合及び介護老人保健施設に入所

した場合を除いたものをいう。

（以下この項において同じ。） 

 

※ 精神科救急入院料２、精神科急

性期治療病棟入院料、精神科急性

期治療病棟入院料を算定する病棟

における精神科急性期医師配置加

算、及び精神科救急・合併症入院

料についても同様。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑧】 

⑧ 精神科救急入院料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域における精神科救急の役割等を踏まえ、精神科救急入院料につい

て、複数の病棟を届け出る場合に、病棟ごとに満たすべき要件を明確化

する。また、届出病床数の上限を超えて病床を有する場合について、経

過措置の期限を定める。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．精神科救急入院料について、複数の病棟を届け出る保険医療機関に

おいては、病棟ごとに基準を満たす必要がある旨を明確化する。 

 
現 行 改定案 

【精神科救急入院料】 

［施設基準］ 

２ 精神科救急入院料１に関する施

設基準等 

(1) 精神科救急医療体制整備事業に

おいて基幹的な役割を果たしてい

ること。具体的には、次のいずれ

も満たしていること。 

 

ア 常時精神科救急外来診療が可

能であり、精神疾患に係る時間

外、休日又は深夜における診療

（電話等再診を除く。）件数の

実績が年間150件以上、又は１の

(12)のア又はイの地域における

人口万対1.87件以上であるこ

と。そのうち初診患者（精神疾

患について過去３か月間に当該

保険医療機関に受診していない

患者）の件数が30件以上又は２

割以上であること。 

イ 精神疾患に係る時間外、休日

又は深夜における入院件数の実

績が年間40件以上又はアの地域

における人口万対0.5件以上であ

【精神科救急入院料】 

［施設基準］ 

２ 精神科救急入院料１に関する施

設基準等 

(1) 当該保険医療機関が、精神科救

急医療体制整備事業において基幹

的な役割を果たしていること。具

体的には、次のいずれも満たして

いること。 

ア 常時精神科救急外来診療が可

能であり、精神疾患に係る時間

外、休日又は深夜における診療

（電話等再診を除く。）件数の

実績が年間150件以上、又は１の

(12)のア又はイの地域における

人口１万人当たり1.87件以上で

あること。そのうち初診患者

（精神疾患について過去３か月

間に当該保険医療機関に受診し

ていない患者）の件数が30件以

上又は２割以上であること。 

イ 精神疾患に係る時間外、休日

又は深夜における入院件数の実

績が年間40件以上又はアの地域

における人口１万人当たり0.5件
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ること。そのうち８件以上又は

２割以上は、精神科救急情報セ

ンター・精神医療相談窓口（精

神科救急医療体制整備事業）、

救急医療情報センター、他の医

療機関、都道府県（政令市の地

域を含むものとする。以下この

項において同じ。）、市町村、

保健所、警察、消防（救急車）

からの依頼であること。 

 

ウ 複数の病棟において当該入院

料の届出を行う場合について

は、ア及びイに規定する年間実

績件数を当該病棟数で除して得

た数がそれぞれの基準を満たし

ていること。 

 

以上であること。そのうち８件

以上又は２割以上は、精神科救

急情報センター・精神医療相談

窓口（精神科救急医療体制整備

事業）、救急医療情報センタ

ー、他の医療機関、都道府県

（政令市の地域を含むものとす

る。以下この項において同

じ。）、市町村、保健所、警

察、消防（救急車）からの依頼

であること。 

ウ 複数の病棟において当該入院

料の届出を行う場合について

は、ア及びイの「件以上」を

「に届出病棟数を乗じた数以

上」と読み替えること。 

 

 

※ 精神科救急入院料２についても

同様。 

 

２．届出病床数の上限を超えて病床を有する場合について、経過措置の

期限を定める。 

 
現 行 改定案 

【精神科救急入院料】 

［施設基準］ 

１ 精神科救急入院料に関する施設

基準等 

(13)当該病棟の病床数は、当該病

院の精神病床数が300床以下の場

合には60床以下であり、当該病

院の精神病床数が300床を超える

場合にはその２割以下であるこ

と。ただし、平成30年３月31日

時点で、現に当該基準を超えて

病床を有する保険医療機関にあ

っては、当該時点で現に届け出

ている病床数を維持することが

できる。 

【精神科救急入院料】 

［施設基準］ 

１ 精神科救急入院料に関する施設

基準等 

(13)当該病棟の病床数は、当該病

院の精神病床数が300床以下の場

合には60床以下であり、当該病

院の精神病床数が300床を超える

場合にはその２割以下であるこ

と。ただし、平成30年３月31日

時点で、現に当該基準を超えて

病床を有する保険医療機関にあ

っては、令和●年●月●日まで

の間、当該時点で現に届け出て

いる病床数を維持することがで

きる。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑨】 

⑨ 精神疾患を有する妊産婦に対する診療の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

ハイリスク妊産婦のうち、精神病棟への入院が必要な患者についても

適切に分娩管理を行う観点から、ハイリスク分娩管理加算の対象となる

病棟を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

算定対象となる入院料として、精神病棟入院基本料及び特定機能病院

入院基本料（精神病棟）を追加する。 

 
現 行 改定案 

【精神病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注６ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～コ （略） 

（新設） 

エ～ユ （略） 

 

【特定機能病院入院基本料】 

［算定要件］ 

注８ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～ミ （略） 

シ ハイリスク分娩管理加算

（一般病棟に限る。） 

 

ヱ～イニ （略） 

【精神病棟入院基本料】 

［算定要件］ 

注６ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～コ （略） 

エ ハイリスク分娩管理加算 

テ～メ （略） 

 

【特定機能病院入院基本料】 

［算定要件］ 

注８ 当該病棟においては、第２節

の各区分に掲げる入院基本料等

加算のうち、次に掲げる加算に

ついて、同節に規定する算定要

件を満たす場合に算定できる。 

イ～ミ （略） 

シ ハイリスク分娩管理加算

（一般病棟又は精神病棟に限

る。） 

ヱ～イニ （略） 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑩】 

⑩ ハイリスク妊産婦連携指導料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

ハイリスク妊産婦への診療・ケアをより一層充実させる観点から、ハ

イリスク妊産婦連携指導料について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．市町村又は都道府県の職員とのカンファレンスに係る参加者の要件

及びビデオ通話等による参加の要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【ハイリスク妊産婦連携指導料１】 

［算定要件］ 

(5) 当該患者への診療方針などに係

るカンファレンスが概ね２か月に

１回程度の頻度で開催されてお

り、当該患者の診療を担当する産

科又は産婦人科を担当する医師、

保健師、助産師又は看護師、当該

患者の診療を担当する精神科又は

心療内科を担当する医師、保健師

又は看護師及び市町村又は都道府

県（以下区分番号「Ｂ００５－10

－２」において「市町村等」とい

う。）の担当者並びに必要に応じ

て精神保健福祉士、社会福祉士、

公認心理師等が参加しているこ

と。 

(6) (5)のカンファレンスは、対面で

実施することが原則であるが、や

むを得ない事情により対面で実施

することができない場合は、以下

のア及びイを満たすときに限り、

関係者のうちいずれかがリアルタ

イムでの画像を介したコミュニケ

ーション（以下この区分及び区分

番号「Ｂ００５－10－２」におい

て「ビデオ通話」という。）が可

能な機器を用いて参加することが

【ハイリスク妊産婦連携指導料１】 

［算定要件］ 

(5) 当該患者への診療方針などに係

るカンファレンスが概ね２か月に

１回程度の頻度で開催されてお

り、当該患者の診療を担当する産

科又は産婦人科を担当する医師、

保健師、助産師又は看護師、当該

患者の診療を担当する精神科又は

心療内科を担当する医師、保健師

又は看護師並びに必要に応じて精

神保健福祉士、社会福祉士、公認

心理師及び市町村若しくは都道府

県（以下区分番号「Ｂ００５－10

－２」において「市町村等」とい

う。）の担当者等が参加している

こと。 

(6) (5)のカンファレンスは、初回は

対面で実施すること。２回目以降

について、対面で実施することが

できない場合は、関係者のうちい

ずれかがリアルタイムでの画像を

介したコミュニケーション（以下

この区分及び区分番号「Ｂ００５

－10－２」において「ビデオ通

話」という。）が可能な機器を用

いて参加することができる。 
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できる。 

ア (5)のカンファレンスに参加す

るそれぞれの従事者が、当該患

者に対して当該連携指導料を算

定する期間中、少なくとも１回

は直接対面で実施するカンファ

レンスに参加していること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

(7) (5)のカンファレンスを実施した

場合は、その都度、市町村等にそ

の結果を文書により情報提供を行

うこと。 

 

※ ハイリスク妊産婦連携指導料２

についても同様の取り扱いとす

る。 

 

２．市町村又は都道府県との連携実績に係る要件を見直す。 

 

現 行 改定案 

【ハイリスク妊産婦連携指導料１】 

［施設基準］ 

１ ハイリスク妊産婦連携指導料１

の施設基準 

(1) 精神疾患を有する妊婦又は出

産後２月以内である患者につい

て、直近１年間の市町村又は都

道府県（以下「市町村等」とい

う。）との連携実績が１件以上

であること。 

 

 

 

 

【ハイリスク妊産婦連携指導料１】 

［施設基準］ 

１ ハイリスク妊産婦連携指導料１

の施設基準 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

※ ハイリスク妊産婦連携指導料２

についても同様の取り扱いとす

る。 

※ ハイリスク妊産婦連携指導料１

については、施設基準の届出を不

要とする。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑪】 

⑪ 児童思春期の精神疾患等に対する支援の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

発達障害等、児童思春期の精神疾患の支援を充実する観点から、小児

特定疾患カウンセリング料について要件を見直す。また、被虐待児等の

診療機会を確保する観点から要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

小児特定疾患カウンセリング料について、公認心理師が実施する場合

の評価を新設する。また、対象に被虐待児等を含むことを明確化する。 

 
現 行 改定案 

【小児特定疾患カウンセリング料】 

［算定要件］ 

 

イ 月の１回目       500点 

ロ 月の２回目       400点 

（新設） 

 

注 別に厚生労働大臣が定める基準

を満たす小児科又は心療内科を標

榜する保険医療機関において、小

児科又は心療内科を担当する医師

が、別に厚生労働大臣が定める患

者であって入院中以外のものに対

して、療養上必要なカウンセリン

グを同一月内に１回以上行った場

合に、２年を限度として月２回に

限り算定する。ただし、区分番号

Ｂ０００に掲げる特定疾患療養管

理料、区分番号Ｉ００２に掲げる

通院・在宅精神療法又は区分番号

Ｉ００４に掲げる心身医学療法を

算定している患者については算定

しない。 

 

 

(1) 乳幼児期及び学童期における特

【小児特定疾患カウンセリング料】 

［算定要件］ 

イ 医師による場合 

(1) 月の１回目       ●点 

(2) 月の２回目       ●点 

ロ 公認心理師による場合   ●点 

 

注 別に厚生労働大臣が定める基準

を満たす小児科又は心療内科を標

榜する保険医療機関において、小

児科若しくは心療内科を担当する

医師又は医師の指示に基づき公認

心理師が、別に厚生労働大臣が定

める患者であって入院中以外のも

のに対して、療養上必要なカウン

セリングを同一月内に１回以上行

った場合に、２年を限度として月

２回に限り算定する。ただし、区

分番号Ｂ０００に掲げる特定疾患

療養管理料、区分番号Ｉ００２に

掲げる通院・在宅精神療法又は区

分番号Ｉ００４に掲げる心身医学

療法を算定している患者について

は算定しない。 

 

(1) イについては、乳幼児期及び学
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定の疾患を有する患者及びその家

族に対して日常生活の環境等を十

分勘案した上で、小児科（小児外

科を含む。以下この部において同

じ。）又は心療内科の医師が一定

の治療計画に基づいて療養上必要

なカウンセリングを行った場合に

算定する。ただし、家族に対して

カウンセリングを行った場合は、

患者を伴った場合に限り算定す

る。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

(3) 小児特定疾患カウンセリング料

の対象となる患者には、登校拒否

の者を含むものであること。 

 

童期における特定の疾患を有する

患者及びその家族等に対して日常

生活の環境等を十分勘案した上

で、小児科（小児外科を含む。以

下この部において同じ。）又は心

療内科の医師が一定の治療計画に

基づいて療養上必要なカウンセリ

ングを行った場合に算定する。 

 

 

 

(2) ロについては、一連のカウンセ

リングの初回は医師が行うものと

し、治療計画を立てた患者に対し

乳幼児期及び学童期における特定

の疾患を有する患者及びその家族

等に対して日常生活の環境等を十

分勘案した上で、医師の指示の

下、公認心理師が当該医師による

治療計画に基づいて療養上必要な

カウンセリングを２０分以上行っ

た場合に算定できる。なお、継続

的にカウンセリングを行う必要が

あると認められる場合において

も、３月に１回程度、医師がカウ

ンセリングを行うものとする。 

(3) (1)及び(2)のカウンセリングを

家族等に対して行った場合は、患

者を伴った場合に限り算定する。 

(4) 小児特定疾患カウンセリング料

の対象となる患者には、登校拒否

の者及び家族又は同居者から虐待

を受けている又はその疑いがある

者を含むものであること。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑫】 

⑫ クロザピンを投与中の患者に対する 

ヘモグロビンＡ１ｃの測定に係る要件の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

クロザピンを投与中の患者については、定期的にヘモグロビンＡ１ｃ

を測定する必要があることから、ヘモグロビンＡ１ｃの検査について要

件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

血液形態・機能検査のヘモグロビンＡ１ｃについて、クロザピンを投

与中の患者に対しては、月１回に限り別に算定できるようにする。 

 
現 行 改定案 

【血液形態・機能検査】 

９ ヘモグロビンＡ１ｃ（ＨｂＡ１

ｃ）            49点 

 

［算定要件］ 

(8) 「９」のヘモグロビンＡ１Ｃ

（ＨｂＡ１ｃ）、区分番号「Ｄ０

０７」血液化学検査の「18」グリ

コアルブミン又は同区分「22」の

１，５－アンヒドロ－Ｄ－グルシ

トール（１，５ＡＧ）のうちいず

れかを同一月中に併せて２回以上

実施した場合は、月１回に限り主

たるもののみ算定する。ただし、

妊娠中の患者、１型糖尿病患者、

経口血糖降下薬の投与を開始して

６月以内の患者、インスリン治療

を開始して６月以内の患者等につ

いては、いずれか１項目を月１回

に限り別に算定できる。 

【血液形態・機能検査】 

９ ヘモグロビンＡ１ｃ（ＨｂＡ１

ｃ）            ●点 

 

［算定要件］ 

(8) 「９」のヘモグロビンＡ１Ｃ

（ＨｂＡ１ｃ）、区分番号「Ｄ０

０７」血液化学検査の「18」グリ

コアルブミン又は同区分「22」の

１，５－アンヒドロ－Ｄ－グルシ

トール（１，５ＡＧ）のうちいず

れかを同一月中に併せて２回以上

実施した場合は、月１回に限り主

たるもののみ算定する。ただし、

妊娠中の患者、１型糖尿病患者、

経口血糖降下薬の投与を開始して

６月以内の患者、インスリン治療

を開始して６月以内の患者等につ

いては、いずれか１項目を月１回

に限り別に算定できる。また、ク

ロザピンを投与中の患者について

は、ヘモグロビンＡ１ｃ（ＨｂＡ

１ｃ）を月１回に限り別に算定で

きる。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑬】 

⑬ 精神科身体合併症管理加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神病棟における高齢化等による病態の変化等を踏まえ、精神科身体

合併症管理加算について、対象疾患等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．精神科身体合併症管理加算について、算定可能となる日数の上限を

見直す。 

 
現 行 改定案 

【精神科身体合併症管理加算】 

精神科身体合併症管理加算（１日に

つき） 

１ ７日以内        450点 

２ ８日以上10日以内    225点 

 

［算定要件］ 

注 精神科を標榜する病院であって

別に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療機

関において、別に厚生労働大臣が

定める身体合併症を有する精神障

害者である患者に対して必要な治

療を行った場合に、当該患者（第

１節の入院基本料（特別入院基本

料等を含む。）又は第３節の特定

入院料のうち、精神科身体合併症

管理加算を算定できるものを現に

算定している患者に限る。）につ

いて、当該疾患の治療開始日から

起算して10日を限度として、当該

患者の治療期間に応じ、所定点数

に加算する。 

 

（新設） 

【精神科身体合併症管理加算】 

精神科身体合併症管理加算（１日に

つき） 

１ ７日以内         ●点 

２ ８日以上15日以内     ●点 

 

［算定要件］ 

注 精神科を標榜する病院であって

別に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療機

関において、別に厚生労働大臣が

定める身体合併症を有する精神障

害者である患者に対して必要な治

療を行った場合に、当該患者（第

１節の入院基本料（特別入院基本

料等を含む。）又は第３節の特定

入院料のうち、精神科身体合併症

管理加算を算定できるものを現に

算定している患者に限る。）につ

いて、当該疾患の治療開始日から

起算して15日を限度として、当該

患者の治療期間に応じ、所定点数

に加算する。 

 

(4) 当該加算を算定する場合は、診

療報酬明細書の摘要欄に、別に厚

生労働大臣が定める身体合併症の

患者のいずれに該当するかを記載

する。 
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２．対象に指定難病の患者を加える。 

 
現 行 改定案 

［施設基準］ 

別表第七の二 精神科身体合併症管

理加算の対象患者 

（略） 

（新設） 

［施設基準］ 

別表第七の二 精神科身体合併症管

理加算の対象患者 

（略） 

難病の患者に対する医療等に関す

る法律（平成26年法律第50号）第５

条に規定する指定難病の患者であっ

て、同法第７条第４項に規定する医

療受給者証を交付されているもの

（同条第１項各号に規定する特定医

療費の支給認定に係る基準を満たす

ものとして診断を受けたものを含

む。） 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑭】 

⑭ 精神療養病棟における 

リハビリテーションの推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神病棟に長期に渡り入院する患者の高齢化及び身体合併症等の実態

を踏まえ、精神療養病棟におけるリハビリテーションの算定要件を見直

す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

精神療養病棟入院料について、疾患別リハビリテーション料及びリハ

ビリテーション総合計画評価料を別に算定できるよう見直す。 

 
現 行 改定案 

【精神療養病棟入院料】 

［算定要件］ 

注２ 診療に係る費用（注３から注

６までに規定する加算、第２節

に規定する臨床研修病院入院診

療加算、地域加算、離島加算、

精神科措置入院診療加算、精神

科措置入院退院支援加算、精神

科地域移行実施加算、医療安全

対策加算、感染防止対策加算、

患者サポート体制充実加算、精

神科救急搬送患者地域連携受入

加算、データ提出加算及び薬剤

総合評価調整加算、第２章第８

部精神科専門療法に係る費用並

びに除外薬剤・注射薬に係る費

用を除く。）は、精神療養病棟

入院料に含まれるものとする。 

 

【精神療養病棟入院料】 

［算定要件］ 

注２ 診療に係る費用（注３から注

６までに規定する加算、第２節

に規定する臨床研修病院入院診

療加算、地域加算、離島加算、

精神科措置入院診療加算、精神

科措置入院退院支援加算、精神

科地域移行実施加算、医療安全

対策加算、感染防止対策加算、

患者サポート体制充実加算、精

神科救急搬送患者地域連携受入

加算、データ提出加算及び薬剤

総合評価調整加算、区分番号Ｈ

０００に掲げる心大血管疾患リ

ハビリテーション料、区分番号

Ｈ００１に掲げる脳血管疾患等

リハビリテーション料、区分番

号Ｈ００１－２に掲げる廃用症

候群リハビリテーション料、区

分番号Ｈ００２に掲げる運動器

リハビリテーション料、区分番

号Ｈ００３に掲げる呼吸器リハ

ビリテーション料、区分番号Ｈ
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００３－２に掲げるリハビリテ

ーション総合計画評価料、第２

章第８部精神科専門療法に係る

費用並びに除外薬剤・注射薬に

係る費用を除く。）は、精神療

養病棟入院料に含まれるものと

する。 
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【Ⅱ－７－３ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 －⑮】 

⑮ ギャンブル依存症に対する治療の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

ギャンブル依存症に対して有効な治療の提供を推進する観点から、ギ

ャンブル依存症の集団治療プログラムについて新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

依存症集団療法の対象疾患にギャンブル依存症を追加する。 

 
現 行 改定案 

【依存症集団療法（１回につき）】 

 

 

 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 依存症集団療法は、入院中の患

者以外の患者であって、覚せい剤

（覚せい剤取締法（昭和26年法律

第252号）第２条に規定する覚せい

剤とする。）、麻薬（麻薬及び向

精神薬取締法第２条に規定する麻

薬とする。）、大麻（大麻取締法

第１条に規定する大麻とする。）

又は危険ドラッグ（医薬品医療機

器等法第２条第15項に規定する指

定薬物又は指定薬物と同等以上の

精神作用を有する蓋然性が高い薬

物、ハーブ、リキッド、バスソル

【依存症集団療法（１回につき）】 

１ 薬物依存症の場合     ●点 

２ ギャンブル依存症の場合   ●点 

 

［算定要件］ 

２ ２については、別に厚生労働大

臣が定める施設基準に適合してい

るものとして地方厚生局長等に届

け出た保険医療機関において、ギ

ャンブル依存症の患者であって、

入院中の患者以外のものに対し

て、集団療法を実施した場合に、

治療開始日から起算して３月を限

度として、２週間に１回に限り算

定する。 

 

(1) 依存症集団療法の「１」につい

ては、次のアからウまでのいずれ

も満たす場合に算定できる。 

ア 入院中の患者以外の患者であ

って、覚せい剤（覚せい剤取締

法（昭和26年法律第252号）第２

条に規定する覚せい剤とす

る。）、麻薬（麻薬及び向精神

薬取締法第２条に規定する麻薬

とする。）、大麻（大麻取締法

第１条に規定する大麻とす

る。）又は危険ドラッグ（医薬

品医療機器等法第２条第15項に



178 

 

ト等をいう。）に対する物質依存

の状態にあるものについて、精神

科医又は精神科医の指示を受けた

看護師、作業療法士、精神保健福

祉士若しくは公認心理師で構成さ

れる２人以上の者（このうち１人

以上は、当該療法の実施時間にお

いて専従する精神科医、看護師又

は作業療法士（いずれも依存症集

団療法に関する適切な研修を修了

した者に限る。）であること。）

が、認知行動療法の手法を用い

て、薬物の使用を患者自らコント

ロールする手法等の習得を図るた

めの指導を行った場合に算定す

る。 

 

 

 

 

(2) 依存症集団療法は、１回に20人

に限り、90分以上実施した場合に

算定する｡ 

(3) 依存症集団療法は、平成22～24

年度厚生労働科学研究費補助金障

害者対策総合研究事業において

「薬物依存症に対する認知行動療

法プログラムの開発と効果に関す

る研究」の研究班が作成した、物

質使用障害治療プログラムに沿っ

て行われた場合に算定すること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定する指定薬物又は指定薬物

と同等以上の精神作用を有する

蓋然性が高い薬物、ハーブ、リ

キッド、バスソルト等をい

う。）に対する物質依存の状態

にあるものについて、精神科医

又は精神科医の指示を受けた看

護師、作業療法士、精神保健福

祉士若しくは公認心理師で構成

される２人以上の者（このうち

１人以上は、当該療法の実施時

間において専従する精神科医、

看護師又は作業療法士（いずれ

も依存症集団療法に関する適切

な研修を修了した者に限る。）

であること。）が、認知行動療

法の手法を用いて、薬物の使用

を患者自らコントロールする手

法等の習得を図るための指導を

行うこと。 

イ １回に20人に限り、90分以上

実施すること｡ 

 

ウ 平成22～24年度厚生労働科学

研究費補助金障害者対策総合研

究事業において「薬物依存症に

対する認知行動療法プログラム

の開発と効果に関する研究」の

研究班が作成した、物質使用障

害治療プログラムに沿って行う

こと。 

(2) 依存症集団療法の「２」につい

ては、次のアからウまでのいずれ

も満たす場合に算定できる。 

ア 入院中の患者以外の患者であ

って、ギャンブル（平成三十年

法律第七十四号ギャンブル等依

存症対策基本法第２条に規定す

るギャンブル等をいう。）に対

する依存の状態にあるものにつ

いて、精神科医又は精神科医の

指示を受けた看護師、作業療法

士、精神保健福祉士若しくは公

認心理師で構成される２人以上
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［施設基準］ 

当該療法を行うにつき必要な常勤

医師及び常勤看護師又は常勤作業療

法士が適切に配置されていること。 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の者（このうち１人以上は、当

該療法の実施時間において専従

する精神科医、看護師又は作業

療法士（いずれも依存症集団療

法に関する適切な研修を修了し

た者に限る。）であること。）

が、認知行動療法の手法を用い

て、ギャンブルの実施を患者自

らコントロールする手法等の習

得を図るための指導を行うこ

と。 

イ １回に10人に限り、60分以上

実施すること｡ 

ウ 平成28～30年度日本医療研究

開発機構障害者対策総合研究開

発事業において「ギャンブル障

害の疫学調査、生物学的評価、

医療・福祉・社会的支援のあり

かたについての研究」の研究班

が作成した、「ギャンブル障害

の標準的治療プログラム」に沿

って行うこと。 

 

［施設基準］ 

(1) 当該療法を行うにつき必要な常

勤医師及び常勤看護師又は常勤作

業療法士が適切に配置されている

こと。 

(2) 依存症集団療法の２にあって

は、(1)に加え、ギャンブル依存症

に関する専門の保険医療機関であ

ること。 

 

２ 依存症集団療法２に関する施設

基準 

(1) 「依存症専門医療機関及び依

存症治療拠点機関の整備につい

て」（平成２９年６月１３日障

発０６１３第４号）における依

存症専門医療機関であること。 

(2) 当該保険医療機関に、専任の

精神科医及び専任の看護師又は

専任の作業療法士がそれぞれ1名

以上勤務していること（いずれ
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も依存症に対する集団療法に係

る適切な研修を修了した者に限

る。）。 

(3) (2)における適切な研修とは以

下のものをいうこと。 

ア 国又は医療関係団体等が主

催する研修であること（８時

間以上の研修時間であるも

の。）。 

イ 研修内容に以下の内容を含

むこと。 

（イ）ギャンブル依存症の疫

学、ギャンブル依存症の特

徴 

（ロ）ギャンブル依存症患者の

精神医学的特性 

（ハ）ギャンブル依存症に関連

する社会資源 

（ニ）ギャンブル依存症に対す

る集団療法の概要と適応 

（ホ）集団療法参加患者に対す

る外来対応上の留意点 

ウ 研修にはデモセッションの

見学や、実際のプログラム実

施法に関するグループワーク

等を含むこと。 
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【Ⅱ－７－４ 難病患者に対する適切な医療の評価 －①】 

① 難病患者に対する適切な医療の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

難病患者に対する診断のための検査を充実させる観点から、指定難病

の診断に必要な遺伝学的検査について、評価の対象の拡大を含め要件を

見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．診断基準において、遺伝学的検査の実施が必須となっている指定難

病について、遺伝学的検査の対象疾患に追加する。 

 

２．診断基準において、臨床症状、他の検査等で診断がつかない場合に

遺伝学的検査の実施が必須となっている指定難病について、臨床症状、

他の検査等では診断できない場合に限り、遺伝学的検査の対象とする。 

 
現 行 改定案 

【遺伝学的検査】 

１ 処理が容易なもの   3,880点 

２ 処理が複雑なもの   5,000点 

３ 処理が極めて複雑なもの 

8,000点 

 

［算定要件］ 

(1) 

エ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生（支）局長に届け出

た保険医療機関において検査が

行われる場合に算定できるもの 

① ライソゾーム病（ムコ多糖

症Ⅰ型、ムコ多糖症Ⅱ型、ゴ

ーシェ病、ファブリ病及びポ

ンペ病を含む。）及び脆弱Ｘ症

候群 

② プリオン病、クリオピリン

関連周期熱症候群、神経フェ

リチン症、先天性大脳白質形

成不全症（中枢神経白質形成

異常症を含む。）、環状 20番染

色体症候群、ＰＣＤＨ 19関連

【遺伝学的検査】 

１ 処理が容易なもの     ●点 

２ 処理が複雑なもの     ●点 

３ 処理が極めて複雑なもの 

●点 

 

［算定要件］ 

(1) 

エ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生（支）局長に届け出

た保険医療機関において検査が

行われる場合に算定できるもの 

① ライソゾーム病（ムコ多糖

症Ⅰ型、ムコ多糖症Ⅱ型、ゴ

ーシェ病、ファブリ病及びポ

ンペ病を含む。）及び脆弱Ｘ症

候群 

② プリオン病、クリオピリン

関連周期熱症候群、神経フェ

リチン症、先天性大脳白質形

成不全症（中枢神経白質形成

異常症を含む。）、環状 20番染

色体症候群、ＰＣＤＨ 19関連
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症候群、低ホスファターゼ

症、ウィリアムズ症候群、ア

ペール症候群、ロスムンド・

トムソン症候群、プラダー・

ウィリ症候群、１ｐ36欠失症

候群、４ｐ欠失症候群、５ｐ

欠失症候群、第 14番染色体父

親性ダイソミー症候群、アン

ジェルマン症候群、スミス・

マギニス症候群、22ｑ11.2欠

失症候群、エマヌエル症候

群、脆弱Ｘ症候群関連疾患、

ウォルフラム症候群、高Ｉｇ

Ｄ症候群、化膿性無菌性関節

炎・壊疽性膿皮症・アクネ症

候群及び先天異常症候群 

 

 

 

 

 

 

 

③ 神経有棘赤血球症、先天性

筋無力症候群、原発性免疫不

全症候群、ペリー症候群、ク

ルーゾン症候群、ファイファ

ー症候群、アントレー・ビク

スラー症候群、タンジール

病、先天性赤血球形成異常性

貧血、若年発症型両側性感音

難聴、尿素サイクル異常症、

マルファン症候群、エーラス

ダンロス症候群（血管型）、遺

伝性自己炎症疾患及びエプス

タイン症候群 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

症候群、低ホスファターゼ

症、ウィリアムズ症候群、ア

ペール症候群、ロスムンド・

トムソン症候群、プラダー・

ウィリ症候群、１ｐ36欠失症

候群、４ｐ欠失症候群、５ｐ

欠失症候群、第 14番染色体父

親性ダイソミー症候群、アン

ジェルマン症候群、スミス・

マギニス症候群、22ｑ11.2欠

失症候群、エマヌエル症候

群、脆弱Ｘ症候群関連疾患、

ウォルフラム症候群、高Ｉｇ

Ｄ症候群、化膿性無菌性関節

炎・壊疽性膿皮症・アクネ症

候群及び先天異常症候群、副

腎皮質刺激ホルモン不応症、

DYT1ジストニア、DYT6ジスト

ニア/PTD、DYT8ジストニア

/PNKD1、DYT11ジストニア

/MDS、DYT12/RDP/AHC/CAPOS、

パントテン酸キナーゼ関連神

経変性症/NBIA1 

③ 神経有棘赤血球症、先天性

筋無力症候群、原発性免疫不

全症候群、ペリー症候群、ク

ルーゾン症候群、ファイファ

ー症候群、アントレー・ビク

スラー症候群、タンジール

病、先天性赤血球形成異常性

貧血、若年発症型両側性感音

難聴、尿素サイクル異常症、

マルファン症候群、血管型エ

ーラスダンロス症候群、遺伝

性自己炎症疾患及びエプスタ

イン症候群 

オ 臨床症状や他の検査等では診

断がつかない場合に、別に厚生

労働大臣が定める施設基準に適

合しているものとして地方厚生

（支）局長に届け出た保険医療

機関において検査が行われる場

合に算定できるもの 

① TNF受容体関連関連周期性症

候群、中條－西村症候群、家

族性地中海熱 

② ソトス症候群、CPT2欠損
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症、CACT欠損症、OCTN-2異常

症、シトリン欠損症、非ケト

ーシス型高グリシン血症、β-

ケトチオラーゼ欠損症、メチ

ルグルタコン酸血症、グルタ

ル酸血症２型、先天性副腎低

形成症、ATR-X症候群、ハッチ

ンソン・ギルフォード症候

群、軟骨無形成症、ウンフェ

ルリヒト・ルンドボルグ病、

ラフォラ病、セピアプテリン

還元酵素欠損症、芳香族L-ア

ミノ酸脱炭酸酵素欠損症、オ

スラー病、ＣＦＣ症候群、コ

ステロ症候群、チャージ症候

群、リジン尿性蛋白不耐症、

副腎白質ジストロフィー、ブ

ラウ症候群、瀬川病、鰓耳腎

症候群、ヤング・シンプソン

症候群、先天性腎性尿崩症、

ビタミンD依存性くる病/骨軟

化症、ネイルパテラ症候群

（爪膝蓋症候群）/LMX1B 関連

腎症、グルコーストランスポ

ーター1欠損症、甲状腺ホルモ

ン不応症、ウィーバー症候

群、コフィン・ローリー症候

群、モワット・ウィルソン症

候群、肝型糖原病（糖原病Ⅰ

型、Ⅲ型、Ⅵ型、Ⅸa型、Ⅸb

型、Ⅸc型、Ⅳ型）、筋型糖原

病（糖原病Ⅲ型、Ⅳ型、Ⅸd

型）、先天性プロテインC欠乏

症、先天性プロテインS欠乏

症、先天性アンチトロンビン

欠乏症 

③ ドラベ症候群、コフィン・

シリス症候群、歌舞伎症候

群、肺胞蛋白症（自己免疫性

又は先天性）、ヌーナン症候

群、骨形成不全症、脊髄小脳

変性症（多系統萎縮症を除

く）、古典型エーラス・ダンロ

ス症候群、非典型溶血性尿毒

症症候群、アルポート症候

群、ファンコニ貧血、遺伝性

鉄芽球性貧血、アラジール症
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(4) (1)のエに掲げる遺伝子疾患に対

する検査については、(3)に掲げる

ガイダンス及びガイドラインに加

え、別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとして

地方厚生（支）局長に届け出た保

険医療機関において行われる場合

に限り算定する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

(5) 「１」の「処理が容易なもの」

とは、(1)のアからエまでの①に掲

げる遺伝子疾患の検査のことをい

う。 

(6) 「２」の「処理が複雑なもの」

とは、(1)のアからエまでの②に掲

げる遺伝子疾患の検査のことをい

う。 

(7) 「３」の「処理が極めて複雑な

もの」とは、(1)のア、ウ及びエの

③に掲げる遺伝子疾患の検査のこ

とをいう。 

 

［施設基準］ 

１ 遺伝学的検査の施設基準の対象

疾患 

「診療報酬の算定方法の一部改正

に伴う実施上の留意事項について」

（平成30年３月５日保医発0305第１

号）の別添１「医科診療報酬点数表

に関する事項」第２章第３部第１節

第１款Ｄ００６－４ 遺伝学的検査

(1)のエに掲げる疾患 

候群、ルビンシュタイン・テ

イビ症候群 

(4) (1)のエ及びオに掲げる遺伝子疾

患に対する検査については、(3)に

掲げるガイダンス及びガイドライ

ンに加え、別に厚生労働大臣が定

める施設基準に適合しているもの

として地方厚生（支）局長に届け

出た保険医療機関において行われ

る場合に限り算定する。 

(5) (1)のオに掲げる遺伝子疾患に対

する検査を実施する場合には、臨

床症状や他の検査等では当該疾患

の診断がつかないこと及びその医

学的な必要性について診療報酬明

細書の摘要欄に記載する。 

(6) 「１」の「処理が容易なもの」

とは、(1)のアからオまでの①に掲

げる遺伝子疾患の検査のことをい

う。 

(7) 「２」の「処理が複雑なもの」

とは、(1)のアからオまでの②に掲

げる遺伝子疾患の検査のことをい

う。 

(8) 「３」の「処理が極めて複雑な

もの」とは、(1)のア、ウ、エ及び

オの③に掲げる遺伝子疾患の検査

のことをいう。 

 

［施設基準］ 

１ 遺伝学的検査の施設基準の対象

疾患 

「診療報酬の算定方法の一部改正

に伴う実施上の留意事項について」

（平成30年３月５日保医発0305第１

号）の別添１「医科診療報酬点数表

に関する事項」第２章第３部第１節

第１款Ｄ００６－４ 遺伝学的検査

(1)のエ及びオに掲げる疾患 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －①】 

① 小児かかりつけ診療料の見直し 
  

 

「Ⅱ－１－②」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －②】 

② 小児科外来診療料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

小児に対する医療の提供を更に評価する観点から、小児科外来診療料

について対象患者等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．算定対象となる患者の年齢を３歳未満から６歳未満に拡大する。 

 

２．当該保険医療機関において処方を行わない場合の取扱いを見直す。 

 

３．施設基準に係る届出を求めることとする。 

 
現 行 改定案 

【小児科外来診療料】 

小児科外来診療料（１日につき） 

１ 保険薬局において調剤を受ける

ために処方箋を交付する場合 

イ 初診時        599点 

ロ 再診時        406点 

２ １以外の場合 

イ 初診時        716点 

ロ 再診時        524点 

 

［算定要件］ 

注１ 小児科を標榜する保険医療機

関において、入院中の患者以外

の患者（３歳未満の乳幼児に限

る。）に対して診療を行った場

合に、保険医療機関単位で算定

する。 

 

(6) 常態として院外処方箋を交付す

る保険医療機関において、患者の

症状又は病態が安定していること

等のため同一月内において投薬を

行わなかった場合は、当該月につ

いては、「２」の所定点数を算定

【小児科外来診療料】 

小児科外来診療料（１日につき） 

１ 保険薬局において調剤を受ける

ために処方箋を交付する場合 

イ 初診時         ●点 

ロ 再診時         ●点 

２ １以外の場合 

イ 初診時         ●点 

ロ 再診時         ●点 

 

［算定要件］ 

注１ 小児科を標榜する保険医療機

関において、入院中の患者以外

の患者（６歳未満の乳幼児に限

る。）に対して診療を行った場

合に、保険医療機関単位で算定

する。 

 

(6) 当該保険医療機関において院内

処方を行わない場合は、「１ 処

方箋を交付する場合」で算定す

る。 
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できる。 

 

［施設基準］ 

１ 小児科外来診療料の届出に関す

る事項 

小児科外来診療料については、

小児科を標榜する保険医療機関で

あればよく、特に地方厚生（支）

局長に対して、届出を行う必要は

ないこと。 

 

 

［施設基準］ 

１ 小児科外来診療料の届出に関す

る事項 

小児科外来診療料の施設基準に

係る届出は、別添●の様式●を用

いること。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －③】 

③ 小児運動器疾患指導管理料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

小児に対する継続的な診療をより一層推進する観点から、小児運動器

疾患指導管理料の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．初回算定日の属する月から起算して６月以内の期間は月１回に限り、

６月を超えた期間については６月に１回に限り算定することとする。 

 

２．算定対象となる患者について、受診の契機に係る要件を廃止し、対

象年齢を６歳未満から12歳未満に拡大する。 

 

３．施設基準に係る届出を求めることとする。 

 
現 行 改定案 

【小児運動器疾患指導管理料】 

小児運動器疾患指導管理料  250点 

 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準

を満たす保険医療機関において、

地域において診療を担う他の保険

医療機関から紹介された入院中の

患者以外の患者であって、運動器

疾患を有する６歳未満のものに対

し、小児の運動器疾患に関する専

門の知識を有する医師が、計画的

な医学管理を継続して行い、療養

上必要な指導を行った場合に、６

月に１回に限り算定する。ただ

し、同一月に区分番号Ｂ００１の

５に掲げる小児科療養指導料を算

定している患者については、算定

できない。 

 

［施設基準］ 

１ 小児運動器疾患指導管理料に関

【小児運動器疾患指導管理料】 

小児運動器疾患指導管理料  ●点 

 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準

を満たす保険医療機関において、

入院中の患者以外の患者であって

運動器疾患を有する12歳未満のも

のに対し、小児の運動器疾患に関

する専門の知識を有する医師が、

計画的な医学管理を継続して行

い、療養上必要な指導を行った場

合に、６月に１回（初回算定日の

属する月から起算して６月以内は

月に１回）に限り算定する。ただ

し、同一月に区分番号Ｂ００１の

５に掲げる小児科療養指導料を算

定している患者については、算定

できない。 

 

［施設基準］ 

１ 小児運動器疾患指導管理料に関
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する基準 

(1) 以下の要件を全て満たす常勤

の医師が１名以上勤務している

こと。 

ア 整形外科の診療に従事した

経験を５年以上有しているこ

と。 

イ 小児の運動器疾患に係る適

切な研修を修了しているこ

と。 

２ 届出に関する事項 

小児運動器疾患指導管理料の施

設基準に係る取扱いについては、

当該基準を満たしていればよく、

特に地方厚生（支）局長に対し

て、届出を行う必要はないこと。 

する基準 

(1) 以下の要件を全て満たす常勤

の医師が１名以上勤務している

こと。 

ア 整形外科の診療に従事した

経験を５年以上有しているこ

と。 

イ 小児の運動器疾患に係る適

切な研修を修了しているこ

と。 

２ 届出に関する事項 

小児運動器疾患指導管理料の施

設基準に係る届出は、別添●の様

式●を用いること。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －④】 

④ 小児抗菌薬適正使用支援加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

小児の外来診療における抗菌薬の適正使用を推進する観点から、小児

抗菌薬適正使用支援加算について対象となる患者や頻度等の要件を見直

す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

小児抗菌薬適正使用支援加算について、算定対象となる患者を３歳未

満から６歳未満に拡大するとともに、月に１回に限り算定できることと

する。 

 

現 行 改定案 

【小児科外来診療料】 

１ 保険薬局において調剤を受ける

ために処方箋を交付する場合 

イ 初診時        599点 

ロ 再診時        406点 

２ １以外の場合 

イ 初診時        716点 

ロ 再診時        524点 

 

［算定要件］ 

注１ 小児科を標榜する保険医療機

関において、入院中の患者以外

の患者（３歳未満の乳幼児に限

る。）に対して診療を行った場

合に、保険医療機関単位で算定

する。 

注４ １のイ又は２のイについて、

別に厚生労働大臣が定める施設

基準を満たす保険医療機関にお

いて、急性気道感染症又は急性

下痢症により受診した患者であ

って、診察の結果、抗菌薬の投

【小児科外来診療料】 

１ 保険薬局において調剤を受ける

ために処方箋を交付する場合 

イ 初診時         ●点 

ロ 再診時         ●点 

２ １以外の場合 

イ 初診時         ●点 

ロ 再診時         ●点 

 

［算定要件］ 

注１ 小児科を標榜する保険医療機

関において、入院中の患者以外

の患者（６歳未満の乳幼児に限

る。）に対して診療を行った場

合に、保険医療機関単位で算定

する。 

注４ １のイ又は２のイについて、

別に厚生労働大臣が定める施設

基準を満たす保険医療機関にお

いて、急性気道感染症又は急性

下痢症により受診した患者であ

って、診察の結果、抗菌薬の投
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与の必要性が認められないため

抗菌薬を使用しないものに対し

て、療養上必要な指導及び検査

結果の説明を行い、文書により

説明内容を提供した場合は、小

児抗菌薬適正使用支援加算とし

て、80点を所定点数に加算す

る。 

 

 

 

与の必要性が認められないため

抗菌薬を使用しないものに対し

て、療養上必要な指導及び検査

結果の説明を行い、文書により

説明内容を提供した場合は、小

児抗菌薬適正使用支援加算とし

て、月に１回に限り80点を所定

点数に加算する。 

 

※ 小児かかりつけ診療料について

も同様。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑤】 

⑤ 児童思春期の精神疾患等に対する支援の充実 
  

 

「Ⅱ－７－３－⑪」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑥】 

⑥ 精神疾患を有する妊産婦に対する診療の充実 
  

 

「Ⅱ－７－３－⑨」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑦】 

⑦ ハイリスク妊産婦連携指導料の見直し 
  

 

「Ⅱ－７－３－⑪」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑧】 

⑧ 妊婦加算の扱い 
  

第１ 基本的な考え方 

 

妊産婦に対する診療の課題について、産婦人科以外の診療科と産婦人

科の主治医の連携を強化しつつ、妊産婦への診療体制の改善には引き続

き取り組むとともに、妊婦加算の扱いを見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注７（妊婦に対して初診を行った

場合に限る。）、注10及び注11、区分番号Ａ００１に掲げる再診料の注５

（妊婦に対して再診を行った場合に限る。）、注15及び注16並びに区分番

号Ａ００２に掲げる外来診療料の注８（妊婦に対して再診を行った場合

に限る。）、注10及び注11に規定する加算について、削除する。 

 
現 行 改定案 

【初診料】 

［算定要件］ 

注７ 保険医療機関が表示する診療

時間以外の時間、休日又は深夜

において初診を行った場合は、

時間外加算、休日加算又は深夜

加算として、それぞれ85点、250

点又は480点（６歳未満の乳幼児

又は妊婦の場合にあっては、そ

れぞれ200点、365点又は695点）

を所定点数に加算する。ただ

し、専ら夜間における救急医療

の確保のために設けられている

保険医療機関にあっては、夜間

であって別に厚生労働大臣が定

める時間において初診を行った

場合は、230点（６歳未満の乳幼

児又は妊婦の場合にあっては、

345点）を所定点数に加算する。 

 

注10 妊婦に対して初診を行った場

合は、妊婦加算として、75点を

所定点数に加算する。ただし、

【初診料】 

［算定要件］ 

注７ 保険医療機関が表示する診療

時間以外の時間、休日又は深夜

において初診を行った場合は、

時間外加算、休日加算又は深夜

加算として、それぞれ85点、250

点又は480点（６歳未満の乳幼児

の場合にあっては、それぞれ200

点、365点又は695点）を所定点

数に加算する。ただし、専ら夜

間における救急医療の確保のた

めに設けられている保険医療機

関にあっては、夜間であって別

に厚生労働大臣が定める時間に

おいて初診を行った場合は、230

点（６歳未満の乳幼児の場合に

あっては、345点）を所定点数に

加算する。 

 

（削除） 
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注７又は注11に規定する加算を

算定する場合は算定しない。 

注11 産科又は産婦人科を標榜する

保険医療機関（注７のただし書

に規定するものを除く。）にあ

っては、夜間であって別に厚生

労働大臣が定める時間、休日又

は深夜（当該保険医療機関が表

示する診療時間内の時間に限

る。）において妊婦に対して初

診を行った場合は、注７の規定

にかかわらず、それぞれ200点、

365点又は695点を所定点数に加

算する。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 再診料及び外来診療料について

も同様。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑨】 

⑨ 地域の救急医療体制における重要な役割を担う 

医療機関に対する評価 
  

 

「Ⅰ－１－①」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑩】 

⑩ 救急医療管理加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

患者の重症度等に応じた質の高い救急医療を適切に評価する観点から、

救急医療管理加算について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

救急医療管理加算を算定するに当たって、項目ア～ケのうち一部の項

目に係る重症度の指標や、入院後３日以内に実施した検査、画像診断、

処置又は手術のうち主要なものについて、診療報酬明細書の摘要欄に記

載することとする。また、当該加算の評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【救急医療管理加算】 

１ 救急医療管理加算１   900点 

２ 救急医療管理加算２   300点 

 

［算定要件］ 

(2) 救急医療管理加算１の対象とな

る患者は、次に掲げる状態にあっ

て、医師が診察等の結果、緊急に

入院が必要であると認めた重症患

者をいう。なお、当該加算は、入

院時において当該重症患者の状態

であれば算定できるものであり、

当該加算の算定期間中において継

続して重症患者の状態でなくても

算定できる。 

ア 吐血、喀血又は重篤な脱水で

全身状態不良の状態 

イ 意識障害又は昏睡 

ウ 呼吸不全又は心不全で重篤な

状態 

エ 急性薬物中毒 

オ ショック 

カ 重篤な代謝障害（肝不全、腎

不全、重症糖尿病等） 

キ 広範囲熱傷 

【救急医療管理加算】 

１ 救急医療管理加算１   ●点 

２ 救急医療管理加算２   ●点 

 

［算定要件］ 

(2) 救急医療管理加算１の対象とな

る患者は、次に掲げる状態にあっ

て、医師が診察等の結果、緊急に

入院が必要であると認めた重症患

者をいう。なお、当該加算は、入

院時において当該重症患者の状態

であれば算定できるものであり、

当該加算の算定期間中において継

続して当該状態でなくても算定で

きる。 

ア 吐血、喀血又は重篤な脱水で

全身状態不良の状態 

イ 意識障害又は昏睡 

ウ 呼吸不全又は心不全で重篤な

状態 

エ 急性薬物中毒 

オ ショック 

カ 重篤な代謝障害（肝不全、腎

不全、重症糖尿病等） 

キ 広範囲熱傷 
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ク 外傷、破傷風等で重篤な状態 

ケ 緊急手術、緊急カテーテル治

療・検査又はt-PA療法を必要と

する状態 

(3) 救急医療管理加算２の対象とな

る患者は、(2)のアからケまでに準

ずる重篤な状態にあって、医師が

診察等の結果、緊急に入院が必要

であると認めた重症患者をいう。

なお、当該加算は、入院時におい

てアからケまでに準ずる重篤な状

態であれば算定できるものであ

り、当該加算の算定期間中におい

て継続してアからケまでに準ずる

重篤な状態でなくても算定でき

る。 

(4) 救急医療管理加算は、入院時に

重篤な状態の患者に対してのみ算

定するものである。 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

ク 外傷、破傷風等で重篤な状態 

ケ 緊急手術、緊急カテーテル治

療・検査又はt-PA療法を必要と

する状態 

(3) 救急医療管理加算２の対象とな

る患者は、(2)のアからケまでに

準ずる状態又はその他の重症な状

態（コ）にあって、医師が診察等

の結果、緊急に入院が必要である

と認めた重症患者をいう。なお、

当該加算は、入院時において当該

重症患者の状態であれば算定でき

るものであり、当該加算の算定期

間中において継続して当該状態で

なくても算定できる。 

 

(4) 救急医療管理加算１を算定する

場合は、(2)のアからケのいずれ

の状態に該当するか、救急医療管

理加算２を算定する場合は、(2)

のアからケに準ずる状態又はその

他の重症な状態（コ）のいずれに

該当するかについて、選択するこ

と。 

(5) 救急医療管理加算を算定するに

当たって、(2)のイ、ウ、オ、カ

若しくはキの状態又はそれに準ず

る状態を選択する場合は、それぞ

れの重症度に係る指標の入院時の

測定結果について、診療報酬明細

書の摘要欄に記載すること。 

(6) 救急医療管理加算を算定すべき

重症な状態に対して、入院後３日

以内に実施した検査、画像診断、

処置又は手術のうち主要なものに

ついて、診療報酬明細書の摘要欄

に記載すること。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑪】 

⑪ 救急医療体制の充実 
  

 

「Ⅰ－１－②」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－５ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 －⑫】 

⑫ 超急性期脳卒中加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

脳梗塞の急性期治療に用いるｒｔ－ＰＡ（アルテプラーゼ）静注療法

を普及する観点から、日本脳卒中学会による適正治療指針の改訂や、治

療の安全性の確立等を踏まえ、超急性期脳卒中加算について要件を見直

す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．超急性期脳卒中加算の施設基準及び算定要件について、人員配置や

検査の体制に係る要件及び評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【超急性期脳卒中加算】 

超急性期脳卒中加算（入院初日） 

12,000点 

 

［施設基準］ 

ロ 当該保険医療機関内に、薬剤師

が常時配置されていること。 

 

(2) 薬剤師が常時配置されているこ

と。 

(3) 診療放射線技師及び臨床検査技

師が常時配置されていること。 

(7) コンピューター断層撮影、磁気

共鳴コンピューター断層撮影、脳

血管造影等の必要な脳画像撮影及

び診断が常時行える体制であるこ

と。 

 

 

［算定要件］ 

（新設） 

【超急性期脳卒中加算】 

超急性期脳卒中加算（入院初日） 

●点 

 

［施設基準］ 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

(7) コンピューター断層撮影、磁気

共鳴コンピューター断層撮影等の

必要な脳画像撮影及び診断、一般

血液検査及び凝固学的検査並びに

心電図検査が常時行える体制であ

ること。 

 

［算定要件］ 

(4) 投与に当たっては、必要に応じ

て、薬剤師、診療放射線技師及び

臨床検査技師と連携を図ること。  
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２．超急性期脳卒中加算の算定要件について、地域の医療機関間で連携

し、一次搬送された施設でｒｔ－ＰＡを投与した上で、より専門的な

医療機関に二次搬送を行って、入院治療及び管理する場合も算定でき

るよう見直す。 

 
現 行 改定案 

【超急性期脳卒中加算】 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院している患者（第１節

の入院基本料（特別入院基本料等

を除く。）又は第３節の特定入院

料のうち、超急性期脳卒中加算を

算定できるものを現に算定してい

る患者に限る。）であって別に厚

生労働大臣が定めるものに対し

て、組織プラスミノーゲン活性化

因子を投与した場合に、入院初日

に限り所定点数に加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 当該加算は脳梗塞と診断された

患者に対し、発症後4.5時間以内に

組織プラスミノーゲン活性化因子

を投与した場合に入院初日に限り

所定点数に加算する。なお、ここ

でいう入院初日とは、第２部通則

５に規定する起算日のことをい

い、入院期間が通算される再入院

の初日は算定できない。 

 

 

 

 

 

【超急性期脳卒中加算】 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院している患者（第１節

の入院基本料（特別入院基本料等

を除く。）又は第３節の特定入院

料のうち、超急性期脳卒中加算を

算定できるものを現に算定してい

る患者に限る。）であって別に厚

生労働大臣が定めるものに対し

て、組織プラスミノーゲン活性化

因子を投与した場合又は当該施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た他の保険

医療機関の外来で、組織プラスミ

ノーゲン活性化因子を投与された

後に搬送された患者を受け入れ

て、入院治療を行った場合に、入

院初日に限り所定点数に加算す

る。 

 

(1) 当該加算は脳梗塞と診断された

患者に対し、発症後4.5時間以内に

組織プラスミノーゲン活性化因子

を投与し、当該医療機関において

入院で治療を行った場合又は当該

施設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た他の

保険医療機関の外来で、組織プラ

スミノーゲン活性化因子を投与さ

れた後に搬送された患者を受け入

れて、入院治療を行った場合に、

入院初日に限り所定点数に加算す

る。なお、ここでいう入院初日と

は、第２部通則５に規定する起算



203 

 

 

 

 

（新設） 

 

日のことをいい、入院期間が通算

される再入院の初日は算定できな

い。  

(5) 当該診療報酬の請求について

は、組織プラスミノーゲン活性化

因子の投与後に入院で治療を行っ

た保険医療機関で行うものとし、

当該診療報酬の分配は相互の合議

に委ねる。 
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【Ⅱ－７－６ 感染症対策、薬剤耐性対策の推進 －①】 

① 抗菌薬適正使用支援加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

病院内及び地域における抗菌薬の適正使用を推進する観点から、抗菌

薬適正使用支援チームの業務の実態等を踏まえ、抗菌薬適正使用支援加

算について外来における抗菌薬の使用状況の把握等を含め要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．抗菌薬適正使用支援チームの業務として、モニタリングを行う広域

抗菌薬の種類の拡充、外来における経口抗菌薬の処方状況の把握及び

報告、抗菌薬適正使用を目的とした院内研修において「抗微生物薬適

正使用の手引き」を用いること等を追加する。 

また、抗菌薬適正使用の推進に係る相談等を受ける体制を有してい

ることについて、感染防止対策加算の要件であるカンファレンスの機

会を通じて他の医療機関に周知するよう、要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【抗菌薬適正使用支援加算】 

［施設基準］ 

(4) 抗菌薬適正使用支援チームは以

下の業務を行うこと。 

ア 広域抗菌薬等の特定の抗菌薬

を使用する患者、菌血症等の特

定の感染症兆候のある患者、免

疫不全状態等の特定の患者集団

など感染症早期からのモニタリ

ングを実施する患者を施設の状

況に応じて設定する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

オ 抗菌薬の適正な使用を目的と

した院内研修を少なくとも年２

回程度実施する。また院内の抗

【抗菌薬適正使用支援加算】 

［施設基準］  

(4) 抗菌薬適正使用支援チームは以

下の業務を行うこと。 

ア 広域抗菌薬等の特定の抗菌薬

（抗ＭＲＳＡ薬及び抗緑膿菌作

用のある抗菌薬を含む。）を使

用する患者、菌血症等の特定の

感染症兆候のある患者、免疫不

全状態等の特定の患者集団など

感染症早期からのモニタリング

を実施する患者を施設の状況に

応じて設定する。 

ウ 当該医療機関の外来における

過去１年間の急性気道感染症及

び急性下痢症の患者数並びに当

該患者に対する経口抗菌薬の処

方状況を把握する。 

カ 抗菌薬の適正な使用を目的と

した院内研修を少なくとも年２

回実施する。また院内の抗菌薬
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菌薬使用に関するマニュアルを

作成する。 

 

 

 

 

 

 

(5) 抗菌薬適正使用支援チームが、

抗菌薬適正使用支援加算を算定し

ていない医療機関から、必要時に

抗菌薬適正使用の推進に関する相

談等を受けていること。 

使用に関するマニュアルを作成

する。当該院内研修の実施及び

マニュアルの作成に当たって

は、「抗微生物薬適正使用の手

引き」（厚生労働省健康局結核

感染症課）を参考に、外来にお

ける抗菌薬適正使用に係る内容

も含めること。 

(5) 抗菌薬適正使用支援チームが、

抗菌薬適正使用支援加算を算定し

ていない医療機関から、抗菌薬適

正使用の推進に関する相談等を受

ける体制を整備していること。ま

た、抗菌薬適正使用の推進に関す

る相談等を受ける体制があること

について、第21の１の（７）に規

定する定期的なカンファレンスの

場を通じて、他の医療機関に周知

すること。 

 

２．抗菌薬適正使用支援加算について、感染防止対策地域連携加算の

加算から、感染防止対策加算１の加算に見直す。 

 
現 行 改定案 

【抗菌薬適正使用支援加算】 

［算定要件］ 

３ 感染防止対策地域連携加算を算

定する場合について、抗菌薬の適

正な使用の支援に関する体制につ

き別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院している患者について

は、抗菌薬適正使用支援加算とし

て、100点を更に所定点数に加算す

る。 

【抗菌薬適正使用支援加算】 

［算定要件］ 

３ 感染防止対策加算１を算定する

場合について、抗菌薬の適正な使

用の支援に関する体制につき別に

厚生労働大臣が定める施設基準に

適合しているものとして地方厚生

局長等に届け出た保険医療機関に

入院している患者については、抗

菌薬適正使用支援加算として、●

点を更に所定点数に加算する。 
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【Ⅱ－７－６ 感染症対策、薬剤耐性対策の推進 －②】 

② 小児抗菌薬適正使用支援加算の見直し 
  

 

「Ⅱ－７－５－④」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－６ 感染症対策、薬剤耐性対策の推進 －③】 

③ 歯科外来診療における院内感染防止対策の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

歯科外来診療における院内感染防止対策を推進する観点から、常勤の

歯科医師だけでなく関係する職員を対象とした研修を行うこととし、基

本診療料について評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．歯科初診料、歯科再診料の施設基準について院内感染防止対策に係

る要件を見直す。 

 

２．歯科初診料、歯科再診料の評価を充実する。 

 
現 行 改定案 

［算定要件］ 

【初診料】 

１ 歯科初診料       251点 

２ 地域歯科診療支援病院歯科初診

料            288点 

 

【再診料】 

１ 歯科再診料             51点 

２ 地域歯科診療支援病院歯科再診

料             73点 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

 

［算定要件］ 

【初診料】 

１ 歯科初診料        ●点 

２ 地域歯科診療支援病院歯科初診

料             ●点 

 

【再診料】 

１ 歯科再診料        ●点 

２ 地域歯科診療支援病院歯科再診

料             ●点 

 

［施設基準］ 

(5) 歯科外来診療における院内感染

防止対策に係る職員研修を行って

いること。 
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【Ⅱ－７－６ 感染症対策、薬剤耐性対策の推進 －④】 

④ 中心静脈栄養の適切な管理の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

１．中心静脈カテーテル等の長期留置を行っている患者に対する感染管

理体制を求める等、療養病棟入院基本料について要件を見直す。 

 

２．中心静脈栄養の適切な管理を推進する観点から、療養病棟入院基本

料の医療区分３の評価項目のうち、「中心静脈栄養を実施している状

態」について要件を見直す。 

 

３．中心静脈カテーテル等を長期の栄養管理を目的として留置する際に、

患者への適切な情報提供を推進する観点から、手技料の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．療養病棟入院基本料について、中心静脈カテーテルに係る院内感染

対策の指針を作成すること及び中心静脈カテーテルに係る感染症の発

生状況を把握することを要件とする。 

 
現 行 改定案 

【療養病棟入院基本料】 

［施設基準］ 

（新設） 

 

【療養病棟入院基本料】 

［施設基準］ 

４の12 中心静脈注射用カテーテル

に係る感染を防止するつき十分な

体制として、次の体制を整備して

いること。 

ア 中心静脈注射用カテーテルに

係る院内感染対策のための指針

を策定していること。  

イ 当該療養病棟に入院する個々

の患者について、中心静脈注射

用カテーテルに係る感染症の発

生状況を継続的に把握するこ

と。 

 

２．療養病棟の入院患者に係る医療区分３の評価項目のうち、「中心静

脈栄養を実施している状態」については、毎月末に当該中心静脈栄養

を必要とする状態に該当しているかを確認することを要件とする。 
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現 行 改定案 

【中心静脈栄養を実施している状

態】 

［施設基準］ 

本項目でいう中心静脈栄養とは、

消化管の異常、悪性腫瘍等のため消

化管からの栄養摂取が困難な場合に

行うものに限るものとし、単に末梢

血管確保が困難であるために行うも

のはこれに含まない。ただし、経管

栄養のみでカロリー不足の場合につ

いては、離脱についての計画を作成

し実施している場合に限り、経管栄

養との一部併用の場合も該当するも

のとする。 

 

【中心静脈栄養を実施している状

態】 

［施設基準］ 

本項目でいう中心静脈栄養とは、

消化管の異常、悪性腫瘍等のため消

化管からの栄養摂取が困難な場合に

行うものに限るものとし、単に末梢

血管確保が困難であるために行うも

のはこれに含まない。ただし、経管

栄養のみでカロリー不足の場合につ

いては、離脱についての計画を作成

し実施している場合に限り、経管栄

養との一部併用の場合も該当するも

のとする。 

なお、毎月末において、当該中心

静脈栄養を必要とする状態に該当し

ているか確認を行い、その結果を診

療録等に記載すること。 

 

３．中心静脈注射用カテーテル挿入等について、長期の栄養管理を目的

として留置する場合において、患者又はその家族等への説明及び他の

保険医療機関等に患者を紹介する際の情報提供を要件とする。 

 
現 行 改定案 

【中心静脈注射用カテーテル挿入】  

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

【中心静脈注射用カテーテル挿入】  

［算定要件］ 

(1) 長期の栄養管理を目的として、

当該療養を行う際には、当該療養

の必要性、管理の方法及び当該療

養の終了の際に要される身体の状

態等、療養上必要な事項について

患者又はその家族等への説明を行

うこと。 

(2) 長期の栄養管理を目的として、

当該療養を実施した後、他の保険

医療機関等に患者を紹介する場合

は、当該療養の必要性、管理の方

法及び当該療養の終了の際に要さ

れる身体の状態等、療養上必要な

事項並びに、患者又はその家族等

への説明内容等を情報提供するこ
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と。 

 

※ 末梢留置型中心静脈注射用カテ

ーテル挿入、中心静脈注射用埋込

型カテーテル設置、腸瘻,虫垂瘻造

設術、腹腔鏡下腸瘻,虫垂瘻造設術

についても同様。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

①】 

① 回復期リハビリテーション病棟入院料の見直し 
  

 

「Ⅲ－１－⑬」を参照のこと。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

②】 

② 疾患別リハビリテーション料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

急性期から回復期、維持期・生活期まで一貫したリハビリテーション

の提供を進めるとともに、疾患別リハビリテーションに係る事務手続き

を簡素化するため、疾患別リハビリテーションの通則等について、疾患

別リハビリテーションに係る日常生活動作の評価項目等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．疾患別リハビリテーションの実施に当たり作成する「リハビリテー

ション実施計画」の位置づけを明確化する。具体的には以下のとおり。 

・ 疾患別リハビリテーションを行うに当たっては、リハビリテーシ

ョン実施計画書を作成することとする。 

・ リハビリテーション実施計画書の記載事項のうち、ＡＤＬ項目と

してＢＩ又はＦＩＭのいずれかを用いるようにする。 

・ リハビリテーション実施計画書を作成し、診療録へ添付すること

とする。 

 

２．リハビリテーション実施計画書の作成は、疾患別リハビリテーショ

ンの算定開始後、原則として７日以内、遅くとも14日以内に行うこと

とした上で、当該計画書の作成前に行われる疾患別リハビリテーショ

ンについて、医師の具体的な指示の下で行われる場合に限り、疾患別

リハビリテーション料を算定できることとする。また、併せて当該計

画書の作成に当たり参考とする様式を整理する。 

 
現 行 改定案 

【リハビリテーション 通則】 

 

４ H000心大血管疾患リハビリテー

ション料、H001脳血管疾患等リハ

ビリテーション料、H001-2廃用症

候群リハビリテーション料、H002

運動器リハビリテーション料及び

H003呼吸器リハビリテーション料

に掲げるリハビリテーションの実

施に当たっては、医師は定期的な

【リハビリテーション 通則】 

 

４ H000心大血管疾患リハビリテー

ション料、H001脳血管疾患等リハ

ビリテーション料、H001-2廃用症

候群リハビリテーション料、H002

運動器リハビリテーション料及び

H003呼吸器リハビリテーション料

に掲げるリハビリテーションの実

施に当たっては、医師は定期的な
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機能検査等をもとに、その効果判

定を行い、「別紙様式21」から

「別紙様式21の５」までを参考に

したリハビリテーション実施計画

を作成する必要がある。 

 

 

また、リハビリテーションの開

始時及びその後（疾患別リハビリ

テーション料の各規定の「注４」

にそれぞれ規定する場合を含

む。）３か月に１回以上当該リハ

ビリテーション実施計画の内容を

説明し、診療録にその要点を記載

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、疾患別リハビリテーショ

ンを実施している患者であって、

急性期又は回復期におけるリハビ

リテーション料を算定する日数と

して、疾患別リハビリテーション

料の各規定の「注１」本文に規定

する日数（以下「標準的算定日

数」という。）を超えて継続して

疾患別リハビリテーションを行う

患者のうち、治療を継続すること

により状態の改善が期待できると

医学的に判断される場合は、継続

することとなった日を診療録に記

載することと併せ、継続すること

となった日及びその後１か月に１

回以上リハビリテーション実施計

画書を作成し、患者又は家族に説

明のうえ上交付するとともにその

写しを診療録に添付する。 

なお、当該リハビリテーション

実施計画書は、①これまでのリハ

ビリテーションの実施状況（期間

及び内容）、②前月の状態との比

較をした当月の患者の状態、③将

機能検査等をもとに、その効果判

定を行い、「別紙様式21」から

「別紙様式21の●」までを参考に

したリハビリテーション実施計画

書をリハビリテーション開始後原

則として７日以内、遅くとも14日

以内に作成する必要がある。 

また、リハビリテーション実施

計画書の作成時及びその後（疾患

別リハビリテーション料の各規定

の「注４」にそれぞれ規定する場

合を含む。）３か月に１回以上、

当該リハビリテーション実施計画

書の内容を患者又はその家族等に

説明の上交付するとともにその写

しを診療録に添付すること。ま

た、リハビリテーション実施計画

書の作成前に疾患別リハビリテー

ションを実施する場合には、実施

するリハビリテーションについて

医師の具体的な指示があった場合

に限り、該当する疾患別リハビリ

テーション料を算定できる。 

また、疾患別リハビリテーショ

ンを実施している患者であって、

急性期又は回復期におけるリハビ

リテーション料を算定する日数と

して、疾患別リハビリテーション

料の各規定の「注１」本文に規定

する日数（以下「標準的算定日

数」という。）を超えて継続して

疾患別リハビリテーションを行う

患者のうち、治療を継続すること

により状態の改善が期待できると

医学的に判断される場合は、継続

することとなった日を診療録に記

載することと併せ、継続すること

となった日及びその後１か月に１

回以上リハビリテーション実施計

画書を作成し、患者又は家族に説

明のうえ上交付するとともにその

写しを診療録に添付する。 

なお、当該リハビリテーション

実施計画書は、①これまでのリハ

ビリテーションの実施状況（期間

及び内容）、②前月の状態との比

較をした当月の患者の状態、③将
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来的な状態の到達目標を示した今

後のリハビリテーション計画と改

善に要する見込み期間、④機能的

自立度評価法（FIM）、基本的日常

生活活動度（BI）、関節の可動

域、歩行速度及び運動耐用能の指

標を用いた具体的な改善の状態等

を示した継続の理由、などを記載

したものである。 

 

４の２ 疾患別リハビリテーション

を実施している患者であって、標

準的算定日数を超えて継続して疾

患別リハビリテーションを行う患

者（疾患別リハビリテーション料

の各規定の「注４」にそれぞれ規

定する場合を除く。）のうち、患

者の疾患、状態等を総合的に勘案

し、治療上有効であると医学的に

判断される場合（特掲診療料の施

設基準等別表第九の八第二号に掲

げる患者であって、別表第九の九

第二号に掲げる場合）は、継続す

ることとなった日を診療録に記載

することと併せ、継続することと

なった日及びその後３か月に１回

以上、リハビリテーション実施計

画書を作成し、患者又は家族に説

明の上交付するとともにその写し

を診療録に添付すること。 

なお、当該リハビリテーション

実施計画書は、①これまでのリハ

ビリテーションの実施状況（期間

及び内容）、②前月の状態とを比

較した当月の患者の状態、③今後

のリハビリテーション計画等につ

いて記載したものであること。な

お、入院中の患者以外の患者に対

して、標準的算定日数を超えて継

続して疾患別リハビリテーション

を提供する場合にあっては、介護

保険による訪問リハビリテーショ

ン、通所リハビリテーション、介

護予防訪問リハビリテーション又

は介護予防通所リハビリテーショ

ン（以下「介護保険によるリハビ

リテーション」という。）の適用

来的な状態の到達目標を示した今

後のリハビリテーション計画と改

善に要する見込み期間、④機能的

自立度評価法（FIM）又は基本的日

常生活活動度（BI）及びその他の

指標を用いた具体的な改善の状態

等を示した継続の理由、などを記

載したものである。 

 

 

４の２ 疾患別リハビリテーション

を実施している患者であって、標

準的算定日数を超えて継続して疾

患別リハビリテーションを行う患

者（疾患別リハビリテーション料

の各規定の「注４」にそれぞれ規

定する場合を除く。）のうち、患

者の疾患、状態等を総合的に勘案

し、治療上有効であると医学的に

判断される場合（特掲診療料の施

設基準等別表第九の八第二号に掲

げる患者であって、別表第九の九

第二号に掲げる場合）は、継続す

ることとなった日を診療録に記載

することと併せ、継続することと

なった日及びその後３か月に１回

以上、リハビリテーション実施計

画書を作成し、患者又は家族に説

明の上交付するとともにその写し

を診療録に添付すること。 

なお、当該リハビリテーション

実施計画書は、①これまでのリハ

ビリテーションの実施状況（期間

及び内容）、②前３か月の状態と

比較した当月の患者の状態、③今

後のリハビリテーション計画等に

ついて記載したものであること。

なお、入院中の患者以外の患者に

対して、標準的算定日数を超えて

継続して疾患別リハビリテーショ

ンを提供する場合にあっては、介

護保険による訪問リハビリテーシ

ョン、通所リハビリテーション、

介護予防訪問リハビリテーション

又は介護予防通所リハビリテーシ

ョン（以下「介護保険によるリハ

ビリテーション」という。）の適
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について適切に評価し、適用があ

ると判断された場合にあっては、

患者に説明の上、患者の希望に基

づき、介護保険によるリハビリテ

ーションを受けるために必要な手

続き等について指導すること。 

 

９ 疾患別リハビリテーションを実

施する場合は、診療報酬明細書の

摘要欄に、疾患名及び当該疾患の

治療開始日又は発症日、手術日又

は急性増悪（当該疾患別リハビリ

テーションの対象となる疾患の増

悪等により、１週間以内にＦＩＭ

又はＢＩが10以上（「難病の患者

に対する医療等に関する法律」第

５条第１項に規定する指定難病に

ついては５以上とする）低下する

ような状態等に該当する場合をい

う。以下この部において同じ。）

の日（以下この部において「発症

日等」という。）を記載するこ

と。また、標準的算定日数を超え

て継続して疾患別リハビリテーシ

ョンを行う患者（疾患別リハビリ

テーション料の各規定の「注４」

にそれぞれ規定する場合を除

く。）のうち、治療を継続するこ

とにより状態の改善が期待できる

と医学的に判断される場合（特掲

診療料の施設基準等別表第九の八

第一号に掲げる患者であって、別

表第九の九第一号に掲げる場合）

は、①これまでのリハビリテーシ

ョンの実施状況（期間及び内

容）、②前月の状態との比較をし

た当月の患者の状態、③将来的な

状態の到達目標を示した今後のリ

ハビリテーション計画と改善に要

する見込み期間、④ＦＩＭ、Ｂ

Ｉ、関節の可動域、歩行速度及び

運動耐用能の指標を用いた具体的

な改善の状態等を示した継続の理

由を摘要欄に記載すること。 

用について適切に評価し、適用が

あると判断された場合にあって

は、患者に説明の上、患者の希望

に基づき、介護保険によるリハビ

リテーションを受けるために必要

な手続き等について指導するこ

と。 

９ 疾患別リハビリテーションを実

施する場合は、診療報酬明細書の

摘要欄に、疾患名及び当該疾患の

治療開始日又は発症日、手術日又

は急性増悪（当該疾患別リハビリ

テーションの対象となる疾患の増

悪等により、１週間以内にＦＩＭ

又はＢＩが10以上（「難病の患者

に対する医療等に関する法律」第

５条第１項に規定する指定難病に

ついては５以上とする）低下する

ような状態等に該当する場合をい

う。以下この部において同じ。）

の日（以下この部において「発症

日等」という。）を記載するこ

と。また、標準的算定日数を超え

て継続して疾患別リハビリテーシ

ョンを行う患者（疾患別リハビリ

テーション料の各規定の「注４」

にそれぞれ規定する場合を除

く。）のうち、治療を継続するこ

とにより状態の改善が期待できる

と医学的に判断される場合（特掲

診療料の施設基準等別表第九の八

第一号に掲げる患者であって、別

表第九の九第一号に掲げる場合）

は、①これまでのリハビリテーシ

ョンの実施状況（期間及び内

容）、②前３か月の状態と比較し

た当月の患者の状態、③将来的な

状態の到達目標を示した今後のリ

ハビリテーション計画と改善に要

する見込み期間、④ＦＩＭ又はＢ

Ｉ及びその他の指標を用いた具体

的な改善の状態等を示した継続の

理由を摘要欄に記載すること。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

③】 

③ 呼吸器リハビリテーション料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

呼吸器リハビリテーションにおける各職種の役割等を踏まえ、呼吸器

リハビリテーション料の算定要件及び施設基準を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

呼吸器リハビリテーション料の実施者に言語聴覚士を追加する。 

 
現 行 改定案 

【呼吸器リハビリテーション料】 

呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）

（１単位）         175点 

呼吸器リハビリテーション料（Ⅱ）

（１単位）          85点 

 

［算定要件］ 

(4) 呼吸器リハビリテーション料

は、医師の指導監督の下で行われ

るものであり、理学療法士又は作

業療法士の監視下に行われたもの

について算定する。また、専任の

医師が、直接訓練を実施した場合

にあっても、理学療法士又は作業

療法士が実施した場合と同様に算

定できる。 

 

 

［施設基準］ 

（呼吸器リハビリテーション料

（Ⅰ）に関する施設基準） 

(2) 呼吸器リハビリテーションの経

験を有する専従の常勤理学療法士

１名を含む常勤理学療法士又は常

勤作業療法士が合わせて２名以上

勤務していること。 

 

 

【呼吸器リハビリテーション料】 

呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）

（１単位）          ●点 

呼吸器リハビリテーション料（Ⅱ）

（１単位）          ●点 

 

［算定要件］ 

(4) 呼吸器リハビリテーション料

は、医師の指導監督の下で行われ

るものであり、理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士の監視下に

行われたものについて算定する。

また、専任の医師が、直接訓練を

実施した場合にあっても、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士

が実施した場合と同様に算定でき

る。 

 

［施設基準］ 

（呼吸器リハビリテーション料

（Ⅰ）に関する施設基準） 

(2) 呼吸器リハビリテーションの経

験を有する専従の常勤理学療法士

１名を含む常勤理学療法士、常勤

作業療法士又は常勤言語聴覚士が

合わせて２名以上勤務しているこ

と。 
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（呼吸器リハビリテーション料

（Ⅱ）に関する施設基準） 

(2) 専従の常勤理学療法士又は常勤

作業療法士が１名以上勤務してい

ること。 

 

（呼吸器リハビリテーション料

（Ⅱ）に関する施設基準） 

(2) 専従の常勤理学療法士、常勤作

業療法士又は常勤言語聴覚士のい

ずれか１名以上勤務しているこ

と。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

④】 

④ 難病患者リハビリテーション料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

難病患者リハビリテーションにおける各職種の役割等を踏まえ、難病

患者リハビリテーション料の算定要件及び施設基準を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

難病患者リハビリテーション料の実施職種に言語聴覚士を追加する。 

 
現 行 改定案 

【難病患者リハビリテーション料】 

難病患者リハビリテーション料 

640点 

 

［施設基準］ 

ロ 当該保険医療機関内に難病患者

リハビリテーションを担当する専

従の看護師、理学療法士又は作業

療法士が適切に配置されているこ

と。 

ハ 患者数は、看護師、理学療法士

又は作業療法士を含む従事者の数

に対し適切なものであること。 

 

 

(2) 専従する２名以上の従事者（理

学療法士又は作業療法士が１名以

上であり、かつ、看護師が１名以

上）が勤務していること。ただ

し、ＡＤＬ維持向上等体制加算、

回復期リハビリテーション病棟入

院料及び地域包括ケア病棟入院料

を算定する病棟並びに地域包括ケ

ア入院医療管理料を算定する病室

を有する病棟における常勤理学療

法士又は常勤作業療法士との兼任

ではないこと。なお、あらかじめ

難病患者リハビリテーションを行

【難病患者リハビリテーション料】 

難病患者リハビリテーション料 

●点 

 

［施設基準］ 

ロ 当該保険医療機関内に難病患者

リハビリテーションを担当する専

従の看護師、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が適切に配置

されていること。 

ハ 患者数は、看護師、理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士を

含む従事者の数に対し適切なもの

であること。 

 

(2) 専従する２名以上の従事者（理

学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が１名以上であり、かつ、看

護師が１名以上）が勤務している

こと。ただし、ＡＤＬ維持向上等

体制加算、回復期リハビリテーシ

ョン病棟入院料及び地域包括ケア

病棟入院料を算定する病棟並びに

地域包括ケア入院医療管理料を算

定する病室を有する病棟における

常勤理学療法士、常勤作業療法士

又は常勤言語聴覚士との兼任では

ないこと。なお、あらかじめ難病
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う日を決めている場合、第７部リ

ハビリテーション第１節の各項目

のうち、施設基準において、専従

の理学療法士、作業療法士又は看

護師の勤務を要するものであっ

て、あらかじめ当該難病患者リハ

ビリテーションを行う日には実施

しないこととしているものについ

ては兼任できる。また、当該保険

医療機関において難病患者リハビ

リテーションが行われる日・時間

が当該保険医療機関の定める所定

労働時間に満たない場合には、当

該リハビリテーションの実施時間

以外に他の業務に従事することは

差し支えない。 

 

２ 届出に関する事項 

(2) 当該治療に従事する医師、理

学療法士、作業療法士その他の

従事者の氏名、勤務の態様（常

勤・非常勤、専従・非専従、専

任・非専任の別）等を別添２の

様式44の２を用いて提出するこ

と。 

患者リハビリテーションを行う日

を決めている場合、第７部リハビ

リテーション第１節の各項目のう

ち、施設基準において、専従の理

学療法士、作業療法士、言語聴覚

士又は看護師の勤務を要するもの

であって、あらかじめ当該難病患

者リハビリテーションを行う日に

は実施しないこととしているもの

については兼任できる。また、当

該保険医療機関において難病患者

リハビリテーションが行われる

日・時間が当該保険医療機関の定

める所定労働時間に満たない場合

には、当該リハビリテーションの

実施時間以外に他の業務に従事す

ることは差し支えない。 

２ 届出に関する事項 

(2) 当該治療に従事する医師、看

護師、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士その他の従事者

の氏名、勤務の態様（常勤・非

常勤、専従・非専従、専任・非

専任の別）等を別添２の様式44

の２を用いて提出すること。 

 



220 

 

【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

⑤】 

⑤ 外来リハビリテーション診療料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

急性期から回復期、維持期・生活期まで一貫したリハビリテーション

の提供を推進する観点から、外来リハビリテーション診療料について要

件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

外来リハビリテーションを実施している患者に対して、医師によるリ

ハビリテーションに関する包括的な診察をより実施しやすくするため、

リハビリテーションスタッフとのカンファレンスに係る要件を緩和する。 

 
現 行 改定案 

【外来リハビリテーション診療料】 

１ 外来リハビリテーション診療料

１             72点 

２ 外来リハビリテーション診療料

２            109点 

 

［算定要件］ 

(7) 外来リハビリテーション診療料

１及び２を算定している場合は、

医師は疾患別リハビリテーション

料の算定ごとに当該患者にリハビ

リテーションを提供したリハビリ

テーションスタッフとカンファレ

ンスを行い、当該患者のリハビリ

テーションの効果や進捗状況等を

確認し、診療録に記載すること。 

 

【外来リハビリテーション診療料】 

１ 外来リハビリテーション診療料

１             ●点 

２ 外来リハビリテーション診療料

２             ●点 

 

［算定要件］ 

(7) 外来リハビリテーション診療料

１及び２を算定している場合は、

医師は疾患別リハビリテーション

料の算定ごとに当該患者にリハビ

リテーションを提供したリハビリ

テーションスタッフからの報告を

受け、当該患者のリハビリテーシ

ョンの効果や進捗状況等を確認

し、診療録に記載すること。な

お、リハビリテーションスタッフ

からの報告は、カンファレンスの

実施により代えることとしても差

し支えない。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

⑥】 

⑥ 疾患別リハビリテーションの取扱について 
  

第１ 基本的な考え方 

 

急性期から回復期、維持期・生活期まで一貫したリハビリテーション

の提供を進めるとともに、疾患別リハビリテーションに係る事務手続き

を簡素化するため、維持期リハビリテーションについて取扱いを整理す

る。 

 

第２ 具体的な内容 

 

入院中の患者以外の患者であって、要介護被保険者等の患者に対する

維持期リハビリテーションについて、平成31年３月31日まで算定可能と

する経過措置が終了していることに伴い、引き続き維持期リハビリテー

ションの算定が可能である患者が明確になるよう、扱いを整理する。 

 
現 行 改定案 

【脳血管疾患等リハビリテーション

料】 

［算定要件］  

注４ 注１本文の規定にかかわら

ず、注１本文に規定する別に厚

生労働大臣が定める患者に対し

て、必要があってそれぞれ発

症、手術若しくは急性増悪又は

最初に診断された日から180日を

超えてリハビリテーションを行

った場合は、１月13単位に限

り、算定できるものとする。こ

の場合において、当該患者が要

介護被保険者等である場合に

は、注１に規定する施設基準に

係る区分に従い、次に掲げる点

数を算定する。 

イ 脳血管疾患等リハビリテー

ション料（Ⅰ）（１単位） 

147点 

ロ 脳血管疾患等リハビリテー

ション料（Ⅱ）（１単位） 

120点 

 

【脳血管疾患等リハビリテーション

料】 

［算定要件］  

注４ 注１本文の規定にかかわら

ず、注１本文に規定する別に厚

生労働大臣が定める患者であっ

て、要介護被保険者等以外のも

のに対して、必要があってそれ

ぞれ発症、手術若しくは急性増

悪又は最初に診断された日から

180日を超えてリハビリテーショ

ンを行った場合は、１月13単位

に限り、算定できるものとす

る。 
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ハ 脳血管疾患等リハビリテー

ション料（Ⅲ）（１単位） 

60点 

 

注５ 注４の場合において、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に

適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機

関以外の保険医療機関が、入院

中の患者以外の患者（要介護被

保険者等に限る。）に対して注

４に規定するリハビリテーショ

ンを行った場合には、所定点数

の100分の80に相当する点数によ

り算定する。 

 

 

 

 

注５ 注１本文の規定にかかわら

ず、注１本文に規定する別に厚

生労働大臣が定める患者であっ

て、入院中の要介護被保険者等

であるものに対して、必要があ

ってそれぞれ発症、手術若しく

は急性増悪又は最初に診断され

た日から180日を超えてリハビリ

テーションを行った場合は、１

月13単位に限り、注１に規定す

る施設基準に係る区分に従い、

次に掲げる点数を算定できるも

のとする。 

イ 脳血管疾患等リハビリテー

ション料（Ⅰ）（１単位） 

●点 

ロ 脳血管疾患等リハビリテー

ション料（Ⅱ）（１単位） 

●点 

ハ 脳血管疾患等リハビリテー

ション料（Ⅲ）（１単位） 

●点 

 

※ 廃用症候群リハビリテーション

料、運動器リハビリテーション料

についても同様。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

⑦】 

⑦ 脳血管疾患等リハビリテーション料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

言語聴覚療法を必要とする患者に対して、適切な治療を提供する体制

を確保する観点から、言語聴覚療法のみを実施する場合について、脳血

管疾患等リハビリテーション料（Ⅱ）の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅱ）の施設基準に、言語聴覚療

法のみを実施する場合の規定を設ける。 

 
現 行 改定案 

【脳血管疾患等リハビリテーション

料】 

１ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅰ）（１単位）   245点 

２ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅱ）（１単位）   200点 

３ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅲ）（１単位）   100点 

 

［施設基準］ 

１ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅱ）に関する施設基準 

(1)～(5) （略） 

（新設） 

 

【脳血管疾患等リハビリテーション

料】 

１ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅰ）（１単位）    ●点 

２ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅱ）（１単位）    ●点 

３ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅲ）（１単位）    ●点 

 

［施設基準］ 

１ 脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅱ）に関する施設基準 

(1)～(5) （略） 

(6) 言語聴覚療法のみを実施する場

合は、上記基準にかかわらず、以

下のアからエまでの基準を全て満

たす場合は、脳血管疾患等リハビ

リテーション料（Ⅱ）の基準を満

たすものとする。 

ア 専任の常勤医師が１名以上勤

務していること。なお、週３日

以上常態として勤務しており、

かつ、所定労働時間が週22時間

以上の勤務を行っている専任の

非常勤医師を２名組み合わせる
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ことにより、常勤医師の勤務時

間帯と同じ時間帯にこれらの非

常勤医師が配置されている場合

には、当該基準を満たしている

こととみなすことができる。 

イ 専従の常勤言語聴覚士が２名

以上勤務していること。なお、

週３日以上常態として勤務して

おり、かつ、所定労働時間が週

22時間以上の勤務を行っている

専従の非常勤言語聴覚士を２名

組み合わせることにより、常勤

言語聴覚士の勤務時間帯と同じ

時間帯にこれらの非常勤言語聴

覚士が配置されている場合には

これらの非常勤言語聴覚士の実

労働時間を常勤換算し常勤言語

聴覚士数に算入することができ

る。ただし、常勤換算し常勤言

語聴覚士数に算入することがで

きるのは、常勤配置のうち１名

までに限る。 

ウ 遮蔽等に配慮した専用の個別

療法室（内法による測定で８平

方メートル以上）を有している

こと。 

エ 言語聴覚療法に必要な、聴力

検査機器、音声録音再生装置、

ビデオ録画システム等の器械・

器具を具備していること。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

⑧】 

⑧ がん患者リハビリテーション料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

がん患者に対する適切なリハビリテーションの提供を推進する観点か

ら、がん患者リハビリテーション料について対象患者等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

がん患者リハビリテーション料の算定対象患者について、対象疾患等

による要件から、実施される治療等による要件に変更する。 

 
現 行 改定案 

【がん患者リハビリテーション料】 

がん患者リハビリテーション料 

205点 

 

［算定要件］ 

(3) がん患者リハビリテーション料

の対象となる患者は、入院中のが

ん患者であって、以下のいずれか

に該当する者をいい、医師が個別

にがん患者リハビリテーションが

必要であると認める者である。 

ア 食道がん、肺がん、縦隔腫

瘍、胃がん、肝臓がん、胆嚢が

ん、膵臓がん又は大腸がんと診

断され、当該入院中に閉鎖循環

式全身麻酔によりがんの治療の

ための手術が行われる予定の患

者又は行われた患者 

イ 舌がん、口腔がん、咽頭が

ん、喉頭がんその他頸部リンパ

節郭清を必要とするがんにより

入院し、当該入院中に放射線治

療若しくは閉鎖循環式全身麻酔

による手術が行われる予定の患

者又は行われた患者 

ウ 乳がんにより入院し、当該入

【がん患者リハビリテーション料】 

がん患者リハビリテーション料 

●点 

 

［算定要件］ 

(3) がん患者リハビリテーション料

の対象となる患者は、入院中のが

ん患者であって、以下のいずれか

に該当する者をいい、医師が個別

にがん患者リハビリテーションが

必要であると認める者である。 

ア 当該入院中にがんの治療のた

めの手術、骨髄抑制を来しうる

化学療法、放射線治療又は造血

幹細胞移植が行われる予定の患

者又は行われた患者 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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院中にリンパ節郭清を伴う乳房

切除術が行われる予定の患者又

は行われた患者で、術後に肩関

節の運動障害等を起こす可能性

がある患者 

エ 骨軟部腫瘍又はがんの骨転移

に対して、当該入院中に患肢温

存術若しくは切断術、創外固定

若しくはピン固定等の固定術、

化学療法又は放射線治療が行わ

れる予定の患者又は行われた患

者 

オ 原発性脳腫瘍又は転移性脳腫

瘍の患者であって、当該入院中

に手術若しくは放射線治療が行

われる予定の患者又は行われた

患者 

カ 血液腫瘍により、当該入院中

に化学療法若しくは造血幹細胞

移植が行われる予定の患者又は

行われた患者 

キ 当該入院中に骨髄抑制を来し

得る化学療法が行われる予定の

患者又は行われた患者 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

⑨】 

⑨ リンパ浮腫指導管理料及び 

リンパ浮腫複合的治療料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

リンパ浮腫に対する早期かつ適切な介入を推進する観点から、リンパ

浮腫指導管理料及びリンパ浮腫複合的治療料について対象患者等の要件

を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

リンパ浮腫指導管理料及びリンパ浮腫複合的治療料の算定対象となる

患者について、鼠径部、骨盤部若しくは腋窩部のリンパ節郭清を伴う悪

性腫瘍に対する手術を行った患者又は原発性リンパ浮腫と確定診断され

た患者に変更する。また、リンパ浮腫複合的治療料「１」の「重症の場

合」の対象患者について病期分類Ⅱ期以降の患者に変更する。 

 
現 行 改定案 

【リンパ浮腫指導管理料】 

リンパ浮腫指導管理料    100点 

 

［算定要件］ 

注１ 保険医療機関に入院中の患者

であって、子宮悪性腫瘍、子宮

附属器悪性腫瘍、前立腺悪性腫

瘍又は腋窩部郭清を伴う乳腺悪

性腫瘍に対する手術を行ったも

のに対して、当該手術を行った

日の属する月又はその前月若し

くは翌月のいずれかに、医師又

は医師の指示に基づき看護師、

理学療法士若しくは作業療法士

が、リンパ浮腫の重症化等を抑

制するための指導を実施した場

合に、入院中１回に限り算定す

る。 

 

 

【リンパ浮腫指導管理料】 

リンパ浮腫指導管理料     ●点 

 

［算定要件］ 

注１ 保険医療機関に入院中の患者

であって、鼠径部、骨盤部若し

くは腋窩部のリンパ節郭清を伴

う悪性腫瘍に対する手術を行っ

たもの又は原発性リンパ浮腫と

診断されたものに対して、当該

手術を行った日の属する月又は

その前月若しくは翌月のいずれ

か（診断されたものにあって

は、当該診断がされた日の属す

る月又はその翌月のいずれかを

いう。）に、医師又は医師の指

示に基づき看護師、理学療法士

若しくは作業療法士が、リンパ

浮腫の重症化等を抑制するため

の指導を実施した場合に、入院
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(1) リンパ浮腫指導管理料は、手術

前又は手術後において、以下に示

す事項について、個別に説明及び

指導管理を行った場合に算定でき

る。 

 

 

【リンパ浮腫複合的治療料】 

１ 重症の場合       200点 

２ １以外の場合      100点 

 

［算定要件］ 

(1) リンパ浮腫複合的治療料は、

B001-7リンパ浮腫指導管理料の対

象となる腫瘍に対する手術等の後

にリンパ浮腫に罹患した患者であ

って、国際リンパ学会による病期

分類Ⅰ期以降のものに対し、複合

的治療を実施した場合に算定す

る。なお、この場合において、病

期分類Ⅱ後期以降の患者が「１」

の「重症の場合」の対象患者とな

る。 

中１回に限り算定する。 

 

(1) リンパ浮腫指導管理料は、手術

前若しくは手術後又は診断時若し

くは診断後において、以下に示す

事項について、個別に説明及び指

導管理を行った場合に算定でき

る。 

 

【リンパ浮腫複合的治療料】 

１ 重症の場合        ●点 

２ １以外の場合       ●点 

 

［算定要件］ 

(1) リンパ浮腫複合的治療料は、鼠

径部、骨盤部若しくは腋窩部のリ

ンパ節郭清を伴う悪性腫瘍に対す

る手術を行った患者又は原発性リ

ンパ浮腫と診断された患者であっ

て、国際リンパ学会による病期分

類Ⅰ期以降のものに対し、複合的

治療を実施した場合に算定する。

なお、この場合において、病期分

類Ⅱ期以降の患者が「１」の「重

症の場合」の対象患者となる。 
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【Ⅱ－７－７ 患者の早期機能回復のための質の高いリハビリテーション等の評価 －

⑩】 

⑩ 多職種チームによる 

摂食嚥下リハビリテーションの評価 
  

 

「Ⅱ－３－⑦」を参照のこと。 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －①】 

① 小児の在宅呼吸管理における材料の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

それぞれの患者にとって最適な在宅療養を提供し、質の高い在宅医療

を確保する観点から、小児の在宅人工呼吸管理等における実態を踏まえ、

小児の呼吸管理に用いられる材料について、評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

在宅人工呼吸管理等について、小児の呼吸管理の特性と実態を踏まえ

て、６歳未満の乳幼児に対する「乳幼児呼吸管理材料加算」を新設する。 

 
現 行 改定案 

【在宅療養指導管理材料加算の通

則】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

【在宅療養指導管理材料加算の通

則】 

［算定要件］ 

３ 区分番号Ｃ１０３、Ｃ１０７又

はＣ１０７－２に掲げる管理料を

６歳未満の乳幼児に対して算定す

る場合は、乳幼児呼吸管理材料加

算として、３月に３回に限り●点

を所定点数に加算する。 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －②】 

② 在宅自己導尿における 

特殊カテーテル加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

それぞれの患者にとって最適な在宅療養を提供し、質の高い在宅医療

を確保する観点から、在宅自己導尿について、日本排尿機能学会等によ

る診療ガイドラインを踏まえ、カテーテルに係る材料加算について評価

を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．「在宅自己導尿指導管理料」及び「特殊カテーテル加算」それぞれ

で評価されているカテーテルに係る費用について、評価体系を整理し

た上でエビデンスを踏まえた適切な評価とする。 

 

２．個々の患者の状態やニーズを踏まえ、受診回数及びカテーテルの使

用頻度について、柔軟な算定が可能となるよう要件の見直しを行う。 

 
現 行 改定案 

【在宅自己導尿指導管理料】 

［算定要件］ 

在宅自己導尿指導管理料  1,800点 

注２ 第２款に定めるものを除き、

カテーテルの費用は、所定点数

に含まれるものとする。 

 

【特殊カテーテル加算】 

［算定要件］ 

（新設） 

１ 間歇導尿用ディスポーザブルカ

テーテル 

イ 親水性コーティングを有する

もの          960点 

（新設） 

 

 

ロ イ以外のもの     600点 

【在宅自己導尿指導管理料】   

［算定要件］  

在宅自己導尿指導管理料    ●点 

注２ カテーテルの費用は、第２款

に定める所定点数により算定す

る。 

 

【特殊カテーテル加算】 

［算定要件］ 

１ 再利用型カテーテル    ●点 

２ 間歇導尿用ディスポーザブルカ

テーテル 

イ 親水性コーティングを有する

もの 

(1) 60本以上の場合    ●点 

(2) 90本以上の場合    ●点 

(3)120本以上の場合    ●点 

ロ イ以外のもの      ●点 
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２ 間歇バルーンカテーテル 600点 

注 在宅自己導尿を行っている入

院中の患者以外の患者に対し

て、間歇導尿用ディスポーザブ

ルカテーテル又は間歇バルーン

カテーテルを使用した場合に、

第１款の所定点数に加算する。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

３ 間歇バルーンカテーテル  ●点 

注 在宅自己導尿を行っている入

院中の患者以外の患者に対し

て、再利用型カテーテル、間歇

導尿用ディスポーザブルカテー

テル又は間歇バルーンカテーテ

ルを使用した場合に、３月に３

回に限り、第１款の所定点数に

加算する。 

 

(4) 「２ 間歇導尿用ディスポーザ

ブルカテーテル」の「イ 親水性

コーティングを有するもの」は、

排尿障害が長期間かつ不可逆的に

持続し、代替となる排尿方法が存

在せず、適切な消毒操作が困難な

場において導尿が必要となる場合

等、当該カテーテルを使用する医

学的な妥当性が認められる場合に

使用することとし、原則として次

のいずれかに該当する患者に使用

した場合に算定する。なお、診療

報酬明細書の摘要欄にアからエま

でのいずれかの要件を満たす医学

的根拠を記載すること。 

ア 脊髄障害 

イ 二分脊椎 

ウ 他の中枢神経を原因とする神

経因性膀胱 

エ その他 

(5) 「２ 間歇導尿用ディスポーザ

ブルカテーテル」の「イ 親水性

コーティングを有するもの」は、

１月あたり60本以上使用した場合

（他のカテーテルを合わせて用い

た場合を含む。）に算定すること

とし、これに満たない場合は「ロ 

イ以外のもの」の所定点数を算定

する。 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －③】 

③ トレッドミル等による 

負荷心肺機能検査の評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

日本循環器学会等による診療ガイドラインを踏まえたエビデンスに基

づく診療を進めるため、安定冠動脈疾患の診断等に用いられる様々な検

査法について、検査の実態及び有用性等を踏まえ評価を見直すとともに、

検査の適応疾患や目的が明確になるよう要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

トレッドミル等による負荷心肺機能検査について、検査の実態を踏ま

え評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【トレッドミルによる負荷心肺機能

検査、サイクルエルゴメーターに

よる心肺機能検査】 

 

トレッドミルによる負荷心肺機能検

査、サイクルエルゴメーターによる

心肺機能検査       1,400点 

【トレッドミルによる負荷心肺機能

検査、サイクルエルゴメーターに

よる心肺機能検査】 

 

トレッドミルによる負荷心肺機能検

査、サイクルエルゴメーターによる

心肺機能検査         ●点 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －④】 

④ 冠動脈ＣＴ撮影の算定要件の新設 
  

第１ 基本的な考え方 

 

日本循環器学会等による診療ガイドラインを踏まえたエビデンスに基

づく診療を進めるため、安定冠動脈疾患の診断等に用いられる様々な検

査法について、検査の実態及び有用性等を踏まえ評価を見直すとともに、

検査の適応疾患や目的が明確になるよう要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

心筋梗塞のリスクや治療の緊急性が低い患者に対する、安定冠動脈疾

患の診断を目的としたコンピューター断層撮影（ＣＴ撮影）の冠動脈Ｃ

Ｔ撮影加算について、適応疾患や目的を確認するため、診療報酬明細書

の摘要欄に疾患や医学的根拠の記載をすることを算定要件に追加する。 

 
現 行 改定案 

【コンピューター断層撮影（ＣＴ撮

影）（一連につき）（注加算）】 

注４ ＣＴ撮影について、別に厚生

労働大臣が定める施設基準に適

合しているものとして地方厚生

局長等に届け出た保険医療機関

において、冠動脈のＣＴ撮影を

行った場合は、冠動脈ＣＴ撮影

加算として、600点を所定点数に

加算する。 

 

［算定要件］ 

(8) 「注４」に規定する冠動脈ＣＴ

撮影加算は、別に厚生労働大臣が

定める施設基準に適合しているも

のとして地方厚生（支）局長に届

け出た保険医療機関において、64 

列以上のマルチスライス型のＣＴ

装置を使用し、冠動脈を撮影した

上で三次元画像処理を行った場合

に限り算定する。 

【コンピューター断層撮影（ＣＴ撮

影）（一連につき）（注加算）】 

注４ ＣＴ撮影について、別に厚生

労働大臣が定める施設基準に適

合しているものとして地方厚生

局長等に届け出た保険医療機関

において、冠動脈のＣＴ撮影を

行った場合は、冠動脈ＣＴ撮影

加算として、●点を所定点数に

加算する。 

 

［算定要件］ 

(8) 「注４」に規定する冠動脈ＣＴ

撮影加算は、別に厚生労働大臣が

定める施設基準に適合しているも

のとして地方厚生（支）局長に届

け出た保険医療機関において、以

下のアからオまでの場合に、64 列

以上のマルチスライス型のＣＴ装

置を使用し、冠動脈を撮影した上

で三次元画像処理を行った場合に

限り算定する。この場合におい
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て、その医学的根拠について診療

報酬明細書の摘要欄に該当項目を

記載すること。また、オに該当す

る場合は、その詳細な理由を診療

報酬明細書の摘要欄に記載するこ

と。 

ア 諸種の原因による冠動脈の構

造的・解剖学的異常（超音波検

査等の所見から疑われた場合に

限る。） 

イ 急性冠症候群（血液検査や心

電図検査等により治療の緊急性

が高いと判断された場合に限

る。） 

ウ 狭心症（定量的負荷心電図又

は負荷心エコー法により機能的

虚血が確認された場合又はその

確認が困難な場合に限る。） 

エ 狭心症等が疑われ、冠動脈疾

患のリスク因子（糖尿病、高血

圧、脂質異常症、喫煙等）が認

められる場合 

オ その他、冠動脈ＣＴ撮影が医

学的に必要と認められる場合 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －⑤】 

⑤ 安定冠動脈疾患に対する 

経皮的冠動脈インターベンションの要件の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

安定冠動脈疾患において待機的に実施される経皮的冠動脈インターベ

ンションについて、日本循環器学会等による診療ガイドラインを踏まえ

要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

安定冠動脈疾患に対して待機的に実施され、機能的虚血又は高度狭窄

が存在することが確認されていない病変に対する経皮的冠動脈形成術及

び経皮的冠動脈ステント留置術については、循環器内科又は心臓血管外

科を含む複数診療科の医師が参加するカンファレンス等の実施を要件と

する。 

 
現 行 改定案 

【経皮的冠動脈形成術（３ その他

のもの）】 

１ 急性心筋梗塞に対するもの 

32,000点 

２ 不安定狭心症に対するもの 

22,000点 

３ その他のもの 

19,300点 

 

［算定要件］ 

(4) 「３」のその他のものは、原則

として次のいずれかに該当する病

変に対して実施した場合に算定す

る。なお、診療報酬明細書の摘要

欄にアからウまでのいずれかの要

件を満たす医学的根拠について記

載すること。また、医学的な必要

性からそれ以外の病変に対して実

施する場合は、その詳細な理由を

診療録及び診療報酬明細書の摘要

【経皮的冠動脈形成術（３ その他

のもの）】 

１ 急性心筋梗塞に対するもの 

●点 

２ 不安定狭心症に対するもの 

●点 

３ その他のもの 

●点 

 

［算定要件］ 

(4) 「３」のその他のものは、原則

として次のいずれかに該当する病

変に対して実施した場合に算定す

る。なお、診療報酬明細書の摘要

欄にアからウまでのいずれかの要

件を満たす医学的根拠について記

載すること。なお、ウの病変に対

して実施する場合は、循環器内科

又は心臓血管外科を担当する医師

が複数名参加するカンファレンス
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欄に記載すること。 

 

 

 

 

ア 一方向から造影して90％以上

の狭窄病変 

イ 安定労作性狭心症の原因と考

えられる狭窄病変（他に有意狭

窄病変を認めない場合に限

る。） 

ウ 機能的虚血の評価のための検

査を実施し、機能的虚血の原因

と確認されている狭窄病変 

（新設） 

 

(8) 当該手術が、日本循環器学会、

日本冠疾患学会、日本冠動脈外科

学会、日本胸部外科学会、日本心

血管インターベンション治療学

会、日本心臓血管外科学会、日本

心臓病学会及び日本糖尿病学会の

承認を受けた「安定冠動脈疾患に

おける待機的ＰＣＩのガイドイン

（2011年改訂版）」、「虚血性心

疾患に対するバイパスグラフトと

手術術式の選択ガイドライン

（2011年改訂版）」と両ガイドラ

インに記載された「ＰＣＩ／ＣＡ

ＢＧの適応に関するガイドライン

(安定冠動脈疾患に対する冠血行再

建術(ＰＣＩ／ＣＡＢＧ）：ステー

トメント＆適応（冠動脈血行再建

術協議会））」及び「非ＳＴ上昇

型急性冠症候群の診療に関するガ

イドライン（2012年改訂版）」に

沿って行われた場合に限り算定す

る。 

等により医学的な必要性を検討す

ること。また、実施の医学的な必

要性及び検討の結果を診療録及び

診療報酬明細書の摘要欄に記載す

ること。 

ア 機能的虚血の原因である狭窄

病変 

（削除） 

 

 

 

イ 区分番号「Ｄ２０６」に掲げ

る心臓カテーテル法における

90％以上の狭窄病変 

ウ その他医学的必要性が認めら

れる病変 

(8) 当該手術が、日本循環器学会、

日本冠疾患学会、日本胸部外科学

会、日本心血管インターベンショ

ン治療学会、日本心臓血管外科学

会、日本心臓病学会、日本集中治

療医学会、日本心臓リハビリテー

ション学会及び日本不整脈心電学

会の承認を受けた「急性冠症候群

ガイドライン（2018年改訂版）」

又は「安定冠動脈疾患の血行再建

ガイドライン（2018年改訂版）」

に沿って行われた場合に限り算定

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 経皮的冠動脈ステント留置術

（３ その他のもの）についても

同様。 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －⑥】 

⑥ 人工内耳機器調整に対する評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

人工内耳植込術後の、人工内耳用音声信号処理装置の調整は治療の一

環であることから、医師や言語聴覚士による機器調整について新たな評

価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

人工内耳植込術を行った患者について、人工内耳用音声信号処理装置

の機器調整を行った場合について、高度難聴指導管理料の加算を新設す

る。 

 
現 行 改定案 

（新設） 

 

 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

【人工内耳機器調整加算（高度難聴

指導管理料の注加算）】 

 

［算定要件］ 

注３ 区分番号Ｋ３２８に掲げる人

工内耳植込術を行った患者に対

して、人工内耳用音声信号処理

装置の機器調整を行った場合

は、人工内耳機器調整加算とし

て６歳未満の乳幼児については

３月に１回に限り、６歳以上の

患者については６月に１回に限

り●点を所定点数に加算する。 

 

(4) 人工内耳用音声信号処理刺激装

置の機器調整とは、人工内耳用音

声信号処理装置と機器調整専用の

ソフトウエアが搭載されたコンピ

ューターを接続し、人工内耳用イ

ンプラントの電気的な刺激方法及

び大きさ等について装用者に適し

た調整を行うことをいう。 

(5) 人工内耳機器調整加算は、耳鼻

咽喉科の常勤医師又は耳鼻咽喉科
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（新設） 

 

 

 

 

 

の常勤医師の指示を受けた言語聴

覚士が人工内耳用音声信号処理装

置の機器調整を行った場合に算定

する。 

(6) ６歳の誕生日の属する月より前

に当該加算を算定した場合にあっ

ては、６歳の誕生日以後、最初に

算定する月までは注３の６歳未満

の乳幼児の算定方法の例によるも

のとする。 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －⑦】 

⑦ 認知機能検査等の算定要件の新設 
  

第１ 基本的な考え方 

 

認知機能検査その他の心理検査のうち、主に疾患（疑いを含む。）の

早期発見を目的とする簡易なものについては、結果の信頼性確保の観点

から、算定間隔等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

認知機能検査その他の心理検査のうち操作が容易なものについて、簡

易な検査に該当するものを実施する際は３月に１回算定することを原則

とする。また、医学的な必要性から３月に２回以上検査を実施する場合

には、診療報酬明細書の摘要欄に医学的根拠の記載を求めることとする。 

 
現 行 改定案 

【認知機能検査その他の心理検査

（１ 操作が容易なもの）】 

（新設） 

 

 

［算定要件］ 

(2) 各区分のうち「１」の「操作が

容易なもの」とは、検査及び結果

処理に概ね40分以上を要するもの、

「２」の「操作が複雑なもの」と

は、検査及び結果処理に概ね１時

間以上を要するもの、「３」の「操

作と処理が極めて複雑なもの」と

は、検査及び結果処理に１時間30

分以上要するものをいう。 

  なお、臨床心理・神経心理検査

は、医師が自ら、又は医師の指示

により他の従事者が自施設におい

て検査及び結果処理を行い、か

つ、その結果に基づき医師が自ら

結果を分析した場合にのみ算定す

る。 

 

【認知機能検査その他の心理検査

（１ 操作が容易なもの）】 

イ 簡易なもの        ●点 

ロ その他のもの       ●点 

 

［算定要件］ 

(2) 各区分のうち「１」の「操作が

容易なもの」とは、検査及び結果

処理に概ね40分以上を要するも

の、このうち「イ」の「簡易なも

の」とは、主に疾患（疑いを含

む。）の早期発見を目的とするも

の、「２」の「操作が複雑なもの」

とは、検査及び結果処理に概ね１

時間以上を要するもの、「３」の

「操作と処理が極めて複雑なも

の」とは、検査及び結果処理に１

時間30分以上要するものをいう。 

  なお、臨床心理・神経心理検査

は、医師が自ら、又は医師の指示

により他の従事者が自施設におい

て検査及び結果処理を行い、か

つ、その結果に基づき医師が自ら
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(10) 区分番号「Ｄ２８５」認知機能

検査その他の心理検査の「１」と

は、ＣＡＳ不安測定検査、ＳＤＳ

うつ性自己評価尺度、ＣＥＳ－Ｄ

うつ病（抑うつ状態）自己評価尺

度、ＨＤＲＳハミルトンうつ病症

状評価尺度、ＳＴＡＩ状態・特性

不安検査、ＰＯＭＳ、ＩＥＳ－

Ｒ、ＰＤＳ、ＴＫ式診断的新親子

関係検査、ＣＭＩ健康調査票、Ｇ

ＨＱ精神健康評価票、ＭＡＳ不安

尺度、ブルドン抹消検査、ＭＥＤ

Ｅ多面的初期認知症判定検査、Ｗ

ＨＯ ＱＯＬ26、ＣＯＧＮＩＳＴＡ

Ｔ、ＳＩＢ、Ｃｏｇｈｅａｌｔｈ

（医師、看護師又は臨床心理技術

者が検査に立ち会った場合に限

る。）、ＮＰＩ、ＢＥＨＡＶＥ－Ａ

Ｄ、音読検査（特異的読字障害を

対象にしたものに限る。）、ＡＱ日

本語版、ＷＵＲＳ、ＭＣＭＩ－

Ⅱ、ＭＯＣＩ邦訳版、日本語版Ｌ

ＳＡＳ－Ｊ（６月に１回に限

る。）、ＤＥＳ－Ⅱ、ＥＡＴ－26、

Ｍ－ＣＨＡＴ、ＳＴＡＩ－Ｃ状

態・特性不安検査（児童用）、ＤＳ

ＲＳ－Ｃ、長谷川式知能評価スケ

ール、ＭＭＳＥ、前頭葉評価バッ

テリー、ストループテスト及びＭ

ｏＣＡ－Ｊのことをいう。 

  

 

（新設） 

 

 

 

 

 

結果を分析した場合にのみ算定す

る。 

(10) 区分番号「Ｄ２８５」認知機能

検査その他の心理検査の「１」の

「イ」の簡易なものとは、ＭＡＳ

不安尺度、ＭＥＤＥ多面的初期認

知症判定検査、ＡＱ日本語版、日

本語版ＬＳＡＳ－Ｊ、ＥＡＴ－

26、Ｍ－ＣＨＡＴ、長谷川式知能

評価スケール及びＭＭＳＥのこと

をいい、「ロ」のその他のものと

は、ＣＡＳ不安測定検査、ＳＤＳ

うつ性自己評価尺度、ＣＥＳ－Ｄ

うつ病（抑うつ状態）自己評価尺

度、ＨＤＲＳハミルトンうつ病症

状評価尺度、ＳＴＡＩ状態・特性

不安検査、ＰＯＭＳ、ＩＥＳ－

Ｒ、ＰＤＳ、ＴＫ式診断的新親子

関係検査、ＣＭＩ健康調査票、Ｇ

ＨＱ精神健康評価票、ブルドン抹

消検査、ＷＨＯ ＱＯＬ26、ＣＯＧ

ＮＩＳＴＡＴ、ＳＩＢ、Ｃｏｇｈ

ｅａｌｔｈ（医師、看護師又は臨

床心理技術者が検査に立ち会った

場合に限る。）、ＮＰＩ、ＢＥＨＡ

ＶＥ－ＡＤ、音読検査（特異的読

字障害を対象にしたものに限

る。）、ＷＵＲＳ、ＭＣＭＩ－Ⅱ、

ＭＯＣＩ邦訳版、ＤＥＳ－Ⅱ、Ｓ

ＴＡＩ－Ｃ状態・特性不安検査

（児童用）、ＤＳＲＳ－Ｃ、前頭葉

評価バッテリー、ストループテス

ト及びＭｏＣＡ－Ｊのことをい

う。 

(11)区分番号「Ｄ２８５」認知機能

検査その他の心理検査の「１」の

「イ」は、原則として３月に１回

に限り算定する。ただし、医学的

な必要性から３月に２回以上算定

する場合には、診療報酬明細書の

摘要欄にその理由及び医学的根拠

を詳細に記載すること。 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －⑧】 

⑧ 質の高い臨床検査の適切な評価 
 

第１ 基本的な考え方 

 

質の高い臨床検査の適切な評価を進めるため、以下の見直しを行う。 

① 新規臨床検査として保険適用され、現在準用点数で行われている

検査について新たな評価を行う。 

② 難病患者に対する診断のための検査を充実させる観点から、指定

難病の診断に必要な遺伝学的検査について、評価の対象の拡大を含

め要件を見直す。  

③ 血清アルブミンの測定方法の標準化を推進するため要件を見直す。 

④ 遺伝子関連・染色体検査について新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．Ｅ３又はＣ２区分で保険適用された新規体外診断用医薬品等につい

て、技術料の新設や削除を行う。 

「Ⅱ－８－⑨」を参照のこと。 

 

２．診断基準において、遺伝学的検査の実施が必須となっている指定難

病について、遺伝学的検査の対象疾患に追加する。また、臨床症状、

他の検査等で診断がつかない場合に遺伝学的検査の実施が必須となっ

ている指定難病について、臨床症状、他の検査等では診断できない場

合に限り、遺伝学的検査の対象とする。 

「Ⅱ－７－４－①」を参照のこと。 

 

３．血清アルブミンの測定方法の標準化を推進するため、ＢＣＧ法につ

いては次回改定まで算定できることとする。 

 
現 行 改定案 

【血液化学検査】 

１ アルブミン       11点 

 

 

［算定要件］ 

（新設） 

【血液化学検査】 

１ アルブミン（ＢＣＰ改良法・Ｂ

ＣＧ法）          ●点 

 

［算定要件］ 

アルブミンのうち、ＢＣＧ法によ

るものは、令和４年３月31日までの
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間に限り、算定できるものとする。 

 

４．次の遺伝子関連・染色体検査について、遺伝子関連・染色体検査判

断料を新設する。 

 

悪性腫瘍遺伝子検査、造血器腫瘍遺伝子検査、Ｍａｊｏｒ ＢＣ

Ｒ－ＡＢＬ１、遺伝学的検査、染色体検査、免疫関連遺伝子再構

成、ＵＤＰグルクロン酸転移酵素遺伝子多型、サイトケラチン19

（ＫＲＴ19） ｍＲＮＡ検出、ＷＴ１ ｍＲＮＡ、ＦＩＰ１Ｌ１ｰ

ＰＤＧＦＲα融合遺伝子、ＥＧＦＲ遺伝子検査（血漿）、骨髄微小

残存病変量測定、ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査、ＦＬＴ３遺伝子検

査、膀胱がん関連遺伝子検査、ＮＵＤＴ15遺伝子多型、ＪＡＫ２

遺伝子検査 等 

 
現 行 改定案 

【検体検査判断料】 

１ 尿・糞便等検査判断料   34点 

（新設） 

 

２ 血液学的検査判断料   125点 

３ 生化学的検査（Ⅰ）判断料 

144点 

４ 生化学的検査（Ⅱ）判断料 

144点 

５ 免疫学的検査判断料   144点 

６ 微生物学的検査判断料  150点 

 

注１ 検体検査判断料は該当する検

体検査の種類又は回数にかかわ

らずそれぞれ月１回に限り算定

できるものとする。ただし、区

分番号Ｄ０２７に掲げる基本的

検体検査判断料を算定する患者

については、尿・糞便等検査判

断料、血液学的検査判断料、生

化学的検査（Ⅰ）判断料、免疫

学的検査判断料及び微生物学的

検査判断料は別に算定しない。 

 

 

（新設） 

 

【検体検査判断料】 

１ 尿・糞便等検査判断料   ●点 

２ 遺伝子関連・染色体検査判断料 

●点 

３ 血液学的検査判断料    ●点 

４ 生化学的検査（Ⅰ）判断料 

●点 

５ 生化学的検査（Ⅱ）判断料 

●点 

６ 免疫学的検査判断料    ●点 

７ 微生物学的検査判断料   ●点 

 

注１ 検体検査判断料は該当する検

体検査の種類又は回数にかかわ

らずそれぞれ月１回に限り算定

できるものとする。ただし、区

分番号Ｄ０２７に掲げる基本的

検体検査判断料を算定する患者

については、尿・糞便等検査判

断料、遺伝子関連・染色体検査

判断料、血液学的検査判断料、

生化学的検査（Ⅰ）判断料、免

疫学的検査判断料及び微生物学

的検査判断料は別に算定しな

い。 

注３ 区分番号Ｄ００４―２の１に

掲げる悪性腫瘍遺伝子検査及び
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区分番号Ｄ００６－２からＤ０

０６－●までに掲げる検査は、

遺伝子関連・染色体検査判断料

により算定するものとし、尿・

糞便等検査判断料又は血液学的

検査判断料は算定しない。 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －⑨】 

⑨ 手術等医療技術の適切な評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

１．医療技術評価分科会における検討結果等を踏まえ、医療技術の評価

及び再評価を行い、優先的に保険導入すべきとされた新規技術（先進

医療として実施されている技術を含む。）について新たな評価を行う

とともに、既存技術の評価を見直す。 

 

２．新規医療材料等として保険適用され、現在準用点数で行われている

医療技術について新たな評価を行う。 

 

３．外科的手術等の医療技術の適正かつ実態に即した評価を行うため、

外保連試案の評価等を参考に評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．医療技術評価分科会における検討結果等を踏まえ、新規技術（先進

医療として実施している医療技術を含む。）の保険導入及び既収載技

術の再評価（廃止を含む。）を行う。 

 

［診療報酬改定において対応する優先度が高い技術のうち、学会等から

医療技術評価分科会に提案のあったものの例］ 

（１）膵頭十二指腸切除術（ロボット支援） 

（２）同種クリオプレシピテート作製術 

（３）脳性Ｎａ利尿ペプチド（ＢＮＰ） 

（４）体幹部定位放射線治療の適応拡大 

（５）経皮的腎生検 

（６）デブリードマン（重症軟部組織感染症） 

（７）病理組織標本作製（セルブロック法によるもの）の適応疾患の拡

大 

 

［診療報酬改定において対応する優先度が高い技術のうち、先進医療と

して実施しているもの］ 

（１）神経変性疾患の遺伝子診断（※１） 

（２）泌尿生殖器腫瘍後腹膜リンパ節転移に対する腹腔鏡下リンパ節郭
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清術（※２） 

（３）角膜ジストロフィーの遺伝子解析 

（４）ＭＥＮ１遺伝子診断 

（５）腹腔鏡下傍大動脈リンパ節郭清術 

（６）多血小板血漿を用いた難治性皮膚潰瘍の治療 

※１：脊髄小脳変性症に係るもの。 

※２：精巣腫瘍に係るもの。  
 

［廃止を行う技術の例］ 

（１）四肢切断術 指（手、足） 
 

２．Ｃ２、Ｅ３区分で保険適用された新規医療材料、新規体外診断用医

薬品等及び新たに薬価収載された医薬品等を使用する際の手技につい

て、それぞれ技術料の新設や削除を行う。 

 

［技術の例］ 

経皮的卵円孔開存閉鎖術  ●点 

 

３．外科系学会社会保険委員連合会「外保連試案2020」等における、手

術等に係る人件費及び材料に係る費用の調査結果等を参考とし、技術

料の見直しを行う。 

また、以下の既存技術について、実態に即した評価の見直しを行う。 

 
現 行 改定案 

【結膜結石除去術】 

２ 多数のもの       390点 

 

 

【心腫瘍摘出術、心腔内粘液腫摘出

術、心室瘤切除術（梗塞切除を含

む。）、左室形成術、心室中隔穿

孔閉鎖術、左室自由壁破裂修復

術】 

 

［算定要件］ 

区分番号「Ｋ544」心腫瘍摘出術、

心腔内粘液腫摘出術、区分番号「Ｋ

553」心室瘤切除術（梗塞切除を含

む。）又は区分番号「Ｋ553－２」左

室形成術、心室中隔穿孔閉鎖術、左

室自由壁破裂修復術と、区分番号

【結膜結石除去術】 

２ 多数のもの（１眼瞼ごと） 

●点 

 

【心腫瘍摘出術、心腔内粘液腫摘出

術、心室瘤切除術（梗塞切除を含

む。）、左室形成術、心室中隔穿

孔閉鎖術、左室自由壁破裂修復

術】 

 

［算定要件］ 

（削除） 
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「Ｋ554」弁形成術（１弁のものに限

る。）又は区分番号「Ｋ555」弁置換

術（１弁のものに限る。）を併施し

た場合は、区分番号「Ｋ544」、区分

番号「Ｋ553」又は区分番号「Ｋ553

－２」の「２」により算定する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数手術に係る費用の特例に関す

る告示） 

別表第一 

Ｋ544 心腫瘍

摘出術、心腔内

粘液腫摘出術 

Ｋ554 弁形成

術 

Ｋ555 弁置換

術 

Ｋ553 心室瘤

切除術（梗塞切

除を含む。） 

Ｋ554 弁形成

術 

Ｋ555 弁置換

術 

Ｋ553－2 左室

形成術、心室中 

隔穿孔閉鎖術、

左室自由壁破裂

修復術 

Ｋ554 弁形成

術 

Ｋ555 弁置換

術 
 

【精索捻転手術】 

１ 対側の精索固定術を伴うもの 

7,810点 

２ その他のもの     8,230点 

 

【造血幹細胞移植】 

注５ 造血幹細胞移植者に係る造血

幹細胞採取、組織適合性試験及

び造血幹細胞測定の費用は所定

点数に含まれるものとする。 

 

注９ １及び２については、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に

適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機

関において実施した場合は、コ

ーディネート体制充実加算とし

て、1,500点を所定点数に加算す

る。 

【精索捻転手術】 

１ 対側の精索固定術を伴うもの 

●点 

２ その他のもの             ●点 

 

【造血幹細胞移植】 

注５ 同種移植における造血幹細胞

移植者に係る骨髄採取、組織適

合性試験及び造血幹細胞測定の

費用は所定点数に含まれるもの

とする。 

注９ １及び２については、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に

適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機

関において同種移植を実施した

場合は、コーディネート体制充

実加算として、●点を所定点数

に加算する。 
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【免疫染色（免疫抗体法）病理組織

標本作製】 

注２ ８について、確定診断のため

に４種類以上の抗体を用いた免

疫染色が必要な患者に対して、

標本作製を実施した場合には、

1,600点を所定点数に加算する。 

 

【点滴注射（１日につき）】 

１ ６歳未満の乳幼児に対するもの

（１日分の注射量が100mL以上の場

合）               98点 

２ １に掲げる者以外の者に対する

もの（１日分の注射量が500mL以上

の場合）            97点 

３ その他の場合（入院中の患者以

外の患者に限る。）     49点 

 

【免疫染色（免疫抗体法）病理組織

標本作製】 

注２ ８について、確定診断のため

に４種類以上の抗体を用いた免

疫染色が必要な患者に対して、

標本作製を実施した場合には、

●点を所定点数に加算する。 

 

【点滴注射（１日につき）】 

１ ６歳未満の乳幼児に対するもの

（１日分の注射量が100mL以上の場

合）               ●点 

２ １に掲げる者以外の者に対する

もの（１日分の注射量が500mL以上

の場合）             ●点 

３ その他の場合（入院中の患者以

外の患者に限る。）      ●点 
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【Ⅱ－８ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーション等の新たな技術を含む先

進的な医療技術の適切な評価と着実な導入 －⑩】 

⑩ 注射の準用に係る規定の創設 
  

第１ 基本的な考え方 

 

今般、革新的な医薬品や医療機器の開発に伴い特殊な注射手技が出現

しうることを踏まえ、注射の準用に係る規定を設ける。 

 

第２ 具体的な内容 

 

第１節に掲げられていない注射であって特殊なものの注射料について、

処置や手術と同様に、第１節に掲げられている注射のうちで最も近似す

る注射の各区分の所定点数により算定できるよう注射の準用に係る規定

を設ける。 

 
現 行 改定案 

【注射の通則７】 

［算定要件］ 

 第１節に掲げられていない注射で

あって簡単なものの費用は、第２節

の各区分の所定点数のみにより算定

する。 

 

 

 

 

（新設） 

 

【注射の通則７】 

［算定要件］ 

 第１節に掲げられていない注射で

あって簡単なものの費用は、第２節

の各区分の所定点数のみにより算定

し、特殊なものの費用は、第１節に

掲げられている注射のうちで最も近

似する注射の各区分の所定点数によ

り算定する。 

 

７ 第１節注射料に掲げられていな

い注射のうち、特殊な注射（点数

表にあっても、手技が従来の注射

と著しく異なる場合等を含む。）

の注射料は、その都度当局に内議

し、最も近似する注射として準用

が通知された算定方法により算定

する。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －①】 

① 歯科外来診療における院内感染防止対策の推進 
 

 

「Ⅱ－７－６－③」を参照のこと。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －②】 

② 歯科疾患管理料の見直し 
 

 

「Ⅱ－４－④」を参照のこと。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －③】 

③ 歯周病重症化予防の推進 
 

 

「Ⅱ－４－⑤」を参照のこと。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －④】 

④ ライフステージに応じた口腔機能管理の推進 
 

第１ 基本的な考え方 

 

歯科疾患管理料の口腔機能管理加算及び小児口腔機能管理加算につい

て、歯科疾患の継続管理を行っている患者に対する診療実態に合わせて

要件等を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．歯科疾患管理料の小児口腔機能管理加算及び口腔機能管理加算の扱

いを見直す。 

 

２．口腔機能の発達不全を有する小児及び口腔機能の低下を来している

患者に対して、口腔機能管理を実施した場合の評価を新設する。 

 
現 行 改定案 

【歯科疾患管理料】 

［算定要件］ 

12 口腔機能の発達不全を有してい

る15歳未満の患者に対して、口腔

機能の獲得を目的として、患者等

の同意を得て、当該患者の口腔機

能評価に基づく管理計画を作成

し、療養上必要な指導を行った場

合は、小児口腔機能管理加算とし

て、100点を所定点数に加算する。 

13 口腔機能の低下を来している患

者に対して、口腔機能の回復又は

維持を目的として、患者等の同意

を得て、当該患者の口腔機能評価

に基づく管理計画を作成し、療養

上必要な指導を行った場合は、口

腔機能管理加算として、100点を所

定点数に加算する。 

【歯科疾患管理料】 

［算定要件］ 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（新）  小児口腔機能管理料   ●点 
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［対象患者］ 

15歳未満の口腔機能の発達不全を認める患者（咀嚼機能、嚥下機能

若しくは構音機能等が十分に発達していない又は正常に獲得できてい

ない患者） 

 

［算定要件］ 

（１）区分番号Ｂ０００－４に掲げる歯科疾患管理料又は区分番号Ｂ０

０２に掲げる歯科特定疾患療養管理料を算定している患者であっ

て、口腔機能の発達不全を有する15歳未満の小児に対して、口腔

機能の獲得を目的として、当該患者又はその家族等の同意を得て、

当該患者の口腔機能評価に基づく管理計画を作成し、療養上必要

な指導を行った場合に、月１回に限り算定する。 

（２）入院中の患者に対して行った指導又は退院した患者に対して退院

の日の属する月に行った指導の費用は、第１章第２部第１節、第

３節又は第４節の各区分の所定点数に含まれる。ただし、当該患

者が歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保険医療機関

の歯科診療以外の診療に係る病棟に入院している場合又は当該病

棟を退院した患者については、この限りでない。 

（３）小児口腔機能管理料を算定した月において、区分番号Ｂ０００－

６に掲げる周術期等口腔機能管理料（Ⅰ）、区分番号Ｂ０００－

７に掲げる周術期等口腔機能管理料（Ⅱ）、区分番号Ｂ０００－

８に掲げる周術期等口腔機能管理料（Ⅲ）、区分番号Ｃ００１－

３に掲げる歯科疾患在宅療養管理料、区分番号Ｃ００１－６に掲

げる小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料及び区

分番号Ｎ００２に掲げる歯科矯正管理料は、算定できない。 

 

（新）  口腔機能管理料   ●点 

 

［対象患者］ 

歯の喪失や加齢、これら以外の全身的な疾患等により口腔機能の低

下を認める患者（口腔衛生状態不良、口腔乾燥、咀嚼能力低下、舌口

唇運動機能低下、咬合力低下、低舌圧又は嚥下機能低下の７項目のう

ちいずれか３項目以上に該当する患者） 

 

［算定要件］ 

（１）区分番号Ｂ０００－４に掲げる歯科疾患管理料又は区分番号Ｂ０

０２に掲げる歯科特定疾患療養管理料を算定している患者であっ

て、口腔機能の低下を来しているものに対して、口腔機能の回復

又は維持を目的として、患者等の同意を得て、当該患者の口腔機
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能評価に基づく管理計画を作成し、療養上必要な指導を行った場

合に、月１回に限り算定する。 

（２）入院中の患者に対して行った指導又は退院した患者に対して退院

の日の属する月に行った指導の費用は、第１章第２部第１節、第

３節又は第４節の各区分の所定点数に含まれる。ただし、当該患

者が歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保険医療機関

の歯科診療以外の診療に係る病棟に入院している場合又は当該病

棟を退院した患者については、この限りでない。 

（３）口腔機能管理料を算定した月において、区分番号Ｂ０００－６に

掲げる周術期等口腔機能管料（Ⅰ）、区分番号Ｂ０００－７に掲

げる周術期等口腔機能管理料（Ⅱ）、区分番号Ｂ０００－８に掲

げる周術期等口腔機能管理料（Ⅲ）、区分番号Ｃ００１－３に掲

げる歯科疾患在宅療養管理料、区分番号Ｃ００１－５に掲げる在

宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料及び区分番号Ｎ０

０２に掲げる歯科矯正管理料は、算定できない。 

 

３．口腔機能の評価を行うための口唇閉鎖力検査を行った場合の評価を

新設する。 

 

（新）  小児口唇閉鎖力検査（１回につき）   ●点 

 

［算定要件］ 

小児口唇閉鎖力測定を行った場合は、３月に１回に限り算定する。 

 

４．口腔機能の評価を行うための舌圧検査の算定頻度についての要件を

見直す。 

 
現 行 改定案 

【舌圧検査】 

［算定要件］ 

注１ 舌圧測定を行った場合は、６

月に１回に限り算定する。 

【舌圧検査】 

［算定要件］ 

注１ 舌圧測定を行った場合は、３

月に１回に限り算定する。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑤】 

⑤ 非経口摂取患者に対する口腔管理の推進 
 

第１ 基本的な考え方 

 

経口摂取が困難な口腔の自浄作用の低下した療養中の患者に対する痂

皮の除去等を評価する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

経口摂取が困難な患者に対して、歯科医師等が口腔衛生状態の改善を 

目的として行う処置に対する評価を新設する。 

 

（新）  非経口摂取患者口腔粘膜処置（１口腔につき）   ●点 

 

［対象患者］ 

経管栄養等を必要とする経口摂取が困難な療養中の患者であって、

口腔疾患を有するもののうち、患者自身による口腔清掃が困難な者 

 

［算定要件］ 

経口摂取が困難な患者に対して、歯科医師又はその指示を受けた歯

科衛生士が口腔衛生状態の改善を目的として、痂皮等の除去（機械的

歯面清掃を含む。）を行った場合に、月２回に限り算定する。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑥】 

⑥ 広範囲顎骨支持型装置埋入手術の要件の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

６歯以上の先天性部分（性）無歯症等であり、ブリッジや部分床義歯

等の一般的な補綴治療では治療困難な患者がいることを踏まえ、広範囲

顎骨支持型装置埋入手術の要件を見直す。 
 

第２ 具体的な内容 

 

６歯以上の先天性部分（性）無歯症等に対する広範囲顎骨支持型埋入

手術の適応を拡大する。 

 
現 行 改定案 

【広範囲顎骨支持型装置埋入手術

（１顎一連につき）】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

【広範囲顎骨支持型装置埋入手術

（１顎一連につき）】 

［算定要件］ 

ニ ６歯以上の先天性部分（性）無

歯症又は３歯以上の前歯永久歯萌

出不全（埋伏歯開窓術を必要とす

るものに限る。）であり、連続し

た３分の１顎程度以上の多数歯欠

損（歯科矯正後の状態を含む。）

であること。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑦】 

⑦ 静脈内鎮静法の評価の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

歯科治療恐怖症の患者等に対して行われる静脈内鎮静法について評価

を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

静脈内鎮静法に対する評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【静脈内鎮静法】      120点 【静脈内鎮静法】       ●点 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑧】 

⑧ 歯科麻酔管理料の新設 
 

第１ 基本的な考え方 

 

歯科診療における安全で質の高い麻酔を実施する観点から、閉鎖循環

式全身麻酔を行った場合の評価を新設する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

歯科診療における閉鎖循環式全身麻酔において、一定の実績を有する

歯科医師が麻酔管理を行った場合の評価を新設する。 

 

（新）  歯科麻酔管理料   ●点 

 

［算定要件］ 

（１）別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、当該保険医療機

関の麻酔に従事する歯科医師（地方厚生支局長等に届け出た歯科

医師に限る。）が行った場合に算定する。 

（２）歯科麻酔管理料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい

る保険医療機関において、当該保険医療機関の常勤の歯科麻酔を

担当する歯科医師が麻酔前後の診察を行い、かつ専ら当該保険医

療機関の常勤の歯科麻酔を担当する歯科医師が医科点数表の区分

番号Ｌ００８に掲げるマスク又は気管内挿管による閉鎖循環式全

身麻酔を行った場合に算定する。なお、この場合において、緊急

の場合を除き、麻酔前後の診察は、当該麻酔を実施した日以外に

行われなければならない。 

（３）歯科麻酔を担当する歯科医師が、当該歯科医師以外の歯科医師と

共同して麻酔を実施する場合においては、歯科麻酔を担当する歯

科医師が、当該麻酔を通じ、麻酔中の患者と同室内で麻酔管理に

当たり、主要な麻酔手技を自ら実施した場合に算定する。 

（４）歯科麻酔管理料を算定する場合には、麻酔前後の診察及び麻酔の

内容を診療録に記載する。なお、麻酔前後の診察について記載さ

れた麻酔記録又は麻酔中の麻酔記録の診療録への添付により診療

録への記載に代えることができる。 
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［施設基準］ 

（１）歯科麻酔に係る専門の知識及び２年以上の経験を有し、当該療養

に習熟した医師又は歯科医師の指導の下に、主要な麻酔手技を自

ら実施する者として全身麻酔を200症例以上及び静脈内鎮静法を50

症例以上経験している常勤の麻酔に従事する歯科医師が１名以上

配置されていること。 

（２）常勤の麻酔に従事する歯科医師により、麻酔の安全管理体制が確

保されていること。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑨】 

⑨ 機械的歯面清掃処置の充実 
 

第１ 基本的な考え方 

 

糖尿病患者に対する口腔管理を充実する観点から、機械的歯面清掃処

置の対象を拡大する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

医科の保険医療機関との連携に基づき糖尿病患者に対する機械的歯面

清掃処置の算定要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【機械的歯面清掃処置（１口腔につ

き）】           68点 

［算定要件］ 

注１ 区分番号Ｂ０００－４に掲げ

る歯科疾患管理料、区分番号Ｂ

００２に掲げる歯科特定疾患療

養管理料又は区分番号Ｃ００１

－３に掲げる歯科疾患在宅療養

管理料を算定した患者のうち、

主治の歯科医師又はその指示を

受けた歯科衛生士が、歯科疾患

の管理を行っているもの（区分

番号Ｉ０２９に掲げる周術期等

専門的口腔衛生処置、区分番号

Ｃ００１に掲げる訪問歯科衛生

指導料又は区分番号Ｎ００２に

掲げる歯科矯正管理料を算定し

ているものを除く。）に対して機

械的歯面清掃を行った場合は、

２月に１回に限り算定する。た

だし、区分番号Ａ０００に掲げ

る初診料の注６、区分番号Ａ０

０２に掲げる再診料の注４若し

くは区分番号Ｃ０００に掲げる

歯科訪問診療料の注６に規定す

る加算を算定する患者又は妊婦

【機械的歯面清掃処置（１口腔につ

き）】           ●点 

［算定要件］ 

注１ 区分番号Ｂ０００－４に掲げ

る歯科疾患管理料、区分番号Ｂ

００２に掲げる歯科特定疾患療

養管理料又は区分番号Ｃ００１

－３に掲げる歯科疾患在宅療養

管理料を算定した患者のうち、

主治の歯科医師又はその指示を

受けた歯科衛生士が、歯科疾患

の管理を行っているもの（区分

番号Ｉ０２９に掲げる周術期等

専門的口腔衛生処置、区分番号

Ｃ００１に掲げる訪問歯科衛生

指導料又は区分番号Ｎ００２に

掲げる歯科矯正管理料を算定し

ているものを除く。）に対して機

械的歯面清掃を行った場合は、

２月に１回に限り算定する。た

だし、区分番号Ａ０００に掲げ

る初診料の注６、区分番号Ａ０

０２に掲げる再診料の注４若し

くは区分番号Ｃ０００に掲げる

歯科訪問診療料の注６に規定す

る加算を算定する患者、妊婦又
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については月１回に限り算定す

る。 

は他の保険医療機関（歯科診療

を行う保険医療機関を除く。）か

ら診療情報提供（診療情報提供

料の様式に準じるもの）に基づ

き、紹介された糖尿病患者につ

いては月１回に限り算定する。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑩】 

⑩ ＣＡＤ／ＣＡＭ冠の対象拡大 
 

第１ 基本的な考え方 

 

コンピュータ支援設計・製造ユニット（歯科用ＣＡＤ／ＣＡＭ装置）

を用いて製作する歯冠修復物の対象を拡大する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

ＣＡＤ／ＣＡＭ冠の適応を上顎第一大臼歯に拡大する。 

 
現 行 改定案 

【ＣＡＤ／ＣＡＭ冠】 

［算定要件］ 

(2) ＣＡＤ／ＣＡＭ冠は以下のいず

れかに該当する場合に算定する。 

イ 小臼歯に使用する場合 

ロ 上下顎両側の第二大臼歯が全

て残存し、左右の咬合支持があ

る患者に対し、過度な咬合圧が

加わらない場合等において下顎

第一大臼歯に使用する場合 

ハ 歯科用金属を原因とする金属

アレルギーを有する患者におい

て、大臼歯に使用する場合（医

科の保険医療機関又は医科歯科

併設の医療機関の医師との連携

のうえで、診療情報提供（診療

情報提供料の様式に準じるも

の）に基づく場合に限る。） 

【ＣＡＤ／ＣＡＭ冠】 

［算定要件］ 

(2) ＣＡＤ／ＣＡＭ冠は以下のいず

れかに該当する場合に算定する。 

イ 小臼歯に使用する場合 

ロ 上下顎両側の第二大臼歯が全

て残存し、左右の咬合支持があ

る患者に対し、過度な咬合圧が

加わらない場合等において第一

大臼歯に使用する場合 

ハ 歯科用金属を原因とする金属

アレルギーを有する患者におい

て、大臼歯に使用する場合（医

科の保険医療機関又は医科歯科

併設の医療機関の医師との連携

のうえで、診療情報提供（診療

情報提供料の様式に準じるも

の）に基づく場合に限る。） 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑪】 

⑪ 手術用顕微鏡を用いた治療の評価 
 

第１ 基本的な考え方 

 

手術用顕微鏡を用いた根管充填処置等について、対象を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．３根管以上の加圧根管充填において、手術用顕微鏡を用いて治療し

た場合の対象を見直す。 

 

２．根管内異物除去において、手術用顕微鏡を用いて治療した場合の評

価を新設する。 

 

現 行 改定案 

【加圧根管充填処置（１歯につき）】 

［算定要件］ 

１ 単根管         136点 

２ ２根管         164点 

３ ３根管以上       200点 

 

注３ ３については、別に厚生労働

大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生局長

等に届け出た保険医療機関にお

いて、４根管又は樋状根に対し

て歯科用３次元エックス線断層

撮影装置及び手術用顕微鏡を用

いて根管治療を行った場合に、

手術用顕微鏡加算として、400点

を所定点数に加算する。なお、

第４部に掲げる歯科用３次元エ

ックス線断層撮影の費用は別に

算定できる。 

 

 

【加圧根管充填処置（１歯につき）】 

［算定要件］ 

１ 単根管          ●点 

２ ２根管          ●点 

３ ３根管以上        ●点 

 

注３ ３については、別に厚生労働

大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生局長

等に届け出た保険医療機関にお

いて、歯科用３次元エックス線

断層撮影装置及び手術用顕微鏡

を用いて根管治療を行った場合

に、手術用顕微鏡加算として、

●点を所定点数に加算する。な

お、第４部に掲げる歯科用３次

元エックス線断層撮影の費用は

別に算定できる。ただし、区分

番号Ｉ０２１に掲げる根管内異

物除去の注に規定する手術用顕

微鏡加算を算定している場合
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【根管内異物除去（１歯につき）】 

150点 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

は、算定できない。 

 

【根管内異物除去（１歯につき）】 

●点 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、歯科用３次元エッ

クス線断層撮影装置及び手術用顕

微鏡を用いて根管内異物除去を行

った場合に、手術用顕微鏡加算と

して、●点を所定点数に加算す

る。なお、第４部に掲げる歯科用

３次元エックス線断層撮影の費用

は別に算定できる。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑫】 

⑫ 歯科診療における麻酔の算定に係る 

評価の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

歯科点数表第９部「手術」の所定点数に包括されている歯科麻酔薬の

算定方法を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

歯科点数表第９部「手術」において、歯科麻酔薬を使用した場合の薬

剤料の算定方法を見直す。 

 
現 行 改定案 

【手術（通則）】 

［算定要件］ 

11 手術の所定点数は、当該手術に

当たって、表面麻酔、浸潤麻酔又

は簡単な伝達麻酔を行った場合の

費用を含む。 

 

 

【手術（通則）】 

［算定要件］ 

11 手術の所定点数は、当該手術に

当たって、表面麻酔、浸潤麻酔又

は簡単な伝達麻酔を行った場合の

費用を含む。ただし、麻酔に当た

って使用した薬剤は、別に厚生労

働大臣の定めるところにより算定

できる。 
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【Ⅱ－９ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 －⑬】 

⑬ 歯科固有の技術の評価の見直し等 
  

第１ 基本的な考え方 

 

歯科固有の技術について、実態に合わせた見直しを行うとともに、歯

科医療の推進に資する技術については、診療報酬調査専門組織医療技術

評価分科会等の検討を踏まえつつ、口腔疾患の重症化予防、口腔機能低

下への対応及び生活の質に配慮した歯科医療の推進の観点から適切な評

価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．区分Ｃ２（新機能・新技術）で保険適用された新規医療技術につい

て、それぞれ技術料の新設等を行う。 

 

（新）  既製金属冠   ●点 

 
現 行 改定案 

【歯冠形成（１歯につき）】 

［算定要件］ 

１ 生活歯歯冠形成 

イ 金属冠        306点 

ロ 非金属冠       306点 

ハ 乳歯金属冠      120点 

２ 失活歯歯冠形成 

イ 金属冠        166点 

ロ 非金属冠       166点 

ハ 乳歯金属冠      114点 

【歯冠形成（１歯につき）】 

［算定要件］ 

１ 生活歯歯冠形成 

イ 金属冠         ●点 

ロ 非金属冠        ●点 

ハ 既製冠         ●点 

２ 失活歯歯冠形成 

イ 金属冠         ●点 

ロ 非金属冠        ●点 

ハ 既製冠         ●点 

 

（新）  象牙質レジンコーティング（１歯につき）   ●点 

 

［算定要件］ 

（１）区分番号Ｍ００１の１に掲げる生活歯歯冠形成を行った場合、当

該補綴に係る補綴物の歯冠形成から装着までの一連の行為につき

１回に限り算定する。 

（２）保険医療材料料は、所定点数に含まれる。 
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２．医療技術評価分科会における検討結果を踏まえ、医療技術の評価及

び再評価を行い、優先的に保険導入すべきとされた新規技術の保険導

入及び既存技術の診療報酬上の評価を行う。 

 

［診療報酬改定において対応する優先度が高い技術のうち、学会等から

医療技術評価分科会に提案のあったものの例］ 

（１）睡眠時歯科筋電図検査 

（２）線鉤の二腕鉤での鋳造レストの評価 

（３）失活前歯充填の前処置としての築造 

（４）シリコーンゴム印象による咬合印象法 

（５）接着ブリッジ装着料内面処理加算 

（６）口蓋補綴等に対する軟質材料の適用拡大 

（７）先天性疾患等に起因した歯科矯正の適応症の拡大 

 

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮し

た歯科医療の推進及び臨床の実態等を踏まえ既存技術の評価の見直し

を行う。 

 

［評価の見直しを行うものの例］ 

（１）歯科疾患在宅療養管理料 

（２）新製有床義歯管理料 

（３）歯科口腔リハビリテーション料 
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【Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人

業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業

務の評価 －①】 

① 地域医療に貢献する薬局の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価とする観点か

ら、地域支援体制加算の実績要件や評価の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．地域支援体制加算の実績要件について、以下のとおり見直す。 

 
現 行 改定案 

［施設基準］ 

(1) 地域医療に貢献する体制を有

し、その活動における相当な実績

を有していること。ただし、調剤

基本料１を算定している保険薬局

にあっては、本文の規定にかかわ

らず、次のいずれにも該当するも

のであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 麻薬及び向精神薬取締法（昭和

二十八年法律第十四号）第三条の

規定による麻薬小売業者の免許を

［施設基準］ 

次のいずれかに該当する保険薬局

であること。 

(1) 次のいずれにも該当する保険薬

局であること。 

イ 調剤基本料１を算定する保険

薬局であること。 

ロ 地域医療への貢献に係る体制

及び十分な実績を有しているこ

と。 

(2) 次のいずれにも該当する保険薬

局であること。 

イ 調剤基本料１以外を算定する

保険薬局であること。 

ロ 地域医療への貢献に係る相当

な実績を有していること。 

 

（調剤基本料１を算定する保険薬

局） 

調剤基本料１を算定している保険

薬局については、下記の５つの要件

のうち４つ以上を満たすこと（ただ

し、①～③は必須とする。）。 

① 麻薬及び向精神薬取締法（昭和

二十八年法律第十四号）第三条の

規定による麻薬小売業者の免許を
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受けていること。 

ロ 在宅患者に対する薬学的管理及

び指導について、実績を有してい

ること。 

 

 

 

 

ハ かかりつけ薬剤師指導料又はか

かりつけ薬剤師包括管理料に係る

届出を行っていること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（調剤基本料１以外を算定する薬

局） 

地域医療に貢献する体制を有する

ことを示す相当の実績として、常勤

薬剤師一人当たり、当該加算の施設

基準に係る届出時の直近１年間に、

以下の①から⑧までの全ての実績を

有すること。 

 

 

① 夜間・休日等の対応実績 400回

以上 

② 麻薬指導管理加算の実績 10回

以上 

③ 重複投薬・相互作用等防止加算

等の実績 40回以上 

④ かかりつけ薬剤師指導料等の実

績 40回以上 

⑤ 外来服薬支援料の実績 12回以

上 

⑥ 服用薬剤調整支援料の実績 １

回以上 

⑦ 単一建物診療患者が１人の場合

受けていること。 

② 在宅患者に対する薬学的管理及

び指導の回数 ●回以上 

（在宅協力薬局（現「サポート薬

局」）として連携した場合や同等

の業務を行った場合を含む（同一

グループ薬局に対して業務を実施

した場合を除く）） 

③ かかりつけ薬剤師指導料又はか

かりつけ薬剤師包括管理料に係る

届出を行っていること。 

④ 患者の服薬情報等を文書で医療

機関に提供した実績 ●回以上 

（服薬情報等提供料に加え、服薬

情報等提供料が併算定不可となっ

ているもので、同等の業務を行っ

た場合を含む） 

⑤ 薬剤師研修認定制度等の研修を

修了した薬剤師が地域の多職種と

連携する会議に●回以上出席 

 

（調剤基本料１以外を算定する薬

局） 

地域医療に貢献する体制を有する

ことを示す相当の実績として、以下

の①から⑨までの９つの要件のうち

８つ以上を満たすこと。この場合に

おいて、①から⑧までは常勤薬剤師

一人当たりの直近１年間の実績、⑨

は薬局当たりの直近の１年間の実績

とする。 

① 夜間・休日等の対応実績 400回

以上 

② 調剤料の麻薬加算算定回数 10

回以上 

③ 重複投薬・相互作用等防止加算

等の実績 40回以上 

④ かかりつけ薬剤師指導料等の実

績 40回以上 

⑤ 外来服薬支援料の実績 12回以

上 

⑥ 服用薬剤調整支援料の実績 １

回以上 

⑦ 単一建物診療患者が１人の場合
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の在宅薬剤管理の実績 12回以上 

 

 

 

 

 

⑧ 服薬情報等提供料の実績 60回

以上 

 

 

 

 

（新設） 

の在宅薬剤管理の実績 12回以上 

（在宅協力薬局（現「サポート薬

局」）として連携した場合や同等

の業務を行った場合を含む（同一

グループ薬局に対して業務を実施

した場合を除く）） 

⑧ 服薬情報等提供料の実績 60回

以上 

（服薬情報等提供料に加え、服薬

情報等提供料が併算定不可となっ

ているもので、同等の業務を行っ

た場合を含む） 

⑨ 薬剤師研修認定制度等の研修を

修了した薬剤師が地域の多職種と

連携する会議に●回以上出席 

 

［経過措置］ 

調剤基本料１を算定する保険薬局に適用される実績要件は令和●

年●月●日より適用することとし、令和●年●月●日までの間は

なお従前の例による。 

 

２．薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価とする観点か

ら、地域支援体制加算の評価の見直しを行う。 

 
現 行 改定案 

【地域支援体制加算】 

４ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険薬局

において調剤した場合には、地域

支援体制加算として、所定点数に

35点を加算する。 

【地域支援体制加算】 

４ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険薬局

において調剤した場合には、地域

支援体制加算として、所定点数に

●点を加算する。 
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【Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人

業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業

務の評価 －②】 

② 薬局における対人業務の評価の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

対物業務から対人業務への構造的な転換を進めるため、内服薬の調剤

料の評価を見直すとともに、対人業務に係る薬学管理料の評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．服用薬剤調整支援料について、６種類以上の内服薬が処方されてい

る患者からの求めに基づき、患者が服用中の薬剤について、重複投薬

等の状況を含めた一元的把握を行い、処方医に重複投薬の解消に係る

提案を行った場合の評価を新設する。 

「Ⅱ－１－③」を参照のこと。 

 

２．患者のレジメン（治療内容）の情報を活用し、患者への副作用対策

の説明や支持療法に係る薬剤の服薬指導等を実施するとともに、調剤

後に電話等により服薬状況、抗悪性腫瘍剤の副作用の有無を確認し、

その内容を文書等により医療機関に情報提供した場合の評価を新設す

る。 

「Ⅱ－７－１－⑥」を参照のこと。 

 

３．服薬情報等提供料について、医師の指示による分割調剤を実施する

際に処方医に情報提供を行う場合、分割回数で除した点数ではなく、

通常の点数（30点）を算定できることとする。 

 
現 行 改定案 

【調剤基本料】 

［算定要件］ 

９ 医師の分割指示に係る処方箋受

付（注７及び注８に該当する場合

を除く。）において、１回目の調

剤については、当該指示に基づき

分割して調剤を行った場合に、２

回目以降の調剤については投薬中

の患者の服薬状況等を確認し、処

方箋を交付した保険医（以下この

【調剤基本料】 

［算定要件］ 

９ 医師の分割指示に係る処方箋受

付（注８及び注９に該当する場合

を除く。）において、１回目の調

剤については、当該指示に基づき

分割して調剤を行った場合に、２

回目以降の調剤については投薬中

の患者の服薬状況等を確認し、処

方箋を交付した保険医（以下この
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表において「処方医」という。）

に対して情報提供を行った場合に

算定する。この場合において、区

分番号００に掲げる調剤基本料及

びその加算、区分番号０１に掲げ

る調剤料及びその加算並びに第２

節に掲げる薬学管理料は、それぞ

れの所定点数を分割回数で除した

点数を１分割調剤につき算定す

る。 

 

 

【服薬情報等提供料】 

［算定要件］ 

イ 「区分番号00」の調剤基本料の

「注９」に掲げる分割調剤におい

て、２回目以降の調剤時に患者の

服薬状況、服薬期間中の体調の変

化等について確認し、処方医に対

して情報提供を行った場合 

 

表において「処方医」という。）

に対して情報提供を行った場合に

算定する。この場合において、区

分番号００に掲げる調剤基本料及

びその加算、区分番号０１に掲げ

る調剤料及びその加算並びに第２

節に掲げる薬学管理料（「区分番

号15の５」に掲げる服薬情報等提

供料を除く。）は、それぞれの所

定点数を分割回数で除した点数を

１分割調剤につき算定する。 

 

【服薬情報等提供料】 

［算定要件］ 

イ 「区分番号00」の調剤基本料の

「注９」に掲げる分割調剤におい

て、２回目以降の調剤時に患者の

服薬状況、服薬期間中の体調の変

化等について確認し、処方医に対

して情報提供を行った場合 

この場合において、残薬の有

無、残薬が生じている場合はその

量及び理由、副作用の有無、副作

用が生じている場合はその原因の

可能性がある薬剤の推定及びその

他処方医に伝達すべき事項を情報

提供するものとする 

 

４．喘息等の患者について、医師の求めなどに応じて、吸入薬の使用方

法について、文書での説明に加え、練習用吸入器を用いた実技指導を

行い、その指導内容を医療機関に提供した場合の評価を新設する。 

 

（新）  薬剤服用歴管理指導料 吸入薬指導加算   ●点 

 

［算定要件］ 

喘息又は慢性閉塞性肺疾患の患者であって吸入薬の投薬が行われて

いるものに対して、患者若しくはその家族等から求めがあった場合で

あって、処方医に了解を得たとき又は保険医療機関の求めがあった場

合に、患者の同意を得た上で、文書及び練習用吸入器等を用いて、必

要な薬学的管理及び指導を行うとともに、保険医療機関に必要な情報

を文書等により提供した場合に、吸入薬指導加算として、３月に１回

に限り●点を所定点数に加算する。 
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５．経管投薬が行われている患者が簡易懸濁法を開始する場合について、

医師の求めなどに応じて薬局が必要な支援を行った場合について新た

な評価を行う。 

 

（新）  経管投薬支援料   ●点 

 

［算定要件］ 

胃瘻若しくは腸瘻による経管投薬又は経鼻経管投薬を行っている患

者若しくはその家族等から求めがあった場合であって、処方医に了解

を得たとき又は保険医療機関の求めがあった場合に、患者の同意を得

た上で、簡易懸濁法による薬剤の服用に関して必要な支援を行った場

合に初回に限り算定する。 
 

６．地域において医療機関と薬局が連携してインスリン等の糖尿病治療

薬の適正使用を推進する観点から、医師の求めなどに応じて、地域支

援体制加算を届け出ている薬局が調剤後も副作用の有無の確認や服薬

指導等を行い、その結果を医師に情報提供した場合について新たな評

価を行う。 

 

（新）  薬剤服用歴管理指導料 調剤後薬剤管理指導加算   ●点 

 

［算定要件］ 

地域支援体制加算を届け出ている保険薬局において、インスリン製

剤又はスルホニルウレア剤（以下「糖尿病治療薬」という。）を使用

している糖尿病患者であって、新たに糖尿病治療薬が処方されたもの

又は糖尿病治療薬に係る投薬内容の変更が行われたものに対して、患

者若しくはその家族等から求めがあった場合であって、処方医に了解

を得たとき又は保険医療機関の求めがあった場合に、患者の同意を得

て、調剤後も当該薬剤の服用に関し、電話等によりその服用状況、副

作用の有無等について患者に確認し、必要な薬学的管理及び指導（当

該調剤と同日に行う場合を除く。）を行うとともに、保険医療機関に

必要な情報を文書等により提供した場合には、調剤後薬剤管理指導加

算として、１月に１回に限り●点を所定点数に加算する。 

 

７．薬剤服用歴管理指導料について、同一薬局の利用推進及び対物業務

から対人業務への構造的な転換の観点から、以下の見直しを行う。 

 

（１）薬剤服用歴管理指導料の点数が低くなる規定について、再度の来
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局の期間を「原則６月以内」から「原則３月以内」に短縮すると

ともに、対象を調剤基本料１以外にも拡大する。 

（２）医療機関と薬局の連携による残薬への対応を推進する観点から、

お薬手帳による医療機関への情報提供を推進する規定を要件に追

加する。 

（３）医療機関等から薬局への連絡を円滑に行うため、患者が普段利用

する薬局の名称をお薬手帳に記載するよう患者に促す規定を追加

する。 

（４）同一薬局の利用推進及び対物業務から対人業務への構造転換の観

点から、評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【薬剤服用歴管理指導料】 

１ 原則６月以内に再度処方箋を持

参した患者に対して行った場合 

41点 

２ １の患者以外の患者に対して行

った場合 

53点 

３ 特別養護老人ホームに入所して

いる患者に訪問して行った場合 

41点 

注１ １及び２については、患者に

対して、次に掲げる指導等の全

てを行った場合に、処方箋受付

１回につき所定点数を算定す

る。ただし、手帳を持参してい

ない患者又は区分番号００の１

に掲げる調剤基本料１以外の調

剤基本料を算定する保険薬局に

処方箋を持参した患者に対し

て、次に掲げる指導等の全てを

行った場合は、本文の規定にか

かわらず、処方箋受付１回につ

き、53点を算定する。 

 

［算定要件］ 

(1) エ 残薬の状況については、患

者ごとに作成した薬剤服用歴の記

録に基づき、患者又はその家族等

から確認し、残薬が確認された場

合はその理由も把握すること。ま

た、残薬が相当程度認められると

【薬剤服用歴管理指導料】 

１ 原則３月以内に再度処方箋を持

参した患者に対して行った場合 

●点 

２ １の患者以外の患者に対して行

った場合 

●点 

３ 特別養護老人ホームに入所して

いる患者に訪問して行った場合  

●点 

注１ １及び２については、患者に

対して、次に掲げる指導等の全

てを行った場合に、処方箋受付

１回につき所定点数を算定す

る。ただし、手帳を持参してい

ない患者に対して、次に掲げる

指導等の全てを行った場合は、

本文の規定にかかわらず、処方

箋受付１回につき、●点を算定

する。 

 

 

 

 

［算定要件］ 

(1) エ 残薬の状況については、患

者ごとに作成した薬剤服用歴の記

録に基づき、患者又はその家族等

から確認し、残薬が確認された場

合はその理由も把握すること。患

者に残薬が一定程度認められると
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判断される場合には、処方医に対

して連絡、投与日数等の確認を行

うよう努めること。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

判断される場合には、患者の意向

を確認した上で、患者の残薬の状

況及びその理由を患者の手帳に簡

潔に記載し、処方医に対して情報

提供するよう努めること。また、

残薬が相当程度認められると判断

される場合には、処方医に対して

連絡、投与日数等の確認を行うよ

う努めること。 

(13)保険薬局や保険医療機関等の間

で円滑に連携が行えるよう、患者

が日常的に利用する薬局があれ

ば、その名称を手帳に記載するよ

う患者に促すこと。 

 

８．対物業務から対人業務への構造的な転換を進めるため、内服薬の調

剤料について評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【調剤料 内服薬（浸煎薬及び湯薬

を除く。）（１剤につき）】 

イ 14日分以下の場合 

(1) ７日目以下の部分（１日分に

つき）          ５点 

(2) ８日目以上の部分（１日分に

つき）          ４点 

ロ 15日分以上21日分以下の場合 

67点 

ハ 22日分以上30日分以下の場合 

78点 

ニ 31日分以上の場合 

86点 

【調剤料 内服薬（浸煎薬及び湯薬

を除く。）（１剤につき）】 

 

イ ７日分以下の場合 

●点 

ロ ８日分以上14日分以下の場合 

●点 

ハ 15日分以上21日分以下の場合 

●点 

ニ 22日分以上30日分以下の場合 

●点 

ホ 31日分以上の場合 

●点 
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【Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人

業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業

務の評価 －③】 

③ 調剤基本料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

特定の医療機関からの処方箋の受付割合が著しく高く、かつ、処方箋

の受付回数が一定程度ある薬局について、医薬品の備蓄の効率性や医療

経済実態調査結果における損益率の状況等を踏まえ、調剤基本料２及び

調剤基本料３の要件を見直す。 

特別調剤基本料についても同様の観点から要件及び評価を見直す。ま

た、地域でかかりつけ機能を発揮する薬局を普及・推進する観点から、

いわゆる同一敷地内薬局の調剤基本料について、かかりつけ機能に係る

基本的な業務を実施していない場合の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．特定の医療機関からの処方箋受付割合が●％を超える薬局について、

処方箋の１月あたりの受付回数が●回を超える場合を調剤基本料２と

し、また、同一グループ内全体で●回を超える場合を調剤基本料３イ

とする。 

 

２．調剤基本料について、同一患者から異なる医療機関の処方箋を同時

にまとめて複数枚受け付けた場合、２回目以上の受付分については所

定点数の100分の●に相当する点数を算定する。 

 

３．特別調剤基本料について、特定の診療所との不動産取引等その他の

特別な関係がある診療所の敷地内薬局（同一建物内に診療所がある場

合を除く。）を対象に追加する。さらに、特定の保険医療機関に係る

処方箋による調剤の割合の基準を引き下げ、点数も引き下げる。 

 

４．いわゆる同一敷地内薬局の調剤基本料について、かかりつけ機能に

係る基本的な業務を実施していない場合の要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【調剤基本料】 

調剤基本料１         42点 

調剤基本料２         26点 

【調剤基本料】 

調剤基本料１         ●点 

調剤基本料２         ●点 
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調剤基本料３  

イ 同一グループの保険薬局（財

務上又は営業上若しくは事業

上、緊密な関係にある範囲の保

険薬局をいう。以下この表にお

いて同じ。）による処方箋受付

回数４万回を超え40万回以下の

場合           21点                        

ロ 同一グループの保険薬局によ

る処方箋受付回数40万回を超え

る場合          16点 

 

［算定要件］ 

注２ 別に厚生労働大臣が定める保

険薬局においては、注１本文の

規定にかかわらず、特別調剤基

本料として、処方箋の受付１回

につき11点を算定する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

（調剤基本料の注３に規定する保険

薬局） 

６ 薬剤師のかかりつけ機能に係る

基本的な業務を実施していない薬

局に該当した保険薬局は、５で定

める当年４月１日から翌年３月末

日までの期間中であっても、４に

掲げる業務を合計10回算定した場

合には、算定回数を満たした翌月

より薬剤師のかかりつけ機能に係

る基本的な業務を実施していない

保険薬局とはみなさない。 

 

 

 

［施設基準］ 

調剤基本料３  

イ 同一グループの保険薬局（財

務上又は営業上若しくは事業

上、緊密な関係にある範囲の保

険薬局をいう。以下この表にお

いて同じ。）による処方箋受付

回数●回を超え40万回以下の場

合            ●点                        

ロ 同一グループの保険薬局によ

る処方箋受付回数40万回を超え

る場合          ●点 

 

［算定要件］ 

注２ 別に厚生労働大臣が定める保

険薬局においては、注１本文の

規定にかかわらず、特別調剤基

本料として、処方箋の受付１回

につき●点を算定する。 

注３ ２以上の保険医療機関から交

付された処方箋を同時に受け付

けた場合、当該処方箋のうち、

受付が２回目以降の調剤基本料

は、注１及び注２の規定にかか

わらず、処方箋受付１回につ

き、所定点数の100分の●に相当

する点数を算定する。 

 

［施設基準］ 

（調剤基本料の注４に規定する保険

薬局） 

６ 薬剤師のかかりつけ機能に係る

基本的な業務を実施していない薬

局に該当した保険薬局は、５で定

める当年４月１日から翌年３月末

日までの期間中であっても、４に

掲げる業務を合計10回（特別調剤

基本料を算定する薬局においては

合計●回）算定した場合には、算

定回数を満たした翌月より薬剤師

のかかりつけ機能に係る基本的な

業務を実施していない保険薬局と

はみなさない。 

 

［施設基準］ 
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(2) 調剤基本料２の施設基準 

（新設） 

 

 

 

 

 

ハ 特定の保険医療機関に係る処

方箋の受付回数（当該保険薬局

の所在する建物内に複数の保険

医療機関が所在している場合に

あっては、当該複数の保険医療

機関に係る処方箋の受付回数を

全て合算した回数とする。）が

１月に４千回を超えること。

（イ又はロに該当する場合を除

く。） 

 

 

 

(3) 調剤基本料３のイの施設基準 

同一グループの保険薬局におけ

る処方箋の受付回数の合計が１月

に４万回を超え、40万回以下のグ

ループに属する保険薬局（２の２

の(1)に該当するものを除く。）の

うち、次のいずれかに該当する保

険薬局であること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

イ 特定の保険医療機関に係る処

方箋による調剤の割合が８割５

分を超えること。 

 

 

 

 

 

(2) 調剤基本料２の施設基準 

ハ 処方箋の受付回数が１月に●

回を超えること。（イ又はロに

該当する場合を除き、特定の保

険医療機関に係る処方箋による

調剤の割合が●割を超える場合

に限る。） 

ニ 特定の保険医療機関に係る処

方箋の受付回数（当該保険薬局

の所在する建物内に複数の保険

医療機関が所在している場合に

あっては、当該複数の保険医療

機関に係る処方箋の受付回数を

全て合算した回数とする。）が

１月に４千回を超えること。

（イ、ロ又はハに該当する場合

を除く。） 

 

※ ホも同様。 

 

(3) 調剤基本料３のイの施設基準 

次のいずれかに該当する保険薬

局であること。 

 

 

 

 

 

イ 同一グループの保険薬局にお

ける処方箋の受付回数の合計が

１月に●回を超え、４万回以下

のグループに属する保険薬局

（２の２の(1)に該当するものを

除く。）のうち、特定の保険医

療機関に係る処方箋による調剤

の割合が●割を超えること 

ロ 同一グループの保険薬局にお

ける処方箋の受付回数の合計が

１月に４万回を超え、40万回以

下のグループに属する保険薬局

（２の２の（１）に該当するも

のを除く。）のうち、特定の保

険医療機関に係る処方箋による

調剤の割合が８割５分を超える
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ロ 特定の保険医療機関との間で

不動産の賃貸借取引があるこ

と。 

 

 

 

 

 

２の２ 調剤基本料の注２に規定す

る厚生労働大臣が定める保険薬局 

次のいずれかに該当する保険薬局で

あること。 

(1) 病院である保険医療機関と不

動産取引等その他の特別な関係

を有している保険薬局であっ

て、当該保険医療機関に係る処

方箋による調剤の割合が９割５

分を超えること。 

 

 

 

こと。 

ハ 同一グループの保険薬局にお

ける処方箋の受付回数の合計が

１月に●回を超え、40万回以下

のグループに属する保険薬局

（２の２の（１）に該当するも

のを除く。）のうち、特定の保

険医療機関との間で不動産の賃

貸借取引があること。 

２の２ 調剤基本料の注２に規定す

る厚生労働大臣が定める保険薬局 

次のいずれかに該当する保険薬局

であること。 

(1) 保険医療機関と不動産取引等

その他の特別な関係を有してい

る保険薬局（当該保険薬局の所

在する建物内に保険医療機関

（診療所に限る。）が所在して

いる場合を除く。）であって、

当該保険医療機関に係る処方箋

による調剤の割合が●割を超え

ること。 
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【Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人

業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業

務の評価 －④】 

④ 病棟薬剤師業務実施加算の評価の見直し 
  

 

「Ⅰ－２－③」を参照のこと。 
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【Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人

業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業

務の評価 －⑤】 

⑤ 薬剤師の常勤配置に関する要件の緩和 
  

 

「Ⅰ－２－④」を参照のこと。 
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【Ⅱ－10 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた評価、薬局の対物業務から対人

業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院内薬剤師業

務の評価 －⑥】 

⑥ 入院時のポリファーマシー解消の推進 
  

 

「Ⅳ－６－②」を参照のこと。 
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【Ⅱ－11 医療におけるＩＣＴの利活用 －①】 

① 情報通信機器を用いた診療に係る要件の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

情報通信機器を用いて行う診療について、対面診療と組み合わせた活

用を適切に推進する観点から、実施方法や対象疾患に係る要件等を見直

す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．オンライン診療料の実施要件について、事前の対面診療の期間を６

月から３月に見直す。また、緊急時の対応について、患者が速やかに

受診可能な医療機関で対面診療を行えるよう、予め患者に受診可能な

医療機関を説明した上で、診療計画に記載しておくこととする。 

オンライン診療料の対象疾患について、定期的に通院が必要な慢性

頭痛患者を追加する。 

 
現 行 改定案 

【オンライン診療料】 

［算定要件］ 

(3) オンライン診療料が算定可能な

患者は、区分番号「Ｂ０００」特

定疾患療養管理料、「Ｂ００１」

の「５」小児科療養指導料、「Ｂ

００１」の「６」てんかん指導

料、「Ｂ００１」の「７」難病外

来指導管理料、「Ｂ００１」の

「27」糖尿病透析予防指導管理

料、「Ｂ００１－２－９」地域包

括診療料、「Ｂ００１－２－１

０」認知症地域包括診療料、「Ｂ

００１－３」生活習慣病管理料、

「Ｃ００２」在宅時医学総合管理

料又は「Ｉ０１６」精神科在宅患

者支援管理料（以下「オンライン

診療料対象管理料等」という。）

の算定対象となる患者で、オンラ

イン診療料対象管理料等を初めて

算定した月から６月以上経過し、

【オンライン診療料】 

［算定要件］ 

(3) オンライン診療料が算定可能な

患者は、別に厚生労働大臣が定め

る患者で、オンライン診療料対象

管理料等を初めて算定した月又は

慢性頭痛に対する対面診療を初め

て行った月から３月以上経過し、

かつ直近３月の間、オンライン診

察を行う医師と同一の医師によ

り、毎月対面診療を行っている患

者に限る。ただし、直近２月の間

にオンライン診療料の算定がある

場合は、この限りではない。 
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かつ当該管理料等を初めて算定し

た月から６月の間、オンライン診

察を行う医師と同一の医師によ

り、毎月対面診療を行っている患

者に限る。ただし、オンライン診

療料対象管理料等を初めて算定し

た月から６月以上経過している場

合は、直近12月以内に６回以上、

同一医師と対面診療を行っていれ

ばよい。 

(4) 患者の同意を得た上で、対面に

よる診療とオンライン診察を組み

合わせた診療計画（対面による診

療の間隔は３月以内のものに限

る。）を作成する。また、当該計

画の中には、患者の急変時におけ

る対応等も記載する。 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(1) オンライン診療料の施設基準 

ロ 当該保険医療機関において、

緊急時の対応を行うにつき必要

な体制が整備されていること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 患者の同意を得た上で、対面に

よる診療とオンライン診察を組み

合わせた診療計画（対面による診

療の間隔は３月以内のものに限

る。）を作成した上で実施するこ

と。また、患者の急変時等の緊急

時には、患者が速やかに受診でき

る医療機関において対面診療を行

えるよう、事前に受診可能な医療

機関を患者に説明した上で、当該

計画の中に記載しておくこと。 

(14)別に厚生労働大臣が定める患者

のうち、慢性頭痛患者について

は、事前の対面診療、ＣＴ又はＭ

ＲＩ及び血液学的検査等の必要な

検査を行った上で一次性頭痛であ

ると診断されており、病状や治療

内容が安定しているが、痛みによ

り日常生活に支障を来すため定期

的な通院が必要なものに限るこ

と。 

(15)別に厚生労働大臣が定める患者

のうち、慢性頭痛患者に対して診

療を行う医師は、慢性頭痛のオン

ライン診療に係る適切な研修を修

了した医師に限ること。 

 

［施設基準］ 

(1) オンライン診療料の施設基準 

（削除） 

 

 

ニ 当該保険医療機関内に慢性頭

痛のオンライン診療に係る研修
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(2) 注１に規定する厚生労働大臣が

定めるもの 

 

次のイからヌまでのいずれかを算

定している患者であって、これらの

所定点数を算定すべき医学管理を最

初に行った月から六月を経過してい

るもの。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

を受けた医師が１名以上配置さ

れていること（(2)のハに規定す

る患者に対してオンライン診療

を行う場合に限る。）。 

(2) 注１に規定する厚生労働大臣が

定めるもの 

次のいずれかに該当する患者 

イ 次の①から⑩までのいずれか

を算定している患者であって、

これらの所定点数を算定すべき

医学管理を最初に行った月から

三月を経過しているもの。 

ロ 区分番号Ｃ１０１に掲げる在

宅自己注射指導管理料を算定し

ている患者であって、糖尿病、

肝疾患（経過が慢性のものに限

る）又は慢性ウイルス肝炎に対

する注射薬を使用しているもの

のうち、当該管理料を初めて算

定した月から三月以上経過して

いるもの。 

ハ 事前の対面診療、ＣＴ又はＭ

ＲＩ及び血液学的検査等の必要

な検査で一次性頭痛と診断され

ている慢性頭痛患者のうち、当

該疾患に対する対面診療を初め

て行った月から三月以上経過し

ているもの。 

 

２．オンライン医学管理料について、医学管理等の通則から、個別の医

学管理料における情報通信機器を用いて行った場合の評価に見直す。 

 

現 行 改定案 

【オンライン医学管理料】 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機関に

おいて、別に厚生労働大臣が定める

患者であって入院中の患者以外のも

の（初診の患者を除く。）に対し

て、区分番号Ｂ０００に掲げる特定

疾患療養管理料、区分番号Ｂ００１

【オンライン診医学管理料】 

［算定要件］ 

（削除） 
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の５に掲げる小児科療養指導料、区

分番号Ｂ００１の６に掲げるてんか

ん指導料、区分番号Ｂ００１の７に

掲げる難病外来指導管理料、区分番

号Ｂ００１の27に掲げる糖尿病透析

予防指導管理料、区分番号Ｂ００１

－２－９に掲げる地域包括診療料、

区分番号Ｂ００１－２－10に掲げる

認知症地域包括診療料又は区分番号

Ｂ００１－３に掲げる生活習慣病管

理料（以下この通則において「特定

管理料等」という。）を算定すべき

医学管理を継続的に行い、当該医学

管理と情報通信機器を用いた診察を

組み合わせた治療計画を策定し、当

該計画に基づき、療養上必要な管理

を行った場合は、前回受診月の翌月

から今回受診月の前月までの期間が

２月以内の場合に限り、オンライン

医学管理料として、100点に当該期間

の月数を乗じて得た点数を月１回に

限り算定する。ただし、オンライン

医学管理料は、今回受診月に特定管

理料等の所定点数と併せて算定する

こととし、オンライン医学管理料に

係る療養上必要な管理を行った月に

おいて、特定管理料等を算定する場

合は、オンライン医学管理料は算定

できない。 

 

［施設基準］ 

(1) オンライン医学管理料の施設基

準 

オンライン診療料に係る届出を

行った保険医療機関であること。 

(2) 厚生労働大臣が定める患者 

次のイからチまでを算定してい

る患者であって、これらの所定点

数を算定すべき医学管理を最初に

行った月から六月を経過している

もの。 

イ 区分番号Ｂ０００に掲げる特

定疾患療養管理料 

ロ 区分番号Ｂ００１の５に掲げ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

（削除） 

 

 

 

（削除） 
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る小児科療養指導料 

ハ 区分番号Ｂ００１の６に掲げ

るてんかん指導料 

ニ 区分番号Ｂ００１の７に掲げ

る難病外来指導管理料 

ホ 区分番号Ｂ００１の27に掲げ

る糖尿病透析予防指導管理料 

ヘ 区分番号Ｂ００１－２－９に

掲げる地域包括診療料 

ト 区分番号Ｂ００１－２－10に

掲げる認知症地域包括診療料 

チ 区分番号Ｂ００１－３に掲げ

る生活習慣病管理料 

 

【特定疾患療養管理料】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特定疾患療養管理料】 

［算定要件］ 

注５ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、オンライ

ン診療時に特定疾患療養管理料

を算定すべき医学管理を行った

場合は、注１の規定にかかわら

ず、所定点数に代えて、特定疾

患療養管理料（情報通信機器を

用いた場合）として、月１回に

限り●点を算定する。 

 

(12)「注５」に規定する点数は、対

面診療とオンライン診療を組み合

わせた診療計画を作成し、当該計

画に基づいてオンライン診療によ

る計画的な療養上の医学管理を行

うことを評価したものであり、オ

ンライン診療を行った月に、オン

ライン診療料と併せて、月１回に

限り算定する。 

(13)「注５」に規定する点数が算定

可能な患者は、特定疾患療養管理

料を初めて算定した月から３月以

上経過しているものに限る。 

 

［施設基準］ 

一の三 特定疾患療養管理料（情報
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 通信機器を用いた場合）の施設基

準 

オンライン診療料に係る届出を

行った保険医療機関であること。 

 

※ Ｂ００１の５に掲げる小児科療

養指導料、Ｂ００１の６に掲げる

てんかん指導料、Ｂ００１の７に

掲げる難病外来指導管理料、Ｂ０

０１の２７に掲げる糖尿病透析予

防指導管理料、Ｂ００１－２－９

に掲げる地域包括診療料、Ｂ００

１－２－10に掲げる認知症地域包

括診療料、Ｂ００１－３に掲げる

生活習慣病管理料及びＣ１０１の

在宅自己注射指導管理料について

も同様。 
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【Ⅱ－11 医療におけるＩＣＴの利活用 －②】 

② 情報通信機器を用いた診療のより柔軟な活用 
  

第１ 基本的な考え方 

 

へき地、医療資源が少ない地域や在宅医療において、情報通信機器を

用いて行う診療がより柔軟に活用できるよう、実施方法に係る要件を見

直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．へき地、医療資源が少ない地域に属する保険医療機関において、や

むを得ない事情により、二次医療圏内の他の保険医療機関の医師が初

診からオンライン診療を行う場合について、オンライン診療料が算定

可能となるよう見直す。 

 
現 行 改定案 

【オンライン診療料】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【オンライン診療料】 

［算定要件］ 

注３ 無医地区、準無医地区又は医

療資源が少ない地域に属する保

険医療機関において、やむを得

ない事情により、二次医療圏内

の他の保険医療機関の医師が初

診からオンライン診療を行った

場合については、注１及び注２

の規定にかかわらず、オンライ

ン診療料を算定できる。 

 

(14)「注３」に規定するやむを得な

い事情とは、無医地区、準無医地

区又は医療資源が少ない地域に属

する保険医療機関において、医師

の急病時等であって、代診を立て

られないこと等により患者の診療

継続が困難となる場合をいう。こ

の場合において、患者から同意を

得て、二次医療圏内の他の保険医

療機関にあらかじめ診療情報の提

供を行い、情報提供を受けた保険

医療機関の医師が初診からオンラ
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（新設） 

 

 

イン診療を行う場合は、注１及び

注２の規定にかかわらず、オンラ

イン診療料を算定できる。なお、

当該報酬の請求については、診療

情報の提供を行った保険医療機関

で行うものとし、当該報酬の分配

は相互の合議に委ねる。また、情

報提供を受けてオンライン診療を

行うことができる保険医療機関

は、オンライン診療料の施設基準

に係る届出を行っている保険医療

機関に限る。 

(15)「注３」に規定する診療に係る

事前の診療情報の提供について、

Ｂ００９診療情報提供料（Ⅰ）は

別に算定できない。 

 

２．へき地若しくは医療資源が少ない地域に属する保険医療機関又はへ

き地医療拠点病院において、他の保険医療機関の医師が継続的な対面

診療を行っている場合は、当該他の保険医療機関内でオンライン診療

を行うことができるよう要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【オンライン診療料】 

［算定要件］ 

(8) オンライン診察は、当該保険医

療機関内において行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【オンライン診療料】 

［算定要件］ 

(8) オンライン診察は、当該保険医

療機関内において行う。ただし、

無医地区、準無医地区若しくは医

療資源が少ない地域に属する保険

医療機関又はへき地医療拠点病院

において、他の保険医療機関の医

師が継続的な対面診療を行ってい

る場合は、当該他の保険医療機関

内でオンライン診療を行ってもよ

い。なお、この場合の診療報酬の

請求については、無医地区、準無

医地区若しくは医療資源が少ない

地域に属する保険医療機関又はへ

き地医療拠点病院において行うこ

と。 
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３．オンライン在宅管理料及び精神科オンライン在宅管理料について、

事前の対面診療の期間を６月から３月に見直すとともに、連続する３

月の算定に係る要件を見直す。 

オンライン在宅管理料について、月２回以上の訪問診療を行った場

合についても算定可能となるよう見直す。また、複数の医師がチーム

で診療を行う場合について、事前の対面診療に係る要件を見直す。 

 
現 行 改定案 

【オンライン在宅管理料】 

［算定要件］ 

注12 １のイの(3)若しくはロの

(3)、２のハ又は３のハの場合で

あって、別に厚生労働大臣が定

める施設基準に適合しているも

のとして地方厚生局長等に届け

出た保険医療機関において、別

に厚生労働大臣が定める患者に

対して、情報通信機器を用いた

診察（訪問診療と同日に行う場

合を除く。）による医学管理を

行っている場合に、オンライン

在宅管理料として100点を所定点

数に加えて算定できる。ただ

し、連続する３月は算定できな

い。 

 

(27)在宅時医学総合管理料の「注

12」に規定するオンライン在宅管

理料を算定する場合には、以下の

要件を満たすこと。 

ア オンライン在宅管理料は、対

面診療の原則のもとで、訪問診

療とオンライン診察を組み合わ

せた在宅診療計画を作成し、当

該計画に基づいて、オンライン

診察による計画的な療養上の医

学管理を行うことを評価したも

のであり、月１回の訪問診療を

行っている場合であって、訪問

診療を実施した日以外の日にオ

ンライン診察による医学管理を

実施した場合に算定できる。な

お、当該診療計画に基づかない

【オンライン在宅管理料】 

［算定要件］ 

注12 １から３までにおいて、別に

厚生労働大臣が定める施設基準

に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、別に厚生労働大

臣が定める患者に対して、情報

通信機器を用いた診察（訪問診

療と同日に行う場合を除く。）

による医学管理を行っている場

合に、オンライン在宅管理料と

して●点を所定点数に加えて算

定できる。 

 

 

 

 

(27)在宅時医学総合管理料の「注

12」に規定するオンライン在宅管

理料を算定する場合には、以下の

要件を満たすこと。 

ア オンライン在宅管理料は、対

面診療の原則のもとで、訪問診

療とオンライン診察を組み合わ

せた在宅診療計画を作成し、当

該計画に基づいて、オンライン

診察による計画的な療養上の医

学管理を行うことを評価したも

のであり、月１回以上の訪問診

療を行っている場合であって、

訪問診療を実施した日以外の日

にオンライン診察による医学管

理を実施した場合に算定でき

る。なお、当該診療計画に基づ



293 

 

他の傷病に対する診察は、対面

診療で行うことが原則であり、

オンライン在宅管理料は算定で

きない。 

イ オンライン診察は、アの計画

に基づき、訪問診療とオンライ

ン診察を組み合わせた医学管理

のもとで実施されるものであ

り、連続する３月の間に対面診

療が１度も行われない場合は、

算定することはできない。 

ウ オンライン在宅管理料が算定

可能な患者は、在宅時医学総合

管理料の算定対象となる患者で

あって、当該管理料を初めて算

定した月から６月以上経過し、

かつ当該管理料を初めて算定し

た月から６月の間、オンライン

診察を行う医師と同一の医師に

より、毎月訪問診療を行ってい

るものに限る。ただし、在宅時

医学総合管理料を初めて算定し

た月から６月以上経過している

場合は、直近12月以内に当該管

理料を６回以上、同一の医師に

よる対面診療において算定して

いればよい。 

カ オンライン診察による計画的

な療養上の医学管理を行う医師

は、在宅時医学総合管理料を算

定する際に診療を行う医師と同

一のものに限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

かない他の傷病に対する診察

は、対面診療で行うことが原則

であり、オンライン在宅管理料

は算定できない。 

イ オンライン診察は、アの計画

に基づき、訪問診療とオンライ

ン診察を組み合わせた医学管理

のもとで実施すること。 

 

 

 

ウ オンライン在宅管理料が算定

可能な患者は、在宅時医学総合

管理料の算定対象となる患者で

あって、当該管理料を初めて算

定した月から３月以上経過し、

かつ直近３月の間、オンライン

診察を行う医師と同一の医師に

より、毎月訪問診療を行ってい

るものに限る。 

 

 

 

 

 

 

 

カ オンライン診察による計画的

な療養上の医学管理を行う医師

は、在宅時医学総合管理料を算

定する際に診療を行う医師と同

一のものに限る。ただし、在宅

診療を行う医師が５人以下のチ

ームで診療を行っている場合で

あって、あらかじめ診療を行う

医師について診療計画に記載

し、当該複数医師が診療を行う

ことについて患者の同意を得て

いる場合に限り、事前の対面診

療を行っていない医師がオンラ

イン診療による医学管理を行っ

ても差し支えない 

 

［施設基準］ 
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(2) 厚生労働大臣が定める患者 

在宅時医学総合管理料を算定し

ている患者であって、当該管理料

の所定点数を算定すべき医学管理

を最初に行った月から六月を経過

しているもの。 

 

(2) 厚生労働大臣が定める患者 

在宅時医学総合管理料を算定し

ている患者であって、当該管理料

の所定点数を算定すべき医学管理

を最初に行った月から三月を経過

しているもの。 

 

※ 精神科オンライン在宅管理料に

ついても同様。 
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【Ⅱ－11 医療におけるＩＣＴの利活用 －③】 

③ かかりつけ医と連携した遠隔医療の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

希少性の高い疾患等、専門性の観点から近隣の医療機関では診断が困

難な疾患に対して、かかりつけ医のもとで、事前の十分な情報共有の上

で遠隔地の医師が情報通信機器を用いた診療を行う場合について新たな

評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

（新）  遠隔連携診療料   ●点 

 

［算定要件］ 

（１）別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関におい

て、対面による診療を行っている患者であって、別に厚生労働大

臣が定めるものに対して、診断を目的として、別に厚生労働大臣

が定める基準を満たす他の保険医療機関の医師と情報通信機器を

用いて連携して診療を行った場合に、当該診断を行うまでの間、

３月に１回に限り算定する。 

（２）当該診療報酬の請求については、対面による診療を行っている保

険医療機関が行うものとし、当該診療報酬の分配は相互の合議に

委ねる。 

 

［施設基準］ 

（１）別に厚生労働大臣が定める施設基準  

厚生労働省の定める情報通信機器を用いた診療に係る指針に沿っ

て診療を行う体制を有する保険医療機関であること。 

（２）別に厚生労働大臣が定める患者 

イ てんかん（外傷性を含む）の疑いがある患者 

ロ 指定難病の疑いがある患者 

（３）別に厚生労働大臣が定める施設基準（他の保険医療機関） 

イ 厚生労働省の定める情報通信機器を用いた診療に係る指針に

沿って診療を行う体制を有する保険医療機関であること。 

ロ てんかん診療拠点病院又は難病医療拠点病院であること。 
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【Ⅱ－11 医療におけるＩＣＴの利活用 －④】 

④ 情報通信機器を用いた遠隔モニタリングの評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

情報通信機器を用いて行う遠隔モニタリングについて、有効性・安全

性に係るエビデンス等を踏まえ、実施方法に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

在宅酸素療法指導管理料の遠隔モニタリング加算について、モニタリ

ングを行う項目の一部を見直す。 

在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料の遠隔モニタリング加算について、

モニタリングを行った上で、療養上必要な指導を行った場合又は患者の

状態等を踏まえた医学的判断について診療録に記載した場合に算定でき

るよう見直す。 

また、これらの加算における緊急時の対応に係る施設基準を見直す。 

 
現 行 改定案 

【在宅酸素療法指導管理料】 

［算定要件］ 

(9) 遠隔モニタリング加算は、以下

の全てを実施する場合に算定す

る。 

ア 「その他の場合」の対象で、

かつ、日本呼吸器学会「ＣＯＰ

Ｄ（慢性閉塞性肺疾患）診断と

治療のためのガイドライン」の

ＣＯＰＤの病期分類でⅢ期以上

の状態となる入院中の患者以外

の患者について、前回受診月の

翌月から今回受診月の前月まで

の期間、情報通信機器を活用し

て、血圧、脈拍、酸素飽和度等

の状態について定期的にモニタ

リングを行ったうえで適切な指

導・管理を行い、状況に応じ、

療養上必要な指導を行った場合

に、２月を限度として来院時に

算定することができる。 

 

［施設基準］ 

(2) 緊急時の対応を行うにつき必要

【在宅酸素療養指導管理料】 

［算定要件］ 

(9) 遠隔モニタリング加算は、以下

の全てを実施する場合に算定す

る。 

ア 「その他の場合」の対象で、

かつ、日本呼吸器学会「ＣＯＰ

Ｄ（慢性閉塞性肺疾患）診断と

治療のためのガイドライン」の

ＣＯＰＤの病期分類でⅢ期以上

の状態となる入院中の患者以外

の患者について、前回受診月の

翌月から今回受診月の前月まで

の期間、情報通信機器を活用し

て、脈拍、酸素飽和度、機器の

使用時間及び酸素流量等の状態

について定期的にモニタリング

を行ったうえで、状況に応じ、

療養上必要な指導を行った場合

に、２月を限度として来院時に

算定することができる。 

 

［施設基準］ 

（削除） 
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な体制が整備されていること。 

 

 

【在宅持続陽圧呼吸療法指導管理

料】 

［算定要件］ 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、２を算定

し、ＣＰＡＰを用いている患者

について、前回受診月の翌月か

ら今回受診月の前月までの期

間、遠隔モニタリングを用いて

療養上必要な指導を行った場合

は、遠隔モニタリング加算とし

て、150点に当該期間の月数（当

該指導を行った月に限り、２月

を限度とする。）を乗じて得た

点数を、所定点数に加算する。 

 

(6) 遠隔モニタリング加算は、以下

の全てを実施する場合に算定す

る。 

ア 在宅持続陽圧呼吸療法指導管

理料２の対象で、かつ、持続陽

圧呼吸療法（ＣＰＡＰ）を実施

している入院中の患者以外の患

者について、前回受診月の翌月

から今回受診月の前月までの期

間、使用時間等の着用状況、無

呼吸低呼吸指数等がモニタリン

グ可能な情報通信機器を活用し

て、定期的なモニタリングを行

った上で適切な指導・管理を行

い、状況に応じ、療養上必要な

指導を行った場合に、２月を限

度として来院時に算定すること

ができる。 

 

 

［施設基準］ 

(2) 緊急時の対応を行うにつき必要

な体制が整備されていること。 

 

 

 

【在宅持続陽圧呼吸療養指導管理

料】 

［算定要件］ 

注２ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、２を算定

し、ＣＰＡＰを用いている患者

について、前回受診月の翌月か

ら今回受診月の前月までの期

間、遠隔モニタリングを用いて

療養上必要な管理を行った場合

は、遠隔モニタリング加算とし

て、●点に当該期間の月数（当

該指導を行った月に限り、２月

を限度とする。）を乗じて得た

点数を、所定点数に加算する。 

 

(6) 遠隔モニタリング加算は、以下

の全てを実施する場合に算定す

る。 

ア 在宅持続陽圧呼吸療法指導管

理料２の対象で、かつ、持続陽

圧呼吸療法（ＣＰＡＰ）を実施

している入院中の患者以外の患

者について、前回受診月の翌月

から今回受診月の前月までの期

間、使用時間等の着用状況、無

呼吸低呼吸指数等がモニタリン

グ可能な情報通信機器を活用し

て、定期的なモニタリングを行

った上で、状況に応じ、療養上

必要な指導を行った場合又は患

者の状態等を踏まえた判断の内

容について診療録に記載した場

合に、２月を限度として来院時

に算定することができる。 

 

［施設基準］ 

（削除） 
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【Ⅱ－１１ 医療におけるＩＣＴの利活用 －⑤】 

⑤ 情報通信機器を用いた服薬指導の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医薬品医療機器等法が改正され、情報通信機器を用いた服薬指導（オ

ンライン服薬指導）が対面による服薬指導の例外として認められること

などを踏まえ、診療報酬上の評価を新設する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．外来患者に対する情報通信機器を用いた服薬指導について、薬剤服

用歴管理指導料として評価を新設する。 

 

（新）  薬剤服用歴管理指導料 ４ オンライン服薬指導を行った場合 

●点（月１回まで） 

 

［対象患者］ 

次のいずれにも該当する患者であること。 

（１）医科点数表の区分番号Ａ００３オンライン診療料に規定する情報

通信機器を用いた診療の実施に伴い、処方箋が交付された患者 

（２）原則３月以内に薬剤服用歴管理指導料１又は２を算定した患者 

 

［算定要件］ 

（１）別に厚生労働大臣が定めるものに対して、オンライン服薬指導を

行った場合に、月に１回に限り所定点数を算定する。この場合に

おいて、注４から注10までに規定する加算は算定できない。 

（２）オンライン服薬指導により、「区分番号10」の薬剤服用歴管理指

導料に係る業務を実施すること。 

（３）医薬品医療機器等法施行規則及び関連通知に沿って実施すること。 

（４）オンライン服薬指導は、当該保険薬局内において行うこと。 

（５）患者の同意を得た上で、対面による服薬指導とオンライン服薬指

導を組み合わせた服薬指導計画を作成し、当該計画に基づきオン

ライン服薬指導を実施すること。 

（６）オンライン服薬指導を行う保険薬剤師は、原則として同一の者で

あること。ただし、やむを得ない事由により、同一の保険薬剤師

が対応できない場合には、同一保険薬局内の他の保険薬剤師（あ

らかじめ対面による服薬指導を実施したことがある２名までの保
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険薬剤師に限る。以下同じ。）の氏名を服薬指導計画に記載し、当

該他の保険薬剤師がオンライン服薬指導を行うことについてあら

かじめ患者の同意を得ている場合に限り、当該他の保険薬剤師が

オンライン服薬指導を行っても差し支えない。 

（７）患者の薬剤服用歴を経時的に把握するため、原則として、手帳に

より薬剤服用歴及び服用中の医薬品等について確認すること。ま

た、患者が服用中の医薬品等について、患者を含めた関係者が一

元的、継続的に確認できるよう、原則として、服薬指導等の内容

を手帳に記載すること。 

（８） 当該服薬指導を行う際の情報通信機器の運用に要する費用及び

医薬品等を患者に配送する際に要する費用は、療養の給付と直接

関係ないサービス等の費用として、社会通念上妥当な額の実費を

別途徴収できる。 

（９）医薬品を患者に配送する場合は、医薬品受領の確認を行うこと。 

（10）厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則（平成26年厚生労働

省令第33号）第31条第１号に該当する場合（以下「特区における

離島・へき地の場合」という。）は、次のとおりとする。 

ア （３）については、厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行

規則及び関連通知に沿って実施すること。 

イ （５）については、服薬指導計画を作成することを要しない。 

ウ （６）については、他の保険薬剤師が対応しようとする場合

には、服薬指導計画以外の文書に当該他の保険薬剤師の氏名を記

載し、当該他の保険薬剤師がオンライン服薬指導を行うことにつ

いてあらかじめ患者の同意を得ること。 

 

［施設基準］ 

（１）情報通信機器を用いた服薬指導を行うにつき十分な体制が整備さ

れていること。 

（２）当該保険薬局において、１月当たりの次に掲げるものの算定回数

の合計に占める薬剤服用歴管理指導料の４及び在宅患者オンライ

ン服薬指導料の算定回数の割合が１割以下であること。 

① 区分番号１０に掲げる薬剤服用歴管理指導料 

② 区分番号１５に掲げる在宅患者訪問薬剤管理指導料（在宅患

者オンライン服薬指導料を含む。） 

 

２．在宅患者に対するオンライン服薬指導の評価を新設する。 

 

（新）  在宅患者訪問薬剤管理指導料 在宅患者オンライン服薬指導料 

●点（月１回まで） 
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［対象患者］ 

次のいずれにも該当する患者であること。 

（１）医科点数表の区分番号C００２に掲げる在宅時医学総合管理料に

規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が交付された患者 

（２）保険薬局において区分番号15に掲げる在宅患者訪問薬剤管理指導

料を月１回のみ算定している患者 

 

［算定要件］ 

（１）別に厚生労働大臣が定めるものに対して、オンライン服薬指導

（訪問薬剤管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場合に、

注１の規定にかかわらず、在宅患者オンライン服薬指導料として

●点を算定する。この場合において、保険薬剤師１人につき、週

10回に限り算定できる。 

（２）在宅患者訪問薬剤管理指導料と在宅患者オンライン服薬指導料を

合わせて保険薬剤師１人につき週40回に限り算定できる。 

（３）オンライン服薬指導により、「区分番号10」の薬剤服用歴管理指

導料に係る業務を実施すること。 

（４）医薬品医療機器等法施行規則及び関連通知に沿って実施すること。 

（５）オンライン服薬指導は、当該保険薬局内において行うこと。 

（６）患者の同意を得た上で、対面による服薬指導とオンライン服薬指

導を組み合わせた服薬指導計画を作成し、当該計画に基づきオン

ライン服薬指導を実施すること。 

（７）オンライン服薬指導を行う保険薬剤師は、原則として同一の者で

あること。ただし、やむを得ない事由により、同一の保険薬剤師

が対応できない場合には、同一保険薬局内の他の保険薬剤師（あ

らかじめ対面による服薬指導を実施したことがある２名までの保

険薬剤師に限る。以下同じ。）の氏名を服薬指導計画に記載し、当

該他の保険薬剤師がオンライン服薬指導を行うことについてあら

かじめ患者の同意を得ている場合に限り、当該他の保険薬剤師が

オンライン服薬指導を行っても差し支えない。 

（８）訪問診療を行った医師に対して、在宅患者オンライン服薬指導の

結果について必要な情報提供を文書で行うこと。 

（９）患者の薬剤服用歴を経時的に把握するため、原則として、手帳に

より薬剤服用歴及び服用中の医薬品等について確認すること。ま

た、患者が服用中の医薬品等について、患者を含めた関係者が一

元的、継続的に確認できるよう、原則として、服薬指導等の内容

が手帳に記載されるようにすること。 

（10）当該服薬指導を行う際の情報通信機器の運用に要する費用及び医
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薬品等を患者に配送する際に要する費用は、療養の給付と直接関

係ないサービス等の費用として、社会通念上妥当な額の実費を別

途徴収できる。 

（11）医薬品を患者に配送する場合は、医薬品受領の確認を行うこと。 

 

［施設基準］ 

（１）薬剤服用歴管理指導料の４に係る届出を行った保険薬局であるこ

と。 
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【Ⅱ－11 医療におけるＩＣＴの利活用 －⑥】 

⑥ 情報通信機器を用いたカンファレンス等の推進 
  

 

「Ⅰ－４－②」を参照のこと。 
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【Ⅱ－11 医療におけるＩＣＴの利活用 －⑦】 

⑦ 外来栄養食事指導 

（情報通信機器の活用）の見直し 
  

 

「Ⅰ－４－③」を参照のこと。 
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【Ⅱ－11 医療におけるＩＣＴの利活用 －⑧】 

⑧ ニコチン依存症管理料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

ニコチン依存症管理料について、加熱式たばこの喫煙者を対象とする

とともに、対面診療と情報通信機器を用いた診療を組み合わせた診療を

評価する。併せて、一連の治療についての評価を新設する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．ニコチン依存症管理料について、２回目から４回目に情報通信機器

を用いた診療に係る評価を新設する。 

 

２．初回から５回目までの一連のニコチン依存症治療に係る評価を新設

する。 

 

３．ニコチン依存症管理料について、加熱式たばこの喫煙者も対象とな

るよう要件の見直しを行う。 

 
現 行 改定案 

【ニコチン依存症管理料】 

 

１ 初回          230点 

２ ２回目から４回目まで  184点 

 

 

 

 

３ ５回目         180点 

 

 

 

[算定要件] 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、禁煙を希

望する患者であって、スクリー

ニングテスト（ＴＤＳ）等によ

りニコチン依存症であると診断

されたものに対し、治療の必要

【ニコチン依存症管理料】 

１ ニコチン依存症管理料１ 

イ 初回          ●点 

ロ ２回目から４回目まで 

(1) 対面で診察を行った場合 

●点 

(2) 情報通信機器を用いて診察

を行った場合      ●点 

ハ ５回目         ●点 

２ ニコチン依存症管理料２（一連

につき）          ●点 

 

[算定要件] 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとし

て地方厚生局長等に届け出た保

険医療機関において、禁煙を希

望する患者であって、スクリー

ニングテスト（ＴＤＳ）等によ

りニコチン依存症であると診断

されたものに対し、治療の必要
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を認め、治療内容等に係る説明

を行い、当該患者の同意を文書

により得た上で、禁煙に関する

総合的な指導及び治療管理を行

うとともに、その内容を文書に

より情報提供した場合に、５回

に限り算定する。ただし、別に

厚生労働大臣が定める基準を満

たさない場合には、それぞれの

所定点数の100分の70に相当する

点数により算定する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ニコチン依存症管理料は、入院

中の患者以外の患者に対し、「禁

煙治療のための標準手順書」（日

本循環器学会、日本肺癌学会、日

本癌学会及び日本呼吸器学会の承

認を得たものに限る。）に沿っ

て、初回の当該管理料を算定した

日から起算して12週間にわたり計

５回の禁煙治療を行った場合に算

定する。 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

を認め、治療内容等に係る説明

を行い、当該患者の同意を文書

により得た上で、禁煙に関する

総合的な指導及び治療管理を行

うとともに、その内容を文書に

より情報提供した場合に、１の

場合は５回に限り、２の場合は

初回指導時に１回に限り算定す

る。ただし、別に厚生労働大臣

が定める基準を満たさない場合

には、それぞれの所定点数の100

分の70に相当する点数により算

定する。 

注３ １のロの(2)を算定する場合

は、区分番号Ａ００１に掲げる

再診料、区分番号Ａ００２に掲

げる外来診療料、区分番号Ａ０

０３に掲げるオンライン診療

料、区分番号Ｃ０００に掲げる

往診料、区分番号Ｃ００１に掲

げる在宅患者訪問診療料(Ⅰ)又

は区分番号Ｃ００１－２に掲げ

る在宅患者訪問診療料(Ⅱ)は別

に算定できない｡ 

 

(1) ニコチン依存症管理料は、入院

中の患者以外の患者に対し、「禁

煙治療のための標準手順書」（日

本循環器学会、日本肺癌学会、日

本癌学会及び日本呼吸器学会の承

認を得たものに限る。）に沿っ

て、初回の当該管理料を算定した

日から起算して12週間にわたり計

５回の禁煙治療を行った場合に算

定する。なお、加熱式たばこを喫

煙している患者ついても、「禁煙

治療のための標準手順書」に沿っ

て禁煙治療を行う。 

(5) 情報通信機器を用いて診察を行

う医師は、初回に診察を行う医師

と同一のものに限る。 

(6) 情報通信機器を用いて診察を行

う際には、厚生労働省の定める情

報通信機器を用いた診療に係る指

針に沿って診療を行う。 

(7) 情報通信機器を用いた診察は、

当該保険医療機関内において行



306 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

う。 

(8) 情報通信機器を用いた診察時

に、投薬の必要性を認めた場合

は、区分番号「Ｆ１００」処方料

又は区分番号「Ｆ４００」処方箋

料を別に算定できる。 

(9) 情報通信機器を用いて診察を行

う際には、予約に基づく診察によ

る特別の料金の徴収を行うことは

できない。 

(10)情報通信機器を用いた診察を行

う際の情報通信機器の運用に要す

る費用については、療養の給付と

直接関係ないサービス等の費用と

して別途徴収できる。 

(11)ニコチン依存症管理料２を算定

する場合は、患者の同意を文書に

より得た上で初回の指導時に、診

療計画書を作成し、患者に説明

し、交付するとともに、その写し

を診療録に添付すること。  

(12)ニコチン依存症管理料２を算定

した患者について、２回目以降の

指導予定日に受診しなかった場合

は、当該患者に対して電話等によ

って、受診を指示すること。ま

た、受診を中断する場合には、受

診を中断する理由を聴取し、診療

録等に記載すること。 

(13)ニコチン依存症管理料２を算定

する場合においても、２回目から

４回目の指導について、情報通信

機器を用いて実施することができ

る。なお、その場合の留意事項

は、(5)から(10)まで及び(12)に示

すものと同様である。 

 

［ニコチン依存症管理料１のロの(2)

の施設基準］ 

情報通信機器を用いた診療を行う

につき十分な体制が整備されている

こと。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －①】 

① 地域の救急医療体制における重要な機能を担う 

医療機関に対する評価の新設 
  

 

「Ⅰ－１－①」を参照のこと。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －②】 

② 総合入院体制加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域において質の高い医療の提供体制を確保する観点から、小児科や

産婦人科を標榜する医療機関や入院患者が減少していることを踏まえ、

医療機関間の医療機能の再編・統合がより柔軟に行えるよう、総合入院

体制加算について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

総合入院体制加算について、医療機関間で医療機能の再編又は統合を

行うことについて地域医療構想調整会議で合意を得た場合に限り、小児

科、産科又は産婦人科の標榜及び当該診療科に係る入院医療の提供を行

っていなくても、施設基準を満たしているものとする。 

 
現 行 改定案 

【総合入院体制加算】 

［施設基準］ 

１ 総合入院体制加算１に関する施

設基準等 

(2) 内科、精神科、小児科、外

科、整形外科、脳神経外科及び

産科又は産婦人科を標榜し、当

該診療科に係る入院医療を提供

している保険医療機関であるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、精神科については、24

時間対応できる体制を確保し、医

療法第７条第２項第１号に規定す

【総合入院体制加算】 

［施設基準］ 

１ 総合入院体制加算１に関する施

設基準等 

(2) 内科、精神科、小児科、外

科、整形外科、脳神経外科及び

産科又は産婦人科を標榜し、当

該診療科に係る入院医療を提供

している保険医療機関であるこ

と。ただし、地域において質の

高い医療の提供体制を確保する

観点から、医療機関間で医療機

能の再編又は統合を行うことに

ついて地域医療構想調整会議で

合意を得た場合に限り、小児

科、産科又は産婦人科の標榜及

び当該診療科に係る入院医療の

提供を行っていなくても、施設

基準を満たしているものとす

る。 

なお、精神科については、24時

間対応できる体制を確保し、医療

法第７条第２項第１号に規定する
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る精神病床を有していること。ま

た、区分番号「Ａ１０３」精神病

棟入院基本料、区分番号「Ａ３１

１」精神科救急入院料、区分番号

「Ａ３１１－２」精神科急性期治

療病棟入院料、区分番号「Ａ３１

１－３」精神科救急・合併症入院

料、区分番号「Ａ３１１－４」児

童・思春期精神科入院医療管理料

又は区分番号「Ａ３１８」地域移

行機能強化病棟入院料のいずれか

の届出を行っており、現に精神疾

患患者の入院を受け入れているこ

と。 

 

６ 届出に関する事項 

（新設） 

 

精神病床を有していること。ま

た、区分番号「Ａ１０３」精神病

棟入院基本料、区分番号「Ａ３１

１」精神科救急入院料、区分番号

「Ａ３１１－２」精神科急性期治

療病棟入院料、区分番号「Ａ３１

１－３」精神科救急・合併症入院

料、区分番号「Ａ３１１－４」児

童・思春期精神科入院医療管理料

又は区分番号「Ａ３１８」地域移

行機能強化病棟入院料のいずれか

の届出を行っており、現に精神疾

患患者の入院を受け入れているこ

と。 

 

６ 届出に関する事項 

(6) 地域医療構想調整会議で合意を

得て、小児科、産科又は産婦人科

の標榜及び当該診療科に係る入院

医療の提供を行わない場合は、当

該加算の届出に当たり、合意を得

た会議の概要を書面にまとめたも

のを提出すること。なお、届出を

行う保険医療機関が作成した議事

概要をもって当該議事録としても

差し支えない。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －③】 

③ 重症度、医療・看護必要度の 

評価項目及び判定基準の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

急性期の入院医療の必要性に応じた適切な評価を行う観点から、一般

病棟用の重症度、医療・看護必要度について、必要度の判定に係る項目

や判定基準等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度について、判定に係る項目や

判定基準を以下のように見直す。 

 

１．重症度、医療・看護必要度のＡ項目について、以下のように見直す。 

（１）重症度、医療・看護必要度Ⅰの「救急搬送後の入院」について、

評価期間を入院後５日間に見直す。また、重症度、医療・看護必

要度Ⅱにおいて、入院日に救急医療管理加算１若しくは２又は夜

間休日救急搬送医学管理料を算定する患者を、入院後５日間評価

の対象とする。 

（２）専門的な治療・処置のうち「免疫抑制剤の管理」について、注射

剤に限り評価の対象とする。 

 

２．重症度、医療・看護必要度のＣ項目について、評価期間を見直す。

また、対象となる検査及び手術について、入院で実施される割合が９

割以上のものを追加するとともに、入院で実施される割合が９割未満

のものを除外する。 

 
現 行 改定案 

【重症度、医療・看護必要度】 

［手術等の医学的状況］ 

16 開頭手術（７日間） 

17 開胸手術（７日間） 

18 開腹手術（４日間） 

19 骨の手術（５日間） 

20 胸腔鏡・腹腔鏡手術（３日間） 

21 全身麻酔・脊椎麻酔の手術（２

日間） 

【重症度、医療・看護必要度】 

［手術等の医学的状況］ 

16 開頭手術（13日間） 

17 開胸手術（12日間） 

18 開腹手術（７日間） 

19 骨の手術（11日間） 

20 胸腔鏡・腹腔鏡手術（５日間） 

21 全身麻酔・脊椎麻酔の手術（５

日間） 
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22 救命等に係る内科的治療（２日

間） 

（新設） 

（新設） 

22 救命等に係る内科的治療（５日

間） 

23 別に定める検査（２日間） 

24 別に定める手術（６日間） 

 

※ 別に定める検査及び手術は、レ

セプト電算処理システム用コード

で規定する。 

 

３．重症度、医療・看護必要度のＡ項目（専門的な治療・処置のうち薬

剤を使用するものに限る。）及びＣ項目について、重症度、医療・看

護必要度Ⅰにおいても、レセプト電算処理システム用コードを用いた

評価とする。 

 

４．重症度、医療・看護必要度の基準について、「Ｂ14又はＢ15に該当

する患者であって、Ａ得点が１点以上かつＢ得点が３点以上」の基準

を削除する。 

 
現 行 改定案 

【重症度、医療・看護必要度】 

［基準］ 

次のいずれかに該当する患者 

・ Ａ得点が２点以上かつＢ得点

が３点以上の患者 

・ Ｂ項目のうち「Ｂ14診療・療

養上の指示が通じる」又は「Ｂ

15危険行動」に該当する患者で

あって、Ａ得点が１点以上かつ

Ｂ得点が３点以上の患者 

・ Ａ得点が３点以上の患者 

・ Ｃ得点が１点以上の患者 

【重症度、医療・看護必要度】 

［基準］ 

次のいずれかに該当する患者 

・ Ａ得点が２点以上かつＢ得点

が３点以上の患者 

（削除） 

 

 

 

 

・ Ａ得点が３点以上の患者 

・ Ｃ得点が１点以上の患者 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －④】 

④ 重症度、医療・看護必要度の施設基準の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の判定に係る項目や判定基準

の見直し等を踏まえ、該当患者割合に係る要件を見直す。また、該当患

者割合に応じた柔軟な届出が可能となるよう、急性期一般入院料２及び

３の届出に係る要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の見直しに伴い、入院料等の

施設基準に定められている該当患者割合について見直す。 

また、急性期一般入院料２及び３について、重症度、医療・看護必要

度Ⅰを用いた場合も届け出られるよう見直す。 

 

 現行 改定案 

一般病棟用

の重症度、

医療・看護

必要度Ⅰの

割合 

一般病棟用

の重症度、

医療・看護

必要度Ⅱの

割合 

一般病棟用

の重症度、

医療・看護

必要度Ⅰの

割合 

一般病棟用

の重症度、

医療・看護

必要度Ⅱの

割合 

急性期一般

入院料１ 
３割 ２割５分 ●割●分 ●割●分 

急性期一般

入院料２ 
 ２割４分 ●割●分 ●割●分 

急性期一般

入院料３ 
 ２割３分 ●割●分 ●割●分 

急性期一般

入院料４ 
２割７分 ２割２分 ●割●分 ●割●分 

急性期一般

入院料５ 
２割１分 １割７分 ●割●分 ●割●分 

急性期一般

入院料６ 
１割５分 １割２分 ●割●分 ●割●分 

７対１入院

基本料（特

定機能病院

２割８分 ２割３分  ●割●分 
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入院基本料

（一般病棟

に限る。）） 

７対１入院

基本料（専

門病院入院

基本料） 

２割８分 ２割３分 ●割●分 ●割●分 

７対１入院

基本料（結

核病棟入院

基本料） 

１割１分 0.9割 ●割●分 ●割●分 

看護必要度

加算１ 
２割７分 ２割２分 ●割●分 ●割●分 

看護必要度

加算２ 
２割１分 １割７分 ●割●分 ●割●分 

看護必要度

加算３ 
１割５分 １割２分 ●割●分 ●割●分 

総合入院体

制加算１ 
３割５分 ３割 ●割●分 ●割●分 

総合入院体

制加算２ 
３割５分 ３割 ●割●分 ●割●分 

総合入院体

制加算３ 
３割２分 ２割７分 ●割●分 ●割●分 

急性期看護

補助体制加

算 

0.7割 0.6割 ●割●分 ●割●分 

看護職員夜

間配置加算 
0.7割 0.6割 ●割●分 ●割●分 

看護補助加

算１ 
0.6割 0.5割 ●割●分 ●割●分 

地域包括ケ

ア病棟入院

料 

１割 0.8割 ●割●分 ●割●分 

特定一般病

棟入院料の

注７ 

１割 0.8割 ●割●分 ●割●分 
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［経過措置］ 

令和２年３月31日時点において現に以下に掲げる入院料等を届け出

ているものについては、令和●年●月●日までの間に限り、それぞれ

当該入院料等に係る重症度、医療・看護必要度の基準を満たすものと

みなす。 

・ 急性期一般入院料１ 

・ 急性期一般入院料２ 

・ 急性期一般入院料３ 

・ 急性期一般入院料４ 

・ 急性期一般入院料５ 

・ 急性期一般入院料６ 

・ ７対１入院基本料（特定機能病院入院基本料（一般病棟に限

る。）） 

・ ７対１入院基本料（専門病院入院基本料） 

・ ７対１入院基本料（結核病棟入院基本料） 

・ 看護必要度加算１ 

・ 看護必要度加算２ 

・ 看護必要度加算３ 

・ 総合入院体制加算１ 

・ 総合入院体制加算２ 

・ 総合入院体制加算３ 

・ 急性期看護補助体制加算 

・ 看護職員夜間配置加算 

・ 看護補助加算１ 

・ 地域包括ケア病棟入院料 

・ 特定一般病棟入院料の注７ 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑤】 

⑤ 重症度、医療・看護必要度の 

測定に係る負担の軽減 
  

第１ 基本的な考え方 

 

入院患者の評価に係る医療従事者の業務負担軽減等の観点から、一定

規模以上の医療機関における一般病棟用の重症度、医療・看護必要度Ⅱ

の届出に係る要件を見直す。 

また、看護職員の負担軽減の推進の観点から、重症度、医療・看護必

要度についてＢ項目の評価方法を見直し、「患者の状態」と「介助の実

施」に分けた評価とするとともに、根拠となる記録を不要とする。（特

定集中治療室用・ハイケアユニット用の重症度、医療・看護必要度に係

る評価票の評価方法についても同様の対応を行う。） 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．一般病棟入院基本料 （急性期一般入院料１～６に限る）又は特定

機能病院入院基本料（一般病棟７対１に限る）の届出を行う保険医療

機関であって、許可病床数400床以上のものについて、重症度、医

療・看護必要度Ⅱを用いることを要件とする。 

 
現 行 改定案 

【急性期一般入院基本料】 

［施設基準］ 

① 通則 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

【特定機能病院入院基本料】 

［施設基準］ 

イ 一般病棟 

① 七対一入院基本料の施設基準 

４ 次のいずれかに該当するこ

と。 

【急性期一般入院基本料】 

［施設基準］ 

① 通則 

５ 許可病床数400床以上の保険医

療機関であって急性期一般入院

基本料（急性期一般入院料１～

６に限る）の届出を行っている

病棟については、一般病棟用の

重症度、医療・看護必要度Ⅱを

用いて評価を行うこと。 

 

【特定機能病院入院基本料】 

［施設基準］ 

イ 一般病棟 

① 七対一入院基本料の施設基準 

４ 診療内容に関するデータを

適切に提出できる体制が整備
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（一）一般病棟用の重症度、医

療・看護必要度Ⅰの基準を

満たす患者を二割八分以上

入院させる病棟であるこ

と。 

（二）診療内容に関するデータ

を適切に提出できる体制が

整備された保険医療機関で

あって、一般病棟用の重症

度、医療・看護必要度Ⅱの

基準を満たす患者を二割三

分以上入院させる病棟であ

ること。 

された保険医療機関であっ

て、一般病棟用の重症度、医

療・看護必要度Ⅱの基準を満

たす患者を●割●分以上入院

させる病棟であること。 

 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日時点において現に一般病棟入院基本料 （急性

期一般入院料１～６に限る）又は特定機能病院入院基本料（一般

病棟７対１に限る）を届け出ているものについては、令和●年●

月●日までの間に限り、当該基準を満たすものとみなす。 

 

２．Ｂ項目の評価方法を「患者の状態」と「介助の実施」に分けた評価

とする。これにより、ＡＤＬを含む患者の状態がより明確になるため、

「評価の手引き」により求めている「根拠となる記録」を不要とする。

（特定集中治療室用・ハイケアユニット用の重症度、医療・看護必要

度に係る評価票の評価方法についても同様。） 

 

３．院外研修について、一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の院内

研修の指導者に係る要件を見直す。（再掲） 

 
現 行 改定案 

【一般病棟用の重症度、医療・看護

必要度】 

［施設基準］ 

重症度、医療・看護必要度Ⅰ・Ⅱ

（Ⅱにあっては、Ｂ項目のみ）に係

る評価票の記入は、院内研修を受け

たものが行うものであること。な

お、院内研修は、次に掲げる所定の

研修を修了したもの（修了証が交付

されているもの）又は評価に習熟し

たものが行う研修であることが望ま

しい。 

【一般病棟用の重症度、医療・看護

必要度】 

［施設基準］ 

重症度、医療・看護必要度Ⅰ・Ⅱ

（Ⅱにあっては、Ｂ項目のみ）に係

る評価票の記入は、院内研修を受け

たものが行うものであること。 
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ア・イ （略）  

 

※ 特定集中治療室用、ハイケアユ

ニット用の重症度、医療・看護必

要度についても同様。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑥】 

⑥ せん妄予防の取組の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

急性期の入院患者に対して、入院早期にせん妄のリスク因子のスクリ

ーニングを行い、ハイリスク患者に適切なせん妄予防の対応を行うこと

について新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

一般病棟入院基本料等を算定する病棟において、入院早期にせん妄の

リスク因子をスクリーニングし、ハイリスク患者に対して非薬物療法を

中心としたせん妄対策を行うことについて、新たな評価を行う。 

 

（新）  せん妄ハイリスク患者ケア加算   ●点（入院中１回） 

 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療機関に入院している患者（第１節の入

院基本料（特別入院基本料等を除く。）又は第３節の特定入院料のう

ち、せん妄ハイリスク患者ケア加算を算定できるものを現に算定して

いる患者に限る。）について、せん妄のリスク因子の確認及びハイリ

スク患者に対するせん妄対策を行った場合に、入院中１回に限り、所

定点数に加算する。 

 

［施設基準］ 

（１）Ａ１００一般病棟入院基本料（急性期一般入院基本料に限る。）、

Ａ１０４特定機能病院入院基本料（一般病棟に限る。）、Ａ３００

救命救急入院料、Ａ３０１特定集中治療室管理料、Ａ３０１－２

ハイケアユニット入院医療管理料又はＡ３０１－３脳卒中ケアユ

ニット入院医療管理料を算定する病棟であること。 

（２）せん妄のリスク因子の確認のためのチェックリスト及びハイリス

ク患者に対するせん妄対策のためのチェックリストを作成してい

ること。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑦】 

⑦ 特定集中治療室管理料の見直し 
  

 

「Ⅰ－２－⑥」を参照のこと。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑧】 

⑧ 特定集中治療室での栄養管理の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

患者の早期離床、在宅復帰を推進する観点から、特定集中治療室にお

いて、早期に経腸栄養等の栄養管理を実施した場合について新たな評価

を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

重症患者の集中治療室への入室後、早期（48時間以内）に経口移行・

維持及び低栄養の改善等の栄養管理（栄養アセスメントに基づく栄養管

理計画の作成・実施及びその後の頻回なモニタリングによる計画の見直

し等）を実施した場合の評価として、早期栄養介入管理加算を新設する。 

 

（新）  早期栄養介入管理加算   ●点（１日につき） 

 

［算定要件］ 

（１）特定集中治療室に入室後早期から、経腸栄養等の必要な栄養管理

が行われた場合は、７日を限度として、所定点数に加算する。 

 

［施設基準］ 

（１）特定集中治療室に次の要件を満たす管理栄養士が専任で配置され

ていること。 

① 栄養サポートチーム加算の施設基準にある研修を修了し、栄

養サポートチームでの栄養管理の経験を３年以上有すること 

② 特定集中治療室における栄養管理の経験を３年以上有するこ

と 

③ 特定集中治療室管理料を算定する一般病床の治療室における

管理栄養士の数は、当該治療室の入院患者の数が10又はその端数

を増すごとに１以上であること。 

 

［留意事項］ 

（１）日本集中治療学会の「日本版重症患者の栄養療法ガイドライン」

に沿った栄養管理を実施すること。 

（２）次の項目を実施すること。 

① 栄養スクリーニングの実施 
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② 栄養アセスメントの実施 

③ 栄養管理に係る早期介入の計画を作成し、特定集中治療室の

医師、看護師、薬剤師等とのカンファレンス及び回診を実施 

④ 腸管機能評価を実施し、入室後48時間以内に経腸栄養を開始 

⑤ 経腸栄養開始後は、1日に3回以上のモニタリング後、計画の

見直し及び栄養管理を実施 

⑥ 医師の指示に基づく再アセスメントを実施し、胃管からの胃

内容物の逆流の有無等の確認 

（３）早期離床・リハビリテーションチームが設置されている場合、適

切に連携して栄養管理を実施すること。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑨】 

⑨ 地域包括ケア病棟の実績要件等の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域包括ケア病棟において、急性期治療を経過した患者や在宅で療養

を行っている患者を受け入れる役割が偏りなく発揮されるよう、地域包

括ケア病棟入院料・入院医療管理料について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．地域包括ケア病棟を有する許可病床数が400床以上の病院について、

入院患者のうち、同一保険医療機関内の一般病棟から転棟した患者の

割合が一定以上である場合の入院料を見直す。 

 
現 行 改定案 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(1) 通則 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［算定要件］ 

注９ 注１に規定する保険医療機関

以外の保険医療機関であって、

注１に規定する地域包括ケア病

棟入院料の施設基準のうち別に

厚生労働大臣が定めるもののみ

に適合しなくなったものとして

地方厚生局長等に届け出た場合

に限り、当該病棟又は病室に入

院している患者については、所

定点数の100分の●に相当する点

数を算定する。 

 

［施設基準］ 

(1) 通則 

ヌ 許可病床数が四百床以上の病

院にあっては、当該病棟におけ

る、入院患者に占める、同一の

保険医療機関の一般病棟から転

棟したものの割合が６割未満で

あること。 

(19）地域包括ケア病棟入院料の注９

に規定する別に厚生労働大臣が定

めるもの 

(1)のヌに掲げる基準 
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［経過措置］ 

令和２年３月31日時点において現に地域包括ケア病棟入院料を届

け出ているものについては、令和●年●月●日までの間に限り、

当該基準を満たすものとみなす。 

 

２．地域包括ケア病棟入院料１及び３並びに地域包括ケア入院医療管理

料１及び３について、地域包括ケアの実績に係る施設基準を見直す。 

 
現 行 改定案 

【地域包括ケア病棟入院料１】 

［施設基準］ 

ハ 当該病棟において、入院患者に

占める、自宅等から入院したもの

の割合が一割以上であること。 

 

ニ 当該病棟における自宅等からの

緊急の入院患者の受入れ人数が、

前三月間において三人以上である

こと。 

ホ 次のいずれか二つ以上を満たし

ていること。 

① 在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及

び在宅患者訪問診療料（Ⅱ）を

前三月間において二十回以上算

定している保険医療機関である

こと。 

② 在宅患者訪問看護・指導料、

同一建物居住者訪問看護・指導

料、精神科訪問看護・指導料

（Ⅰ）及び精神科訪問看護・指

導料（Ⅲ）を前三月間において

百回以上算定している保険医療

機関であること又は訪問看護療

養費に係る指定訪問看護の費用

の額の算定方法（平成二十年厚

生労働省告示第六十七号）に規

定する訪問看護基本療養費及び

精神科訪問看護基本療養費を前

三月間において五百回以上算定

している訪問看護ステーション

が当該保険医療機関と同一の敷

地内にあること。 

③ 開放型病院共同指導料（Ⅰ）

又は（Ⅱ）を前三月間において

十回以上算定している保険医療

【地域包括ケア病棟入院料１】 

［施設基準］ 

ハ 当該病棟において、入院患者に

占める、自宅等から入院したもの

の割合が一割五分以上であるこ

と。 

ニ 当該病棟における自宅等からの

緊急の入院患者の受入れ人数が、

前三月間において六人以上である

こと。 

ホ 次のいずれか二つ以上を満たし

ていること。 

① 在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及

び在宅患者訪問診療料（Ⅱ）を

前三月間において三十回以上算

定している保険医療機関である

こと。 

② 在宅患者訪問看護・指導料、

同一建物居住者訪問看護・指導

料、精神科訪問看護・指導料

（Ⅰ）及び精神科訪問看護・指

導料（Ⅲ）を前三月間において

六十回以上算定している保険医

療機関であること。 

③ 訪問看護療養費に係る指定訪

問看護の費用の額の算定方法

（平成二十年厚生労働省告示第

六十七号）に規定する訪問看護

基本療養費及び精神科訪問看護

基本療養費を前三月間において

三百回以上算定している訪問看

護ステーションが当該保険医療

機関に併設されていること。 

④ 在宅患者訪問リハビリテーシ

ョン指導管理料を前三月間にお

いて三十回以上算定している保
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機関であること。 

④ 介護保険法第八条第二項に規

定する訪問介護、同条四項に規

定する訪問看護、同条第五項に

規定する訪問リハビリテーショ

ン、同法第八条の二第三項に規

定する介護予防訪問看護又は同

条第四項に規定する介護予防訪

問リハビリテーションを提供し

ている施設が当該保険医療機関

と同一の敷地内にあること。 

 

⑤ （新設） 

 

 

 

【地域包括ケア入院医療管理料１】 

［施設基準］ 

ロ 当該病室において、入院患者に

占める、自宅等から入院したもの

の割合が一割以上であること。た

だし、当該病室における病床数が

十未満のものにあっては、前三月

間において、自宅等から入院した

患者が三以上であること。 

ハ 当該病室における自宅等からの

緊急の入院患者の受入れ人数が、

前三月間において三人以上である

こと。 

 

険医療機関であること。 

⑤ 介護保険法第八条第二項に規

定する訪問介護、同条四項に規

定する訪問看護、同条第五項に

規定する訪問リハビリテーショ

ン、同法第八条の二第三項に規

定する介護予防訪問看護又は同

条第四項に規定する介護予防訪

問リハビリテーションの提供実

績を有している施設が当該保険

医療機関に併設されているこ

と。 

⑥ 退院時共同指導料２を前三月

間において六回以上算定してい

る保険医療機関であること。 

 

【地域包括ケア入院医療管理料１】 

［施設基準］ 

ロ 当該病室において、入院患者に

占める、自宅等から入院したもの

の割合が一割五分以上であるこ

と。ただし、当該病室における病

床数が十未満のものにあっては、

前三月間において、自宅等から入

院した患者が六以上であること。 

ハ 当該病室における自宅等からの

緊急の入院患者の受入れ人数が、

前三月間において六人以上である

こと。 

 

※ 地域包括ケア病棟入院料３及び

地域包括ケア入院医療管理料３も

同様。 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日時点において現に地域包括ケア病棟入院料１若

しくは３又は地域包括ケア入院医療管理料１若しくは３を届け出

ているものについては、令和●年●月●日までの間に限り、当該

基準を満たすものとみなす。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑩】 

⑩ 地域包括ケア病棟の施設基準の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域包括ケア病棟において、適切に在宅復帰支援等を行う観点から、

地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．地域包括ケア病棟入院料の施設基準において、入退院支援及び地域

連携業務を担う部門の設置を要件とする。 

 
現 行 改定案 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

(1) 通則 

ニ 当該保険医療機関内に在宅復

帰支援を担当する者が適切に配

置されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

(1) 通則 

ニ 当該保険医療機関内に入退院

支援及び地域連携業務を担う部

門が設置されていること。当該

部門に入退院支援及び地域連携

に係る業務に関する十分な経験

を有する専従の看護師又は専従

の社会福祉士が配置されている

こと。当該部門に専従の看護師

が配置されている場合にあって

は専任の社会福祉士が、専従の

社会福祉士が配置されている場

合にあっては専任の看護師が配

置されていること。 

なお、当該専従の看護師又は

社会福祉士については、週３日

以上常態として勤務しており、

かつ、所定労働時間が24時間以

上の勤務を行っている専従の非

常勤の看護師又は社会福祉士

（入退院支援及び地域連携業務

に関する十分な経験を有する看

護師又は社会福祉士に限る。）

を２名組み合わせることによ

り、常勤看護師等と同じ時間帯

にこれらの非常勤看護師等が配
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(3) 当該医療機関に専任の在宅復帰

支援担当者（職種に規定は設けな

いが、社会福祉士のような在宅復

帰支援に関する業務を適切に実施

できる者をいう。以下同じ。）が

１名以上配置されていること。ま

た、当該病棟又は病室を含む病棟

に、専従の常勤理学療法士、専従

の常勤作業療法士又は専従の常勤

言語聴覚士（以下「理学療法士

等」という。）が１名以上配置され

ていること。なお、当該理学療法

士等は、疾患別リハビリテーショ

ン等を担当する専従者との兼務は

できないものであり、当該理学療

法士等が提供した疾患別リハビリ

テーション等については疾患別リ

ハビリテーション料等を算定する

ことはできない。ただし、地域包

括ケア入院医療管理料を算定する

場合に限り、当該理学療法士等

は、当該病室を有する病棟におけ

るＡＤＬ維持向上等体制加算に係

る専従者と兼務することはでき

る。なお、注２の届出を行う場合

にあっては、専任の常勤理学療法

士、専任の常勤作業療法士又は専

任の常勤言語聴覚士が１名以上配

置されていること。なお、週３日

以上常態として勤務しており、か

つ、所定労働時間が週24時間以上

の勤務を行っている専従の非常勤

理学療法士、専従の非常勤作業療

法士又は専従の非常勤言語聴覚士

をそれぞれ２人以上組み合わせる

ことにより、当該保険医療機関に

おける常勤理学療法士、常勤作業

療法士又は常勤言語聴覚士の勤務

時間帯と同じ時間帯にこれらの非

常勤理学療法士、非常勤作業療法

置されている場合には、当該基

準を満たしているとみなすこと

ができる。 

  

(3) 当該病棟又は病室を含む病棟

に、専従の常勤理学療法士、専従

の常勤作業療法士又は専従の常勤

言語聴覚士（以下「理学療法士

等」という。）が１名以上配置され

ていること。なお、当該理学療法

士等は、疾患別リハビリテーショ

ン等を担当する専従者との兼務は

できないものであり、当該理学療

法士等が提供した疾患別リハビリ

テーション等については疾患別リ

ハビリテーション料等を算定する

ことはできない。ただし、地域包

括ケア入院医療管理料を算定する

場合に限り、当該理学療法士等

は、当該病室を有する病棟におけ

るＡＤＬ維持向上等体制加算に係

る専従者と兼務することはでき

る。なお、注２の届出を行う場合

にあっては、専任の常勤理学療法

士、専任の常勤作業療法士又は専

任の常勤言語聴覚士が１名以上配

置されていること。なお、週３日

以上常態として勤務しており、か

つ、所定労働時間が週22時間以上

の勤務を行っている専従の非常勤

理学療法士、専従の非常勤作業療

法士又は専従の非常勤言語聴覚士

をそれぞれ２人以上組み合わせる

ことにより、当該保険医療機関に

おける常勤理学療法士、常勤作業

療法士又は常勤言語聴覚士の勤務

時間帯と同じ時間帯にこれらの非

常勤理学療法士、非常勤作業療法

士又は非常勤言語聴覚士がそれぞ

れ配置されている場合には、それ

ぞれの基準を満たすこととみなす

ことができる。 
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士又は非常勤言語聴覚士がそれぞ

れ配置されている場合には、それ

ぞれの基準を満たすこととみなす

ことができる。 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日時点において現に地域包括ケア病棟入院料又は

地域包括ケア入院医療管理料を届け出ているものについては、令

和●年●月●日までの間に限り、当該基準を満たすものとみなす。 

 

２．地域包括ケア病棟における疾患別リハビリテーションの提供につい

て、患者の入棟時に測定したＡＤＬスコアの結果等を参考にリハビリ

テーションの必要性を判断することを要件とする。 

 
現 行 改定案 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

(7) (6)のリハビリテーションを提供

する患者については、１日平均２

単位以上提供していること。ただ

し、１患者が１日に算入できる単

位数は９単位までとする。なお、

当該リハビリテーションは地域包

括ケア病棟入院料に包括されてお

り、費用を別に算定することはで

きないため、当該病棟又は病室を

含む病棟に専従の理学療法士等が

提供しても差し支えない。また、

当該入院料を算定する患者に提供

したリハビリテーションは、疾患

別リハビリテーションに規定する

従事者１人あたりの実施単位数に

含むものとする。 

 

 

 

 

 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

(7) (6)のリハビリテーションを提供

する患者については、１日平均２

単位以上提供していること。ただ

し、１患者が１日に算入できる単

位数は９単位までとする。なお、

当該リハビリテーションは地域包

括ケア病棟入院料に包括されてお

り、費用を別に算定することはで

きないため、当該病棟又は病室を

含む病棟に専従の理学療法士等が

提供しても差し支えない。また、

当該入院料を算定する患者に提供

したリハビリテーションは、疾患

別リハビリテーションに規定する

従事者１人あたりの実施単位数に

含むものとする。なお、リハビリ

テーションの提供に当たっては、

当該患者の入棟時に測定したＡＤ

Ｌ等を参考にリハビリテーション

の必要性を判断し、その結果につ

いて診療録に記載するとともに、

患者又はその家族等に説明するこ

と。 
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３．地域包括ケア病棟入院料の施設基準において、適切な意思決定支援

に関する指針を定めていることを要件とする。 

 
現 行 改定案 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

(1) 通則 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

【地域包括ケア病棟入院料１】 

［施設基準］ 

ヘ 当該保険医療機関において、適

切な看取りに対する指針を定めて

いること。 

 

(9) 当該保険医療機関において、厚

生労働省「人生の最終段階におけ

る医療・ケアの決定プロセスに関

するガイドライン」等の内容を踏

まえ、看取りに対する指針を定め

ていること。 

 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

(1) 通則 

ヌ 当該保険医療機関において、

適切な意思決定支援に関する指

針を定めていること。 

 

(11)当該保険医療機関において、厚

生労働省「人生の最終段階におけ

る医療・ケアの決定プロセスに関

するガイドライン」等の内容を踏

まえ、適切な意思決定支援に関す

る指針を定めていること。 

 

 

【地域包括ケア病棟入院料１】 

［施設基準］ 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

※ 地域包括ケア入院医療管理料

１、地域包括ケア病棟入院料３、

地域包括ケア入院医療管理料３及

び療養病棟入院基本料も同様。 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日時点において現に地域包括ケア病棟入院料、地

域包括ケア入院医療管理料又は療養病棟入院基本料を届け出てい

るものについては、令和●年●月●日までの間に限り、当該基準

を満たすものとみなす。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑪】 

⑪ 地域包括ケア病棟の転棟時の算定方法の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

患者の状態に応じた適切な管理を妨げないよう、同一の保険医療機関

内において、ＤＰＣ対象病棟から地域包括ケア病棟へ転棟する場合につ

いて要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

地域包括ケア病棟入院料の算定方法について、同一保険医療機関内の

ＤＰＣ対象病棟から地域包括ケア病棟に転棟した場合は、診断群分類点

数表に定められた入院日Ⅱまでの間、診断群分類点数表に従って算定す

るよう見直す。 

 
現 行 改定案 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［算定要件］ 

(10)診断群分類点数表に従って診療

報酬を算定していた患者が同一保

険医療機関内の地域包括ケア入院

医療管理料を算定する病室に転

棟・転床した場合については、診

断群分類点数表に定められた入院

日Ⅲまでの間は、診断群分類点数

表に従って診療報酬を算定する。

なお、入院日Ⅲを超えた日以降

は、医科点数表に従って当該管理

料を算定することとするが、その

算定期間は診療報酬の算定方法に

関わらず、当該病室に最初に入室

した日から起算して60日間とす

る。 

 

 

 

 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［算定要件］ 

(10)診断群分類点数表に従って診療

報酬を算定していた患者が同一保

険医療機関内の地域包括ケア病棟

入院料を算定する病棟に転棟した

場合については、診断群分類点数

表に定められた入院日Ⅱまでの

間、地域包括ケア入院医療管理料

を算定する病室に転室した場合に

ついては、診断群分類点数表に定

められた入院日Ⅲまでの間、診断

群分類点数表に従って診療報酬を

算定する。なお、入院日Ⅱ又はⅢ

を超えた日以降は、医科点数表に

従って当該入院料又は管理料を算

定することとするが、その算定期

間は診療報酬の算定方法に関わら

ず、当該病棟又は病室に最初に入

棟又は入室した日から起算して60

日間とする。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑫】 

⑫ 地域包括ケア病棟の届出に関する見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域における医療機関間の機能分化・連携を適切に進める観点から、

許可病床数の多い医療機関が地域包括ケア病棟の届出を行う場合の要件

を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

許可病床数が400床以上の保険医療機関については、地域包括ケア病

棟入院料及び地域包括ケア入院医療管理料を届け出られないこととする。

ただし、令和●年●月●日時点で地域包括ケア病棟入院料又は地域包括

ケア入院医療管理料を届け出ている保険医療機関については、当該時点

で現に届け出ている病棟又は病室を維持することができる。 

 
現 行 改定案 

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

14 届出に関する事項 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、以下の場合にあっては、

届出をすることができる病棟は１

病棟に限る。ただし、(3)及び(4)

について、平成28年１月１日時点

で地域包括ケア病棟入院料１若し

くは２を２病棟以上届け出ている

保険医療機関であって、許可病床

数が500床以上の保険医療機関若し

くは(4)に掲げる施設基準を届け出

【地域包括ケア病棟入院料】 

［施設基準］ 

14 届出に関する事項 

許可病床数が400床以上の保険医

療機関については、地域包括ケア

病棟入院料及び地域包括ケア入院

医療管理料の届出を行うことはで

きない。ただし、●年●月●日時

点で地域包括ケア病棟入院料又は

地域包括ケア入院医療管理料を届

け出ている保険医療機関について

は、当該時点で現に届け出ている

病棟又は病室を維持することがで

きる。 

また、以下の場合にあっては、

届出をすることができる病棟は１

病棟に限る。ただし、(4)につい

て、平成28年１月１日時点で地域

包括ケア病棟入院料１若しくは２

を２病棟以上届け出ている保険医

療機関であって、(4)に掲げる施設

基準を届け出ている保険医療機関

については、当該時点で現に届け
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ている保険医療機関又は平成30年

１月１日時点で地域包括ケア病棟

入院料１若しくは２を２病棟以上

届け出ている保険医療機関であっ

て、許可病床数が400床以上の保険

医療機関については、当該時点で

現に届け出ている複数の病棟を維

持することができる。 

(3) 許可病床数が400床以上の病院

であって、地域包括ケア病棟入

院料１、２、３又は４の届出を

行う場合 

(4) 区分番号「Ａ３００」救命救

急入院料、区分番号「Ａ３０

１」特定集中治療室管理料、区

分番号「Ａ３０１－２」ハイケ

アユニット入院医療管理料、区

分番号「Ａ３０１－３」脳卒中

ケアユニット入院医療管理料又

は区分番号「Ａ３０１－４」小

児特定集中治療室管理料の施設

基準を届け出ている保険医療機

関であって、地域包括ケア病棟

入院料１、２、３又は４の届出

を行う場合 

出ている複数の病棟を維持するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

(4) 区分番号「Ａ３００」救命救

急入院料、区分番号「Ａ３０

１」特定集中治療室管理料、区

分番号「Ａ３０１－２」ハイケ

アユニット入院医療管理料、区

分番号「Ａ３０１－３」脳卒中

ケアユニット入院医療管理料又

は区分番号「Ａ３０１－４」小

児特定集中治療室管理料の施設

基準を届け出ている保険医療機

関であって、地域包括ケア病棟

入院料１、２、３又は４の届出

を行う場合 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑬】 

⑬ 回復期リハビリテーション病棟入院料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

回復期リハビリテーション病棟における実績要件について、アウトカ

ムを適切に反映させるとともに、栄養管理の充実を図る観点から、回復

期リハビリテーション病棟入院料について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．回復期リハビリテーション病棟入院料１及び回復期リハビリテーシ

ョン病棟入院料３におけるリハビリテーション実績指数の要件につい

て、それぞれ水準を引き上げる。 

 
現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

(2) 回復期リハビリテーション病棟

入院料１の施設基準 

チ リハビリテーションの効果に

係る実績指数が三十七以上であ

ること。 

(4) 回復期リハビリテーション病棟

入院料３の施設基準 

ホ リハビリテーションの効果に

係る実績の指数が三十以上であ

ること。 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

(2) 回復期リハビリテーション病棟

入院料１の施設基準 

リ リハビリテーションの効果に

係る実績の指数が四十以上であ

ること。 

(4) 回復期リハビリテーション病棟

入院料３の施設基準 

ホ リハビリテーションの効果に

係る実績の指数が三十五以上で

あること。 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日において現に回復期リハビリテーション病棟入

院料１又は３を届け出ているものについては、令和●年●月●日

までの間に限り、当該基準を満たすものとみなす。 

 

２．回復期リハビリテーション病棟に入院した患者に対して、入院時Ｆ

ＩＭ及び目標とするＦＩＭについて、リハビリテーション実施計画書

を用いて説明し、計画書を交付することとする。また、退院時ＦＩＭ

についても同様の取扱いとする。 
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現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［算定要件］ 

(8) 回復期リハビリテーション病棟

入院料を算定するに当たっては、

当該入院料を算定する患者に対

し、入棟後２週間以内に入棟時の

ＦＩＭ運動項目の得点について、

また退棟（死亡の場合を除く。）

に際して退棟時のＦＩＭ運動項目

の得点について、その合計及び項

目別内訳を説明すること。 

 

 

 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［算定要件］ 

(8) 回復期リハビリテーション病棟

入院料を算定するに当たっては、

当該入院料を算定する患者に対

し、入棟後２週間以内に入棟時の

ＦＩＭ運動項目の得点について、

また退棟（死亡の場合を除く。）

に際して退棟時のＦＩＭ運動項目

の得点について、その合計及び項

目別内訳を記載したリハビリテー

ション実施計画書を作成し、説明

の上で患者の求めに応じて交付す

ること。 

 

３．入院患者に係る要件から、発症からの期間に係る事項を削除する。 

 
現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

別表第九 回復期リハビリテーショ

ンを要する状態及び算定上限日数 

一 脳血管疾患、脊髄損傷、頭部

外傷、くも膜下出血のシャント

手術後、脳腫瘍、脳炎、急性脳

症、脊髄炎、多発性神経炎、多

発性硬化症、腕神経叢(そう)損

傷等の発症後若しくは手術後の

状態（発症後又は手術後二か月

以内に回復期リハビリテーショ

ン病棟入院料の算定が開始され

たものに限る。ただし、一般病

棟入院基本料（急性期一般入院

基本料に限る。）、特定機能病

院入院基本料（一般病棟に限

る。）、専門病院入院基本料

（七対一入院基本料及び十対一

入院基本料に限る。）、総合入

院体制加算、救命救急入院料、

特定集中治療室管理料、ハイケ

アユニット入院医療管理料、脳

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

別表第九 回復期リハビリテーショ

ンを要する状態及び算定上限日数 

一 脳血管疾患、脊髄損傷、頭部

外傷、くも膜下出血のシャント

手術後、脳腫瘍、脳炎、急性脳

症、脊髄炎、多発性神経炎、多

発性硬化症、腕神経叢(そう)損

傷等の発症後若しくは手術後の

状態又は義肢装着訓練を要する

状態（算定開始日から起算して

百五十日以内。ただし、高次脳

機能障害を伴った重症脳血管障

害、重度の頸(けい)髄損傷及び

頭部外傷を含む多部位外傷の場

合は、算定開始日から起算して

百八十日以内） 

 

 

 

 

 



334 

 

卒中ケアユニット入院医療管理

料又は小児特定集中治療室管理

料（以下「算定開始日数控除対

象入院料等」という。）を算定

する患者に対して、一日六単位

以上のリハビリテーションが提

供された場合は、その日数をこ

の二か月の期間から三十日を限

度として控除するものとす

る。）又は義肢装着訓練を要す

る状態（算定開始日から起算し

て百五十日以内。ただし、高次

脳機能障害を伴った重症脳血管

障害、重度の頸(けい)髄損傷及

び頭部外傷を含む多部位外傷の

場合は、算定開始日から起算し

て百八十日以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 二～五についても同様の見直し

を行う。 

 

４．回復期リハビリテーション病棟入院料における重症者の定義に、日

常生活機能評価に代えてＦＩＭ総得点を用いてもよいものとする。 

 
現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［算定要件］ 

(7) 回復期リハビリテーション病棟

入院料を算定するに当たっては、

当該回復期リハビリテーション病

棟への入院時又は転院時及び退院

時に日常生活機能評価の測定を行

い、その結果について診療録に記

載すること。なお、区分番号「Ａ

２４６」入退院支援加算の注４に

規定する地域連携診療計画加算を

算定する患者が当該回復期リハビ

リテーション病棟入院料を算定す

る病棟に転院してきた場合には、

当該患者に対して作成された地域

連携診療計画に記載された日常生

活機能評価の結果を入院時に測定

された日常生活機能評価とみな

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［算定要件］ 

(7) 回復期リハビリテーション病棟

入院料を算定するに当たっては、

当該回復期リハビリテーション病

棟への入院時又は転院時及び退院

時に日常生活機能評価又は機能的

自立度評価法（Functional 

Independence Measure、以下「Ｆ

ＩＭ」という。）の測定を行い、

その結果について診療録に記載す

ること。なお、区分番号「Ａ２４

６」入退院支援加算の注４に規定

する地域連携診療計画加算を算定

する患者が当該回復期リハビリテ

ーション病棟入院料を算定する病

棟に転院してきた場合には、当該

患者に対して作成された地域連携
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す。 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(2) 回復期リハビリテーション病棟

入院料１の施設基準 

ヘ 重症の患者の三割以上が退院

時に日常生活機能が改善してい

ること。 

 

 

 

(4) 回復期リハビリテーション病棟

入院料３の施設基準 

ハ 重症の患者の三割以上が退院

時に日常生活機能が改善してい

ること。 

診療計画に記載された日常生活機

能評価又はＦＩＭの結果を入院時

に測定された日常生活機能評価又

はＦＩＭとみなす。 

 

［施設基準］ 

(2) 回復期リハビリテーション病棟

入院料１の施設基準 

ト 重症の患者の三割以上が退院

時に日常生活機能又は機能的自

立度評価法（Functional 

Independence Measure、以下

「ＦＩＭ」という。）が改善し

ていること。 

(4) 回復期リハビリテーション病棟

入院料３の施設基準 

ハ 重症の患者の三割以上が退院

時に日常生活機能又はＦＩＭが

改善していること。 

 

５．回復期リハビリテーション病棟入院料１の施設基準である、「当該

病棟に専任の常勤管理栄養士が１名以上配置されていることが望まし

い」とされているものを専任配置に変更する。 

 
現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

(2) 回復期リハビリテーション病棟

入院料１の施設基準 

（新設） 

 

 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

(2) 回復期リハビリテーション病棟

入院料１の施設基準 

ロ 当該病棟に専任の常勤の管理

栄養士が一名以上配置されてい

ること。 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日において現に回復期リハビリテーション病棟入

院料１を届け出ているものについては、令和●年●月●日までの

間に限り、当該基準を満たすものとみなす。 

 

６．回復期リハビリテーション病棟入院料２～６について、現状、管理

栄養士の配置規定はないが、施設基準に「当該病棟に専任の常勤管理

栄養士が１名以上配置されていることが望ましい」旨を追加するとと
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もに、栄養管理に係る要件を設ける。 

 
現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

２ 回復期リハビリテーション病棟

入院料１及び２の施設基準 

(1) （中略） 

また、回復期リハビリテーシ

ョン病棟入院料１を算定しよう

とする病棟では、当該病棟に専

任の管理栄養士１名以上の常勤

配置を行うことが望ましいこ

と。 

 

３ 回復期リハビリテーション病棟

入院料３、４、５及び６の施設基

準 

(1) （中略） 

（新設） 

 

 

 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

２ 回復期リハビリテーション病棟

入院料１及び２の施設基準 

(1) （中略） 

また、回復期リハビリテーシ

ョン病棟入院料２を算定しよう

とする病棟では、当該病棟に専

任の管理栄養士１名以上の常勤

配置を行うことが望ましいこ

と。 

 

３ 回復期リハビリテーション病棟

入院料３、４、５及び６の施設基

準 

(1) （中略） 

また、当該病棟に専任の管理

栄養士１名以上の常勤配置を行

うことが望ましいこと。 

 

［算定要件］ 

(14)回復期リハビリテーション病棟

入院料２から６について、当該病

棟に専任の常勤の管理栄養士が配

置されている場合には、栄養管理

に関するものとして、次に掲げる

内容を行うことが望ましい。 

ア 当該入院料を算定する全ての

患者について、患者ごとに行う

リハビリテーション実施計画又

はリハビリテーション総合実施

計画の作成に当たっては、管理

栄養士も参画し、患者の栄養状

態を十分に踏まえて行うととも

に、リハビリテーション実施計

画書又はリハビリテーション総

合実施計画書における栄養関連

項目に記載すること。 

イ 当該入院料を算定する全ての

患者について、管理栄養士を含
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む医師、看護師その他医療従事

者が、入棟時の患者の栄養状態

の確認、当該患者の栄養状態の

定期的な評価及び計画の見直し

を共同して行うこと。 

ウ 当該入院料を算定する患者の

うち、栄養障害の状態にあるも

の又は栄養管理をしなければ栄

養障害の状態になることが見込

まれるものその他の重点的な栄

養管理が必要なものについて

は、栄養状態に関する再評価を

週１回以上行うとともに、再評

価の結果も踏まえた適切な栄養

管理を行い、栄養状態の改善等

を図ること。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑭】 

⑭ 療養病棟入院基本料の評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療療養病床に係る医療法上の人員配置標準の経過措置の見直し方針

及び届出状況を踏まえ、療養病棟入院基本料の経過措置の扱いを見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．療養病棟入院基本料の注11に規定する経過措置（所定点数の100分

の90）について、医療療養病床に係る医療法上の人員配置標準の経過

措置の見直し方針及び届出状況を踏まえ、最終的な経過措置の終了時

期は次回改定時に改めて検討することとし、評価を見直した上で、経

過措置期間を２年間延長する。 

 

２．療養病棟入院基本料の注12に規定する経過措置（所定点数の100分

の80を算定）について、医療療養病床に係る医療法上の人員配置標準

の経過措置の見直し方針及び届出状況を踏まえ、経過措置を令和２年

３月31日限りで終了する。 

 
現 行 改定案 

【療養病棟入院基本料（経過措置

１）】 

［算定要件］ 

注11 注１に規定する療養病棟入院

料２の施設基準のうち別に厚生

労働大臣が定めるもののみに適

合しなくなったものとして地方

厚生局長等に届け出た場合（別

に厚生労働大臣が定める基準を

満たす場合に限る。）に限り、

注２の規定にかかわらず、当該

病棟に入院している患者につい

ては、療養病棟入院料２のそれ

ぞれの所定点数の100分の90に相

当する点数を算定する。 

 

［経過措置］ 

区分番号Ａ１０１の注11及び注12

に規定する診療料は、平成32年３月

【療養病棟入院基本料（経過措置

１）】 

［算定要件］ 

注11 注１に規定する療養病棟入院

料２の施設基準のうち別に厚生

労働大臣が定めるもののみに適

合しなくなったものとして地方

厚生局長等に届け出た場合（別

に厚生労働大臣が定める基準を

満たす場合に限る。）に限り、

注２の規定にかかわらず、当該

病棟に入院している患者につい

ては、療養病棟入院料２のそれ

ぞれの所定点数の100分の●に相

当する点数を算定する。 

 

［経過措置］ 

区分番号Ａ１０１の注11に規定す

る診療料は、令和●年●月●日まで
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31日までの間に限り、算定できるも

のとする。 

 

［施設基準］ 

（別に厚生労働大臣が定める基準） 

平成30年３月31日時点で、継続し

て６月以上「旧医科点数表」の療養

病棟入院基本料を届け出ている病棟

であること。 

 

【療養病棟入院基本料（経過措置

２）】 

［算定要件］ 

注12 注１に規定する病棟以外の病

棟であって、別に厚生労働大臣

が定める基準を満たすものとし

て地方厚生局長等に届け出た場

合に限り、注２の規定にかかわ

らず、当該病棟に入院している

患者については、療養病棟入院

料２のそれぞれの所定点数の100

分の80に相当する点数（当該点

数が587点（生活療養を受ける場

合にあっては、573点）を下回る

場合には、587点（生活療養を受

ける場合にあっては、573点）と

する。）を算定する。 

の間に限り、算定できるものとす

る。 

 

［施設基準］ 

（別に厚生労働大臣が定める基準） 

令和２年３月31日時点で、療養病

棟入院基本料の注11又は注12に係る

届出を行っている病棟であること。 

 

 

（削除） 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑮】 

⑮ 中心静脈栄養の適切な管理の推進 
  

 

「Ⅱ－７－６－④」を参照のこと。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑯】 

⑯ 特定機能病院における 

特定入院料の取扱いの見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

特定機能病院の有する機能及び体制等を踏まえ、回復期リハビリテー

ション入院料等の特定入院料等に係る取扱いについて見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

特定機能病院について、医療法で規定されている基準に満たない人員

配置を要件とする特定入院料を届出できないこととする。 

 
現 行 改定案 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

（回復期リハビリテーション病棟入

院料の施設基準等） 

(1) 通則 

（新設） 

 

 

 

【小児入院医療管理料】 

［施設基準］ 

（小児入院医療管理料の施設基準） 

(6) 小児入院医療管理料５の施設基

準 

（新設） 

 

【回復期リハビリテーション病棟入

院料】 

［施設基準］ 

（回復期リハビリテーション病棟入

院料の施設基準等） 

(1) 通則 

ヌ 特定機能病院以外の病院であ

ること。 

 

 

【小児入院医療管理料】 

［施設基準］ 

（小児入院医療管理料の施設基準） 

(6) 小児入院医療管理料５の施設基

準 

ニ 特定機能病院以外の病院であ

ること。 

 

［経過措置］ 

令和●年●月●日時点で、旧医科点数表の回復期リハビリテーシ

ョン病棟入院料又は小児入院医療管理料５を届け出ているものに

ついては、それぞれ令和●年●月●日までの間に限り、当該基準

を満たすものとみなす。 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑰】 

⑰ 結核病棟のユニットに係る見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

効率的な病棟運営が可能となるよう、障害者施設等入院基本料と併せ

て１病棟として運用する結核病棟について、常勤の医師の員数に係る要

件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

障害者施設等入院基本料と併せて１病棟として運用する結核病棟であ

って、重症度、医療・看護必要度に係る基準を満たさない場合に算定で

きる入院基本料（重症患者割合特別入院基本料）について、常勤の医師

の員数に係る要件を満たさなくなった場合であっても算定できるよう見

直す。 

 
現 行 改定案 

【結核病棟入院基本料】 

注７ 注１に規定する別に厚生労働

大臣が定める施設基準に適合す

るものとして地方厚生局長等に

届け出ていた病棟（別に厚生労

働大臣が定める施設基準を満た

すものに限る。）であって、当

該基準のうち別に厚生労働大臣

が定めるもののみに適合しなく

なったものとして地方厚生局長

等に届け出た場合に限り、注２

の本文の規定にかかわらず、当

該病棟に入院している患者（第

３節の特定入院料を算定する患

者を除く。）については、重症

患者割合特別入院基本料とし

て、それぞれの所定点数の100分

の95に相当する点数により算定

する。 

 

［施設基準］ 

(1) 結核病棟入院基本料の注１本文

に規定する入院基本料の施設基準 

【結核病棟入院基本料】 

注７ 注１に規定する別に厚生労働

大臣が定める施設基準に適合す

るものとして地方厚生局長等に

届け出ていた病棟（別に厚生労

働大臣が定める施設基準を満た

すものに限る。）であって、当

該基準のうち別に厚生労働大臣

が定めるもののみに適合しなく

なったものとして地方厚生局長

等に届け出た場合に限り、注２

の本文の規定にかかわらず、当

該病棟に入院している患者（第

３節の特定入院料を算定する患

者を除く。）については、重症

患者割合特別入院基本料とし

て、それぞれの所定点数の100分

の95に相当する点数により算定

する。 

 

［施設基準］ 

(1) 結核病棟入院基本料の注１本文

に規定する入院基本料の施設基準 
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イ 七対一入院基本料の施設基準 

③ 次のいずれかに該当するこ

と。 

１ 一般病棟用の重症度、医

療・看護必要度Ⅰの基準を

満たす患者を一割一分以上

入院させる病棟であるこ

と。 

２ 診療内容に関するデータ

を適切に提出できる体制が

整備された保険医療機関で

あって、一般病棟用の重症

度、医療・看護必要度Ⅱの

基準を満たす患者を〇・九

割以上入院させる病棟であ

ること。 

④ 常勤の医師の員数が、当該

病棟の入院患者数に百分の十

を乗じて得た数以上であるこ

と。 

(6) 結核病棟入院基本料の注７に規

定する別に厚生労働大臣が定める

もの 

 

(1)のイの③の基準 

イ 七対一入院基本料の施設基準 

③ 次のいずれかに該当するこ

と。 

１ 一般病棟用の重症度、医

療・看護必要度Ⅰの基準を

満たす患者を一割一分以上

入院させる病棟であるこ

と。 

２ 診療内容に関するデータ

を適切に提出できる体制が

整備された保険医療機関で

あって、一般病棟用の重症

度、医療・看護必要度Ⅱの

基準を満たす患者を〇・九

割以上入院させる病棟であ

ること。 

④ 常勤の医師の員数が、当該

病棟の入院患者数に百分の十

を乗じて得た数以上であるこ

と。 

(6) 結核病棟入院基本料の注７に規

定する別に厚生労働大臣が定める

もの 

次のいずれかに該当するもの 

(1)のイの③の基準 

(1)のイの③及び④の基準 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑱】 

⑱ 緩和ケア診療加算及び 

有床診療所緩和ケア診療加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

進行した心不全の患者に対する緩和ケアを評価する観点から、緩和ケ

ア診療加算及び有床診療所緩和ケア診療加算について、末期心不全の患

者を対象とする場合の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

末期心不全の患者を対象とする場合の施設基準について、緩和ケアチ

ームの身体症状の緩和を担当する医師の要件の一部を以下のとおり見直

す。 

・ 求める経験について、「悪性腫瘍患者又は後天性免疫不全症候群

の患者を対象とした症状緩和治療」に代えて「末期心不全の患者を

対象とした症状緩和治療」の経験でもよいこととする。 

・ 受講を求める研修について、「緩和ケア研修会」「緩和ケアの基本

教育のための都道府県指導者研修会」に代えて「日本心不全学会に

より開催される基本的心不全緩和ケアトレーニングコース」の受講

でもよいこととする。 

 
現 行 改定案 

【緩和ケア診療加算】 

緩和ケア診療加算（１日につき） 

390点 

［施設基準］ 

緩和ケア診療加算に関する施設基準 

(1) 当該保険医療機関内に、以下の

４名から構成される緩和ケアに係

るチーム（以下「緩和ケアチー

ム」という。）が設置されている

こと。 

ア 身体症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

ウ 緩和ケアの経験を有する専任

の常勤看護師 

エ 緩和ケアの経験を有する専任

【緩和ケア診療加算】 

緩和ケア診療加算（１日につき） 

●点 

［施設基準］ 

緩和ケア診療加算に関する施設基準 

(1) 当該保険医療機関内に、以下の

４名から構成される緩和ケアに係

るチーム（以下「緩和ケアチー

ム」という。）が設置されている

こと。 

ア 身体症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する専

任の常勤医師 

ウ 緩和ケアの経験を有する専任

の常勤看護師 

エ 緩和ケアの経験を有する専任
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の薬剤師 

なお、アからエまでのうちいず

れか１人は専従であること。ただ

し、当該緩和ケアチームが診察す

る患者数が１日に15人以内である

場合は、いずれも専任で差し支え

ない。 

また、緩和ケア診療加算の注２

に規定する点数を算定する場合に

は、以下の４名から構成される緩

和ケアチームにより、緩和ケアに

係る専門的な診療が行われている

こと。 

ア 身体症状の緩和を担当する常

勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する医

師 

ウ 緩和ケアの経験を有する看護

師 

エ 緩和ケアの経験を有する薬剤

師 

(2) 緩和ケアチームの構成員は、外

来緩和ケア管理料に係る緩和ケア

チームの構成員と兼任であって差

し支えない。 

また、悪性腫瘍患者に係る緩和

ケアの特性に鑑みて、専従の医師

にあっても、緩和ケア診療加算を

算定すべき診療及び外来緩和ケア

管理料を算定すべき診療に影響の

ない範囲において、専門的な緩和

ケアに関する外来診療を行って差

し支えない。（ただし、専門的な

緩和ケアに関する外来診療に携わ

る時間は、所定労働時間の２分の

１以下であること。） 

(3) (1)のアに掲げる医師は、悪性腫

瘍患者又は後天性免疫不全症候群

の患者を対象とした症状緩和治療

を主たる業務とした３年以上の経

験を有する者であること。 

 

 

 

 

 

(5) (1)のア及びイに掲げる医師は、

の薬剤師 

なお、アからエまでのうちいず

れか１人は専従であること。ただ

し、当該緩和ケアチームが診察す

る患者数が１日に15人以内である

場合は、いずれも専任で差し支え

ない。 

また、緩和ケア診療加算の注２

に規定する点数を算定する場合に

は、以下の４名から構成される緩

和ケアチームにより、緩和ケアに

係る専門的な診療が行われている

こと。 

オ 身体症状の緩和を担当する常

勤医師 

カ 精神症状の緩和を担当する医

師 

キ 緩和ケアの経験を有する看護

師 

ク 緩和ケアの経験を有する薬剤

師 

(2) 緩和ケアチームの構成員は、外

来緩和ケア管理料に係る緩和ケア

チームの構成員と兼任であって差

し支えない。 

また、緩和ケアの特性に鑑み

て、専従の医師にあっても、緩和

ケア診療加算を算定すべき診療及

び外来緩和ケア管理料を算定すべ

き診療に影響のない範囲におい

て、専門的な緩和ケアに関する外

来診療を行って差し支えない。

（ただし、専門的な緩和ケアに関

する外来診療に携わる時間は、所

定労働時間の２分の１以下である

こと。） 

(3) (1)のア及びオに掲げる医師は、

悪性腫瘍患者又は後天性免疫不全

症候群の患者を対象とした症状緩

和治療を主たる業務とした３年以

上の経験を有する者であること。

なお、末期心不全の患者を対象と

する場合には、末期心不全の患者

を対象とした症状緩和治療を主た

る業務とした３年以上の経験を有

する者であっても差し支えない。 

(5) (1)のア及びイに掲げる医師のう
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以下のいずれかア又はイの研修を

修了している者であること。ま

た、後天性免疫不全症候群の患者

に対して緩和ケアに係る診療を行

う場合には下記研修を修了してい

なくてもよい。 

 

 

 

 

 

 

ア がん等の診療に携わる医師等

に対する緩和ケア研修会の開催

指針に準拠した緩和ケア研修会 

イ 緩和ケアの基本教育のための

都道府県指導者研修会（国立研

究開発法人国立がん研究センタ

ー主催）等 

 

 

 

 

【有床診療所緩和ケア診療加算】 

有床診療所緩和ケア診療加算（１日

につき）          150点 

(1) 当該保険医療機関内に、身体症

状、精神症状の緩和を担当する常

勤医師及び緩和ケアの経験を有す

る常勤看護師が配置されているこ

と。 

(2) (1)に掲げる医師は、悪性腫瘍患

者又は後天性免疫不全症候群の患

者を対象とした症状緩和治療を主

たる業務とした１年以上の経験を

有する者であること。 

 

 

 

 

 

(4) (1)に掲げる医師又は看護師は以

下のいずれかの研修を修了してい

る者であること。ただし、後天性

免疫不全症候群の患者に対して緩

和ケアに係る診療を行う場合には

下記研修を修了していなくてもよ

ち、悪性腫瘍の患者に対して緩和

ケアに係る診療を行う場合には、

以下のア又はイのいずれかの研修

を修了している者であること。ま

た、末期心不全の患者に対して緩

和ケアに係る診療を行う場合に

は、ア、イ又はウのいずれかの研

修を修了している者であること。

なお、後天性免疫不全症候群の患

者に対して緩和ケアに係る診療を

行う場合には下記研修を修了して

いなくてもよい。 

ア がん等の診療に携わる医師等

に対する緩和ケア研修会の開催

指針に準拠した緩和ケア研修会 

イ 緩和ケアの基本教育のための

都道府県指導者研修会（国立研

究開発法人国立がん研究センタ

ー主催）等 

ウ 日本心不全学会により開催さ

れる基本的心不全緩和ケアトレ

ーニングコース 

 

【有床診療所緩和ケア診療加算】 

有床診療所緩和ケア診療加算（１日

につき）           ●点 

(1) 当該保険医療機関内に、身体症

状、精神症状の緩和を担当する常

勤医師及び緩和ケアの経験を有す

る常勤看護師が配置されているこ

と。 

(2) (1)に掲げる医師は、悪性腫瘍患

者又は後天性免疫不全症候群の患

者を対象とした症状緩和治療を主

たる業務とした１年以上の経験を

有する者であること。なお、末期

心不全の患者を対象とする場合に

は、末期心不全の患者を対象とし

た症状緩和治療を主たる業務とし

た１年以上の経験を有する者であ

っても差し支えない。 

(4) (1)に掲げる医師のうち、悪性腫

瘍の患者に対して緩和ケアに係る

診療を行う場合には、以下のア又

はイのいずれかの研修を修了して

いる者であること。また、末期心

不全の患者に対して緩和ケアに係



347 

 

い。 

 

 

 

 

 

 

（医師の研修） 

ア がん等の診療に携わる医師等

に対する緩和ケア研修会の開催

指針に準拠した緩和ケア研修会 

イ 緩和ケアの基本教育のための

都道府県指導者研修会（国立研

究開発法人国立がん研究センタ

ー主催）等 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（看護師の研修） 

ア 国及び医療関係団体等が主催

する研修であること。（２日以

上かつ10時間の研修期間で、修

了証が交付されるもの） 

イ 緩和ケアのための専門的な知

識・技術を有する看護師の養成

を目的とした研修であること。 

ウ 講義及び演習により、次の内

容を含むものであること。 

（イ） 緩和ケア総論及び制度等

の概要 

（ロ）緩和ケアのためのアセスメ

ント並びに症状緩和のための

支援方法 

（ハ）セルフケアへの支援及び家

族支援の方法 

る診療を行う場合には、ア、イ又

はウのいずれかの研修を修了して

いる者であること。なお、後天性

免疫不全症候群の患者に対して緩

和ケアに係る診療を行う場合には

下記研修を修了していなくてもよ

い。 

（削除） 

ア がん等の診療に携わる医師等

に対する緩和ケア研修会の開催

指針に準拠した緩和ケア研修会 

イ 緩和ケアの基本教育のための

都道府県指導者研修会（国立研

究開発法人国立がん研究センタ

ー主催）等 

ウ 日本心不全学会により開催さ

れる基本的心不全緩和ケアトレ

ーニングコース 

(5) (1)に掲げる看護師は以下のいず

れかの研修を修了している者であ

ること。ただし、後天性免疫不全

症候群の患者に対して緩和ケアに

係る看護を行う場合には下記研修

を修了していなくてもよい。 

（削除） 

ア 国及び医療関係団体等が主催

する研修であること。（２日以

上かつ10時間の研修期間で、修

了証が交付されるもの） 

イ 緩和ケアのための専門的な知

識・技術を有する看護師の養成

を目的とした研修であること。 

ウ 講義及び演習により、次の内

容を含むものであること。 

（イ）緩和ケア総論及び制度等の

概要 

（ロ）緩和ケアのためのアセスメ

ント並びに症状緩和のための

支援方法 

（ハ）セルフケアへの支援及び家

族支援の方法 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑲】 

⑲ 排尿自立指導料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

膀胱留置カテーテルの適切な管理を推進する観点から、排尿の自立に

係る評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．現行の排尿自立指導料において評価をしている入院中の患者に対す

る下部尿路機能の回復のための包括的な排尿ケアについて、入院基本

料等加算において、評価を行う。併せて、算定期間の上限を12週間と

する。 

 

（新）  排尿自立支援加算   ●点（週１回） 

 

※ 以下の算定対象等については、一部を除き、現行の排尿自立指導

料と同様である。 

 

［算定対象］ 

尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害の症状を有する患者又は

尿道カテーテル留置中の患者であって、尿道カテーテル抜去後に下部

尿路機能障害を生ずると見込まれるもの。 

 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療機関に入院中の患者であって、別に厚

生労働大臣が定めるものに対して、包括的な排尿ケアを行った場合に、

患者１人につき、週１回に限り12週を限度として算定する。 

 

［施設基準］ 

（１）保険医療機関内に、以下から構成される排尿ケアに係るチーム

（以下「排尿ケアチーム」という。）が設置されていること。 

ア 下部尿路機能障害を有する患者の診療について経験を有する

医師 

イ 下部尿路機能障害を有する患者の看護に従事した経験を３年

以上有し、所定の研修を修了した専任の常勤看護師 
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ウ 下部尿路機能障害を有する患者のリハビリテーション等の経

験を有する専任の常勤理学療法士又は専任の常勤作業療法士 

（２）アに掲げる医師は、３年以上の勤務経験を有する泌尿器科の医師

又は排尿ケアに係る適切な研修を修了していること。なお、他の

保険医療機関を主たる勤務先とする医師（３年以上の勤務経験を

有する泌尿器科の医師又は排尿ケアに係る適切な研修を修了した

医師に限る。）が対診等により当該チームに参画しても差し支えな

い。 

（３）排尿ケアチームの構成員は、区分番号●に掲げる外来排尿自立指

導料に係る排尿ケアチームの構成員と兼任であっても差し支えな

い。 

（４）排尿ケアチームは、対象となる患者抽出のためのスクリーニング

及び下部尿路機能評価のための情報収集（排尿日誌、残尿測定）

等の排尿ケアに関するマニュアルを作成し、当該保険医療機関内

に配布するとともに、院内研修を実施すること。 

（５）包括的排尿ケアの計画及び実施に当たっては、下部尿路機能の評

価、治療及び排尿ケアに関するガイドライン等を遵守すること。 

 

２．現行の排尿自立指導料について、入院中の患者を対象とした評価か

ら、入院中の患者以外の患者を対象とした評価に変更し、管理料の名

称を「外来排尿自立指導料」に見直す。 

 
現 行 改定案 

【排尿自立指導料】 

200点  

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院中の患者であって、別

に厚生労働大臣が定めるものに対

して、包括的な排尿ケアを行った

場合に、患者１人につき、週１回

に限り６週を限度として算定す

る。 

 

 

 

 

 

 

(1) 排尿自立指導料は、当該保険医

療機関に排尿に関するケアに係る

【外来排尿自立指導料】 

●点  

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、入院中の患者以外

の患者であって、別に厚生労働大

臣が定めるものに対して、包括的

な排尿ケアを行った場合に、患者

１人につき、週１回に限り、区分

番号Ａ●に掲げる排尿自立支援加

算を算定した期間と通算して12週

を限度として算定する。ただし、

区分番号Ｃ１０６に掲げる在宅自

己導尿指導管理料を算定する場合

は、算定できない。 

 

(1) 外来排尿自立指導料は、当該保

険医療機関に排尿に関するケアに
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専門的知識を有した多職種からな

るチーム（以下「排尿ケアチー

ム」という。）を設置し、当該患

者の診療を担う医師、看護師等

が、排尿ケアチームと連携して、

当該患者の排尿自立の可能性及び

下部尿路機能を評価し、排尿誘導

等の保存療法、リハビリテーショ

ン、薬物療法等を組み合わせるな

ど、下部尿路機能の回復のための

包括的なケア（以下「包括的排尿

ケア」という。）を実施すること

を評価するものである。 

 

 

(2) 当該指導料は、次のいずれかに

該当する者について算定できる。 

 

 

 

 

 

ア 尿道カテーテル抜去後に、尿

失禁、尿閉等の下部尿路機能障

害の症状を有するもの 

イ 尿道カテーテル留置中の患者

であって、尿道カテーテル抜去

後に下部尿路機能障害を生ずる

と見込まれるもの 

(3) 病棟の看護師等は、以下の取組

を行った上で、排尿ケアチームに

相談すること。 

ア 尿道カテーテル抜去後の患者

であって、尿失禁、尿閉等の下

部尿路機能障害の症状を有する

患者を抽出する。 

イ アの患者について下部尿路機

能評価のための情報収集（排尿

日誌、残尿測定等）を行う。 

ウ 尿道カテーテル挿入中の患者

について、尿道カテーテル抜去

後の、排尿自立の可能性につい

て評価し、抜去後に下部尿路機

能障害を生ずると見込まれる

が、排尿自立の可能性がある患

者を抽出する。 

(4) 排尿ケアチームは、(3)を基に下

係る専門的知識を有した多職種か

らなるチーム（以下「排尿ケアチ

ーム」という。）を設置し、入院

中から当該患者の排尿自立の可能

性及び下部尿路機能を評価し、排

尿誘導等の保存療法、リハビリテ

ーション、薬物療法等を組み合わ

せるなど、下部尿路機能の回復の

ための包括的なケア（以下「包括

的排尿ケア」という。）を実施し

ていた患者に対して、入院中に退

院後の包括的排尿ケアの必要性を

認めた場合に、外来において、引

き続き包括的排尿ケアを実施する

ことを評価するものである。 

(2) 当該指導料は、当該保険医療機

関の入院中に排尿自立支援加算を

算定し、かつ、退院後も継続的な

包括的排尿ケアの必要があると認

めたものであって、次のいずれか

に該当する者について算定でき

る。 

ア 尿道カテーテル抜去後に、尿

失禁、尿閉等の下部尿路機能障

害の症状を有するもの 

イ 尿道カテーテル留置中の患者

であって、尿道カテーテル抜去

後に下部尿路機能障害を生ずる

と見込まれるもの 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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部尿路機能障害を評価し、病棟の

看護師等と共同して、排尿自立に

向けた包括的排尿ケアの計画を策

定する。 

包括的排尿ケアの内容は、看護

師等による排尿誘導や生活指導、

必要に応じ理学療法士等による排

尿に関連する動作訓練、医師によ

る薬物療法等を組み合わせた計画

とする。 

(5) 排尿ケアチーム、病棟の看護師

等及び関係する従事者は、共同し

て(4)に基づく包括的排尿ケアを実

施する。実施中及び実施後は定期

的に評価を行う。 

 

 

 

(6) (3)から(5)までについて、診療

録に記載する。 

(7) 排尿ケアチームが当該患者の状

況を評価するなど何らかの関与を

行うと共に、病棟の看護師等が、

包括的排尿ケアの計画に基づいて

患者に対し直接的な指導・援助を

行った場合について、週１回に限

り、計６回まで算定できる。排尿

ケアチームによる関与と、病棟の

看護師等による患者への直接的な

指導・援助のうち、いずれか片方

のみしか行われなかった週につい

ては算定できない。また、排尿が

自立し指導を終了した場合には、

その後については算定できない。 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(1) 排尿自立指導料の施設基準 

排尿に関するケアを行うにつき

十分な体制が整備されているこ

と。 

(2) 排尿自立指導料の対象患者 

尿道カテーテル抜去後に下部尿

路機能障害の症状を有する患者又

は尿道カテーテル留置中の患者で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 排尿ケアチーム及び当該患者の

診療を担う保険医又は看護師等

は、共同して、入院中に策定した

計画に基づいて包括的排尿ケアを

実施する。実施中及び実施後は定

期的に評価を行い、必要に応じて

排尿ケアチームが当該計画の見直

しを行う。 

(4) (3)について、診療録に記載す

る。 

(5) 排尿ケアチームが当該患者の状

況を評価するなど何らかの関与を

行うと共に、排尿ケアチーム、当

該患者の診療を担う保険医又は当

該医師の指示を受けた看護師等

が、包括的排尿ケアの計画に基づ

いて患者に対し直接的な指導・援

助を行った場合について、週１回

に限り、排尿自立支援加算を算定

した期間と通算して計12週まで算

定できる。当該患者の診療を担う

保険医又は看護師等による患者へ

の直接的な指導・援助のみしか行

われなかった場合については算定

できない。また、排尿が自立し指

導を終了した場合には、その後に

ついては算定できない。 

 

［施設基準］ 

(1) 外来排尿自立指導料の施設基準 

排尿に関するケアを行うにつき

十分な体制が整備されているこ

と。 

(2) 外来排尿自立指導料の対象患者 

当該保険医療機関の入院中に排

尿自立支援加算を算定していた患

者のうち、尿道カテーテル抜去後
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あって、尿道カテーテル抜去後に

下部尿路機能障害を生ずると見込

まれるもの。 

 

 

 

(1) 保険医療機関内に、以下から構

成される排尿ケアに係るチーム

（以下「排尿ケアチーム」とい

う。）が設置されていること。 

ア 下部尿路機能障害を有する患

者の診療について経験を有する

医師（他の保険医療機関を主た

る勤務先とする泌尿器科の医師

が対診等により当該チームに参

画してもよい。） 

イ～ウ （略） 

(2) アに掲げる医師は、３年以上の

勤務経験を有する泌尿器科の医師

又は排尿ケアに係る適切な研修を

修了していること。 

 

 

 

 

 

 

(3) （略） 

（新設） 

 

 

 

(4) 排尿ケアチームは、対象となる

患者抽出のためのスクリーニング

及び下部尿路機能評価のための情

報収集（排尿日誌、残尿測定）等

の排尿ケアに関するマニュアルを

作成し、当該保険医療機関内に配

布するとともに、院内研修を実施

すること。 

(5) （略） 

に下部尿路機能障害の症状を有す

る患者又は尿道カテーテル留置中

の患者であって、尿道カテーテル

抜去後に下部尿路機能障害を生ず

ると見込まれるもの。 

 

(1) 保険医療機関内に、以下から構

成される排尿ケアに係るチーム

（以下「排尿ケアチーム」とい

う。）が設置されていること。 

ア 下部尿路機能障害を有する患

者の診療について経験を有する

医師 

 

 

 

イ～ウ （略） 

(2) アに掲げる医師は、３年以上の

勤務経験を有する泌尿器科の医師

又は排尿ケアに係る適切な研修を

修了していること。なお、他の保

険医療機関を主たる勤務先とする

医師（３年以上の勤務経験を有す

る泌尿器科の医師又は排尿ケアに

係る適切な研修を修了した医師に

限る。）が対診等により当該チー

ムに参画しても差し支えない。 

(3) （略） 

(4) 排尿ケアチームの構成員は、区

分番号●に掲げる排尿自立支援加

算に係る排尿ケアチームの構成員

と兼任であっても差し支えない。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

(5) （略） 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑳】 

⑳ 短期滞在手術等基本料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

短期滞在手術等基本料３について、対象となっている手術等の評価の

見直しに伴い、当該手術等の実態に即した評価を行う観点から、一部項

目については評価を廃止する。  

また、実態に即した評価を行う観点から、短期滞在手術等基本料３に

ついて、対象となる手術等における平成30年度の平均在院日数等を踏ま

え評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．短期滞在手術等基本料３の対象検査及び手術の一部項目について、

当該検査及び手術の見直しに伴い、評価を廃止する。 

 
現行 改定案 

【短期滞在手術等基本料３】 

［算定要件］ 

イ Ｄ２３７ 終夜睡眠ポリグラフ

ィー ３ １及び２以外の場合 

9,424点（生活療養を受ける場合に

あっては、9,350点） 

ノ Ｋ８７３ 子宮鏡下子宮筋腫摘

出術 

35,141点（生活療養を受ける場合

にあっては、35,067点） 

【短期滞在手術等基本料３】 

［算定要件］ 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

２．経皮的シャント拡張術・血栓除去術について、評価の見直しを踏ま

え、引き続き短期滞在手術等基本料３の対象手術とする。 

 
現行 改定案 

【短期滞在手術等基本料３】 

［算定要件］ 

リ Ｋ６１６－４ 経皮的シャント

拡張術・血栓除去術 

38,243 点（生活療養を受ける場合

にあっては、38,169 点） 

（新規） 

 

【短期滞在手術等基本料３】 

［算定要件］ 

チ Ｋ６１６－４ 経皮的シャント

拡張術・血栓除去術 １ 初回 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

リ Ｋ６１６－４ 経皮的シャント

拡張術・血栓除去術 ２ １の実

施後３ヵ月以内 
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●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

 

３．短期滞在手術等基本料３について、評価の見直しを行う。 

 
現 行 改定案 

【短期滞在手術等基本料３】 

［算定要件］ 

イ Ｄ２３７ 終夜睡眠ポリグラフ

ィー ３ １及び２以外の場合 

9,424点（生活療養を受ける場合に

あっては、9,350点） 

ロ Ｄ２９１－２ 小児食物アレル

ギー負荷検査 

6,237点（生活療養を受ける場合に

あっては、6,164点） 

ハ Ｄ４１３ 前立腺針生検法 

11,736点（生活療養を受ける場合

にあっては、11,662点） 

ニ Ｋ０９３－２ 関節鏡下手根管

開放手術 

19,747点（生活療養を受ける場合

にあっては、19,673点） 

ホ Ｋ１９６－２ 胸腔鏡下交感神

経節切除術（両側） 

42,138点（生活療養を受ける場合

にあっては、42,064点） 

へ Ｋ２８２ 水晶体再建術 １ 

眼内レンズを挿入する場合 ロ 

その他のもの（片側） 

22,411点（生活療養を受ける場合

にあっては、22,337点） 

ト Ｋ２８２ 水晶体再建術 １ 

眼内レンズを挿入する場合 ロ 

その他のもの（両側） 

37,839点（生活療養を受ける場合

にあっては、37,765点） 

チ Ｋ４７４ 乳腺腫瘍摘出術 １ 

長径５センチメートル未満 

20,756点（生活療養を受ける場合

にあっては、20,683点） 

リ Ｋ６１６－４ 経皮的シャント

拡張術・血栓除去術 

38,243点（生活療養を受ける場合

にあっては、38,169点） 

 

【短期滞在手術等基本料３】 

［算定要件］ 

（削除） 

 

 

 

イ Ｄ２９１－２ 小児食物アレル

ギー負荷検査 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ロ Ｄ４１３ 前立腺針生検法 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ハ Ｋ０９３－２ 関節鏡下手根管

開放手術 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ニ Ｋ１９６－２ 胸腔鏡下交感神

経節切除術（両側） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ホ Ｋ２８２ 水晶体再建術 １ 

眼内レンズを挿入する場合 ロ 

その他のもの（片側） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ヘ Ｋ２８２ 水晶体再建術 １ 

眼内レンズを挿入する場合 ロ 

その他のもの（両側） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ト Ｋ４７４ 乳腺腫瘍摘出術 １ 

長径５センチメートル未満 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

チ Ｋ６１６－４ １ 経皮的シャ

ント拡張術・血栓除去術 初回 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 
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（新設） 

 

 

 

 

ヌ Ｋ６１７ 下肢静脈瘤手術 １ 

抜去切除術 

24,242点（生活療養を受ける場合

にあっては、24,168点） 

ル Ｋ６１７ 下肢静脈瘤手術 ２ 

硬化療法（一連として） 

12,507点（生活療養を受ける場合

にあっては、12,433点） 

ヲ Ｋ６１７ 下肢静脈瘤手術 ３ 

高位結紮術 

11,704点（生活療養を受ける場合

にあっては、11,630点） 

ワ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（３歳未満に限

る。） 

35,444点（生活療養を受ける場合

にあっては、35,317点） 

カ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（３歳以上６歳未満

に限る。） 

28,368点（生活療養を受ける場合

にあっては、28,294点） 

ヨ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（６歳以上15歳未満

に限る。） 

25,578点（生活療養を受ける場合

にあっては、25,505点） 

タ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（15歳以上に限

る。） 

25,394点（生活療養を受ける場合

にあっては、25,321点） 

レ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニ

ア手術（両側）（３歳未満に限

る。） 

69,217点（生活療養を受ける場合

にあっては、69,143点） 

ソ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニ

ア手術（両側）（３歳以上６歳未

満に限る。） 

55,428点（生活療養を受ける場合

にあっては、55,354点） 

リ Ｋ６１６－４ 経皮的シャント

拡張術・血栓除去術 ２ １の実

施後３ヵ月以内 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ヌ Ｋ６１７ 下肢静脈瘤手術 １ 

抜去切除術 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ル Ｋ６１７ 下肢静脈瘤手術 ２ 

硬化療法（一連として） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ヲ Ｋ６１７ 下肢静脈瘤手術 ３ 

高位結紮術 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ワ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（３歳未満に限

る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

カ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（３歳以上６歳未満

に限る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ヨ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（６歳以上15歳未満

に限る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

タ Ｋ６３３ ヘルニア手術 ５ 

鼠径ヘルニア（15歳以上に限

る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

レ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニア

手術（両側）（３歳未満に限

る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ソ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニ

ア手術（両側）（３歳以上６歳未

満に限る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 
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ツ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニ

ア手術（両側）（６歳以上15歳未

満に限る。） 

44,061点（生活療養を受ける場合

にあっては、43,988点） 

ネ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニ

ア手術（両側）（15歳以上に限

る。） 

51,719点（生活療養を受ける場合

にあっては、51,645点） 

ナ Ｋ７２１ 内視鏡的大腸ポリー

プ・粘膜切除術 １ 長径２セン

チメートル未満 

14,525点（生活療養を受ける場合

にあっては、14,451点） 

ラ Ｋ７２１ 内視鏡的大腸ポリー

プ・粘膜切除術 ２ 長径２セン

チメートル以上 

18,141点（生活療養を受ける場合

にあっては、18,068点） 

ム Ｋ７４３ 痔核手術（脱肛を含

む。） ２ 硬化療法（四段階注

射法によるもの） 

12,383点（生活療養を受ける場合

にあっては、12,309点） 

ウ Ｋ７６８ 体外衝撃波腎・尿管

結石破砕術（一連につき） 

28,268点（生活療養を受ける場合

にあっては、28,194点） 

ヰ Ｋ８６７ 子宮頸部（腟部）切

除術 

18,179点（生活療養を受ける場合

にあっては、18,106点） 

ノ Ｋ８７３ 子宮鏡下子宮筋腫摘

出術 

35,141点（生活療養を受ける場合

にあっては、35,067点） 

オ Ｍ００１－２ ガンマナイフに

よる定位放射線治療 

60,403点（生活療養を受ける場合

にあっては、60,330点） 

ツ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニ

ア手術（両側）（６歳以上15歳未

満に限る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ネ Ｋ６３４ 腹腔鏡下鼠径ヘルニ

ア手術（両側）（15歳以上に限

る。） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ナ Ｋ７２１ 内視鏡的大腸ポリー

プ・粘膜切除術 １ 長径２セン

チメートル未満 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ラ Ｋ７２１ 内視鏡的大腸ポリー

プ・粘膜切除術 ２ 長径２セン

チメートル以上 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ム Ｋ７４３ 痔核手術（脱肛を含

む。） ２ 硬化療法（四段階注

射法によるもの） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ウ Ｋ７６８ 体外衝撃波腎・尿管結

石破砕術（一連につき） 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

ヰ Ｋ８６７ 子宮頸部（腟部）切

除術 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 

（削除） 

 

 

 

ノ Ｍ００１－２ ガンマナイフに

よる定位放射線治療 

●点（生活療養を受ける場合にあ

っては、●点） 
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －㉑】 

㉑ データ提出加算の見直し 
  

 

「Ⅱ－６－②」を参照のこと。 

 



358 

 

【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －㉒】 

㉒ ＤＰＣ／ＰＤＰＳの見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

機能評価係数Ⅱについて、高度・先進的な医療の提供に関する評価項

目の実態を踏まえ、要件を見直す。また、個別の病院の指定状況につい

て把握が困難であった新型インフルエンザ等対策について、評価の対象

となる医療機関が明確となった事を踏まえ、要件を見直す。 

入院医療の適切な評価を推進するとともに、データ入力の負荷を軽減

する観点から、診断群分類を含む算定に係る要件及びＤＰＣデータの調

査項目等について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．診療報酬改定に関連した見直し 

急性期入院医療の評価の見直しに伴い、必要な見直しを行う。 

 

２．基礎係数（医療機関群の設定等）の見直し 

医療機関群の設定について、基本的な考え方は現行の３つの医療機

関群の設定方法を維持する。 

 

① 設定要件 

○ ＤＰＣ特定病院群は以下の要件を満たした医療機関とする。 

・ 実績要件１～４の全て（実績要件３については、６つのうち

５つ）を満たす。 

・ 各要件の基準値は、大学病院の最低値（外れ値は除く）とす

る。 

・ 各病院の基準値は、診療報酬改定に使用する実績（平成30年

10月～令和元年９月の診療内容及び診断群分類）に基づき設定

する。 

 

 

【実績要件１】：診療密度 

１日当たり包括範囲出来高平均点数（全病院患者構成で補正：外的要因、

後発品補正） 

・ 当該医療機関において症例数が一定以上（１症例／月：極端な個別

事例を除外するため）の診断群分類に該当する患者について、当該医
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療機関が全ＤＰＣ対象病院の平均的な患者構成と同様な患者群に対し

て診療を行ったと仮定した場合の１日当たり包括範囲出来高実績点数

を算出する。 

・ 当該医療機関における入院医療で用いられる医薬品のうち、「各先

発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報」（令和元年9月4日～令和

元年9月30日）に掲載された「２：後発医薬品がある先発医薬品」に

該当する医薬品に対して薬価基準収載医薬品コード9桁（成分、剤形

によって分類された同一分類内の規格単位まで）が一致する「３：後

発医薬品」の薬価最低値に置き換えた場合の１日当たりの包括範囲出

来高実績点数を算出する。 

 

 

【実績要件２】：医師研修の実施 

届出病床１床あたり臨床研修医師の採用数（基幹型臨床研修病院の免許取得

後２年目まで） 

・ 各医療機関が厚生労働省に報告している臨床研修医の採用数と、医療

法上の許可病床総数により算出する。 

・ 特定機能病院は当該実績要件を満たしたものとして取り扱う。 

 

 

 

【実績要件３】：医療技術の実施 

・ 外科系（外保連試案9.2版） 

(3a)：手術実施症例1件あたりの外保連手術指数（外科医師数及び手術時

間補正後） 

(3b)：DPC算定病床当たりの同指数（外科医師数及び手術時間補正後） 

(3c)：手術実施症例件数 

 

「(3a)：手術実施症例1件あたりの外保連手術指数（外科医師数及び手術時

間補正後）」は、当該医療機関におけるDPC算定病床の全患者総計の外保連手

術指数※を「(3c)：手術実施症例件数」で除して算出する。 

「(3b)：DPC算定病床当たりの同指数（外科医師数及び手術時間補正後）」は、

当該医療機関におけるDPC算定病床の全患者総計の外保連手術指数をDPC算定

病床数で除して算出する。 

「(3c)：手術実施症例件数」は、外保連試案（第9.2版）において技術難易

度が設定されている手術が実施された症例を対象とする。ただし、点数設定

から同等の技術と考えられるものも対象とする。 

 

・ 内科系（特定内科診療（2014年度版）（別表１）） 
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(3A)：症例割合 

(3B)：DPC算定病床当たりの症例件数 

(3C)：対象症例件数 

 

「(3A)：症例割合」は、特定内科診療の対象症例数をDPC算定病床の全患者

総計で除して算出する。 

「(3B)：DPC算定病床当たりの症例件数」は、特定内科診療の対象症例数を

DPC算定病床数で除して算出する。 

「(3C)：対象症例件数」は、特定内科診療の対象DPCコードと条件に一致す

る症例を対象とする。 

 

※外保連手術指数の算出方法 

外保連手術指数の集計においては、様式1に記載された手術のうち、複数

の記載がある場合については、最も外保連手術指数が高い手術の指数に基づ

き評価する。外保連手術指数は、外保連試案（第9.2版）に記載されている、

外科医師数を含めた時間あたりの人件費の相対値（下表参照。難易度B、外

科医師数１人を１としてそれぞれ相対化）に手術時間数を加味して各手術に

重み付けし、集計対象手術それぞれについて合算し、算出する。 

 

【例】難易度D、外科医師数３、手術時間数３の手術は7.07×3=21.21 

外科医師数 7 6 5 4 3 2 1 

E 13.56 13.29 13.02 12.74 11.74 9.43  5.66  

D 8.17  7.90  7.63  7.36  7.08  6.08  3.77  

C   4.13  3.86  3.58  3.31  2.31  

B    1.82  1.54  1.27  1.00  

難易度、外科医師数、手術時間数はいずれも外保連試案の規定を採用。 

・  外保連試案と結びつけられなかったKコード（医科点数表の手術

コード）の手術については、医科点数表の点数設定を参考に、類似す

る手術が存在する場合に同じ難易度を付与する。それ以外のものにつ

いては集計の対象外とする。 

・  １つのKコードに複数の外保連試案コードが対応する場合は、外

科医師数を最も重視する形で外保連手術指数を算出する。具体的には

次の順で対応する手術を１つに絞り対応関係を作成する（外科医師数

を最優先）。 

・  内視鏡試案における評価は「手技技術度」、「協力医師数+１」、

「施行時間」。 

 

 



361 

 

別表１ 特定内科診療25疾患 

 

疾患 

No. 

疾患名 対象DPCコードと条件 ポイント 

1 重症脳卒中 

（JCS30以上） 

010040x199x$$x（入院時JCS30 以上） 

010060x199$$$$（入院時JCS30 以上） 

010060x399$$$$（入院時JCS30 以上） 

DPC 対象外コード含 

出血と梗塞 

JCS30 以上 

２ 髄膜炎・脳炎 010080xx99x$$x 

（入院時JSC100以上、もしくは処置２ありのうち

人工呼吸あり） 

処置２（人工呼吸） 

３ 重症筋無力症

クリーゼ 

010130xx99x$xx（処置２ あり/なし） 

（ICDG700 のみ）（DPC外含） 

診断名（ICD10）で判断 

４ て ん か ん 重 積

状態 

010230xx99x$$x（処置２・副傷病あり/なし） 

（ICDG41$のみ） 

診断名（ICD10）で判断 

５ 気管支喘息重

症発作 

040100xxxx$$x（処置２ あり）（J045 人工呼

吸）（ＩＣＤJ46$、J45$のみ） 

処置２（人工呼吸） 

６ 間質性肺炎 040110xxxxx$xx（処置２あり）（ＩＣＤ絞りなし）の

うちJ045人工呼吸あり 

処置２（人工呼吸） 

７ COPD 急 性 増

悪 

040120xx99$1$x（処置２あり）（J045人工呼吸） 

（DPC外含む） 

処置２（人工呼吸） 

８ 急性呼吸窮<促

>迫症候群、Ａ

ＲＤＳ 

040250xx99x$xx（処置２あり） 

（PGIありの場合、J045人工呼吸があれば可） 

処置２（人工呼吸） 

９ 急性心筋梗塞 050030xx975$$x（処置１ ５あり） 

（ICDI21$のみ） 

Ｋコードあり 

10 急性心不全 050130xx99$$$x（処置２あり） 

（ＳＰＥＣＴ・シンチ・中心静脈注射のいずれかあ

りの場合、人工呼吸または緊急透析があれば

可） 

050130xx975$xx（処置１ ５あり） 

人工呼吸or緊急透析 

Ｋコードあり 

11 解離性大動脈

瘤 

050161xx99$$xx（処置２あり中心静脈注射のみ

除く）（DPC外含） 

処置２（人工呼吸・緊急透

析） 

Kコードあり 

12 肺塞栓症 050190xx975xxx（処置１ ５あり） 

（ICDI822を除く） 

050190xx99x$xx（処置２あり中心静脈注射の

み除外）（ICDI822を除く） 

処置２（人工呼吸・緊急透

析） 

Kコードあり 

13 劇症肝炎 060270xx$$x$xx 、 060270xx97x40x  、 処置２（人工呼吸、PMX
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060270xx97x41（手術あり/なし、処置２あり中心

静脈注射の除外） 

（ICDK85$のみ）（DPC外含） 

等） 

14 重症急性膵炎 060350xx$$$1x$（手術あり/なし、処置２あり中

心静脈注射のみ除外）（ICD絞りなし） 

処置２（人工呼吸、CHDF

等） 

15 糖尿病ケトアシ

ドーシス 

100040（ＤＰＣ６桁全て） 診断名あればすべて 

16 甲状腺クリーゼ 100140xx99x$$x（処置２ あり/なし） 

（ICDE055のみ） 

 

17 副腎クリーゼ 100202xxxxxxxx（処置２ あり/なし） 診断名あればすべて 

18 難治性ネフロー

ゼ症候群 

110260xx99x$xx（処置２ あり/なし） 

（腎生検D412 必須） 

診断名と腎生検 

19 急速進行性糸

球体腎炎 

110270xx99x$xx（処置２ あり/なし） 

（腎生検D412 必須）（ＤＰＣ 外含） 

診断名と腎生検 

20 急性白血病 130010xx99x$xx（化学療法あり） 

（ICDC910、Ｃ920、C950のみ）（DPC外含） 

化学療法、実症例数 

21 悪性リンパ腫 130020xx$$x$xx（処置２あり）（DPC外含） 

130030xx99x$$x（化学療法あり） 

130030xx97x$$x（化学療法あり）（ICD絞りなし）

（DPC外含） 

化学療法、実症例数 

22 再生不良性貧

血 

130080（DPC６桁全て）（ICD絞りなし） 実症例数 

23 頸椎頸髄損傷 160870（DPC６桁全て）（ICD絞りなし）（リハビリ

実施必須） 

 

24 薬物中毒 161070（DPC６桁全て）（ICD絞りなし）（DPC外

含） 

処置２（人工呼吸器・PMX

等）あり 

25 敗血症性ショッ

ク 

180010x$xxx3xx（処置２ ３あり）（ICD絞りなし）

（DPC外含） 

処置２ ３（PMX・CHDF）

あり 

 

 

 

【実績要件４】：補正複雑性指数（DPC補正後） 

全DPC対象病院データの平均在院日数より長い平均在院日数を持つDPCで、

かつ、1日当たり包括範囲出来高実績点数が平均値より高いDPCを抽出。これら

のDPCについて複雑性指数を算出する。 
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② 基準値 

○ 各要件の基準値は大学病院の実績値を踏まえて以下の通りとする。 

 

実績要件 令和２年度基準値 

【実績要件１】：診療密度 

１日当たり包括範囲出来高平均点数 

（全病院患者構成、後発医薬品補正；外的要因補正） 

外れ値を除外し最低値を設定 

（具体的な数値は最終データの

確定により設定） 【実績要件２】：許可病床１床あたりの臨床研修医師数 

（基幹型臨床研修病院における免許取得後２年目まで） 

【実績要件３】：医療技術の実施 (６つのうち５つを満たす) 

外保連試案 

(3a）：手術実施症例１件当たりの外

保連手術指数 

外れ値を除外し最低値を設定 

（具体的な数値は最終データの

確定により設定） 

  (3b)：DPC算定病床当たりの同指数 

(3c)：手術実施症例件数     

特定内科診療 

(3A）：症例割合 

(3B)：DPC算定病床当たりの症例件

数 

(3C)：対象症例件数 

【実績要件４】： 補正複雑性指数（DPC補正後） 

 

 

３ 機能評価係数Ⅰ 

  機能評価係数Ⅰについては、出来高評価体系における「当該医療機関

の入院患者全員に対して算定される加算」や「入院基本料の補正値」等を

評価しており、従前の評価方法を継続し、出来高評価体系の改定に応じて

必要な見直しを行う。 

  

４ 機能評価係数Ⅱ 

 既存の６つの係数項目を継続し、地域医療係数については、高度・先進

的な医療の提供に関する評価項目の実態を踏まえ、要件を見直す。また、

個別の病院の指定状況について把握が困難であった新型インフルエンザ

等対策について、評価の対象となる医療機関が明確となった事を踏まえ、

要件を見直す。（別表２） 

 

５ 激変緩和係数 

診療報酬改定のある年度については、診療報酬改定等に伴う個別医療

機関別係数の変動に関して、推計診療報酬変動率（出来高部分も含む）

が２％程度を超えて変動しないよう激変緩和係数を設定する。（診療報酬
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改定のない年度の当該係数は0） 

新たにDPC/PDPSに参加する医療機関について、診療報酬改定前の実

績と比べて２％を超えて低く変動した場合は、改めて当該医療機関の出来

高算定実績に代えて、当該医療機関が所属する医療機関群の平均的な

医療機関別係数の値を用いて推計診療報酬変動率（補正診療報酬変動

率）を算出し、その結果が２％を超えて低く変動する場合のみ、補正診療

報酬変動率がマイナス２％となるように措置を行う。 

 

６ その他 

 診断群分類点数表について、医療資源の同等性、臨床的類似性の観

点から、診断群分類及び診断群分類毎の評価を見直す。 

退院患者調査の調査項目については簡素化も含めた必要な見直しを行

う。 
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別表２ ＜機能評価係数Ⅱの具体的な評価内容（令和２年度）＞ 

＜項目＞ 評価の考え方 評価指標（指数） 

保険診療指

数 

 

提出するデータの質や

医療の透明化、保険診

療の質的向上等、医療

の質的な向上を目指す

取組を評価原則として

1点、右記の基準に該

当した場合はそれぞれ

加算又は減算 

適切なDPCデータの作成 

・「部位不明・詳細不明コード」の使用割合が10％以上の場合、0.05点減算する。 

・DPCデータの様式間の記載矛盾のあるデータの件数が全体の1％以上の場合、0.05点減算す

る。 

 様式１の親様式・子様式間（データ属性等（郵便番号、性別、生年月日等）、様式１とEFファ

イル間（入院日数入院料の算定回数の矛盾）、様式４とEFファイル（医科保険情報と先進医療 

 等情報の矛盾）、DファイルとEFファイル（記入されている入院料等の矛盾） 

・未コード化傷病名である傷病名の割合が2％以上の場合、0.05点減算する。 

（様式１で評価） 

・病院情報の公表：自院のホームページで公表した場合に0.05点加算する。 

・（保険診療への取組：令和４年度からの評価を検討） 

地域医療指

数 

 

体制評価指数と定量評

価指数で（評価シェア

は1:1）構成 

体制評価指数： 

5疾病5事業等における急性期入院医療を評価（別頁に詳細を記載） 

定量評価指数： 

〔当該医療機関の所属地域における担当患者数〕／〔当該医療機関の所属地域における発生患

者数〕を1) 小児（15歳未満）と2) それ以外（15歳以上）に分けてそれぞれ評価（1:1）。 

 DPC標準病院群は2次医療圏、大学病院本院群及びDPC特定病院は3次医療圏のDPC対象病院に入

院した患者を対象とする。 

評価対象：平成 30 年 10 月 1 日～令和元年 9 月 30 日データ 
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効率性指数 

 

各医療機関における在

院日数短縮の努力を評

価 

〔全DPC/PDPS対象病院の平均在院日数〕／〔当該医療機関の患者構成が、全DPC/PDPS対象病院

と同じと仮定した場合の平均在院日数〕 

※ 当該医療機関において、12症例（1症例/月）以上ある診断群分類のみを計算対象とする。 

※ 包括評価の対象となっている診断群分類のみを計算対象とする。 

複雑性指数 

 

1入院当たり医療資源投

入の観点から見た患者

構成への評価 

〔当該医療機関の包括範囲出来高点数（一入院当たり）を、包括対象の診断群分類ごとに全病

院の平均包括範囲出来高点数に置換えた点数〕／〔全病院の平均一入院あたり包括点数〕 

※ 当該医療機関において、12症例（1症例/月）以上ある診断群分類のみを計算対象とする。 

カバー率指

数 

 

様々な疾患に対応でき

る総合的な体制につい

て評価 

〔当該医療機関で一定症例数以上算定しているDPC数〕／〔全DPC数〕 

※ 当該医療機関において、12症例（1症例/月）以上ある診断群分類のみを計算対象とする。 

※ すべて（包括評価の対象・対象外の両方を含む）の支払い分類を計算対象とする。 

救急医療指

数 

 

救急医療（緊急入院）

の対象となる患者治療

に要する資源投入量の

乖離を評価 

1症例あたり〔以下の患者について、入院後二日間までの包括範囲出来高点数（出来高診療実

績）と診断群分類点数表の設定点数との差額の総和〕※救急医療管理加算2相当の指数値は1/2 

【「A205救急医療管理加算」の施設基準を取得している施設】 

・「救急医療入院」かつ以下のいずれかを入院初日から算定している患者 

・「A205救急医療管理加算」、「A301-3脳卒中ケアユニット入院医療管理料」、「A300救命救急入院料」、

「A301-4小児特定集中治療室管理料」、「A301特定集中治療室管理料」、「A302新生児特定集中治療室管理

料」、「A301-2ハイケアユニット入院医療管理料」「A303総合周産期特定集中治療室管理料」 

【「A205救急医療管理加算」の施設基準を取得していない施設】：「救急医療入院」の患者 
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＜地域医療指数・体制評価指数＞ 

評価項目 概要 DPC標準病院群 大学病院本院群 DPC特定病院群 

心筋梗塞

等の心血

管疾患 

緊急時の心筋梗 

塞のPCIや外科 

治療の実績

（0.5P） 

医療資源を最も投入した傷病名が「急性心筋梗塞」であり、予定外の入院であって時間外対応

加算（特例を含む）・休日加算・深夜加算が算定され、入院２日目までに経皮的冠動脈形成術

等（K546、K547、K548、K549、K550、K550-2、K551、K552、K552-2）のいずれかが算定され

ている症例の診療実績により評価 

急性大動脈解離 

の手術実績

（0.5P） 

入院中にK5601,K5602,K5603,K5604,K5605,K560-21,K560-22,K560-23,K5612 ｲ のいずれかが算

定されている症例の診療実績（25％tile値以上の医療機関を0.5P、その他は0P） 

精神疾患 精神科入院医療 

への評価 

A230-3精神科身体合併症管理加算の算定実績(0.5P) 

A311-3精神科救急・合併症入院料の1件以上の算定実績(1P) 

災害 災害時における 

医療への体制を 

評価 

・BCPの策定実績有無別（令和３年以降の評価導入を検討）災害拠点病院の指定（0.5P） 

・DMATの指定（0.25P） 

・EMISへの参加（0.25P） 

周産期 周産期医療への 

体制を評価 

「総合周産期母子医療センタ

ーの指定」、「地域周産期母

子医療センターの指定」を

評価（いずれかで1P） 

・「総合周産期母子医療センターの指定」を重点的に評価

（1P） 

・「地域周産期母子医療センターの指定」は0.5P 

へき地 へき地の医療へ 

の体制を評価 

「へき地医療拠点病院の指定」又は社会医療法人認可におけるへき地医療の要件を満たしてい

ることを評価（いずれかで1P） 
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地域医療計画等における一定の役割を9項目で評価（1項目1P、上限は大学病院本院群、DPC特定病院群：8P、DPC標準

病院群：6P） 

 

 

 

 

評価項目 概要 DPC標準病院群 大学病院本院群 DPC特定病院群 

救急 医療計画上の体 

制及び救急医療 

の実績を評価 

二次救急医療機関であって病 

院群輪番制への参加施設、共

同利用型の施設又は救命救

急センターを評価(0.1P) 

・救命救急センター（0.5P） 

二次救急医療機関であって病院群輪番制への参加施設、共同利

用型の施設（0.1P） 

救急車で来院し、入院となっ

た患者数（最大0.9P） 

救急車で来院し、入院となった患者数（救急医療入院に限る）

（最大0.5P） 

その他 その他重要な分 

野への貢献 

右記のいずれか1項目を満た

した場合１P 

① 治験等の実施 
・過去３カ年において、主導的に実施した医師主導治験が８件

以上、又は主導的に実施した医師主導治験が４件以上かつ主導

的に実施した臨床研究実績が40件以上（1P） 

・20例以上の治験（※）の実施、10例以上の先進医療の実施ま

たは10例以上の患者申出療養の実施(0.5P)（※）協力施設とし

ての治験の実施を含む。 

② 新型インフルエンザ対策 
・新型インフルエンザ患者入院医療機関に該当（0.25P） 
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＜評価定義域の下限値・上限値及び評価値域の最小値＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域医療指数・体制評価指数のうち実績評価を加味する項目＞ 

○がん地域連携体制への評価、緊急時の心筋梗塞のPCIや外科治療の実績、精神科身体合併症管理加算の算定実績 

・特に規定する場合を除き、下限値は0ポイント（指数）、実績を有するデータ（評価指標が0でないデータ）の25パーセンタイ

ル値を各項目の上限値（つまり、実績を有する施設の上位4分の3は満点）。 

○脳卒中、急性大動脈解離に対する手術実績 

・実績を有するデータ（評価指標が0でないデータ）の25パーセンタイル値を満たす場合は各項目の上限値あるいは条件を

満たす。25パーセンタイル値に満たない場合は、0ポイント（指数）、あるいは条件を満たさない、とする。 

 

 

具体的な設定 
指数 係数 

評価の考え方 
上限値 下限値 最小値 

保険診療 （固定の係数値のため設定なし。） 群ごとに評価 

効率性 97.5%tile 値 2.5%tile 値 0 全群共通で評価 

複雑性 97.5%tile 値 2.5%tile 値 0 群ごとに評価 

カバー率  1.0 0 0 群ごとに評価 

救急医療 97.5%tile 値 0 0 全群共通で評価 

地域医療（定

量） 
 1.0 0 0 

群ごとに評価 

（体制）  1.0 0 0 

指

数 

係

数 

下限値 上限値 
最小値 

(最大
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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －㉓】 

㉓ 医療資源の少ない地域に配慮した評価及び 

対象医療圏の見直し並びに地域加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療資源の少ない地域に配慮した評価を更に適切に推進する観点から、

医療資源の少ない地域の対象となる地域を見直すとともに、配慮した評

価について要件を見直す。また、地域加算について、経過措置となって

いる地域の取扱いを見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１． 医療資源の少ない地域について、医師に係る要件を緩和するとと

もに、直近の統計を用いて、対象地域を見直す。 

 
現 行 改定案 

別表第六の二 厚生労働大臣が定める

地域 

一 北海道江差町、上ノ国町、厚沢部

町、乙部町及び奥尻町の地域 

二 北海道日高町、平取町、新冠町、

浦河町、様似町、えりも町及び新ひ

だか町の地域 

三 北海道留萌市、増毛町、小平町、

苫前町、羽幌町、初山別村、遠別町

及び天塩町の地域 

四 北海道稚内市、猿払村、浜頓別

町、中頓別町、枝幸町、豊富町、礼

文町、利尻町、利尻富士町及び幌延

町の地域 

（新規） 

 

 

 

 

 

五 北海道根室市、別海町、中標津

町、標津町及び羅臼町の地域 

 

別表第六の二 厚生労働大臣が定める

地域 

一 北海道江差町、上ノ国町、厚沢部

町、乙部町及び奥尻町の地域 

二 北海道日高町、平取町、新冠町、

浦河町、様似町、えりも町及び新ひ

だか町の地域 

（削除） 

 

 

三 北海道稚内市、猿払村、浜頓別

町、中頓別町、枝幸町、豊富町、礼

文町、利尻町、利尻富士町及び幌延

町の地域 

四 北海道帯広市、音更町、士幌町、

上士幌町、鹿追町、新得町、清水

町、芽室町、中札内村、更別村、大

樹町、広尾町、幕別町、池田町、豊

頃町、本別町、足寄町、陸別町及び

浦幌 町の地域 

五 北海道根室市、別海町、中標津

町、標津町及び羅臼町の地域 
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六 青森県五所川原市、つがる市、鯵

ヶ沢町、深浦町、鶴田町及び中泊町

の地域 

七 青森県むつ市、大間町、東通村、

風間浦村及び佐井村の地域 

八 岩手県花巻市、北上市、遠野市及

び西和賀町の地域 

九 岩手県大船渡市、陸前高田市及び

住田町の地域 

十 岩手県宮古市、山田町、岩泉町及

び田野畑村の地域 

十一 岩手県久慈市、普代村、野田村

及び洋野町の地域 

十二 岩手県二戸市、軽米町、九戸村

及び一戸町の地域 

十三 秋田県北秋田市及び上小阿仁村

の地域 

十四 秋田県大仙市、仙北市及び美郷

町の地域 

十五 秋田県湯沢市、羽後町及び東成

瀬村の地域 

十六 山形県新庄市、金山町、最上

町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭

川村及び戸沢村の地域 

十七 福島県下郷町、檜枝岐村、只見

町及び南会津町の地域 

十八 東京都大島町、利島村、新島

村、神津島村、三宅村、御蔵島村、

八丈町、青ヶ島村及び小笠原村の地

域 

十九 新潟県十日町市、魚沼市、南魚

沼市、湯沢町及び津南町の地域 

二十 新潟県佐渡市の地域 

二十一 石川県輪島市、珠洲市、穴水

町及び能登町の地域 

二十二 福井県大野市及び勝山市の地

域 

二十三 山梨県市川三郷町、早川町、

身延町、南部町及び富士川町の地域 

二十四 長野県木曽郡の地域 

（新設） 

 

二十五 長野県中野市、飯山市、下高

井郡及び下水内郡 

六 青森県五所川原市、つがる市、鯵

ヶ沢町、深浦町、鶴田町及び中泊町

の地域 

七 青森県むつ市、大間町、東通村、

風間浦村及び佐井村の地域 

八 岩手県花巻市、北上市、遠野市及

び西和賀町の地域 

九 岩手県大船渡市、陸前高田市及び

住田町の地域 

十 岩手県宮古市、山田町、岩泉町及

び田野畑村の地域 

十一 岩手県久慈市、普代村、野田村

及び洋野町の地域 

（削除） 

 

十二 秋田県北秋田市及び上小阿仁村

の地域 

十三 秋田県大仙市、仙北市及び美郷

町の地域 

十四 秋田県湯沢市、羽後町及び東成

瀬村の地域 

十五 山形県新庄市、金山町、最上

町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭

川村及び戸沢村の地域 

（削除） 

 

十六 東京都大島町、利島村、新島

村、神津島村、三宅村、御蔵島村、

八丈町、青ヶ島村及び小笠原村の地

域 

十七 新潟県十日町市、魚沼市、南魚

沼市、湯沢町及び津南町の地域 

十八 新潟県佐渡市の地域 

（削除） 

 

十九 福井県大野市及び勝山市の地域 

 

二十 山梨県市川三郷町、早川町、身

延町、南部町及び富士川町の地域 

二十一 長野県木曽郡の地域 

二十二 長野県大町市及び北安曇野郡

の地域 

（削除） 
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（新設） 

 

二十六 愛知県新城市、設楽町、東栄

町及び豊根村の地域 

（新設） 

 

二十七 滋賀県高島市の地域 

（新設） 

 

二十八 奈良県五條市、吉野町、大淀

町、下市町、黒滝村、天川村、野迫

川村、十津川村、下北山村、上北山

村、川上村及び東吉野村の地域 

二十九 島根県雲南市、奥出雲町及び

飯南町の地域 

（新設） 

 

三十 島根県海士町、西ノ島町、知夫

村及び隠岐の島町の地域 

三十一 香川県小豆郡の地域 

三十二 高知県須崎市、中土佐町、檮

原町、津野町及び四万十町の地域 

三十三 長崎県五島市の地域 

三十四 長崎県小値賀町及び新上五島

町の地域 

三十五 長崎県壱岐市の地域 

三十六 長崎県対馬市の地域 

三十七 熊本県阿蘇市、南小国町、小

国町、産山村、高森町、西原村及び

南阿蘇村の地域 

三十八 鹿児島県西之表市及び熊毛郡

の地域 

三十九 鹿児島県奄美市及び大島郡の

地域 

四十 沖縄県宮古島市及び多良間村の

地域 

四十一 沖縄県石垣市、竹富町及び与

那国町の地域 

上記のほか、離島振興法第二条第一

項の規定により離島振興対策実施地域

として指定された離島の地域、奄美群

島振興開発特別措置法第一条に規定す

る奄美群島の地域、小笠原諸島振興開

発特別措置法第四条第一項に規定する

二十三 岐阜県高山市、飛騨市、下呂

市及び白川町の地域 

二十四 愛知県新城市、設楽町、東栄

町及び豊根村の地域 

二十五 滋賀県長浜市及び米原市の地

域 

二十六 滋賀県高島市の地域 

二十七 兵庫県豊岡市、養父市、朝来

市、香美町及び新温泉町の地域 

二十八 奈良県五條市、吉野町、大淀

町、下市町、黒滝村、天川村、野迫

川村、十津川村、下北山村、上北山

村、川上村及び東吉野村の地域 

二十九 島根県雲南市、奥出雲町及び

飯南町の地域 

三十 島根県大田市 及び邑智郡の地

域 

三十一 島根県海士町、西ノ島町、知

夫村及び隠岐の島町の地域 

三十二 香川県小豆郡の地域 

（削除） 

 

三十三 長崎県五島市の地域 

三十四 長崎県小値賀町及び新上五島

町の地域 

三十五 長崎県壱岐市の地域 

三十六 長崎県対馬市の地域 

（削除） 

 

 

三十七 鹿児島県西之表市及び熊毛郡

の地域 

三十八 鹿児島県奄美市及び大島郡の

地域 

三十九 沖縄県宮古島市及び多良間村

の地域 

四十 沖縄県石垣市、竹富町及び与那

国町の地域 

上記のほか、離島振興法第二条第一

項の規定により離島振興対策実施地域

として指定された離島の地域、奄美群

島振興開発特別措置法第一条に規定す

る奄美群島の地域、小笠原諸島振興開

発特別措置法第四条第一項に規定する
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小笠原諸島の地域及び沖縄振興特別措

置法第三条第三号に規定する離島の地

域に該当する地域 

小笠原諸島の地域及び沖縄振興特別措

置法第三条第三号に規定する離島の地

域に該当する地域 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日において、現に改

正前の厚生労働大臣が定める地域に存

在する保険医療機関が、医療資源の少

ない地域の評価に係る届出を行ってい

る場合は、令和●年●月●日までの

間、なお効力を有するものとする。 

 

２．医療資源の少ない地域に配慮した評価について、へき地医療拠点病

院であることが要件となっている評価を対象に追加する。 

 

現 行 改定案 

【医師事務作業補助体制加算】 

［施設基準］ 

(２) 20対１、25対１、30対１及び40

対１補助体制加算の施設基準 

次のいずれかの要件を満たしている

こと。 

ア 「(１) 15対１補助体制加算の

施設基準」を満たしていること。 

イ 「災害時における医療体制の充

実強化について」（平成24年３月

21日医政発0321第２号）に規定す

る災害拠点病院、「へき地保健医

療対策事業について」（平成13年

５月16日 医政発第529号）に規定

するへき地医療拠点病院又は地域

医療支援病院の指定を受けている

こと。 

（新設） 

 

 

ウ 年間の緊急入院患者数が200名

以上又は全身麻酔による手術件数

が年間800件以上の実績を有する

病院であること。 

【医師事務作業補助体制加算】 

［施設基準］ 

(２) 20対１、25対１、30対１及び40

対１補助体制加算の施設基準 

次のいずれかの要件を満たしている

こと。 

ア 「(１) 15対１補助体制加算の

施設基準」を満たしていること。 

イ 「災害時における医療体制の充

実強化について」（平成24年３月

21日医政発0321第２号）に規定す

る災害拠点病院、「へき地保健医

療対策事業について」（平成13年

５月16日 医政発第529号）に規定

するへき地医療拠点病院又は地域

医療支援病院の指定を受けている

こと。 

ウ 基本診療料の施設基準等別表第

六の二に規定する地域に所在する

保険医療機関であること。 

エ 年間の緊急入院患者数が200名

以上又は全身麻酔による手術件数

が年間800件以上の実績を有する

病院であること。 

 

※ 遠隔画像診断、処置の休日加算

１、時間外加算１及び深夜加算１、

手術の休日加算１、時間外加算１及
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び深夜加算１、保険医療機関間の連

携による病理診断（受診側）、保険

医療機関間の連携におけるデジタル

病理画像による術中迅速病理組織標

本作製（受信側）、保険医療機関間

の連携におけるデジタル病理画像に

よる迅速細胞診（受信側）について

も同様。 

 

３．地域加算について、経過措置の対象となっている地域を、人事院規

則で定める地域に準じる地域とする。 

［現在経過措置の対象となっている地域］ 

・ 神奈川県山北町 

・ 神奈川県大井町 

・ 岐阜県海津市 

・ 愛知県稲沢市 

・ 奈良県安堵町 

・ 奈良県河合町 

・ 福岡県篠栗町 
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【Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 －①】 

① 外来医療の機能分化の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

外来医療の機能分化を推進する観点から、紹介状なしで受診した患者

から定額負担を徴収する責務がある医療機関及び紹介率や逆紹介率の低

い病院に対する初診料等減算について、対象となる医療機関の範囲の要

件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．紹介状なしで一定規模以上の病院を受診した際の定額負担の見直し

について 

（１）紹介状なしで受診した患者から定額負担を徴収する責務がある

医療機関の対象範囲（特定機能病院及び許可病床400床以上の地

域医療支援病院）について、特定機能病院及び地域医療支援病院

（一般病床200床未満を除く。）へ拡大する。 

（２）定額負担を徴収しなかった場合の事由について、報告を求める。 

（３）自治体による条例制定が必要な公的医療機関については、条例

を制定するまでの期間を考慮し、●か月間の経過措置を設ける。 

 
現 行 改定案 

【保険医療機関及び保険医療養担当規

則】 

【一部負担金等の受領】 

第５条 

３ 保険医療機関のうち、医療法（昭

和二十三年法律第二百五号）第四条

第一項に規定する地域医療支援病院

（同法の規定に基づき許可を受け、

若しくは届出をし、又は承認を受け

た病床（第十一条第二項において

「許可病床」という。）の数が四百

以上であるものに限る。）及び同法

第四条の二第一項に規定する特定機

能病院であるものは、法第七十条第

三項に規定する保険医療機関相互間

の機能の分担及び業務の連携のため

の措置として、次に掲げる措置を講

ずるものとする。 

【保険医療機関及び保険医療養担当規

則】 

【一部負担金等の受領】 

第５条 

３ 保険医療機関のうち、医療法（昭

和二十三年法律第二百五号）第七条

第二項第五号に規定する一般病床

（以下「一般病床」という。）を有

する同法第四条第一項に規定する地

域医療支援病院（一般病床に係るも

のの数が二百未満であるものを除

く。）及び同法第四条の二第一項に

規定する特定機能病院であるもの

は、法第七十条第三項に規定する保

険医療機関相互間の機能の分担及び

業務の連携のための措置として、次

に掲げる措置を講ずるものとする。 
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２．紹介率や逆紹介率の低い病院を紹介なしで受診した患者に対する

初・再診料減算に係る医療機関の対象範囲（特定機能病院及び許可病

床400床以上の地域医療支援病院）について、１と同様に、特定機能

病院及び地域医療支援病院（一般病床200床未満を除く。）へ拡大する。 

 
現 行 改定案 

【初診料】 

［算定要件］ 

注２ 病院である保険医療機関（特定

機能病院（医療法（昭和23年法律

第205号）第４条の２第１項に規

定する特定機能病院をいう。以下

この表において同じ。）及び許可

病床（同法の規定に基づき許可を

受け、若しくは届出をし、又は承

認を受けた病床をいう。以下この

表において同じ。）の数が 400以

上である地域医療支援病院（同法

第４条第１項に規定する地域医療

支援病院をいう。以下この表にお

いて同じ。）に限る。）であっ

て、初診の患者に占める他の病院

又は診療所等からの文書による紹

介があるものの割合等が低いもの

において、別に厚生労働大臣が定

める患者に対して初診を行った場

合には、注１の規定にかかわら

ず、214点を算定する。 

【初診料】 

［算定要件］ 

注２ 病院である保険医療機関（特定

機能病院（医療法（昭和23年法律

第205号）第４条の２第１項に規

定する特定機能病院をいう。以下

この表において同じ。）及び地域

医療支援病院（同法第４条第１項

に規定する地域医療支援病院をい

う。以下この表において同じ。）

（同法第７条第２項第５号に規定

する一般病床（以下「一般病床」

という。）に係るものの数が200

未満の病院を除く。）に限る。）

であって、初診の患者に占める他

の病院又は診療所等からの文書に

よる紹介があるものの割合等が低

いものにおいて、別に厚生労働大

臣が定める患者に対して初診を行

った場合には、注１の規定にかか

わらず、●点を算定する。 

 

 

※ 外来診療料についても同様。 

 

［経過措置］ 

令和●年●月●日までの経過措置を設ける。 
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【Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 －②】 

② 質の高い外来がん化学療法の評価 
  

 

「Ⅱ－７－１－④」を参照のこと。 
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【Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 －③】 

③ 外来化学療法での栄養管理の評価 
  

 

「Ⅱ－７－１－⑤」を参照のこと。 
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【Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 －④】 

④ がん患者に対する薬局での薬学的管理等の評価 
  

 

「Ⅱ－７－１－⑥」を参照のこと。 
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【Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 －⑤】 

⑤ 生活習慣病重症化予防推進に係る要件の見直し 
  

 

「Ⅱ－４－①」を参照のこと。 

 



381 

 

【Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 －⑥】 

⑥ 婦人科特定疾患に対する継続的な医学管理の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

器質性月経困難症を有する患者に対して、継続的で質の高い医療を提

供するため、婦人科医又は産婦人科医が行う定期的な医学管理を評価す

る。 

 

第２ 具体的な内容 

 

器質性月経困難症を有する患者であって、ホルモン剤を投与している

ものに対して、婦人科医又は産婦人科医が、治療計画を作成し、継続的

な医学管理を行った場合の評価を新設する。 

 

(新)  婦人科特定疾患治療管理料   ●点 

 

［算定要件］ 

（１）婦人科又は産婦人科を標榜する保険医療機関において、入院中の

患者以外の器質性月経困難症の患者であって、ホルモン剤（器質性

月経困難症に対して投与されたものに限る。）を投与している患者

に対して、婦人科又は産婦人科を担当する医師が、患者の同意を得

て、計画的な医学管理を継続して行い、かつ、療養上必要な指導を

行った場合に、３月に１回に限り算定すること。 

（２）区分番号Ａ０００に掲げる初診料を算定する初診の日に行った指

導又は当該初診の日から１月以内に行った指導の費用は、初診料に

含まれるものとする。 

（３）治療計画を作成し、患者等に説明して同意を得るとともに、毎回

の指導内容の要点を診療録に記載すること。 

（４）治療計画の策定に当たっては、患者の病態、社会的要因、薬物療

法の副作用や合併症のリスク等を考慮すること。 

（５）器質性月経困難症の治療に当たっては、関連学会等から示されて

いるガイドラインを踏まえ、薬物療法等の治療方針について適切に

検討すること。 

 

［施設基準］  

（１）当該保険医療機関内に婦人科疾患の診療を行うにつき十分な経験

を有する常勤の医師が１名以上配置されていること。 
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（２）（１）に掲げる医師は、器質性月経困難症の治療に係る適切な研

修を修了していること。ただし、研修を受講していない場合にあっ

ては、令和●年●月●日までに受講予定であれば、差し支えないも

のとする。なお、ここでいう適切な研修とは次のものをいうこと。 

ア 国及び医療関係団体等が主催する研修であること。 

イ 器質性月経困難症の病態、診断、治療及び予防の内容が含まれ

るものであること。 

（３）当該管理料の施設基準に係る届出は、様式●を用いること。 
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【Ⅲ－２ 外来医療の機能分化 －⑦】 

⑦ 外来緩和ケア管理料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

進行した心不全の患者に対する緩和ケアを評価する観点から、外来緩

和ケア管理料について、対象となる患者等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．算定対象患者として、末期心不全及び後天性免疫不全症候群の患者

を追加する。 

２．末期心不全の患者を対象とする場合の施設基準について、緩和ケア

チームの身体症状の緩和を担当する医師の要件の一部を以下のとおり

見直す。 

・ 求める経験について、「悪性腫瘍患者又は後天性免疫不全症候群

の患者を対象とした症状緩和治療」に代えて「末期心不全の患者を

対象とした症状緩和治療」の経験でもよいこととする。 

・ 受講を求める研修について、「緩和ケア研修会」「緩和ケアの基本

教育のための都道府県指導者研修会」に代えて「日本心不全学会に

より開催される基本的心不全緩和ケアトレーニングコース」の受講

でもよいこととする。 

 
現 行 改定案 

【外来緩和ケア管理料】 

外来緩和ケア管理料     290点 

 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、緩和ケアを要する

入院中の患者以外の患者（がん性

疼痛の症状緩和を目的として麻薬

が投与されている患者に限る。）

に対して、当該保険医療機関の保

険医、看護師、薬剤師等が共同し

て療養上必要な指導を行った場合

に、月１回に限り算定する。 

 

【外来緩和ケア管理料】 

外来緩和ケア管理料     ●点 

 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、緩和ケアを要する

入院中の患者以外の患者（症状緩

和を目的として麻薬が投与されて

いる患者に限る。）に対して、当

該保険医療機関の保険医、看護

師、薬剤師等が共同して療養上必

要な指導を行った場合に、月１回

に限り算定する。 
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(1) 外来緩和ケア管理料については、

医師ががん性疼痛の症状緩和を目的

として麻薬を投与している入院中の

患者以外のがん患者のうち、疼痛、

倦怠感、呼吸困難等の身体的症状又

は不安、抑うつなどの精神症状を持

つ者に対して、当該患者の同意に基

づき、外来において、症状緩和に係

るチーム（以下「緩和ケアチーム」

という。）による診療が行われた場

合に算定する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 緩和ケアチームは、身体症状及び

精神症状の緩和を提供することが必

要である。緩和ケアチームの医師は

緩和ケアに関する研修を修了した上

で診療に当たること。 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(1) 外来緩和ケア管理料については、

医師が症状緩和を目的として麻薬を

投与している入院中の患者以外の悪

性腫瘍、後天性免疫不全症候群又は

末期心不全患者のうち、疼痛、倦怠

感、呼吸困難等の身体的症状又は不

安、抑うつなどの精神症状を持つ者

に対して、当該患者の同意に基づ

き、外来において、症状緩和に係る

チーム（以下「緩和ケアチーム」と

いう。）による診療が行われた場合

に算定する。 

(2) 末期心不全の患者とは、以下のア

からウまでの基準及びエからカまで

のいずれかの基準に該当するものを

いう。 

ア 心不全に対して適切な治療が実

施されていること。 

イ 器質的な心機能障害により、適

切な治療にかかわらず、慢性的に

NYHA重症度分類Ⅳ度の症状に該当

し、頻回又は持続的に点滴薬物療

法を必要とする状態であること。 

ウ 過去１年以内に心不全による急

変時の入院が２回以上あること。

なお、「急変時の入院」とは、患

者の病状の急変等による入院を指

し、予定された入院は除く。 

エ 左室駆出率が20％以下であるこ

と。 

オ 医学的に終末期であると判断さ

れる状態であること。 

カ エ又はオに掲げる状態に準ずる

場合であること。 

(3) 緩和ケアチームは、身体症状及び

精神症状の緩和を提供することが必

要である。緩和ケアチームの医師は

緩和ケアに関する研修を修了した上

で診療に当たること。ただし、後天

性免疫不全症候群の患者を診療する

際には当該研修を修了していなくて

も本管理料は算定できる。 

 

［施設基準］ 
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(1) 当該保険医療機関内に、以下の４

名から構成される緩和ケアに係るチ

ーム（以下「緩和ケアチーム」とい

う。）が設置されていること。 

ア 身体症状の緩和を担当する専任

の常勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する専任

の常勤医師 

ウ 緩和ケアの経験を有する専任の

常勤看護師 

エ 緩和ケアの経験を有する専任の

薬剤師 

なお、アからエまでのうちいずれ

か１人は専従であること。ただし、

当該緩和ケアチームが診療する患者

数が１日に15人以内である場合は、

いずれも専任で差し支えない。 

また、注４に規定する点数を算定

する場合は、以下から構成される緩

和ケアチームにより、緩和ケアに係

る専門的な診療が行われているこ

と。 

ア 身体症状の緩和を担当する常勤

医師 

イ 精神症状の緩和を担当する医師 

ウ 緩和ケアの経験を有する看護師 

エ 緩和ケアの経験を有する薬剤師 

(2) 緩和ケアチームの構成員は、緩和

ケア診療加算に係る緩和ケアチーム

の構成員と兼任であって差し支えな

い。 

また、悪性腫瘍患者に係る緩和ケ

アの特性に鑑みて、専従の医師にあ

っても、緩和ケア診療加算を算定す

べき診療及び外来緩和ケア管理料を

算定すべき診療に影響のない範囲に

おいては、専門的な緩和ケアに関す

る外来診療を行って差し支えない。

（ただし、専門的な緩和ケアに関す

る外来診療に携わる時間は、所定労

働時間の２分の１以下であるこ

と。） 

(3) (1)のアに掲げる医師は、悪性腫

瘍患者を対象とした症状緩和治療を

(1) 当該保険医療機関内に、以下の４

名から構成される緩和ケアに係るチ

ーム（以下「緩和ケアチーム」とい

う。）が設置されていること。 

ア 身体症状の緩和を担当する専任

の常勤医師 

イ 精神症状の緩和を担当する専任

の常勤医師 

ウ 緩和ケアの経験を有する専任の

常勤看護師 

エ 緩和ケアの経験を有する専任の

薬剤師 

なお、アからエまでのうちいずれ

か１人は専従であること。ただし、

当該緩和ケアチームが診療する患者

数が１日に15人以内である場合は、

いずれも専任で差し支えない。 

また、注４に規定する点数を算定

する場合は、以下から構成される緩

和ケアチームにより、緩和ケアに係

る専門的な診療が行われているこ

と。 

オ 身体症状の緩和を担当する常勤

医師 

カ 精神症状の緩和を担当する医師 

キ 緩和ケアの経験を有する看護師 

ク 緩和ケアの経験を有する薬剤師 

(2) 緩和ケアチームの構成員は、緩和

ケア診療加算に係る緩和ケアチーム

の構成員と兼任であって差し支えな

い。 

また、緩和ケアの特性に鑑みて、

専従の医師にあっても、緩和ケア診

療加算を算定すべき診療及び外来緩

和ケア管理料を算定すべき診療に影

響のない範囲においては、専門的な

緩和ケアに関する外来診療を行って

差し支えない。（ただし、専門的な

緩和ケアに関する外来診療に携わる

時間は、所定労働時間の２分の１以

下であること。） 

 

(3) (1)のア又はオに掲げる医師は、

悪性腫瘍患者又は後天性免疫不全症
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主たる業務とした３年以上の経験を

有する者であること。 

 

 

 

 

 

 

(5) (1)のア及びイに掲げる医師は、

以下のいずれかア又はイの研修を修

了している者であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア がん等の診療に携わる医師等に

対する緩和ケア研修会の開催指針

に準拠した緩和ケア研修会 

イ 緩和ケアの基本教育のための都

道府県指導者研修会（国立研究開

発法人国立がん研究センター主

催）等 

（新設） 

 

 

候群の患者を対象とした症状緩和治

療を主たる業務とした３年以上の経

験を有する者であること。なお、末

期心不全の患者を対象とする場合に

は、末期心不全の患者を対象とした

症状緩和治療を主たる業務とした３

年以上の経験を有する者であっても

差し支えない。 

(5) (1)のア及びイに掲げる医師のう

ち、悪性腫瘍の患者に対して緩和ケ

アに係る診療を行う場合には、以下

のア又はイのいずれかの研修を修了

している者であること。また、末期

心不全の患者に対して緩和ケアに係

る診療を行う場合には、ア、イ又は

ウのいずれかの研修を修了している

者であること。なお、後天性免疫不

全症候群の患者に対して緩和ケアに

係る診療を行う場合には下記研修を

修了していなくてもよい。 

ア がん等の診療に携わる医師等に

対する緩和ケア研修会の開催指針

に準拠した緩和ケア研修会 

イ 緩和ケアの基本教育のための都

道府県指導者研修会（国立研究開

発法人国立がん研究センター主

催）等 

ウ 日本心不全学会により開催され

る基本的心不全緩和ケアトレーニ

ングコース 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －①】 

① 複数の医療機関による訪問診療の明確化 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域における質の高い在宅医療の提供を推進する観点から、複数の医

療機関が連携して行う訪問診療について、当該医療機関間において情報

共有の取組を行った場合に、依頼先の医療機関が６か月以上訪問診療を

実施できるよう要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

在宅患者訪問診療料（Ⅰ）２について、主治医が診療状況を把握した

上で、診療の求めをした場合には、６月を超えても引き続き当該診療料

を算定できるよう、要件を明確化する。 

 
現 行 改定案 

【在宅患者訪問診療料（Ⅰ）２】 

［算定要件］ 

(7) 「２」は、当該患者の同意を得

て、計画的な医学管理のもと、主治

医として定期的に訪問診療を行って

いる保険医が属する他の保険医療機

関の求めを受けて、当該他の保険医

療機関が診療を求めた傷病に対し訪

問診療を行った場合に、求めがあっ

た日を含む月から６月を限度として

算定できる。ただし、当該他の保険

医療機関の求めに応じ、既に訪問診

療を行った患者と同一の患者につい

て、さらに以下に該当する診療の求

めが新たにあった場合には、当該求

めがあった日を含む月から６月さら

に算定できる。 

 

 

 

 

 

 

 

【在宅患者訪問診療料（Ⅰ）２】 

［算定要件］ 

(7) 「２」は、当該患者の同意を得

て、計画的な医学管理のもと、主治

医として定期的に訪問診療を行って

いる保険医が属する他の保険医療機

関の求めを受けて、当該他の保険医

療機関が診療を求めた傷病に対し訪

問診療を行った場合に、求めがあっ

た日を含む月から６月を限度として

算定できる。ただし、当該他の保険

医療機関の求めに応じ、既に訪問診

療を行った患者と同一の患者につい

て、当該他の保険医療機関との間で

必要に応じて情報共有し、主治医で

ある保険医がその診療状況を把握し

た上で、医学的に必要と判断し、以

下に該当する診療の求めが新たにあ

った場合には、６月を超えて算定で

きる。また、この場合において、診

療報酬明細書の摘要欄に、継続的な

訪問診療の必要性について記載する

こと。 
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ア その診療科の医師でなければ困

難な診療 

イ 既に診療した傷病やその関連疾

患とは明らかに異なる傷病に対す

る診療 

ア その診療科の医師でなければ困

難な診療 

イ 既に診療した傷病やその関連疾

患とは明らかに異なる傷病に対す

る診療 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －②】 

② 在宅療養支援病院における診療体制の整備 
  

第１ 基本的な考え方 

 

地域における質の高い在宅医療の提供を推進する観点から、在宅療養

支援病院について、24時間往診が可能な体制の整備に係る要件を明確化

するとともに、医療資源の少ない地域においては、許可病床数280床未

満の医療機関についても、在宅療養支援病院として届出可能となるよう

見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．医療資源の少ない地域においては、許可病床数280床未満の医療機

関についても、在宅療養支援病院として届出可能とする。 

 
現 行 改定案 

【在宅療養支援病院】 

［施設基準］ 

次のいずれかに該当するものである

こと。 

(1) 次のいずれの基準にも該当するも

のであること。 

イ 保険医療機関である病院であっ

て、許可病床数が二百床（基本診

療料の施設基準等別表第六の二に

掲げる地域に所在する保険医療機

関にあっては二百四十床）未満の

もの又は当該病院を中心とした半

径四キロメートル以内に診療所が

存在しないものであること。 

(2) 他の保険医療機関（診療所又は許

可病床数が二百床（基本診療料の施

設基準等の別表第六の二に掲げる地

域に所在する保険医療機関にあって

は二百四十床）未満の病院に限

る。）と地域における在宅療養の支

援に係る連携体制を構築している病

院であって、次のいずれの基準にも

該当するものであること。 

イ 保険医療機関である病院であっ

【在宅療養支援病院】 

［施設基準］ 

次のいずれかに該当するものである

こと。 

(1) 次のいずれの基準にも該当するも

のであること。 

イ 保険医療機関である病院であっ

て、許可病床数が二百床（基本診

療料の施設基準等別表第六の二に

掲げる地域に所在する保険医療機

関にあっては二百八十床）未満の

もの又は当該病院を中心とした半

径四キロメートル以内に診療所が

存在しないものであること。 

(2) 他の保険医療機関（診療所又は許

可病床数が二百床（基本診療料の施

設基準等の別表第六の二に掲げる地

域に所在する保険医療機関にあって

は二百八十床）未満の病院に限

る。）と地域における在宅療養の支

援に係る連携体制を構築している病

院であって、次のいずれの基準にも

該当するものであること。 

イ 保険医療機関である病院であっ
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て、許可病床数が二百床（基本診

療料の施設基準等別表第六の二に

掲げる地域に所在する保険医療機

関にあっては二百四十床）未満の

ものであること。 

(3) 次のいずれの基準にも該当するも

のであること。 

イ 保険医療機関である病院であっ

て、許可病床数が二百床（基本診

療料の施設基準等別表第六の二に

掲げる地域に所在する保険医療機

関にあっては二百四十床）未満の

もの又は当該病院を中心とした半

径四キロメートル以内に診療所が

存在しないものであること。 

て、許可病床数が二百床（基本診

療料の施設基準等別表第六の二に

掲げる地域に所在する保険医療機

関にあっては二百八十床）未満の

ものであること。 

(3) 次のいずれの基準にも該当するも

のであること。 

イ 保険医療機関である病院であっ

て、許可病床数が二百床（基本診

療料の施設基準等別表第六の二に

掲げる地域に所在する保険医療機

関にあっては二百八十床）未満の

もの又は当該病院を中心とした半

径四キロメートル以内に診療所が

存在しないものであること。 

 

２．在宅療養支援病院について、往診を担当する医師については、緊急

時の連絡体制及び24時間往診できる体制を確保していれば、当該病院

内に待機していなくてもよい旨を明確化する。 

 
現 行 改定案 

【在宅療養支援病院】 

［施設基準］ 

第14の２ 在宅療養支援病院 

１ 在宅療養支援病院の施設基準 

(1) 

オ  往診を担当する医師は

当該保険医療機関の当直

体制を担う医師とは別の

ものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【在宅療養支援病院】 

［施設基準］ 

第14の２ 在宅療養支援病院 

１ 在宅療養支援病院の施設基準 

(1) 

オ  往診を担当する医師は

当該保険医療機関の当直

体制を担う医師とは別の

ものであること。なお、

往診を担当する医師につ

いては、緊急時の連絡体

制及び24時間往診できる

体制を確保していれば、

必ずしも当該保険医療機

関内に待機していなくて

も良いものとする。 

 

※ (2)、(3)についても(1)と同様

の取り扱いとする。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －③】 

③ 小児の在宅人工呼吸管理における材料の評価 
  

 

「Ⅱ－８－①」を参照のこと。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －④】 

④ 在宅自己導尿における 

特殊カテーテル加算の見直し 
  

 

「Ⅱ－８－②」を参照のこと。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑤】 

⑤ 機能強化型訪問看護ステーションの要件見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

より手厚い訪問看護の提供体制を推進するとともに、訪問看護ステー

ションにおける医療従事者の働き方の観点から、機能強化型訪問看護管

理療養費の人員配置等に係る要件の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．機能強化型訪問看護管理療養費１及び２の人員配置基準について、

一部の看護職員については常勤換算による算入を可能とする。  

 
現 行 改定案 

【機能強化型訪問看護管理療養費１

（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

常勤の保健師、助産師、看護師又は

准看護師の数が７以上であること（サ

テライトに配置している看護職員も含

む）。当該職員数については、常勤職

員のみの数とすること。 

 

 

 

【機能強化型訪問看護管理療養費２

（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

常勤の保健師、助産師、看護師又は

准看護師の数が５以上であること（サ

テライトに配置している看護職員も含

む）。当該職員数については、常勤職

員のみの数とすること。 

 

 

【機能強化型訪問看護管理療養費１

（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

常勤の保健師、助産師、看護師又は

准看護師の数が７以上であること（サ

テライトに配置している看護職員も含

む）。当該職員数のうち６について

は、常勤職員のみの数とし、１につい

ては、非常勤看護職員の実労働時間を

常勤換算し算入することができる。 

 

【機能強化型訪問看護管理療養費２

（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

常勤の保健師、助産師、看護師又は

准看護師の数が５以上であること（サ

テライトに配置している看護職員も含

む）。当該職員数のうち４について

は、常勤職員のみの数とし、１につい

ては、非常勤看護職員の実労働時間を

常勤換算し算入することができる。 

 

２．機能強化型訪問看護管理療養費１、２及び３の人員配置基準につい

て、看護職員の割合を要件に加える。  

 
現 行 改定案 

【機能強化型訪問看護管理療養費１、 【機能強化型訪問看護管理療養費１、
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２及び３（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

（新設） 

 

２及び３（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

看護師等の６割以上が看護職員であ

ること。 

 

［経過措置］ 

令和２年３月31日において現に機能強化型訪問看護管理療養費１、

２又は３を届け出ているものについては、令和●年●月●日までの

間に限り、当該基準を満たすものとみなす。 

 

３．機能強化型訪問看護管理療養費の実績要件のうちターミナルケア件

数について、実績を求める期間を変更する。 

 
現 行 改定案 

【機能強化型訪問看護管理療養費１

（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

ウ 次のいずれかを満たすこと。 

（イ）訪問看護ターミナルケア療養費

の算定件数、介護保険制度による

ターミナルケア加算の算定件数、

在宅で死亡した利用者のうち当該

訪問看護ステーションと共同で訪

問看護を行った保険医療機関にお

いて在宅がん医療総合診療料を算

定していた利用者数及び当該訪問

看護ステーションが６月以上の指

定訪問看護を実施した利用者であ

って、あらかじめ聴取した利用者

及びその家族等の意向に基づき、

７日以内の入院を経て連携する保

険医療機関で死亡した利用者数

（以下「ターミナルケア件数」と

いう。）を合計した数が20以上。 

 

（ロ）ターミナルケア件数を合計した

数が年に15以上、かつ、15歳未満

の超重症児及び準超重症児の利用

者数を合計した数が常時４人以

上。 

 

 

【機能強化型訪問看護管理療養費１

（訪問看護管理療養費）】 

［施設基準］ 

ウ 次のいずれかを満たすこと。 

（イ）訪問看護ターミナルケア療養費

の算定件数、介護保険制度による

ターミナルケア加算の算定件数、

在宅で死亡した利用者のうち当該

訪問看護ステーションと共同で訪

問看護を行った保険医療機関にお

いて在宅がん医療総合診療料を算

定していた利用者数及び当該訪問

看護ステーションが６月以上の指

定訪問看護を実施した利用者であ

って、あらかじめ聴取した利用者

及びその家族等の意向に基づき、

７日以内の入院を経て連携する保

険医療機関で死亡した利用者数

（以下「ターミナルケア件数」と

いう。）を合計した数が前年度に

20以上。 

（ロ）ターミナルケア件数を合計した

数が前年度に15以上、かつ、15歳

未満の超重症児及び準超重症児の

利用者数を合計した数が常時４人

以上。 

 

※ 機能強化型訪問看護管理療養費２

についても同様。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑥】 

⑥ 医療機関における質の高い訪問看護の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療機関からの訪問看護について、より手厚い訪問看護提供体制を評

価する観点から、訪問看護に係る一定の実績要件を満たす場合について、

新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

医療機関からの訪問看護について、一定の実績要件を満たす場合の在

宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料の加算を

新設する。 

 

（新）  訪問看護・指導体制充実加算（月１回）   ●点 

 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療機関において訪問看護・指導を実施し

た場合には、訪問看護・指導体制充実加算として、月１回に限り●点

を所定点数に加算する。 

 

［施設基準］ 

次のいずれにも該当するものであること。 

（１）当該保険医療機関において又は他の保険医療機関若しくは訪問看

護ステーションの看護師等との連携により、患家の求めに応じて、

当該保険医療機関の保険医の指示に基づき、24時間訪問看護の提供

が可能な体制を確保していること。 

（２）次に掲げる項目のうち少なくとも２つを満たしていること。ただ

し、許可病床数が400床以上の病院にあっては、アを含めた２項目

以上を満たしていること。 

ア 在宅患者訪問看護・指導料３又は同一建物居住者訪問看護・指

導料３を前年度において計５回以上算定している保険医療機関で

あること。 

イ 在宅患者訪問看護・指導料の注７に掲げる乳幼児加算又は同一

建物居住者訪問看護・指導料の注４に掲げる乳幼児加算を前年度

において計25回以上算定している保険医療機関であること。 
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ウ 特掲診療料の施設基準等別表第七に掲げる疾病等の患者につい

て、在宅患者訪問看護・指導料又は同一建物居住者訪問看護・指

導料を前年度において計25回以上算定している保険医療機関であ

ること。 

エ 在宅患者訪問看護・指導料の注10に掲げる在宅ターミナルケア

加算又は同一建物居住者訪問看護・指導料の注４に掲げる同一建

物居住者ターミナルケア加算を前年度において計４回以上算定し

ている保険医療機関であること。 

オ 退院時共同指導料１又は２を前年度において計25回以上算定し

ている保険医療機関であること。 

カ 開放型病院共同指導料（Ⅰ）又は（Ⅱ）を前年度において計40

回以上算定している保険医療機関であること。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑦】 

⑦ 小児への訪問看護に係る関係機関の連携強化 
  

第１ 基本的な考え方 

 

訪問看護ステーションと自治体等の関係機関の連携を推進するため、

訪問看護情報提供療養費に係る要件の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．訪問看護ステーションから自治体への情報提供の対象者について、15

歳未満の小児の利用者を含める。 

 

現 行 改定案 

【訪問看護情報提供療養費１】 

［算定要件］ 

訪問看護情報提供療養費の注１に規

定する厚生労働大臣が定める疾病等の

利用者 

(1)～(3) （略） 

（新設） 

【訪問看護情報提供療養費１】 

［算定要件］ 

訪問看護情報提供療養費の注１に規

定する厚生労働大臣が定める疾病等の

利用者 

(1)～(3) （略） 

（４）十五歳未満の小児 

 

２．医療的ケアが必要な児童等について、訪問看護ステーションから学校

への情報提供に係る要件を見直すとともに、情報提供先に保育所及び幼

稚園を含める。  

 

現 行 改定案 

【訪問看護情報提供療養費２】 

［算定要件］ 

２については、別に厚生労働大臣が

定める疾病等の利用者のうち、学校教

育法（昭和22年法律第26号）に規定す

る小学校、中学校、義務教育学校、中

等教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部若しくは中学部（以下「義

務教育諸学校」という。）への入学

時、転学時等により当該義務教育諸学

校に初めて在籍することとなる利用者

【訪問看護情報提供療養費２】 

［算定要件］ 

２については、別に厚生労働大臣が

定める疾病等の利用者のうち、保育

所、学校教育法（昭和22年法律第26

号）に規定する幼稚園、小学校、中学

校、義務教育学校、中等教育学校の前

期課程又は特別支援学校の小学部若し

くは中学部（以下「保育所等」とい

う。）へ通園又は通学する利用者につ

いて、訪問看護ステーションが、当該
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について、訪問看護ステーションが、

当該利用者の同意を得て、当該義務教

育諸学校からの求めに応じて、指定訪

問看護の状況を示す文書を添えて必要

な情報を提供した場合に、利用者１人

につき月１回に限り算定する。ただ

し、他の訪問看護ステーションにおい

て、当該義務教育諸学校に対して情報

を提供することにより訪問看護情報提

供療養費２を算定している場合は、算

定しない。 

利用者の同意を得て、当該保育所等か

らの求めに応じて、指定訪問看護の状

況を示す文書を添えて必要な情報を提

供した場合に、利用者１人につき各年

度１回に限り算定する。ただし、入園

又は入学、転園又は転学等により当該

保育所等に初めて在籍することとなる

月についてはこの限りでない。また、

他の訪問看護ステーションにおいて、

当該保育所等に対して情報を提供する

ことにより訪問看護情報提供療養費２

を算定している場合は、算定しない。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑧】 

⑧ 専門性の高い看護師による同行訪問の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

利用者のニーズに合わせた質の高い訪問看護の提供を推進するため、

人工肛門・人工膀胱ケア等のニーズを有する在宅療養者に対する専門の

研修を受けた看護師による同行訪問について、要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

専門性の高い看護師による同行訪問について、人工肛門・人工膀胱の

皮膚障害を伴わない合併症を対象に含める。 

 

現 行 改定案 

【訪問看護基本療養費（Ⅰ）】 

［算定要件］ 

(3) 訪問看護基本療養費（Ⅰ）のハに

ついては、悪性腫瘍の鎮痛療法若し

くは化学療法を行っている利用者、

真皮を越える褥瘡の状態にある利用

者又は人工肛門若しくは人工膀胱周

囲の皮膚にびらん等の皮膚障害が継

続又は反復して生じている状態にあ

る利用者に対して、それらの者の主

治医から交付を受けた訪問看護指示

書及び訪問看護計画書に基づき、緩

和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア

及び人工膀胱ケアに係る専門の研修

を受けた看護師が、他の訪問看護ス

テーションの看護師若しくは准看護

師又は当該利用者の在宅療養を担う

保険医療機関の看護師若しくは准看

護師と共同して指定訪問看護を行っ

た場合に月に１回を限度として、緩

和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア

及び人工膀胱ケアに係る専門の研修

を受けた看護師が所属する訪問看護

【訪問看護基本療養費（Ⅰ）】 

［算定要件］ 

(3) 訪問看護基本療養費（Ⅰ）のハに

ついては、悪性腫瘍の鎮痛療法若し

くは化学療法を行っている利用者、

真皮を越える褥瘡の状態にある利用

者又は人工肛門若しくは人工膀胱周

囲の皮膚にびらん等の皮膚障害が継

続又は反復して生じている状態にあ

る利用者若しくは人工肛門若しくは

人工膀胱のその他の合併症を有する

利用者に対して、それらの者の主治

医から交付を受けた訪問看護指示書

及び訪問看護計画書に基づき、緩和

ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及

び人工膀胱ケアに係る専門の研修を

受けた看護師が、他の訪問看護ステ

ーションの看護師若しくは准看護師

又は当該利用者の在宅療養を担う保

険医療機関の看護師若しくは准看護

師と共同して指定訪問看護を行った

場合に月に１回を限度として、緩和

ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及
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ステーションが算定できるものであ

る。（略） 

 

 

び人工膀胱ケアに係る専門の研修を

受けた看護師が所属する訪問看護ス

テーションが算定できるものであ

る。（略） 

 

※ 訪問看護基本療養費（Ⅱ）のハ、

在宅患者訪問看護・指導料３及び同

一建物居住者訪問看護・指導料３に

ついても同様 

 

 



401 

 

【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑨】 

⑨ 訪問看護における特定保険医療材料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療的ニーズの高い在宅療養者への質の高い訪問看護の提供を推進す

るため、訪問看護において用いる可能性のある医療材料について評価を

見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

訪問看護において用いる可能性のある医療材料を、特定保険医療材料

として算定可能な材料に追加する。 

 

（新）  011  膀胱瘻用カテーテル        ●円 

012  交換用胃瘻カテーテル 

（１）胃留置型 

① バンパー型 

ア ガイドワイヤーあり   ●円 

イ ガイドワイヤーなし   ●円 

② バルーン型        ●円 

（２）小腸留置型 

① バンパー型        ●円 

② バルーン型        ●円 

013  局所陰圧閉鎖処置用材料      ●円 

014  陰圧創傷治療用カートリッジ    ●円 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑩】 

⑩ 精神障害を有する者への訪問看護の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

精神障害を有する者への適切かつ効果的な訪問看護の提供を推進する

観点から、利用者の状態把握を行うことが可能となるよう、精神科訪問

看護基本療養費、精神科訪問看護・指導料及び複数名精神科訪問看護加

算の要件の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．精神科訪問看護基本療養費等について、訪問看護記録書、訪問看護

報告書及び訪問看護療養費明細書へのＧＡＦ尺度により判定した値の

記載を要件とする。 

 
現 行 改定案 

【精神科訪問看護基本療養費】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

【精神科訪問看護・指導料】 

［算定要件］ 

(20)保健師等は、医師の指示に基づき

行った指導の内容の要点並びに精神

科訪問看護・指導を実施した際の開

始時刻及び終了時刻を記録する。 

【精神科訪問看護基本療養費】 

［算定要件］ 

精神科訪問看護基本療養費（Ⅰ）及

び（Ⅲ）を算定する場合には、訪問看

護記録書、訪問看護報告書及び訪問看

護療養費明細書に、当該月の最初の訪

問看護時におけるＧＡＦ尺度により判

定した値を記載する。 

 

【精神科訪問看護・指導料】 

［算定要件］ 

(20)保健師等は、医師の指示に基づき

行った指導の内容の要点、当該月の

最初の訪問看護・指導時におけるＧ

ＡＦ尺度により判定した値並びに精

神科訪問看護・指導を実施した際の

開始時刻及び終了時刻を記録する。

また、診療報酬明細書の摘要欄に、

当該月の最初の訪問看護・指導時に

おけるＧＡＦ尺度により判定した値

を記載する。 
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２．複数名精神科訪問看護加算について、精神科訪問看護指示書への必要

性の記載方法を見直す。 

 
現 行 改定案 

【精神科訪問看護指示料】 

（別紙様式17） 

精神科訪問看護指示書 

複数名訪問の必要性 あり・なし 

（新設） 

【精神科訪問看護指示料】 

（別紙様式17） 

精神科訪問看護指示書 

複数名訪問の必要性 あり・なし 

理由： 

１．暴力行為、著しい迷惑行為、

器物破損行為等が認められる者 

２．利用者の身体的理由により一

人の看護師等による訪問看護が

困難と認められる者 

３．利用者及びその家族それぞれ

への支援が必要な者 

４．その他（自由記載） 

 

※ 精神科特別訪問看護指示書につい

ても同様。 

 

３．精神科訪問看護・指導料について、訪問した職種が分かるよう区分を

新設する。  

 
現 行 改定案 

【精神科訪問看護・指導料（Ⅰ）】 

イ 保健師、看護師、作業療法士又は

精神保健福祉士による場合 

(1)～(4) （略） 

ロ 准看護師による場合 

(1)～(4) （略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

【精神科訪問看護・指導料（Ⅰ）】 

イ 保健師又は看護師による場合 

(1)～(4) （略） 

 

ロ 准看護師による場合 

(1)～(4) （略） 

ハ 作業療法士による場合 

(1)～(4) （略） 

ニ 精神保健福祉士による場合 

(1)～(4) （略） 

 

※ 精神科訪問看護・指導料（Ⅲ）に

ついても同様。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑪】 

⑪ 医療資源の少ない地域における訪問看護の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

住み慣れた地域で療養しながら生活を継続することができるよう、複

数の訪問看護ステーションが連携して体制を確保した場合について、24

時間対応体制加算の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

複数の訪問看護ステーションが連携して24時間対応体制加算の体制を

確保した場合の対象地域を、医療資源の少ない地域にも拡大する。 

 
現 行 改定案 

【24時間対応体制加算（訪問看護管理

療養費）】 

［算定要件］ 

特別地域に所在する訪問看護ステー

ションにおいては、２つの訪問看護ス

テーションが連携することによって

(1)に規定する24時間対応体制加算に

係る体制にあるものとして、地方厚生

（支）局長に届け出た訪問看護ステー

ションの看護職員（准看護師を除

く。）が指定訪問看護を受けようとす

る者に対して、(1)に規定する24時間

対応体制加算に係る体制にある旨を説

明し、その同意を得た場合に、月１回

に限り所定額に加算することも可能と

する。 

【24時間対応体制加算（訪問看護管理

療養費）】 

［算定要件］ 

特別地域又は医療資源の少ない地域

に所在する訪問看護ステーションにお

いては、２つの訪問看護ステーション

が連携することによって(1)に規定す

る24時間対応体制加算に係る体制にあ

るものとして、地方厚生（支）局長に

届け出た訪問看護ステーションの看護

職員（准看護師を除く。）が指定訪問

看護を受けようとする者に対して、

(1)に規定する24時間対応体制加算に

係る体制にある旨を説明し、その同意

を得た場合に、月１回に限り所定額に

加算することも可能とする。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑫】 

⑫ 同一建物居住者に対する 

複数回の訪問看護の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

効率的な訪問が可能な同一建物居住者に対し、同一日に複数回の訪問

看護を行う場合の加算について、評価体系の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

難病等複数回訪問加算及び精神科複数回訪問加算について、同一建物

居住者に訪問看護を行った場合の評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【難病等複数回訪問加算（訪問看護基

本療養費）】 

注７ １及び２（いずれもハを除

く。）については、注１に規定す

る別に厚生労働大臣が定める疾病

等の利用者又は注６に規定する特

別訪問看護指示書の交付を受けた

利用者に対して、必要に応じて１

日に２回又は３回以上指定訪問看

護を行った場合は、難病等複数回

訪問加算として、それぞれ4,500

円又は8,000円を所定額に加算す

る。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

［算定要件］ 

（新設） 

 

【難病等複数回訪問加算（訪問看護基

本療養費）】 

注７ １及び２（いずれもハを除

く。）については、注１に規定す

る別に厚生労働大臣が定める疾病

等の利用者又は注６に規定する特

別訪問看護指示書の交付を受けた

利用者に対して、必要に応じて１

日に２回又は３回以上指定訪問看

護を行った場合は、難病等複数回

訪問加算として、次に掲げる区分

に従い、１日につき、いずれかを

所定額に加算する。 

 イ １日に２回の場合 

（１）同一建物内１人    ●円 

（２）同一建物内２人    ●円 

（３）同一建物内３人以上  ●円 

 ロ １日に３回以上の場合 

（１）同一建物内１人    ●円 

（２）同一建物内２人    ●円 

（３）同一建物内３人以上  ●円 

 

［算定要件］ 

難病等複数回訪問加算又は精神科複

数回訪問加算（１日当たりの回数の区

分が同じ場合に限る）のそれぞれを合
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算した人数に応じて、同一建物居住者

に係る区分とすること。 

 

※ 同一建物居住者訪問看護・指導料

の当該加算、精神科訪問看護基本療

養費及び精神科訪問看護・指導料の

精神科複数回訪問加算についても同

様。 

 

 



407 

 

【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑬】 

⑬ 同一建物居住者に対する 

複数名による訪問看護の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

効率的な訪問が可能な同一建物居住者に対し、同一日に複数名による

訪問看護を行う場合の加算について、評価体系の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

複数名訪問看護加算、複数名訪問看護・指導加算、複数名精神科訪問

看護加算及び複数名精神科訪問看護・指導加算について、同一建物居住

者に訪問看護を行った場合の評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【複数名訪問看護加算（訪問看護基本

療養費）】 

注12 １及び２（いずれもハを除

く。）については、同時に複数の

看護師等による指定訪問看護が必

要な者として別に厚生労働大臣が

定める者に対し、訪問看護ステー

ションの保健師、助産師、看護師

又は准看護師（以下「看護職員」

という。）が、当該訪問看護ステ

ーションの他の看護師等又は看護

補助者と同時に指定訪問看護を行

うことについて、利用者又はその

家族等の同意を得て、指定訪問看

護を行った場合には、複数名訪問

看護加算として、次に掲げる区分

に従い、１日につき、いずれかを

所定額に加算する。ただし、イ又

はロの場合にあっては週１日を、

ハの場合にあっては週３日を限度

として算定する。 

イ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が他の看護師

等（准看護師を除く。）と同時

【複数名訪問看護加算（訪問看護基本

療養費）】 

注12 １及び２（いずれもハを除

く。）については、同時に複数の

看護師等による指定訪問看護が必

要な者として別に厚生労働大臣が

定める者に対し、訪問看護ステー

ションの保健師、助産師、看護師

又は准看護師（以下「看護職員」

という。）が、当該訪問看護ステ

ーションの他の看護師等又は看護

補助者と同時に指定訪問看護を行

うことについて、利用者又はその

家族等の同意を得て、指定訪問看

護を行った場合には、複数名訪問

看護加算として、次に掲げる区分

に従い、１日につき、いずれかを

所定額に加算する。ただし、イ又

はロの場合にあっては週１日を、

ハの場合にあっては週３日を限度

として算定する。 

イ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が他の看護師

等（准看護師を除く。）と同時
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に指定訪問看護を行う場合 

4,500円 

（新設） 

 

 

ロ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が他の准看護

師と同時に指定訪問看護を行う

場合         3,800円 

（新設） 

 

 

ハ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が看護補助者

と同時に指定訪問看護を行う場

合（別に厚生労働大臣が定める

場合を除く。）    3,000円 

（新設） 

 

 

ニ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が看護補助者

と同時に指定訪問看護を行う場

合（別に厚生労働大臣が定める

場合に限る。） 

（１）１日に１回の場合 3,000円 

（新設） 

 

 

 

（２）１日に２回の場合 6,000円 

（新設） 

 

 

 

（３）１日に３回以上の場合 

10,000円 

（新設） 

 

 

 

 

［算定要件］ 

（新設） 

に指定訪問看護を行う場合 

 

（１）同一建物内１人   ●円 

（２）同一建物内２人   ●円 

（３）同一建物内３人以上 ●円 

ロ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が他の准看護

師と同時に指定訪問看護を行う

場合 

（１）同一建物内１人   ●円 

（２）同一建物内２人   ●円 

（３）同一建物内３人以上 ●円 

ハ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が看護補助者

と同時に指定訪問看護を行う場

合（別に厚生労働大臣が定める

場合を除く。） 

（１）同一建物内１人   ●円 

（２）同一建物内２人   ●円 

（３）同一建物内３人以上 ●円 

ニ 所定額を算定する指定訪問看

護を行う看護職員が看護補助者

と同時に指定訪問看護を行う場

合（別に厚生労働大臣が定める

場合に限る。） 

（１）１日に１回の場合 

① 同一建物内１人  ●円 

② 同一建物内２人  ●円 

③ 同一建物内３人以上 

●円 

（２）１日に２回の場合 

① 同一建物内１人  ●円 

② 同一建物内２人  ●円 

③ 同一建物内３人以上 

●円 

（３）１日に３回以上の場合 

 

① 同一建物内１人  ●円 

② 同一建物内２人  ●円 

③ 同一建物内３人以上 

●円 

 

［算定要件］ 

複数名訪問看護加算又は複数名精神
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科訪問看護加算（訪問する職種及び１

日当たりの回数が同じ場合に限る）の

それぞれを合算した人数に応じて、同

一建物居住者に係る区分とすること。 

 

※ 同一建物居住者訪問看護・指導料

の複数名訪問看護・指導加算、精神

科訪問看護基本療養費の複数名精神

科訪問看護加算、精神科訪問看護・

指導料の複数名精神科訪問看護・指

導加算についても同様。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑭】 

⑭ 理学療法士等による訪問看護の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療的なニーズの高い利用者への訪問看護がより適切に提供されるよ

う、理学療法士等による訪問看護について評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．理学療法士等による訪問看護について、週４日目以降の評価を見直

す。 

 
現 行 改定案 

【訪問看護基本療養費（Ⅰ）】 

イ 保健師、助産師、看護師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士に

よる場合（ハを除く。） 

ロ・ハ （略） 

（新設） 

 

【訪問看護基本療養費（Ⅰ）】 

イ 保健師、助産師又は看護師による

場合（ハを除く。） 

 

ロ・ハ （略） 

ニ 理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士による場合       ●円 

 

※ 訪問看護基本療養費（Ⅱ）につい

ても同様。 

 

２．訪問看護計画書及び訪問看護報告書について、訪問する職種又は訪

問した職種の記載を要件とする。 

 
現 行 改定案 

【訪問看護管理療養費】 

［算定要件］ 

理学療法士、作業療法士及び言語聴

覚士（以下「理学療法士等」とい

う。）が訪問看護を提供している利用

者について、訪問看護計画書及び訪問

看護報告書は、理学療法士等が提供す

る内容についても一体的に含むものと

し、看護職員（准看護師を除く）と理

学療法士等が連携し作成する。また、

訪問看護計画書及び訪問看護報告書の

作成にあたっては、指定訪問看護の利

【訪問看護管理療養費】 

［算定要件］ 

理学療法士、作業療法士及び言語聴

覚士（以下「理学療法士等」とい

う。）が訪問看護を提供している利用

者について、訪問看護計画書及び訪問

看護報告書は、理学療法士等が提供す

る内容についても一体的に含むものと

し、看護職員（准看護師を除く）と理

学療法士等が連携し作成する。また、

訪問看護計画書及び訪問看護報告書の

作成にあたっては、指定訪問看護の利



411 

 

用開始時及び利用者の状態の変化等に

合わせ看護職員による定期的な訪問に

より、利用者の病状及びその変化に応

じた適切な評価を行う。 

用開始時及び利用者の状態の変化等に

合わせ看護職員による定期的な訪問に

より、利用者の病状及びその変化に応

じた適切な評価を行うこととし、更に

訪問看護計画書には訪問看護を提供す

る予定の職種について、訪問看護報告

書には訪問看護を提供した職種につい

て記載すること。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑮】 

⑮ 小規模多機能型居宅介護等への訪問診療の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

退院直後に小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護

（複合型サービス）を利用する医療的なニーズの高い患者について、自

宅への生活へスムーズに移行できるよう、宿泊サービス利用中の訪問診

療の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護（複合型サ

ービス）の宿泊サービスを利用する患者について、保険医療機関の退院

日からサービスを利用している場合に限り、サービス利用開始前30日以

内の訪問診療の算定がない場合においても訪問診療を行うことを可能と

する。 

 
現 行 改定案 

【在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び

（Ⅱ）、在宅時医学総合管理料、在宅

がん医療総合診療料】 

［算定要件］ 

入院中の患者以外の患者であって、

小規模多機能型居宅介護又は複合型サ

ービスを受けているものについては、

当該患者が当該サービスの利用を開始

した日より前三十日の間に患家を訪問

し、別表第一区分番号Ｃ００１に掲げ

る在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、別表第

一区分番号Ｃ００１－２に掲げる在宅

患者訪問診療料（Ⅱ）、別表第一区分

番号Ｃ００２に掲げる在宅時医学総合

管理料、別表第一区分番号Ｃ００２－

２に掲げる施設入居時等医学総合管理

料又は別表第一区分番号Ｃ００３に掲

げる在宅がん医療総合診療料を算定し

た保険医療機関の医師が診察した場合

（当該サービスを提供する施設におけ

る医師により行われる場合を除く。）

に、当該サービスの利用を開始した日

【在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び

（Ⅱ）、在宅時医学総合管理料、在宅

がん医療総合診療料】 

［算定要件］ 

入院中の患者以外の患者であって、

小規模多機能型居宅介護又は複合型サ

ービスを受けているものについては、

当該患者が当該サービスの利用を開始

した日より前三十日の間に患家を訪問

し、別表第一区分番号Ｃ００１に掲げ

る在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、別表第

一区分番号Ｃ００１－２に掲げる在宅

患者訪問診療料（Ⅱ）、別表第一区分

番号Ｃ００２に掲げる在宅時医学総合

管理料、別表第一区分番号Ｃ００２－

２に掲げる施設入居時等医学総合管理

料又は別表第一区分番号Ｃ００３に掲

げる在宅がん医療総合診療料（以下

「在宅患者訪問診療料等」という。）

を算定した保険医療機関の医師が診察

した場合（当該サービスを提供する施

設における医師により行われる場合を
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から三十日の間（末期の悪性腫瘍であ

る患者に対して実施した場合を除

く。）に限り、算定できる。 

 

除く。）に、当該サービスの利用を開

始した日から三十日の間（末期の悪性

腫瘍である患者に対して実施した場合

を除く。）に限り、算定できる。 

また、保険医療機関の退院日から当

該サービスの利用を開始した患者につ

いては、当該サービス利用開始前の在

宅患者訪問診療料等の算定にかかわら

ず、退院日を除き算定できる（末期の

悪性腫瘍以外の患者においては、利用

開始後三十日までの間に限る。）。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑯】 

⑯ 患者の状態に応じた在宅薬学管理業務の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

質の高い在宅医療の確保の観点から、在宅薬学管理業務について見直

しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．緊急時の訪問薬剤管理指導について、医師の求めにより、計画的な

訪問薬剤管理指導の対象とはなっていない疾患等に対応するために緊

急に患家に訪問し、必要な薬学的管理及び指導を行った場合について

新たな評価を行う。 

 
現 行 改定案 

【在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料】 

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料 

500点 

（新設） 

 

注１ 訪問薬剤管理指導を実施してい

る保険薬局の保険薬剤師が、在宅

での療養を行っている患者であっ

て通院が困難なものの状態の急変

等に伴い、当該患者の在宅療養を

担う保険医療機関の保険医の求め

により、当該患者に係る計画的な

訪問薬剤管理指導とは別に、緊急

に患家を訪問して必要な薬学的管

理及び指導を行った場合に、月４

回に限り算定する。 

【在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料】 

１ 計画的な訪問薬剤管理指導に係る

疾患の急変に伴うものの場合 ●点 

２ １以外の場合       ●点 

 

注１ １及び２については、訪問薬剤

管理指導を実施している保険薬局

の保険薬剤師が、在宅での療養を

行っている患者であって通院が困

難なものの状態の急変等に伴い、

当該患者の在宅療養を担う保険医

療機関の保険医の求めにより、当

該患者に係る計画的な訪問薬剤管

理指導とは別に、緊急に患家を訪

問して必要な薬学的管理及び指導

を行った場合に、１と２を合わせ

て月４回に限り算定する。 

 

２．経管投薬が行われている患者が簡易懸濁法を開始する場合について、

医師の求めなどに応じて薬局が必要な支援等を行った場合について新

たな評価を行う。 

「Ⅱ－10－②」を参照のこと。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑰】 

⑰ 在宅患者訪問褥瘡管理指導料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

在宅における褥瘡管理を推進する観点から、在宅患者訪問褥瘡管理指

導料について、管理栄養士の雇用形態等を含め、要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

初回カンファレンスの実施及び在宅褥瘡診療計画の策定を評価すると

ともに、管理栄養士の雇用形態に関わらず、褥瘡対策チームに参画でき

るよう要件を見直す。 

 

現 行 改定案 

【在宅患者訪問褥瘡管理指導料】 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、重点的な褥瘡管理

を行う必要が認められる患者（在

宅での療養を行っているものに限

る。）に対して、当該患者の同意

を得て、当該保険医療機関の保険

医、管理栄養士、看護師又は連携

する他の保険医療機関等の看護師

が共同して、褥瘡管理に関する計

画的な指導管理を行った場合に

は、初回のカンファレンスから起

算して６月以内に限り、当該患者

１人につき２回に限り所定点数を

算定する。 

 

 

(7) 「注１」については、初回カンフ

ァレンスを起算日として３月以内に

評価カンファレンスを実施した場合

【在宅患者訪問褥瘡管理指導料】 

［算定要件］ 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、重点的な褥瘡管理

を行う必要が認められる患者（在

宅での療養を行っているものに限

る。）に対して、当該患者の同意

を得て、当該保険医療機関の保険

医、管理栄養士又は当該保険医療

機関以外の管理栄養士、看護師又

は連携する他の保険医療機関等の

看護師が共同して、褥瘡管理に関

する計画的な指導管理を行った場

合には、初回のカンファレンスか

ら起算して６月以内に限り、当該

患者１人につき３回に限り所定点

数を算定する。 

 

(7) 「注１」については、初回カンフ

ァレンス時に算定できる。また、初

回カンファレンスを起算日として３
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に算定できる。３月以内の評価カン

ファレンスの結果、継続して指導管

理が必要と認められた場合に限り、

初回カンファレンス後４月以上６月

以内に実施した２回目の評価カンフ

ァレンスについても実施した場合

に、算定することができる。 

 

月以内に評価カンファレンスを実施

した場合に２回目のカンファレンス

として算定できる。２回目のカンフ

ァレンスの結果、継続して指導管理

が必要と認められた場合に限り、初

回カンファレンス後４月以上６月以

内に実施した３回目の評価カンファ

レンスについても実施した場合に、

算定することができる。 
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【Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑱】 

⑱ 栄養サポートチーム等連携加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

多職種連携を推進する観点から、小児在宅患者訪問口腔リハビリテー

ション指導管理料において栄養サポートチーム等連携加算を設定する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料に栄養サポート

チーム等連携加算を新設する。 

 
現 行 改定案 

【小児在宅患者訪問口腔リハビリテー

ション指導管理料】     450点 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

【小児在宅患者訪問口腔リハビリテー

ション指導管理料】     ●点 

 

注６ 当該保険医療機関の歯科医師

が、他の保険医療機関等において

療養を行っている患者に対して、

当該患者の入院している他の保険

医療機関等の栄養サポートチーム

又は食事観察等の構成員として診

療を行い、その結果を踏まえて注

１に定する口機能評価に基づく管

理を行った場合は、小児栄養サポ

ートチーム等連携加算１として、

●点を所定点数に加算する。 

 

注７ 当該保険医療機関の歯科医師

が、児童福祉法第42 条に規定す

る障害児入所施設等に入所してい

る患者に対して、当該患者の入所

している施設で行われる食事観察

等に参加し、その結果を踏まえて

注１に規定する口腔機能評価に基

づく管理を行った場合は、小児栄

養サポートチーム等連携加算２と

して、●点を所定点数に加算す

る。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －①】 

① 入退院支援に係る人員配置の見直し 
  

 

「Ⅰ－２－⑨」を参照のこと。 

 

 



419 

 

【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －②】 

② 入院時支援加算の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

入院前からの患者支援を実施することにより、円滑な入院医療の提供

や病棟負担の軽減等を推進するため、関係する職種と連携して入院前か

らの支援を十分に行い、入院後の管理に適切に繋げた場合について要件

及び評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

入院時支援加算について、関係職種と連携して入院前にア～クの項目

を全て実施し、病棟職員との情報共有や患者又はその家族等への説明等

を行う場合の要件及び評価を見直す。 

 
現 行 改定案 

【入院時支援加算】 

注７ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院している患者であって

別に厚生労働大臣が定めるものに

対して、入院前に支援を行った場

合に、入院時支援加算として、

200点を更に所定点数に加算す

る。 

（新設） 

（新設） 

 

［算定要件］ 

(21)「注７」に規定する入院時支援加

算を算定するに当たっては、入院の

決まった患者に対し、入院中の治療

や入院生活に係る計画に備え、入院

前に以下のアからクまで（イについ

ては、患者が要介護又は要支援状態

の場合のみ）を実施し、その内容を

踏まえ、入院中の看護や栄養管理等

に係る療養支援の計画を立て、患者

及び入院予定先の病棟職員と共有し

【入院時支援加算】 

注７ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院している患者であって

別に厚生労働大臣が定めるものに

対して、入院前に支援を行った場

合に、入院前の支援の状況に応じ

て、次に掲げる点数を更に所定点

数に加算する。 

イ 入院時支援加算１    ●点 

ロ 入院時支援加算２    ●点 

 

［算定要件］ 

(21)「注７」に規定する入院時支援加

算を算定するに当たっては、入院の

決まった患者に対し、入院中の治療

や入院生活に係る計画に備え、入院

前に以下のアからクまで（イについ

ては、患者が要介護又は要支援状態

の場合のみ）を実施し、その内容を

踏まえ、入院中の看護や栄養管理等

に係る療養支援の計画を立て、患者

及び入院予定先の病棟職員と共有し
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た場合に算定する。患者の病態等に

よりアからクまでについて全て実施

できない場合は、実施した内容の範

囲で療養支援計画を立てても差し支

えないが、この場合であっても、

ア、イ及びク（イについては、患者

が要介護又は要支援状態の場合の

み）は必ず実施しなければならな

い。 

 

 

ア 身体的・社会的・精神的背景を

含めた患者情報の把握 

イ 入院前に利用していた介護サー

ビス又は福祉サービスの把握 

ウ 褥瘡に関する危険因子の評価 

エ 栄養状態の評価 

オ 服薬中の薬剤の確認 

カ 退院困難な要因の有無の評価 

キ 入院中に行われる治療・検査の

説明 

ク 入院生活の説明 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

た場合に算定する。入院前にアから

ク（イについては、患者が要介護又

は要支援状態の場合のみ）までを全

て実施して療養支援計画を立てた場

合は入院時支援加算１を、患者の病

態等によりアからクまでの全ては実

施できず、ア、イ及びク（イについ

ては、患者が要介護又は要支援状態

の場合のみ）を含む一部の項目を実

施して療養支援計画を立てた場合

は、入院時支援加算２を算定する。 

ア 身体的・社会的・精神的背景を

含めた患者情報の把握 

イ 入院前に利用していた介護サー

ビス又は福祉サービスの把握 

ウ 褥瘡に関する危険因子の評価 

エ 栄養状態の評価 

オ 服薬中の薬剤の確認 

カ 退院困難な要因の有無の評価 

キ 入院中に行われる治療・検査の

説明 

ク 入院生活の説明 

(22)「注７」に規定する入院時支援加

算を算定するに当たって、作成した

療養支援計画書については、患者の

入院前に入院予定先の病棟職員に共

有すること。また、入院前又は入院

日に患者又はその家族等に交付して

説明し、その内容を診療録等に記載

又は添付すること。なお、第１章第

２部の通則７の規定に基づき作成す

る入院診療計画書等をもって、当該

療養支援計画書としてもよい。 

(23)患者の栄養状態の評価や服薬中の

薬剤の確認に当たっては、必要に応

じて、管理栄養士や薬剤師等の関係

職種と十分に連携を図ること。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －③】 

③ 入退院支援における総合的な機能評価の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

高齢かつ退院困難な要因を有する患者に対して、患者の身体的・社会

的・精神的背景等を踏まえた適切な支援が行われるよう、入退院支援加

算について高齢者の総合的な機能評価の結果を踏まえて支援を行った場

合をさらに評価するとともに、総合評価加算の扱いを見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．入退院支援加算について、高齢者の総合的な機能評価を行った上で、

その結果を踏まえて支援を行う場合の評価を行う。 

 
現 行 改定案 

【入退院支援加算】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

【入退院支援加算】 

［算定要件］ 

注８ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院している患者であって

別に厚生労働大臣が定めるものに

対して、当該患者の基本的な日常

生活能力、認知機能、意欲等につ

いて総合的な評価を行った上で、

結果を踏まえて入退院支援を行っ

た場合に、総合機能評価加算とし

て、●点を更に所定点数に加算す

る。 

 

［別に厚生労働大臣が定めるもの］ 

１ 入退院支援加算１又は２を算定す

る患者 

２ 介護保険法施行令第２条各号に規

定する特定疾病を有する40歳以上

65歳未満のもの又は65歳以上の患

者 

 

(22)「注８」に規定する総合機能評価

加算については、介護保険法施行令
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

［施設基準］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

第２条各号に規定する特定疾病を有

する40歳以上65歳未満である者及び

65歳以上である者について、身体機

能や退院後に必要となりうる介護サ

ービス等について総合的に評価を行

い、入院中の診療や適切な退院支援

に活用する取組を評価するものであ

る。患者の病状の安定が見込まれた

後できるだけ早期に、患者の基本的

な日常生活能力、認知機能、意欲等

について総合的な評価（以下「総合

的な機能評価」という。）を行った

上で、結果を踏まえて入退院支援を

行った場合に算定する。 

(23) 総合的な機能評価に係る測定

は、医師又は歯科医師以外の医療職

種が行うことも可能であるが、当該

測定結果に基づく評価は、研修を修

了した医師若しくは歯科医師、総合

的な機能評価の経験を１年以上有す

る医師若しくは歯科医師又は当該患

者に対する診療を担う医師若しくは

歯科医師が行わなければならない。

なお、総合的な機能評価の実施に当

たっては、関係学会等より示されて

いるガイドラインに沿った適切な評

価が実施されるよう十分留意する。 

(24) 総合的な機能評価の結果につい

ては、患者及びその家族等に説明す

るとともに、説明内容を診療録に記

載する。 

 

［施設基準］ 

(9) 総合機能評価加算の施設基準 

当該保険医療機関内に、総合的な

機能評価に係る研修を受けた常勤の

医師若しくは歯科医師又は総合的な

機能評価の経験を１年以上有する常

勤の医師若しくは歯科医師が一名以

上配置されていること。 

 

７ 総合機能評価加算に関する施設基

準 

(1) 当該保険医療機関内に総合的な
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機能評価に係る適切な研修を修了

した常勤の医師若しくは歯科医師

又は総合的な機能評価の経験を１

年以上有する常勤の医師若しくは

歯科医師が１名以上いること。 

(2) 総合的な機能評価に係る適切な

研修とは、次のものをいう。 

ア 医療関係団体等が実施するも

のであること。 

イ 研修内容に高齢者に対する基

本的な診察方法、高齢者の病態

の一般的な特徴、薬物療法、人

生の最終段階における医療・ケ

アの決定プロセス等の内容が含

まれているものであること。 

ウ 研修内容に総合的な機能評

価、薬物療法等のワークショッ

プが含まれたものであること。 

エ 研修期間は通算して16時間以

上程度のものであること。 

(3) 当該保険医療機関内で高齢者の

総合的な機能評価のための職員研

修を計画的に実施することが望ま

しい。 

 

２．入退院支援加算の見直しに伴い、総合評価加算の扱いを見直す。 

 

現 行 改定案 

総合評価加算（入院中１回） 

 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機関

が、入院中の患者であって、介護保

険法施行令第２条各号に規定する疾

病を有する40歳以上65歳未満のもの

又は65歳以上のもの（第１節の入院

基本料（特別入院基本料等を除

く。）又は第３節の特定入院料のう

ち、総合評価加算を算定できるもの

を現に算定している患者に限る。）

（削除） 
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に対して、当該患者の基本的な日常

生活能力、認知機能、意欲等につい

て総合的な評価を行った場合に、入

院中１回に限り、所定点数に加算す

る。 

 

［施設基準］ 

(1) 介護保険法施行令第二条各号に規

定する疾病を有する四十歳以上六十

五歳未満の者又は六十五歳以上の者

の総合的な機能評価を適切に実施で

きる保険医療機関であること。 

(2) 当該保険医療機関内に、高齢者の

総合的な機能評価に係る研修を受け

た医師又は歯科医師が一名以上配置

されていること。 

(3) 介護保険法施行令第二条各号に規

定する疾病を有する四十歳以上六十

五歳未満の者又は六十五歳以上の者

の総合的な機能評価を行うにつき十

分な体制が整備されていること。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －④】 

④ 有床診療所入院基本料等の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

有床診療所が地域において担う役割を踏まえ、病院からの早期退院患

者の在宅・介護施設への受け渡し機能や、終末期医療を担う機能等を更

に推進する観点から、有床診療所入院基本料の加算について要件及び評

価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．有床診療所一般病床初期加算の算定要件について、転院又は入院し

た日から起算した算定上限日数を、７日から14日へと延長する。 

 

２．注５の医師配置加算及び注６の看護配置加算、夜間看護配置加算並

びに看護補助配置加算について、評価の見直しを行う。 

 

現 行 改定案 

【有床診療所入院基本料】 

 

［算定要件］ 

注３ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た診療所で

ある保険医療機関に入院している

患者のうち、急性期医療を担う他

の保険医療機関の一般病棟から転

院した患者又は介護老人保健施

設、介護医療院、特別養護老人ホ

ーム、軽費老人ホーム、有料老人

ホーム等若しくは自宅から入院し

た患者については、転院又は入院

した日から起算して７日を限度と

して、有床診療所一般病床初期加

算として、１日につき100点を所

定点数に加算する。 

注５ 医師配置等につき別に厚生労働

【有床診療所入院基本料】 

 

［算定要件］ 

注３ 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た診療所で

ある保険医療機関に入院している

患者のうち、急性期医療を担う他

の保険医療機関の一般病棟から転

院した患者又は介護老人保健施

設、介護医療院、特別養護老人ホ

ーム、軽費老人ホーム、有料老人

ホーム等若しくは自宅から入院し

た患者については、転院又は入院

した日から起算して14日を限度と

して、有床診療所一般病床初期加

算として、１日につき●点を所定

点数に加算する。 

注５ 医師配置等につき別に厚生労働
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大臣が定める施設基準に適合して

いるものとして地方厚生局長等に

届け出た診療所である保険医療機

関に入院している患者について

は、当該基準に係る区分に従い、

次に掲げる点数をそれぞれ１日に

つき所定点数に加算する。 

イ 医師配置加算１    88点 

ロ 医師配置加算２    60点 

注６ 看護配置等につき別に厚生労働

大臣が定める施設基準に適合して

いるものとして地方厚生局長等に

届け出た診療所である保険医療機

関に入院している患者について

は、当該基準に係る区分に従い、

次に掲げる点数をそれぞれ１日に

つき所定点数に加算する。 

イ 看護配置加算１    40点 

ロ 看護配置加算２    20点 

ハ 夜間看護配置加算１   85点 

ニ 夜間看護配置加算２  35点 

ホ 看護補助配置加算１  10点 

へ 看護補助配置加算２  ５点 

大臣が定める施設基準に適合して

いるものとして地方厚生局長等に

届け出た診療所である保険医療機

関に入院している患者について

は、当該基準に係る区分に従い、

次に掲げる点数をそれぞれ１日に

つき所定点数に加算する。 

イ 医師配置加算１    ●点 

ロ 医師配置加算２    ●点 

注６ 看護配置等につき別に厚生労働

大臣が定める施設基準に適合して

いるものとして地方厚生局長等に

届け出た診療所である保険医療機

関に入院している患者について

は、当該基準に係る区分に従い、

次に掲げる点数をそれぞれ１日に

つき所定点数に加算する。 

イ 看護配置加算１    ●点 

ロ 看護配置加算２    ●点 

ハ 夜間看護配置加算１  ●点 

ニ 夜間看護配置加算２  ●点 

ホ 看護補助配置加算１  ●点 

へ 看護補助配置加算２  ●点 

 

３．有床診療所緩和ケア診療加算について、評価の見直しを行う。 

 

現 行 改定案 

【有床診療所緩和ケア診療加算】 

有床診療所緩和ケア診療加算  150点 

【有床診療所緩和ケア診療加算】 

有床診療所緩和ケア診療加算  ●点 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －⑤】 

⑤ 小規模多機能型居宅介護等への訪問診療の見直し 
  

 

「Ⅲ－３－⑮」を参照のこと。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －⑥】 

⑥ 診療情報の提供に対する評価の新設 
  

 

「Ⅱ－２－②」を参照のこと。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －⑦】 

⑦ 栄養情報の提供に対する評価の新設 
  

第１ 基本的な考え方 

 

入院医療機関と在宅担当医療機関等との切れ目ない栄養連携を図る観

点から、退院後も栄養管理に留意が必要な患者について、入院中の栄養

管理等に関する情報を在宅担当医療機関等に提供した場合に新たな評価

を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

入院栄養食事指導料を算定している患者について、退院後の栄養・食

事管理について指導するとともに在宅担当医療機関等の医師又は管理栄

養士に対して、栄養管理に関する情報を文書により提供を行った場合の

評価として栄養情報提供加算を新設する。 

 

（新）  栄養情報提供加算   ●点 

 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定めるものに対して、栄養指導に加え退院後の

栄養・食事管理について指導し、入院中の栄養管理に関する情報を示

す文書を用いて患者に説明するとともに、これを他の保険医療機関又

は介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しく

は介護医療院等の医師又は管理栄養士に対して提供した場合に、入院

中１回に限り、栄養情報提供加算として●点を所定点数に加算する。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －⑧】 

⑧ 栄養食事指導の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

外来・在宅患者に対する栄養食事指導を推進する観点から、他の医療

機関等と連携した栄養食事指導について、診療所が他の医療機関等と連

携した場合の取扱いを含め要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

診療所における外来栄養食事指導料及び在宅患者訪問栄養食事指導料

について、当該保険医療機関以外（他の保険医療機関又は栄養ケア・ス

テーション）の管理栄養士が栄養指導を行った場合を評価する。 

 
現 行 改定案 

【外来栄養食事指導料】 

 

イ 初回          260点 

ロ ２回目以降       200点 

（新設） 

 

 

 

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準を

満たす保険医療機関において、入院

中の患者以外の患者であって、別に

厚生労働大臣が定めるものに対し

て、医師の指示に基づき管理栄養士

が具体的な献立等によって指導を行

った場合に、初回の指導を行った月

にあっては月２回に限り、その他の

月にあっては月１回に限り算定す

る。 

 

（新設） 

 

 

 

 

【外来栄養食事指導料】 

イ 外来栄養食事指導料１ 

(1) 初回          ●点 

(2) ２回目以降       ●点 

ロ 外来栄養食事指導料２ 

(1) 初回          ●点 

(2) ２回目以降       ●点 

 

［算定要件］ 

注１ イについては、別に厚生労働大

臣が定める基準を満たす保険医療

機関において、入院中の患者以外

の患者であって、別に厚生労働大

臣が定めるものに対して、医師の

指示に基づき管理栄養士が具体的

な献立等によって指導を行った場

合に、初回の指導を行った月にあ

っては月２回に限り、その他の月

にあっては月１回に限り算定す

る。 

２ ロについては、別に厚生労働大

臣が定める基準を満たす保険医療

機関（診療所に限る。）におい

て、入院中の患者以外の患者であ

って、別に厚生労働大臣が定める
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【在宅患者訪問栄養食事指導料】 

 

１ 単一建物診療患者が１人の場合 

530点 

２ 単一建物診療患者が２人以上９人

以下の場合         480点 

３ １及び２以外の場合    440点 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

［算定要件］ 

注１ 在宅で療養を行っており通院が

困難な患者であって、別に厚生労

働大臣が定めるものに対して、診

療に基づき計画的な医学管理を継

続して行い、かつ、管理栄養士が

訪問して具体的な献立等によって

栄養管理に係る指導を行った場合

に、単一建物診療患者（当該患者

が居住する建物に居住する者のう

ち、当該保険医療機関の管理栄養

士が訪問し栄養食事指導を行って

いるものをいう。）の人数に従

い、患者１人につき月２回に限り

所定点数を算定する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

ものに対して、当該保険医療機関

の医師の指示に基づき当該保険医

療機関以外の管理栄養士が具体的

な献立等によって指導を行った場

合に、初回の指導を行った月にあ

っては月２回に限り、その他の月

にあっては月１回に限り算定す

る。 

 

【在宅患者訪問栄養食事指導料】 

１ 在宅患者訪問栄養食事指導料１ 

イ 単一建物診療患者が１人の場合 

●点 

ロ 単一建物診療患者が２人以上９

人以下の場合       ●点 

ハ イ及びロ以外の場合   ●点 

２ 在宅患者訪問栄養食事指導料２ 

イ 単一建物診療患者が１人の場合 

●点 

ロ 単一建物診療患者が２人以上９

人以下の場合       ●点 

ハ イ及びロ以外の場合   ●点 

 

［算定要件］ 

注１ １については、在宅で療養を行

っており通院が困難な患者であっ

て、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、診療に基づき計画的

な医学管理を継続して行い、か

つ、管理栄養士が訪問して具体的

な献立等によって栄養管理に係る

指導を行った場合に、単一建物診

療患者（当該患者が居住する建物

に居住する者のうち、当該保険医

療機関の管理栄養士が訪問し栄養

食事指導を行っているものをい

う。）の人数に従い、患者１人に

つき月２回に限り所定点数を算定

する。 

２ ２については、在宅で療養を行

っており通院が困難な患者であっ

て、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、診療に基づき計画的

な医学管理を継続して行い、か
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２ 在宅患者訪問栄養食事指導に要

した交通費は、患家の負担とす

る。 

つ、当該保険医療機関の医師の指

示に基づき当該保険医療機関以外

の管理栄養士が訪問して具体的な

献立等によって栄養管理に係る指

導を行った場合に、単一建物診療

患者（当該患者が居住する建物に

居住する者のうち、当該保険医療

機関以外の管理栄養士が訪問し栄

養食事指導を行っているものをい

う。）の人数に従い、患者１人に

つき月２回に限り所定点数を算定

する。  

３ 在宅患者訪問栄養食事指導に要

した交通費は、患家の負担とす

る。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －⑨】 

⑨ 周術期等口腔機能管理における 

医科歯科連携の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療機関と歯科医療機関との適切な連携を推進する観点から、手術を

行う医療機関から歯科医療機関へ予約を行い、患者の紹介を行った場合

について、周術期等口腔機能管理における新たな評価を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

周術期等口腔機能管理を行う医療機関において、歯科を標榜する別の

保険医療機関に予約をとった上で紹介した場合の加算を新設する。 

 
現 行 改定案 

医科【診療情報提供料（Ⅰ）】 

［算定要件］ 

注13 保険医療機関が患者の口腔機能

の管理の必要を認め、歯科診療を

行う他の保険医療機関に対して、

当該患者又はその家族等の同意を

得て、診療情報を示す文書を添え

て患者の紹介を行った場合は、歯

科医療機関連携加算として100点

を所定点数に加算する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

医科【診療情報提供料（Ⅰ）】 

［算定要件］ 

注13 保険医療機関が患者の口腔機能

の管理の必要を認め、歯科診療を

行う他の保険医療機関に対して、

当該患者又はその家族等の同意を

得て、診療情報を示す文書を添え

て患者の紹介を行った場合は、歯

科医療機関連携加算１として●点

を所定点数に加算する。 

 

注14 保険医療機関が周術期等口腔機

能管理の必要を認め、当該患者又

は家族等の同意を得て、歯科を標

榜する別の保険医療機関に当該患

者が受診する日の予約を行った上

で患者の紹介を行った場合は、歯

科医療機関連携加算２として●点

を所定点数に加算する。 
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【Ⅲ－４ 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価 －⑩】 

⑩ 周術期等専門的口腔衛生処置の見直し 
  

 

「Ⅱ－３－⑨」を参照のこと。 
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【Ⅲ－５ 医療従事者間・医療機関間の情報共有・連携の推進 －①】 

① 情報通信機器を用いたカンファレンス等の推進 
  

 

「Ⅰ－４－②」を参照のこと。 
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【Ⅲ－５ 医療従事者間・医療機関間の情報共有・連携の推進 －②】 

② 電話等による再診時の診療情報提供の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

電話等による再診の際に、救急医療機関の受診を指示し、受診先の医

療機関に対して必要な情報提供を行った場合について、診療情報提供料

を算定可能となるよう要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

電話等による再診の際に、治療上の必要性から、休日又は夜間におけ

る救急医療の確保のために診療を行っていると認められる医療機関の受

診を指示した上で、同日に診療情報の提供を行った場合について、診療

情報提供料（Ⅰ）を算定可能とする。 

 

現 行 改定案 

【電話等による再診】 

［算定要件］ 

カ 当該再診料を算定する際には、第

２章第１部の各区分に規定する医学

管理等は算定できない。 

 

 

 

 

 

 

 

【電話等による再診】 

［算定要件］ 

カ 当該再診料を算定する際には、第

２章第１部の各区分に規定する医学

管理等は算定できない。ただし、急

病等で患者又はその看護に当たって

いる者から連絡を受け、治療上の必

要性から、休日又は夜間における救

急医療の確保のために診療を行って

いると認められる次に掲げる保険医

療機関の受診を指示した上で、指示

を行った同日に、受診先の医療機関

に対して必要な診療情報を文書で提

供した場合は、Ｂ009診療情報提供

料（Ⅰ）を算定できる。 

（イ）地域医療支援病院（医療法第４

条第１項に規定する地域医療支援

病院） 

（ロ）救急病院等を定める省令に基づ

き認定された救急病院又は救急診

療所 
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（ハ）「救急医療対策の整備事業につ

いて」に規定された病院群輪番制

病院、病院群輪番制に参加してい

る有床診療所又は共同利用型病院 
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【Ⅲ－５ 医療従事者間・医療機関間の情報共有・連携の推進 －③】 

③ 周術期等口腔機能管理における 

医科歯科連携の推進 
  

 

「Ⅲ－４－⑨」を参照のこと。 
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【Ⅳ－１ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進 －①】 

① 薬局における後発医薬品の使用促進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

薬局における後発医薬品調剤体制加算について、2020年９月までに後

発医薬品使用割合80％を達成するという政府目標を踏まえつつ、更なる

後発医薬品の使用を促進するため、薬局での後発医薬品の備蓄に一定の

コストが必要であることや薬局全体の調剤数量割合を向上させる必要が

あることなども踏まえ、要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．後発医薬品調剤体制加算について、調剤数量割合の高い加算に重点

を置いた評価とする。 

 

２．後発医薬品の調剤数量割合が著しく低い薬局（現行基準では後発医

薬品の調剤数量割合が20％以下）に対する調剤基本料の減算規定につ

いて、当該割合の基準を拡大する。 

 

現 行 改定案 

【後発医薬品調剤体制加算】 

イ 後発医薬品調剤体制加算１ 

（75％以上）        18点 

ロ 後発医薬品調剤体制加算２ 

（80％以上）        22点 

ハ 後発医薬品調剤体制加算３ 

（85％以上）        26点 

 

［施設基準］ 

（調剤基本料の注６に規定する厚生労

働大臣が定める保険薬局） 

次のいずれかに該当する保険薬局で

あること。 

(1) 当該保険薬局において調剤した

後発医薬品のある先発医薬品及び

後発医薬品を合算した規格単位数

量に占める後発医薬品の規格単位

【後発医薬品調剤体制加算】 

イ 後発医薬品調剤体制加算１ 

（75％以上）        ●点 

ロ 後発医薬品調剤体制加算２ 

（80％以上）        ●点 

ハ 後発医薬品調剤体制加算３ 

（85％以上）        ●点 

 

［施設基準］ 

（調剤基本料の注７に規定する厚生労

働大臣が定める保険薬局） 

次のいずれかに該当する保険薬局で

あること。 

(1) 当該保険薬局において調剤した

後発医薬品のある先発医薬品及び

後発医薬品を合算した規格単位数

量に占める後発医薬品の規格単位
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数量の割合が２割以下であるこ

と。ただし、当該保険薬局におけ

る処方箋受付状況を踏まえ、やむ

を得ないものは除く。 

数量の割合が●割以下であるこ

と。ただし、当該保険薬局におけ

る処方箋受付状況を踏まえ、やむ

を得ないものは除く。 

 

［経過措置］ 

後発医薬品の調剤数量割合が著しく低い薬局に対する調剤基本料

の減算規定については、令和●年●月●日までの間はなお従前の例

による。 
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【Ⅳ－１ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進 －②】 

② 医療機関における後発医薬品の使用促進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療機関における後発医薬品の使用割合の実態等を踏まえ、後発医薬

品使用体制加算に係る基準を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．後発医薬品使用体制加算について、加算４を廃止するとともに、使

用数量割合の高い医療機関に対する評価を充実させる。 

 

現 行 改定案 

【後発医薬品使用体制加算】 

１ 後発医薬品使用体制加算１ 

（85％以上）        45点 

２ 後発医薬品使用体制加算２ 

（80％以上）        40点 

３ 後発医薬品使用体制加算３ 

（70％以上）        35点 

４ 後発医薬品使用体制加算４ 

（60％以上）        22点 

 

［施設基準］ 

当該保険医療機関において調剤した

後発医薬品のある先発医薬品及び後発

医薬品について、当該薬剤を合算した

使用薬剤の薬価（薬価基準）別表に規

定する規格単位ごとに数えた数量（以

下「規格単位数量」という。）に占め

る後発医薬品の規格単位数量の割合

が、後発医薬品使用体制加算１にあっ

ては85％以上、後発医薬品使用体制加

算２にあっては80％以上85％未満、後

発医薬品使用体制加算３にあっては

70％以上80％未満、後発医薬品使用体

制加算４にあっては60％以上70％未満

であること。 

【後発医薬品使用体制加算】 

１ 後発医薬品使用体制加算１ 

（85％以上）        ●点 

２ 後発医薬品使用体制加算２ 

（80％以上）        ●点 

３ 後発医薬品使用体制加算３ 

（70％以上）        ●点 

（削除） 

 

 

［施設基準］ 

当該保険医療機関において調剤した

後発医薬品のある先発医薬品及び後発

医薬品について、当該薬剤を合算した

使用薬剤の薬価（薬価基準）別表に規

定する規格単位ごとに数えた数量（以

下「規格単位数量」という。）に占め

る後発医薬品の規格単位数量の割合

が、後発医薬品使用体制加算１にあっ

ては85％以上、後発医薬品使用体制加

算２にあっては80％以上85％未満、後

発医薬品使用体制加算３にあっては

70％以上80％未満であること。 
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２．一般名処方加算の見直し 

 

「Ⅳ－６－③」を参照のこと。 
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【Ⅳ－１ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進 －③】 

③ バイオ後続品に係る情報提供の評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

バイオ後続品の患者への適切な情報提供を推進する観点から、在宅自

己注射指導管理料について、バイオ後続品を導入する場合の新たな評価

を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

在宅自己注射指導管理料について、バイオ後続品に関する情報を患者

に提供した上で、当該患者の同意を得て、バイオ後続品を導入した場合

の評価を新設する。 

 

現 行 改定案 

【在宅自己注射指導管理料】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

【在宅自己注射指導管理料】 

［算定要件］  

注４ 当該患者に対し、バイオ後続品

に係る説明を行い、バイオ後続品

を処方した場合には、バイオ後続

品導入初期加算として、当該バイ

オ後続品の初回の処方日の属する

月から起算して３月を限度とし

て、●点を所定点数に加算する。 
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【Ⅳ－２ 費用対効果評価制度の活用 －①】 

① 費用対効果評価制度の活用 
 

第１ 基本的な考え方 

 

近年、革新的であるが非常に高額な医薬品や医療機器が登場しており、

我が国の医療保険財政への影響が懸念され、医療の質の向上や、医療の

イノベーションを適切に評価する制度の運用を平成30年４月より開始し

た。現在、６品目について評価の検討を行っており、今後、体制の充実

を図るとともに事例を集積し、制度のあり方や活用方法について検討す

る。 

 

第２ 具体的な内容 

 

市場規模が大きい又は著しく単価が高い医薬品及び医療機器を評価の

対象とする。ただし、治療方法が十分に存在しない稀少疾患（指定難病

等）や小児のみに用いられる品目は対象外とする。薬価・材料価格制度

の補完として、評価の結果は、保険償還の可否の判断に用いるのではな

く、いったん保険収載した上で、価格の調整に用いる。 

また、人材の育成をはじめとした費用対効果評価に係る組織体制の強

化や、制度における課題を整理した上で、活用方法についての検討を継

続する。 
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【Ⅳ－４ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（再掲） －①】 

① 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 
  

 

「Ⅲ－１」を参照のこと。 
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【Ⅳ－５ 外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進（再掲） －①】 

① 外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進 
  

 

「Ⅱ－４」及び「Ⅲ－２」を参照のこと。 
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【Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進 

－①】 

① 外来患者への重複投薬解消に対する取組の評価 
  

 

「Ⅱ－１－③」を参照のこと。 
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【Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進 

－②】 

② 入院時のポリファーマシー解消の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

入院時は処方の一元的な管理や処方変更後の患者の状態の確認が可能

であることから、処方薬剤の総合評価の取組を推進するため、入院時の

ポリファーマシー解消の取組等を推進する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．薬剤総合評価調整加算について、現在は２種類以上の内服薬の減薬

が行われた場合を評価しているが、これを見直し、①処方の総合的な

評価及び調整の取組と、②減薬に至った場合、に分けた段階的な報酬

体系とする。 

 

現 行 改定案 

【薬剤総合評価調整加算】 

薬剤総合評価調整加算（退院時１回） 

250点 

 

注 入院中の患者について、次のい

ずれかに該当する場合に、退院時１

回に限り所定点数に加算する。 

イ 入院前に６種類以上の内服薬

（特に規定するものを除く。）が

処方されていた患者について、当

該処方の内容を総合的に評価及び

調整し、当該患者の退院時に処方

する内服薬が２種類以上減少した

場合 

 

ロ 精神病棟に入院中の患者であっ

て、入院直前又は退院１年前のい

ずれか遅い時点で抗精神病薬を４

種類以上内服していたものについ

て、退院日までの間に、抗精神病

【薬剤総合評価調整加算】 

薬剤総合評価調整加算（退院時１回） 

●点 

 

注１ 入院中の患者について、次の

いずれかに該当する場合に、退院

時１回に限り所定点数に加算す

る。 

イ 入院前に６種類以上の内服薬

（特に規定するものを除く。）

が処方されていた患者につい

て、当該処方の内容を総合的に

評価し、その内容が変更され、

療養上必要な指導等を行った場

合 

ロ 精神病棟に入院中の患者であ

って、入院直前又は退院１年前

のいずれか遅い時点で抗精神病

薬を４種類以上内服していたも

のについて、当該抗精神病薬の
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薬の種類数が２種類以上減少した

場合その他これに準ずる場合 

 

（新設） 

 

処方を総合的に評価し、その内

容が変更され、療養上必要な指

導等を行った場合 

２ 薬剤総合評価調整加算を算定す

る場合について、次のいずれかに

該当する場合に、薬剤調整加算と

して●点を更に所定点数に加算す

る。 

イ １のイを算定する患者につい

て、当該患者の退院時に処方す

る内服薬が２種類以上減少した

場合 

ロ １のロを算定する患者につい

て、退院日までの間に、抗精神

病薬の種類数が２種類以上減少

した場合その他これに準ずる場

合 

 

２．入院前の処方薬の内容に変更、中止等の見直しがあった場合につい

て、退院時に見直しの理由や見直し後の患者の状態等を記載した文書

を薬局に対して情報提供を行った場合について、退院時薬剤情報管理

指導料の加算を新設する。 

 

（新）  退院時薬剤情報連携加算   ●点 

 

［算定要件］ 

保険医療機関が、入院前の内服薬を変更又は中止した患者について、

保険薬局に対して、患者又はその家族等の同意を得て、その理由や変

更後の患者の状況等を文書により提供した場合に、退院時薬剤情報連

携加算として、●点を所定点数に加算する。 
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【Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進 

－③】 

③ 調剤料等の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

医療機関での外来時における調剤料等の評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

医療機関における外来患者に対する調剤料、処方箋料の一般名処方加

算及び調剤技術基本料を見直す。 

 
現 行 改定案 

【調剤料】 

１ 入院中の患者以外の患者に対して

投薬を行った場合 

イ 内服薬、浸煎薬及び屯服薬（１

回の処方に係る調剤につき） 

９点 

ロ 外用薬（１回の処方に係る調剤

につき）         ６点 

２ 入院中の患者に対して投薬を行っ

た場合（１日につき）    ７点 

 

【処方箋料】 

注７ 薬剤の一般的名称を記載する処

方箋を交付した場合は、当該処方箋

の内容に応じ、次に掲げる点数を処

方箋の交付１回につきそれぞれ所定

点数に加算する。 

イ 一般名処方加算１    ６点 

ロ 一般名処方加算２    ４点 

 

【調剤技術基本料】 

１ 入院中の患者に投薬を行った場合 

42点 

２ その他の患者に投薬を行った場合 

８点 

【調剤料】 

１ 入院中の患者以外の患者に対して

投薬を行った場合 

イ 内服薬、浸煎薬及び屯服薬（１

回の処方に係る調剤につき） 

●点 

ロ 外用薬（１回の処方に係る調剤

につき）         ●点 

２ 入院中の患者に対して投薬を行っ

た場合（１日につき）    ●点 

 

【処方箋料】 

注７ 薬剤の一般的名称を記載する処

方箋を交付した場合は、当該処方箋

の内容に応じ、次に掲げる点数を処

方箋の交付１回につきそれぞれ所定

点数に加算する。 

イ 一般名処方加算１    ●点 

ロ 一般名処方加算２    ●点 

 

【調剤技術基本料】 

１ 入院中の患者に投薬を行った場合 

●点 

２ その他の患者に投薬を行った場合 

●点 
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【Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進 

－④】 

④ 薬局における後発医薬品の使用促進 
  

 

「Ⅳ－１－①」を参照のこと。 
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【Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進 

－⑤】 

⑤ 医療機関における後発医薬品の使用促進 
  

 

「Ⅳ－１－②」を参照のこと。 
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【Ⅳ－６ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推進 

－⑥】 

⑥ バイオ後続品に係る情報提供の評価 
  

 

「Ⅳ－１－③」を参照のこと。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －①】 

① 高度な医療機器の効率的な利用の推進 
  

第１ 基本的な考え方 

 

ポジトロン断層撮影のより効率的な利用を推進する観点から、ポジト

ロン断層撮影を受けるために、入院中の患者が他医療機関を受診した場

合について評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

ポジトロン断層撮影を目的に、入院中の患者の他医療機関受診時の入

院料の減額について取扱いを緩和する。 

 

現 行 改定案 

【第２部入院料等】 

 

［算定要件］ 

(6) (2)の規定により入院中の患者が

他医療機関を受診する日の入院医

療機関における診療報酬の算定に

ついては、以下のとおりとするこ

と。この場合において、１点未満

の端数があるときは、小数点以下

第一位を四捨五入して計算するこ

と。 

ア 入院医療機関において、当該

患者が出来高入院料を算定して

いる場合は、出来高入院料は当

該出来高入院料の基本点数の

10％を控除した点数により算定

すること。ただし、他医療機関

において、区分番号「Ｍ００

１」体外照射の３の強度変調放

射線治療（ＩＭＲＴ）、区分番号

「Ｍ００１－２」ガンマナイフ

による定位放射線治療、区分番

号「Ｍ００１－３」直線加速器

【第２部入院料等】 

 

［算定要件］ 

(6) (2)の規定により入院中の患者が

他医療機関を受診する日の入院医

療機関における診療報酬の算定に

ついては、以下のとおりとするこ

と。この場合において、１点未満

の端数があるときは、小数点以下

第一位を四捨五入して計算するこ

と。 

ア 入院医療機関において、当該

患者が出来高入院料を算定して

いる場合は、出来高入院料は当

該出来高入院料の基本点数の

10％を控除した点数により算定

すること。ただし、他医療機関

において、区分番号「Ｅ１０

１」シングルホトンエミッショ

ンコンピューター断層撮影、区

分番号「Ｅ１０１－２」ポジト

ロン断層撮影、区分番号「Ｅ１

０１－３」ポジトロン断層・コ
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による放射線治療の１の定位放

射線治療の場合又は区分番号

「Ｍ００１－４」粒子線治療に

係る費用を算定する場合は、出

来高入院料は当該出来高入院料

の基本点数の５％を控除した点

数により算定すること。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンピューター断層複合撮影、

「区分番号「Ｅ１０１－４」ポ

ジトロン断層・磁気共鳴コンピ

ューター断層複合撮影、区分番

号「Ｅ１０１－５」乳房用ポジ

トロン断層撮影、区分番号「Ｍ

００１」体外照射の３の強度変

調放射線治療（ＩＭＲＴ）、区分

番号「Ｍ００１－２」ガンマナ

イフによる定位放射線治療、区

分番号「Ｍ００１－３」直線加

速器による放射線治療の１の定

位放射線治療の場合又は区分番

号「Ｍ００１－４」粒子線治療

に係る費用を算定する場合は、

出来高入院料は当該出来高入院

料の基本点数の５％を控除した

点数により算定すること。     

 

※ イ、ウ、特定入院料等について

も同様。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －②】 

② 小児頭部外傷の際のＣＴ撮影に係る 

新生児、乳幼児、幼児加算の要件の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

小児の頭部外傷に対するコンピューター断層撮影については、ガイド

ラインに沿った診療を推進する観点から、頭部ＣＴ検査における新生児、

乳幼児及び幼児加算について、小児の意識障害の判定が成人と比べ困難

であることを踏まえ評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

小児頭部外傷患者に対して頭部ＣＴを撮影した場合の加算を新設する。 

また、加算の要件としてガイドラインに沿った撮影を行うこととし、

その医学的根拠を診療報酬明細書の摘要欄に記載することを求める。 

 
現 行 改定案 

【新生児頭部外傷撮影加算、乳幼児頭

部外傷撮影加算、幼児頭部外傷撮影

加算】 

通則４ 新生児、３歳未満の乳幼  

児（新生児を除く。）又は３歳以上

６歳未満の幼児に対して区分番号

E200から区分番号E202までに掲げる

コンピューター断層撮影を行った場

合は、新生児加算、乳幼児加算又は

幼児加算として、それぞれ所定点数

の100分の80、100分の50又は100分

の30に相当する点数を加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新生児頭部外傷撮影加算、乳幼児頭

部外傷撮影加算、幼児頭部外傷撮影

加算】 

通則４ 新生児、３歳未満の乳幼  

児（新生児を除く。）又は３歳以上

６歳未満の幼児に対して区分番号

E200から区分番号E202までに掲げる

コンピューター断層撮影を行った場

合（頭部外傷に対してコンピュータ

ー断層撮影を行った場合を除く。）

は、新生児加算、乳幼児加算又は幼

児加算として、それぞれ所定点数の

100分の80、100分の50又は100分の

30に相当する点数を加算する。な

お、頭部外傷に対してコンピュータ

ー断層撮影場合は、新生児頭部外傷

撮影加算、乳幼児頭部外傷撮影加

算、幼児頭部外傷撮影加算として、

それぞれ所定の点数の100分の●、

100分の●又は100分の●に相当する

点数を加算する。 
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［算定要件］ 

（新設） 

［算定要件］ 

「４」の新生児頭部外傷撮影加算、

乳幼児頭部外傷撮影加算及び幼児頭部

外傷撮影加算は、６歳未満の小児の頭

部外傷に対して、関連学会が定めるガ

イドラインに沿って撮影を行った場合

に限り算定する。この場合において、

その医学的根拠について診療報酬明細

書の摘要欄に以下のアからカのいずれ

かを記載し、カによる場合は、その理

由及び医学的な根拠を記載すること。 

ア GCS≦14 

イ 頭蓋骨骨折の触知、徴候 

ウ 意識変容（興奮、傾眠、会話の

反応が鈍い等） 

エ 受診後の症状所見の悪化 

オ 親の希望 

カ その他 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －③】 

③ 超音波検査（胸腹部）の評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

超音波検査のうち胸腹部の断層撮影法について、対象となる臓器や領

域により検査の内容が異なることを踏まえ、その実態を把握するため要

件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

超音波検査のうち胸腹部等の断層撮影法を算定する際、検査を実施し

た臓器や領域について、診療報酬明細書の摘要欄に記載を求める。 

 
現 行 改定案 

【超音波検査】 

２ 断層撮影法（心臓超音波検査を除

く。） 

イ 胸腹部         530点 

ロ 下肢血管        450点 

ハ その他（頭頸部、四肢、体表、

末梢血管等）       350点 

 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【超音波検査】 

２ 断層撮影法（心臓超音波検査を除

く。） 

イ 胸腹部         ●点 

ロ 下肢血管        ●点 

ハ その他（頭頸部、四肢、体表、

末梢血管等）       ●点 

 

［算定要件］ 

(9) 「２」の「イ」を算定する場合

は、検査をした領域について診療報

酬明細書の摘要欄に該当項目を記載

すること。また、カに該当する場合

は、具体的な臓器又は領域を診療報

酬明細書の摘要欄に記載すること。 

ア 消化器領域（肝臓・胆嚢・膵

臓・脾臓・消化器） 

イ 腎・泌尿器領域（腎臓・膀胱・

尿管・前立腺） 

ウ 女性生殖器領域（卵巣・卵管・

子宮） 

エ 血管領域（大動脈・大静脈等） 

オ 胸腔内・腹腔内の貯留物等 

カ その他 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －④】 

④ 超音波検査の評価（要件）の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

超音波検査について、主な所見等を報告書又は診療録に記載するよう

要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

超音波検査について画像を診療録に添付し、かつ、当該検査で得られ

た所見等を報告書又は診療録へ記載した場合に算定できることとする。 

 

現 行 改定案 

【超音波検査】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

【超音波検査】 

［算定要件］ 

(3) 超音波検査（「３」の「ニ」の胎

児心エコー法を除く。）を算定する

に当たっては、医師が、当該検査で

得られた主な所見を診療録に記載

し、画像を診療録に添付すること又

は医師若しくは臨床検査技師が、報

告書を作成し、その報告書及び画像

を診療録に添付すること。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑤】 

⑤ 超音波検査におけるパルスドプラ加算の 

評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

超音波診断装置の高性能化により、超音波検査のパルスドプラ機能が

標準的に搭載される機能となっていることを踏まえ、パルスドプラ法加

算について評価を見直す。 
 

第２ 具体的な内容 

 

超音波検査におけるパルスドプラ法加算の評価を見直す。 

 

現 行 改定案 

【超音波検査】 

注２ ２について、パルスドプラ法を

行った場合は、パルスドプラ法加

算として、200点を所定点数に加

算する。 

【超音波検査】 

注２ ２について、パルスドプラ法を

行った場合は、パルスドプラ法加

算として、●点を所定点数に加算

する。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑥】 

⑥ 訪問診療時の超音波検査の新設 
  

第１ 基本的な考え方 

 

超音波診断装置の小型化に伴い、訪問診療時に活用されてきているた

め、その臨床的位置付けや実施の在り方等を踏まえ、訪問診療時の超音

波検査について評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

超音波検査に訪問診療時に行った場合●点（１月につき）を新設する。 

 

現 行 改定案 

【超音波検査】 

２ 断層撮影法（心臓超音波検査を除

く。） 

（新設） 

（新設） 

イ 胸腹部         530点 

ロ 下肢血管        450点 

ハ その他（頭頸部、四肢、体表、

末梢血管等）       350点 

 

［算定要件］  

（新設） 

 

 

【超音波検査】 

２ 断層撮影法（心臓超音波検査を除

く。） 

イ 訪問診療時に行った場合 ●点 

ロ その他の場合 

(1) 胸腹部        ●点 

(2) 下肢血管       ●点 

(3) その他（頭頸部、四肢、体

表、末梢血管等）    ●点 

 

［算定要件］ 

(17)区分番号「Ｃ００１」在宅患者訪

問診療料（Ⅰ）又は区分番号「Ｃ０

０１－２」在宅患者訪問診療料

（Ⅱ）を算定した日と同一日に、患

家等で断層撮影法（心臓超音波検査

を除く。）を行った場合は、部位に

かかわらず、「２」の「イ」を、月

１回に限り算定する。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑦】 

⑦ 悪性腫瘍遺伝子検査の適正な評価 
  

第１ 基本的な考え方 

 

悪性腫瘍に係る遺伝子検査である、単一遺伝子検査及び複数遺伝子検

査について、それぞれの検査の特性を踏まえ、評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．悪性腫瘍の遺伝子検査について、個別の遺伝子検査ごとではなく、

臨床的な位置づけや検査技術に応じて類型化した評価体系とし、同一

がん種に対して同時に複数の遺伝子検査を実施する場合には、検査の

項目数に応じた評価とする。 

 

２．同一がん種に対して同時に実施する可能性がある遺伝子検査の項目

数が増加していることを踏まえ、複数遺伝子検査に係る運用について、

項目数を充実させる。 

 
現 行 改定案 

【悪性腫瘍遺伝子検査】 

イ ＥＧＦＲ遺伝子検査（リアルタイ

ムＰＣＲ法）       2,500点 

 

 

ロ ＥＧＦＲ遺伝子検査（リアルタイ

ムＰＣＲ法以外）     2,100点 

ハ Ｋ－ｒａｓ遺伝子検査  2,100点 

ニ ＥＷＳ－Ｆｌｉ１遺伝子検査 

2,100点 

ホ ＴＬＳ－ＣＨＯＰ遺伝子検査 

2,100点 

ヘ ＳＹＴ－ＳＳＸ遺伝子検査 

2,100点 

ト ｃ－ｋｉｔ遺伝子検査 

2,500点 

チ マイクロサテライト不安定性検査 

2,100点 

リ センチネルリンパ節生検に係る遺

伝子検査         2,100点 

ヌ ＢＲＡＦ遺伝子検査   6,520点 

【悪性腫瘍遺伝子検査】 

イ 処理が容易なもの 

ⅰ 医薬品の適応判定の補助等に用

いるもの         ●点 

ⅱ その他のもの      ●点 

ロ 処理が複雑なもの     ●点 

 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 
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ル ＲＡＳ遺伝子検査    2,500点 

ヲ ＲＯＳ１融合遺伝子検査 2,500点 

 

［算定要件］ 

注 患者から１回に採取した組織等を

用いて同一がん腫に対して悪性腫瘍

遺伝子検査を実施した場合は、所定

点数にかかわらず、検査の項目数に

応じて次に掲げる点数により算定す

る。 

イ ２項目        4,000点 

ロ ３項目以上      6,000点 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

［算定要件］ 

(1) 「１」の悪性腫瘍遺伝子検査は、

固形腫瘍の腫瘍細胞を検体とし、Ｐ

ＣＲ法、ＳＳＣＰ法、ＲＦＬＰ法、

シークエンサーシステム等を用い

て、悪性腫瘍の詳細な診断及び治療

法の選択を目的として悪性腫瘍患者

本人に対して行った、以下の遺伝子

検査について、患者１人につき１回

に限り算定する。ただし、肺癌にお

けるＥＧＦＲ遺伝子検査について

は、再発や増悪により、２次的遺伝

子変異等が疑われ、再度治療法を選

択する必要がある場合にも算定でき

ることとし、マイクロサテライト不

安定性検査については、家族性非ポ

リポージス大腸癌の診断を目的とす

る場合、又は局所進行若しくは転移

が認められた標準的な治療が困難な

固形癌の薬剤治療方針の選択を目的

とする場合に、本検査を実施した後

に、もう一方の目的で本検査を実施

した場合にあっても、別に１回に限

（削除） 

（削除） 

 

［算定要件］ 

注１ 患者から１回に採取した組織等

を用いて同一がん腫に対してイを

実施した場合は、所定点数にかか

わらず、検査の項目数に応じて次

に掲げる点数により算定する。 

 

イ ２項目        ●点 

ロ ３項目        ●点 

ハ ４項目以上      ●点 

注２ 患者から１回に採取した組織等

を用いて同一がん腫に対してロを実

施した場合は、所定点数にかかわら

ず、検査の項目数に応じて次に掲げ

る点数により算出する。 

イ ２項目         ●点 

ロ ３項目以上       ●点 

 

［算定要件］ 

(1) 「１」の悪性腫瘍遺伝子検査は、

固形腫瘍の腫瘍細胞を検体とし、悪

性腫瘍の詳細な診断及び治療法の選

択を目的として悪性腫瘍患者本人に

対して行った、(2)から(4)に掲げる

遺伝子検査について、患者１人につ

き１回に限り算定する。ただし、肺

癌におけるＥＧＦＲ遺伝子検査につ

いては、再発や増悪により、２次的

遺伝子変異等が疑われ、再度治療法

を選択する必要がある場合にも算定

できることとし、マイクロサテライ

ト不安定性検査については、リンチ

症候群の診断を目的とする場合、又

は局所進行若しくは転移が認められ

た標準的な治療が困難な固形癌の薬

剤治療方針の選択を目的とする場合

に、本検査を実施した後に、もう一

方の目的で本検査を実施した場合に

あっても、別に１回に限り算定でき

る。 
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り算定できる。 

ア 肺癌におけるＥＧＦＲ遺伝子検

査、ＲＯＳ１融合遺伝子検査又は

Ｋ－ｒａｓ遺伝子検査 

イ 膵癌におけるＫ－ｒａｓ遺伝子

検査 

ウ 悪性骨軟部組織腫瘍におけるＥ

ＷＳ－Ｆｌｉ１遺伝子検査、ＴＬ

Ｓ－ＣＨＯＰ遺伝子検査又はＳＹ

Ｔ－ＳＳＸ遺伝子検査 

エ 消化管間葉系腫瘍におけるｃ－

ｋｉｔ遺伝子検査 

オ 家族性非ポリポージス大腸癌又

は局所進行若しくは転移が認めら

れた標準的な治療が困難な固形癌

におけるマイクロサテライト不安

定性検査 

カ 悪性黒色腫におけるセンチネル

リンパ節生検に係る遺伝子検査又

はＢＲＡＦ遺伝子検査 

キ 大腸癌におけるＥＧＦＲ遺伝子

検査、Ｋ－ｒａｓ遺伝子検査、Ｒ

ＡＳ遺伝子検査又はＢＲＡＦ遺伝

子検査 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

(2) 「イ」処理が容易なものの「ⅰ」

医薬品の適応判定の補助等に用いる

ものとは、次に掲げる遺伝子検査の

ことをいい、使用目的又は効果とし

て、医薬品の適応を判定するための

補助等に用いるものとして薬事承認

又は認証を得ている体外診断用医薬

品又は医療機器を用いて、リアルタ

イムＰＣＲ法、ＰＣＲ-ｒＳＳＯ

法、マルチプレックスＰＣＲフラグ

メント解析法又は次世代シーケンシ

ングにより行う場合に算定できる。 

なお、その他の方法により肺癌に

おけるＥＧＦＲ遺伝子検査、大腸癌

におけるＲＡＳ遺伝子検査を行う場

合は、令和４年３月31日までの間に

限り、「イ」処理が容易なものの

「ⅱ」その他のものを算定できるも

のとする。 

ア 肺癌におけるＥＧＦＲ遺伝子検
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

査、ＲＯＳ１融合遺伝子検査、Ａ

ＬＫ融合遺伝子検査 

イ 大腸癌におけるＲＡＳ遺伝子検

査、ＢＲＡＦ遺伝子検査 

ウ 乳癌におけるＨＥＲ２遺伝子検

査 

エ 局所進行又は転移が認められた

標準的な治療が困難な固形癌にお

けるマイクロサテライト不安定性

検査 

(3) 「イ」処理が容易なものの「ⅱ」

その他のものとは、次に掲げる遺伝

子検査のことをいい、ＰＣＲ法、Ｓ

ＳＣＰ法、ＲＦＬＰ法等により行う

場合に算定できる。 

ア 肺癌におけるＫ－ｒａｓ遺伝子

検査 

イ 膵癌におけるＫ－ｒａｓ遺伝子

検査 

ウ 悪性骨軟部組織腫瘍におけるＥ

ＷＳ－Ｆｌｉ１遺伝子検査、ＴＬ

Ｓ－ＣＨＯＰ遺伝子検査、ＳＹＴ

－ＳＳＸ遺伝子検査 

エ 消化管間葉系腫瘍におけるｃ－

ｋｉｔ遺伝子検査   

オ 悪性黒色腫におけるセンチネル

リンパ節生検に係る遺伝子検査 

カ 大腸癌におけるＥＧＦＲ遺伝子

検査、Ｋ－ｒａｓ遺伝子検査、マ

イクロサテライト不安定性検査

（リンチ症候群の診断の補助に用

いる場合に限る。） 

(4) 「ロ」処理が複雑なものとは、次

に掲げる遺伝子検査のことをいい、

使用目的又は効果として、医薬品の

適応を判定するための補助等に用い

るものとして薬事承認又は認証を得

ている体外診断用医薬品又は医療機

器を用いて、次世代シーケンシング

等により行う場合に算定できる。 

なお、その他の方法により悪性黒

色腫におけるＢＲＡＦ遺伝子検査を

行う場合は、令和４年３月31日まで

の間に限り、「イ」処理が容易なも
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（新設） 

 

 

 

 

 

(2) 「１」の悪性腫瘍遺伝子検査を算

定するに当たっては、(1)のアから

キまでの中から該当するものを診療

報酬明細書の摘要欄に記載するこ

と。 

(3) 「１」の悪性腫瘍遺伝子検査、区

分番号「Ｄ００６－２」造血器腫瘍

遺伝子検査又は区分番号「Ｄ００６

－６」免疫関連遺伝子再構成のうち

いずれかを同一月中に併せて行った

場合には、主たるもののみ算定す

る。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

のの「ⅱ」その他のものを算定でき

るものとする。 

ア 肺癌におけるＢＲＡＦ遺伝子検

査 

イ 悪性黒色腫おけるＢＲＡＦ遺伝

子検査（リアルタイムＰＣＲ法） 

ウ 固形癌におけるＮＴＲＫ融合遺

伝子検査 

(5) 患者から１回に採取した組織等を

用いて同一がん種に対して「イ」処

理が容易なものと「ロ」処理が複雑

なものを実施した場合は、それぞれ

の所定点数を合算した点数によって

算定する。 

(6) 「１」の悪性腫瘍遺伝子検査を算

定するに当たっては、(2)から(4)に

掲げる遺伝子検査の中から該当する

ものを診療報酬明細書の摘要欄に記

載すること。 

(7) 「１」の悪性腫瘍遺伝子検査、区

分番号「Ｄ００６－２」造血器腫瘍

遺伝子検査、区分番号「Ｄ００６－

６」免疫関連遺伝子再構成、区分番

号「Ｄ００６－●」ＦＬＴ３遺伝子

検査又は区分番号「Ｄ００６－●」

ＪＡＫ２遺伝子検査のうちいずれか

を同一月中に併せて行った場合に

は、主たるもののみ算定する。 

(8) 肺癌において区分番号「Ｄ００６

－１２」ＥＧＦＲ遺伝子検査（血

漿）と本区分の「１」悪性腫瘍遺伝

子検査「イ」処理が容易なものの

「ⅰ」医薬品の適応判定の補助等に

用いるもののうち、(2)のアに規定

する肺癌におけるＥＧＦＲ遺伝子検

査（「イ」処理が容易なものの

「ⅱ」その他のものを算定する場合

も含む。）を同一月中に併せて行っ

た場合には、主たるもののみ算定す

る。 

(9) 肺癌において区分番号「Ｎ００

２」免疫染色（免疫抗体法）病理組

織標本作製の「６」ＡＬＫ融合タン

パク又は区分番号「Ｎ００５－２」
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

ＡＬＫ融合遺伝子標本作製と本区分

の「１」悪性腫瘍遺伝子検査「イ」

処理が容易なものの「ⅰ」医薬品の

適応判定の補助等に用いるもののう

ち、(2)のアに規定する肺癌におけ

るＡＬＫ融合遺伝子検査を併せて行

った場合には、主たるもののみ算定

する。 

(10)乳癌において区分番号「Ｎ００

５」ＨＥＲ２遺伝子標本作製と本区

分の「１」悪性腫瘍遺伝子検査

「イ」処理が容易なものの「ⅰ」医

薬品の適応判定の補助等に用いるも

ののうち、(2)のウに規定する乳癌

におけるＨＥＲ２遺伝子検査を併せ

て行った場合には、主たるもののみ

算定する。 

(11)卵巣癌において区分番号「「Ｄ０

０６－●」ＢＲＣＡ１/２遺伝子検

査と本区分の「１」悪性腫瘍遺伝子

検査「ロ」処理が複雑なもののう

ち、(4)のウに規定する固形癌にお

けるＮＴＲＫ融合遺伝子検査を併せ

て行った場合には、主たるもののみ

算定する。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑧】 

⑧ 局所陰圧閉鎖処置に係る評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

局所陰圧閉鎖処置について、ドレッシング材（創傷被覆材）の交換の

頻度、処置にかかる手間及び技術を踏まえ、局所陰圧閉鎖処置について

評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

局所陰圧閉鎖処置（入院）は現在、毎日算定できるところを、陰圧維

持管理装置として単回使用の機器を使用した場合は、特定保険医療材料

の局所陰圧閉鎖処置用材料を算定した日に限り、週３回まで算定可能と

する。なお、従前通り、特定保険医療材料「陰圧創傷治療用カートリッ

ジ」は算定できない。 

 

現 行 改定案 

【局所陰圧閉鎖処置（入院）】 

［算定要件］ 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

【局所陰圧閉鎖処置（入院）】 

［算定要件］ 

(8) 陰圧維持管理装置として単回使用

の機器を使用し、局所陰圧閉鎖処置

（入院）を算定する場合は、特定保

険医療材料の局所陰圧閉鎖処置用材

料を併せて算定した日に週３回に限

り算定できる。 

(9) 初回加算を算定した日、陰圧維持

管理装置として使用した機器及び本

処置の医学的必要性を診療報酬明細

書の摘要欄に記載すること。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑨】 

⑨ 網膜中心血管圧測定に係る評価の廃止 
  

第１ 基本的な考え方 

 

眼循環動態の把握に用いられる検査として、検査の精度等の観点から、

現在は蛍光眼底造影検査や眼底三次元画像解析等が一般的に用いられて

いること等を踏まえ、網膜中心血管圧測定について扱いを見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

網膜中心血管圧測定に関する診療報酬上の評価を廃止する。 

 
現 行 改定案 

【網膜中心血管圧測定】 

１ 簡単なもの        42点 

２ 複雑なもの        100点 

【網膜中心血管圧測定】 

１ 簡単なもの        42点 

２ 複雑なもの        100点 

 

［経過措置］ 

網膜中心血管圧測定は、令和●年●

月●日までの間に限り、算定できるも

のとする。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑩】 

⑩ 人工腎臓の評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

エリスロポエチン製剤のバイオ後続品等の実勢価格やＨＩＦ－ＰＨＤ

阻害薬の有効性及び使用方法等を踏まえ、人工腎臓に係る評価について、

ＨＩＦ－ＰＨＤ阻害薬の使用を含め評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

現行、ＨＩＦ－ＰＨＤ阻害薬はエリスロポエチン製剤と同様とみなし、

人工腎臓に包括され、院内処方で算定することとされているが、院外処

方にも対応するため、ＨＩＦ－ＰＨＤ阻害薬を用いる場合に対応した評

価体系を新たに設ける。 

 
現 行 改定案 

【人工腎臓】 

１ 慢性維持透析を行った場合１ 

イ ４時間未満の場合   1,980点 

 

 

ロ ４時間以上５時間未満の場合 

2,140点 

 

ハ ５時間以上の場合   2,275点 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

２ 慢性維持透析を行った場合２ 

イ ４時間未満の場合   1,940点 

 

 

 

ロ ４時間以上５時間未満の場合 

【人工腎臓】 

１ 慢性維持透析を行った場合１ 

イ ４時間未満の場合（別に厚生労

働大臣が定める薬剤を使用する場

合に限る。）       ●点 

ロ ４時間以上５時間未満の場合

（別に厚生労働大臣が定める薬剤

を使用する場合に限る。） ●点 

ハ ５時間以上の場合（別に厚生労

働大臣が定める薬剤を使用する場

合に限る。）       ●点 

ニ ４時間未満の場合（イを除

く。）          ●点 

ホ ４時間以上５時間未満の場合

（ロを除く。）      ●点 

ヘ ５時間以上の場合（ハを除

く。）          ●点 

 

２ 慢性維持透析を行った場合２ 

イ ４時間未満の場合（別に厚生労

働大臣が定める薬剤を使用する場

合に限る。）       ●点 

 

ロ ４時間以上５時間未満の場合
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2,100点 

 

ハ ５時間以上の場合  2,230点 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

３ 慢性維持透析を行った場合３ 

イ ４時間未満の場合   1,900点 

 

 

ロ ４時間以上５時間未満の場合 

2,055点 

 

ハ ５時間以上の場合   2,185点 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

［算定要件］ 

注６ １から３までの場合にあって

は、透析液、血液凝固阻止剤、生

理食塩水及び別に厚生労働大臣が

定める注射薬の費用は所定点数に

含まれるものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

(7) 人工腎臓の所定点数に含まれるも

のの取扱いについては、次の通りと

する。 

ア 「１」から「３」までの場合

（別に厚生労働大臣が定める薬剤

を使用する場合に限る。） ●点 

ハ ５時間以上の場合（別に厚生労

働大臣が定める薬剤を使用する場

合に限る。）       ●点 

ニ ４時間未満の場合（イを除

く。）          ●点 

ホ ４時間以上５時間未満の場合

（ロを除く。）      ●点 

ヘ ５時間以上の場合（ハを除

く。）          ●点 

 

３ 慢性維持透析を行った場合３ 

イ ４時間未満の場合（別に厚生労

働大臣が定める薬剤を使用する場

合に限る。）       ●点 

ロ ４時間以上５時間未満の場合

（別に厚生労働大臣が定める薬剤

を使用する場合に限る。） ●点 

ハ ５時間以上の場合（別に厚生労

働大臣が定める薬剤を使用する場

合に限る。）       ●点 

ニ ４時間未満の場合（イを除

く。）          ●点 

ホ ４時間以上５時間未満の場合

（ロを除く。）      ●点 

ヘ ５時間以上の場合（ハを除

く。）          ●点 

 

［算定要件］ 

注６ １から３までの場合にあって

は、透析液、血液凝固阻止剤、生

理食塩水及び別に厚生労働大臣が

定める薬剤の費用は所定点数に含

まれるものとする。 

注14 １から３までの場合であって、

イからハまでを算定した週におい

ては、ニからヘまでを別に算定で

きない。 

 

(7) 人工腎臓の所定点数に含まれるも

のの取扱いについては、次の通りと

する。 

ア 「１」から「３」までの場合
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（「注13」の加算を算定する場合

を含む。）には、透析液（灌流

液）、血液凝固阻止剤、生理食塩

水、エリスロポエチン製剤及びダ

ルベポエチン製剤の費用は所定点

数に含まれており、別に算定でき

ない。なお、生理食塩水には、回

路の洗浄・充填、血圧低下時の補

液、回収に使用されるもの等が含

まれ、同様の目的で使用される電

解質補液、ブドウ糖液等について

も別に算定できない。 

 

 

イ 「１」から「３」までにより算

定する場合（「注13」の加算を算

定する場合を含む。）において

も、透析液（灌流液）、血液凝固

阻止剤、生理食塩水、エリスロポ

エチン製剤及びダルベポエチン製

剤の使用について適切に行うこ

と。また、慢性維持透析患者の貧

血の管理に当たっては、関係学会

が示している腎性貧血治療のガイ

ドラインを踏まえて適切に行うこ

と。 

 

(24)「１」から「３」までの場合

（「注13」の加算を算定する場合を

含む。）には、ロキサデュスタット

錠は、エリスロポエチン製剤及びダ

ルベポエチン製剤と同様のものとみ

なし、その費用は所定点数に含まれ

ており、別に算定できない。 

「１」から「３」までの場合

（「注13」の加算を算定する場合を

含む。）であって、ロキサデュスタ

ット錠を処方する場合には、院内処

方を行うこと。 

 

［施設基準］ 

第十一 処置 

二の二 人工腎臓に規定する厚生労

働大臣が定める施設基準等 

（「注13」の加算を算定する場合

を含む。）には、透析液（灌流

液）、血液凝固阻止剤、生理食塩

水、エリスロポエチン製剤、ダル

ベポエチン製剤及びHIF-PHD阻害

剤（院内処方されたものに限

る。）の費用は所定点数に含まれ

ており、別に算定できない。な

お、生理食塩水には、回路の洗

浄・充填、血圧低下時の補液、回

収に使用されるもの等が含まれ、

同様の目的で使用される電解質補

液、ブドウ糖液等についても別に

算定できない。 

イ 「１」から「３」までにより算

定する場合（「注13」の加算を算

定する場合を含む。）において

も、透析液（灌流液）、血液凝固

阻止剤、生理食塩水、エリスロポ

エチン製剤、ダルベポエチン製剤

及びＨＩＦ－ＰＨＤ阻害剤（院内

処方されたものに限る。）の使用

について適切に行うこと。また、

慢性維持透析患者の貧血の管理に

当たっては、関係学会が示してい

る腎性貧血治療のガイドラインを

踏まえて適切に行うこと。 

(24)「１」から「３」までのうち、

「ニ」から「ヘ」までの場合（「注

13」の加算を算定する場合を含

む。）には、ＨＩＦ－ＰＨＤ阻害剤

の服薬状況等について、診療録に記

載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

［施設基準］ 

第十一 処置 

二の二 人工腎臓に規定する厚生労

働大臣が定める施設基準等 
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(2) 人工腎臓に規定する注射薬 

 

別表第十の三に掲げる注射薬 

別表第十の三 人工腎臓に規定する注

射薬 

エリスロポエチン 

ダルベポエチン 

(2) 人工腎臓に規定する薬剤 

 

別表第十の三に掲げる薬剤  

別表第十の三 人工腎臓に規定する薬

剤 

エリスロポエチン 

ダルベポエチン 

ＨＩＦ－ＰＨＤ阻害剤（院内処方さ

れたものに限る。） 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑪】 

⑪ バスキュラーアクセスに係る処置の評価の適正化 
  

第１ 基本的な考え方 

 

他の手技との難易度や緊急性等を踏まえ、バスキュラ－アクセスに係

る処置について評価を見直す。また、シャントの狭窄・閉塞を繰り返す

透析患者が一部存在することを踏まえ、経皮的シャント拡張術・血栓除

去術について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．内シャント設置術の評価を見直す。また、外シャント設置術に関する

診療報酬上の評価を廃止する。 

 

現 行 改定案 

【内シャント設置術】 

末梢動静脈瘻造設術 

１ 静脈転位を伴うもの 21,300点 

 

 

２ その他のもの     7,760点 

 

外シャント血栓除去術    1,680点 

 

内シャント又は外シャント設置術 

18,080点 

【内シャント設置術】 

末梢動静脈瘻造設術 

１ 内シャント造設術      

イ 単純なもの      ●点 

ロ 静脈転位を伴うもの  ●点 

２ その他のもの       ●

点 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

２．経皮的シャント拡張術・血栓除去術の評価を見直す。また、シャント

の狭窄・閉塞を繰り返す透析患者は一定程度存在し、より臨床実態に則

した評価を行う必要があることから、一定の要件を満たす場合には経皮

的シャント拡張術・血栓除去術を算定してから３ヶ月以内に実施した場

合であっても、２回目の算定を可能とする。 

 

現 行 改定案 

【経皮的シャント拡張術・血栓除去

術】 

 

【経皮的シャント拡張術・血栓除去

術】 
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経皮的シャント拡張術・血栓除去術 

18,080点 

（新設） 

 

 

 

［算定要件］ 

 ３ヶ月に１回に限り算定する。 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

経皮的シャント拡張術・血栓除去術 

 

１ 初回          ●点 

２ １の実施後３月以内に実施する

場合           ●点 

 

［算定要件］ 

(1) 「１」については、３ヶ月に１回

に限り算定する。また、「２」につ

いては、「１」の実施後３月以内に

実施する場合に、１回に限り算定す

る。 

(2) 「１」を算定してから３ヶ月以内

に実施した場合には、次のいずれか

に該当するものに限り、１回を限度

として「２」を算定する。また、次

のいずれかの要件を満たす画像所見

等の医学的根拠を診療報酬明細書の

概要欄に記載すること。 

ア 透析シャント閉塞の場合 

イ 超音波検査において、シャント

血流量が400ml以下又は血管抵抗

指数（RI）が0.6以上の場合（ア

の場合を除く。） 

(3) 「２」については、「１」の前回

算定日（他の保険医療機関での算定

を含む。）を診療報酬明細書の摘要

欄に記載すること。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑫】 

⑫ 持続緩徐式血液濾過の評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

腎不全以外の患者に対する血液浄化療法を適正に実施するため、持続

緩徐式血液濾過について要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

持続緩徐式血液濾過について、腎不全以外の患者（重症急性膵炎、重

症敗血症、劇症肝炎又は術後肝不全（劇症肝炎又は術後肝不全と同程度

の重症度を呈する急性肝不全を含む。））に実施する場合は、持続緩徐式

血液濾過を実施する医学的根拠を診療報酬明細書の摘要欄に記載するこ

とを実施の要件に追加する。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑬】 

⑬ 吸着式血液浄化法の評価の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

吸着式血液浄化法について、エンドトキシンを吸着するという治療目

的や敗血症診療ガイドライン2016、標準治療と比較して死亡率の改善は

認められないこと等を踏まえ、適切な実施を推進するよう要件の見直し

を行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

吸着式血液浄化法は、グラム陰性桿菌感染症による敗血症性ショック

においてエンドトキシンの吸着を行うことを治療目的としているという

観点から、敗血症性ショックの診断基準を満たすことや細菌培養同定検

査においてグラム陰性桿菌の感染が確認されていること等を診療報酬明

細書の摘要欄に記載することを算定要件に追加する。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑭】 

⑭ 下肢静脈瘤に係る手術の評価の適正化 
  

第１ 基本的な考え方 

 

大伏在静脈抜去術及び下肢静脈瘤血管内焼灼術について、他の手技との

有効性が同等とされていることを踏まえ、評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

大伏在静脈抜去術及び下肢静脈瘤血管内焼灼術の評価を見直す。 

 

現 行 改定案 

下肢静脈瘤手術 

 １ 抜去切除術     10,200点 

大伏在静脈抜去術         11,020点 

下肢静脈瘤血管内焼灼術   14,360点 

下肢静脈瘤手術 

 １ 抜去切除術        ●点 

大伏在静脈抜去術          ●点 

下肢静脈瘤血管内焼灼術     ●点 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑮】 

⑮ 膵全摘後の患者に対する血糖管理の充実 
  

第１ 基本的な考え方 

 

血糖自己測定器加算について、膵全摘後の患者の病態を踏まえ、月90

回以上測定する場合等の要件を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

血糖自己測定器加算について、月90回以上測定する場合及び月120回

以上測定する場合の対象患者に、膵全摘後の患者を追加する。 

 
現 行 改定案 

【血糖自己測定器加算】 

５ 月90回以上測定する場合             

1,170点 

６ 月120回以上測定する場合            

1,490点 

 

［算定要件］ 

注２ ５及び６については、入院中の

患者以外の患者であって次に掲げ

るものに対して、血糖自己測定値

に基づく指導を行うため、血糖自

己測定器を使用した場合に、３月

に３回に限り、第１款の所定点数

に加算する。 

イ インスリン製剤の自己注射を

１日に１回以上行っている患者

（１型糖尿病の患者に限る。） 

 

ロ 12歳未満の小児低血糖症の患

者 

ハ 妊娠中の糖尿病患者又は妊娠

糖尿病の患者（別に厚生労働大

臣が定める者に限る。） 

【血糖自己測定器加算】 

５ 月90回以上測定する場合             

●点 

６ 月120回以上測定する場合            

●点 

 

［算定要件］ 

注２ ５及び６については、入院中の

患者以外の患者であって次に掲げ

るものに対して、血糖自己測定値

に基づく指導を行うため、血糖自

己測定器を使用した場合に、３月

に３回に限り、第１款の所定点数

に加算する。 

イ インスリン製剤の自己注射を

１日に１回以上行っている患者

（１型糖尿病の患者又は膵全摘

後の患者に限る。） 

ロ 12歳未満の小児低血糖症の患

者 

ハ 妊娠中の糖尿病患者又は妊娠

糖尿病の患者（別に厚生労働大

臣が定める者に限る。） 

 

※ 注１についても同様。 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑯】 

⑯ 実勢価格等を踏まえた検体検査の適正な評価 
 

第１ 基本的な考え方 

 

検体検査の実施料について、実態を踏まえ、以下の見直しを行う。 

① 衛生検査所検査料金調査による実勢価格等を踏まえ評価を見直す。 

② 臨床的有用性がなくなった検査等について評価を廃止する。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．衛生検査所検査料金調査により得られた実勢価格に基づき、保険償

還価格と実勢価格の乖離が大きい検査について、適正な評価を行う。 

 

２．臨床的有用性がなくなった検査や既に製造販売が中止されてから一

定期間が経過した体外診断用医薬品を用いる検査について、診療報酬

上の評価を廃止する。 

 

［臨床的有用性がなくなった検査］ 

（１）Ｂｅｎｃｅ Ｊｏｎｅｓ蛋白定性（尿）  

（２）動物使用検査 

 

［既に製造販売が中止されてから一定期間が経過した体外診断用医薬品

を用いる検査］ 

（１）アレルゲン刺激性遊離ヒスタミン（ＨＲＴ） 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑰】 

⑰ 義肢装具の提供に係る評価の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

義肢装具の採寸法、採型法について、対象とする装具を踏まえ、評価

を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

現行の採寸法及び採型法について、義肢、練習用仮義足又は仮義手、

治療用装具に分類し、対象とする装具を踏まえた項目の見直しを行う。 

 

現 行 改定案 

【治療装具の採型ギプス】 

１ 義肢装具採型法（１肢につき） 

200点 

２ 義肢装具採型法（四肢切断の場

合）（１肢につき）     700点 

３ 体幹硬性装具採型法    700点 

４ 義肢装具採型法（股関節、肩関節

離断の場合）（１肢につき） 

1,050点 

 

【練習用仮義足又は仮義手】 

１ 義肢装具採型法（四肢切断の場

合)（１肢につき）     700点 

２ 義肢装具採型法（股関節、肩関節

離断の場合）（１肢につき） 

1,050点 

 

【義肢装具採寸法（１肢につき）】 

200点 

 

【治療装具採型法（１肢につき）】 

700点 

 

【義肢採型法】 

（削除） 

 

１ 四肢切断の場合（１肢につき） 

●点 

（削除） 

２ 股関節、肩関節離断の場合（１肢

につき） 

●点 

 

【練習用仮義足又は仮義手採型法】 

１ 四肢切断の場合（１肢につき） 

●点 

２ 股関節、肩関節離断の場合（１肢

につき） 

●点 

 

【治療用装具採寸法（１肢につき）】 

               ●点 

 

【治療用装具採型法】 

１ 体幹装具         ●点 

２ 四肢装具（１肢につき）  ●点 

３ その他（１肢につき）   ●点 
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【Ⅳ－７ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 －⑱】 

⑱ 市場が拡大した場合の評価の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

医療機器や検査等において、適応追加等により市場が拡大する場合が

あり、これによって財政影響が無視できない範囲に及ぶこともあり得る

ことから、市場が著しく拡大した場合には評価を見直す仕組みを設ける。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．新規収載及び適応追加等に伴う算定留意事項の変更に当たって、保

険医療材料等専門組織において審議を行う際に、将来的な可能性も含

め、収載時の市場規模予測を大きく上回り、これによって財政影響が

無視できない範囲に及ぶことが想定されるものについては、評価の見

直しを検討する基準を併せて審議し、個々の技術に応じた基準を設定

することとする。なお、既に収載されている遺伝子パネル検査等の悪

性腫瘍遺伝子検査については、将来的な市場の拡大が想定されること

から、収載時の市場規模予測の２倍以上という基準を設定する。 

 

２．設定された基準を超えるような市場の拡大が認められた場合には、

まず保険医療材料等専門組織において、評価の見直しの妥当性につい

て検討することとし、妥当性が認められたものについて、中央社会保

険医療協議会総会において具体的な見直しを検討することとする。 
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答申書附帯意見（案）

（全般的事項）

１ 近年、診療報酬体系が複雑化していることを踏まえ、患者をはじめとする関係

者にとって分かりやすいものとなるよう検討すること。

（働き方改革）

２ 医師・医療従事者の働き方改革を推進し、地域医療を確保するための取組に係

る今回改定での対応について、その効果等を検証・調査するとともに、適切な評

価の在り方について引き続き検討すること。

（入院医療）

３ 一般病棟入院基本料、療養病棟入院基本料等の入院基本料や、特定集中治療室

管理料、地域包括ケア病棟入院料、回復期リハビリテーション病棟入院料等の特

定入院料に係る、入院患者のより適切な評価指標や測定方法等について、引き続

き検討すること。

４ 救急医療管理加算の見直しの影響を調査・検証し、患者の重症度等に応じた救急

医療の適切な評価の在り方について引き続き検討すること。

（ＤＰＣ／ＰＤＰＳ）

５ 急性期の医療の標準化をすすめるため、病院ごとの診療実態を把握するととも

に、医療資源投入量等の指標とその活用方法について引き続き検討すること。

（かかりつけ機能、精神医療、生活習慣病等）

６ かかりつけ医機能を有する医療機関との連携の評価の新設等の影響を調査・検

証すること。また、かかりつけ医機能を有する医療機関と専門医療機関との機能

分化・連携強化に資する評価の在り方について引き続き検討すること。

７ 地域における質の高い在宅医療と訪問看護の提供体制の確保に資する評価の在

り方について、引き続き検討すること。

８ 妊産婦に対する診療の適切な評価について引き続き検討すること。

９ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価について引き続

き検討すること。

10 依存症に対する管理料等の評価の見直しの影響を調査・検証し、適切な評価の

在り方について引き続き検討すること。

11 オンライン診療料の見直しや、オンライン服薬指導の評価の新設に係る影響を

調査・検証し、ＩＣＴを活用した診療や薬学的管理等の評価の在り方について引

き続き検討すること。

中 医 協 総 － ４

２ ． ２ ． ５
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（医薬品の適正使用）

12 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に関して、影響を調査・検証

し、引き続き検討すること。

13 ＡＭＲアクションプランの進捗状況及び抗微生物薬適正使用の手引きの見直し

状況等を踏まえ、外来における抗菌薬の処方状況等について把握・分析し、抗菌

薬の適正使用のための新たな方策を講ずる等抗菌薬の使用量の更なる削減を推進

すること。

14 病院内における医学的妥当性や経済性の視点も踏まえた処方の取組について、

院内における実施体制や実施方法等の実態把握や分析等を進めること。

（歯科診療報酬）

15 院内感染防止対策に係る初診料・再診料の見直しの影響を把握し、院内感染防

止対策の推進に資する評価の在り方について引き続き検討すること。

16 口腔疾患の長期的な管理を含めた継続的管理の実施状況等を調査・検証すると

ともに、診診連携及び病診連携の在り方等について引き続き検討すること。

（調剤報酬）

17 調剤基本料、調剤料及び薬学管理料の評価の見直しによる影響や、かかりつけ

薬剤師・薬局の取組状況を調査・検証し、薬局の地域におけるかかりつけ機能に

応じた適切な評価、対物業務から対人業務への構造的な転換を推進するための調

剤報酬の在り方について引き続き検討すること。

（後発医薬品の使用促進）

18 バイオ後続品を含む後発医薬品使用の更なる推進のために、医療機関や薬局に

おける使用状況を調査・検証し、薬価の在り方や診療報酬における更なる使用促

進策について引き続き検討すること。

（医療技術の評価）

19 医療技術の高度化や専門化に対応して、費用対効果の観点を踏まえつつ、イノ

ベーションの評価等がより適切となるよう引き続き検討すること。

（その他）

20 医療機関と関係機関との連携の下で提供される医療について、その実態に応じ

た報酬の在り方について引き続き検討すること。


